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：東京都へ提出する届出書等です。

■法第４条案件の条例第117条の手続の流れ（提出先が法・条例共に東京都の場合※）
　法第４条対象案件は全て条例第117条の対象となります。
・土地の形質の変更面積だけで3000㎡以上
・現に特定有害物質が使用されている工場等の敷地にあっては900㎡以上の土地の形質の変更
※八王子市・町田市の場合には手続が異なりますので、各市にお問い合わせください。

　

基準超過の場合

汚染のおそれがある場合

土壌汚染状況調査の
実施命令 (４条３項)

土地利用の履歴等調査届出書

(117条１項)
法４条２項に基づく土壌汚染状況調査結果報告書を
提出し、その中で土地利用の履歴等調査を実施して
いる場合、117条１項の鑑及び鑑別紙（条例第34号
様式）のみ提出してください。

土壌汚染状況調査報告書

(117条２項)
・法４条２項に基づく土壌汚染状況調査結果報告書

・法４条３項に基づく土壌汚染状況調査結果報告書

・法14条による指定の申請書

上記のいずれかを提出した場合

原則として、117条２項の鑑及び鑑別紙（条例第

32号様式） のみ提出してください。

汚染拡散防止計画書

(117条３項）
（（要要措措置置区区域域のの場場合合））
法７条１項に基づく汚染除去等計画書を提出した
際に汚染拡散防止計画書（条例第33号様式）の鑑
及び鑑別紙のみを提出してください。この場合は、
製本の必要はありません。

（（形形質質変変更更時時要要届届出出区区域域のの場場合合））
土地改変前に、汚染拡散防止計画書（条例第33号
様式）を提出してください。ただし、法12条１項に基
づく土地の形質の変更届出書及び法16条に基づく
汚染土壌の区域外搬出届出書を提出している場合、
汚染拡散防止計画書の提出に代えることができま
す（この場合は法の届出鑑に条例分の収受印も押
印します。）。

環境確保条例117条 土壌汚染対策法４条
土地の改変（形質変更)者による調査実施
・土地の利用履歴
・特定有害物質の使用、排出状況
・過去の地図や聞き取りも含めた根拠資料の収集

土壌汚染状況調査

結果報告書 (４条３項)

土地の形質の変更届出書
（12条１項）

区域指定 健康被害の
蓋然性なし

基準に不適合の場合

要措置区域
形質変更時
要届出区域

健康被害の
蓋然性あり

汚染拡散防止措置完了届出書

(117条６項)
（（要要措措置置区区域域のの場場合合））

法７条９項に基づく措置完了報告書を提出した際

に汚染拡散防止措置完了届出書（条例第33号の

２様式）の鑑を提出してください。

（（形形質質変変更更時時要要届届出出区区域域のの場場合合））

措置の完了後、汚染拡散防止措置完了届出書を

提出してください。ただし、法の措置完了報告書等

を提出している場合、汚染拡散防止措置完了届出

書の提出に代えることができます（この場合は

法の届出鑑に条例分の収受印も押印します。）。

汚染の除去等
措置を実施

汚染土壌の区域外搬出
届出書(16条1項)

指定区域の解除 又は
形質変更時要届出区域への

指定替え

（形質の変更）

（区域外に土壌を搬出する場合）

指定の申請書

(14条)

自主申請を
する場合
（４条２項を提
出できない理
由がある場合
に限る。）

要措置区域等の指定を受ける前に施工する場合は、
事前に御相談の上、該当の書類の提出をお願いします。

汚染土壌の区域外搬出届出書(16条１項)

土地の形質の変更届出書（12条１項）

土壌汚染状況
調査結果
報告書
(４条２項)

調査結果を
報告する場合

形質の変更
を行う場合

汚染除去等計画書

（７条１項）

汚染土壌の区域外搬出

届出書(16条1項)

（区域外に土壌を搬出する場合）

措置の完了

措置完了報告書(７条９項)

（汚染の除去措置）

①

措置の完了（汚染除去等
措置を実施した場合）

措置完了報告書

形質変更時要届出区域として管理
又は

指定区域の解除

土地の形質変更に関する届出

(４条１項)

汚染除去等計画書（７条１項）

②

③



～届出の提出方法のご案内～
○電子申請について
　土壌汚染対策関連の全ての届出等について、電子申請が可能になりました。
　（法に基づく届出については八王子市及び町田市の区域に関するものを除く。）

　開庁日の午後4時までに申請された届出については、添付書類等に不備がないことを確認した後、
　原則として当日中に収受いたします。着手日等に余裕をもって御申請ください。

　電子申請の詳細は、下記の環境局ウェブサイトを御確認ください。
　 https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/chemical/soil/shinsei/

○郵送での提出について
　郵送で提出を行う場合は、届出書（鑑のみ正・副で２部）、鑑返送用封筒、電子データ(CD)の
　３点を提出してください。CDには届出書一式と別冊資料の電子データを入れてください。

　郵送での提出に関する詳細は、下記の環境局ウェブサイトを御確認ください。
　　https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/chemical/soil/yuusou/

【参考】
　東京都環境局　土壌汚染対策のページ
　https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/chemical/soil/
　土壌汚染対策法
　https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/chemical/soil/law/
　環境確保条例（土壌・地下水汚染対策）
　https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/chemical/soil/ordinance/

4.この流れはあくまで目安です。届出書等の提出については、事前に担当に御相談ください。

3.条例第117条第１項の届出で対象地の一部に汚染のおそれがあると判断した場合であっても、汚染の
　おそれがないと判断する部分については、汚染のおそれがある部分の条例第117条第２項の調査を
　実施する前に土地の改変に着手できます。

2.法第４条第１項届出書と法第４条第２項に基づく調査結果の報告は、併せて提出することが原則で
　す。やむを得ず提出時期がずれる場合でも、30日以内に御提出ください（詳細は、I-33ページを
　御参照ください。）。

1.東京都では条例の「地下水環境保全」の観点から、法対象案件の場合でも、土壌調査において土壌
　ガスが検出された場合や溶出量基準を超過した場合は、原則、地下水調査が必要です。詳細は東京
　都土壌汚染対策指針を御確認ください。
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１ 相談窓口 

土壌汚染に関する一般的な相談を希望される方は、次の担当にお願いします。窓口にお越しになる

場合は、電話での事前予約をお願いします。 
東京都 環境局 環境改善部 化学物質対策課 土壌地下水汚染対策担当 

土壌汚染対策総合相談窓口 

〒１６３－８００１ 

東京都新宿区西新宿２－８－１ （都庁第二本庁舎 ２０階北側） 

電話 ０３－５３８８－３４６８（直通） 
 

 

２ 提出先 

届出書等の提出先は、対象となる土地の所在地に応じて、次のとおりとなっています。窓口は予約

制ですので、電話での事前予約をお願いします。 
※八王子市及び町田市の土地に関する届出については、八王子市役所、町田市役所にそれぞれお問

い合せください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 提出期限 

  届出等に際しては、法令で定められた届出等の期限を遵守してください。所定の期限までに届出等

を行わない場合、罰則が適用されることがあります。 
なお、土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53号）第４条、第７条、第 12 条及び第 16条の届出等の

期限は民法（明治 29 年法律第 89 号）第 140 条の規定により、届出日の翌日から期間を算入しますの

で御留意ください。 
 

【２３区及び島しょ地域】 

 東京都 環境局 環境改善部 化学物質対策課 土壌地下水汚染対策担当 

   〒１６３－８００１ 

     東京都新宿区西新宿２－８－１（都庁第二本庁舎 ２０階北側） 

       ＪＲ新宿駅西口から徒歩１５分 

       都営大江戸線都庁前駅から徒歩５分 

     電話 ０３－５３８８－３４３０（直通） 

０３－５３８８－３４５６（直通） 

        ０３－５３８８－３４９５（直通） 

【多摩地域（八王子市及び町田市を除く）】 

 東京都 多摩環境事務所 環境改善課 土壌地下水対策担当 

   〒１９０－００２２ 

     東京都立川市錦町４－６－３（東京都立川合同庁舎 ３階） 

       ＪＲ立川駅南口から徒歩１５分 

       ＪＲ南武線西国立駅から徒歩７分 

     電話 ０４２－５２３－３５１７（直通） 
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期限は民法（明治 29 年法律第 89 号）第 140 条の規定により、届出日の翌日から期間を算入しますの

で御留意ください。 
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       ＪＲ新宿駅西口から徒歩１５分 

       都営大江戸線都庁前駅から徒歩５分 

     電話 ０３－５３８８－３４３０（直通） 

０３－５３８８－３４５６（直通） 

        ０３－５３８８－３４９５（直通） 

【多摩地域（八王子市及び町田市を除く）】 

 東京都 多摩環境事務所 環境改善課 土壌地下水対策担当 

   〒１９０－００２２ 

     東京都立川市錦町４－６－３（東京都立川合同庁舎 ３階） 
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     電話 ０４２－５２３－３５１７（直通） 

 
 

４ 届出者（申請者及び報告者を含む）について 

  届出者が法人の場合は、名称、代表者の氏名及び事務所の所在地を記入してください。ただし、社

内の約款等により、届出書等の提出に関して代表者と同等の権限を有すると認められる場合は、その

ことを確認できる書類を添付の上、代表者以外の氏名を記入することができます。 

なお、行政書士でない者が、他人の依頼を受け報酬を得て、官公庁に提出する書類の作成を業とし

て行うことは禁止されています（行政書士法（昭和 26年法律第４号）第１条の２及び第 19 条）。 

 

５ 届出書等の添付書類について 

届出書等の添付書類は、本手引に記載されているものを順番どおりに添付してください。それ以外

の資料は原則不要です。追加で必要な資料がある場合は、本編の巻末に添付してください。 
 

６ 届出等の手数料 

届出等の手数料は無料です。 
 

７ 届出書様式等の入手先 

届出書様式等は、東京都の土壌汚染対策のウェブサイトでダウンロードできます。 
URL:  https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/chemical/soil/law/houyoushiki3104/ 

 

８ 届出書等の情報公開について 

  原則として、受理された届出書等は全て情報公開の対象となり、開示請求等を受けた場合には東京

都情報公開条例（平成 11年東京都条例第５号）の規定等に基づき開示が行われることになります。 

 

９ 台帳について 

  土壌汚染対策法に基づく要措置区域等の台帳については、紙媒体のものを２の提出先で、電子媒体

のものを「土壌汚染情報公開システム」上で閲覧できます。 

URL: https://wwwdojou.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/SoilPollution/search/ 
 

１０ 個人情報の記載について 

  個人情報は、最低限必要な箇所を除き、記入しないようお願いします。 

 

１１ その他 

  原則として届出書等は、正本及び副本（鑑）並びに別冊資料１部を提出してください。

  ただし、電子申請で届出をする場合は、副本の提出は不要です。

届出書の鑑等への押印が不要となりましたが、必要に応じて、届出者の担当者に対して電話等で確

認をしております。

１２ 参考 

  環境省ウェブサイト「土壌汚染対策法 Q＆Aコーナー」 

URL: http://www.env.go.jp/water/dojo/law_qanda/kaisei_qanda.pdf 
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２２．．土土壌壌汚汚染染対対策策法法第第３３条条にに基基づづくく  

土土壌壌汚汚染染状状況況調調査査結結果果報報告告書書  

のの作作成成ににつついいてて  
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はじめに 

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号。以下「法」といいます。）第３

条第１項に規定する報告（「土壌汚染状況調査結果報告書」の提出）に適用します。 
 
１ 報告の対象となる土地 

使用が廃止された有害物質使用特定施設に係る工場又は事業場の敷地であった土地 
 
２ 報告の義務者 

有害物質使用特定施設の使用が廃止された時点の土地の所有者等が調査を実施し、その結果につ

いて報告する義務があります。土地の所有者等が特定施設の設置者と異なる場合には、東京都（以下

「都」といいます。）から土地の所有者等に宛てて施設が廃止された旨等を通知（有害物質使用特定

施設使用廃止通知書（法第３条第３項関係））します。 
 
３ 報告期限 

義務の生じた日から起算して 120 日以内に調査を実施し、報告する必要があります。 
○土地の所有者等と特定施設の設置者が同一である場合 

→ 有害物質使用特定施設の使用廃止日から起算して 120日以内 
○土地の所有者等と特定施設の設置者が異なる場合 

→ 土地の所有者等が都知事から有害物質使用特定施設使用廃止通知書（法第３条第３項関係）

を受け取った日から起算して 120 日以内 
※期限内に報告ができない特別の事情がある場合、「土壌汚染状況調査結果報告書期限延長申請書」

を都へ提出し、期限までに認められた場合には報告期限を延長することができます。 
※土地の利用状況について一定の条件を満たす場合、その状態が継続する間は調査実施の一時的な

猶予が受けられます。この場合、「土壌汚染対策法第３条第１項ただし書の確認申請書」を都へ

提出し、確認を受ける必要があります。詳細は担当へ御相談ください。 
※法第３条第１項ただし書の確認を受けた土地又は法第３条第１項の調査結果報告書提出前の土

地において、900ｍ２以上の土地の形質の変更を行う場合はあらかじめ届出を行う必要がありま

す。詳細は担当へ御相談ください。 

 

４ 環境確保条例第 116条との関係 

都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成 12 年東京都条例第 215 号。以下「条例」と

いいます。）第 116 条に基づく手続と法第３条に基づく手続は別個のものであり、それぞれ届出等を

行う必要があります。条例第 116 条に基づく手続の窓口は次のとおりです。法第３条に基づく手続の

窓口と異なる場合がありますので御注意ください。 

●条例第 116 条に基づく手続先 

対象の土地 受付窓口  対象の土地 受付窓口 

23 区 各区の環境担当  多摩地区の市 各市の環境担当 
島しょ 環境局環境改善部 

化学物質対策課 

 多摩地区の町村 環境局多摩環境事務所 
環境改善課 
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５ 届出書類 

（１） 届出書類の綴じ方（紙面で提出する場合）

（作成例）【ファイル表紙】 【背表紙】 
○報告書は左側に２穴パンチで穴を開け、

（２）提出書類一覧の順に並べ、ファイル

に綴じてください。

○ファイルの表紙に「土壌汚染状況調査結果

報告書」、「調査に係る土地の所在地（地

番）」、「報告者名（土地所有者名）」を記入

してください。

○ファイルの背表紙に、「土壌汚染状況調査

結果報告書」、「調査に係る土地の所在地

（地番）」を記入してください。

  

土壌汚染状況調査結果報告書 

調査に係る土地の所在地（地番） 

報告者名（土地所有者名） 

土
壌
汚
染
状
況
調
査
結
果
報
告
書

土
地
の
所
在
地
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（２）提出書類一覧 
１ 報告書 チェック 
 ○土壌汚染状況調査結果報告書（様式第一） □ 

２ 添付書類 チェック 

  ○筆一覧 

  ・調査報告する範囲の地番を全て記入してください 
□ 

 

○指定調査機関確認書・調査結果報告シート 

・調査結果報告書には必ず添付してください。 
様式は都環境局のウェブサイトからダウンロードできます。 

・過去の自主・法定調査結果を本報告に活用する場合は、過去の結果をそのまま

報告するのではなく、本調査における過去の自主・法定調査結果の活用箇所を

明確にし、本報告としての調査結果の評価を行ってください。 

□ 

 ○調査対象地の周辺の地図 

□  

・周辺地図中に土壌汚染状況調査の対象地（事業場等の敷地）を明示してくださ

い。（作成例参照） 

・出典等を明記し、公的な資料等自由に利用できる地図（広く公開してもよいも

の）を使用してください。 

 

○地歴調査に関する資料 

・地歴は原則として戦前まで遡って調査し、それ以前の地歴は必要に応じて調査

を実施します。 
なお、水域又は自然林等であった土地についてはそれ以降の地歴を調査してく

ださい。 

 

 a．公図（工場又は事業場敷地全体の地番がわかるもの） □ 

 b．土地利用の履歴等年表 □ 
 c．試料採取等対象物質の種類 □ 

 d．聴取調査及び現地調査結果のまとめ □ 

 

・a  ：公図の写し*1の枚数が多い場合には、対象となる土地全体の地番が分か

るように１枚程度にまとめた図を添付し、その根拠となる公図の写し

は別冊資料にしてください。 
・b~d：内容をまとめたものを添付し、それぞれの根拠資料**22は、原則、別冊

資料にしてください。 

 

 ○表層調査に関する資料＊＊33＊＊44  

 a．汚染のおそれの区分図 □ 

 b．試料採取等区画図 □ 
 c．試料採取地点図＊＊55 □ 

 d．調査結果一覧 □ 
 e. 調査結果図 □ 

 ○地下水調査に関する資料（条例に基づく地下水調査及び措置のための地下水調

査を実施した場合）＊＊66 
 

 a．調査対象地における地質状況等 □ 

 

b．地下水汚染が到達する可能性のある距離の計算結果（必要に応じて） 
環境省のウェブサイトで公開している「地下水汚染が到達し得る距離の計算

ツール」により作成してください。 
  URL：https://www.env.go.jp/water/dojo/law/kaisei2009.html 

□ 

 
c.  試料採取地点図＊＊55＊＊77  

    なお、図面に物質ごとの代表地点を明示してください。 
d．調査結果一覧 

□ 

 e．地下水調査結果図 □ 
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（２）提出書類一覧 
１ 報告書 チェック 
 ○土壌汚染状況調査結果報告書（様式第一） □ 

２ 添付書類 チェック 

  ○筆一覧 

  ・調査報告する範囲の地番を全て記入してください 
□ 

 

○指定調査機関確認書・調査結果報告シート 

・調査結果報告書には必ず添付してください。 
様式は都環境局のウェブサイトからダウンロードできます。 

・過去の自主・法定調査結果を本報告に活用する場合は、過去の結果をそのまま

報告するのではなく、本調査における過去の自主・法定調査結果の活用箇所を

明確にし、本報告としての調査結果の評価を行ってください。 

□ 

 ○調査対象地の周辺の地図 

□  

・周辺地図中に土壌汚染状況調査の対象地（事業場等の敷地）を明示してくださ

い。（作成例参照） 

・出典等を明記し、公的な資料等自由に利用できる地図（広く公開してもよいも

の）を使用してください。 

 

○地歴調査に関する資料 

・地歴は原則として戦前まで遡って調査し、それ以前の地歴は必要に応じて調査

を実施します。 
なお、水域又は自然林等であった土地についてはそれ以降の地歴を調査してく

ださい。 

 

 a．公図（工場又は事業場敷地全体の地番がわかるもの） □ 

 b．土地利用の履歴等年表 □ 
 c．試料採取等対象物質の種類 □ 

 d．聴取調査及び現地調査結果のまとめ □ 

 

・a  ：公図の写し*1の枚数が多い場合には、対象となる土地全体の地番が分か

るように１枚程度にまとめた図を添付し、その根拠となる公図の写し

は別冊資料にしてください。 
・b~d：内容をまとめたものを添付し、それぞれの根拠資料**22は、原則、別冊

資料にしてください。 

 

 ○表層調査に関する資料＊＊33＊＊44  

 a．汚染のおそれの区分図 □ 

 b．試料採取等区画図 □ 
 c．試料採取地点図＊＊55 □ 

 d．調査結果一覧 □ 
 e. 調査結果図 □ 

 ○地下水調査に関する資料（条例に基づく地下水調査及び措置のための地下水調

査を実施した場合）＊＊66 
 

 a．調査対象地における地質状況等 □ 

 

b．地下水汚染が到達する可能性のある距離の計算結果（必要に応じて） 
環境省のウェブサイトで公開している「地下水汚染が到達し得る距離の計算

ツール」により作成してください。 
  URL：https://www.env.go.jp/water/dojo/law/kaisei2009.html 

□ 

 
c.  試料採取地点図＊＊55＊＊77  

    なお、図面に物質ごとの代表地点を明示してください。 
d．調査結果一覧 

□ 

 e．地下水調査結果図 □ 

 ○詳細調査（代表地点以外の深度方向調査、地下水調査等）に関する資料＊＊33  

 a．調査対象物質 □ 
 b．試料採取地点図＊＊55＊＊77 □ 
 c．調査結果一覧 □ 

 ○汚染状態総括図 

  汚染が確認された区画の全ての土壌調査、地下水調査の結果を図示した図面を 
作成してください 

□ 

３ 別冊資料 （審査終了後に届出者に返却又は破棄します。） チェック 

 ○地歴調査の根拠資料＊＊22 

□  ・種類別に分けず、古い年代から順に整理して添付してください。 

・必要に応じて著作権者の複製許諾等を取得してください。 

 

○濃度計量証明書 

・土壌ガス調査の場合には、濃度計量証明書又は土壌ガス検出チャート紙を添付

してください。 
・現地以外で試料を運搬し分析した際の土壌ガス検出チャート紙を添付する場合

には、濃度減少の評価に関する資料を併せて添付してください。 

□ 

 ○ボーリング柱状図 □ 

 ○調査実施状況写真 □ 

 ○公図（写）＊＊11 □ 

 
＊１ 対象となる土地の地番及び対象地面積を確認する上で、対象地の最新の公図（おおむね３か月

以内のもの）を取得し添付してください。対象地を明らかにするため、対象となる部分を赤線

等により囲みわかりやすくしてください。 
 
＊２ 住宅地図、地形図、航空写真、登記簿謄本、聴取調査票、現地調査資料、特定施設に関する届

出書類、その他特定有害物質の使用状況に関する資料等が該当します。 
閉鎖登記簿は、調査の結果、汚染のおそれの有無を判断する上で必要となる場合のみ根拠資料

として添付してください。 
 
＊３ ・ガイドライン等に示されている一般的な調査方法の図や説明、調査結果報告シートに記載さ

れている事項の再記載は不要です。 
・調査報告書内の個人情報の記載はお控えください（個人名(コア鑑定者等)、検印(私印)等）。 
・既往調査結果を活用する場合には、過去の調査結果報告書をそのまま添付するのではなく、

表及び図に簡潔に整理した資料を添付してください。複数の既往調査結果を活用する場合に

は、それらの結果を表及び図にひとまとめに整理してください。その根拠資料として、既往

調査報告書を提出する場合は、別冊資料で提出してください。 
 

＊４ 土壌含有量基準に不適合である土地については、特定有害物質を含む土壌の直接摂取の経路

が遮断されていることがわかるような写真（立入禁止、舗装等）を調査結果に併せて添付して

ください。 

 
＊５ 試料採取地点が単位区画の中心とずれている場合は、その理由を図中に記載してください。書

ききれない場合は、一覧表としてください。 
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＊６ 法に基づく調査報告において、表層調査で溶出量基準が超過した場合は、a 及び必要に応じて

b を提出してください。条例に基づく地下水調査及び措置のための地下水調査を実施した場合

は、c から e も提出してください。条例に基づく調査報告では、条例の規定に基づき、溶出量

基準超過の場合（第一種特定有害物質では土壌ガス調査でガスが検出された場合）、原則とし

て地下水調査の実施が必要となりますので、御注意ください。詳細は巻末の東京都土壌汚染対

策指針を御確認ください。a について、本編にはまとめ図（Ⅰ-18 参照）のみを添付し、ボー

リング地点ごとの柱状図は別冊資料としてください。b について、地下水汚染が到達する可能

性のある距離が一般値より短いと評価できる場合は必要に応じて添付してください。計算結果

は、環境省のウェブサイトに公開されているツールを用いて算出してください。審査時に参考

として使用します。添付資料は、Ⅰ-19 を参照してください。 
 

＊７ 地下に汚染のおそれがある場合は、断面図を作成してください。 

また、調査の結果、自然由来による基準超過と判定した場合には、根拠となる地層が分かる地

質断面図を添付してください。 

 

＊8  既往調査を調査結果の一部として扱う場合には、法改正等を踏まえて現在の基準を満たした

調査結果としてまとめるように注意してください(詳しくは、Ⅲ－13「既往調査結果を調査報

告等に用いる際の留意事項について」を参照してください。)。 

 

＊9  原則、同一調査契機における土壌汚染調査報告書は分割せず、一括で報告してください。工期

等の都合により、やむを得ず報告書を分割する際には、一括調査と分割調査で評価が同一とな

るよう、十分に見通しを立てた上で提出していただくようお願いいたします。 
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策指針を御確認ください。a について、本編にはまとめ図（Ⅰ-18 参照）のみを添付し、ボー

リング地点ごとの柱状図は別冊資料としてください。b について、地下水汚染が到達する可能

性のある距離が一般値より短いと評価できる場合は必要に応じて添付してください。計算結果

は、環境省のウェブサイトに公開されているツールを用いて算出してください。審査時に参考

として使用します。添付資料は、Ⅰ-19 を参照してください。 
 

＊７ 地下に汚染のおそれがある場合は、断面図を作成してください。 

また、調査の結果、自然由来による基準超過と判定した場合には、根拠となる地層が分かる地

質断面図を添付してください。 

 

＊8  既往調査を調査結果の一部として扱う場合には、法改正等を踏まえて現在の基準を満たした

調査結果としてまとめるように注意してください(詳しくは、Ⅲ－13「既往調査結果を調査報
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＊9  原則、同一調査契機における土壌汚染調査報告書は分割せず、一括で報告してください。工期

等の都合により、やむを得ず報告書を分割する際には、一括調査と分割調査で評価が同一とな

るよう、十分に見通しを立てた上で提出していただくようお願いいたします。 

様式第一（第一条第二項関係）（入力シート）汚染状態一覧

 

 

 

 

 

 

 

様式第一（第一条第二項関係）

令和5年4月1日

殿

新宿区 （住居表示）

（地番）

65

施設の設置場所 （地番）

土壌含有量基準不適合

土壌溶出量基準不適合

第二溶出量基準不適合

土壌花子 第XXXXX号

氏　　名 電話番号

○○　○○ 99-9999-9999

備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

汚染が確認された
土壌汚染状況調査の結果

シアン化合物

該当なし

該当なし

分析を行った計量法第107条の登録を
受けた者の氏名又は名称 株式会社新宿分析センター （東京都第XXX号（濃度））

土壌汚染状況調査結果報告書

東京都知事

　土壌汚染対策法第３条第１項本文の規定による調査を行ったので、同項の規定により、次のとおり報告します。

○○工業株式会社

新宿区○○町○丁目×番△

報告者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○工業株式会社

代表取締役 ○○ ○○

工場又は事業場の名称

土壌溶出量基準又は土壌含有量基準に
適合していないおそれがある特定有害
物質の種類

使用が廃止された有害物質使用特定施設

工場又は事業場の敷地であった土地の
所在地

○○町○丁目□番※号

シアン化合物、水銀及びその化合物、ふっ素及びその化合物

施設の種類

廃止年月日

酸又はアルカリによる表面処理施設

新宿区○○町○丁目×番△

連
絡
先

所　　属

○○工業株式会社○○事業部

○年○月○日

電子メールアドレス

土壌汚染状況調査に従事した者を監督
した技術管理者の氏名及び技術管理者
証の交付番号

東京土壌調査株式会社 （20XX-X-XXX）

東京土壌調査株式会社 技術部

土壌汚染状況調査を行った指定調査機
関の氏名又は名称

記記載載例例  

届出日（窓口受理日）又は、届出

日から過去数日以内の日付を記

載してください。 

土地の所有者等が、法人の場合は所在地、法人名及び代表名を記入します。 

個人である場合には、住所及び氏名を記入します。 

担当者（報告者と同じ組織に属する者に限る。）の連絡

先を記載してください。 

また、報告者と異なる組織に属する者で報告書の内容

が分かる者の連絡先は必要に応じて併記してください。 

なお、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異なる場合

には、送り状等にその旨を記載してください。 

１．報告書 

他の土地所有者からの委任を受けて報告を行う

場合は、委任状の原本を添付してください。 

結果の概評を選択してください。 

具体的な汚染状態は「（入力シート）汚染状態

一覧」に入力すると自動的に反映されます。 
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２．添付書類 

○ 調査対象地の周辺の地図 
 
 

調査対象地位置図 
 
 

  

※出典等を明記し、公的な資料等、自由に利用できる地図（広く公開してもよいもの）を使用し

てください。 

調調査査対対象象地地  

作作成成例例  
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考
え
ら
れ
る

土
地
登

記
簿

地
形
図

航
空
写

真
住
宅
地

図
事
業
者

等
か
ら
の

聴
取
調
査

1
9
5*

1
9
5*

1
9
5*

1
9
5*

昭
和

3*
年

昭
和

3*
年

昭
和

3*
年

昭
和

3*
年

国
土
地
理
院

発
行

○
○
○
㈱
発

行
△

△
△
㈱
発

行

4
1
96
0

昭
和

4*
年

対
象
地
は
、

１
９

５
＊

年
（

昭
和

３
＊

年
）

と
同

様
で
あ
っ
た
。

土
壌
汚
染
の

可
能
性
が

考
え
ら
れ
る

土
地
登

記
簿

住
宅
地

図
1
9
6*

1
9
6*

昭
和

4*
年

昭
和

4*
年

△
△
△
㈱
発

行

5

1
97
0

昭
和

5*
年

対
象
地
は
、

１
９

６
＊

年
（

昭
和

４
＊

年
）

と
ほ

ぼ
同
様
で
あ

る
が

、
一

部
事

業
場

が
拡

張
さ

れ
、

建
物
も
一
部
改

築
及
び
増

築
さ
れ
て

い
る
。

土
壌
汚
染
の

可
能
性
が

考
え
ら
れ
る

住
宅
地

図
1
9
7*

昭
和

5*
年

△
△
△
㈱
発

行

6

1
98
0

昭
和

6*
年

昭
和

○
○

年
○

月
に

○
○

商
事

㈱
の

所
有

と
な

り
、
「
○
○

製
作

所
」

と
な

っ
た

。
○

○
工

程
に

お
い
て
、
「

鉛
及

び
そ

の
化

合
物

」
が

使
用

さ
れ

て
い
た
。

土
壌
汚
染
の

可
能
性
が

考
え
ら
れ
る

土
地
登

記
簿

住
宅
地

図
特
定
施

設
設
置
届

出
書
類

事
業
者

等
か
ら
の

ヒ
ア
リ
ン
グ

1
9
8*

1
9
8*

昭
和

6*
年

昭
和

6*
年

△
△
△
㈱
発

行

7
1
99
0

平
成
*
年

対
象
地
は
、

１
９

８
＊

年
（

昭
和

６
＊

年
）

と
同

様
で
あ
っ
た
。

土
壌
汚
染
の

可
能
性
が

考
え
ら
れ
る

住
宅
地

図
1
9
9*

昭
和

5*
年

△
△
△
㈱
発

行

8
2
00
0

平
成

1*
年

対
象
地
は
、

１
９

９
＊

年
（

平
成

＊
年

）
と

同
様

で
あ
っ
た
。

土
壌
汚
染
の

可
能
性
が

考
え
ら
れ
る

航
空
写

真
住
宅
地

図
2
0
0*

2
0
0*

平
成

1*
年

平
成

1*
年

○
○
○
㈱
発

行
△

△
△
㈱
発

行

9
2
01
0

平
成

2*
年

対
象
地
は
、

２
０

０
＊

年
（

平
成

１
＊

年
）

と
同

様
で
あ
っ
た
。

土
壌
汚
染
の

可
能
性
が

考
え
ら
れ
る

航
空
写

真
住
宅
地

図
2
0
1*

2
0
1*

平
成

2*
年

平
成

2*
年

○
○
○
㈱
発

行
△

△
△
㈱
発

行

1
0

2
02
0

令
和
*
年

令
和
○
○
年

○
月

に
「

○
○

製
作

所
」

が
操

業
を

廃
止
し
た
。

土
壌
汚
染
の

可
能
性
が

考
え
ら
れ
る

航
空
写

真
住
宅
地

図
特
定
施

設
使
用
廃

止
届
出
書

現
況
写

真

2
0
2*

2
0
2*

令
和
*
年

令
和
*
年

○
○
○
㈱
発

行
△

△
△
㈱
発

行

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

こ
の
行
よ
り

上
に
行
を
追

加
し
て
く

だ
さ
い
。

（
日
本
産
業

規
格
Ａ
列
４

番
）

N
o.

年
代

対
象

地
の

土
地

利
用
の
状

況
土
壌
汚

染
の
可
能
性

根
拠
資
料

資
料

の
種
類

年
代

出
典

原
則

戦
前

ま
で

遡
っ

て
調

査
し

、
そ

れ
以

前
の

地
歴

は
必

要
に

応
じ

て
調

査
を

実
施

し
ま

す
。

 

な
お

、
水

域
又

は
自

然
林

等
で

あ
っ

た
土

地
に

つ
い

て

は
そ

れ
以

降
の

地
歴

を
調

査
し

て
くだ

さ
い

。

土
地

所
有

者
や

聴
き

取
り

を
行

っ
た

個
人

名
、

個
人

住
宅

名
等

は
年

表
中

に
記

載
し

な
い

で
く
だ

さ
い

。
 

各
年

代
で

汚
染

の
可

能
性

の
有

無
を

評
価

し
て

く
だ

さ
い

。
根

拠
資

料
の

出
典

等

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

記記
載載

例例
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○表層調査に関する資料

a．汚染のおそれの区分図

 

 

 

ガイドライン等に示されている一般的な調査方法の
図や説明の記載は不要です。 

特定有害物質の使用状況が分
かる図面を添付してください。 

地下 

ピット 

凡例

汚染のおそれが多い土地

汚染のおそれが少ない土地

汚染のおそれがない土地

作作成成例例  

有害物質使用 

特定施設 

・トリクロロエチレン

・水銀

・鉛

生産活動に 

関係する土地 

グラウンド 

・トリクロロエチレン

・水銀

・鉛
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○表層調査に関する資料

a．汚染のおそれの区分図

 

 

 

ガイドライン等に示されている一般的な調査方法の
図や説明の記載は不要です。 

特定有害物質の使用状況が分
かる図面を添付してください。 

地下 

ピット 

凡例

汚染のおそれが多い土地

汚染のおそれが少ない土地

汚染のおそれがない土地

作作成成例例  

有害物質使用 

特定施設 

・トリクロロエチレン

・水銀

・鉛

生産活動に 

関係する土地 

グラウンド 

・トリクロロエチレン

・水銀

・鉛

○表層調査に関する資料

b．試料採取等区画図

1 

A 

 

ガイドライン等に示されている一般的な調査方法の
図や説明の記載は不要です。 

30 m
10 m

1 2 3

4 5 6

7 8 9

  有害物質使用 

特定施設 

・トリクロロエチレン

・水銀

・鉛

起点 

・トリクロロエチレン

・水銀

・鉛

特定有害物質の使用状況が分
かる図面を添付してください。 

地下 

ピット 

起点を当該位置とした理由を 
記載してください。 

凡例

全部対象区画

一部対象区画

対象外区画

作作成成例例  
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c．試料採取地点図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

  

A 

1
 

地下
ピット

有害物質使用 

特定施設 

起点 

地

配
中

管

30 m
10 m

1 2 3

4 5 6

7 8 9

試料採取地点が区画の中心からずれている場合は、 
図中にその理由を記載してください。 
図中に書ききれない場合は、別途一覧表としてください。 
物質ごとに採取地点が異なる場合は、物質ごとに整理してください。 

調査対象地

10m単位区画

30m格子

表層土壌採取地点（水銀、鉛）

凡例

対象外区画

全部対象区画

一部対象区画

土壌ガス採取地点（トリクロロエチレン）

A1-1 特定有害物質の使用・保管履歴がある跡地に設定した。

A1-2 中心付近の傾斜が著しいため、平坦な地点で採取した。

A1-8 中心付近の傾斜が著しいため、平坦な地点で採取した。

試料採取地点の設定理由一覧

A1-4 地中配管の跡地付近に設定した。

A1-5 区画の中心付近に設定した。

A1-7 地下ピットの跡地付近に設定した。
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d. 調査結果 

調査結果は総評等を記載せず、一覧表と図のみで簡潔にまとめてください。 
 
 
 
土壌ガス調査結果 

土壌ガス調査結果一覧表 

  トリクロロエチレン 

試料採取区画 ガス濃度 [volppm] 
A1-1 不検出 

A1-4 0.1 
A1-5 不検出 

A1-7 0.4 
検出下限値 0.1 

 
 
土壌ガス調査結果図(例) 

 

 

 

 

 A 

1 

地下 
ピット 

30 m
10 m

1 2 3

4 5 6

7 8 9

A1-7
トリクロロエチレン

0.4volppm

土壌ガス検出区画は、わかりやすく
図中に網掛け等をつけてください。 

表層調査結果のまとめ方（例） 検出した結果には、わかりやすく 
網掛け等をつけてください。 

土壌ガスが検出した結果について図にまとめてください。 
不検出であった区画は、図中に「不検出」の記載等をする必要はありません。 

土壌ガス検出区画は、
図に値を併記してくだ
さい。 

A1-4

トリクロロエチレン

0.1volppm

起点 

地

配
中

管

凡例

調査対象地

10m単位区画

30m格子

土壌ガス採取地点（トリクロロエチレン）

土壌ガス検出区画

有害物質使用 

特定施設 
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e.調査結果図 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※網掛けは、■ が基準超過、■ が第二溶出量基準超過を示す。 
 
 
 
 
 
表層土壌調査結果図(例) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表層土壌調査結果一覧表（例） 
 水銀及びその化合物 鉛及びその化合物 

試料採取区画 
 
 

溶出量 
[mg/L] 

含有量 
[mg/kg] 

溶出量 
[mg/L] 

含有量 
[mg/kg] 

A1-1（表層） <0.0005 <1.0 0.002 200 
A1-1（配管下 GL-0.5 m） <0.0005 <1.0 0.001 230 

A1-4（表層） <0.0005 <1.0 <0.001 25 
A1-4（配管下 GL-0.5 m） 00..00005566  <1.0 <0.001 150 

A1-5（2,8）（表層） <0.0005 <1.0 0.004 <10 
A1-7（表層） <0.0005 <1.0 <0.001 190 

A1-7（ピット下 GL-1 m） <0.0005 <1.0 <0.001 160 
基準値 0.0005 15 0.01 150 

第二溶出量基準値 0.005 ― 0.3 ― 

A 

1

地 

配 
中 

管 

地下 
ピット

有害物質使用 

特定施設 

基準超過した値は、わかりやす
く網掛け等をつけてください。 
また、第二溶出量基準を超える
ものについても表の中でわかる
ように記載してください。 

施工のための指定の申請
（法 14 条）の場合は、その
旨を明記してください。 

カラーで作成する場合、白黒コピーで情報が識別
できるように御留意ください。 

A1-1
鉛

含有量 [mg/kg]
表層 200
配管下 GL-0.5ｍ 230

A1-7
鉛

含有量 [mg/kg]
表層 190
ピット下 GL-1ｍ 160

A1-4

水銀

溶出量[mg/l]

表層 00..00005566

表中に基準値等を
併記してください。 

第二種・第三種特定有害
物質の調査において、表
層は、地表～深さ 5 ㎝と
深さ 5～50 ㎝の土壌を等
量混合して試料とします。 
配管下やピット下は、その

位置から深さ 50 ㎝まで

の土壌を採取し、試料とし

ます。 

調査を省略した場合は 
表中に”省略”と記載して
ください。 

試料採取日 

○年○月○日 

30 m
10 m

1 2 3

4 5 6

7 8 9 基準超過区画は、わかりやすく図

に網掛け等をつけてください。 

基準超過の結果について図にまとめてください。 
基準適合区画は、図中に値の記載等をする必要はありません。 

基準超過の結果について図に値を併記し、基準超過及び第二溶出
量基準超過がそれぞれわかるように網掛け等を行ってください。 

 

起点 

表層土壌採取地点（水銀、鉛）

基準超過区画

凡例

調査対象地

10m単位区画

30m格子
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○地下水調査に関する資料（溶出量基準超過の場合） 

a. 調査対象地における地質状況等（例） 

 
調査対象地における地質状況等 

 

１．対象地における地形地質概況 

 当該対象地は、武蔵野台地北西部に位置し、標高は約○○ｍである。この付近は○○山から○

○山にかけて約５km の細長い平坦地となっており、南東には東京低地が広がり、高低差１０ｍ

から１５ｍの崖線を形成している。 

 下図より、第１帯水層は GL.-○ｍ（TP○m）付近であり、帯水層の底面は GL.-○ｍ（TP○m）

付近にあるものと考えられるため、スクリーン区間を GL-○m~-○m（TP○m~○m）に設定し

た。なお、地質ボーリングにおける孔内水位は GL.- ○ｍ（TP○m）であった。（柱状図参照） 

 

２．対象地付近における地下水概況 

 対象地付近における地形、地質及び地下水位から、地下水の流向は北西側から南東側に流れて

おり、また地質的に降雨などの要因により一時的に宙水が存在する。 

 

 

 

 

 
 
  

盛土 粘性土主体でありガラ、礫混入

ローム層
径2～10㎜程度の円礫混入
腐植物混入

砂層 一部シルト混入

粘土層
粘性中位
一部シルト混入

砂礫層
径10～30㎜程度円礫混じり
一部腐植物混入

シルト層
粘性中位
上部砂分含む

GL．±0.0

GL．－2.0

GL．－4.0

GL．－6.0

平成○○年○月○日調査結果

ボーリング柱状図（○地点）

溶出量基準が超過した場合は、 

地下水の状況を簡潔にまとめます。 

地形地質の状況を簡潔にまとめます。帯水層及び帯水層底面
に関する事項は必ず記載してください。 

ボーリング柱状図（個人情報を除く）を用い土質の状況を説明します。ボーリング

柱状図は、地下水や帯水層底面の状態が分かる代表的なものを取りまとめた図

のみ、本編に添付してください。 

ボーリング地点ごとの柱状図（個人情報を含む。）は別冊資料としてください。 

各層における土質の 
特徴を説明します。 

地下水位のレベルを
表し、具体的な数値を
記載します。 

2.3 

TP. による高さも併
記してください。 

令和〇年〇月〇日調査結果 

作作成成例例  
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b. 地下水汚染が到達する可能性のある距離の計算結果（例） 

 

地下水汚染が到達する可能性のある距離の計算結果 
１．地下水汚染が到達する可能性のある距離の計算結果  ○○○m 

２．土質 

 ボーリング柱状図から、帯水層の土質は 砂 と判断した。 

※ 土質を判断する根拠とした柱状図を、Ⅰ-18 を参考に本文中に添付してください。 

※ 調査対象地ではなく近隣の柱状図を用いる場合は、柱状図の出典を明記し、更に調査対

象地との位置関係を示す図を添付してください（下図参照）。 

 

調査対象地と柱状図の位置関係を示す図（作成例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．地形情報（動水勾配） 

 上流、下流の標高の差と水平距離から、○．○○ m/m と判断した。 

 

動水勾配を示す図（作成例） 

  

 

  

調調査査対対象象地地  
○○○○区区立立○○○○公公園園  

柱柱状状図図のの地地点点  

0     20     40     60     80     100m 

都都道道○○○○号号線線  

地質の連続性について 

コメントしてください。 

柱状図の地点と調査対象地は距離が近いため、地質の状況は同様であると推察される。 

水平距離 1000ｍ 

TP 0.2ｍ 

調査対象地 

TP0.5m 

TP1.0m 

TP1.5m 
TP2.0m 

※出典等を明記し、公的な資料

等、自由に利用できる地図（広く

公開してもよいもの）を使用して

ください。 

○○川 

TP 2.5ｍ 

地下水の流向方向は、北西側から南東側と推察される。 

地下水の流向方向につ

いてコメントしてくだ

さい。 

Ｎ 
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○深度方向の調査に関する資料 

c.調査結果一覧 
表層調査と同様、総評等は記載せず、一覧表と図に簡潔にまとめてください。 

 
 

 深度方向調査結果一覧表（例） 
調査対象物質 第一種特定有害物質 第二種特定有害物質 

 
試料採取区画 

〔試料採取日〕 

調査深度 
トリクロロエチレン 

調査深度 
水銀 鉛 

溶出量 
[mg/L] 

溶出量 
[mg/L] 

含有量 
[mg/kg] GL TP GL TP 

A1-1 
 

― ― ― 表層 
(0～-0.5m) 

+3.0～
+2.5m ND 200 

― ― ― 配管下 
(-0.5～-1m) 

+2.5～
+2.0m ― 230 

― ― ― －1ｍ +2.0m ― 210 
― ― ― －2ｍ +1.0m ― 160 
― ― ― －3ｍ 0m ― 180 
― ― ― －4ｍ －1.0m ― 51 

― ― ― －5ｍ －2.0m ― ND 
 

A1-4 
 0m +3.0m 0.044 表層 

(0～-0.5m) 
+3.0～
+2.5m 0.0056 150 

－0.5m +2.5m 0.054 
－1ｍ +2.0m 0.12 －1ｍ +2.0m ND ― 
－2ｍ +1.0m 0.032 －2ｍ +1.0m ND ― 
－3ｍ 0m 0.005 ―  ― ― 
－4ｍ －1.0m ND ―  ― ― 
－5ｍ －2.0m ND ―  ― ― 
－6ｍ －3.0m ND ―  ― ― 
－7ｍ －4.0m 0.003 ―  ― ― 
－8ｍ －5.0m ND ―  ― ― 
－9ｍ －6.0m ND ―  ― ― 
－10ｍ －7.0m ND ―  ― ― 
地下水(mg/L) 

（TP○m～TP○m） ND 地下水(mg/L) 
（TP○m～TP○m） ND ― 

A1-7 

 0m +2.8m 0.035 表層 
(0～-0.5m) 

+2.8～ 
+2.3m ND 190 

－0.5m +2.3m 0.040 
ピット下 
(－1ｍ) +1.8m 0.011 ピット下 

(-1～-1.5m) 
+1.8～ 
+1.3m ― 160 

－1.5m +1.3m ND 
－2ｍ +0.8m 0.001 －2ｍ +0.8m ― 160 
－3ｍ －0.2m ND －3ｍ －0.2m ― 85 
－4ｍ －1.2m ND －4ｍ －1.2m ― 32 
－5ｍ －2.2m ND ― ― ― ― 
－6ｍ －3.2m ND ― ― ― ― 
－7ｍ －4.2m ND ― ― ― ― 
－8ｍ －5.2m ND ― ― ― ― 
－9ｍ －6.2m ND ― ― ― ― 
－10ｍ －7.2m ND ― ― ― ― 
地下水(mg/L) 

（TP○m～TP○m） ND ― ― ― 

 基準値   0.03  基準値 0.0005 150 
 第二溶出量基準値 0.3 第二溶出量基準値 0.005 ― 

深度方向調査結果のまとめ方

（例） 

基準超過及び第二溶出量基準超過がそれぞ
れわかるように網掛け等を行ってください。 

第一種特定有害物質
のボーリング調査は、
汚染のおそれが生じ
た場所の位置とは別
に、そこから深さ 50 
㎝の位置の土壌の採
取が必要です。 

○年 

○月○日 

○年 

○月○日 

○年 

○月○日 

※網掛けは、■ が基準超過、■ が第二溶出量基準超過を示す。 

作作成成例例  
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３３．．土土壌壌汚汚染染対対策策法法第第４４条条にに基基づづくく  

土土地地のの形形質質のの変変更更届届出出書書のの作作成成ににつついいてて  
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はじめに 

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号。以下「法」といいます。）第

４条第１項に規定する届出（「一定の規模以上の土地の形質の変更届出書」の提出）に適用します。 
 
１ 届出の対象となる行為 

届出の対象となる行為は、土地の形質の変更であって、その部分の面積の合計が 3,000 ㎡以上

となる行為です。ただし、現に有害物質使用特定施設が設置されている等の工場又は事業場の敷

地については 900 ㎡以上が対象です。 

ここにいう「土地の形質の変更」とは、土地の形状を変更する行為全般をいい、土壌汚染状況

調査の機会をできる限り広く捉えようとする法の趣旨を踏まえ、いわゆる掘削と盛土の別を問わ

ないこととされています。ただし、土地の形質の変更が盛土のみである場合には、届出は不要で

す。 

また、異なる敷地で行われる行為であっても、同一の事業の計画や目的の下で行われるもので

あるか否か、個別の行為の時間的近接性、実施主体等を総合的に判断し、土地の形質の変更部分

の面積の合計が 3,000 ㎡以上（現に有害物質使用特定施設が設置されている工場又は事業場の敷

地等にあっては 900 ㎡以上）となる場合には、全体を一つの行為とみて、届出の対象とすること

が望ましいとされています。（参考：「土壌汚染対策法の一部を改正する法律による改正後の土壌

汚染対策法の施行について」（平成 31 年３月１日付環水大土発第 1903015 号）） 

 

２ 届出の義務者 

届出の義務を負う者は、「土地の形質の変更をしようとする者」であり、その施工に関する計画

の内容を決定する者となっています（法人では、代表取締役がこれに該当し、それ以外の者が届

出者として届出をする場合には、その者が届出者となりうる権限を有することの書類（例：委任

状、社内事務分掌等）を添付してください。）。土地の所有者とその土地を借りて開発行為等を行

う開発事業者の関係では、開発事業者がこれに該当します。請負工事の発注者と受注者の関係で

は、一般的には発注者がこれに該当します。 

 

３ 届出の期限 

届出書の提出は、土地の形質の変更に着手する日の 30 日前までに行うことが必要です。 

ここにいう「着手する日」とは、土地の形質の変更そのものに着手する日をいい、契約事務や

設計等の準備行為は含みません。 

なお、民法（明治 29 年法律第 89号）第 140 条の規定に基づき、届出日当日は期間に算入しま

せん。 

届出日以降に形質変更の対象地において新たな汚染のおそれを生じさせる行為が行われない

こと、届出書に記載する工事計画に変更がないことが確定してから届出を行ってください。 

 

≪参考≫届出日算出方法 

届出日 １日目 ２日目  29 日目 30 日目 着手日 

４月１日 ４月２日 ４月３日 ・・・ ４月 30 日 ５月１日 ５月２日 

  

中 30 日 
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４ 法第４条第２項に基づく調査結果の提出 

 法第４条第１項の届出の際、併せて同条第２項に基づく調査結果報告書を提出することがで

きます。やむを得ず提出時期がずれる場合でも、30 日以内に御提出ください。法第４条第２項

に基づく調査結果報告書の提出をする場合は、「７ 法第４条第２項の報告書類（Ⅰ-33）」を参

照してください。 

 

５ 環境確保条例第 117 条との関係 

都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成 12 年東京都条例第 215 号。以下「条例」

といいます。）第 117 条に基づく手続と法第４条に基づく手続は、それぞれ別個のものであるた

め、法第４条第１項の届出を行う際には、併せて条例第 117 条第 1項に基づく手続を行ってくだ

さい（条例第 117 条第 1項に基づく手続については、本手引Ⅱ-５を参照してください。）。 

 

 法第４条第１項 条例第 117 条第１項 

届出対象行為

の規模等 

土地の形質の変更部分の面積の合計

が 3,000 ㎡以上（現に有害物質使用

特定施設が設置されている工場等の

土地は 900 ㎡以上） 

敷地面積が 3,000 ㎡以上の土地にお

ける土地の改変（法第 4 条第 1 項の

適用を受ける土地は 900 ㎡以上） 

届出の主体 
土地の形質の変更をしようとする者

（開発事業者等） 

土地の改変を行う者 

（開発事業者等） 

届出書類 
一定の規模以上の土地の形質の変更

届出書 
土地利用の履歴等調査届出書 

 ※用語の区別について 

法律では、「土地の“形質の変更”」、条例では「土地の“改変”」という用語を用いますの

で、届出書の記載は注意してください。 
 

法第４条第１項を分割して提出する場合は、既往届出範囲、今回改変範囲及び次回以降届出

範囲が分かる改変範囲全体図を添付してください。 

条例第 117 条第 1 項提出後、おおむね１年以上空けて法第４条第１項を提出する場合は、そ

の間の地歴情報を添付して提出してください。 

 

６ 届出書類 

（１） 届出書類の綴じ方（紙面で提出する場合） 
（作成例）【ファイル表紙】   【背表紙】 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  

一定の規模以上の 

土地の形質の変更届出書 

形質変更の対象となる土地の所在地（地番） 

届出者名 

一
定
の
規
模
…
届
出
書 

土
地
の
所
在
地 

〇届出書は左側に２穴パンチで穴を開け、（２）

提出書類一覧の順に並べ、ファイルに綴じて

ください。 
〇ファイルの表紙に「一定の規模以上の土地の

形質の変更届出書」、「形質変更の対象となる

土地の所在地（地番）」、「届出者名」を記入し

てください。 
〇ファイルの背表紙に「一定の規模以上の土地

の形質の変更届出書」、「形質変更の対象とな

る土地の所在地（地番）」を記入してください。 
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（２）提出書類一覧 

１ 届出書 チェック 

○一定の規模以上の土地の形質の変更届出書（様式第六） 

・必要に応じて、その者が届出者となりうる権原を有することの書類を添付してくだ 

さい(Ⅰ-23「２ 届出の義務者」を参照してください。)。 

□ 

２ 添付書類 チェック 

○当該土地の所有者等の所在が明らかとなる書面 

（土地の形質の変更の場所に関する地番、土地所有者一覧表**11） 

・土地所有者一覧表は、登記事項証明書その他の当該土地の所有者等の所在が明らか

となる書面を兼ねるため、地番の総数に関わらず必ず作成してください。 

□ 

○土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした図面**22 

・土地の形質の変更が行われる範囲を明示した上で、掘削部分と盛土部分は区別して

表示してください。 

・一枚にまとめて明示することが困難な場合は、必要に応じて、案内図、平面図※、 

立面図・断面図※、求積図等に分けることができます。 

（※平面図、※立面図・断面図については、作成例に準じて作成してください。） 

□ 

 ○公図（土地の形質変更の場所全体の地番がわかるもの）**33 

 ・土地の形質の変更をしようとする場所を、赤線等により囲んで図示してください。 
□ 

３ 別冊資料（審査終了後に届出者に返却又は破棄します。） チェック 

○土地の所有者等を確認できる書類**44  □ 

○公図（写）**33 □ 

 

＊１ 土地の形質の変更の場所に、要措置区域及び形質変更時要届出区域は含まれません。その場合は

別途法第７条又は第 12条に基づく届出を御提出ください。 

＊２ 出典等を明記し、公的な資料等、自由に利用できる地図（広く公開してもよいもの）を使用して

ください。 

＊３ 公図の写しの枚数が多い場合には、土地の形質変更の場所全体の地番が分かるように１枚程度に

まとめた図を届出書本編に添付し、その根拠となる個別の公図の写し（おおむね 3 か月以内のも

の）は別冊資料にしてください。 

＊４ 登記事項証明書に限るものではなく、例えば、土地の所有者の所在を明らかにする書面として、

土地の売買契約書や土地の形質の変更の工事における請負契書又は同意書等が、土地の管理者又

は占有者の所在を明らかにする書面として、公共施設の占有許可証等が想定されます。  
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様式第六（第二十一条の二第一項、第二十三条第一項関係）

殿

　土壌汚染対策
法

新宿区

全体形質変更面積 9,999.90 ㎡ 算出根拠

（うち掘削部分面積 9,999.90 ㎡）

最大改変深度 9.90 ｍ

（掘削深度、杭深度 9.90 ｍ、 ｍ）

有害物質使用特
定施設が設置さ
れている工場又
は事業場の名称
有害物質使用特
定施設の種類
有害物質使用特
定施設の設置場
所
特定有害物質の
種類

氏　　名 電話番号

○○ ○○ 99-9999-9999

備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

8.80

実測面積

詳細は別紙「○○」のとおり

令和5年5月2日

連
絡
先

所　　属
株式会社○○製造 東京工場 総務
部

電子メールアドレス

現に有害物質使
用特定施設等が
設置されている
工場又は事業場
の敷地において
法第４条第１項
の規定による土
地の形質の変更
をする場合

鉛及びその化合物
トリクロロエチレン及びその分解生成物

○○区○町○丁目△番△

工場又は事業場
の敷地であった
土地の所在地

65 酸又はアルカリによる表面処理施設
71の5 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ又はｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝによる洗浄施設

株式会社○○製造 東京工場

（住居表
示）

（地番）

一定の規模以上の土地の形質の変更届出書

について、次のとおり届け出ます。

届出者

第４条第１項 の規定により、一定の規模以上の土地の形質の変更

代表取締役 ○○ ○○

株式会社○○製造

東京都○○区○○町○丁目○番○号

令和5年4月1日

東京都知事

土地の形質の変更の対象となる土
地の所在地

土地の形質の変更の場所

法第３条第１項
のただし書の確
認を受けた土地
において法第３
条第７項の規定
による土地の形
質の変更をする

工場又は事業場
の名称

土地の形質の変更の着手予定日

土地の形質の変更の対象となる土
地の面積及び当該土地の形質の変
更に係る部分の深さ

新宿区○○町○丁目○○番１　外 8 筆 道

（住居表
示）

新宿区○○町○丁目○○番１　外 8 筆 道

○町○町目〇番

※詳細は別紙「当該土地の所有者等の所在が明らかとなる書面」のとおり

※詳細は別紙「当該土地の所有者等の所在が明らかとなる書面」のとおり

（地番）

（地番）

届出者が法人である場合は上から順に所在地、法人名、代表者役職及び
代表者名を、個人である場合は住所、(1 行空け)、個人名を記入してください
（Ⅰ-23「2 届出の義務者」も参照してください。）。 

 ・届出日（窓口受理日）又は、届出日から
過去数日以内の日付を記載してください。 

・着手予定日の 30 日前までに提出してく
ださい。なお届出日当日は期間に算入し
ません。 

・日付は「YYYY/MM/DD」形式でご記入く
ださい。（例：2023/04/01） 

分割提出の場合は届出ごとに
連番などをご記入ください。 
例：その１、その２ 

 

届出に該当する法令をリストより選択してください。 
※ 法第 3条第 1 項ただし書きを受けた土地における 900 ㎡

以上の形質の変更では、第 3条第 7 項になります。 
 
 

 

届出日から 30 日以降で、最初に土地の形質の変更を行う日を記入します。 

※Ⅰ-23≪参考≫届出日算出方法 

・土地面積の算出根拠をリスト選択また
は直接入力により記入してください。 

届出範囲を分割して提出する場合は、
グループを展開して全体面積と今回提

出面積がわかるように記入してくださ
い。 

ただし書き中の土地で 900 ㎡以上の形質の変更を行う場合には 
記載してください。 

届出者が法人である場合のみ、法人名を記載してください 
（個人の場合は記載不要です。）。 
 

 

盛土のみを行う土地の面積は除いてください。 

杭の深さは、GL から杭底までの
深さで記入してください。 

現に有害物質使用特定施設等が設置されている
工場または事業場の土地の改変を行う場合には記載

してください。 

・ 担当者（届出者と同じ組織に属する者に限る。）の連絡先を 

記載してください。 

・ また、届出者と異なる組織に属する者で届出書の内容が 

分かる者の連絡先は必要に応じて併記してください。 

・ 郵送で届出を行う場合、連絡先の名前と返送用封筒の宛名 

が異なる場合には、送り状等にその旨を記載してください。 

「土地の形質の変更の対象となる土地
の所在地」の面積を記入してください。 

記記載載例例  

土地の形質の変更が行われる開発事
業全体の土地の所在地を記入します。 
複数の所在地を入力する場合は「、」で

区切って、セル内に列挙してください。 
また、地番は、シート「（別紙）当該土地
の所有者等の所在が明らかとなる書

面」よりご記入ください。 
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  当
該
土
地
の
所
有
者

等
の
所
在
が
明
ら
か
と
な
る
書
面

（
E
x
c
e
l
様
式
）
 

    
 

全
地
番
を
対
象
と
す
る
場
合
は
全
て
の
地
番
に
、
一
部
の
地
番
を
対
象
と

す
る
場
合
は
今
回
の
届
出
対
象
の
地
番
に
の
み
「
今
回
届
出
」
を
選
択
し

て
く
だ
さ
い
。
・
な
お
、
連
絡
先
の
名
前
と
返
送
用
封
筒
の
宛
名
が
異
な
る

場
合
に
は
、
送
り
状
等
に
そ
の
旨
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

地
番
の
欄
は
左
か
ら
「区
市
町
村
名
」
「町
名
」「
丁
目
名
」「
番
地
名
」
を
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
区
市
町
村
は
リ
ス
ト
よ
り
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
一
部
の
土
地
が
対
象
と
な
る
場
合
は
「一
部
」
を
リ
ス
ト
よ
り
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
無
地
番
、
道
、
水
の
場
合
は
、
区
市
町
村
を
リ
ス
ト
か
ら
選
択
し
、
「
無
地
番
、
道
、
水
欄
」
の

リ
ス
ト
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

 

 

・
一
部
の
土
地
が
対
象
と
な
る
場
合
は

 

「
一
部
」
を
リ
ス
ト
よ
り
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 土
地
所
有
者
等
が
個
人
の
場
合

 

・
 住
所
欄
は
住
所
を
記
載
せ
ず
「
－
」
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
 氏
名
欄
は
個
人
名
を
記
載
せ
ず
「
個
人
」
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

土
地
所
有
者
が
行
政
機
関
（
国
、
自
治
体
等
）
の
場
合

 

・
住
所
欄
は
住
所
を
記
載
せ
ず
「
－
」
と
し
て
く
だ
さ
い
。

 

本
届
出
で
実
際
に
土
地
の
形
質
の
変
更
を
行
う
土
地
の
所
在
地
を
記
入
し
ま
す
。

 

ま
た
、
添
付
図
面
に
そ
の
位
置
を
明
示
し
ま
す
。

 

日
付
は
「
Y
Y
Y
Y
/M

M
/
D

D
」
形
式
で
ご
記
入
く
だ
さ

い
。
（
例
：2

0
23

/
04

/
01
） 

・
 地
番
ご
と
の
掘
削
権
原
者

(土
地
所
有
者
等

)が
分
か
る
根
拠
資
料
を
リ
ス
ト
か

ら
選
択
又
は
自
由
入
力
し
、
別
冊
資
料
に
そ
の
根
拠
資
料
を
添
付
し
て
く
だ
さ

い
。

 
・
 「
土
地
所
有
者
等
の
住
所
」
及
び
「
氏
名
」
に
は
、
こ
の
根
拠
資
料
に
よ
り
特
定

さ
れ
る
者
の
住
所
及
び
氏
名
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

「
土
地
所
有
者
等
」
と
は
、
土
地
の
所
有
者
、
管
理
者
及
び
占
有
者
の
う
ち
、
土
地
の
掘
削
を
行
う
た
め
に
必
要
な
権
原
を
有
し
調
査
の
実
施
主
体
と
し
て
最
も
適
切
な
一
者
に
特
定
さ
れ
る
も
の
で

あ
り
、
通
常
は
土
地
の
所
有
者
が
該
当
し
ま
す
が
、
土
地
の
管
理
及
び
使
用
収
益
に
関
す
る
契
約
関
係
、
管
理
の
実
態
等
か
ら
み
て
、
土
地
の
掘
削
を
行
う
た
め
に
必
要
な
権
原
を
有
す
る
者
が
別

に
い
る
場
合
、
そ
の
者
が
「土
地
所
有
者
等
」
あ
る
こ
と
を
示
す
書
類
を
添
付
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
（例
：
道
路
占
有
許
可
書
、
事
業
認
可
書
及
び
事
業
計
画
書
等
施
工
範
囲
の
分
か
る
も
の
等
）
。

 

 

記記
載載
例例
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  当
該
土
地
の
所
有
者

等
の
所
在
が
明
ら
か
と
な
る
書
面

（
E
x
c
e
l
様
式
）
 

    
 

全
地
番
を
対
象
と
す
る
場
合
は
全
て
の
地
番
に
、
一
部
の
地
番
を
対
象
と

す
る
場
合
は
今
回
の
届
出
対
象
の
地
番
に
の
み
「
今
回
届
出
」
を
選
択
し

て
く
だ
さ
い
。
・
な
お
、
連
絡
先
の
名
前
と
返
送
用
封
筒
の
宛
名
が
異
な
る

場
合
に
は
、
送
り
状
等
に
そ
の
旨
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

地
番
の
欄
は
左
か
ら
「区
市
町
村
名
」
「町
名
」「
丁
目
名
」「
番
地
名
」
を
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
区
市
町
村
は
リ
ス
ト
よ
り
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
一
部
の
土
地
が
対
象
と
な
る
場
合
は
「一
部
」
を
リ
ス
ト
よ
り
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
無
地
番
、
道
、
水
の
場
合
は
、
区
市
町
村
を
リ
ス
ト
か
ら
選
択
し
、
「
無
地
番
、
道
、
水
欄
」
の

リ
ス
ト
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

 

 

・
一
部
の
土
地
が
対
象
と
な
る
場
合
は

 

「
一
部
」
を
リ
ス
ト
よ
り
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 土
地
所
有
者
等
が
個
人
の
場
合

 

・
 住
所
欄
は
住
所
を
記
載
せ
ず
「
－
」
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
 氏
名
欄
は
個
人
名
を
記
載
せ
ず
「
個
人
」
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

土
地
所
有
者
が
行
政
機
関
（
国
、
自
治
体
等
）
の
場
合

 

・
住
所
欄
は
住
所
を
記
載
せ
ず
「
－
」
と
し
て
く
だ
さ
い
。

 

本
届
出
で
実
際
に
土
地
の
形
質
の
変
更
を
行
う
土
地
の
所
在
地
を
記
入
し
ま
す
。

 

ま
た
、
添
付
図
面
に
そ
の
位
置
を
明
示
し
ま
す
。

 

日
付
は
「
Y
Y
Y
Y
/M

M
/
D

D
」
形
式
で
ご
記
入
く
だ
さ

い
。
（
例
：2

0
23

/
04

/
01
） 

・
 地
番
ご
と
の
掘
削
権
原
者

(土
地
所
有
者
等

)が
分
か
る
根
拠
資
料
を
リ
ス
ト
か

ら
選
択
又
は
自
由
入
力
し
、
別
冊
資
料
に
そ
の
根
拠
資
料
を
添
付
し
て
く
だ
さ

い
。

 
・
 「
土
地
所
有
者
等
の
住
所
」
及
び
「
氏
名
」
に
は
、
こ
の
根
拠
資
料
に
よ
り
特
定

さ
れ
る
者
の
住
所
及
び
氏
名
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

「
土
地
所
有
者
等
」
と
は
、
土
地
の
所
有
者
、
管
理
者
及
び
占
有
者
の
う
ち
、
土
地
の
掘
削
を
行
う
た
め
に
必
要
な
権
原
を
有
し
調
査
の
実
施
主
体
と
し
て
最
も
適
切
な
一
者
に
特
定
さ
れ
る
も
の
で

あ
り
、
通
常
は
土
地
の
所
有
者
が
該
当
し
ま
す
が
、
土
地
の
管
理
及
び
使
用
収
益
に
関
す
る
契
約
関
係
、
管
理
の
実
態
等
か
ら
み
て
、
土
地
の
掘
削
を
行
う
た
め
に
必
要
な
権
原
を
有
す
る
者
が
別

に
い
る
場
合
、
そ
の
者
が
「土
地
所
有
者
等
」
あ
る
こ
と
を
示
す
書
類
を
添
付
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
（例
：
道
路
占
有
許
可
書
、
事
業
認
可
書
及
び
事
業
計
画
書
等
施
工
範
囲
の
分
か
る
も
の
等
）
。

 

 

記記
載載
例例
  

作成例（Excel様式を使用しない場合） 

別紙○ 

当当該該土土地地のの所所有有者者等等のの所所在在がが明明ららかかととななるる書書面面  
（土土地地のの形形質質のの変変更更のの場場所所にに関関すするる地地番番、、土土地地所所有有者者一一覧覧表表））

所在地（地番） 土地所有者等の住所及び氏名 
形質変更する範囲は 

所在地(地番)の 

所有者等の所在

が明らかとなる

根拠資料 全部 一部 
○○区○○町 

○丁目

○○番１ 東京都△△区△△町△丁目△番△号

株式会社○○○製造 
✔ 登登記記事事項項証証明明書書

○○番２ 個人 ✔ 登登記記事事項項証証明明書書

○○番３ 個人 ✔ 登登記記事事項項証証明明書書

○○番４ 東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○○○

東京都□□区□□町□丁目□番□号 

□□□□

東京都××区××町×丁目×番×号 

×××× 

✔ 登登記記事事項項証証明明書書

○○区○○町 

△丁目

××番１ … 
✔ 登登記記事事項項証証明明書書

××番２ … ✔ 登登記記事事項項証証明明書書

○○区××町 

□丁目

△△番１
… ✔ 土土地地売売買買契契約約書書

△△番２ … ✔ 土土地地売売買買契契約約書書

道 ○○区 ✔ 道道路路管管理理台台帳帳

該当する項目にチェッ

クを付けてください。 

土地所有者等が個人の場合、一覧表上の

記載は、「個人」としてください。 

地番ごとの掘削権原者(土地所有者等)が分かる根拠資料を記

載し、別冊資料にその根拠資料を添付してください。

「土地所有者等の住所及び氏名」には、この根拠資料により

特定される者の住所及び氏名を記載してください。 

「土地所有者等」とは、土地の所有者、管理者及び占有者のうち、土地の掘削を行うために

必要な権原を有し調査の実施主体として最も適切な一者に特定されるものであり、通常は土

地の所有者が該当しますが、土地の管理及び使用収益に関する契約関係、管理の実態等から

みて、土地の掘削を行うために必要な権原を有する者が別にいる場合、その者が「土地所有者

等」あることを示す書類を添付する必要があります（例：道路占有許可書、事業認可書及び事

業計画書等施工範囲の分かるもの等）。 

作作成成例例  
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土土
地地

のの
形形

質質
のの

変変
更更

をを
しし

よよ
うう

とと
すす

るる
場場

所所
をを

明明
らら

かか
にに

しし
たた

図図
面面

（（
平平

面面
図図

））
  

道
路
 

※
掘

削
部
分

の
み
の
場

合

全
体

敷
地
 

土
地

の
形

質
の

変
更

を
し

よ

う
と

す
る
場

所
 

う
ち

掘
削
を

行
う
場

所
 

凡
例

及
び

面
積

 5
,
8
0
0
㎡
 

5
,
8
0
0
㎡
 

5
,
8
0
0
㎡
 

掘
削

を
行

う
場

所
 

5
,
8
0
0
㎡

 

建
築

物
を

建
設

す
る

場
合

、
建

物
を

配
置

す
る

位
置

も
明

記
し

て
く

だ
さ

い
。

 

（
建

物
内

部
の

間
取

り
は

不
要

で
す

。
）
 

各
範

囲
に

つ
い

て
、

そ

の
部

分
を

図
面

上
に

明

示
し

て
く

だ
さ

い
。

 

「「
土土

地地
のの

形形
質質

のの
変変

更更
をを

しし
よよ

うう
とと

すす
るる

部部
分分

のの
場場

所所
（（

面面
積積

））
」」
、、「「

掘掘
削削

部部
分分

のの

場場
所所
（（

面面
積積

））
」」
は

必
ず

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。
 

添添
付付

図図
面面

  

Ｎ
 

面
積
 

面
積
 

面
積
 

建
物

配
置
計

画
 

ＡＡ
’’

  

ＡＡ
  

[[
ＡＡ

棟棟
]]
  

[[
ＢＢ

棟棟
]]
  

2
0
ｍ

 

4
0
ｍ

 

4
0
ｍ

 

土
地

の
形

質
の

変
更

を
し

よ
う

と
す

る
場

所
の

位
置

を
明

確
に

す
る

た

め
、

必
要

に
応

じ
て

距
離

を
記

入
し

ま
す

。
 

な
お

、
範

囲
が

筆
境

の
場

合
は

、
図

面
に

筆
境

線
を

記
入

す
る

こ
と

で
足

り
る

も
の

と
し

ま
す

。
 

分
割

し
て

届
出

を
行

う
場

合
は

、

全
体

範
囲

、
届

出
済

範
囲

及
び

今

回
提

出
範

囲
が

わ
か

る
よ

う
図

面

上
に

表
記

し
て

く
だ

さ
い

。
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土土
地地

のの
形形

質質
のの

変変
更更

をを
しし

よよ
うう

とと
すす

るる
場場

所所
をを

明明
らら

かか
にに

しし
たた

図図
面面

（（
平平

面面
図図

））
  

道
路
 

※
掘

削
部
分

の
み
の
場

合

全
体

敷
地
 

土
地

の
形

質
の

変
更

を
し

よ

う
と

す
る
場

所
 

う
ち

掘
削
を

行
う
場

所
 

凡
例

及
び

面
積

 5
,
8
0
0
㎡
 

5
,
8
0
0
㎡
 

5
,
8
0
0
㎡
 

掘
削

を
行

う
場

所
 

5
,
8
0
0
㎡

 

建
築

物
を

建
設

す
る

場
合

、
建

物
を

配
置

す
る

位
置

も
明

記
し

て
く

だ
さ

い
。

 

（
建

物
内

部
の

間
取

り
は

不
要

で
す

。
）
 

各
範

囲
に

つ
い

て
、

そ

の
部

分
を

図
面

上
に

明

示
し

て
く

だ
さ

い
。

 

「「
土土

地地
のの

形形
質質

のの
変変

更更
をを

しし
よよ

うう
とと

すす
るる

部部
分分

のの
場場

所所
（（

面面
積積

））
」」
、、「「

掘掘
削削

部部
分分

のの

場場
所所
（（

面面
積積

））
」」
は

必
ず

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。
 

添添
付付

図図
面面

  

Ｎ
 

面
積
 

面
積
 

面
積
 

建
物

配
置
計

画
 

ＡＡ
’’

  

ＡＡ
  

[[
ＡＡ

棟棟
]]
  

[[
ＢＢ

棟棟
]]
  

2
0
ｍ

 

4
0
ｍ

 

4
0
ｍ

 

土
地

の
形

質
の

変
更

を
し

よ
う

と
す

る
場

所
の

位
置

を
明

確
に

す
る

た

め
、

必
要

に
応

じ
て

距
離

を
記

入
し

ま
す

。
 

な
お

、
範

囲
が

筆
境

の
場

合
は

、
図

面
に

筆
境

線
を

記
入

す
る

こ
と

で
足

り
る

も
の

と
し

ま
す

。
 

分
割

し
て

届
出

を
行

う
場

合
は

、

全
体

範
囲

、
届

出
済

範
囲

及
び

今

回
提

出
範

囲
が

わ
か

る
よ

う
図

面

上
に

表
記

し
て

く
だ

さ
い

。
 

 

土土
地地

のの
形形

質質
のの

変変
更更

をを
しし

よよ
うう

とと
すす

るる
場場

所所
をを

明明
らら

かか
にに

しし
たた

図図
面面

（（
平平

面面
図図

））
  

道
路
 

※
掘

削
部
分

と
盛
土
部

分
が

混
在

す
る
場
合

全
体

敷
地
 

土
地

の
形

質
の

変
更

を
し

よ

う
と

す
る
場

所
 

う
ち

掘
削
を

行
う
場

所
 

う
ち

盛
土
を

行
う
場

所
 

凡
例

及
び

面
積

 5
,
8
0
0
㎡
 

4
,
2
0
0
㎡
 

5
,
8
0
0
㎡
 

1
,
6
0
0
㎡
 

掘
削

を
行

う
場

所
 

4
,
2
0
0
㎡

 

盛
土

を
行

う
場

所
 

1
,
6
0
0
㎡

 

建
築

物
を

建
設

す
る

場
合

、
建

物
を

配

置
す

る
位

置
も

明
記

し
て

く
だ

さ
い

。
 

（
建

物
内

部
の

間
取

り
は

不
要

で
す

。
）
 

各
範

囲
に

つ
い

て
、

そ

の
部

分
を

図
面

上
に

明

示
し

て
く

だ
さ

い
。

 

「「
土土

地地
のの

形形
質質

のの
変変

更更
をを

しし
よよ

うう
とと

すす
るる

場場
所所

((
面面

積積
））
」」
、、
「「

掘掘
削削

のの
場場

所所
（（

面面

積積
））
」」
、、
「「

盛盛
土土

のの
場場

所所
（（

面面

積積
））
」」

は
必

ず
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

 添添
付付

図図
面面

  

Ｎ
 

面
積
 

面
積
 

面
積
 

建
物

配
置
計

画
 

ＡＡ
’’

  

面
積
 

ＡＡ
  

[[
ＡＡ

棟棟
]]
  

[[
ＢＢ

棟棟
]]
  

土
地

の
形

質
の

変
更

を
し

よ
う

と
す

る
場

所
の

位
置

を
明

確
に

す
る

た

め
、

必
要

に
応

じ
て

距
離

を
記

入
し

ま
す

。
 

な
お

、
範

囲
が

筆
境

の
場

合
は

、
図

面
に

筆
境

線
を

記
入

す
る

こ
と

で
足

り
る

も
の

と
し

ま
す

。
 

2
0
ｍ

 
4
0
ｍ

 

4
0
ｍ

 

4
0
ｍ

 

分
割

し
て

届
出

を
行

う
場

合
は

、

全
体

範
囲

、
届

出
済

範
囲

及
び

今

回
提

出
範

囲
が

わ
か

る
よ

う
図

面

上
に

表
記

し
て

く
だ

さ
い

。
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            ※
特

定
有

害
物

質
を
取

り
扱

う
工

場
・

事
業

場
に

お
い

て
90

0
㎡

以
上

の
改

変
を

行
う

場
添添

付付
図図

面面
  

土土
地地

のの
形形

質質
のの

変変
更更

をを
しし

よよ
うう

とと
すす

るる
場場

所所
をを

明明
らら

かか
にに

しし
たた

図図
面面

（（
平平

面面
図図

））
  

Ｎ
 

[[
工工

場場
棟棟

]]
  

（（
既既

存存
））

  

[[
倉倉

庫庫
棟棟

]]
（（

既既
存存

））
  

[[
駐駐

車車
場場

]]
  

（（
既既

存存
））
  

掘
削

を
行

う
場

所
 

1
,
0
5
0
㎡

 

[[
AA
棟棟

]]
（（

新新
築築

））
  

[[
BB
棟棟

]]
  

（（
新新
築築

））
  

3
0
ｍ
 

土
地
の

形
質
の

変
更

を
し

よ
う
と

す
る

場
所
の

位
置

を
明

確
に
す

る
た

め
、

必
要
に
応

じ
て
距

離
を
記

入
し
ま

す
。
 

な
お
、
範

囲
が
筆

境
の
場

合
は
、

図
面
に

筆
境
線

を
記
入

し
て
く

だ
さ
い

。
 

建
築
物
を

建
設
す

る
場
合

、
建
物

を
配
置

す
る
位

置
も
明
記

し
て
く

だ
さ
い

。
 

（
建
物
内

部
の
間

取
り
は

不
要
で

す
。
）
 

凡
例

及
び

面
積

 

全
体
敷
地
 

2
,
8
0
0
㎡
 

面
積
 

土
地

の
形

質
の

変
更
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よ
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す
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所
 

1
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㎡
 

面
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う
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掘
削
を
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う
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所
 

1
,
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5
0
㎡
 

面
積
 

「「
土土

地地
のの

形形
質質

のの
変変

更更
をを

しし
よよ

うう
とと

すす
るる

場場
所所
（（

面面
積積

））
」」
、、「「

掘掘
削削

のの
場場

所所

（（
面面

積積
））
」」
は
必
ず
記

載
し
て

く
だ

さ

い
。
 

建
物
配
置
計
画
 

3
5
ｍ
 

ＡＡ
  

ＡＡ
’’
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            ※
特

定
有

害
物

質
を
取

り
扱

う
工

場
・

事
業

場
に

お
い

て
90

0
㎡

以
上

の
改

変
を

行
う

場
添添

付付
図図

面面
  

土土
地地

のの
形形

質質
のの

変変
更更

をを
しし

よよ
うう

とと
すす

るる
場場

所所
をを

明明
らら

かか
にに

しし
たた

図図
面面

（（
平平

面面
図図

））
  

Ｎ
 

[[
工工

場場
棟棟

]]
  

（（
既既

存存
））

  

[[
倉倉

庫庫
棟棟

]]
（（

既既
存存

））
  

[[
駐駐

車車
場場

]]
  

（（
既既

存存
））

  

掘
削

を
行

う
場

所
 

1
,
0
5
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㎡

 

[[
AA
棟棟
]]
（（

新新
築築

））
  

[[
BB
棟棟
]]
  

（（
新新

築築
））
  

3
0
ｍ
 

土
地
の

形
質
の

変
更

を
し

よ
う
と

す
る

場
所
の

位
置

を
明

確
に
す

る
た

め
、

必
要
に
応

じ
て
距

離
を
記

入
し
ま

す
。
 

な
お
、
範

囲
が
筆

境
の
場

合
は
、

図
面
に

筆
境
線

を
記
入

し
て
く

だ
さ
い

。
 

建
築
物
を

建
設
す

る
場
合

、
建
物

を
配
置

す
る
位

置
も
明
記

し
て
く

だ
さ
い

。
 

（
建
物
内

部
の
間

取
り
は

不
要
で

す
。
）
 

凡
例

及
び

面
積

 

全
体
敷
地
 

2
,
8
0
0
㎡
 

面
積
 

土
地

の
形

質
の

変
更

を
し

よ

う
と
す
る
場
所
 

1
,
0
5
0
㎡
 

面
積
 

う
ち
掘
削
を
行
う
場
所
 

1
,
0
5
0
㎡
 

面
積
 

「「
土土

地地
のの

形形
質質

のの
変変

更更
をを

しし
よよ

うう
とと

すす
るる

場場
所所
（（

面面
積積

））
」」
、、「「

掘掘
削削

のの
場場

所所

（（
面面

積積
））
」」
は
必
ず
記

載
し
て

く
だ

さ

い
。
 

建
物
配
置
計
画
 

3
5
ｍ
 

ＡＡ
  

ＡＡ
’’

  

土土
地地

のの
形形

質質
のの

変変
更更

をを
しし

よよ
うう

とと
すす

るる
場場

所所
をを

明明
らら

かか
にに

しし
たた

図図
面面

（（
立立

面面
図図

・・
断断

面面
図図

））
  

ＡＡ
－－

ＡＡ
’’

断断
面面
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７ 法第４条第２項の報告書類 

（１）報告書類の提出方法 
 法第４条第２項の報告書は、法第４条第１項の届出と併せて提出してください。やむを得ず提出

時期がずれる場合でも、30日以内に提出してください。 

 条例第117条に基づく届出は、法第４条第２項の内容を利用することができます。提出方法は、条

例第117条第１項（Ⅱ－５）及び第２項（Ⅱ－24）のページを御覧ください。 

（２）提出書類一覧 
１ 報告書 チェック 
 （１）土壌汚染状況調査結果報告書（様式第七） □ 

２ 添付書類 チェック 

 
〇当該土地の所有者等の所在が明らかとなる書面 

（土地の形質の変更の場所に関する地番、土地所有者一覧表）（Ⅰ-27、28 参照） 

 

□ 

 

○指定調査機関確認書・調査結果報告シート 

・調査結果報告書には必ず添付してください。 

様式は都環境局のウェブサイトからダウンロードできます。 
・過去の自主・法定調査結果を本報告に活用する場合は、過去の結果をそのまま

報告するのではなく、本調査における過去の自主・法定調査結果の活用箇所

を明確にし、本報告としての調査結果の評価を行ってください。 

□ 

 ○土壌汚染状況調査の対象地周辺の地図 

□  

・周辺地図中に土壌汚染状況調査の対象地（事業場等の敷地等）を明示してく

ださい。 

・出典等を明記し、公的な資料等自由に利用できる地図（広く公開してもよい

もの）を使用してください。 
 ○土地の形質の変更の深さ及び汚染のおそれがある深さを明らかにした図面 

□  
・最大形質変更深さより１m を超える深さの位置について試料採取等の対象とし

なかった場合は、対象地の状況がわかる平面図、断面図等を示してくださ

い。 

 

○地歴調査に関する資料 

・地歴調査は原則戦前まで遡って調査し、それ以前の地歴は必要に応じて調査

を実施します。水域又は自然林等であった土地についてはそれ以降の地歴を

調査してください。 

 

□ 

 

 a．公図（土地の形質変更の場所全体の地番がわかるもの。） □ 
 b．土地利用の履歴等年表 □ 
 c．試料採取等対象物質の種類 □ 

 d．聴取調査及び現地調査結果のまとめ □ 

 

・a ：公図の写し*1の枚数が多い場合には、対象となる土地全体の地番が分か

るように１枚程度にまとめた図を添付し、その根拠となる公図の写しは

別冊資料にしてください。 
・b~d：内容をまとめたものを添付し、それぞれの根拠資料**２２は、原則、別冊資

料にしてください。 

□ 

 ○表層調査に関する資料＊３＊４ 
 

 a．汚染のおそれの区分図 □ 

□  b．試料採取等区画図 
 c．試料採取地点図*⁵ □ 

 d．調査結果一覧 □ 
 e．調査結果図 □ 

Ⅰ－33



 

 

 

７ 法第４条第２項の報告書類 

（１）報告書類の提出方法 
 法第４条第２項の報告書は、法第４条第１項の届出と併せて提出してください。やむを得ず提出

時期がずれる場合でも、30日以内に提出してください。 

 条例第117条に基づく届出は、法第４条第２項の内容を利用することができます。提出方法は、条

例第117条第１項（Ⅱ－５）及び第２項（Ⅱ－24）のページを御覧ください。 

（２）提出書類一覧 
１ 報告書 チェック 
 （１）土壌汚染状況調査結果報告書（様式第七） □ 

２ 添付書類 チェック 

 
〇当該土地の所有者等の所在が明らかとなる書面 

（土地の形質の変更の場所に関する地番、土地所有者一覧表）（Ⅰ-27、28 参照） 

 

□ 

 

○指定調査機関確認書・調査結果報告シート 

・調査結果報告書には必ず添付してください。 

様式は都環境局のウェブサイトからダウンロードできます。 
・過去の自主・法定調査結果を本報告に活用する場合は、過去の結果をそのまま

報告するのではなく、本調査における過去の自主・法定調査結果の活用箇所

を明確にし、本報告としての調査結果の評価を行ってください。 

□ 

 ○土壌汚染状況調査の対象地周辺の地図 

□  

・周辺地図中に土壌汚染状況調査の対象地（事業場等の敷地等）を明示してく

ださい。 

・出典等を明記し、公的な資料等自由に利用できる地図（広く公開してもよい

もの）を使用してください。 
 ○土地の形質の変更の深さ及び汚染のおそれがある深さを明らかにした図面 

□  
・最大形質変更深さより１mを超える深さの位置について試料採取等の対象とし

なかった場合は、対象地の状況がわかる平面図、断面図等を示してくださ

い。 

 

○地歴調査に関する資料 

・地歴調査は原則戦前まで遡って調査し、それ以前の地歴は必要に応じて調査

を実施します。水域又は自然林等であった土地についてはそれ以降の地歴を

調査してください。 

 

□ 

 

 a．公図（土地の形質変更の場所全体の地番がわかるもの。） □ 
 b．土地利用の履歴等年表 □ 
 c．試料採取等対象物質の種類 □ 

 d．聴取調査及び現地調査結果のまとめ □ 

 

・a ：公図の写し*1の枚数が多い場合には、対象となる土地全体の地番が分か

るように１枚程度にまとめた図を添付し、その根拠となる公図の写しは

別冊資料にしてください。 
・b~d：内容をまとめたものを添付し、それぞれの根拠資料**２２は、原則、別冊資

料にしてください。 

□ 

 ○表層調査に関する資料＊３＊４ 
 

 a．汚染のおそれの区分図 □ 

□  b．試料採取等区画図 
 c．試料採取地点図*⁵ □ 

 d．調査結果一覧 □ 
 e．調査結果図 □ 

 

 

 

 ○地下水調査に関する資料（条例に基づく地下水調査及び措置のための地下水調

査を実施した場合）＊６ 
 

 a．調査対象地における地質状況等 □ 

 

b．地下水汚染が到達する可能性のある距離の計算結果（必要に応じて） 
環境省のウェブサイトで公開している「地下水汚染が到達し得る距離の計算
ツール」により作成してください。 

  URL：https://www.env.go.jp/water/dojo/law/kaisei2009.html 

□ 

 
c. 試料採取地点図*⁵ 

なお、図面に物質ごとの代表地点を明示してください。 □ 

 d. 調査結果一覧 □ 

 e. 地下水調査結果図 □ 

 ○詳細調査（代表地点以外の深度方向調査、地下水調査等）に関する資料＊3 □ 

 a．調査対象物質 □ 
 b．試料採取地点図*⁵ 

 
□ 

 c．調査結果一覧 □ 

 
○汚染状態総括図 
 汚染が確認された区画の全ての土壌調査、地下水調査の結果を図示した図面を
作成してください 

□ 

３ 別冊資料（審査終了後に届出者に返却又は破棄します。） チェック 

 

〇地歴調査の根拠資料*² 
・種類別に分けず、古い年代から順に整理して添付してください。 

・必要に応じて著作権者の複製許諾等を取得してください。 

□ 

 

○濃度計量証明書 

・土壌ガス調査の場合には、濃度計量証明書又は土壌ガス検出チャート紙を添付

してください。 
・現地以外に試料を運搬し分析した際の土壌ガス検出チャート紙を添付する場合

には、濃度減少の評価に関する資料を併せて添付してください。 

□ 

 ○ボーリング柱状図 □ 
 ○調査実施状況写真 □ 
 ○公図（写）**11 □ 

  
＊＊１ 対象となる土地の地番及び対象地面積を確認する上で、対象地の最新の公図（おおむね３か月以内の

もの）を取得し添付してください。対象地を明らかにするため、対象となる部分を赤線等により囲むな

どし、明確に認識できるようにください。 
＊＊２ 住宅地図、地形図、航空写真、登記簿謄本、聴取調査票、現地調査資料、特定施設に関する届出書類、

その他特定有害物質の使用状況に関する資料等が該当します。閉鎖登記簿は、調査の結果、汚染のおそ

れの有無を判断する上で必要となる場合のみ根拠資料として添付してください。 
＊＊３ ・ガイドライン等に示されている一般的な調査方法の図や説明、調査結果報告シートに記載されている

事項の再記載は不要です。 
・調査報告書内の個人情報の記載をお控えください（個人名(コア鑑定者等)、検印(私印)等）。 

          ・既往調査結果を活用する場合には、過去の調査結果報告書をそのまま添付するのではなく、表及び図

に簡潔に整理した資料を添付してください。複数の既往調査結果を活用する場合には、それらの結果を

表及び図にひとまとめに整理してください。その根拠資料として、既往調査報告書を提出する場合は、

別冊資料で提出してください。 
＊＊４ 土壌含有量基準に不適合である土地については、特定有害物質を含む土壌の直接摂取の経路が遮断さ

れていることがわかるような写真（立入禁止、舗装等）を調査結果に併せて添付してください。 

Ⅰ－34



 

 

 

＊＊５ 試料採取地点が単位区画の中心とずれている場合は、その理由を図中に記載してください。書ききれ

ない場合は、一覧表としてください。 
＊＊６ 「地下水調査に関する資料」の注意事項は、Ⅰ-８及びⅠ-９と同様になりますので、そちらを参照し

てください。報告に際しては、条例の規定に基づき、溶出量基準超過の場合（第一種特定有害物質では

土壌ガス調査で検出された場合）、原則として地下水調査の実施が必要となりますので、御注意くださ

い。 
＊＊７ 深度方向の調査を実施した場合は、調査結果総括図を作成してください。 

 

提出書類、まとめ方については、法第３条の届出に準拠していますので、作成例は法第３条の

ページを参照してください。 
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＊＊５ 試料採取地点が単位区画の中心とずれている場合は、その理由を図中に記載してください。書ききれ

ない場合は、一覧表としてください。 
＊＊６ 「地下水調査に関する資料」の注意事項は、Ⅰ-８及びⅠ-９と同様になりますので、そちらを参照し

てください。報告に際しては、条例の規定に基づき、溶出量基準超過の場合（第一種特定有害物質では

土壌ガス調査で検出された場合）、原則として地下水調査の実施が必要となりますので、御注意くださ

い。 
＊＊７ 深度方向の調査を実施した場合は、調査結果総括図を作成してください。 

 

提出書類、まとめ方については、法第３条の届出に準拠していますので、作成例は法第３条の

ページを参照してください。 

 

 

 

様式第七（第二十一条の六第一項、第二十五条の三第一項、第二十七条の二第一項関係）

令和5年4月1日

殿

新宿区 （住居表示）

（地番）

土壌含有量基準不適合

土壌溶出量基準不適合

第二溶出量基準不適合

○○ ○○ 第○○○号

氏　　名 電話番号

○○ ○○ 99-9999-9999

備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

電子メールアドレス

別紙「当該土地の所有者等の所在が明らかとなる書面」の一覧のとおり

○○株式会社 技術部

　　　次のとおり報告します。

法第３条第８項又は第４条第３
項の命令を受けた年月日

○町○丁目号○番○号

土壌汚染状況調査を行った指定
調査機関の氏名又は名称

分析を行った計量法第107条の登
録を受けた者の氏名又は名称

○○株式会社 （指定番号○○-○-○○○○）

（○○県知事登録 濃度第○○号）株式会社○○

）を行ったので、同項の規定により、第４条第２項の調査　土壌汚染対策法（

土壌溶出量基準又は土壌含有量
基準に適合していないおそれが
ある特定有害物質の種類

最大形質変更深さより１メート
ルを超える深さの位置について
試料採取等の対象としなかった
場合はその旨、当該試料採取等
の対象としなかった深さの位置
及び特定有害物質の種類

新宿区○○町○丁目○○番１　外 8 筆 道

鉛及びその化合物

鉛及びその化合物

土壌汚染状況調査を行った場所

土壌汚染状況調査結果報告書

東京都知事

報告者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

株式会社 ○○○○開発

代表取締役 ○○ ○○

連
絡
先

所　　属

株式会社○○開発 総務部 ○○課

土壌汚染状況調査の結果

土壌汚染状況調査に従事した者
を監督した技術管理者の氏名及
び技術管理者証の交付番号

法第４条第２項の報告において
土地の形質の変更をしようとす
る者が土地の所有者等でない場
合にあっては、土地の所有者等
の氏名又は名称

汚染が確認された

鉛及びその化合物

該当なし

該当なし

※詳細は別紙「当該土地の所有者等の所在が明らかとなる書面」のとおり

深さの限定により、最大形質変更
深さの１ｍを超える深度の土壌を
採取しなかった。

・届出日（窓口受理日）又は、届出日から
過去数日以内の日付を記載してください。 

・着手予定日の 30 日前までに提出してく
ださい。なお届出日当日は期間に算入し
ません。 

・日付は「YYYY/MM/DD」形式でご記入く
ださい。（例：2023/04/01） 

該当する法令をリストより選択してください。 

 

届出者が法人である場合は上から順に所在地、法人名、代表者役職及び

代表者名を、個人である場合は住所、(1 行空け)、個人名を記入してください

（Ⅰ-23「2 届出の義務者」も参照してください。）。 

 
この欄は届出者が法人である場合のみ、法人名を

記載してください（個人の場合は記載不要です。）。 

 

本欄は法第３条第８項又は第４条第３項に基づく届出の場合は必須です。 

※日付は「YYYY/MM/DD」形式でご記入ください。（例：2023/04/01） 

本届出で調査報告をする土地の所在地を記入します。 

また、添付図面にその位置を明示します。 
複数の所在地を入力する場合は「、」で区切って、セル
内に列挙してください。 

試料採取の深さの限定を行った場合は必ず記入します。 

 また、添付図面にその位置を明示します。 
該当する特定汚染物質を自由入力
で記載してください 

調査結果について総評を選択します。 

基準不適合物質及び超過した基準の種類を記入
してください。入力用シートに記入した内容が

自動で表示されます。 

会社名又は氏名を
記入します。 

会社名又は氏名を
記入します。 

技術管理者が所属している会
社名・部署名を記入します。 

・ 担当者（届出者と同じ組織に属する者に限る。）の連絡先を記

載してください。 

・ また、届出者と異なる組織に属する者で届出書の内容が分か

る者の連絡先は必要に応じて併記してください。 

・ 郵送で届出を行う場合、連絡先の名前と返送用封筒の宛名

が異なる場合には、送り状等にその旨を記載してください。 

調査対象とした特定有害物質を記入してください。 

※「（別紙）汚染土壌の特定有害物質による汚染状態」に記入して
ください。本欄には自動で表示されます。 

記記載載例例  

Ⅰ－36



 

 

当
該
土
地
の
所
有
者
等
の
所
在
が
明
ら
か
と
な

る
書
面

（
E
x
c
e
l
様
式
）
 

        

記記
載載
例例

  

全
地
番
を
対
象
と
す
る
場
合
は
全
て
の
地
番
に
、
一
部
の
地
番
を
対
象
と

す
る
場
合
は
今
回
の
届
出
対
象
の
地
番
に
の
み
「
今
回
届
出
」
を
選
択
し

て
く
だ
さ
い
。
・
な
お
、
連
絡
先
の
名
前
と
返
送
用
封
筒
の
宛
名
が
異
な
る

場
合
に
は
、
送
り
状
等
に
そ
の
旨
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

地
番
の
欄
は
左
か
ら
「区
市
町
村
名
」
「町
名
」「
丁
目
名
」「
番
地
名
」
を
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
区
市
町
村
は
リ
ス
ト
よ
り
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
一
部
の
土
地
が
対
象
と
な
る
場
合
は
「一
部
」
を
リ
ス
ト
よ
り
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
無
地
番
、
道
、
水
の
場
合
は
、
区
市
町
村
を
リ
ス
ト
か
ら
選
択
し
、
「
無
地
番
、
道
、
水
欄
」
の

リ
ス
ト
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

 

 

・
一
部
の
土
地
が
対
象
と
な
る
場
合
は

 

「
一
部
」
を
リ
ス
ト
よ
り
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

土
地
所
有
者
等
が
個
人
の
場
合

 

・
 住
所
欄
は
住
所
を
記
載
せ
ず
「
－
」
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
 氏
名
欄
は
個
人
名
を
記
載
せ
ず
「
個
人
」
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

土
地
所
有
者
が
行
政
機
関
（
国
、
自
治
体
等
）
の
場
合

 

・
住
所
欄
は
住
所
を
記
載
せ
ず
「
－
」
と
し
て
く
だ
さ
い
。

 

本
届
出
で
実
際
に
土
地
の
形
質
の
変
更
を
行
う
土
地
の
所
在
地
を
記
入
し
ま
す
。

 

ま
た
、
添
付
図
面
に
そ
の
位
置
を
明
示
し
ま
す
。

 

日
付
は
「
Y
Y
Y
Y
/M

M
/
D

D
」
形
式
で
ご
記
入
く
だ
さ

い
。
（
例
：2

0
23

/
04

/
01
） 

・
 地
番
ご
と
の
掘
削
権
原
者

(土
地
所
有
者
等

)が
分
か
る
根
拠
資
料
を
リ
ス
ト
か

ら
選
択
又
は
自
由
入
力
し
、
別
冊
資
料
に
そ
の
根
拠
資
料
を
添
付
し
て
く
だ
さ

い
。

 
・
 「
土
地
所
有
者
等
の
住
所
」
及
び
「
氏
名
」
に
は
、
こ
の
根
拠
資
料
に
よ
り
特
定

さ
れ
る
者
の
住
所
及
び
氏
名
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

「
土
地
所
有
者
等
」
と
は
、
土
地
の
所
有
者
、
管
理
者
及
び
占
有
者
の
う
ち
、
土
地
の
掘
削
を
行
う
た
め
に
必
要
な
権
原
を
有
し
調
査
の
実
施
主
体
と
し
て
最
も
適
切
な
一
者
に
特
定
さ
れ
る
も
の
で

あ
り
、
通
常
は
土
地
の
所
有
者
が
該
当
し
ま
す
が
、
土
地
の
管
理
及
び
使
用
収
益
に
関
す
る
契
約
関
係
、
管
理
の
実
態
等
か
ら
み
て
、
土
地
の
掘
削
を
行
う
た
め
に
必
要
な
権
原
を
有
す
る
者
が
別

に
い
る
場
合
、
そ
の
者
が
「土
地
所
有
者
等
」
あ
る
こ
と
を
示
す
書
類
を
添
付
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
（例
：
道
路
占
有
許
可
書
、
事
業
認
可
書
及
び
事
業
計
画
書
等
施
工
範
囲
の
分
か
る
も
の
等
）
。
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当
該
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地
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所
有
者
等
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所
在
が
明
ら
か
と
な

る
書
面
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様
式
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記記
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地
番
を
対
象
と
す
る
場
合
は
全
て
の
地
番
に
、
一
部
の
地
番
を
対
象
と

す
る
場
合
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の
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対
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の
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番
に
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み
「
今
回
届
出
」
を
選
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い
。
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お
、
連
絡
先
の
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前
と
返
送
用
封
筒
の
宛
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が
異
な
る

場
合
に
は
、
送
り
状
等
に
そ
の
旨
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

地
番
の
欄
は
左
か
ら
「区
市
町
村
名
」
「町
名
」「
丁
目
名
」「
番
地
名
」
を
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
区
市
町
村
は
リ
ス
ト
よ
り
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
一
部
の
土
地
が
対
象
と
な
る
場
合
は
「一
部
」
を
リ
ス
ト
よ
り
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
無
地
番
、
道
、
水
の
場
合
は
、
区
市
町
村
を
リ
ス
ト
か
ら
選
択
し
、
「
無
地
番
、
道
、
水
欄
」
の

リ
ス
ト
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

 

 

・
一
部
の
土
地
が
対
象
と
な
る
場
合
は

 

「
一
部
」
を
リ
ス
ト
よ
り
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

土
地
所
有
者
等
が
個
人
の
場
合

 

・
 住
所
欄
は
住
所
を
記
載
せ
ず
「
－
」
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

・
 氏
名
欄
は
個
人
名
を
記
載
せ
ず
「
個
人
」
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

土
地
所
有
者
が
行
政
機
関
（
国
、
自
治
体
等
）
の
場
合

 

・
住
所
欄
は
住
所
を
記
載
せ
ず
「
－
」
と
し
て
く
だ
さ
い
。

 

本
届
出
で
実
際
に
土
地
の
形
質
の
変
更
を
行
う
土
地
の
所
在
地
を
記
入
し
ま
す
。

 

ま
た
、
添
付
図
面
に
そ
の
位
置
を
明
示
し
ま
す
。

 

日
付
は
「
Y
Y
Y
Y
/M

M
/
D

D
」
形
式
で
ご
記
入
く
だ
さ

い
。
（
例
：2

0
23

/
04

/
01
） 

・
 地
番
ご
と
の
掘
削
権
原
者

(土
地
所
有
者
等

)が
分
か
る
根
拠
資
料
を
リ
ス
ト
か

ら
選
択
又
は
自
由
入
力
し
、
別
冊
資
料
に
そ
の
根
拠
資
料
を
添
付
し
て
く
だ
さ

い
。

 
・
 「
土
地
所
有
者
等
の
住
所
」
及
び
「
氏
名
」
に
は
、
こ
の
根
拠
資
料
に
よ
り
特
定

さ
れ
る
者
の
住
所
及
び
氏
名
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

「
土
地
所
有
者
等
」
と
は
、
土
地
の
所
有
者
、
管
理
者
及
び
占
有
者
の
う
ち
、
土
地
の
掘
削
を
行
う
た
め
に
必
要
な
権
原
を
有
し
調
査
の
実
施
主
体
と
し
て
最
も
適
切
な
一
者
に
特
定
さ
れ
る
も
の
で

あ
り
、
通
常
は
土
地
の
所
有
者
が
該
当
し
ま
す
が
、
土
地
の
管
理
及
び
使
用
収
益
に
関
す
る
契
約
関
係
、
管
理
の
実
態
等
か
ら
み
て
、
土
地
の
掘
削
を
行
う
た
め
に
必
要
な
権
原
を
有
す
る
者
が
別

に
い
る
場
合
、
そ
の
者
が
「土
地
所
有
者
等
」
あ
る
こ
と
を
示
す
書
類
を
添
付
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
（例
：
道
路
占
有
許
可
書
、
事
業
認
可
書
及
び
事
業
計
画
書
等
施
工
範
囲
の
分
か
る
も
の
等
）
。
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地
表
面
 

添添
付付

図図
面面

  

土土
地地

のの
形形

質質
のの

変変
更更

のの
深深

ささ
及及

びび
汚汚

染染
のの

おお
そそ

れれ
がが

ああ
るる

深深
ささ

をを
明明

らら
かか

にに
しし

たた
図図

面面
  

最
大

形
質
変

更
深
さ

よ
り

1m
を

超
え
る

深
さ
の

位
置
に
つ

い
て

試
料
採

取
等
の

対
象
と
し

な
か

っ
た

場
合
は

、
対
象
地

の
状

況
を
平

面
図
、

断
面
図
等

を
用

い
て

示
し
、

試
料
採
取

の
対

象
外
と

し
た
深

度
を
明
記

し
て

く
だ

さ
い
。
 

3
0
 m

1
0 

m 1
2

3

4
5

6

7
8

9

【
断

面
図

】
 

 
A
1
-
3
,
6
区

画
 

【
断

面
図

】
 

 
B
1
-
1
,
2
,
3
,
C
1
-
1
区

画
 

【
表

層
調

査
の

試
料

採
取

の
対

象
と

し
た

深
度

】
 

形
質

変
更

す
る

区
画
 

最
大

形
質
 

変
更

深
さ
 

表
層

調
査

の
試

料
採

取
深
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A
1
-
3
,
6 

2
.
0
 
m 

0
～

0
.
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3.
0
～
3
.
5
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B
1
-
1
,
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3
,
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-
1 

0
.
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m 

0
～

0
.
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（
1
.
5
m
を

超
え

る
深

さ
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試
料

採

取
対

象
外

と
し

た
）
 

B
1
-
4
,
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6
,
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-
4 

0
.
5
 
m 

0
～

0
.
5m
 

 

【
平

面
図

】
 

地
中

配
管

：
全

部
対

象
区

画
 

敷
地
全
域
の
表
層
：
一
部
対
象
区
画
 

形
質

変
更

深
さ

 

2
.
0
ｍ

 

形
質

変
更

深
さ

 

0
.
5
ｍ

 

地
中
配
管
 

地
中
配
管
 

地
表
面
 

１１
  

２２
  

AA
  

BB
  

汚
染

の
お

そ
れ

の
生

じ
た

高
さ

(
3
.
0m

) 

形形
質質

変変
更更

範範
囲囲

地
中

配
管

 

特
定

有
害

物
質

を
使

用
す

る
 

建
物

 

3
.
0
ｍ

 

3
.
0
ｍ

 

 試
料
採
取

の
対
象

外
と
し

た
深
度

が
あ
る

場
合
は

、
必
ず

記
入
し

て
く
だ

さ
い
。
 

※
試

料
採
取

の
深
度
を

限
定

し
た

場
合
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４４．．土土壌壌汚汚染染対対策策法法第第 1144 条条にに基基づづくく  

指指定定のの申申請請書書のの作作成成ににつついいてて  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
  

Ⅰ－39



 
 

はじめに 

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号。以下「法」といいます。）第 14 条第

１項に規定する申請（「指定の申請」）に適用します。 
 
１．申請の対象となる土地 

法に定める調査契機に基づかない調査（自主調査等）によって土壌汚染が明らかになった土地が対象と

なります。ただし、法第３条第１項及び第８項、第４条第３項並びに第５条第１項の規定の適用を受ける

土地は除きます。 
 
※法第４条が適用となっている方へ 
法第４条第３項の命令発出前における当該命令の対象となる土地についての調査報告は、法第４条第２

項により行ってください。法第 14条で申請を希望する場合は協議が必要となりますので、別途御相談くだ

さい。 

 
２．申請者 

 法に定める調査契機に基づかない調査によって土壌汚染が明らかになった土地の所有者等が申請者にな

ります。 
申請者以外に土地所有者等がいる場合には、当該土地の所有者等全員の申請に係る合意を得る必要があ

ります。 

 
３．申請行為の結果 

当該申請に係る土地が、法第６条第１項又は法第 11 条第１項の規定による要措置区域又は形質変更時要

届出区域の指定を受けることになります。14 条申請における調査では、調査深度の限定はできませんので

御注意ください。 

 
４．申請書類 

（１） 申請書類の綴じ方（紙面で提出する場合） 
（作成例）【ファイル表紙】       【背表紙】 
 
                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指定の申請書 

申請に係る土地の所在地（地番） 

申請者名（事業者名） 

指
定
の
申
請
書 

土
地
の
所
在
地 

〇申請書は左側に２穴パンチで穴を開け、（２）

提出書類一覧の順に並べ、ファイルに綴じてく

ださい。 
〇ファイルの表紙に「指定の申請書」、「申請に係

る土地の所在地（地番）」、「申請者名（事業者

名）」を記入してください。 
〇ファイルの背表紙に「指定の申請書」、「申請に

係る土地の所在地（地番）」を記入してくださ

い。 
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（２）提出書類一覧 
１ 申請書 チェック 

 ○指定の申請書（様式第二十） □ 

２ 添付図面 チェック 

 ○申請に係る土地の周辺の地図 

□ 

・周辺地図中に申請にかかる土地を明示してください。法第３条に基づく報告書の添

付書類、周辺地図Ⅰ-11 を参照してください。 

・出典等を明記し、公的な資料等、自由に利用できる地図（広く公開してもよいも

の）を使用してください。 

 ○申請に係る土地の範囲を明らかにした図面（作成例Ⅰ-45 参照） □ 

３ 添付書類 チェック 

 ○指定を受けたい土地の所在地一覧 
□ 

・申請する土地の地番数にかかわらず必ず作成して添付してください。 

 ○申請者が申請に係る土地の所有者等であることを証する書類 
□ 

 （登記事項証明書及び公図の写し**１１、管理者又は占有者の場合、契約書の写しなど） 

 ○申請者以外の土地所有者の合意書 

・申請者以外に申請に係る土地の所有者等がいる場合、申請することについての合意

書が必要となります。合意書の作成例は、Ⅰ-44 を参照してください。 

□ 

 ○指定調査機関確認書・土壌汚染状況調査結果報告シート 

・調査報告書には必ず添付してください。 
様式は都環境局のウェブサイトからダウンロードできます。 

・過去の自主・法定調査結果を本報告に活用する場合は、過去の結果をそのまま報告

するのではなく、本調査における過去の自主・法定調査結果の活用箇所を明確に

し、本報告としての調査結果の評価を行ってください。 

□ 

○地歴調査に関する資料 

・地歴調査は原則戦前まで遡って調査し、それ以前の地歴は必要に応じて調査を実施

します。水域又は自然林等であった土地についてはそれ以降の地歴を調査してくだ

さい。 

 

□ 

 

a．土地利用の履歴等年表 □ 

b．試料採取等対象物質の種類 □ 

c．聴取調査及び現地調査結果のまとめ □ 

・a~c：内容をまとめたものを添付し、それぞれの根拠資料**２２は、原則、別冊資料に

してください。 
□ 

○表層調査に関する資料＊３＊４ 
 

a．汚染のおそれの区分図 □ 

b．試料採取等区画図 □ 

c．試料採取地点図 □ 

d．調査結果一覧 □ 

e．調査結果図 □ 
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○地下水調査に関する資料（条例に基づく地下水調査及び措置のための地下水調査を

実施した場合）＊５ 
 

a．調査対象地における地質状況等 □ 

b．地下水汚染が到達する可能性のある距離の計算結果（必要に応じて） 
環境省のウェブサイトで公開している「地下水汚染が到達し得る距離の計算ツー
ル」により作成してください。 

   URL：https://www.env.go.jp/water/dojo/law/kaisei2009.html 

□ 

c.  試料採取地点図 
なお、図面に物質ごとの代表地点を明示してください。 □ 

d. 調査結果一覧 □ 

e．地下水調査結果図 □ 

○詳細調査（代表地点以外の深度方向調査、地下水調査等）に関する資料＊＊33  

a．調査対象物質 □ 
b．試料採取地点図  

 
□ 

c．調査結果一覧 □ 

○汚染状態総括図 
  汚染が確認された区画の全ての土壌調査、地下水調査の結果を図示した図面を作成
してください 

□ 

４ 別冊資料 （審査終了後に届出者に返却又は破棄します。） チェック 

○地歴調査の根拠資料  

・出典が明らかであり、広く入手可能である資料（地形図、航空写真、住宅地図、登

記簿謄本**１１等）の他、地歴調査のために作成・入手した独自資料（聴取調査資料、

現地調査資料、特定施設に関する届出書類、その他特定有害物質の使用状況に関す

る資料等）は、原則として別冊資料で提出してください。 

・・種類別に分けず、古い年代から順に整理して添付してください。 

・必要に応じて著作権者の複製許諾等を取得してください。 

□ 

○濃度計量証明書 

・土壌ガス調査の場合には、濃度計量証明書又は土壌ガス検出チャート紙を添付して

ください。 

・現地以外に試料を運搬し分析した際は、濃度減少の評価に関する資料を併せて添付

してください。 

□ 

○ボーリング柱状図 □ 

○調査実施状況写真 □ 

＊＊１ 登記事項証明書及び公図は、最新（おおむね３か月以内）のものを取得し、提出してください。 

＊＊２ 調査報告書内の個人情報（個人名や検印（私印）等）は、削除の上、提出してください。 

＊＊３ 土壌含有量基準に不適合である土地については、特定有害物質を含む土壌の直接摂取の経路が遮

断されていることがわかるような写真（立入禁止、舗装等）を正本及び副本に添付してください。 

＊＊４ ・・  申請に係る調査報告書は、「法第３条に基づく調査結果報告書の作成について」の手引を参考に、

同等のものを作成し提出してください。  

・・  調査結果は、総評等を記載せず、一覧表及び図で簡潔に示してください。 

・・ 既往調査結果を活用する場合には、過去の調査結果報告書をそのまま添付するのではなく、表

及び図に簡潔に整理した資料を添付してください。複数の既往調査結果を活用する場合には、

それらの結果を表及び図にひとまとめに整理してください。 

  その根拠資料として、既往調査報告書を提出する場合は、別冊資料で提出してください。 

＊＊５ 「地下水調査に関する資料」の提出書類及び注意事項は、Ⅰ―８及びⅠ－９と同様になりますので、

そちらを参照してください。 
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１．申請書  

 

 

 

 

様式第二十（第五十四条関係）

令和5年4月1日

殿

新宿区 （住居表示）

（地番）

土壌含有量基準不適合

土壌溶出量基準不適合

第二溶出量基準不適合

氏　　名 電話番号

○○ ○○ 99-9999-9999

備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

新宿区○○町○丁目○○番１　外 7 筆 道

指定を受けたい土地の所在地

申請に係る調査を行った者の氏名又は
名称 株式会社○○ （○○県知事登録 濃度第○○号）

株式会社△△ （△△県知事登録 濃度第△△号）

株式会社□□ （□□県知事登録 濃度第□□号）

分析を行った計量法第107条の登録を
受けた者の氏名又は名称 株式会社○○ （○○県知事登録 濃度第○○号）

（△△県知事登録 濃度第△△号）

株式会社□□ （□□県知事登録 濃度第□□号）

申請者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○商事株式会社

代表取締役 ○○ ○○

　土壌汚染対策法第14条第１項の規定により、第６条第１項又は第11条第１項の規定による指定を受けたい土地が
あるので、次のとおり申請します。

東京都知事

指定の申請書

○○町○○丁目○○番

クロロエチレン、四塩化炭素、1,2-ジクロロエタン、1,1-ジクロロエチレ
ン、1,2-ジクロロエチレン、1,3-ジクロロプロペン、ジクロロメタン、テト
ラクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-トリクロロエタン、ト
リクロロエチレン、ベンゼン、カドミウム及びその化合物、六価クロム化合
物、シアン化合物、水銀及びその化合物、セレン及びその化合物、鉛及びそ
の化合物、砒素及びその化合物、ふっ素及びその化合物、ほう素及びその化
合物

申請に係る調査の方法
申請に係る調査報告書のとおり

申請に係る調査における試料採取等対
象物質

申請に係る調査の結果 基準に適合しなかった特定有害物質：

鉛及びその化合物

鉛及びその化合物

砒素及びその化合物

※詳細は別紙「土地所在地一覧」のとおり

株式会社△△

連
絡
先

所　　属

○○商事株式会社○○事業部○○調査
課

電子メールアドレス

記載例 

届出日（窓口受理日）又は、届出日から 

数日以内の日付を記載してください。 

申請者が法人である場合は、所在地、法人名及び代表
名、個人である場合は個人名を住所、記入してください。
申請者が複数いる場合、連名にすることも可能です。 

申請に係る土地の所在地を過不足なく記入し
ます。地番については、別紙「指定を受けたい
土地の所在地一覧」より記入してください。 
同一敷地の土地であっても申請の範囲外の土
地の地番は記載しないでください。 
 

関わった全ての機関
を記入してください。 

過去の調査結果を使用する場合は、その調査を行った
指定調査機関名及び指定番号も記載してください。 

担当者（申請者と同じ組織に属する者に限

る。）の連絡先を記載してください。 

また、申請者と異なる組織に属する者で申請

書の内容が分かる者の連絡先は必要に応じて

併記してください。 

なお、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異

なる場合には、送り状等にその旨を記載してく

ださい。 

調査対象とした物質名
を明記してください。 

基準不適合物質及び
超過した基準の種類を
記入してください。 
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≪申請についての合意書≫ 
申請者以外に申請に係る土地の所有者等がいる場合 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

合意に当たっては、当事者間で協議の上、第三者に

証明可能な方法を用いてください。 

 

作作成成例例  

Ⅰ－44



 
 

 
≪申請についての合意書≫ 
申請者以外に申請に係る土地の所有者等がいる場合 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

合意に当たっては、当事者間で協議の上、第三者に

証明可能な方法を用いてください。 

 

作作成成例例  

○ 申請に係る土地の範囲を明らかにした図面

起点を座標で表す場合は、次の点に注意してください。 

・原則として、世界測地系座標を用いること。

・座標値を表記する際は、小数点以下の桁数は 3桁以上とすること。

指定面積が 100 ㎡に

満たない単位区画が

ある場合は個別に面

積を記載してください。 

作作成成例例  
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５５．．土土壌壌汚汚染染対対策策法法第第７７条条にに基基づづくく  

汚汚染染除除去去等等計計画画書書  

のの作作成成ににつついいてて  
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はじめに 

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号。以下「法」といいます。）第 7 条第

1 項及び第 3 項に規定する計画（汚染除去等計画書）に適用します。 
 
１ 対象となる土地 

  要措置区域に指定された土地 

 
２ 届出の義務者 

汚染除去等計画の提出の指示を受けた者が計画書を作成し、提出する義務があります。 
  
３ 届出の期限 

届出書の提出は、都知事による指示書に記載の日程までに行うことが必要です。措置の着手は、計

画書提出から 30 日を経過した後でなければならないことに御注意ください。 
なお、民法（明治 29 年法律第 89 号）140 条の規定に基づき、届出日当日は期間に算入しません（I-23

≪参考≫届出日算出方法）。 
 

４ 詳細調査 

詳細調査は、土壌汚染状況調査と同様の方法で実施してください。詳細調査を行う場合、調査結果

は原則として本届出時に報告してください。本届出時に調査結果を報告できない場合は、当該調査の

計画を明示してください。 

なお、所定の方法によらずに調査を実施し、この結果を基に措置を行った場合は、区域指定を解除

できなくなる場合もあるので御注意ください。 

 

５ ボーリング等により特定有害物質による汚染状態を把握した場合 

措置の実施に当たり法施行規則別表第八に規定するボーリング及びその他同等の方法により特定

有害物質による汚染状態を把握した場合には、当該調査結果及び特定有害物質による汚染状態を明ら

かにした図面を添付してください。 

 

６ 試料採取等を行わなかった土壌について汚染の除去等の措置を講ずる場合 

土壌汚染状況調査時に試料採取等を行う深度を限定した土地において、試料採取等を行わなかった

土壌について汚染の除去等の措置を講ずる場合（ただし、土地の形質の変更に係る部分のうち最も深

い部分の深さより１メートルを超える深さのみ汚染のおそれが生じた場所の位置がある場合は除き

ます。）には、当該土壌の調査結果及び特定有害物質による汚染状態を明らかにした図面を添付して

ください。調査方法は、土壌汚染状況調査と同様の方法で実施してください。 

 

７ 条例において措置が必要な場合 

  要措置区域に指定された土地において、東京都土壌汚染対策指針（以下「指針」といいます。）第

４で定める地下水汚染拡大防止区域（土壌又は地下水の汚染状態が第二溶出量基準超過又は第二地下

水基準超過である。）がある場合、法第 7 条で必要な届出に加え、指針で定める事項（対象地境界で

のモニタリング等の実施計画等）についても記載してください。 
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はじめに 

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号。以下「法」といいます。）第 7 条第

1 項及び第 3 項に規定する計画（汚染除去等計画書）に適用します。 
 
１ 対象となる土地 

  要措置区域に指定された土地 

 
２ 届出の義務者 

汚染除去等計画の提出の指示を受けた者が計画書を作成し、提出する義務があります。 
  
３ 届出の期限 

届出書の提出は、都知事による指示書に記載の日程までに行うことが必要です。措置の着手は、計

画書提出から 30 日を経過した後でなければならないことに御注意ください。 
なお、民法（明治 29 年法律第 89 号）140 条の規定に基づき、届出日当日は期間に算入しません（I-23

≪参考≫届出日算出方法）。 
 

４ 詳細調査 

詳細調査は、土壌汚染状況調査と同様の方法で実施してください。詳細調査を行う場合、調査結果

は原則として本届出時に報告してください。本届出時に調査結果を報告できない場合は、当該調査の

計画を明示してください。 

なお、所定の方法によらずに調査を実施し、この結果を基に措置を行った場合は、区域指定を解除

できなくなる場合もあるので御注意ください。 

 

５ ボーリング等により特定有害物質による汚染状態を把握した場合 

措置の実施に当たり法施行規則別表第八に規定するボーリング及びその他同等の方法により特定

有害物質による汚染状態を把握した場合には、当該調査結果及び特定有害物質による汚染状態を明ら

かにした図面を添付してください。 

 

６ 試料採取等を行わなかった土壌について汚染の除去等の措置を講ずる場合 

土壌汚染状況調査時に試料採取等を行う深度を限定した土地において、試料採取等を行わなかった

土壌について汚染の除去等の措置を講ずる場合（ただし、土地の形質の変更に係る部分のうち最も深

い部分の深さより１メートルを超える深さのみ汚染のおそれが生じた場所の位置がある場合は除き

ます。）には、当該土壌の調査結果及び特定有害物質による汚染状態を明らかにした図面を添付して

ください。調査方法は、土壌汚染状況調査と同様の方法で実施してください。 

 

７ 条例において措置が必要な場合 

  要措置区域に指定された土地において、東京都土壌汚染対策指針（以下「指針」といいます。）第

４で定める地下水汚染拡大防止区域（土壌又は地下水の汚染状態が第二溶出量基準超過又は第二地下

水基準超過である。）がある場合、法第 7 条で必要な届出に加え、指針で定める事項（対象地境界で

のモニタリング等の実施計画等）についても記載してください。 

 

 

 

８ 届出書類 

 

（１） 届出書類の綴じ方（紙面で提出する場合） 
（作成例）【ファイル表紙】     【背表紙】 

○計画書は、左側に２穴パンチで穴を開け、（２）提

出書類一覧の順番に並べ、ファイルに綴じてくださ

い。 
○ファイルの表紙に「汚染除去等計画書」、「要措置区

域の所在地（地番）」、「届出者名」を記入してくだ

さい。 
○ファイルの背表紙に、「汚染除去等計画書」、「要措

置区域の所在地（地番）」を記入してください。 

 
  

汚染除去等計画書 

要措置区域の所在地（地番） 

届出者名 

汚
染
除
去
等
計
画
書 

土
地
の
所
在
地 
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（２）提出書類一覧 
１ 計画書 チェック 

○汚染除去等計画書（様式第九） 

（第一面、第二面） 
・緊急時対応方法等が欄内に書ききれない場合は、添付書類としてください。 
・必要に応じて、その者が届出者となりうる権限を有することを確認できる書類を添

付してください(Ⅰ-47「２ 届出の義務者」を参照してください。)。 

（第三面） 

・実施措置の種類に応じて、法施行規則別表七の中欄に定める事項を記載します。図

面は、添付書類としてください。複数の実施措置を行う場合、それぞれの実施措置

について、第三面を作成してください。 

□ 

 ○別紙 要措置区域所在地一覧 

 ・要措置区域に指定されている地番の全ての地番を記載してください（同一対象地内

に形質変更時要届出区域がある場合でも、要措置区域に指定されている地番のみを

記載してください。）。 

□ 

 ○土壌汚染対策計画確認シート 

  ・実施措置を選択した理由、区域指定解除時の確認事項等について当てはまるものを 

選択又は必要事項を記載してください。 

・選択した内容が該当する工種、明示されている添付書類、図番号を記載してくださ 

い。 

□ 

２ 添付図面 チェック 

○措置を実施する場所を明らかにした要措置区域の図面 

・措置を実施する場所を表示し、要措置区域の範囲を明示してください。 
□ 

○措置を実施する要措置区域の状況を明らかにした図面 

・措置を行う場所について、基準に適合しない特定有害物質の種類、濃度及び深度を、

原則として１枚の図面上にまとめて明示してください。 

□ 

○措置の施工方法を明らかにした平面図、立体図及び断面図 

・施工方法のフローを示してください。詳細な方法については、文章で簡潔に記載し 

てください。 

・基準不適合土壌又は特定有害物質の飛散、揮散又は流出を防止するために必要な措 

置を明示してください。 

・基準不適合土壌(土壌溶出量基準に係るものに限る。)が当該要措置区域内の帯水層 

に接する場合、汚染を拡散させないために必要な措置を明示してください。 

・要措置区域の土壌の仮置きを行う場合、その位置を明示してください。 

□ 

○措置の終了後における当該土地の利用の方法を明らかにした図面 

・措置の終了後における基準不適合土壌の残存する範囲及び深度を明示してくださ

い。 

・措置の終了後に、表層に基準不適合土壌が残置される場合は、飛散、揮散又は流出

のおそれのないことが確認できるようにしてください。 

 

□ 
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（２）提出書類一覧 
１ 計画書 チェック 

○汚染除去等計画書（様式第九） 

（第一面、第二面） 
・緊急時対応方法等が欄内に書ききれない場合は、添付書類としてください。 
・必要に応じて、その者が届出者となりうる権限を有することを確認できる書類を添

付してください(Ⅰ-47「２ 届出の義務者」を参照してください。)。 

（第三面） 

・実施措置の種類に応じて、法施行規則別表七の中欄に定める事項を記載します。図

面は、添付書類としてください。複数の実施措置を行う場合、それぞれの実施措置

について、第三面を作成してください。 

□ 

 ○別紙 要措置区域所在地一覧 

 ・要措置区域に指定されている地番の全ての地番を記載してください（同一対象地内

に形質変更時要届出区域がある場合でも、要措置区域に指定されている地番のみを

記載してください。）。 

□ 

 ○土壌汚染対策計画確認シート 

  ・実施措置を選択した理由、区域指定解除時の確認事項等について当てはまるものを 

選択又は必要事項を記載してください。 

・選択した内容が該当する工種、明示されている添付書類、図番号を記載してくださ 

い。 

□ 

２ 添付図面 チェック 

○措置を実施する場所を明らかにした要措置区域の図面 

・措置を実施する場所を表示し、要措置区域の範囲を明示してください。 
□ 

○措置を実施する要措置区域の状況を明らかにした図面 

・措置を行う場所について、基準に適合しない特定有害物質の種類、濃度及び深度を、

原則として１枚の図面上にまとめて明示してください。 

□ 

○措置の施工方法を明らかにした平面図、立体図及び断面図 

・施工方法のフローを示してください。詳細な方法については、文章で簡潔に記載し 

てください。 

・基準不適合土壌又は特定有害物質の飛散、揮散又は流出を防止するために必要な措 

置を明示してください。 

・基準不適合土壌(土壌溶出量基準に係るものに限る。)が当該要措置区域内の帯水層 

に接する場合、汚染を拡散させないために必要な措置を明示してください。 

・要措置区域の土壌の仮置きを行う場合、その位置を明示してください。 

□ 

○措置の終了後における当該土地の利用の方法を明らかにした図面 

・措置の終了後における基準不適合土壌の残存する範囲及び深度を明示してくださ

い。 

・措置の終了後に、表層に基準不適合土壌が残置される場合は、飛散、揮散又は流出

のおそれのないことが確認できるようにしてください。 

 

□ 

 

 

○実施措置の施工中に地下水汚染の拡大が確認された場合における対応方法 □ 

○実施措置の施工中に特定有害物質等の飛散等が確認された場合における対応方法 □ 

○事故、災害その他の緊急事態が発生した場合における対応方法 □ 

○お知らせ看板（Ⅱ-48、49 を参照してください。） □ 

○工程表 □ 

３ 必要に応じて添付する書類 

３－１ 試料採取等を行わなかった土壌について措置を実施しようとする場合 
チェック 

○試料採取等を行わなかった土壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした図面 

 ・措置の実施に係る部分のうち試料採取等を行わなかった範囲、深さ及び汚染状態を

明示してください。図面作成に当たっては、法４条第２項における「土地の形質の

変更の深さ及び汚染のおそれがある深さを明らかにした図面」を参考としてくださ

い。 

 

○試料採取等を行わなかった土壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした調査

に関する資料 
 

a．試料採取地点図 □ 

b．調査結果 □ 

c．指定調査機関確認書・土壌汚染状況調査結果報告シート □ 

３－２ 措置の種類により、次の書類が必要になります  

○掘削土量集計表 

・汚染土壌の区域外搬出の有無に関わらず、掘削を行う場合には、必ず添付してくだ

さい。 

□ 

○評価地点及び当該評価地点に設定した理由 

・目標土壌溶出量及び目標地下水濃度を設定した場合は、評価地点の位置図及び地点

の設定理由を明記してください。 
   ・環境省の「措置完了条件（目標土壌溶出量・目標地下水濃度の計算）の計算ツール」

により作成してください。 
  URL：https://www.env.go.jp/water/dojo/law/kaisei2009.html 

□ 

○地下水の水質の測定期間及び頻度 

 ・地下水の測定を行う時期と報告するタイミングを明示してください。 
□ 
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（新規）

令和5年4月1日

殿

土壌汚染対策法 第７条第１項 の規定による について、

（地番）

（ )

令和6年10月31日

土壌含有量基準不適合

土壌溶出量基準不適合

第二溶出量基準不適合

土壌含有量基準不適合

土壌溶出量基準不適合

第二溶出量基準不適合

汚染除去等計画

次のとおり提出します。

汚染の除去等の措置を講ずべき
要措置区域の所在地

東京都知事

新宿区○○町○丁目○番 無地番

指-○○1

※詳細は別紙「要措置区域所在地一覧」のとおり

提出者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○○株式会社

代表取締役 ○○ ○○

様式第九（第三十六条の三第一項、第三十七条関係）

（第１面）

汚染除去等計画書

指示措置 地下水の水質の測定

実施措置を選択した理由 別紙「土壌汚染対策計画確認シート」のとおり

実施措置の着手予定時期 令和5年5月8日

実施措置 土壌汚染の除去

実施措置の完了予定時期

汚染の除去等の措
置を講ずべき要措
置区域内の土地の
土壌の特定有害物
質による汚染状態
を把握した場合

土壌汚染状況調査
に準じた方法に
よる調査の結果

基準に適合しなかった特定有害物質：

該当なし

鉛及びその化合物

ジクロロメタン

分析を行った計量
法第107条の登録を
受けた者の氏名又
は名称

株式会社○○ （○○県知事登録 濃度第○○号）

土壌溶出量基準に適合しない汚染状態
にある土壌が帯水層に接する場合に
あっては、特定有害物質等の飛散等を
防止するために講ずる措置

平成31年環境省告示第５号に示された施工方法の基準に従うものとする。

詳細は別紙計画シートのとおり

最大形質変更深さ
より１メートルを
超える深さの位置
について試料採取
等の対象としな
かった土壌につい
て汚染の除去等の
措置を講ずる場合

土壌汚染状況調査
に準じた方法に
よる調査の結果

基準に適合しなかった特定有害物質：

分析を行った計量
法第107条の登録を
受けた者の氏名又
は名称

株式会社○○ （○○県知事登録 濃度第○○号）

記載例 

法第７条第１項に基づく届出の場合「新規」を、法第７条第３項に基づく届出

の場合「変更」を選択してください。 

 

届出日（窓口受理日）又は届出日から、過去数日以内の日付を西暦で記載してください。 

指示書に記載の期限までに御提出ください。 

 

届出者が法人である場合は所在地、法人名及び代表者名、 
個人である場合は住所、個人名を記入してください。 

 

新規で提出される場合は「第７条第１項」を、 
変更の場合は「第７条第３項」を選択してください。 

 

新規で提出される場合は「汚染除去計画」を変更の場合は「変更後の汚染除去計画」を選択してください。 

 

指示を受けた措置を選択します。 

実施を計画している措置を選択します。 

複数の措置を実施する場合全て選択します 

詳細調査を行った場合は、具体的

な汚染状態は「（入力シート）汚染状

態一覧」に入力すると自動的に反映

されます。 

 

 

状況調査で深さ限定をした場合で

あって、当該深さの位置について措

置を行う場合は「（入力シート）汚染

状態一覧」に入力すると自動的に

反映されます。 

 

具体的な措置は「土壌汚染対策計画確認シート」に記入します。 
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（新規）

令和5年4月1日

殿

土壌汚染対策法 第７条第１項 の規定による について、

（地番）

（ )

令和6年10月31日

土壌含有量基準不適合

土壌溶出量基準不適合

第二溶出量基準不適合

土壌含有量基準不適合

土壌溶出量基準不適合

第二溶出量基準不適合

汚染除去等計画

次のとおり提出します。

汚染の除去等の措置を講ずべき
要措置区域の所在地

東京都知事

新宿区○○町○丁目○番 無地番

指-○○1

※詳細は別紙「要措置区域所在地一覧」のとおり

提出者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○○株式会社

代表取締役 ○○ ○○

様式第九（第三十六条の三第一項、第三十七条関係）

（第１面）

汚染除去等計画書

指示措置 地下水の水質の測定

実施措置を選択した理由 別紙「土壌汚染対策計画確認シート」のとおり

実施措置の着手予定時期 令和5年5月8日

実施措置 土壌汚染の除去

実施措置の完了予定時期

汚染の除去等の措
置を講ずべき要措
置区域内の土地の
土壌の特定有害物
質による汚染状態
を把握した場合

土壌汚染状況調査
に準じた方法に
よる調査の結果

基準に適合しなかった特定有害物質：

該当なし

鉛及びその化合物

ジクロロメタン

分析を行った計量
法第107条の登録を
受けた者の氏名又
は名称

株式会社○○ （○○県知事登録 濃度第○○号）

土壌溶出量基準に適合しない汚染状態
にある土壌が帯水層に接する場合に
あっては、特定有害物質等の飛散等を
防止するために講ずる措置

平成31年環境省告示第５号に示された施工方法の基準に従うものとする。

詳細は別紙計画シートのとおり

最大形質変更深さ
より１メートルを
超える深さの位置
について試料採取
等の対象としな
かった土壌につい
て汚染の除去等の
措置を講ずる場合

土壌汚染状況調査
に準じた方法に
よる調査の結果

基準に適合しなかった特定有害物質：

分析を行った計量
法第107条の登録を
受けた者の氏名又
は名称

株式会社○○ （○○県知事登録 濃度第○○号）

記載例 

法第７条第１項に基づく届出の場合「新規」を、法第７条第３項に基づく届出

の場合「変更」を選択してください。 

 

届出日（窓口受理日）又は届出日から、過去数日以内の日付を西暦で記載してください。 

指示書に記載の期限までに御提出ください。 

 

届出者が法人である場合は所在地、法人名及び代表者名、 
個人である場合は住所、個人名を記入してください。 

 

新規で提出される場合は「第７条第１項」を、 
変更の場合は「第７条第３項」を選択してください。 

 

新規で提出される場合は「汚染除去計画」を変更の場合は「変更後の汚染除去計画」を選択してください。 

 

指示を受けた措置を選択します。 

実施を計画している措置を選択します。 

複数の措置を実施する場合全て選択します 

詳細調査を行った場合は、具体的

な汚染状態は「（入力シート）汚染状

態一覧」に入力すると自動的に反映

されます。 

 

 

状況調査で深さ限定をした場合で

あって、当該深さの位置について措

置を行う場合は「（入力シート）汚染

状態一覧」に入力すると自動的に

反映されます。 

 

具体的な措置は「土壌汚染対策計画確認シート」に記入します。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏　　名 電話番号

○○　○○ 99-9999-9999

（第２面）

詳細は別紙計画シートのとおり

特定有害物質等の飛散等を防止するた
めに講ずる措置 別紙「土壌汚染対策計画確認シート」のとおり

実施措置の施行中に特定有害物質等の
飛散等が確認された場合における対応
方法

別紙○のとおり

別紙○のとおり

土壌を掘削する範囲及び深さと地下水
位との位置関係

地下水位は掘削深度以深である。

詳細は措置の施工方法を明らかにした平面図、立面図、断面図のとおり

要措置区域外から搬入された土壌を使
用する場合にあっては、当該土壌の汚
染状態を把握するための調査における
試料採取の頻度及び土壌の使用方法

埋戻し土壌の管理は、平成31年環境省告示第６号に基づき実施する。

一の土壌汚染状況調査により指定され
た他の要措置区域から搬出された汚染
土壌を使用する場合にあっては、当該
他の要措置区域の汚染状態及び汚染土
壌の使用方法

搬出場所ではテトラクロロエチレンが区域指定物質となっており、詳細調査の結
果、最大土壌溶出量は○mg/Lとなっている。
当該搬入土壌は本計画で予定している実施措置と併せて区域外処理を予定してい
る。

連
絡
先

所　　属

○○株式会社△△課

事故、災害その他の緊急事態が発生し
た場合における対応方法

電子メールアドレス

xxxxx@xx.xx.jp

要措置区域外から搬入された土壌を使用する場合には、選択の上、「土壌汚染対策計

画確認シート」に内容を記載してください。 

飛び地間移動を行う場合には、搬出場所の汚染状況と搬入土壌の使用方法を

記載してください。 
飛び地間移動はⅠ-128 を参照してください。 

・ 担当者（届出者と同じ組織に属する者に限る。）の連絡先を記載してください。 

・ また、届出者と異なる組織に属する者で届出書の内容が分かる者の連絡先は必要に応じて併記してください。 

・ 郵送で届出を行う場合、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異なる場合には、送り状等にその旨を記載してください。 
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【例：実施措置が地下水質の測定（地下水汚染が生じていない土地）の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中欄 に定める事項

　　　２　変更の場合にあっては、関係する欄の下部に変更後のものを記載し、上部に変更前のものを（）書きすること。

（第３面）

備考　１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別表第七の上欄に掲げる実施措置の種類の区分に応じ、それぞれ同表の

一　地下水汚染が生じていない土地の地下水の水質の測定

　イ　地下水の水質の測定を行うための観測井を設置する地点及び当該地点に当該観測井を設置する理由

　ロ　観測井を設置する方法

　ハ　地下水の水質の測定の対象なる特定有害物質の種類並びに当該測定の期間及び頻度

　二　地下水の水質の測定の結果の都道府県知事への報告を行う時期及び方法

観測井の設置予定位置を添付資料○○に示す。観測井の設置位置は、土壌汚染に起因する地下水汚染の状況を的確に把
握できる地点とし、措置対象範囲の地下水流向下流側に選定した。観測井のスクリーン区画は、ボーリング調査時にお
いて地下水位が確認された深度から帯水層底面までとする。

実施措置の種類 地下水の水質の測定（地下水汚染が生じていない土地）

観測井の設置方法、観測井の構造及び観測井周辺の地質断面図を添付資料○○に示す。

測定対象物質は○とする。1年目は4回、2年目から10年目までは1年に1回、11年目以降は2年に1回定期的に測定する。

測定結果は、第一回を令和〇年〇月〇日に、書面にて東京都に報告する。
以降、測定毎に測定日の一か月以内に書面にて報告する。

（第一面）で選択した実施措置を選択してください。 

 

・ 地下水の水質の測定と土壌汚染の除去を選択した場合、別表第七中欄に定める事項が表示されます。 

・説明文は「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン」の Appendix-24 を参考にしてください。 

・上記措置以外を選択した場合、灰色のセルに別表第七の中欄に定める事項を入力し、青色のセルに説明文を入力してく

ださい。 
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【例：実施措置が地下水質の測定（地下水汚染が生じていない土地）の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中欄 に定める事項

　　　２　変更の場合にあっては、関係する欄の下部に変更後のものを記載し、上部に変更前のものを（）書きすること。

（第３面）

備考　１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別表第七の上欄に掲げる実施措置の種類の区分に応じ、それぞれ同表の

一　地下水汚染が生じていない土地の地下水の水質の測定

　イ　地下水の水質の測定を行うための観測井を設置する地点及び当該地点に当該観測井を設置する理由

　ロ　観測井を設置する方法

　ハ　地下水の水質の測定の対象なる特定有害物質の種類並びに当該測定の期間及び頻度

　二　地下水の水質の測定の結果の都道府県知事への報告を行う時期及び方法

観測井の設置予定位置を添付資料○○に示す。観測井の設置位置は、土壌汚染に起因する地下水汚染の状況を的確に把
握できる地点とし、措置対象範囲の地下水流向下流側に選定した。観測井のスクリーン区画は、ボーリング調査時にお
いて地下水位が確認された深度から帯水層底面までとする。

実施措置の種類 地下水の水質の測定（地下水汚染が生じていない土地）

観測井の設置方法、観測井の構造及び観測井周辺の地質断面図を添付資料○○に示す。

測定対象物質は○とする。1年目は4回、2年目から10年目までは1年に1回、11年目以降は2年に1回定期的に測定する。

測定結果は、第一回を令和〇年〇月〇日に、書面にて東京都に報告する。
以降、測定毎に測定日の一か月以内に書面にて報告する。

（第一面）で選択した実施措置を選択してください。 

 

・ 地下水の水質の測定と土壌汚染の除去を選択した場合、別表第七中欄に定める事項が表示されます。 

・説明文は「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン」の Appendix-24 を参考にしてください。 

・上記措置以外を選択した場合、灰色のセルに別表第七の中欄に定める事項を入力し、青色のセルに説明文を入力してく

ださい。 

 

 

【例：実施措置が土壌汚染の除去（掘削除去）の場合】 

 

中欄 に定める事項

　二　目標土壌溶出量を超える汚染状態又は土壌含有量基準に適合しない汚染状態にある土壌を掘削する範囲及び深さ

　ト　掘削された目標土壌溶出量を超える汚染状態にある土壌を当該要措置区域内に設置した施設において浄化したもので埋め戻
す場合にあっては、目標土壌溶出量を超えない汚染状態にある土壌にする方法及び当該方法により目標土壌溶出量を超えない汚染
状態となることを確認した結果又は掘削された土壌含有量基準に適合しない汚染状態にある土壌を当該要措置区域内に設置した施
設において浄化したもので埋め戻す場合にあっては、土壌含有量基準に適合する汚染状態にある土壌にする方法及び当該方法によ
り土壌含有量基準に適合する汚染状態となることを確認した結果

　チ　掘削された目標土壌溶出量を超える汚染状態にある土壌を当該要措置区域内に設置した施設において浄化したもので埋め戻
す場合にあっては、浄化により目標土壌溶出量を超えない汚染状態にある土壌にする方法により目標土壌溶出量を超えない汚染状
態にある土壌としたことを確認する方法又は掘削された土壌含有量基準に適合しない汚染状態にある土壌を当該要措置区域内に設
置した施設において浄化したもので埋め戻す場合にあっては、トの浄化により土壌含有量基準に適合する汚染状態にある土壌にす
る方法により土壌含有量基準に適合する汚染状態にある土壌としたことを確認する方法

基準不適合土壌が存在する範囲は合計○m2 、基準不適合土壌が 存在する最大深度は○m、存在する最大汚染濃度は○mg/L
（汚染の状況を明らかにした図面を 添付資料○に示す。）

実施措置の種類 土壌汚染の除去（掘削除去）

評価地点は、要措置区域の指定の事由となった飲用井戸より地下水流向上流側であり、当該要措置区域から地下水流向下流
側○mの地点とする。その位置を添付資料○に示す。

目標土壌溶出量は○mg/L以下とする。目標地下水濃度は○mg/L以下とする。その設定根拠を添付資料○に示す。
目標土壌溶出量及び目標地下水濃度は、土壌溶出量基準及び地下水基準に示されたそれぞれの値とする

掘削除去を行う範囲（面積及び深度）は目標土壌溶出量以上の 土壌の範囲とし、面積は〇m2 以上、深度は〇m以上とす
る。掘削場所を明らかにした図面を添付資料○に示す。

目標土壌溶出量適合の土壌の 掘削除去する施行方法として、施行フロー、掘削計画、山留計画、 運搬計画（仮置場含
む。）、地下水処理計画、掘削土壌処理計画、埋め戻し計画、工程表を添付資料○に示す。

目標土壌溶出量適合の土壌の 掘削除去する施行方法として、施行フロー、掘削計画、山留計画、 運搬計画（仮置場含
む。）、地下水処理計画、掘削土壌処理計画、埋め戻し計画、工程表を添付資料○に示す。

　　　２　変更の場合にあっては、関係する欄の下部に変更後のものを記載し、上部に変更前のものを（）書きすること。

（第３面）

備考　１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

　ホ　掘削を行う方法

別表第七の上欄に掲げる実施措置の種類の区分に応じ、それぞれ同表の

　ヌ 　ロの土地にあっては、地下水が目標地下水濃度を超えない汚染状態にあることを確認するための地下水の水質の測定を行
うための観測井を設置する地点及び当該地点に当該観測井を設置する理由

　ル 　観測井を設置する方法

　ヲ 　地下水の水質の測定の対象となる特定有害物質の種類並びに当該測定の期間及び頻度

一　基準不適合土壌の掘削による除去

　ヘ　掘削された場所を基準不適合土壌以外の土壌若しくはロの土地にあっては、目標土壌溶出量を超えない汚染状態かつ土壌含
有量基準に適合する汚染状態にある土壌により埋める方法又は建築物の建築若しくは工作物の建設を行う場合等掘削された場所に
土壌を埋め戻さない場合にあっては、その旨

　リ　ロの土地にあっては、実施措置を行う前の地下水の特定有害物質による汚染状態

　イ　基準不適合土壌のある範囲及び深さその他の土壌汚染の状況並びにその他の汚染除去計画の作成に必要な情報

　ロ　土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土地にあっては、評価地点及び当該評価地点に設定した理由

　ハ　ロの土地にあっては、目標土壌溶出量及び目標地下水濃度並びに当該目標土壌溶出量及び当該目標地下水濃度に設定した理
由

該当なし

該当なし

当該土壌汚染に起因した地下水汚染は生じており、○の地下水濃度は○mg/L

観測井の設置予定位置を添付資○（設置する予定の位置を示す図面）に示す。観測井の設置位置は、汚染の除去等の措置の
効果を適確に把握できる地点として、掘削除去を講じた区画の地下水流向下流側周縁を選定した。観測井の設置方法を明ら
かにし た設計図を添付資料○に示す。

観測井の設置方法を明らかにし た設計図を添付資料○に示す。

測定対象物質は〇とし、目標地下水濃度は○mg/Lとする。その 根拠を添付資料○に示す。
要措置区域○は当該土壌汚染に起因した地下水汚染が生じて いるので、３ヶ月に１回程度の測定を２年間実施する（測定
予定日：4月,7月,10月,1月）。

表示された文字がセルに収まらない場合、 
セルの幅を広げてください。 
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土壌汚染対策計画確認シート

（法7条第1項及び3項、条例116条第4項並びに条例117条第3項（条例は要対策区域に限る）届出用）

条例の届出の有無

工種 添付書類、図番号

備考

備考

報告項目 回答欄

実施措置を選択した理由
※法7条の届出の場合のみ選択

新たな汚染の除去等の措置を講ずべき
要措置区域内の土地の土壌の特定有
害物質による汚染状態の把握の有無

※有の場合は、指定調査機関確認書及び結果報告シートを添付してください。

最大形質変更深さより１メートルを超え
る深さの位置について試料採取等の対
象としなかった土壌について汚染の除
去等の措置の有無

コンテナ(内袋付)やフレコンバック(内袋付)を使用した汚染土壌運搬

防塵用フェンス・ネットの設置

低騒音、低振動の機械の使用

作業員の衛生管理（靴の洗浄等）

その他（備考欄に詳細を記入すること）

土壌溶出量基準に適合しない汚染状態
にある土壌が帯水層に接する場合に
あっては、特定有害物質等の飛散等を
防止するために講ずる措置

含有量基準超過の為対象外

基準超過土壌が帯水層に接していないため対象外

土地の形質の変更に着手する前に、形質変更範囲の側
面を囲み、基準不適合土壌の下にある準不透水層で
あって最も浅い位置にあるものの深さまで、鋼矢板その
他の遮水の効力を有する構造物を設置する

土地の形質の変更が終了するまでの間、上記の構造物
により囲まれた範囲の土地の地下水位が当該構造物を
設置する前の地下水を超えないようにする

最も浅い位置にある準不透水層より深い位置にある帯
水層まで土地の形質の変更を行うため、以下の措置を
講ずる。
①土地の形質の変更を行う準不透水層より浅い位置に
ある帯水層内の基準不適合土壌又は特定有害物質が
当該準不透水層より深い位置にある帯水層に流出する
ことを防止するために必要な措置（備考欄に具体的に記
載してください。）
②最も浅い位置にある準不透水層より深い位置にある
帯水層までの土地の形質の変更が終了した時点で、当
該土地の形質の変更が行われた準不透水層が本来の
遮水の効力を回復する。

観測井戸を設置し、釜場排水により地下水位の管理及
び地下水の水質の監視を行う。
観測井戸を設置し、揚水井戸により地下水位の管理及
び地下水の水質の監視を行う。

その他（備考欄に詳細を記入すること）

負圧テントの設置、排ガス処理

粉塵又は有害物質濃度等の周辺環境の監視（大気モニタリング）

搬出車両の洗浄

排水処理施設の設置、排水分析

運搬時の被覆（シート被覆等）

運搬時の積載状況の随時確認

特定有害物質等の飛散等を防止する
ために講ずる措置

お知らせ看板

仮囲いの設置

散水

シート養生

敷鉄板

当該指示措置を選択するに至った技術的評価の内
容や検討の経緯等を記載してください。 
指示措置と実施措置が同じ場合は、「指示措置によ

る」を選択してください。 

本報告で詳細調査等の結果の報告を行う場合、

「有」を選択してください。 
それ以外の場合は、「無」を選択してください。 

・今回講ずる措置についてリス
トより選択してください。 
・措置の対象外となる項目（１、

２番目）を選択した場合は、以
降の項目は選択しないでくださ
い。 

・その他又を選択した場合は、
備考欄に措置内容を記載して
ください。 

各工種が平成 31 年環境省告示第５号基準にどの

ように適合させているのか、該当するものをチェッ
クしてください。 

工種ごとに平成 31 年環境省告示第５号基準を適用し
た施工図や説明資料の参照先を記載してください。 

今回講ずる措置についてリス

トより選択してください。 
また、その他を選択した場合
は、備考欄に措置内容を記載

してください。 
 

記載例 

改正条例施行（平成31年4月1日）以降に土壌汚染
状況調査の報告を行った土地に係る届出の場合に

は「有」を選択してください。 

 

 

 

土壌汚染対策計画確認シート

（法7条第1項及び3項、土壌地下水汚染対策計画書、汚染拡散防止計画書（条例は要対策区域に限る）届出用）

条例の届出の有無

有

無

工種 添付書類、図番号

●
配管布設、基礎
設置

添付１

備考

●

●

●

●

●

●

●

●

備考

報告項目 回答欄

有（条例第117条第3項同時届出）

実施措置を選択した理由
※法7条の届出の場合のみ選択

指示措置による

新たな汚染の除去等の措置を講ずべ
き要措置区域内の土地の土壌の特定
有害物質による汚染状態の把握の有
無

※有の場合は、指定調査機関確認書及び結果報告シートを添付してください。

最大形質変更深さより１メートルを超
える深さの位置について試料採取等
の対象としなかった土壌について汚染
の除去等の措置の有無

コンテナ(内袋付)やフレコンバック(内袋付)を使用した汚染土壌運搬

防塵用フェンス・ネットの設置

低騒音、低振動の機械の使用

作業員の衛生管理（靴の洗浄等）

その他（備考欄に詳細を記入すること）

土壌溶出量基準に適合しない汚染状
態にある土壌が帯水層に接する場合
にあっては、特定有害物質等の飛散
等を防止するために講ずる措置

含有量基準超過の為対象外

基準超過土壌が帯水層に接していないため対象外

土地の形質の変更に着手する前に、形質変更範囲の
側面を囲み、基準不適合土壌の下にある準不透水層
であって最も浅い位置にあるものの深さまで、鋼矢板
その他の遮水の効力を有する構造物を設置する

土地の形質の変更が終了するまでの間、上記の構造
物により囲まれた範囲の土地の地下水位が当該構造
物を設置する前の地下水を超えないようにする

最も浅い位置にある準不透水層より深い位置にある帯
水層まで土地の形質の変更を行うため、以下の措置を
講ずる。
①土地の形質の変更を行う準不透水層より浅い位置
にある帯水層内の基準不適合土壌又は特定有害物質
が当該準不透水層より深い位置にある帯水層に流出
することを防止するために必要な措置（備考欄に具体
的に記載してください。）
②最も浅い位置にある準不透水層より深い位置にある
帯水層までの土地の形質の変更が終了した時点で、
当該土地の形質の変更が行われた準不透水層が本
来の遮水の効力を回復する。
観測井戸を設置し、釜場排水により地下水位の管理及
び地下水の水質の監視を行う。
観測井戸を設置し、揚水井戸により地下水位の管理及
び地下水の水質の監視を行う。

その他（備考欄に詳細を記入すること）

負圧テントの設置、排ガス処理

粉塵又は有害物質濃度等の周辺環境の監視（大気モニタリング）

搬出車両の洗浄

排水処理施設の設置、排水分析

運搬時の被覆（シート被覆等）

運搬時の積載状況の随時確認

特定有害物質等の飛散等を防止する
ために講ずる措置

お知らせ看板

仮囲いの設置

散水

シート養生

敷鉄板

当該指示措置を選択するに至った技術的評価の内
容や検討の経緯等を記載してください。 

指示措置と実施措置が同じ場合は、「指示措置によ
る」を選択してください。 

本報告で詳細調査等の結果の報告を行う場合、
「有」を選択してください。 
それ以外の場合は、「無」を選択してください。 

・今回講ずる措置についてリス
トより選択してください。 

・措置の対象外となる項目（１、
２番目）を選択した場合は、以
降の項目は選択しないでくださ

い。 
・その他又を選択した場合は、
備考欄に措置内容を記載して

ください。 

各工種が平成 31 年環境省告示第５号基準にど

のように適合させているのか、該当するものをチ
ェックしてください。 

工種ごとに平成 31 年環境省告示第５号基準を適用し
た施工図や説明資料の参照先を記載してください。 

今回講ずる措置についてリス
トより選択してください。 
また、その他を選択した場合

は、備考欄に措置内容を記載
してください。 
 

記載例 

改正条例施行（平成31年4月1日）以降に土壌汚染
状況調査の報告を行った土地に係る届出の場合に
は「有」を選択してください。 
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土壌汚染対策計画確認シート

（法7条第1項及び3項、条例116条第4項並びに条例117条第3項（条例は要対策区域に限る）届出用）

条例の届出の有無

工種 添付書類、図番号

備考

備考

報告項目 回答欄

実施措置を選択した理由
※法7条の届出の場合のみ選択

新たな汚染の除去等の措置を講ずべき
要措置区域内の土地の土壌の特定有
害物質による汚染状態の把握の有無

※有の場合は、指定調査機関確認書及び結果報告シートを添付してください。

最大形質変更深さより１メートルを超え
る深さの位置について試料採取等の対
象としなかった土壌について汚染の除
去等の措置の有無

コンテナ(内袋付)やフレコンバック(内袋付)を使用した汚染土壌運搬

防塵用フェンス・ネットの設置

低騒音、低振動の機械の使用

作業員の衛生管理（靴の洗浄等）

その他（備考欄に詳細を記入すること）

土壌溶出量基準に適合しない汚染状態
にある土壌が帯水層に接する場合に
あっては、特定有害物質等の飛散等を
防止するために講ずる措置

含有量基準超過の為対象外

基準超過土壌が帯水層に接していないため対象外

土地の形質の変更に着手する前に、形質変更範囲の側
面を囲み、基準不適合土壌の下にある準不透水層で
あって最も浅い位置にあるものの深さまで、鋼矢板その
他の遮水の効力を有する構造物を設置する

土地の形質の変更が終了するまでの間、上記の構造物
により囲まれた範囲の土地の地下水位が当該構造物を
設置する前の地下水を超えないようにする

最も浅い位置にある準不透水層より深い位置にある帯
水層まで土地の形質の変更を行うため、以下の措置を
講ずる。
①土地の形質の変更を行う準不透水層より浅い位置に
ある帯水層内の基準不適合土壌又は特定有害物質が
当該準不透水層より深い位置にある帯水層に流出する
ことを防止するために必要な措置（備考欄に具体的に記
載してください。）
②最も浅い位置にある準不透水層より深い位置にある
帯水層までの土地の形質の変更が終了した時点で、当
該土地の形質の変更が行われた準不透水層が本来の
遮水の効力を回復する。

観測井戸を設置し、釜場排水により地下水位の管理及
び地下水の水質の監視を行う。
観測井戸を設置し、揚水井戸により地下水位の管理及
び地下水の水質の監視を行う。

その他（備考欄に詳細を記入すること）

負圧テントの設置、排ガス処理

粉塵又は有害物質濃度等の周辺環境の監視（大気モニタリング）

搬出車両の洗浄

排水処理施設の設置、排水分析

運搬時の被覆（シート被覆等）

運搬時の積載状況の随時確認

特定有害物質等の飛散等を防止する
ために講ずる措置

お知らせ看板

仮囲いの設置

散水

シート養生

敷鉄板

当該指示措置を選択するに至った技術的評価の内
容や検討の経緯等を記載してください。 
指示措置と実施措置が同じ場合は、「指示措置によ

る」を選択してください。 

本報告で詳細調査等の結果の報告を行う場合、

「有」を選択してください。 
それ以外の場合は、「無」を選択してください。 

・今回講ずる措置についてリス
トより選択してください。 
・措置の対象外となる項目（１、

２番目）を選択した場合は、以
降の項目は選択しないでくださ
い。 

・その他又を選択した場合は、
備考欄に措置内容を記載して
ください。 

各工種が平成 31 年環境省告示第５号基準にどの

ように適合させているのか、該当するものをチェッ
クしてください。 

工種ごとに平成 31 年環境省告示第５号基準を適用し
た施工図や説明資料の参照先を記載してください。 

今回講ずる措置についてリス

トより選択してください。 
また、その他を選択した場合
は、備考欄に措置内容を記載

してください。 
 

記載例 

改正条例施行（平成31年4月1日）以降に土壌汚染
状況調査の報告を行った土地に係る届出の場合に

は「有」を選択してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有

●

●

備考

使用方法

有

● 汚染土壌処理施設 （移動先： ）

飛び地間移動 （移動先： ）

備考

添付書類、
図番号

● 添付２

● 添付２

● 添付２

● 添付２

備考

要措置区域外から搬入された土壌を
使用する場合にあっては、当該土壌
の汚染状態を把握するための調査に
おける試料採取の頻度及び土壌の
使用方法

試料採取の頻度 特定有害物質全26項目について5000㎥以下につき1回

特定有害物質全26項目について900㎥以下につき１回

特定有害物質全26項目について100㎥以下につき1回

浄化等済土壌を使用するため、試料採取を行わない

土壌汚染対策法第16条第1項に基づく認定を受けた土壌を使用するため、試料採取を行わ
ない（法7条の届出の場合のみ選択可能）

その他（備考欄に詳細を記入すること）

土壌搬出
※条例のみの届出の場合には別途汚染土壌搬出シートを添付してください。

搬出先
※区域間移動は法7条
の届出の場合に選択
できます。

●●産業株式会社

その他（備考欄に詳細を記入すること）

汚染土壌処理施設
※「搬出先」が「汚染
土壌処理施設」の場合

浄化等処理施設（浄化）

備考

区域指定解除時の確認事項
※要措置区域の指定を解除し、形質
変更時要届出区域へ指定される場合
も含みます。

写真

検尺による出来形確認

地下水のモニタリング

土壌分析（原位置浄化時のチェックボーリング）

交付者による管理票の確認

汚染状態の変更

その他（備考欄に詳細を記入すること）

区域外から土壌を搬入する場合は「有」を選択してくださ
い。それ以外の場合は「無」を選択してください。 

汚染土壌の区域外搬出の有無を選択してください。 
「有」の場合、別途法 16条に基づく届出が必要です。 

区域外から土壌搬入する
場合はいずれかを選択してく

ださい。 
その他を選んだ場合は、備考
欄に記載ください。 

区域外から汚染土
壌を搬出する場
合、記載してくださ

い。 
 

「条例における地下水汚染拡大防止区域に対する対策」も必要事項を記載してください。 

記載方法については、「法 12 条の届出の作成について（Ⅰ-92）」を参照の上、作成をしてください。 

 

 

 

 

土壌汚染対策計画確認シート

（法7条第1項及び3項、土壌地下水汚染対策計画書、汚染拡散防止計画書（条例は要対策区域に限る）届出用）

条例の届出の有無

有

無

工種 添付書類、図番号

●
配管布設、基礎
設置

添付１

備考

●

●

●

●

●

●

●

●

備考

報告項目 回答欄

有（条例第117条第3項同時届出）

実施措置を選択した理由
※法7条の届出の場合のみ選択

指示措置による

新たな汚染の除去等の措置を講ずべ
き要措置区域内の土地の土壌の特定
有害物質による汚染状態の把握の有
無

※有の場合は、指定調査機関確認書及び結果報告シートを添付してください。

最大形質変更深さより１メートルを超
える深さの位置について試料採取等
の対象としなかった土壌について汚染
の除去等の措置の有無

コンテナ(内袋付)やフレコンバック(内袋付)を使用した汚染土壌運搬

防塵用フェンス・ネットの設置

低騒音、低振動の機械の使用

作業員の衛生管理（靴の洗浄等）

その他（備考欄に詳細を記入すること）

土壌溶出量基準に適合しない汚染状
態にある土壌が帯水層に接する場合
にあっては、特定有害物質等の飛散
等を防止するために講ずる措置

含有量基準超過の為対象外

基準超過土壌が帯水層に接していないため対象外

土地の形質の変更に着手する前に、形質変更範囲の
側面を囲み、基準不適合土壌の下にある準不透水層
であって最も浅い位置にあるものの深さまで、鋼矢板
その他の遮水の効力を有する構造物を設置する

土地の形質の変更が終了するまでの間、上記の構造
物により囲まれた範囲の土地の地下水位が当該構造
物を設置する前の地下水を超えないようにする

最も浅い位置にある準不透水層より深い位置にある帯
水層まで土地の形質の変更を行うため、以下の措置を
講ずる。
①土地の形質の変更を行う準不透水層より浅い位置
にある帯水層内の基準不適合土壌又は特定有害物質
が当該準不透水層より深い位置にある帯水層に流出
することを防止するために必要な措置（備考欄に具体
的に記載してください。）
②最も浅い位置にある準不透水層より深い位置にある
帯水層までの土地の形質の変更が終了した時点で、
当該土地の形質の変更が行われた準不透水層が本
来の遮水の効力を回復する。
観測井戸を設置し、釜場排水により地下水位の管理及
び地下水の水質の監視を行う。
観測井戸を設置し、揚水井戸により地下水位の管理及
び地下水の水質の監視を行う。

その他（備考欄に詳細を記入すること）

負圧テントの設置、排ガス処理

粉塵又は有害物質濃度等の周辺環境の監視（大気モニタリング）

搬出車両の洗浄

排水処理施設の設置、排水分析

運搬時の被覆（シート被覆等）

運搬時の積載状況の随時確認

特定有害物質等の飛散等を防止する
ために講ずる措置

お知らせ看板

仮囲いの設置

散水

シート養生

敷鉄板

当該指示措置を選択するに至った技術的評価の内
容や検討の経緯等を記載してください。 

指示措置と実施措置が同じ場合は、「指示措置によ
る」を選択してください。 

本報告で詳細調査等の結果の報告を行う場合、
「有」を選択してください。 
それ以外の場合は、「無」を選択してください。 

・今回講ずる措置についてリス
トより選択してください。 

・措置の対象外となる項目（１、
２番目）を選択した場合は、以
降の項目は選択しないでくださ

い。 
・その他又を選択した場合は、
備考欄に措置内容を記載して

ください。 

各工種が平成 31 年環境省告示第５号基準にど

のように適合させているのか、該当するものをチ
ェックしてください。 

工種ごとに平成 31 年環境省告示第５号基準を適用し
た施工図や説明資料の参照先を記載してください。 

今回講ずる措置についてリス
トより選択してください。 
また、その他を選択した場合

は、備考欄に措置内容を記載
してください。 
 

記載例 

改正条例施行（平成31年4月1日）以降に土壌汚染
状況調査の報告を行った土地に係る届出の場合に
は「有」を選択してください。 
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添付書類３ 

１．土地の形質の変更の施工方法 

（１）施工のフロー図（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）対策（拡散防止方法等）の選択理由 

  今後の土地利用において… 
 

２．施工会社 ：○○建設株式会社    

 

３．汚染土壌の搬出先 ：汚染土壌処理施設（浄化等処理施設） 

            ※別途、法第 16条の届出予定 

作作成成例例  

工事の施工方法・手順等につ

いて、フロー図の中又は別紙

に文章で具体的に記載してく

ださい。 

・アスファルト被覆は、・・・・・ 
 ・ 

・ 
・ 
 

・基礎の設置は、・・・・・ 
 

現場代理人や担当者名等の個人名は記載

しないでください。 

条例の届出を併せて行う場合、「環境・経済・社会に

配慮した持続可能な土壌汚染対策ガイドブック」を

参考にし、「土壌の３Ｒ」の観点から対策方法を選択

した理由についても記入してください（Ⅱ-38参照）。 

準備工（測量・位置出し・鉄板養生・・） 

①土壌の掘削 

④基礎設置 

⑤アスファルト被覆 

汚染土壌の搬出 

・現地測量により・・・・・ 

・土壌の掘削は、・・・・・ 

③観測井戸設置 

・観測井戸の設置は、・・・・・ 
 

汚染土壌の搬出がない場合は、その旨を記載してください。 

例）今回の土地の形質の変更において、汚染土壌の搬出はしない。 

②埋戻し 

・埋戻し土壌は、・・・・・ 

埋戻し土壌に何を用いるか記載

してください（例：平成 31 年環

境省告示第六号の方法により分

析した土壌を使用する。）。  
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①①
土土
壌壌
のの
掘掘
削削

措措
置置
のの
施施
工工
方方
法法
をを
明明
らら
かか
にに
しし
たた
平平
面面
図図
、、
立立
体体
図図
及及
びび
断断
面面
図図
（（
２２
））（（
平平
面面
図図
））

  

作作
成成
例例

  

起
点
 

Ａ
 

Ｂ
 

２
 

凡
例
 
仮
囲
い
設
置

 

１
０
ｍ
単
位
区
画

 

３
０
ｍ
格
子

 

要
措
置
区
域

 
出
入
口

 

敷敷
鉄鉄
板板

  

ダ
ン
プ
走
路

 

○
○
度
○
○
分
○
○
秒
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  敷
鉄
板
を
行
い
タ
イ
ヤ
へ
の
基
準
不
適
合
土
壌
の
付
着
を
防
止
す
る
。

 

 

○○
措措
置置
のの
施施
工工
方方
法法
をを
明明
らら
かか
にに
しし
たた
平平
面面
図図
、、
立立
体体
図図
及及
びび
断断
面面
図図
（（
３３
））（（
立立
面面
図図
・・
断断
面面
図図
））
  

      
 

                
 
 
 
※
掘
削
範
囲
は
地
下
水
位
よ
り
も
上
方
で
あ
る
。
 

 
 

作作
成成
例例
（（
地地
下下
水水
面面
よよ
りり
浅浅
いい
範範
囲囲
のの
みみ
をを
掘掘
削削
すす
るる
場場
合合
））
  

地
下
水
面

 
G

L－
○
ｍ
（

TP
○
ｍ
）
付
近

 
(調

査
ボ
ー
リ
ン
グ
実
施
時
の
デ
ー
タ
よ
り

) 

掘
削
範
囲

 

直
接
積
み
込
み

 

敷
鉄
板
養
生

 
基基
準準
不不
適適
合合
土土
壌壌

  
○
ｍ

 

※
単
位
区
画
ご
と
に
地
下
水
面
が
異
な
る
場
合
は
、
G
L-
○
～
○
ｍ
付
近
と
す
る

か
、
一
覧
表
に
ま
と
め
て
く
だ
さ
い
。
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○○
措措
置置
のの
施施
工工
方方
法法
をを
明明
らら
かか
にに
しし
たた
平平
面面
図図
、、
立立
体体
図図
及及
びび
断断
面面
図図
（（
３３
））（（
立立
面面
図図
・・
断断
面面
図図
））

  

                      
 
※
準
不
透
水
層
ま
で
遮
水
壁
を
設
置
し
た
上
で
地
下
水
位
を
低
下
さ
せ
た
後
に
、
掘
削
を
行
う
。

 

作作
成成
例例
（（
基基
準準
不不
適適
合合
土土
壌壌
（（
土土
壌壌
溶溶
出出
量量
基基
準準
にに
係係
るる
もも
のの
にに
限限
るる
。。
））
がが
帯帯
水水
層層
にに
接接
すす
るる
場場
合合
））
  

基
準
不
適
合
土
壌

((
土土
壌壌
溶溶
出出

量量
基基
準準
にに
係係
るる
もも
のの
にに
限限
るる
。。
))

が
当
該
要
措
置
区
域
の
帯
水
層

に
接
し
な
い
よ
う
に
す
る
た
め

に
必
要
な
措
置
を
明
示
し
て
く

だ
さ
い
。

 

直
接
積
み
込
み

 

敷
鉄
板

 

準
不
透
水
層

 
○

m
 

○
m

 
遮
水
壁

 

基基
準準
不不
適適
合合
土土
壌壌

  
掘
削
範
囲

 
地
下
水
面

 
G

L－
○
ｍ
（

TP
○
ｍ
）
付
近

 
(調

査
ボ
ー
リ
ン
グ
実
施
時
の
デ
ー
タ
よ
り

) 

○
m

 
0
.
5
m
以
上
 

1
m
以
上
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○○
掘掘
削削
土土
量量
集集
計計
表表

  

   

掘
削

土
量

集
計

表

計
画

※
記

載
行

が
足

り
な

い
場

合
は

1
5
番

目
の

行
を

コ
ピ

ー
し

て
行

を
追

加
し

て
く

だ
さ

い
。

物
質

名
汚

染
状

態
掘

削
面

積
(
㎡

）
掘

削
深

度
（

ｍ
）

地
下

構
造

物
の

体
積

（
㎥

）

掘
削

土
量

（
㎥

）
搬

出
土

量
（

㎥
）

掘
削

面
積

(
㎡

）
掘

削
深

度
（

ｍ
）

地
下

構
造

物
の

体
積

（
㎥

）

掘
削

土
量

（
㎥

）
搬

出
土

量
（

㎥
）

1
A
1
-
5

テ
ト

ラ
ク

ロ
ロ

エ
チ

レ
ン

第
二

溶
出

量
超

過
2
.
0
0

1
0
0
.
0
0

3
.
0
0

0
.
0
0

3
0
0
.
0
0

3
0
0
.
0
0

0
.
0
0

○
○

2
A
1
-
9

テ
ト

ラ
ク

ロ
ロ

エ
チ

レ
ン

溶
出

量
超

過
2
.
0
0

1
0
0
.
0
0

3
.
0
0

1
0
.
0
0

2
9
0
.
0
0

2
9
0
.
0
0

0
.
0
0

○
○

3
B
1
-
5

カ
ド

ミ
ウ

ム
溶

出
量

超
過

0
.
5
0

1
0
0
.
0
0

1
.
0
0

0
.
0
0

1
0
0
.
0
0

1
0
0
.
0
0

0
.
0
0

○
○

4
0
.
0
0

0
.
0
0

5
0
.
0
0

0
.
0
0

6
0
.
0
0

0
.
0
0

7
0
.
0
0

0
.
0
0

8
0
.
0
0

0
.
0
0

9
0
.
0
0

0
.
0
0

1
0

0
.
0
0

0
.
0
0

1
1

0
.
0
0

0
.
0
0

1
2

0
.
0
0

0
.
0
0

1
3

0
.
0
0

0
.
0
0

1
4

0
.
0
0

0
.
0
0

1
5

0
.
0
0

0
.
0
0

こ
の

行
よ

り
上

に
行

を
追

加
し

て
く

だ
さ

い
。

合
計

6
9
0
.
0
0

6
9
0
.
0
0

合
計

0
.
0
0

0
.
0
0

備
考

備
考

連
番

単
位

区
画

基
準

不
適

合
深

度
（

ｍ
）

汚
染

状
態

計
画

実
績

今
回

届
出

内
容

法
16
条
搬
出
の
対
象
と
な
る
土
量
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 
（
産
業
廃
棄
物
と
し
て
搬
出
す
る
量
や
認
定
済
の
土
量
は
、
表
右
側
の
備
考
に

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
） 

「
汚
染
状
態
」
に
つ
い
て
、
複
数
の
「
物
質
名
」「
汚
染
状
態
」
と
な
る
場

合
は
「
、
」
で
列
挙
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
対
応
す
る
「
汚
染
状
態
」
が

異
な
る
場
合
は
改
行
で
列
挙
し
て
く
だ
さ
い
。

 

(記
入
例

) 
・
複
数
の
「物
質
名
」「
汚
染
状
態
」
と
な
る
場
合
： 

 
鉛
及
び
そ
の
化
合
物

 
含
有
量
超
過
、
溶
出
量
超
過

 

・
対
応
す
る
「汚
染
状
態
」が
異
な
る
場
合
： 

 
鉛
及
び
そ
の
化
合
物

 
含
有
量
超
過

 
 
水
銀
及
び
そ
の
化
合
物

 
溶
出
量
超
過

 

掘
削
を
行
う
範
囲
に
地
下
構
造
物
の
存
在
が
確
認
さ
れ
て
い
る
場
合
、
そ
の
体

積
を
併
記
し
て
く
だ
さ
い
。

 
な
お
、
本
届
出
書
に
お
い
て
は
、
堆
積
算
出
の
根
拠
と
な
っ
た
当
該
地
下
構
造

物
の
辺
長
に
つ
い
て
、
必
ず
し
も
記
載
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 
（
た
だ
し
、
掘
削
時
に
は
地
下
構
造
物
の
辺
長
を
計
算
し
た
上
、
実
施
措
置
完

了
報
告
書
等
に
計
算
結
果
を
明
記
し
て
く
だ
さ
い
。
） 法
第
７
条
第
１
項
及
び
３
項
届
出
時
に
は
実
績
欄
の
記
入
は

不
要
で
す
。
法
第
７
条
第
９
項
届
出
時
に
実
際
に
掘
削
し
た

面
積
、
土
量
等
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

同
一
敷
地
に
お
い
て
、
要
措
置
区
域
と
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
両
方
の
指
定
が
さ
れ
て
い
る
場
合
で
も
、
法
第
７
条
第
１
項
及
び
３
項
の
届
出
で
は
要
措
置
区
域
の
み
の
掘
削
土
量
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
に
お
い
て
土
地
の
改
変
を
行
う
場
合
、
法
第

1
2
条
の
届
出
を
行
い
、
そ
ち
ら
に
当
該
区
画
の
掘
削
土
量
集
計
表
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

 

記
載
例
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添
付
書
類
５

 

措措
置置
のの
終終
了了
後後
にに
おお
けけ
るる
要要
措措
置置
区区
域域
のの
状状
況況
をを
明明
らら
かか
にに
しし
たた
平平
面面
図図

  

凡
例
 
調
査
対
象
地
 

１
０
ｍ
単
位
区
画
 

３
０
ｍ
格
子
 

要
措
置
区
域
 

作作
成成
例例

  

起
点
 

Ａ
 

Ｂ
 

１
 

Ｂ
１
－
５
 

Ａ
１
－
９
 

Ａ
１
－
５
 

掘 削 ・ 搬 出 範 囲

掘 削 ・ 搬 出 範 囲

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ

エ
チ
レ
ン

（
溶
出
量
）

G
L
（
ｍ
）

T
P
（
ｍ
）

（
㎎
/
L
）

表
層

（
0
～
-
0
.5
）

+
2
.1
～
+
1
.6

0
.0

9
6

-
1

+
1
.1

0
.0

1
3

-
2

+
0
.1

0
.0

1
9

-
3

-
0
.9

0
.0

0
1

-
4

-
1
.9

<
0
.0

0
0
2

-
5

-
2
.9

<
0
.0

0
0
2

<
0
.0

0
0
2

深
度
（
A
1
-
5
）

地
下
水
（
㎎
/
L
）

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ

エ
チ
レ
ン

（
溶
出
量
）

G
L
（
ｍ
）

T
P
（
ｍ
）

（
㎎
/
L
）

表
層

（
0
～
-
0
.5
）

+
2
.1
～
+
1
.6

0
.7

2

-
1

+
1
.1

2
.3

-
2

+
0
.1

0
.6

9

-
3

-
0
.9

0
.0

0
0
2

-
4

-
1
.9

<
0
.0

0
0
2

-
5

-
2
.9

<
0
.0

0
0
2

<
0
.0

0
0
2

深
度
（
A
1
-
9
）

地
下
水
（
㎎
/
L
）

カ
ド
ミ
ウ
ム

（
溶
出
量
）

G
L
（
ｍ
）

T
P
（
ｍ
）

（
㎎
/
L
）

表
層

（
0
～
-
0
.5
）

+
2
.1
～
+
1
.6

0
.0

3
1

-
1

1
.1

N
D

-
2

0
.1

N
D

-
3

-
0
.9

N
D

-
4

-
1
.9

N
D

-
5

-
2
.9

N
D

N
D

深
度
（
B
1
-
5
）

地
下
水
（
㎎
/
L
）

○
○
度
○
○
分
○
○
秒

掘 削 ・ 搬 出 範 囲
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                                        添付書類６ 

 

 

実実施施措措置置のの施施工工中中にに地地下下水水汚汚染染のの拡拡大大がが確確認認さされれたた場場合合ににおおけけるる対対応応方方法法  

  

11..対対応応方方針針  

地下水位の測定と地下水を採取し測定することを月に１回以上定期的に行うことで水質を監視する。

地下水位や水質に異常が見られた、あるいは異常のおそれが明らかになった場合、初期対応として速や

かに工事を停止し、原因究明を行うとともに汚染拡大防止のために適切な対策を講ずる。対策終了後、

考えられる原因とその根拠及び汚染の拡散が確認された結果を報告書として取りまとめる。 

 

22..地地下下水水汚汚染染拡拡大大時時のの対対応応手手順順  

  ①地下水汚染の拡大が確認された場合は直ちに、掘削作業を中止する。 

 ②措置の実施に伴い設置した指定区域周辺のシートパイルの状況を再確認する。 

 ③汚染の拡大が確認された地点より地下水流向下流側に揚水井戸を設け、地下水の揚水を行う。 

なお、揚水した地下水については、関係機関と協議の上、関係法令等を遵守して排水する。 

 ④上記応急処置が完了したのち、原因究明を行い、対策工を実施したのち掘削を再開する。 

  ⑤掘削完了後地下水汚染が確認された範囲の地下水の水質の測定を行う。 

      

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

     

  

作作成成例例  

起点 

Ａ Ｂ 

２ 

１ 

凡例 
   調査対象地 
 
   １０ｍ単位区画 
 
   ３０ｍ格子 
 
   要措置区域 
    
   シートパイル 
 

地下水流向 
 
揚水井戸 
 

※記載事項は一例です。 
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添付書類７ 

    事事故故、、災災害害そそのの他他のの緊緊急急事事態態がが発発生生ししたた場場合合ににおおけけるる対対応応方方法法  

  

11..対対応応方方針針  

  非常災害等の緊急事態が生じた場合、盛土や観測井等汚染除去等の措置に係る構造物や設備等に損壊

がないこととともに、当該事態に伴う汚染の拡散の有無を確認する。損壊があった場合には速やかに修

復する。 

 

22..対対応応方方法法  

1）現場において災害等が発生した場合は、速やかに適切な処置を取り、緊急時連絡体制にて対応する。 

2）事故等に応じた関係先に通報する。 

3）報告等は簡単明瞭に迅速に行うとともに指示事項には迅速に対処する。 

4）異常気象時の対応については現場で定める「異常気象時対応基準」に従うものとする。 

5）緊急時対応マニュアルを整備し、マニュアルに従って行動する。 

    ・ 

    ・ 

    ・ 

 

 

33..  非非常常災災害害ののたためめのの必必要要なな応応急急措措置置ととししてて土土地地のの形形質質のの変変更更ををししたた場場合合  

要措置区域内において非常災害のための必要な応急措置として土地の形質の変更をした場合工事の

終了時若しくは措置の完了時に報告する。 

 

44..緊緊急急時時連連絡絡体体制制図図  

  

55..現現場場のの実実施施体体制制とと責責任任者者  

  ※個人情報は記載しないでください。役職名（現場代理人、監理技術者、担当者等）で体制

を示してください。  

        

災害等対策担当者
東京都環境局

土壌地下水汚染対策担当
株式会社○○

△△支店

報告指示報告報告

災害等 事故発見者
消防署 １１９へ
警察署 １１０へ

現場責任者 発注者

通報

報告
報告指示報告又は

状況把握

作作成成例例  

※記載事項は一例です。 

※具体的な対応方法について記述してください。 
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添
付
書
類
８

 

工工
程程
表表

  

・
 

・
お
お
ま
か
な
工
種
ご
と
に
、
工
程
を
明
ら
か
に
し
ま
す
。

 

・
土
地
の
形
質
の
変
更
を
伴
わ
な
い
工
種
（
建
物
の
内
装
工
事
、
上
屋
解
体
工
事
等
）
の
記
載
は
要
り
ま
せ
ん
。

作作
成成
例例

  

開
始
月
日
を
明
確
に
し
ま
す
。

 

完
了
月
日
を
明
確
に
し
ま
す
。

 
完
了
日
は
、
汚
染
土
壌
の
処
理
完
了
を

確
認
し
た
日
や
地
下
水
測
定
結
果
を
受

領
し
た
日
等
を
含
め
た
措
置
完
了
日

（
工
事
終
了
日
）
で
す
。
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添
付
書
類
８

 

工工
程程
表表

  

・
 

・
お
お
ま
か
な
工
種
ご
と
に
、
工
程
を
明
ら
か
に
し
ま
す
。

 

・
土
地
の
形
質
の
変
更
を
伴
わ
な
い
工
種
（
建
物
の
内
装
工
事
、
上
屋
解
体
工
事
等
）
の
記
載
は
要
り
ま
せ
ん
。

作作
成成
例例

  

開
始
月
日
を
明
確
に
し
ま
す
。

 

完
了
月
日
を
明
確
に
し
ま
す
。

 
完
了
日
は
、
汚
染
土
壌
の
処
理
完
了
を

確
認
し
た
日
や
地
下
水
測
定
結
果
を
受

領
し
た
日
等
を
含
め
た
措
置
完
了
日

（
工
事
終
了
日
）
で
す
。

 

添付書類 9 

評評価価地地点点及及びび当当該該評評価価地地点点にに設設定定ししたた理理由由  

 評価地点は、当該要措置区域から地下水流向下流側周縁であり、当該要措置区域から 8m の地点

とする。計算シートを下記に示す。結果、目標土壌溶出量は 0.3mg/L となった。 

凡例 

調査対象地 

１０ｍ単位区画 

３０ｍ格子 

要措置区域 

地下水流向 

観測井戸 

起点 

Ａ Ｂ 

２ 

１

88mm  

土壌溶出量基準に適合しな

い物質が複数ある場合は、

物質ごとに１枚作成してく

ださい。 

作作成成例例  
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添付書類 10 

地地下下水水のの水水質質のの測測定定をを行行ううたためめのの観観測測井井をを設設置置すするる地地点点及及びび設設置置すするる理理由由  

観測井の設置位置は、土壌汚染に起因する地下水汚染の状況を的確に把握できる地点とし、措置

対象範囲の地下水流向下流側に選定した。観測井の模式図を次に示す。  

凡例 

調査対象地 

１０ｍ単位区画 

３０ｍ格子 

要措置区域 

地下水流向 

観測井戸 

起点 

Ａ Ｂ 

２ 

１

帯帯
水水
層層

スス
クク
リリ
ーー
ンン
区区
間間

セセメメンントトキキャャッッププ

難難
透透
水水
性性
のの
地地
層層

ググララベベルル

パパッッキキンンググ

（（砂砂利利等等））

シシーールル材材料料

孔孔壁壁

セセメメンントト

ケケーーシシンンググ

土土壌壌、、セセメメンントト等等

保保護護キキャャッッププ
ココンンククリリーートト桝桝等等

地地表表面面

難難
透透
水水

層層

△△地地下下水水位位

GL-○○m付付近近

作作成成例例  

必要に応じてボーリング柱状図を

添付してください。 
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添付書類 10 

地地下下水水のの水水質質のの測測定定をを行行ううたためめのの観観測測井井をを設設置置すするる地地点点及及びび設設置置すするる理理由由  

観測井の設置位置は、土壌汚染に起因する地下水汚染の状況を的確に把握できる地点とし、措置

対象範囲の地下水流向下流側に選定した。観測井の模式図を次に示す。  

凡例 

調査対象地 

１０ｍ単位区画 

３０ｍ格子 

要措置区域 

地下水流向 

観測井戸 

起点 

Ａ Ｂ 

２ 

１

帯帯
水水
層層

スス
クク
リリ
ーー
ンン
区区
間間

セセメメンントトキキャャッッププ

難難
透透
水水
性性
のの
地地
層層

ググララベベルル

パパッッキキンンググ

（（砂砂利利等等））

シシーールル材材料料

孔孔壁壁

セセメメンントト

ケケーーシシンンググ

土土壌壌、、セセメメンントト等等

保保護護キキャャッッププ
ココンンククリリーートト桝桝等等

地地表表面面

難難
透透
水水

層層

△△地地下下水水位位

GL-○○m付付近近

作作成成例例  

必要に応じてボーリング柱状図を

添付してください。 

添
付
書
類
1
1

2
0
2
7
年

1
1
月

2
0
2
9
年

1
1
月

2
0
3
1
年

1
1
月

2
0
2
1
年

1
1
月

2
0
2
2
年

1
1
月

2
0
2
3
年

1
1
月

3
月

4
月

2
0
2
0
年

1
1
月
1
2
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月
1
0
月

地
下
水
測
定

報
告

4
月

2
0
2
0
年

上
物
解
体

準
備
工
・

内
装
解
体

観
測
井
戸
設
置

地
下
水
測
定

報
告

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月

作
成
例

地
下
水
の
水
質
の
測
定
期
間
及
び
頻
度

3
月

2
0
1
9
年

9
月

1
0
月

◎◎
①①

・・
・・
・・

◎◎
①①

②② ②②

③③ ③③

④④ ④④

・・
・・
・・

・・
・・
・・

⑤⑤ ⑤⑤

⑥⑥ ⑥⑥

⑦⑦ ⑦⑦

・・
・・
・・

・・
・・
・・

・・
・・
・・

・・
・・
・・

・・
・・
・・

・・
・・
・・

・・
・・
・・

⑫⑫ ⑫⑫

⑬⑬ ⑬⑬

⑭⑭ ⑭⑭
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６６．．土土壌壌汚汚染染対対策策法法第第７７条条にに基基づづくく  

実実施施措措置置完完了了報報告告書書（（工工事事完完了了報報告告書書））  

のの作作成成ににつついいてて  
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はじめに 

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号。以下「法」といいます。）第７条第

９項に規定する報告に適用します。本報告書は、措置が完了または工事が完了したのち、速やかに提出

してください。 
 
１ 報告の対象 

 （１）実施措置完了報告書 

法第７条第１項に基づく汚染除去等計画書に基づき、実施措置に係るすべての措置が完了した場

合（土壌汚染対策法施行規則（平成 14 年環境省令第 29 号。以下「法施行規則」といいます。）別

表第九の上欄に掲げる実施措置の種類の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める実施措置が完了

した場合） 
 
 （２）工事完了報告書 
   法第７条第１項に基づく汚染除去等計画書に基づき、法施行規則第 42 条の２第２項に掲げる措

置の実施が完了した場合。（法施行規則別表第九の上欄に掲げる実施措置の種類の区分に応じ、そ

れぞれ同表の中欄に定める実施措置が完了した場合） 
 
  注１）要措置区域の指定の解除は、解除する旨の告示によって効力を生じます。そのため、実施措

置完了報告書が受理された以降であっても、告示が行われるまでは要措置区域と同等の法規制が適

用され、実施措置の完了を報告した土地で形質の変更及び土壌の搬出を行う場合、それぞれ法第７

条及び法第 16条に基づく届出が必要になりますので、ご注意ください。（措置の実施により、要措

置区域の指定が解除され、同時に、形質変更時要届出区域に指定される場合も同様です。） 
  
２ 届出の義務者 

汚染除去等計画の提出の指示を受けた者 
  
３ 条例において措置が必要な場合 

  要措置区域に指定された土地において、東京都土壌汚染対策指針（平成 31年東京都告示第 394 号。

以下「指針」といいます。）第４で定める地下水汚染拡大防止区域（土壌の汚染状態が第二溶出量基

準超過又は地下水の汚染状態が第二地下水基準超過であり、かつ、指針に基づく土壌汚染の除去等の

措置が講じられていない土地。）がある場合、添付書類の「土壌汚染対策完了報告シート」の条例に

おける地下水汚染拡大防止区域に対する対策の報告欄に必要事項を記載して報告してください。 

 

４ 条例適用案件の場合について 

  条例適用案件の場合については、法の実施措置完了報告書（工事完了報告書）と併せて条例第 117

条第６項に基づく汚染拡散防止措置完了届出書の提出が必要となります。ただし、指針における完了

要件を満たすことが確認できる書類を実施措置完了報告書（工事完了報告書）に盛り込んだ場合は、

汚染拡散防止措置完了届出書の鑑のみを提出することも可能です。 
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はじめに 

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号。以下「法」といいます。）第７条第

９項に規定する報告に適用します。本報告書は、措置が完了または工事が完了したのち、速やかに提出

してください。 
 
１ 報告の対象 

 （１）実施措置完了報告書 

法第７条第１項に基づく汚染除去等計画書に基づき、実施措置に係るすべての措置が完了した場

合（土壌汚染対策法施行規則（平成 14 年環境省令第 29 号。以下「法施行規則」といいます。）別

表第九の上欄に掲げる実施措置の種類の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める実施措置が完了

した場合） 
 
 （２）工事完了報告書 
   法第７条第１項に基づく汚染除去等計画書に基づき、法施行規則第 42 条の２第２項に掲げる措

置の実施が完了した場合。（法施行規則別表第九の上欄に掲げる実施措置の種類の区分に応じ、そ

れぞれ同表の中欄に定める実施措置が完了した場合） 
 
  注１）要措置区域の指定の解除は、解除する旨の告示によって効力を生じます。そのため、実施措

置完了報告書が受理された以降であっても、告示が行われるまでは要措置区域と同等の法規制が適

用され、実施措置の完了を報告した土地で形質の変更及び土壌の搬出を行う場合、それぞれ法第７

条及び法第 16条に基づく届出が必要になりますので、ご注意ください。（措置の実施により、要措

置区域の指定が解除され、同時に、形質変更時要届出区域に指定される場合も同様です。） 
  
２ 届出の義務者 

汚染除去等計画の提出の指示を受けた者 
  
３ 条例において措置が必要な場合 

  要措置区域に指定された土地において、東京都土壌汚染対策指針（平成 31年東京都告示第 394 号。

以下「指針」といいます。）第４で定める地下水汚染拡大防止区域（土壌の汚染状態が第二溶出量基

準超過又は地下水の汚染状態が第二地下水基準超過であり、かつ、指針に基づく土壌汚染の除去等の

措置が講じられていない土地。）がある場合、添付書類の「土壌汚染対策完了報告シート」の条例に

おける地下水汚染拡大防止区域に対する対策の報告欄に必要事項を記載して報告してください。 

 

４ 条例適用案件の場合について 

  条例適用案件の場合については、法の実施措置完了報告書（工事完了報告書）と併せて条例第 117

条第６項に基づく汚染拡散防止措置完了届出書の提出が必要となります。ただし、指針における完了

要件を満たすことが確認できる書類を実施措置完了報告書（工事完了報告書）に盛り込んだ場合は、

汚染拡散防止措置完了届出書の鑑のみを提出することも可能です。 

 

 

 

５ 届出書類 

（１） 届出書類の綴じ方（紙面で提出する場合） 
（作成例）【ファイル表紙】     【背表紙】 

○報告書は、左側に２穴パンチで穴を開け、（２）提

出書類一覧の順番に並べ、ファイルに綴じてくださ

い。 
○ファイルの表紙に「実施措置完了報告書（工事完了

報告書）」、「要措置区域の所在地（地番）」、「届出者

名」を記入してください。 
○ファイルの背表紙に、「実施措置完了報告書（工事

完了報告書）」、「要措置区域の所在地（地番）」を記

入してください。 

 

 

 

 
 
 
（２）提出書類一覧 

１ 報告書 

届出書 

チェック欄 

 ○実施措置完了報告書（様式第十一）又は工事完了報告書（様式第十） 

（表面） 
・措置対象の汚染土壌の状況、措置完了の確認調査結果等については、添付書類とし

てください。 
・必要に応じて、その者が届出者となり得る権限を有することの書類を添付してくだ

さい  

（裏面） 

・実施した措置に応じて、法施行規則別表第九の下欄に定める事項を記載します。図

面等は添付書類としてください。複数の実施措置を実施した場合、それぞれの実施

措置について、裏面を作成してください。 

□ 

 ○別紙 要措置区域所在地一覧 

  ・要措置区域に指定されている全ての地番を記載してください（同一対象地内に形質

変更時要届出区域がある場合でも、要措置区域に指定されている地番のみを記載し

てください。）。 

□ 

 ○土壌汚染対策完了報告シート 

  ・措置方法や対策面積等について実際に実施した内容を記載してください。 

  ・法第７条第１項届出時と変更がある場合には、変更理由を「有」とした上で、変更

理由を記載してください。 

・法第７条第３項により変更の届出を行った項目については、法第７条第３項届出時

と変更がある場合には、変更理由欄に変更理由を記載してください。 

 

実施措置完了報告書に不備・不足がある場合は、措置の完了が確認できず、再度措置を実施が必

要となる場合があります。本手引をよくお読みいただき、措置を計画どおり適切に行ったことを示

す写真等をもらさず記録し、本報告書により報告してください。 

実施措置完了報告書 

要措置区域の所在地（地番） 

届出者名 

実
施
措
置
完
了
報
告
書 

土
地
の
所
在
地 
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２ 添付書類（※１） チェック欄 

 ○汚染状況を明らかにした図面  

・措置の実施前における基準に適合しない特定有害物質の種類、濃度及び深度を、原

則として１枚の図面上にまとめて明示してください。 
・詳細調査を実施し、調査結果を報告していない場合は、当該調査結果について記載

してください。 また、指摘調査機関確認シートや詳細調査結果報告シートを必ず添

付した上で、濃度計量証明書を別冊資料として提出してください。 

□ 

○措置方法に関する事項  

・施工方法のフロー図、施工会社等を明示してください。 
・汚染土壌の区域外搬出を行った場合は、汚染土壌の運搬フロー図等を明示してくだ

さい。 
・掘削行為を行った場合には、必ず掘削土量集計表を添付してください。 

□ 

○施工方法を明らかにした平面図・断面図  

・実際の施工方法を記載した平面図・断面図を添付してください。 
□ 

○管理票を整理した一覧表 

 ・管理票に記載された交付年月日、交付番号、自動車等使用者の氏名等、汚染土壌の

重量等を一覧表に整理してください。 

 ・単位体積重量を算出し、平均値（1.8t/㎥）より今回の値が離れている場合、理由を

記載してください。 

□ 

○埋戻し土の品質管理に関する事項  

・搬出元、搬入量、分析頻度、試料採取日、分析結果等を記載してください。 

・計量士等の個人情報が記載されているものは別冊資料とし、個人情報を除いた資料

を添付してください。  

□ 

○出来形、地下水モニタリング、周辺環境のモニタリングの結果 

 ・出来形（計画実施の比較）について図表等を用いて明示してください。 

 ・地下水モニタリングに係る観測井の配置図や分析結果等を明示してください。 

 ・対象地の周辺環境のモニタリングに関しては、添付書類中にモニタリング結果の要

旨（測定項目や基準超過の有無等）を明示してください。 

□ 

○措置の終了後における当該土地の利用の方法を明らかにした図面 

・措置の終了後における基準不適合土壌の残存する範囲及び深度を明示してください。 

・措置の終了後に、基準不適合土壌や特定有害物質の飛散、揮散又は流出のおそれの

ないことが確認できるようにしてください。  

 

□ 

〇計画工程と実施工程の比較表 □ 
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２ 添付書類（※１） チェック欄 

 ○汚染状況を明らかにした図面  

・措置の実施前における基準に適合しない特定有害物質の種類、濃度及び深度を、原

則として１枚の図面上にまとめて明示してください。 
・詳細調査を実施し、調査結果を報告していない場合は、当該調査結果について記載

してください。 また、指摘調査機関確認シートや詳細調査結果報告シートを必ず添

付した上で、濃度計量証明書を別冊資料として提出してください。 

□ 

○措置方法に関する事項  

・施工方法のフロー図、施工会社等を明示してください。 
・汚染土壌の区域外搬出を行った場合は、汚染土壌の運搬フロー図等を明示してくだ

さい。 
・掘削行為を行った場合には、必ず掘削土量集計表を添付してください。 

□ 

○施工方法を明らかにした平面図・断面図  

・実際の施工方法を記載した平面図・断面図を添付してください。 
□ 

○管理票を整理した一覧表 

 ・管理票に記載された交付年月日、交付番号、自動車等使用者の氏名等、汚染土壌の

重量等を一覧表に整理してください。 

 ・単位体積重量を算出し、平均値（1.8t/㎥）より今回の値が離れている場合、理由を

記載してください。 

□ 

○埋戻し土の品質管理に関する事項  

・搬出元、搬入量、分析頻度、試料採取日、分析結果等を記載してください。 

・計量士等の個人情報が記載されているものは別冊資料とし、個人情報を除いた資料

を添付してください。  

□ 

○出来形、地下水モニタリング、周辺環境のモニタリングの結果 

 ・出来形（計画実施の比較）について図表等を用いて明示してください。 

 ・地下水モニタリングに係る観測井の配置図や分析結果等を明示してください。 

 ・対象地の周辺環境のモニタリングに関しては、添付書類中にモニタリング結果の要

旨（測定項目や基準超過の有無等）を明示してください。 

□ 

○措置の終了後における当該土地の利用の方法を明らかにした図面 

・措置の終了後における基準不適合土壌の残存する範囲及び深度を明示してください。 

・措置の終了後に、基準不適合土壌や特定有害物質の飛散、揮散又は流出のおそれの

ないことが確認できるようにしてください。  

 

□ 

〇計画工程と実施工程の比較表 □ 

 

※１ 添付書類の作成方法等については、「形質変更時要届出区域における措置完了報告書（工事完了

報告書の作成について（Ⅰ-170～Ⅰ－176））を参照の上、作成をしてください。 

※２ 別冊書類は、審査期間中のみ一時的に預かり、審査終了後に返却または破棄します。 
※３ 別冊資料としての管理票の写しの添付は不要としております（添付書類としての一覧表は必要で

す。）。法第 20条及び 21 条のとおり、管理票は適切に保管してください。立入検査を実施した

時等に確認する場合があります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 別冊書類（※２・３） 

３－１ 試料採取等を行わなかった土壌について措置を実施しようとする場合 

チェック欄 

○工事写真  
 添付が必要な写真の種類と撮影頻度は次のとおりです。 
 ・措置前の位置出し写真（単位区画ごとに撮影） 
 ・運搬車両への汚染土壌の積込み状況写真（代表的な地点のみ撮影。搬出先までの運

搬車両の追跡写真は添付不要です。） 
 ・環境保全対策の実施状況写真（代表的な地点のみ撮影） 
 ・措置後の出来形確認写真（単位区画ごとに撮影） 
 ・埋戻し後の全景写真（埋戻しを行う場合に限る。）（代表的な地点のみ撮影） 
 ・盛土又は舗装措置等の前後の写真（覆いの厚さがわかるように撮影。ただし、土壌

含有量基準超過の汚染土壌を残置する場合に限る。）（単位区画ごとに撮影） 
 ・観測井の写真（地下水の水質の測定が必要な措置に限る。）（設置及び採水状況） 
 ※工事写真を撮るに当たっては、「掘削除去を行う際の留意事項について」（Ⅲ-○○）

を確認してください。 

□ 

○濃度計量証明書 
・地下水の水質の測定結果及び埋戻し土壌の分析結果等に係る濃度計量証明書の枚数

が多い場合はを、別冊資料として添付してください。 

□ 

 

※１ 添付書類の作成方法等については、「形質変更時要届出区域における措置完了報告書（工事完了

報告書の作成について（Ⅰ-170～Ⅰ－176））を参照の上、作成をしてください。 

※２ 別冊書類は、審査期間中のみ一時的に預かり、審査終了後に返却または破棄します。 
※３ 別冊資料としての管理票の写しの添付は不要としております（添付書類としての一覧表は必要で

す。）。法第 20条及び 21 条のとおり、管理票は適切に保管してください。立入検査を実施した

時等に確認する場合があります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 別冊書類（※２・３） 

３－１ 試料採取等を行わなかった土壌について措置を実施しようとする場合 

チェック欄 

○工事写真  
 添付が必要な写真の種類と撮影頻度は次のとおりです。 
 ・措置前の位置出し写真（単位区画ごとに撮影） 
 ・運搬車両への汚染土壌の積込み状況写真（代表的な地点のみ撮影。搬出先までの運

搬車両の追跡写真は添付不要です。） 
 ・環境保全対策の実施状況写真（代表的な地点のみ撮影） 
 ・措置後の出来形確認写真（単位区画ごとに撮影） 
 ・埋戻し後の全景写真（埋戻しを行う場合に限る。）（代表的な地点のみ撮影） 
 ・盛土又は舗装措置等の前後の写真（覆いの厚さがわかるように撮影。ただし、土壌

含有量基準超過の汚染土壌を残置する場合に限る。）（単位区画ごとに撮影） 
 ・観測井の写真（地下水の水質の測定が必要な措置に限る。）（設置及び採水状況） 
 ※工事写真を撮るに当たっては、「掘削除去を行う際の留意事項について」（Ⅲ-○○）

を確認してください。 

□ 

○濃度計量証明書 
・地下水の水質の測定結果及び埋戻し土壌の分析結果等に係る濃度計量証明書の枚数

が多い場合はを、別冊資料として添付してください。 

□ 

 

※１ 添付書類の作成方法等については、「形質変更時要届出区域における措置完了報告書（工事完了

報告書の作成について（Ⅰ-170～Ⅰ－176））を参照の上、作成をしてください。 

※２ 別冊書類は、審査期間中のみ一時的に預かり、審査終了後に返却または破棄します。 
※３ 別冊資料としての管理票の写しの添付は不要としております（添付書類としての一覧表は必要で

す。）。法第 20条及び 21 条のとおり、管理票は適切に保管してください。立入検査を実施した

時等に確認する場合があります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 別冊書類（※２・３） 

３－１ 試料採取等を行わなかった土壌について措置を実施しようとする場合 

チェック欄 

○工事写真  
 添付が必要な写真の種類と撮影頻度は次のとおりです。 
 ・措置前の位置出し写真（単位区画ごとに撮影） 
 ・運搬車両への汚染土壌の積込み状況写真（代表的な地点のみ撮影。搬出先までの運

搬車両の追跡写真は添付不要です。） 
 ・環境保全対策の実施状況写真（代表的な地点のみ撮影） 
 ・措置後の出来形確認写真（単位区画ごとに撮影） 
 ・埋戻し後の全景写真（埋戻しを行う場合に限る。）（代表的な地点のみ撮影） 
 ・盛土又は舗装措置等の前後の写真（覆いの厚さがわかるように撮影。ただし、土壌

含有量基準超過の汚染土壌を残置する場合に限る。）（単位区画ごとに撮影） 
 ・観測井の写真（地下水の水質の測定が必要な措置に限る。）（設置及び採水状況） 
 ※工事写真を撮るに当たっては、「掘削除去を行う際の留意事項について」（Ⅲ-○○）

を確認してください。 

□ 

○濃度計量証明書 
・地下水の水質の測定結果及び埋戻し土壌の分析結果等に係る濃度計量証明書の枚数

が多い場合はを、別冊資料として添付してください。 

□ 

 

※１ 添付書類の作成方法等については、「形質変更時要届出区域における措置完了報告書（工事完了

報告書の作成について（Ⅰ-170～Ⅰ－176））を参照の上、作成をしてください。 

※２ 別冊書類は、審査期間中のみ一時的に預かり、審査終了後に返却または破棄します。 
※３ 別冊資料としての管理票の写しの添付は不要としております（添付書類としての一覧表は必要で

す。）。法第 20条及び 21 条のとおり、管理票は適切に保管してください。立入検査を実施した

時等に確認する場合があります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 別冊書類（※２・３） 

３－１ 試料採取等を行わなかった土壌について措置を実施しようとする場合 

チェック欄 

○工事写真  
 添付が必要な写真の種類と撮影頻度は次のとおりです。 
 ・措置前の位置出し写真（単位区画ごとに撮影） 
 ・運搬車両への汚染土壌の積込み状況写真（代表的な地点のみ撮影。搬出先までの運

搬車両の追跡写真は添付不要です。） 
 ・環境保全対策の実施状況写真（代表的な地点のみ撮影） 
 ・措置後の出来形確認写真（単位区画ごとに撮影） 
 ・埋戻し後の全景写真（埋戻しを行う場合に限る。）（代表的な地点のみ撮影） 
 ・盛土又は舗装措置等の前後の写真（覆いの厚さがわかるように撮影。ただし、土壌

含有量基準超過の汚染土壌を残置する場合に限る。）（単位区画ごとに撮影） 
 ・観測井の写真（地下水の水質の測定が必要な措置に限る。）（設置及び採水状況） 
 ※工事写真を撮るに当たっては、「掘削除去を行う際の留意事項について」（Ⅲ-○○）

を確認してください。 

□ 

○濃度計量証明書 
・地下水の水質の測定結果及び埋戻し土壌の分析結果等に係る濃度計量証明書の枚数

が多い場合はを、別冊資料として添付してください。 

□ 

 

※１ 添付書類の作成方法等については、「形質変更時要届出区域における措置完了報告書（工事完了

報告書の作成について（Ⅰ-170～Ⅰ－176））を参照の上、作成をしてください。 

※２ 別冊書類は、審査期間中のみ一時的に預かり、審査終了後に返却または破棄します。 
※３ 別冊資料としての管理票の写しの添付は不要としております（添付書類としての一覧表は必要で

す。）。法第 20条及び 21 条のとおり、管理票は適切に保管してください。立入検査を実施した

時等に確認する場合があります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 別冊書類（※２・３） 

３－１ 試料採取等を行わなかった土壌について措置を実施しようとする場合 

チェック欄 

○工事写真  
 添付が必要な写真の種類と撮影頻度は次のとおりです。 
 ・措置前の位置出し写真（単位区画ごとに撮影） 
 ・運搬車両への汚染土壌の積込み状況写真（代表的な地点のみ撮影。搬出先までの運

搬車両の追跡写真は添付不要です。） 
 ・環境保全対策の実施状況写真（代表的な地点のみ撮影） 
 ・措置後の出来形確認写真（単位区画ごとに撮影） 
 ・埋戻し後の全景写真（埋戻しを行う場合に限る。）（代表的な地点のみ撮影） 
 ・盛土又は舗装措置等の前後の写真（覆いの厚さがわかるように撮影。ただし、土壌

含有量基準超過の汚染土壌を残置する場合に限る。）（単位区画ごとに撮影） 
 ・観測井の写真（地下水の水質の測定が必要な措置に限る。）（設置及び採水状況） 
 ※工事写真を撮るに当たっては、「掘削除去を行う際の留意事項について」（Ⅲ-○○）

を確認してください。 

□ 

○濃度計量証明書 
・地下水の水質の測定結果及び埋戻し土壌の分析結果等に係る濃度計量証明書の枚数

が多い場合はを、別冊資料として添付してください。 

□ 

Ⅰ－75



 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和5年4月1日

（地番）

（ )

令和4年6月1日

規則第40条第２項
第３号に定める方
法による調査の結
果
分析を行った計量
法第107条の登録を
受けた者の氏名又
は名称

氏　　名 電話番号

○○○○ 99-9999-9999

軽微な変更を行った場合に
あっては、変更後の特定有害
物質等の飛散等を防止するた
めに講じた措置

千代田区○町○丁目１ 無地番

指-○1

実施措置の種類

　土壌汚染対策法第７条第９項の規定により、土壌汚染対策法施行規則第42条の２第２項各号に掲げる措置の実施

が完了したので、次のとおり報告します。

別紙　搬入土の分析結果のとおり

※詳細は別紙「要措置区域所在地一覧」のとおり

土壌汚染の除去

規則第42条の２第２項各号に
掲げる措置の実施が完了した
時期

令和5年2月1日

実施措置の着手時期

報告者

様式第十（第四十二条の二第二項関係）

（表面）

工事完了報告書

　東京都知事　　殿

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○株式会社

代表取締役 ○○ ○○

連
絡
先

所　　属

○○株式会社△△課

要措置区域の所在地

要措置区
域外から
搬入され
た土壌を
使用した
場合

電子メールアドレス

xxxxx@xx.xx.jp

実施措置の完了予定時期に係る変更

掘削工事が想定より早く終了したため、計画では令和5年3月31日としていたが、令
和5年2月1日に終了した。

株式会社○○ （○○県知事登録 濃度第○○）

完了日は施工が終わった日ではなく、汚染土壌の
処理完了確認した日等も含めます。 

 

要措置区域外から土壌を搬入した場合には記載を

してください。 

記載例 

担当者（報告者と同じ組織に属する者に限る。）の連絡先を

記載してください。 

また、報告者と異なる組織に属する者で報告書の内容が分

かる者の連絡先は必要に応じて併記してください。 

なお、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異なる場合には、

送り状等にその旨を記載してください。 

届出日又は、届出日から過去数日以内の日付を記

載してください。 

 

実施した措置種類を記載してください。 

 

Ⅰ－76



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和6年4月1日

殿

（地番）

（ )

令和3年1月5日

令和6年1月30日

氏　　名 電話番号

○○○○ 99-9999-9999

　土壌汚染対策法第７条第９項の規定により、土壌汚染対策法施行規則第42条の２第４項に規定する実施措置に

東京都知事

実施措置の種類

要措置区域の所在地

係る全ての措置の実施が完了したので、次のとおり報告します。

連
絡
先

所　　属

○○株式会社△△課

千代田区○町○丁目１ 無地番

指-○1

※詳細は別紙「要措置区域所在地一覧」のとおり

二年間モニタリング結果の報告

様式第十一（第四十二条の二第四項関係）

（表面）

報告者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○株式会社

代表取締役 ○○ ○○

実施措置完了報告書

電子メールアドレス

xxxxx@xx.xx.jp

実施措置の着手時期

実施措置に係る全ての措置の実施が
完了した時期

届出日又は、届出日から過去数日以内の日付を記
載してください。 

 

実施した措置種類を記載してください。 
掘削除去等の措置を実施したのちの 2 年間モニタ
リングの結果の報告の場合「2 年間モニタリングの

結果の報告」を選択してください。 

 
全ての措置の実施が完了した日は、汚染土壌の処

理完了を確認した日や地下水測定結果の受領をし
た日等を含めた日です。 

 

担当者（報告者と同じ組織に属する者に限る。）の連絡先を

記載してください。 

また、報告者と異なる組織に属する者で報告書の内容が分

かる者の連絡先は必要に応じて併記してください。 

なお、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異なる場合には、

送り状等にその旨を記載してください。 

記載例 

Ⅰ－77



 

【例：実施措置が土壌汚染の除去（掘削除去）における工事完了報告書の場合】 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

　ロ　土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土地において、当該要措置区域外から搬入した土壌によって埋め戻し
た場合にあっては、当該埋め戻した土壌が目標土壌溶出量を超えない汚染状態かつ土壌含有量基準に適合する汚染状態に
あることを確認した結果

　ハ　土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土地において、掘削された目標土壌溶出量を超える汚染状態にある土
壌を当該要措置区域内に設置した施設において浄化したもので埋め戻した場合であって、当該浄化の方法を変更した場合
にあっては、変更後の方法

　ニ　土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土地において、掘削された目標土壌溶出量を超える汚染状態にある土
壌を当該要措置区域内に設置した施設において浄化したもので埋め戻した場合にあっては、当該埋め戻した土壌が目標土
壌溶出量を超えない汚染状態にある土壌となったことを確認した結果

該当なし

該当なし

目標土壌溶出量適合の土壌の掘削除去した方法として施工フロー、掘削計画、山留計画、運搬計画、地下水
処理計画、掘削土量処理計画、埋戻し計画、工程表を添付資料○に示す。

画外の地下埋設物等存在したため、掘削土量が○㎥減となった。

　イ　土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土地において、目標土壌溶出量を超える汚染状態にある土壌を掘削す
る範囲又は深さを変更した場合にあっては、変更後の範囲又は深さ

（裏面）

実施措置の種類 土壌汚染の除去（掘削除去）

別表第九の上欄に掲げる実施措置の種類の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に定める事項

一　基準不適合土壌の掘削による除去

・ 地下水の水質の測定と土壌汚染の除去を選択した場合、別表第九の中欄に定める事項が表示されます。 

・説明文は「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン」の Appendix-24 を参考にしてください。 

・上記措置以外を選択した場合、灰色のセルに別表第九の中欄に定める事項を入力し、青色のセルに説明文を入力してく

ださい。 

（表面）で選択した実施措置を選択してください。 

 

表示された文字がセルに収まらない場合、 
セルの幅を広げてください。 

記載例 

Ⅰ－78



 

【例：実施措置が土壌汚染の除去（掘削除去）における工事完了報告書の場合】 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

　ロ　土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土地において、当該要措置区域外から搬入した土壌によって埋め戻し
た場合にあっては、当該埋め戻した土壌が目標土壌溶出量を超えない汚染状態かつ土壌含有量基準に適合する汚染状態に
あることを確認した結果

　ハ　土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土地において、掘削された目標土壌溶出量を超える汚染状態にある土
壌を当該要措置区域内に設置した施設において浄化したもので埋め戻した場合であって、当該浄化の方法を変更した場合
にあっては、変更後の方法

　ニ　土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土地において、掘削された目標土壌溶出量を超える汚染状態にある土
壌を当該要措置区域内に設置した施設において浄化したもので埋め戻した場合にあっては、当該埋め戻した土壌が目標土
壌溶出量を超えない汚染状態にある土壌となったことを確認した結果

該当なし

該当なし

目標土壌溶出量適合の土壌の掘削除去した方法として施工フロー、掘削計画、山留計画、運搬計画、地下水
処理計画、掘削土量処理計画、埋戻し計画、工程表を添付資料○に示す。

画外の地下埋設物等存在したため、掘削土量が○㎥減となった。

　イ　土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土地において、目標土壌溶出量を超える汚染状態にある土壌を掘削す
る範囲又は深さを変更した場合にあっては、変更後の範囲又は深さ

（裏面）

実施措置の種類 土壌汚染の除去（掘削除去）

別表第九の上欄に掲げる実施措置の種類の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に定める事項

一　基準不適合土壌の掘削による除去

・ 地下水の水質の測定と土壌汚染の除去を選択した場合、別表第九の中欄に定める事項が表示されます。 

・説明文は「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン」の Appendix-24 を参考にしてください。 

・上記措置以外を選択した場合、灰色のセルに別表第九の中欄に定める事項を入力し、青色のセルに説明文を入力してく

ださい。 

（表面）で選択した実施措置を選択してください。 

 

表示された文字がセルに収まらない場合、 
セルの幅を広げてください。 

記載例 

【例：実施措置が地下水の水質の測定（地下水汚染が生じていない土地）の実施措置完了報告書の場合】 

 

 

 

 

備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

（裏面）

実施措置の種類 地下水の水質の測定（地下水汚染が生じている土地）

別表第九の上欄に掲げる実施措置の種類の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める事項

二　地下水汚染が生じている土地の地下水の水質の測定

　地下水が目標地下水濃度を超えるおそれがない汚染状態にあることを確認した結果

観測井において、1年目は4回、2年目及び3年目は1回、4年目及び5年目は4回、地下水の水質を測定し、地下水汚染が
生じていないと確認したので当該措置を完了した。観測井における地下水濃度の測定結果及びその記録を添付資料○
に示す。

・ 地下水の水質の測定と土壌汚染の除去を選択した場合、別表第九の下欄に定める事項が表示されます。 

・説明文は「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン」の Appendix-24 を参考にしてください。 

・上記措置以外を選択した場合、灰色のセルに別表第九の下欄に定める事項を入力し、青色のセルに説明文を入力してく

ださい。 

記載例 

Ⅰ－79



 

 
 

 

 

土壌汚染対策完了報告シート
（法7条第9項、土壌地下水汚染対策完了届出書、汚染拡散防止措置完了届出書（条例は要対策区域に限る）届出用）
※「計画内容」と「実施内容」を記入し、変更箇所（「変更有無」が”有”の項目）について、「変更理由」に理由を記入してください。

変更
有無 変更理由

対策範囲（対策面積） 区画数 区画数

対策面積 m² 対策面積 m²

区画数 区画数

面積 m² 面積 m²

区画数 区画数

面積 m² 面積 m²

対策範囲（掘削土量） 掘削土量 m³ 掘削土量 m³
有 計画より余堀りを多く行ったため、掘

削土量が増加した。

措置方法

① ● ① ●

② ②

③ ③

④ ④

⑤ ⑤

埋戻し土壌の品質管理

●

●
その他（備考欄に詳細を記入すること） その他（備考欄に詳細を記入すること）

備考 備考

有 計画では埋戻しを計画していたが、
今後の工事の関係で、埋戻しはしな
いこととした。飛び地間移動した土壌により埋め戻す。 飛び地間移動した土壌により埋め戻す。

平成31年環境省告示第６号に基づく分析で基準適合を確認した土壌に
より埋め戻す。

平成31年環境省告示第６号に基づく分析で基準適合を確認した土壌に
より埋め戻した。

同一契機の地歴調査により汚染のおそれが無いことが確認された場内土に
より埋め戻す。（法に基づく要措置区域では選択不可）

同一契機の地歴調査により汚染のおそれが無いことが確認された場内土に
より埋め戻す。（法に基づく要措置区域では選択不可）

該当なし（掘削を行わない場合、埋戻しをしない場合） 該当なし（掘削を行わなかった場合、埋戻しをしなかった場合）

同一契機での土壌調査(当該区域において指定を受けるに至った土壌
汚染状況調査)において基準適合が確認された土壌により埋め戻す。

同一契機での土壌調査(当該区域において指定を受けるに至った土壌
汚染状況調査)において基準適合が確認された土壌により埋め戻した。

観測井戸を設置し、揚水井戸により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行う。

観測井戸を設置し、揚水井戸により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行った。

その他（備考欄に詳細を記入すること） その他（備考欄に詳細を記入すること）

無

地下水の水質の測定等の汚染土壌に触れない措置を行うため
非該当

地下水の水質の測定等の汚染土壌に触れない措置を行うため
非該当

掘削深度は、地下水位より上方（1m以上）である。 掘削深度は、地下水位より上方（1m以上）であった。

観測井戸を設置し、釜場排水により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行う。

観測井戸を設置し、釜場排水により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行った。

観測井戸を設置し、揚水井戸により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行う。

観測井戸を設置し、揚水井戸により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行った。

掘削深度は、地下水位より上方であるが、その差が1m未満である
ため、地下水が確認された場合は以下（①～⑦から選択）の
対策を講じる。

●
掘削深度は、地下水位より上方であるが、その差が1m未満である
ため、地下水が確認された場合は以下（①～⑦から選択）の
対策を講じた。

その他（備考欄に詳細を記入すること） その他（備考欄に詳細を記入すること）

観測井戸を設置し、釜場排水により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行う。

土壌溶出量基準に適合し
ない汚染状態にある土壌が
帯水層に接する場合の特定
有害物質の飛散等を防止
するために講じた措置

含有量基準超過のため非該当 含有量基準超過のため非該当

●

帯水層に触れるため、以下（①～⑤から選択）の対策を講じる。 帯水層に触れるため、以下（①～⑤から選択）の対策を講じた。

観測井戸を設置し、釜場排水により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行った。

準不透水層の深さまで遮水壁（鋼矢板、ケーシング等）を
設置する。

準不透水層の深さまで遮水壁（鋼矢板、ケーシング等）を
設置した。

第二帯水層以深を掘削するため、第一帯水層直下の準不透水層
まで遮水壁を設置し、かつ下位帯水層への汚染拡散防止措置を講
じ、施工終了時に準不透水層の回復を行う。

第二帯水層以深を掘削するため、第一帯水層直下の準不透水層
まで遮水壁を設置し、かつ下位帯水層への汚染拡散防止措置を講
じ、施工終了時に準不透水層の回復を行った。

備考 備考

備考 備考

掘削除去 掘削除去

要措置区域の指定を解除
し、形質変更時要届出区
域への指定を希望する区画

無

区域指定の解除を希望する
区画

無

有 余掘りを行ったため、対策範囲が増
加した。

計画内容 実施内容

本報告範囲の区画数と対策面積を記載しま

す。 

(実施措置完了報告書の場合)本報告により

区域指定解除を希望する区画数と面積を記

載します。 

(実施措置完了報告書の場合)本報告により要

措置区域を解除し、形質変更時要届出区域に

指定を希望する区画数と面積を記載します。 

法7条第1項の届出を参考

に記載します。変更した場

合、変更の有無を「有」とし

た上で、変更理由を記載し

ます。 

※区域指定の解除を希望する区画及び要措置区域を解除し、形質変更時要届出区域に指定を希望

する区画の面積は、余掘りを含めた面積ではなく、区区域域指指定定さされれたた面面積積でで記記載載してください。 

例）100 ㎡の指定区域を余掘りも含めて 105 ㎡掘削した場合→100 ㎡と記載します。 

記載例 

Ⅰ－80



 

 
 

 

 

土壌汚染対策完了報告シート
（法7条第9項、土壌地下水汚染対策完了届出書、汚染拡散防止措置完了届出書（条例は要対策区域に限る）届出用）
※「計画内容」と「実施内容」を記入し、変更箇所（「変更有無」が”有”の項目）について、「変更理由」に理由を記入してください。

変更
有無 変更理由

対策範囲（対策面積） 区画数 区画数

対策面積 m² 対策面積 m²

区画数 区画数

面積 m² 面積 m²

区画数 区画数

面積 m² 面積 m²

対策範囲（掘削土量） 掘削土量 m³ 掘削土量 m³
有 計画より余堀りを多く行ったため、掘

削土量が増加した。

措置方法

① ● ① ●

② ②

③ ③

④ ④

⑤ ⑤

埋戻し土壌の品質管理

●

●
その他（備考欄に詳細を記入すること） その他（備考欄に詳細を記入すること）

備考 備考

有 計画では埋戻しを計画していたが、
今後の工事の関係で、埋戻しはしな
いこととした。飛び地間移動した土壌により埋め戻す。 飛び地間移動した土壌により埋め戻す。

平成31年環境省告示第６号に基づく分析で基準適合を確認した土壌に
より埋め戻す。

平成31年環境省告示第６号に基づく分析で基準適合を確認した土壌に
より埋め戻した。

同一契機の地歴調査により汚染のおそれが無いことが確認された場内土に
より埋め戻す。（法に基づく要措置区域では選択不可）

同一契機の地歴調査により汚染のおそれが無いことが確認された場内土に
より埋め戻す。（法に基づく要措置区域では選択不可）

該当なし（掘削を行わない場合、埋戻しをしない場合） 該当なし（掘削を行わなかった場合、埋戻しをしなかった場合）

同一契機での土壌調査(当該区域において指定を受けるに至った土壌
汚染状況調査)において基準適合が確認された土壌により埋め戻す。

同一契機での土壌調査(当該区域において指定を受けるに至った土壌
汚染状況調査)において基準適合が確認された土壌により埋め戻した。

観測井戸を設置し、揚水井戸により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行う。

観測井戸を設置し、揚水井戸により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行った。

その他（備考欄に詳細を記入すること） その他（備考欄に詳細を記入すること）

無

地下水の水質の測定等の汚染土壌に触れない措置を行うため
非該当

地下水の水質の測定等の汚染土壌に触れない措置を行うため
非該当

掘削深度は、地下水位より上方（1m以上）である。 掘削深度は、地下水位より上方（1m以上）であった。

観測井戸を設置し、釜場排水により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行う。

観測井戸を設置し、釜場排水により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行った。

観測井戸を設置し、揚水井戸により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行う。

観測井戸を設置し、揚水井戸により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行った。

掘削深度は、地下水位より上方であるが、その差が1m未満である
ため、地下水が確認された場合は以下（①～⑦から選択）の
対策を講じる。

●
掘削深度は、地下水位より上方であるが、その差が1m未満である
ため、地下水が確認された場合は以下（①～⑦から選択）の
対策を講じた。

その他（備考欄に詳細を記入すること） その他（備考欄に詳細を記入すること）

観測井戸を設置し、釜場排水により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行う。

土壌溶出量基準に適合し
ない汚染状態にある土壌が
帯水層に接する場合の特定
有害物質の飛散等を防止
するために講じた措置

含有量基準超過のため非該当 含有量基準超過のため非該当

●

帯水層に触れるため、以下（①～⑤から選択）の対策を講じる。 帯水層に触れるため、以下（①～⑤から選択）の対策を講じた。

観測井戸を設置し、釜場排水により地下水位の管理及び地下水
の水質の監視を行った。

準不透水層の深さまで遮水壁（鋼矢板、ケーシング等）を
設置する。

準不透水層の深さまで遮水壁（鋼矢板、ケーシング等）を
設置した。

第二帯水層以深を掘削するため、第一帯水層直下の準不透水層
まで遮水壁を設置し、かつ下位帯水層への汚染拡散防止措置を講
じ、施工終了時に準不透水層の回復を行う。

第二帯水層以深を掘削するため、第一帯水層直下の準不透水層
まで遮水壁を設置し、かつ下位帯水層への汚染拡散防止措置を講
じ、施工終了時に準不透水層の回復を行った。

備考 備考

備考 備考

掘削除去 掘削除去

要措置区域の指定を解除
し、形質変更時要届出区
域への指定を希望する区画

無

区域指定の解除を希望する
区画

無

有 余掘りを行ったため、対策範囲が増
加した。

計画内容 実施内容

本報告範囲の区画数と対策面積を記載しま

す。 

(実施措置完了報告書の場合)本報告により

区域指定解除を希望する区画数と面積を記

載します。 

(実施措置完了報告書の場合)本報告により要

措置区域を解除し、形質変更時要届出区域に

指定を希望する区画数と面積を記載します。 

法7条第1項の届出を参考

に記載します。変更した場

合、変更の有無を「有」とし

た上で、変更理由を記載し

ます。 

※区域指定の解除を希望する区画及び要措置区域を解除し、形質変更時要届出区域に指定を希望

する区画の面積は、余掘りを含めた面積ではなく、区区域域指指定定さされれたた面面積積でで記記載載してください。 

例）100 ㎡の指定区域を余掘りも含めて 105 ㎡掘削した場合→100 ㎡と記載します。 

記載例 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

完了確認

● ●

● ●
● ●

汚染土搬出先 ● （移動先： ） ● （移動先： ）

（移動先： ） （移動先： ）

その他（備考欄に詳細を記入すること） その他（備考欄に詳細を記入すること）

実施措置の着手時期
有 準備が早く済んだため着手を早め

た。

【工事完了報告書の場合】
規則第42条の２第２項各
号に掲げる措置の実施が完
了した時期

有 想定より早く工事が完了したため。

【実施措置完了報告書の場
合】実施措置に係る全ての
措置の実施が完了した時期

無

環境保全対策 ● お知らせ看板 ● お知らせ看板

● 仮囲いの設置 ● 仮囲いの設置

散水 散水

● シート養生 ● シート養生

● 敷鉄板 ● 敷鉄板

コンテナ(内袋付)やフレコンバック(内袋付)を使用した汚染土壌運搬 コンテナ(内袋付)やフレコンバック(内袋付)を使用した汚染土壌運搬

防塵用フェンス・ネットの設置 防塵用フェンス・ネットの設置

負圧テントの設置、排ガス処理 負圧テントの設置、排ガス処理

● 粉塵又は有害物質濃度等の周辺環境の監視（大気モニタリング） ● 粉塵又は有害物質濃度等の周辺環境の監視（大気モニタリング）

● 搬出車両の洗浄 ● 搬出車両の洗浄

排水処理施設の設置、排水分析 排水処理施設の設置、排水分析

運搬時の被覆（シート被覆等） 運搬時の被覆（シート被覆等）

運搬時の積載状況の随時確認 運搬時の積載状況の随時確認

● 低騒音、低振動の機械の使用 ● 低騒音、低振動の機械の使用

● 作業員の衛生管理（靴の洗浄等） ● 作業員の衛生管理（靴の洗浄等）

その他（備考欄に詳細を記入すること） その他（備考欄に詳細を記入すること）

備考

無

備考 備考

令和2年4月10日 令和2年4月4日

令和6年2月29日 令和4年12月27日

汚染土壌処理施設 ○○株式会社 汚染土壌処理施設 ○○株式会社

検尺による出来形確認

地下水のモニタリング 地下水のモニタリング

土壌分析（原位置浄化時のチェックボーリング） 土壌分析（原位置浄化時のチェックボーリング）

汚染状態の変更 汚染状態の変更 無

※飛び地間移動は法7条の
届出の場合に選択できま
す。

飛び地間移動 飛び地間移動

備考

その他（備考欄に詳細を記入すること） その他（備考欄に詳細を記入すること）

備考 備考

備考

舗装厚等の検尺写真及び断面図（含有量基準超過が表層に残置
される場合）

舗装厚等の検尺写真及び断面図（含有量基準超過が表層に残置
される場合）

交付者による管理票の確認 交付者による管理票の確認

写真 写真

検尺による出来形確認

「条例における地下水汚染拡大防止区域に対する対策の報告」も必要事項を記載してください。記載方法については、「形質変更時要届

出区域における措置完了報告書（工事完了報告書の作成について（Ⅰ-168～Ⅰ－169））を参照の上、作成をしてください。 

 

法7条第1項の届出を参考

に記載します。変更した場

合、変更の有無を「有」とし

た上で、変更理由を記載し

ます。 
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７７．．土土壌壌汚汚染染対対策策法法第第 1122 条条にに基基づづくく  

形形質質変変更更時時要要届届出出区区域域内内ににおおけけるる土土地地

のの形形質質のの変変更更届届出出書書のの作作成成ににつついいてて  
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はじめに 

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号。以下「法」といいます。）第

12 条第１項及び第２項に規定する届出（「形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更届

出書」の提出）に適用します。 
 
１ 届出の対象となる行為 

届出の対象となる行為は、形質変更時要届出区域※内において土地の形質を変更する行為です。

「土地の形質の変更」とは、土地の形状又は性質の変更のことであり、例えば、宅地造成、土

地の掘削、土壌の採取、開墾等の行為が該当し、基準不適合土壌の搬出を伴わないような行為

も含まれます。 
※区域指定前に施工を行う場合は、事前に東京都の担当者まで御相談ください。 
 
ただし、通常の管理行為等については、届出対象外となります。「通常の管理行為等」とは、

次の行為です。 
① 掘削行為であり次の基準を満たすもの 

Ｉ：掘削面積 10 ㎡以上の場合、掘削深度 50cm 未満の行為 
Ⅱ：掘削面積 10 ㎡未満の場合、掘削深度３m未満の行為 
（ただし、措置のための構造物に変更を加える行為、汚染土壌の区域間移動又は飛び地

間移動を伴う場合は届出の対象） 
② 汚染を拡散しない方法で行われるボーリング（土壌汚染の調査又は観測井を設ける目的

のものに限る） 
③ 土地の形質の変更であって、その施行方法が環境大臣の定める基準に適合する旨の都道

府県知事の確認を受けたもの 
  
２ 届出の義務者 

届出の義務を負う者は、「形質変更時要届出区域内において土地の形質の変更をしようとする

者」であり、その施工に関する計画の内容を決定する者となっています（法人では、代表取締

役がこれに該当し、それ以外の者が届出者として届出をする場合には、その者が届出者となり

うる権限を有することを確認できる書類（例：委任状、社内事務分掌等）を添付してください。）。

土地の所有者等とその土地を借りて開発行為等を行う開発事業者等の関係では、開発事業者等

がこれに該当します。請負工事の発注者と受注者の関係では、一般的には発注者がこれに該当

します。 

 
３ 届出の期限 

届出書の提出は、形質変更時要届出区域内において土地の形質の変更に着手する日の 14 日前

までに行うことが必要です。東京都では、汚染の拡散防止等が適切に図られることを担保する

ため、区域の指定前に土地の形質の変更を行う場合にも、土地の形質の変更に着手する日の 14

日前までに、法第 12 条第１項としての届出をお願いしています。 

なお、民法（明治 29 年法律第 89 号）第 140 条の規定に基づき、届出日当日は期間に算入し

ません（Ⅰ-23≪参考≫届出日算出方法）。 
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はじめに 

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号。以下「法」といいます。）第

12 条第１項及び第２項に規定する届出（「形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更届

出書」の提出）に適用します。 
 
１ 届出の対象となる行為 

届出の対象となる行為は、形質変更時要届出区域※内において土地の形質を変更する行為です。

「土地の形質の変更」とは、土地の形状又は性質の変更のことであり、例えば、宅地造成、土

地の掘削、土壌の採取、開墾等の行為が該当し、基準不適合土壌の搬出を伴わないような行為

も含まれます。 
※区域指定前に施工を行う場合は、事前に東京都の担当者まで御相談ください。 
 
ただし、通常の管理行為等については、届出対象外となります。「通常の管理行為等」とは、

次の行為です。 
① 掘削行為であり次の基準を満たすもの 

Ｉ：掘削面積 10 ㎡以上の場合、掘削深度 50cm 未満の行為 
Ⅱ：掘削面積 10 ㎡未満の場合、掘削深度３m未満の行為 
（ただし、措置のための構造物に変更を加える行為、汚染土壌の区域間移動又は飛び地

間移動を伴う場合は届出の対象） 
② 汚染を拡散しない方法で行われるボーリング（土壌汚染の調査又は観測井を設ける目的

のものに限る） 
③ 土地の形質の変更であって、その施行方法が環境大臣の定める基準に適合する旨の都道

府県知事の確認を受けたもの 
  
２ 届出の義務者 

届出の義務を負う者は、「形質変更時要届出区域内において土地の形質の変更をしようとする

者」であり、その施工に関する計画の内容を決定する者となっています（法人では、代表取締

役がこれに該当し、それ以外の者が届出者として届出をする場合には、その者が届出者となり

うる権限を有することを確認できる書類（例：委任状、社内事務分掌等）を添付してください。）。

土地の所有者等とその土地を借りて開発行為等を行う開発事業者等の関係では、開発事業者等

がこれに該当します。請負工事の発注者と受注者の関係では、一般的には発注者がこれに該当

します。 

 
３ 届出の期限 

届出書の提出は、形質変更時要届出区域内において土地の形質の変更に着手する日の 14 日前

までに行うことが必要です。東京都では、汚染の拡散防止等が適切に図られることを担保する

ため、区域の指定前に土地の形質の変更を行う場合にも、土地の形質の変更に着手する日の 14

日前までに、法第 12 条第１項としての届出をお願いしています。 

なお、民法（明治 29 年法律第 89 号）第 140 条の規定に基づき、届出日当日は期間に算入し

ません（Ⅰ-23≪参考≫届出日算出方法）。 

 

 

 

 

 

４ 詳細調査 

詳細調査は、土壌汚染状況調査と同様の方法で実施してください。詳細調査を行う場合、調査 

結果は原則として本届出時に報告してください。本届出時に調査結果を報告できない場合は、当

該調査の計画を明示してください。 

なお、所定の方法によらずに調査を実施し、この結果を基に措置を行った場合は、区域指定を 

解除できなくなる場合もあるので御注意ください。 

 

５ 試料採取等を行わなかった土壌について土地の形質の変更をしようとする場合 

土壌汚染状況調査時に試料採取等を行う深度を限定した土地において、試料採取等を行わなか

った土壌について土地の形質の変更を行う場合（ただし、土地の形質の変更に係る部分のうち最

も深い部分の深さより１メートルを超える深さのみ汚染のおそれが生じた場所の位置がある場合

は除きます。）には、当該土壌の調査結果及び特定有害物質による汚染状態を明らかにした図面を

添付してください。調査方法は、土壌汚染状況調査と同様の方法で実施してください。 

 

６ 他の自然由来等形質変更時要届出区域から搬出された自然由来等土壌を使用する場合 

他の自然由来等形質変更時要届出区域から搬出された土壌を使用する場合は、別途「土壌汚染

対策法第 18 条に基づく区域間移動について」を御確認ください。 

 

７ ボーリング等により特定有害物質による汚染状態を把握した場合 

土地の形質の変更に当たり法施行規則別表第八に規定するボーリング及びその他同等の方法に

より特定有害物質による汚染状態を把握した場合には、当該調査結果及び特定有害物質による汚

染状態を明らかにした図面を添付することができます。 

 

８ 条例において措置が必要な場合 

 形質変更時要届出区域に指定された土地において、東京都土壌汚染対策指針（以下「指針」と

いいます。）第４で定める地下水汚染拡大防止区域（土壌又は地下水の汚染状態が第二溶出量基準

超過又は第二地下水基準超過である。）がある場合、法第 12 条で必要な届出に加え、指針で定め

る事項（対象地境界でのモニタリング等の実施計画等）についても記載してください。 

 

９ 新条例適用案件で、条例の届出を法の届出で代用する場合について 

 新条例適用案件の場合、法第 12 条第１項の届出をもって都民の健康と安全を確保する環境に関

する条例（平成 12 年東京都条例第 215 号）第 117 条第３項に基づく汚染拡散防止計画書の提出に

代えることができます。代用とする場合には、送り状等にその旨を記載し、代用の意思を明確に

してください。 

また、法 12 条・16 条の届出書には、条例が求める内容（お知らせ看板や措置の選択理由(Ⅱ-38)

など）を盛り込む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ－84



 

 

 

１０ 届出書類 

（１） 届出書類の綴じ方（紙面で提出する場合） 
（作成例）【ファイル表紙】     【背表紙】 

○届出書は、左側に２穴パンチで穴を開け、（２）

提出書類一覧の順に並べ、ファイルに綴じて

ください。 
○ファイルの表紙に「形質変更時要届出区域内

における土地の形質の変更届出書」、「形質変

更時要届出区域の所在地（地番）」、「届出者名」

を記入してください。 
○ファイルの背表紙に、「形質変更時要届出区域

内における土地の形質の変更届出書」、「形質

変更時要届出区域の所在地（地番）」を記入し

てください。 

 
 
（２）提出書類一覧 

１ 届出書 チェック

○形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更届出書（様式第十五） 

・必要に応じて、その者が届出者となりうる権限を有することが確認できる書類を添

付してください(Ⅰ-83「２ 届出の義務者」を参照してください。)。 

□ 

 ○別紙 形質変更時要届出区域所在地一覧 

  ・形質変更時要届出区域に指定されている地番の全てを記載し、今回土地の形質の変

更を行う地番を明らかにしてください。 

□ 

○汚染拡散防止確認シート 

 ・土地の形質変更の施行方法（措置の実施有無、措置の種類等）について当てはまる

ものを選択してください。 

また、選択した内容が該当する工種、明示されている添付書類、図番号を記載して

ください。 

 ・条例の届出を代用する場合、措置の選択理由を記載してください（Ⅱ-38 参照） 

□ 

２ 添付書類 チェック

○土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした形質変更時要届出区域の図面 

・土地の形質を変更しようとする場所を表示し、形質変更時要届出区域の範囲を明示

してください。 

□ 

○土地の形質の変更をしようとする形質変更時要届出区域の状況を明らかにした図面 

・実際に土地の形質変更を行う場所について、基準に適合しない特定有害物質の種類、

濃度及び深度を、原則として１枚の図面上にまとめて明示してください。 

□ 

形質変更時要届出区域内における 
土地の形質の変更届出書 

形質変更時要届出区域の所在地（地番） 

届出者名 

形
質
変
更
時
…
届
出
書 

土
地
の
所
在
地 
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１０ 届出書類 

（１） 届出書類の綴じ方（紙面で提出する場合） 
（作成例）【ファイル表紙】     【背表紙】 

○届出書は、左側に２穴パンチで穴を開け、（２）

提出書類一覧の順に並べ、ファイルに綴じて

ください。 
○ファイルの表紙に「形質変更時要届出区域内

における土地の形質の変更届出書」、「形質変

更時要届出区域の所在地（地番）」、「届出者名」

を記入してください。 
○ファイルの背表紙に、「形質変更時要届出区域

内における土地の形質の変更届出書」、「形質

変更時要届出区域の所在地（地番）」を記入し

てください。 

 
 
（２）提出書類一覧 

１ 届出書 チェック

○形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更届出書（様式第十五） 

・必要に応じて、その者が届出者となりうる権限を有することが確認できる書類を添

付してください(Ⅰ-83「２ 届出の義務者」を参照してください。)。 

□ 

 ○別紙 形質変更時要届出区域所在地一覧 

  ・形質変更時要届出区域に指定されている地番の全てを記載し、今回土地の形質の変

更を行う地番を明らかにしてください。 

□ 

○汚染拡散防止確認シート 

 ・土地の形質変更の施行方法（措置の実施有無、措置の種類等）について当てはまる

ものを選択してください。 

また、選択した内容が該当する工種、明示されている添付書類、図番号を記載して

ください。 

 ・条例の届出を代用する場合、措置の選択理由を記載してください（Ⅱ-38 参照） 

□ 

２ 添付書類 チェック

○土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした形質変更時要届出区域の図面 

・土地の形質を変更しようとする場所を表示し、形質変更時要届出区域の範囲を明示

してください。 

□ 

○土地の形質の変更をしようとする形質変更時要届出区域の状況を明らかにした図面 

・実際に土地の形質変更を行う場所について、基準に適合しない特定有害物質の種類、

濃度及び深度を、原則として１枚の図面上にまとめて明示してください。 

□ 

形質変更時要届出区域内における 
土地の形質の変更届出書 

形質変更時要届出区域の所在地（地番） 

届出者名 

形
質
変
更
時
…
届
出
書 

土
地
の
所
在
地 

 

 

 

  

○土地の形質の変更の施工方法を明らかにした平面図、立体図及び断面図 

・施行方法のフローを示してください。詳細な方法については、文章で簡潔に記載し

てください。 

・基準不適合土壌(土壌溶出量基準に係るものに限る。)が当該形質変更時要届出区域

内の帯水層に接する場合、汚染を拡散させないために必要な措置を明示してくださ

い。 

・形質変更時要届出区域内の土壌の仮置きを行う場合、その位置を明示してください。 

□ 

○掘削土量集計表 

 ・掘削行為を伴う届出の場合には、必ず添付してください。 
□ 

○土地の形質の変更の終了後における当該土地の利用の方法を明らかにした図面 

・土地の形質変更後における基準不適合土壌の残存する範囲及び深度を明示してくだ

さい。 

・土地の形質変更後に、表層に基準不適合土壌が残置される場合は、飛散、揮散又は

流出のおそれのないことが確認できることを記載してください。 

（法第７条第４項の技術的基準に適合する実施措置が講じられた場合と同等以上に

人の健康に係る被害が生ずるおそれがないことが確認できるようにしてくださ

い。） 

□ 

○土地の形質の変更の施行中に地下水汚染の拡大が確認された場合における対応方法 □ 

○事故、災害その他の緊急事態が発生した場合における対応方法 □ 

○お知らせ看板（Ⅱ-47、48 を参照してください。） □ 

○工程表 □ 

３  試料採取等を行わなかった土壌について土地の形質の変更をしようとする場合 チェック 

○試料採取等を行わなかった土壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした図面 

 ・土地の形質の変更に係る部分のうち試料採取等を行わなかった範囲、深さ及び汚染

状態を明示してください。図面作成に当たっては、法４条第２項における「土地の

形質の変更の深さ及び汚染のおそれがある深さを明らかにした図面」を参考として

ください。 

□ 

○試料採取等を行わなかった土壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした調査

に関する資料 
□ 

a．試料採取地点図 □ 

b．調査結果一覧 □ 

c.  指定調査機関確認書・土壌汚染状況調査結果報告シート □ 
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様式第十五（第四十八条第一項、第五十一条第一項及び第五十二条関係）

第１項

（地番）

（ 指-12345号 )

【措置】掘削除去
【地業・基礎工】基礎設置
工

（地番）

（ 指-12345号 )

土壌含有量基準不適合

土壌溶出量基準不適合

第二溶出量基準不適合

株式会社○○

（地番）

氏　　名 電話番号

○○　○○ 99-9999-9999

備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

電子メールアドレス

土地の形質の変更について、次のとおり届け出ます。

形質変更時要届出区域の所在地 新宿区●１　外 6 筆

※詳細は別紙「形質変更時要届出区域所在地一覧」のとおり

令和5年4月20日

連
絡
先

所　　属

○○株式会社△△課

土地の形質の変更の場所

該当なし

自然由来等形質変更時要届出区域から搬出
された自然由来等土壌を使用する場合に
あっては、当該自然由来等形質変更時要届
出区域の所在地

土地の形質の変更の種類

詳細は、添付書類「土地の形質の変更をしようとする場所を明ら
かした形質変更時要届出区域の図面」のとおり

令和5年10月20日

土地の形質の変更の施行中に地下水汚染の
拡大が確認された場合における対応方法

新宿区●１　外 3 筆

最大形質変更深さより１
メートルを超える深さの
位置について試料採取等
の対象としなかった土壌
について土地の形質の変
更をしようとする場合

令和5年4月1日

形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更届出書

土壌汚染対策法第12条（ ）の規定により、形質変更時要届出区域内における

東京都知事　　殿

届出者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○○株式会社

代表取締役 ○○ ○○

分析を行った計
量法第107条の登
録を受けた者の
氏名又は名称

土地の形質の変更の着手予定日又は着手日

土壌汚染状況調
査に準じた方法
による調査の結
果

別紙「土地の形質の施工方法を明らかにした平面図、立体図及び
断面図」等のとおり

事故、災害その他の緊急事態が発生した場
合における対応方法

別紙「土地の形質の変更の施行中に地下水汚染の拡大が確認され
た場合における対応方法」のとおり

土地の形質の変更の施行方法

鉛及びその化合物

土地の形質の変更の完了予定日又は完了日

該当なし

別紙「事故、災害その他の緊急事態が発生した場合における対応
方法」のとおり

汚染が確認された

（○○県知事登録 濃度第○○号）

別紙「形質変更時要届出区域所在地一覧」よりご記入ください。 

・土地の形質の変更後、表層に含有量基準を超過した土

壌が残置される場合は、舗装や盛土等による措置をリスト

より選択又は自由入力で記載してください。 

・リストの値はシート「（参考）土地の形質の変更の種類」を

参照してください。 

 

届出日（窓口受理日）又は、届出日から、過去数日以内の日付を記載してください。 

着手予定日の 14 日前までに提出してください。（Ⅰ-23≪参考≫届出日算出方法） 

届出者が法人である場合は所在地、法人名及び代表名、

個人である場合は住所、個人名を記入してください。 

区域指定前に届出される場合においても、

「第１項」を選択してください。 

 

・深度限定を行った範囲の土壌について、形質変更を行うため

に土壌調査を実施した場合に記入してください。 

・総評をリストより選択し、入力用シート「汚染土壌の特定有害

物質による汚染状態」よりご記入ください。 

該当する場合は、搬入元の区域の所在地、指定番号を記入し

てください。 

担当者（届出者と同じ組織に属する者に限る。）の連絡先を

記載してください。 

また、届出者と異なる組織に属する者で届出書の内容が分か

る者の連絡先は必要に応じて併記してください。 

なお、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異なる場合には、送

り状等にその旨を記載してください。 

 

記記載載例例  
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様式第十五（第四十八条第一項、第五十一条第一項及び第五十二条関係）

第１項

（地番）

（ 指-12345号 )

【措置】掘削除去
【地業・基礎工】基礎設置
工

（地番）

（ 指-12345号 )

土壌含有量基準不適合

土壌溶出量基準不適合

第二溶出量基準不適合

株式会社○○

（地番）

氏　　名 電話番号

○○　○○ 99-9999-9999

備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

電子メールアドレス

土地の形質の変更について、次のとおり届け出ます。

形質変更時要届出区域の所在地 新宿区●１　外 6 筆

※詳細は別紙「形質変更時要届出区域所在地一覧」のとおり

令和5年4月20日

連
絡
先

所　　属

○○株式会社△△課

土地の形質の変更の場所

該当なし

自然由来等形質変更時要届出区域から搬出
された自然由来等土壌を使用する場合に
あっては、当該自然由来等形質変更時要届
出区域の所在地

土地の形質の変更の種類

詳細は、添付書類「土地の形質の変更をしようとする場所を明ら
かした形質変更時要届出区域の図面」のとおり

令和5年10月20日

土地の形質の変更の施行中に地下水汚染の
拡大が確認された場合における対応方法

新宿区●１　外 3 筆

最大形質変更深さより１
メートルを超える深さの
位置について試料採取等
の対象としなかった土壌
について土地の形質の変
更をしようとする場合

令和5年4月1日

形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更届出書

土壌汚染対策法第12条（ ）の規定により、形質変更時要届出区域内における

東京都知事　　殿

届出者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○○株式会社

代表取締役 ○○ ○○

分析を行った計
量法第107条の登
録を受けた者の
氏名又は名称

土地の形質の変更の着手予定日又は着手日

土壌汚染状況調
査に準じた方法
による調査の結
果

別紙「土地の形質の施工方法を明らかにした平面図、立体図及び
断面図」等のとおり

事故、災害その他の緊急事態が発生した場
合における対応方法

別紙「土地の形質の変更の施行中に地下水汚染の拡大が確認され
た場合における対応方法」のとおり

土地の形質の変更の施行方法

鉛及びその化合物

土地の形質の変更の完了予定日又は完了日

該当なし

別紙「事故、災害その他の緊急事態が発生した場合における対応
方法」のとおり

汚染が確認された

（○○県知事登録 濃度第○○号）

別紙「形質変更時要届出区域所在地一覧」よりご記入ください。 

・土地の形質の変更後、表層に含有量基準を超過した土

壌が残置される場合は、舗装や盛土等による措置をリスト

より選択又は自由入力で記載してください。 

・リストの値はシート「（参考）土地の形質の変更の種類」を

参照してください。 

 

届出日（窓口受理日）又は、届出日から、過去数日以内の日付を記載してください。 

着手予定日の 14 日前までに提出してください。（Ⅰ-23≪参考≫届出日算出方法） 

届出者が法人である場合は所在地、法人名及び代表名、

個人である場合は住所、個人名を記入してください。 

区域指定前に届出される場合においても、

「第１項」を選択してください。 

 

・深度限定を行った範囲の土壌について、形質変更を行うため

に土壌調査を実施した場合に記入してください。 

・総評をリストより選択し、入力用シート「汚染土壌の特定有害

物質による汚染状態」よりご記入ください。 

該当する場合は、搬入元の区域の所在地、指定番号を記入し

てください。 

担当者（届出者と同じ組織に属する者に限る。）の連絡先を

記載してください。 

また、届出者と異なる組織に属する者で届出書の内容が分か

る者の連絡先は必要に応じて併記してください。 

なお、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異なる場合には、送

り状等にその旨を記載してください。 

 

記記載載例例  

 

 

 

 

形質変更時要届出区域所在地一覧                                                                            

※形質変更時要届出区域に指定されている区域のある地番の全てを記入してください。（敷地の全地番の記載は不要です。）

※形質変更対象の地番について、「届出種別」に「形質変更対象」を選択してください。

※記載行が足りない場合は30番目の行をコピーして行を追加してください。

区市町村 町 丁目 番地

1 形質変更対象 指-●●●●号 新宿区 ●●町 二丁目 1番1

2 形質変更対象 指-●●●●号 新宿区 ●●町 二丁目 1番10 一部

3 指-●●●●号 新宿区 ●●町 二丁目 1番30 一部

4 形質変更対象 指-●●●●号 新宿区 無地番

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

この行より上に行を追加してください。

一部連番 届出種別 指定番号
地番 無地番

道
水

・左から「区市町村名」「町名」「丁目名」「番地名」を入力してください。 

「丁目」を入力する際には、必ず「1丁目」、「2丁目」のように「○丁目」と記載

してください。 

・地番の一部が区域指定されている場合には、一部欄の「一部」を選択して

ください。 

・「無地番」、「道」、「水」が含まれる場合は、区市町村を記載した上で、、無

地番、道、水欄のいづれかを選択してください。 

区域指定さ

れている地

番のうち、形

質変更を行

う地番につ

いて、 

「形質変更

対象」を選択

し て く だ さ

い。 

形質変更時要届

出区域の指定前

に本届出書を提

出される場合は、

(指定手続中)と記

載してください。 

記記載載例例  
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法施行規則別表第八に規定する措置を行わず、工事のみ

を行う場合は「無」を選択してください。 

選択時は必ず「工種」、「添付書類、図番号」を記入してください。 

記記載載例例  

改正条例施行（平成 31 年 4 月 1 日）以降に土壌汚
染状況調査の報告を行った土地に係る届出の場合
には「有(条例第 117 条第 3 項代用」を選択してくださ

い。 

条例 117 条第 3 項の届

出を行う場合（代用も含

む）の際は必ず選択して

ください。。 
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法第 16 条の届出を提出する場合は「有」としてください。 

条例の届出を代用する場合は、「お知らせ看板」は必須の対策となります。

対策を選択の上、添付書類・図番号をご記入ください。 

必ず 1 つ以上の「●」を

入れてください。解除告

示待ちの法 12 条届出の

場合は、その他を選択

し、備考にその旨を記載

ください。 
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「措置の種類」で”舗装”、”立入禁止”、”盛土”を選択した場合は

必ず選択してください。 
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「措置の種類」で”舗装”、”立入禁止”、”盛土”を選択した場合は

必ず選択してください。 

 

 

 

「有」の場合には、次以降も記載してください。 

代表地点の地下水調査の結果を記載してください。 

代表地点及び対象地境界以外の地下水調査の結果を記載してく

ださい。代表地点以外の地下水調査を行っていない場合、空欄に

してください。 

地下水汚染拡大防止区域とな

っている区画に対しての措置を

記載してください。 

 

対象地外の地下水調査結果を記載してください。 
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形形
質質
変変
更更
時時
要要
届届
出出
区区
域域
のの
図図
面面

  

形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
の
所
在
地
：
△
△
区
△
△
町
△
丁
目
△
番
△
、
同
番
×
の
一
部
（
地
番
）
 

起
点
 

Ａ
 

Ｂ
 

２
 

凡
例
 
調
査
対
象
地
 

１
０
ｍ
単
位
区
画
 

３
０
ｍ
格
子
 

 
 
 
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域

 

土
地
の
形
質
の
変
更
を
し

よ
う
と
す
る
場
所
 

作作
成成
例例

  

１
 

○
○
度
○
○
分
○
○
秒
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添
付
書
類
１

 

土土
地地
のの
形形
質質
のの
変変
更更
をを
しし
よよ
うう
とと
すす
るる
場場
所所
をを
明明
らら
かか
にに
しし
たた
形形
質質
変変
更更
時時
要要
届届
出出
区区
域域
のの
図図
面面

  

形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
の
所
在
地
：
△
△
区
△
△
町
△
丁
目
△
番
△
、
同
番
×
の
一
部
（
地
番
）
 

起
点
 

Ａ
 

Ｂ
 

２
 

凡
例
 
調
査
対
象
地
 

１
０
ｍ
単
位
区
画
 

３
０
ｍ
格
子
 

 
 
 
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域

 

土
地
の
形
質
の
変
更
を
し

よ
う
と
す
る
場
所
 

作作
成成
例例

  

１
 

○
○
度
○
○
分
○
○
秒

  

添
付
書
類

２
  

土土
地地

のの
形形
質質

のの
変変
更更

をを
しし

よよ
うう

とと
すす
るる

形形
質質

変変
更更

時時
要要
届届

出出
区区

域域
のの
状状

況況
をを

明明
らら

かか
にに

しし
たた

平平
面面

図図
  

土土
地地
のの

形形
質質
のの
変変

更更
のの

施施
工工

方方
法法
をを

明明
らら

かか
にに
しし

たた
平平

面面
図図

、、
立立
体体
図図

及及
びび

断断
面面

図図
（（

１１
））

  
                      作作

成成
例例

  

起
点
 

Ａ
 

Ｂ
 

１
 

２
 

凡
例
 

 
 
 
調
査
対
象
地
 

  
 
 
１
０
ｍ
単
位
区
画
 

  
 
 
３
０
ｍ
格
子
 

  
 
 
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
 

  
 
 
掘
削
範
囲
 

Ａ
１
－
９
 

掘 削 ・ 搬 出 範 囲

Ｂ
１
－
５
 

Ａ
１
－
９
 

Ａ
１
－
５
 

３
ｍ
 

単
位

区
画

の
一

部
を

掘
削

す
る

場

合
は

、
掘

削
す

る
範

囲
を

明
示

し

て
く
だ
さ

い
。
 

Ａ
１
－
５
 

掘 削 ・ 搬 出 範 囲

Ｂ
１
－
５
 

掘 削 ・ 搬 出 範 囲

○
○

度
○

○
分

○
○

秒
 

土
壌

汚
染

状
況

調
査

時
と

地
表

面
の

高
さ

に
変

化
が

な
い

か
、

必
ず

御
確

認
く
だ
さ

い
。
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添付書類３ 

１．土地の形質の変更の施工方法 

（１）施工のフロー図（例）

 

２．施工会社 ：○○建設株式会社 

④基礎設置

・アスファルト被覆は、・・・・・

⑤アスファルト被覆

・土壌の掘削は、・・・・・

③観測井戸設置

・ 
・ 
・ 

作作成成例例  

②埋戻し

工事の施工方法・手順等につ

いて、フロー図の中又は別紙

に文章で簡潔に記載してくだ

さい。 

・埋戻し土壌は、・・・・・

・基礎の設置は、・・・・・ 

埋戻し土壌に何を用いるか記載

してください。（例：平成 31 年環

境省告示第六号の方法により分

析した土壌を使用する。） 

溶出量基準不適合土壌が帯水層

に触れる場合、地下水に汚染が

拡大しないための措置の方法を

記載してください。 

（ガイドライン Appendix-12.に

適合する施行方法） 

現場代理人や担当者名等の個人名は記載

しないでください。 

・観測井戸の設置は、・・・・・

準備工（測量・位置出し・鉄板養生・・） 

①土壌の掘削 汚染土壌の搬出 

・現地測量により・・・・・
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①①

土土
壌壌

のの
掘掘

削削
  

土土
地地

のの
形形
質質

のの
変変
更更

のの
施施

工工
方方

法法
をを

明明
らら
かか

にに
しし

たた
平平
面面
図図

、、
立立

体体
図図

及及
びび

断断
面面

図図
（（

２２
））（（

平平
面面
図図

））
  

 

 
 

作作
成成
例例

  

起
点
 

Ａ
 

Ｂ
 

２
 

凡
例
 

 
 
 
仮
囲
い
設
置
 

  
 
 
１
０
ｍ
単
位
区
画
 

  
 
 
３
０
ｍ
格
子
 

  
 
 
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
 

  
 
 
掘
削
範
囲
 

 
 
 

 

出
入
口

 

敷敷
鉄鉄
板板

  

ダ
ン
プ
走
路

 

○
○
度
○
○
分
○
○
秒
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  敷
鉄
板
を
行
い
タ
イ
ヤ
へ
の
基
準
不
適
合
土
壌
の
付
着
を
防
止
す
る
。
 

 

○○
土土
地地

のの
形形

質質
のの
変変

更更
のの
施施

工工
方方
法法
をを

明明
らら

かか
にに

しし
たた
平平

面面
図図
、、

立立
体体

図図
及及
びび

断断
面面

図図
（（

３３
））（（

立立
面面
図図

・・
断断

面面
図図

））
  

      
 

                
 
 
 
※
掘
削
範
囲
は
地
下
水
位
よ
り
も
上
方
で
あ
る
。
 

 
 

作作
成成
例例
（（
地地
下下
水水
面面
よよ
りり
浅浅
いい
範範
囲囲
のの
みみ
をを
掘掘
削削
すす
るる
場場
合合
））
  

地
下
水
面

 
G

L－
○
ｍ
（

TP
○
ｍ
）
付
近

 
(調

査
ボ
ー
リ
ン
グ
実
施
時
の
デ
ー
タ
よ
り

) 

掘
削
範
囲

 

直
接
積
み
込
み

 

敷
鉄
板
養
生

 
基基

準準
不不

適適
合合

土土
壌壌
  

○
ｍ

 

※
単
位
区

画
ご
と

に
地
下

水
面
が

異
な
る

場
合
は
、
G
L-
○
～
○
ｍ

付
近
と

す
る

か
、
一
覧

表
に
ま

と
め
て

く
だ
さ

い
。
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  敷
鉄
板
を
行
い
タ
イ
ヤ
へ
の
基
準
不
適
合
土
壌
の
付
着
を
防
止
す
る
。
 

 

○○
土土
地地

のの
形形
質質
のの
変変
更更
のの
施施

工工
方方
法法
をを

明明
らら

かか
にに

しし
たた

平平
面面

図図
、、

立立
体体

図図
及及

びび
断断

面面
図図

（（
３３

））（（
立立

面面
図図

・・
断断

面面
図図

））
  

      
 

                
 
 
 
※
掘
削
範
囲
は
地
下
水
位
よ
り
も
上
方
で
あ
る
。
 

 
 

作作
成成
例例
（（
地地
下下
水水
面面
よよ
りり
浅浅
いい
範範
囲囲
のの
みみ
をを
掘掘
削削
すす
るる
場場
合合
））
  

地
下
水
面

 
G

L－
○
ｍ
（

TP
○
ｍ
）
付
近

 
(調

査
ボ
ー
リ
ン
グ
実
施
時
の
デ
ー
タ
よ
り

) 

掘
削
範
囲

 

直
接
積
み
込
み

 

敷
鉄
板
養
生

 
基基

準準
不不

適適
合合

土土
壌壌

  
○
ｍ

 

※
単
位
区

画
ご
と

に
地
下

水
面
が

異
な
る

場
合
は
、
G
L-
○
～
○
ｍ

付
近
と

す
る

か
、
一
覧

表
に
ま

と
め
て

く
だ
さ

い
。
 

    

○○
土土

地地
のの
形形

質質
のの
変変

更更
のの
施施

工工
方方
法法

をを
明明

らら
かか
にに

しし
たた
平平

面面
図図
、、

立立
体体

図図
及及

びび
断断

面面
図図
（（

３３
））（（

立立
面面

図図
・・

断断
面面

図図
））

  

                      
 
※
準
不
透
水
層
ま
で
遮
水
壁
を
設
置
し
た
上
で
地
下
水
位
を
低
下
さ
せ
た
後
に
、
掘
削
を
行
う
。
 

 
 

作作
成成
例例
（（
基基
準準
不不
適適
合合
土土
壌壌
（（
土土
壌壌
溶溶
出出
量量
基基
準準
にに
係係
るる
もも
のの
にに
限限
るる
。。
））
がが
帯帯
水水
層層
にに
接接
すす
るる
場場
合合
））
  

基
準

不
適

合
土

壌
((
土土

壌壌
溶溶

出出

量量
基基

準準
にに
係係

るる
もも
のの

にに
限限
るる

。。
))

が
当

該
形

質
変

更
時

要
届

出
区

域
内

の
帯

水
層

に
接

し
な

い
よ

う
に

す
る

た
め

に
必

要
な

措
置

を
明
示
し

て
く
だ

さ
い
。
 

直
接
積
み
込
み

 

敷
鉄
板

 

準
不
透
水
層

 
○

m
 

○
m

 
遮
水
壁

 

基基
準準

不不
適適

合合
土土
壌壌

  
掘
削
範
囲

 
地
下
水
面

 
G

L－
○
ｍ
（

TP
○
ｍ
）
付
近

 
(調

査
ボ
ー
リ
ン
グ
実
施
時
の
デ
ー
タ
よ
り

) 

○
m

 
0
.
5
m
以
上

 
1
m
以
上
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掘
削
土
量
集
計
表

掘
削
土
量
集
計
表

計
画

※
記
載
行
が

足
り
な
い

場
合

は
15

番
目
の
行

を
コ
ピ
ー
し
て

行
を
追
加
し
て
く
だ
さ
い

。

物
質
名

汚
染
状
態

掘
削
面
積

(㎡
）

掘
削
深
度

（
ｍ
）

地
下
構
造

物
の
体
積

（
㎥
）

掘
削
土
量

（
㎥
）

搬
出
土
量

（
㎥
）

掘
削
面
積

(㎡
）

掘
削
深
度

（
ｍ
）

地
下
構
造

物
の
体
積

（
㎥
）

掘
削
土
量

（
㎥
）

搬
出
土
量

（
㎥
）

1
A1
-5

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ

チ
レ
ン

第
二
溶
出
量
超
過

2.
00

10
0.
00

3.
00

0.
00

30
0.
00

30
0.
00

0.
00

○
○

2
A1
-9

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ

チ
レ
ン

溶
出
量
超
過

2.
00

10
0.
00

3.
00

10
.0
0

29
0.
00

29
0.
00

0.
00

○
○

3
B1
-5

カ
ド
ミ
ウ
ム

溶
出
量
超
過

0.
50

10
0.
00

1.
00

0.
00

10
0.
00

10
0.
00

0.
00

○
○

4
0.
00

0.
00

5
0.
00

0.
00

6
0.
00

0.
00

7
0.
00

0.
00

8
0.
00

0.
00

9
0.
00

0.
00

10
0.
00

0.
00

11
0.
00

0.
00

12
0.
00

0.
00

13
0.
00

0.
00

14
0.
00

0.
00

15
0.
00

0.
00

こ
の

行
よ
り

上
に
行
を

追
加

し
て
く
だ
さ
い

。

合
計

69
0.
00

69
0.
00

合
計

0.
00

0.
00

備
考

備
考

連
番

単
位
区
画

基
準
不
適

合
深
度

（
ｍ
）

汚
染
状
態

計
画

実
績

今
回
届
出
内
容

掘
削
を
行
う
範
囲
に
地
下
構
造
物
の
存
在
が
確
認
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、

そ
の
体
積
を
併
記
し
て
く
だ
さ
い
。
 

な
お
、
本
届
出
書
に
お
い
て
は
、
体
積
算
出
の
根
拠
と
な
っ
た
当
該
地
下

構
造
物
の
辺
長
に
つ
い
て
、
必
ず
し
も
記
載
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
 

（
※
た
だ
し
、
掘
削
時
に
は
地
下
構
造
物
の
辺
長
を
計
測
し
た
上
、
措
置

完
了
報
告
書
等
に
計
測
結
果
を
明
記
し
て
く
だ
さ
い
。
）

「
計
画
」
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。
 

1
2
条
届
出
時
に
は
実
績
欄
の
記
入
は
不
要
で
す
。 

措
置
完
了
（
工
事
完
了
）
報
告
時
に
、
実
際
に
掘

削
し
た
面
積
、
土
量
等
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

複
数
の
「
物
質
名
」
「
汚
染
状
態
」
と
な
る
場
合
は
「
、
」

で
列
挙
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
対
応
す
る
「
汚
染
状
態
」

が
異
な
る
場
合
は
改
行
で
列
挙
し
て
く
だ
さ
い
。

 

（
記
入
例
）

 

①
複
数
の
「
物
質
名
」「
汚
染
状
態
」
と
な
る
場
合
：

 

砒
素

 
含
有
量
超
過
、
溶
出
量
超
過
 

ふ
っ
素
、
六
価
ク
ロ
ム

 
 
溶
出
量
超
過
 

②
物
質
に
よ
っ
て
「
汚
染
状
態
」
が
異
な
る
場
合
：

 

鉛
 

含
有
量
超
過
 

水
銀

 
 
第
二
溶
出
量
超
 

1
6
条
搬
出
の
対
象
と
な
る
土
量
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

（
産
業
廃
棄
物
と
し
て
搬
出
す
る
量
や
認
定
済
の
土
量

は
、
表
右
側
の
備
考
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
）

 

記記
載載
例例
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掘
削
土
量
集
計
表

掘
削
土
量
集
計
表

計
画

※
記
載
行
が

足
り
な
い

場
合

は
15

番
目
の
行

を
コ
ピ
ー
し
て

行
を
追
加
し
て
く
だ
さ
い

。

物
質
名

汚
染
状
態

掘
削
面
積

(㎡
）

掘
削
深
度

（
ｍ
）

地
下
構
造

物
の
体
積

（
㎥
）

掘
削
土
量

（
㎥
）

搬
出
土
量

（
㎥
）

掘
削
面
積

(㎡
）

掘
削
深
度

（
ｍ
）

地
下
構
造

物
の
体
積

（
㎥
）

掘
削
土
量

（
㎥
）

搬
出
土
量

（
㎥
）

1
A1
-5

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ

チ
レ
ン

第
二
溶
出
量
超
過

2.
00

10
0.
00

3.
00

0.
00

30
0.
00

30
0.
00

0.
00

○
○

2
A1
-9

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ

チ
レ
ン

溶
出
量
超
過

2.
00

10
0.
00

3.
00

10
.0
0

29
0.
00

29
0.
00

0.
00

○
○

3
B1
-5

カ
ド
ミ
ウ
ム

溶
出
量
超
過

0.
50

10
0.
00

1.
00

0.
00

10
0.
00

10
0.
00

0.
00

○
○

4
0.
00

0.
00

5
0.
00

0.
00

6
0.
00

0.
00

7
0.
00

0.
00

8
0.
00

0.
00

9
0.
00

0.
00

10
0.
00

0.
00

11
0.
00

0.
00

12
0.
00

0.
00

13
0.
00

0.
00

14
0.
00

0.
00

15
0.
00

0.
00

こ
の

行
よ
り

上
に
行
を

追
加

し
て
く
だ
さ
い

。

合
計

69
0.
00

69
0.
00

合
計

0.
00

0.
00

備
考

備
考

連
番

単
位
区
画

基
準
不
適

合
深
度

（
ｍ
）

汚
染
状
態

計
画

実
績

今
回
届
出
内
容

掘
削
を
行
う
範
囲
に
地
下
構
造
物
の
存
在
が
確
認
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、

そ
の
体
積
を
併
記
し
て
く
だ
さ
い
。

 

な
お
、
本
届
出
書
に
お
い
て
は
、
体
積
算
出
の
根
拠
と
な
っ
た
当
該
地
下

構
造
物
の
辺
長
に
つ
い
て
、
必
ず
し
も
記
載
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
 

（
※
た
だ
し
、
掘
削
時
に
は
地
下
構
造
物
の
辺
長
を
計
測
し
た
上
、
措
置

完
了
報
告
書
等
に
計
測
結
果
を
明
記
し
て
く
だ
さ
い
。
）

「
計
画
」
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

1
2
条
届
出
時
に
は
実
績
欄
の
記
入
は
不
要
で
す
。 

措
置
完
了
（
工
事
完
了
）
報
告
時
に
、
実
際
に
掘

削
し
た
面
積
、
土
量
等
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

複
数
の
「
物
質
名
」
「
汚
染
状
態
」
と
な
る
場
合
は
「
、
」

で
列
挙
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
対
応
す
る
「
汚
染
状
態
」

が
異
な
る
場
合
は
改
行
で
列
挙
し
て
く
だ
さ
い
。

 

（
記
入
例
）

 

①
複
数
の
「
物
質
名
」「
汚
染
状
態
」
と
な
る
場
合
：

 

砒
素

 
含
有
量
超
過
、
溶
出
量
超
過

 

ふ
っ
素
、
六
価
ク
ロ
ム

 
 
溶
出
量
超
過
 

②
物
質
に
よ
っ
て
「
汚
染
状
態
」
が
異
な
る
場
合
：

 

鉛
 

含
有
量
超
過
 

水
銀

 
 
第
二
溶
出
量
超

 

1
6
条
搬
出
の
対
象
と
な
る
土
量
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

（
産
業
廃
棄
物
と
し
て
搬
出
す
る
量
や
認
定
済
の
土
量

は
、
表
右
側
の
備
考
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
）

 

記記
載載
例例
  

  

 

②②
基基
礎礎

設設
置置
及及

びび
③③
アア
スス

フフ
ァァ

ルル
トト

被被
覆覆
  

土土
地地
のの

形形
質質
のの

変変
更更
のの
施施

工工
方方
法法

をを
明明

らら
かか
にに

しし
たた

平平
面面

図図
、、

立立
体体
図図

及及
びび

断断
面面
図図
（（

４４
））（（

平平
面面

図図
））

  

  

作作
成成
例例

  

凡
例
 

 
 
 
調
査
対
象
地
 

  
 
 
１
０
ｍ
単
位
区
画
 

  
 
 
３
０
ｍ
格
子
 

  
 
 
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
 

 
 
 

 
 
 
 
基
礎
設
置
 

  
 
 
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
被
覆
 

  

起
点

 

Ａ
’
 

Ａ
 

Ｂ
 

２
 

１
 

○
○
度
○
○
分
○
○
秒
 

Ａ
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土土
地地

のの
形形
質質

のの
変変
更更

のの
施施

工工
方方

法法
をを

明明
らら

かか
にに
しし

たた
平平

面面
図図

、、
立立
体体

図図
及及
びび

断断
面面

図図
（（

５５
））（（

断断
面面

図図
・・

立立
面面

図図
））

  

 

 作作
成成
例例

  

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
被
覆
※
１
 

厚
さ
：
5
c
m
 

○
ｍ

 

○
ｍ

 

基基
準準
不不
適適
合合
土土
壌壌
  

○
ｍ

 

※
１
 
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
被
覆
は
、
地
表
面
に
砕
石
を
敷
き
タ
ン
ピ
ン
グ
後
に
行
う
た
め
、
土
壌
の
掘
削
は
伴
わ
な
い
。

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
被
覆
の
構
造
図
を
巻
末
資
料
に
示
す
。

 

基
礎
設
置

 
Ａ
’
 

Ａ
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土土
地地
のの

形形
質質
のの
変変
更更
のの
施施
工工

方方
法法

をを
明明

らら
かか

にに
しし

たた
平平

面面
図図

、、
立立

体体
図図

及及
びび

断断
面面

図図
（（

５５
））（（

断断
面面

図図
・・

立立
面面

図図
））

  

 

 作作
成成
例例

  

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
被
覆
※
１
 

厚
さ
：
5
c
m
 

○
ｍ

 

○
ｍ

 

基基
準準
不不
適適
合合
土土
壌壌
  

○
ｍ

 

※
１
 
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
被
覆
は
、
地
表
面
に
砕
石
を
敷
き
タ
ン
ピ
ン
グ
後
に
行
う
た
め
、
土
壌
の
掘
削
は
伴
わ
な
い
。

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
被
覆
の
構
造
図
を
巻
末
資
料
に
示
す
。

 

基
礎
設
置

 
Ａ
’
 

Ａ
 

添
付
書
類
５

 

土土
地地
のの
形形
質質
のの
変変
更更
のの
終終
了了
後後
にに
おお
けけ
るる
当当
該該
土土
地地
のの
利利
用用
のの
方方
法法
をを
明明
らら
かか
にに
しし
たた
図図
面面

  

※
残

置
さ
れ
て
い
る
基
準
不
適
合
土
壌
は
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
被
覆
さ
れ
て
お
り
、
飛
散
、
揮
散
又
は
流
出
の
お
そ
れ
は
な
い
。

起
点
 

Ａ
 

Ｂ
 

１
 

作作
成成
例例

  

○
○
度
○
○
分
○
○
秒

※
表
層
は
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
舗

装
（

15
cm
）
さ
れ
て
い
る
。

Ｂ
１
－
５
 

基 準 不 適 合 土 壌 残 置

掘 削 除 去 範 囲 掘 削 除 去 範 囲
２
 

凡
例
 
調
査
対
象
地
 

１
０
ｍ
単
位
区
画
 

３
０
ｍ
格
子
 

形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
 

基
礎
設
置
 

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
被
覆

（
基
準
不
適
合
土
壌
残
置
）

基
準
不
適
合
土
壌
の
残
存
す
る
範
囲
及
び

深
度
を
明
示
し
て
く
だ
さ
い
。

 

基
準
不
適
合
土
壌
や
特
定
有
害
物
質
の
飛
散
、
揮
散
又
は
流
出
の
お
そ
れ
の
な
い

こ
と
が
確
認
で
き
る
よ
う
に
し
て
く
だ
さ
い
。

 

Ａ
１
－
５
 

Ａ
１
－
９
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                                        添付書類６ 

 

土土地地のの形形質質のの変変更更のの施施工工中中にに地地下下水水汚汚染染のの拡拡大大がが確確認認さされれたた場場合合ににおおけけるる対対応応方方法法  

  

11..対対応応方方針針  

地下水位の管理は釜場揚水による揚水にて行い、月に１回以上定期的に地下水を採取し測定を行うこ

とで水質を監視する。地下水位や水質に異常が見られた、あるいは異常のおそれが明らかになった場合、

初期対応として速やかに工事を停止し、原因究明を行うとともに汚染拡大防止のために適切な対策を講

ずる。対策終了後、考えられる原因とその根拠及び汚染の拡散が確認された結果を報告書として取りま

とめる。 

 

22..地地下下水水汚汚染染拡拡大大時時のの対対応応手手順順  

  ①地下水汚染の拡大が確認された場合は直ちに、掘削作業を中止する。 

 ②指定区域周辺にシートパイルを準不透水層まで打設し、地下水汚染の拡大を防止する。 

 ③汚染の拡大が確認された地点より地下水流向下流側に揚水井戸を設け、地下水の揚水を行う。 

なお、揚水した地下水については、関係機関と協議の上、関係法令等を遵守して排水する。 

 ④上記応急処置が完了したのち、原因究明を行い、対策工を実施したのち掘削を再開する。 

  ⑤掘削完了後地下水汚染が確認された範囲の地下水の水質の測定を行う。 

    ・ 

    ・  

    ・  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

処処置置計計画画図図  

 

 

作作成成例例  

起点 

Ａ Ｂ 

２ 

１ 

凡例 
   調査対象地 
 
   １０ｍ単位区画 
 
   ３０ｍ格子 
 
   形質変更時要届出区域 
    
   基礎設置 
 
   シートパイル 
 

地下水流向 
 
揚水井戸 
 

※記載事項は一例です。 
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                                        添付書類６ 

 

土土地地のの形形質質のの変変更更のの施施工工中中にに地地下下水水汚汚染染のの拡拡大大がが確確認認さされれたた場場合合ににおおけけるる対対応応方方法法  

  

11..対対応応方方針針  

地下水位の管理は釜場揚水による揚水にて行い、月に１回以上定期的に地下水を採取し測定を行うこ

とで水質を監視する。地下水位や水質に異常が見られた、あるいは異常のおそれが明らかになった場合、

初期対応として速やかに工事を停止し、原因究明を行うとともに汚染拡大防止のために適切な対策を講

ずる。対策終了後、考えられる原因とその根拠及び汚染の拡散が確認された結果を報告書として取りま

とめる。 

 

22..地地下下水水汚汚染染拡拡大大時時のの対対応応手手順順  

  ①地下水汚染の拡大が確認された場合は直ちに、掘削作業を中止する。 

 ②指定区域周辺にシートパイルを準不透水層まで打設し、地下水汚染の拡大を防止する。 

 ③汚染の拡大が確認された地点より地下水流向下流側に揚水井戸を設け、地下水の揚水を行う。 

なお、揚水した地下水については、関係機関と協議の上、関係法令等を遵守して排水する。 

 ④上記応急処置が完了したのち、原因究明を行い、対策工を実施したのち掘削を再開する。 

  ⑤掘削完了後地下水汚染が確認された範囲の地下水の水質の測定を行う。 

    ・ 

    ・  

    ・  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

処処置置計計画画図図  

 

 

作作成成例例  

起点 

Ａ Ｂ 

２ 

１ 

凡例 
   調査対象地 
 
   １０ｍ単位区画 
 
   ３０ｍ格子 
 
   形質変更時要届出区域 
    
   基礎設置 
 
   シートパイル 
 

地下水流向 
 
揚水井戸 
 

※記載事項は一例です。 

添付書類７ 

事事故故、、災災害害そそのの他他のの緊緊急急事事態態がが発発生生ししたた場場合合ににおおけけるる対対応応方方法法  

11..対対応応方方針針

非常災害等の緊急事態が生じた場合、盛土や観測井等汚染除去等の措置に係る構造物や設備等に損壊

がないこととともに、当該事態に伴う汚染の拡散の有無を確認する。損壊があった場合には速やかに修

復する。 

22..対対応応方方法法

1）現場において災害等が発生した場合は、速やかに適切な処置を取り、緊急時連絡体制にて対応する。 

2）事故等に応じた関係先に通報する。

3）報告等は簡単明瞭に迅速に行うとともに指示事項には迅速に対処する。

4）異常気象時の対応については現場で定める「異常気象時対応基準」に従うものとする。

5）緊急時対応マニュアルを整備し、マニュアルに従って行動する。

・ 

・ 

・ 

33.. 非非常常災災害害ののたためめのの必必要要なな応応急急措措置置ととししてて土土地地のの形形質質のの変変更更ををししたた場場合合

形質変更時要届出区域内において非常災害のための必要な応急措置として土地の形質の変更をした

場合工事の終了時又は措置の完了時に報告する。 

44..緊緊急急時時連連絡絡体体制制図図

55..現現場場のの実実施施体体制制とと責責任任者者

※個人情報は記載しないでください。役職名（現場代理人、監理技術者、担当者等）で体制を示し

てください。

災害等対策担当者
東京都環境局

土壌地下水汚染対策担当
株式会社○○

△△支店

報告指示報告報告

災害等 事故発見者
消防署 １１９へ
警察署 １１０へ

現場責任者 発注者

通報

報告
報告指示報告又は

状況把握

※記載事項は一例です。

※具体的な対応方法について記述してください。

作作成成例例  
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添
付
書
類
８

 

工工
程程
表表

  

      ・
 

                 

作作
成成
例例

  

開
始
月
日
を
明
確
に
し
ま
す
。

 

完
了
月
日
を
明
確
に
し
ま
す
。

 
完
了
日
は
、
汚
染
土
壌
の
処
理
完
了
を

確
認
し
た
日
や
地
下
水
測
定
結
果
を
受

領
し
た
日
等
を
含
め
た
措
置
完
了
日

（
工
事
完
了
日
）
で
す
。

 

・
お
お
ま
か
な
工
種
ご
と
に
、
工
程
を
明
ら
か
に
し
ま
す
。

 

・
土
地
の
形
質
の
変
更
を
伴
わ
な
い
工
種
（
建
物
の
内
装
工
事
、
上
屋
解
体
工
事
等
）
の
記
載
は
要
り
ま
せ
ん
。
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添
付
書
類
８

 

工工
程程
表表

  

      ・
 

                 

作作
成成
例例

  

開
始
月
日
を
明
確
に
し
ま
す
。

 

完
了
月
日
を
明
確
に
し
ま
す
。

 
完
了
日
は
、
汚
染
土
壌
の
処
理
完
了
を

確
認
し
た
日
や
地
下
水
測
定
結
果
を
受

領
し
た
日
等
を
含
め
た
措
置
完
了
日

（
工
事
完
了
日
）
で
す
。

 

・
お
お
ま
か
な
工
種
ご
と
に
、
工
程
を
明
ら
か
に
し
ま
す
。

 

・
土
地
の
形
質
の
変
更
を
伴
わ
な
い
工
種
（
建
物
の
内
装
工
事
、
上
屋
解
体
工
事
等
）
の
記
載
は
要
り
ま
せ
ん
。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８８．．土土壌壌汚汚染染対対策策法法第第 1166 条条にに基基づづくく  

    汚汚染染土土壌壌のの区区域域外外搬搬出出届届出出書書のの  

作作成成ににつついいてて 
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はじめに 

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号。以下「法」といいます。）第

16 条第１項に規定する届出（「汚染土壌の区域外搬出届出書」の提出）に適用します。 
認定調査の申請書については、「８.土壌汚染対策法第 16条に基づく搬出しようとする土壌の基

準適合認定申請書の作成について」を御参照ください。 
 
１ 届出の対象となる行為 

届出の対象となる行為は、汚染土壌を要措置区域等（要措置区域又は形質変更時要届出区域）

外へ搬出する行為です。認定調査で認定された土壌は除きます。 
ここでいう「汚染土壌」とは、要措置区域等内の土地の土壌をいい、含水率が高い泥状のも

のも含まれます（セメント等を混合したような汚泥について関係法令を遵守し適切に処理する

場合は、この限りではありません。）。 
 
２ 届出の義務者 

届出の義務を負う者は、「汚染土壌を要措置区域等外へ搬出しようとする者」であり、その搬

出に関する計画の内容を決定する者となっています（法人では、代表取締役がこれに該当し、

それ以外の者が届出者として届出をする場合には、その者が届出者となりうる権限を有するこ

との書類（例：委任状、社内事務分掌等）を添付してください。）。 

なお、「汚染土壌を要措置区域等外へ搬出しようとする者」が汚染土壌処理施設と契約し、管

理表を交付する必要があります。 

 
３ 届出の期限 

届出書の提出は、汚染土壌の要措置区域等外への搬出に着手する日の 14 日前までに行うこと

が必要です。 

なお、民法（明治 29 年法律第 89 号）第 140 条の規定に基づき、届出日当日は期間に算入し

ません（Ⅰ-23≪参考≫届出日算出方法）。 

 

４ 自然由来等形質変更時要届出区域間の移動について 

自然由来等形質変更時要届出区域内（以下「搬出元区域」といいます。）の自然由来等土壌（汚

染土壌）を他の自然由来等形質変更時要届出区域（以下「搬出先区域」といいます。）に搬出す

ることが可能です。ただし、搬出先区域の土壌の特定有害物質による汚染の状況及び地質が、

搬出元区域と同様である又は同一港湾であるとして環境省令で定める基準に該当する必要があ

ります。 

なお、当該資料の作成方法については、別途「土壌汚染対策法第 18条に基づく区域間移動に

ついて」を御確認ください。 

 

５ 飛び地間移動について 

一の土壌汚染状況調査の結果に基づき指定された複数の要措置区域等※間において、一の要措

置区域から他の要措置区域（以下「搬出先の要措置区域」といいます。）へ又は一の形質変更時

要届出区域から他の形質変更時要届出区域（以下「搬出先の形質変更時要届出区域」といいま

す。）へ土壌を搬出することが可能です。当該資料の作成方法については、別途「土壌汚染対策

法第 18 条に基づく飛び地間移動について（Ⅰ-128）」を御確認ください。 

※東京都では、「一の土壌汚染状況調査の結果に基づき指定された要措置区域等」とは、一つの

事業場の土地や一連の開発行為が行われる土地又は同一契機において行われた調査に基づき
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はじめに 

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号。以下「法」といいます。）第

16 条第１項に規定する届出（「汚染土壌の区域外搬出届出書」の提出）に適用します。 
認定調査の申請書については、「８.土壌汚染対策法第 16条に基づく搬出しようとする土壌の基

準適合認定申請書の作成について」を御参照ください。 
 
１ 届出の対象となる行為 

届出の対象となる行為は、汚染土壌を要措置区域等（要措置区域又は形質変更時要届出区域）

外へ搬出する行為です。認定調査で認定された土壌は除きます。 
ここでいう「汚染土壌」とは、要措置区域等内の土地の土壌をいい、含水率が高い泥状のも

のも含まれます（セメント等を混合したような汚泥について関係法令を遵守し適切に処理する

場合は、この限りではありません。）。 
 
２ 届出の義務者 

届出の義務を負う者は、「汚染土壌を要措置区域等外へ搬出しようとする者」であり、その搬

出に関する計画の内容を決定する者となっています（法人では、代表取締役がこれに該当し、

それ以外の者が届出者として届出をする場合には、その者が届出者となりうる権限を有するこ

との書類（例：委任状、社内事務分掌等）を添付してください。）。 

なお、「汚染土壌を要措置区域等外へ搬出しようとする者」が汚染土壌処理施設と契約し、管

理表を交付する必要があります。 

 
３ 届出の期限 

届出書の提出は、汚染土壌の要措置区域等外への搬出に着手する日の 14 日前までに行うこと

が必要です。 

なお、民法（明治 29 年法律第 89 号）第 140 条の規定に基づき、届出日当日は期間に算入し

ません（Ⅰ-23≪参考≫届出日算出方法）。 

 

４ 自然由来等形質変更時要届出区域間の移動について 

自然由来等形質変更時要届出区域内（以下「搬出元区域」といいます。）の自然由来等土壌（汚

染土壌）を他の自然由来等形質変更時要届出区域（以下「搬出先区域」といいます。）に搬出す

ることが可能です。ただし、搬出先区域の土壌の特定有害物質による汚染の状況及び地質が、

搬出元区域と同様である又は同一港湾であるとして環境省令で定める基準に該当する必要があ

ります。 

なお、当該資料の作成方法については、別途「土壌汚染対策法第 18条に基づく区域間移動に

ついて」を御確認ください。 

 

５ 飛び地間移動について 

一の土壌汚染状況調査の結果に基づき指定された複数の要措置区域等※間において、一の要措

置区域から他の要措置区域（以下「搬出先の要措置区域」といいます。）へ又は一の形質変更時

要届出区域から他の形質変更時要届出区域（以下「搬出先の形質変更時要届出区域」といいま

す。）へ土壌を搬出することが可能です。当該資料の作成方法については、別途「土壌汚染対策

法第 18 条に基づく飛び地間移動について（Ⅰ-128）」を御確認ください。 

※東京都では、「一の土壌汚染状況調査の結果に基づき指定された要措置区域等」とは、一つの

事業場の土地や一連の開発行為が行われる土地又は同一契機において行われた調査に基づき

 

 

指定された要措置区域等として運用しています。詳細については東京都の担当者と協議して

ください。 
 

６ 変更の届出 

  法第 16 条第１項に基づき届け出た事項を変更しようとするときは、汚染土壌の要措置区域等

外への搬出に着手する日の 14 日前までに、法第 16 条第 2 項に基づき変更の届出が必要です。

その際は、変更箇所を明記し、変更に係る資料のみを添付してください。ただし、汚染土壌の

搬出の完了予定日のみの変更等軽微なものについては、届出不要です。 

なお、民法第 140 条の規定に基づき、届出日当日は期間に算入しません（Ⅰ-23≪参考≫届出

日算出方法）。 

 

７ 新条例適用案件で、条例の届出を法の届出で代用する場合について 

 新条例適用案件の場合、法第 16 条第１項の届出をもって都民の健康と安全を確保する環境に関

する条例（平成 12 年東京都条例第 215 号）第 117 条第３項に基づく汚染拡散防止計画書の提出に

代えることができます。代用とする場合には、送り状等にその旨を記載し、代用の意思を明確に

してください。なお、代用は形質変更時要届出区域に限り可能です。要措置区域の場合は、汚染

拡散防止計画書（条例第 33 号様式）の鑑及び鑑別紙のみ別途届出が必要です。 

 

８ 届出書類 

（１） 届出書類の綴じ方（紙面で提出する場合） 
（作成例）【ファイル表紙】   【背表紙】 

 ○届出書は、左側に２穴パンチで穴を開け、（２）

提出書類一覧の順に並べ、ファイルに綴じてくだ

さい。 
○ファイルの表紙に「汚染土壌の区域外搬出届出

書」、「要措置区域等の所在地（地番）」、「届出者

名」を記入してください。 
○ファイルの背表紙に、「汚染土壌の区域外搬出届

出書」、「要措置区域等の所在地（地番）」を記入

してください。 

 
 
 

  

汚染土壌の区域外搬出届出書 

要措置区域等の所在地（地番） 

届出者名 

汚
染
土
壌
の
…
届
出
書 

土
地
の
所
在
地 
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（２）提出書類一覧 

１ 届出書 チェック 

○汚染土壌の区域外搬出届出書（様式第二十六） 

・必要に応じて、その者が届出者となりうる権限を有することの書類を添付し

てください(Ⅰ-107「２ 届出の義務者」を参照してください。)。 

・汚染土壌の搬出先に応じて、記載箇所が異なりますので御注意ください。 

□ 

○別紙 要措置区域等所在地一覧 

 ・要措置区域等に指定されている全ての地番を記載してください。 
□ 

 〇汚染土壌の区域外（敷地外）搬出確認シート 

  ・汚染土壌の運搬等の方法、汚染土壌処理施設・区域間移動・飛び地間移動等

の情報を記載してください。 

□ 

２ 添付書類 チェック

○汚染土壌の場所を明らかにした要措置区域等の図面 

・搬出しようとする汚染土壌の位置や深さごとの汚染状態、要措置区域等の範

囲を、原則として１枚の図面上にまとめて明示してください。 
□ 

〇要措置区域等外へ搬出する汚染土壌の土量集計表 □ 

○汚染土壌の運搬の用に供する自動車等の構造を記した書類 

・自動車等の使用者が個人の場合には、「自動車の使用者の氏名等」の欄に個人

と記載し、「住所」及び「連絡先」は白抜き又は黒塗りとしてください。 

□ 

○保管の用に供する施設の構造を記した書類 

（運搬の過程において、積替えのために当該汚染土壌を一時的に保管する場合） 
□ 

○積替の用に供する施設に関する書類 

（運搬の過程において、積替えを行う場合） 
□ 

○搬出に係る必要事項が記載された使用予定の管理票の写し 

・特定有害物質による汚染状態等により運搬者や運搬方法が異なる場合には、

それぞれの管理票の写しを添付してください。 

・交付担当者の氏名などの個人情報は白抜きまたは黒塗りとしてください。 

□ 

３ 必要に応じて添付する書類 チェック 
３－１ 汚染土壌を処理する場合  

○汚染土壌の処理を汚染土壌処理業者に委託したことを証する書類 

・汚染土壌の処理を委託した汚染土壌処理業者との間で交わした契約書の写し

等契約済みであることが確認できるものを添付してください（搬出者、運搬

者及び処理業者間で３者契約を交わす場合に、運搬の再委託に関する記載は

行わないでください。）。 

・搬出土量・契約期間が計画に合致しているか、確認してください。 

□ 

○汚染土壌の処理を行う汚染土壌処理施設に関する許可証の写し □ 

３－２ 土壌の調査を行った場合  

○土壌の採取を行った地点及び日時、当該土壌の分析結果、当該分析を行った計

量法第 107 条の登録を受けたものの氏名又は名称その他の調査の結果に関する

事項 

・第二溶出量基準に適合しない土地とみなされた要措置区域等において、調査

の結果、搬出しようとする土壌が第二溶出量基準に適合することが明らかに

なった場合は、添付してください。 

□ 
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（２）提出書類一覧 

１ 届出書 チェック 

○汚染土壌の区域外搬出届出書（様式第二十六） 

・必要に応じて、その者が届出者となりうる権限を有することの書類を添付し

てください(Ⅰ-107「２ 届出の義務者」を参照してください。)。 

・汚染土壌の搬出先に応じて、記載箇所が異なりますので御注意ください。 

□ 

○別紙 要措置区域等所在地一覧 

 ・要措置区域等に指定されている全ての地番を記載してください。 
□ 

 〇汚染土壌の区域外（敷地外）搬出確認シート 

  ・汚染土壌の運搬等の方法、汚染土壌処理施設・区域間移動・飛び地間移動等

の情報を記載してください。 

□ 

２ 添付書類 チェック

○汚染土壌の場所を明らかにした要措置区域等の図面 

・搬出しようとする汚染土壌の位置や深さごとの汚染状態、要措置区域等の範

囲を、原則として１枚の図面上にまとめて明示してください。 
□ 

〇要措置区域等外へ搬出する汚染土壌の土量集計表 □ 

○汚染土壌の運搬の用に供する自動車等の構造を記した書類 

・自動車等の使用者が個人の場合には、「自動車の使用者の氏名等」の欄に個人

と記載し、「住所」及び「連絡先」は白抜き又は黒塗りとしてください。 

□ 

○保管の用に供する施設の構造を記した書類 

（運搬の過程において、積替えのために当該汚染土壌を一時的に保管する場合） 
□ 

○積替の用に供する施設に関する書類 

（運搬の過程において、積替えを行う場合） 
□ 

○搬出に係る必要事項が記載された使用予定の管理票の写し 

・特定有害物質による汚染状態等により運搬者や運搬方法が異なる場合には、

それぞれの管理票の写しを添付してください。 

・交付担当者の氏名などの個人情報は白抜きまたは黒塗りとしてください。 

□ 

３ 必要に応じて添付する書類 チェック 
３－１ 汚染土壌を処理する場合  

○汚染土壌の処理を汚染土壌処理業者に委託したことを証する書類 

・汚染土壌の処理を委託した汚染土壌処理業者との間で交わした契約書の写し

等契約済みであることが確認できるものを添付してください（搬出者、運搬

者及び処理業者間で３者契約を交わす場合に、運搬の再委託に関する記載は

行わないでください。）。 

・搬出土量・契約期間が計画に合致しているか、確認してください。 

□ 

○汚染土壌の処理を行う汚染土壌処理施設に関する許可証の写し □ 

３－２ 土壌の調査を行った場合  

○土壌の採取を行った地点及び日時、当該土壌の分析結果、当該分析を行った計

量法第 107 条の登録を受けたものの氏名又は名称その他の調査の結果に関する

事項 

・第二溶出量基準に適合しない土地とみなされた要措置区域等において、調査

の結果、搬出しようとする土壌が第二溶出量基準に適合することが明らかに

なった場合は、添付してください。 

□ 

 

 

 

令和5年4月1日

殿

土壌含有量基準不適合

土壌溶出量基準不適合

第二溶出量基準不適合

999.00 ㎥

※添付書類（ ）のとおり

（地番）

（ 指-12345号 )

　土壌汚染対策法第16条第１項の規定により、要措置区域等から搬出する汚染土壌について、次のとお
り届け出ます。

様式第二十六（第六十一条第一項関係）

汚染土壌の区域外搬出届出書

東京都知事

届出者

○○区○○町○丁目○番○号

別紙のとおり

令和5年11月18日

汚染土壌の搬出の着手予定日
令和5年4月20日

汚染土壌の運搬の完了予定日

別紙のとおり

令和5年12月31日
処理の完了予定日

汚染土壌を処理する
施設の所在地

要措置区域等の所在
地

※詳細は別紙「要措置区域等所在地一覧」のとおり

千代田区●１　外 6 筆

汚染土壌を処理する
者の氏名又は名称

汚染土壌の運搬の方法

○○運輸株式会社

令和5年10月20日

汚染土壌の体積

該当なし

水銀及びその化合物

※詳細は添付書類「要措置区域等外へ搬出する汚染土壌の土量集計表」
のとおり

陸運（自動車）⇒海運（船舶）⇒陸運（自動車）

鉛及びその化合物汚染土壌の特定有害物質によ
る汚染状態

○○建設株式会社

代表取締役 ○○ ○○

汚染土壌を処理する場合

4,5

※詳細は別紙「汚染土壌の運搬の方法」のとおり

運搬の用に供する自動車等の
使用者の氏名又は名称及び連
絡先積替えを行う場所の所在地並
びに所有者の氏名又は名称及
び連絡先（運搬の際、積替え
を行う場合に限る。）

別紙のとおり

保管施設の所在地並びに所有
者の氏名又は名称及び連絡先
（保管施設を用いる場合に限

別紙のとおり

汚染土壌を運搬する者の氏名
又は名称

汚染土壌の搬出の完了予定日

届出日（窓口受理日）又は、届出日から過去数日以内の日付を記

載してください。着手予定日の 14 日前までに提出してください 

（Ⅰ-23≪参考≫届出日算出方法）。 

届出者は「汚染土壌を要措置区域等外へ搬出しようとする者」

であり、その搬出に関する計画の内容を決定する者です。現現

場場代代理理人人等等がが届届出出書書をを提提出出すするる場場合合はは、、必必ずず委委任任状状等等をを添添

付付ししててくくだだささいい（（ⅠⅠ--110077「「２２  届届出出のの義義務務者者」」をを参参照照））。。 

搬出の着手は、届出日の翌日から

起算して 14 日以降になります。 

（Ⅰ-23≪参考≫届出日算出方法） 

運搬は、搬出完了から 30 日以内に

終わらせる必要があります。 

処理は、運搬完了から 60 日以内に終わ

らせる必要があります。 

また、汚汚染染土土壌壌のの処処理理のの完完了了ままででをを汚汚

染染土土壌壌処処理理業業者者ととのの契契約約期期間間内内にに完完了了

ささせせるる必必要要ががあありりまますす。。  
 

記記載載例例  
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要措置区域等所在地一覧                                                     

※要措置区域等に指定されている区域のある地番の全てを記入してください。（敷地の全地番の記載は不要です。）

※要措置区域等所在地の地番について、分割での届出となる場合などの必要に応じて「届出種別」に「今回届出」

  を選択してください。

※記載行が足りない場合は30番目の行をコピーして行を追加してください。

区市町村 町 丁目 番地

1 今回届出 指-●●●号 新宿区 ●●町 一丁目 1番1

2 今回届出 指-●●●号 新宿区 ●●町 一丁目 1番2 一部

3 指-●●●号 新宿区 ●●町 一丁目 1番10 一部

4 今回届出 指-●●●号 新宿区 無地番

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

この行より上に行を追加してください。

（日本産業規格Ａ列４番）

一部連番 届出種別 指定番号
地番 無地番

道
水

記記載載例例  

区域指定さ

れている地

番のうち、形

質変更を行

う地番につ

いて、 

「形質変更

対象」を選択

し て く だ さ

い。 

形質変更時要届出区域の指定前に本

届出書を提出される場合は、(指定手

続中)と記載してください。 

・左から「区市町村名」「町名」「丁目名」「番地名」を入力してください。 

「丁目」を入力する際には、必ず「1丁目」、「2丁目」のように「○丁目」と記載

してください。 

・地番の一部が区域指定されている場合には、一部欄の「一部」を選択して

ください。 

・「無地番」、「道」、「水」が含まれる場合は、区市町村を記載した上で、、無

地番、道、水欄のいづれかを選択してください。 
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（法、条例共通）

汚染土壌の区域外（敷地外）搬出確認シート
条例の届出（第117条第3項代用の有無）

●

●

●

●

●

備考
●

●

備考
●
●

備考
●
●

●

備考
●
●

備考

●

備考
●

備考

●

備考

異なる要措置区域等から搬出された汚染土壌
との区分（法施行規則　第65条第6号ハ）

混載は行わない（使用する自動車等は、当該要措置区域等における汚染土壌
の運搬を専属とする。）
混載は行わないが、船舶以降の運搬では、同一の汚染土壌処理施設で処理を
行う汚染土壌に限り、混載を行う場合がある。
その他(備考欄に詳細を記入すること)

運搬の過程における汚染土壌からのコンクリート
くず等の分別（法施行規則　第65条第5号
ロ）

積替え時も含め、分別行為は行わない
その他(備考欄に詳細を記入すること)

運搬の過程における汚染土壌とその他のものと
の混合（法施行規則　第65条第5号イ）

汚染土壌との混合はない
その他(備考欄に詳細を記入すること)

運搬の用に供する自動車等への表示等（法
施行規則　第65条第4号）

使用する自動車・船舶への規格に合った表示の備え付け
使用する自動車・船舶への管理票の備え付け
その他(備考欄に詳細を記入すること)

自動車等の及び運搬容器の構造（法施行規
則　第65条第3号）

シート養生
フレコンバッグ（内袋付）
JIS等密閉型コンテナ
ハッチカバー（船運）
その他(備考欄に詳細を記入すること)

緊急時の対応（法施行規則　第65条第2
号）

作業員への教育
緊急連絡体制の整備
その他(備考欄に詳細を記入すること)

荒天時の積み込み作業中止
その他(備考欄に詳細を記入すること)

運搬に伴う悪臭、騒音及び振動による生活環
境保全上への支障を防ぐ措置（法施行規則
第65条第1号ロ）

低騒音、低振動型機械の使用
フレコンバッグ（内袋付）
自動車の最大積載重量及び法定速度の順守
その他(備考欄に詳細を記入すること)

敷鉄板
洗車
フレコンバッグ
フレコンバッグ（内袋付）
JIS等密閉型コンテナ
ハッチカバー（船運）

有（条例第117条第3項代用）
※要措置区域に係る届出の場合は、
「無（法律のみ）」を選択してください。
（代用不可）

運搬等の方法　※該当する項目にリストより「●」を選択してください。
運搬に伴う有害物質等の飛散及び地下浸透
を防止するための措置（法施行規則　第65条
第1号イ）

仮囲い
散水
シート養生
浸出防止シート

第一種特定有害物質又は水銀の場合は

「フレコンバッグ（内袋付）」「JIS 等密閉型

コンテナ」「その他」のいずれかを必ず選

択してください。 

第一種特定有害物質又は水銀の場合は

「フレコンバッグ（内袋付）」「JIS 等密閉型

コンテナ」「その他」のいずれかを必ず選

択してください。 

記記載載例例  

形質変更時要届出区域における汚染土壌の区

域外搬出届出において、条例第 117 条第 3 項の

届出を行う場合には、「有（条例第 117 条第 3 項

代用）」を選択してください。 
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積替場所の周囲の囲い及び表示（法施行規
則　第 条第 号イ） ●
積替場所からの有害物質等の飛散及び地下
浸透並びに悪臭の発散を防止するための措置
（法施行規則　第 条第 号ロ）

●

汚染土壌の保管（法施行規則　第 条第
号） ●
保管場所の周囲の囲い及び表示（法施行規
則　第 条第 号イ（ ）（ ）） ●
保管場所の壁面及び床面の構造（法施行規
則　第 条第 号ロ（ ）） ●
公共用水域の汚染を防止するための排水溝等
の設備（法施行規則　第 条第 号ロ
（ ））

●

排気による健康被害を防止するための設備
（法施行規則　第 条第 号ロ（ ）） ●

●
●

●
●

●
●

備考
汚染土壌の荷卸し（法施行規則　第 条第
号） ●

汚染土壌の引渡し（法施行規則　第 条第
号） ●

汚染土壌の運搬の期限（法施行規則　第
条第 条） ●
汚染土壌の管理票の交付又は回付（法施行
規則　第 条第 、 号） ●
運搬の委託（法施行規則　第 条第
号） ●

届出書に記載の施設でのみ実施

届出書に記載の施設でのみ実施

搬出の日から 日以内に終了する

管理票の交付又は回付を規定

委託無

フレコンバッグ
フレコンバッグ（内袋付）

等密閉型コンテナ
ハッチカバー（船運）
荒天時の作業中止
その他 備考欄に詳細を記入すること

保管有

積替及び保管に係る汚染土壌の荷卸し等にお
ける汚染土壌の飛散を防止するための方法
（法施行規則　第 条第 号）

仮囲い

散水
シート養生
浸出防止シート
敷鉄板
洗車

積替有（添付資料のとおり）

積替有（添付資料のとおり）

保管有

添付資料のとおり

添付資料のとおり

添付資料のとおり

第一種特定有害物質又は水銀の場合は

「フレコンバッグ（内袋付）」「JIS 等密閉型コ

ンテナ」「その他」のいずれかを必ず選択し

てください。 

積替え行為を行う場合は必ず

選択してください。 

 

保管行為を行う場合は必ず選

択してください。 

 

積替又は保管行為を行う場合は

必ず選択してください。 
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汚染土壌処理業者名
汚染土壌を処理する施設の所在地
処理予定数量 ㎥
処理物質
契約期間 ～ 令和6年9月30日

汚染土壌処理業許可証の許可番号
汚染土壌処理業者名
汚染土壌を処理する施設の所在地
処理予定数量 ㎥
処理物質
契約期間 ～
汚染土壌処理業許可証の許可番号

搬出予定数量 ㎥
規則第65条の2に規定する要件に該当すること
を証する書類
規則第65条の3に規定する要件に該当すること
を証する書類
搬出予定数量 ㎥
規則第65条の2に規定する要件に該当すること
を証する書類
規則第65条の3に規定する要件に該当すること
を証する書類

搬出予定数量 ㎥
搬出予定数量 ㎥

施設名称
所在地
施設名称
所在地

施設名称
所在地
施設名称
所在地

保管施設
施設① ●●株式会社保管センター

●●県●●市●●町一丁目1番1号
施設②

施設②

積替え施設
施設① ●●積替場

●●県●●市●●町一丁目1番1号

搬出先②

飛び地間移動により形質変更に使用する場合
搬出先①

区域間移動により形質変更に使用する場合
搬出先①

搬出先②

委託先②

汚染土壌を処理する場合
委託先① ●●株式会社

●●区●●町二丁目8番1号

テトラクロロエチレン
令和6年4月1日

第000000000号

委託先毎に契約の情報を記入し

てください。 

 

区域間移動を行う際には記載し

てください。 

 

飛び地間移動を行う際には記載

してください。 

 

積替えまたは保管を行う場合に

は記載してください。 
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汚染土壌処理業者名
汚染土壌を処理する施設の所在地
処理予定数量 ㎥
処理物質
契約期間 ～ 令和6年9月30日

汚染土壌処理業許可証の許可番号
汚染土壌処理業者名
汚染土壌を処理する施設の所在地
処理予定数量 ㎥
処理物質
契約期間 ～
汚染土壌処理業許可証の許可番号

搬出予定数量 ㎥
規則第65条の2に規定する要件に該当すること
を証する書類
規則第65条の3に規定する要件に該当すること
を証する書類
搬出予定数量 ㎥
規則第65条の2に規定する要件に該当すること
を証する書類
規則第65条の3に規定する要件に該当すること
を証する書類

搬出予定数量 ㎥
搬出予定数量 ㎥

施設名称
所在地
施設名称
所在地

施設名称
所在地
施設名称
所在地

保管施設
施設① ●●株式会社保管センター

●●県●●市●●町一丁目1番1号
施設②

施設②

積替え施設
施設① ●●積替場

●●県●●市●●町一丁目1番1号

搬出先②

飛び地間移動により形質変更に使用する場合
搬出先①

区域間移動により形質変更に使用する場合
搬出先①

搬出先②

委託先②

汚染土壌を処理する場合
委託先① ●●株式会社

●●区●●町二丁目8番1号

テトラクロロエチレン
令和6年4月1日

第000000000号

委託先毎に契約の情報を記入し

てください。 

 

区域間移動を行う際には記載し

てください。 

 

飛び地間移動を行う際には記載

してください。 

 

積替えまたは保管を行う場合に

は記載してください。 

 

 

 

 

添
付
書
類

１
 

汚汚
染染

土土
壌壌

のの
場場

所所
をを

明明
らら
かか

にに
しし

たた
要要
措措

置置
区区

域域
等等
のの

図図
面面
  

 要
措
置
区
域
の
所
在
地
：
△
△
区
△
△
町
△
丁
目
△
番
△
、
同
番
×
の
一
部
（
地
番
）
 

                     

Ｂ
１
－
５
 

指
定

を
受

け
た

区
域

の
名

称
（
「

要
措

置
区

域
」

又
は

「
形

質
変
更
時
要
届
出
区
域

」）
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
 

指
定

前
で

あ
れ

ば
、
「

要
措

置
区

域
等

」
と

記
載

し
て

く
だ

さ
い
。
 

作作
成成

例例
  

指
定

を
受

け
た

区
域

の
す

べ
て

の
筆

（
地

番
）

を

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
 

起
点
 

Ａ
 

Ｂ
 

１
 

２
 

凡
例
 

 
 
 
調
査
対
象
地
 

  
 
 
１
０
ｍ
単
位
区
画
 

  
 
 
３
０
ｍ
格
子
 

  
 
 
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
 

  
 
 
掘
削
範
囲
 

Ｂ
１
－
５
 

Ａ
１
－
９
 

Ａ
１
－
５
 

３
ｍ
 

単
位

区
画

の
一

部
を

掘
削

す
る

場
合

は
、
掘
削
す
る
範
囲
を
明
示
し
て
く
だ

さ
い
。
 

Ａ
１
－
５
 

掘 削 ・ 搬 出 範 囲

Ａ
１
－
９
 

掘 削 ・ 搬 出 範 囲

掘 削 ・ 搬 出 範 囲

○
○

度
○

○
分

○
○

秒
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掘
削
土
量
集
計
表

 

掘
削
土
量
集
計
表

計
画

※
記
載
行
が

足
り
な
い

場
合

は
15

番
目
の
行

を
コ
ピ
ー
し
て

行
を
追
加
し
て
く
だ
さ
い

。

物
質
名

汚
染
状
態

掘
削
面
積

(㎡
）

掘
削
深
度

（
ｍ
）

地
下
構
造

物
の
体
積

（
㎥
）

掘
削
土
量

（
㎥
）

搬
出
土
量

（
㎥
）

掘
削
面
積

(㎡
）

掘
削
深
度

（
ｍ
）

地
下
構
造

物
の
体
積

（
㎥
）

掘
削
土
量

（
㎥
）

搬
出
土
量

（
㎥
）

1
A1
-5

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ

チ
レ
ン

第
二
溶
出
量
超
過

2.
00

10
0.
00

3.
00

0.
00

30
0.
00

30
0.
00

0.
00

○
○

2
A1
-9

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ

チ
レ
ン

溶
出
量
超
過

2.
00

10
0.
00

3.
00

10
.0
0

29
0.
00

29
0.
00

0.
00

○
○

3
B1
-5

カ
ド
ミ
ウ
ム

溶
出
量
超
過

0.
50

10
0.
00

1.
00

0.
00

10
0.
00

10
0.
00

0.
00

○
○

4
0.
00

0.
00

5
0.
00

0.
00

6
0.
00

0.
00

7
0.
00

0.
00

8
0.
00

0.
00

9
0.
00

0.
00

10
0.
00

0.
00

11
0.
00

0.
00

12
0.
00

0.
00

13
0.
00

0.
00

14
0.
00

0.
00

15
0.
00

0.
00

こ
の

行
よ
り

上
に
行
を

追
加

し
て
く
だ
さ
い

。

合
計

69
0.
00

69
0.
00

合
計

0.
00

0.
00

備
考

備
考

連
番

単
位
区
画

基
準
不
適

合
深
度

（
ｍ
）

汚
染
状
態

計
画

実
績

今
回
届
出
内
容

掘
削
を
行
う
範
囲
に
地
下
構
造
物
の
存
在
が
確
認
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
体

積
を
併
記
し
て
く
だ
さ
い
。

 

な
お
、
本
届
出
書
に
お
い
て
は
、
体
積
算
出
の
根
拠
と
な
っ
た
当
該
地
下
構
造
物

の
辺
長
に
つ
い
て
、
必
ず
し
も
記
載
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 

（
※
た
だ
し
、
掘
削
時
に
は
地
下
構
造
物
の
辺
長
を
計
測
し
た
上
、
措
置
完
了
報

告
書
等
に
計
測
結
果
を
明
記
し
て
く
だ
さ
い
。）

 

「
計
画
」
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。
 

実
績
欄
は
記
入
不
要
で
す
。

 

（
措
置
完
了
（
工
事
完
了
）
報
告
時
に
、
実
際
に
掘

削
し
た
面
積
、
土
量
等
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。）

 

複
数
の
「
物
質
名
」
「
汚
染
状
態
」
と
な
る
場
合
は
「
、
」
で
列
挙

し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
対
応
す
る
「
汚
染
状
態
」
が
異
な
る
場

合
は
改
行
で
列
挙
し
て
く
だ
さ
い
。

 

（
記
入
例
）

 

①
複
数
の
「
物
質
名
」「
汚
染
状
態
」
と
な
る
場
合
：

 

・
砒
素
 
 
含
有
量
超
過
、
溶
出
量
超
過
 
 

・
ふ
っ
素
、
六
価
ク
ロ
ム
 
 
溶
出
量
超
過
 

②
物
質
に
よ
っ
て
「
汚
染
状
態
」
が
異
な
る
場
合
：

 

・
鉛
 
 
含
有
量
超
過
 

水
銀
 
 
第
二
溶
出
量
超
過
 

1
6
条
搬
出
の
対
象
と
な
る
土
量
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

（
産
業
廃
棄
物
と
し
て
搬
出
す
る
量
や
認
定
済
の
土
量
は
、
表

右
側
の
備
考
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。）

 

記記
載載
例例
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掘
削
土
量
集
計
表

 

掘
削
土
量
集
計
表

計
画

※
記
載
行
が

足
り
な
い

場
合

は
15

番
目
の
行

を
コ
ピ
ー
し
て

行
を
追
加
し
て
く
だ
さ
い

。

物
質
名

汚
染
状
態

掘
削
面
積

(㎡
）

掘
削
深
度

（
ｍ
）

地
下
構
造

物
の
体
積

（
㎥
）

掘
削
土
量

（
㎥
）

搬
出
土
量

（
㎥
）

掘
削
面
積

(㎡
）

掘
削
深
度

（
ｍ
）

地
下
構
造

物
の
体
積

（
㎥
）

掘
削
土
量

（
㎥
）

搬
出
土
量

（
㎥
）

1
A1
-5

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ

チ
レ
ン

第
二
溶
出
量
超
過

2.
00

10
0.
00

3.
00

0.
00

30
0.
00

30
0.
00

0.
00

○
○

2
A1
-9

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ

チ
レ
ン

溶
出
量
超
過

2.
00

10
0.
00

3.
00

10
.0
0

29
0.
00

29
0.
00

0.
00

○
○

3
B1
-5

カ
ド
ミ
ウ
ム

溶
出
量
超
過

0.
50

10
0.
00

1.
00

0.
00

10
0.
00

10
0.
00

0.
00

○
○

4
0.
00

0.
00

5
0.
00

0.
00

6
0.
00

0.
00

7
0.
00

0.
00

8
0.
00

0.
00

9
0.
00

0.
00

10
0.
00

0.
00

11
0.
00

0.
00

12
0.
00

0.
00

13
0.
00

0.
00

14
0.
00

0.
00

15
0.
00

0.
00

こ
の

行
よ
り

上
に
行
を

追
加

し
て
く
だ
さ
い

。

合
計

69
0.
00

69
0.
00

合
計

0.
00

0.
00

備
考

備
考

連
番

単
位
区
画

基
準
不
適

合
深
度

（
ｍ
）

汚
染
状
態

計
画

実
績

今
回
届
出
内
容

掘
削
を
行
う
範
囲
に
地
下
構
造
物
の
存
在
が
確
認
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
体

積
を
併
記
し
て
く
だ
さ
い
。

 

な
お
、
本
届
出
書
に
お
い
て
は
、
体
積
算
出
の
根
拠
と
な
っ
た
当
該
地
下
構
造
物

の
辺
長
に
つ
い
て
、
必
ず
し
も
記
載
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 

（
※
た
だ
し
、
掘
削
時
に
は
地
下
構
造
物
の
辺
長
を
計
測
し
た
上
、
措
置
完
了
報

告
書
等
に
計
測
結
果
を
明
記
し
て
く
だ
さ
い
。）

 

「
計
画
」
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。
 

実
績
欄
は
記
入
不
要
で
す
。

 

（
措
置
完
了
（
工
事
完
了
）
報
告
時
に
、
実
際
に
掘

削
し
た
面
積
、
土
量
等
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。）

 

複
数
の
「
物
質
名
」
「
汚
染
状
態
」
と
な
る
場
合
は
「
、
」
で
列
挙

し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
対
応
す
る
「
汚
染
状
態
」
が
異
な
る
場

合
は
改
行
で
列
挙
し
て
く
だ
さ
い
。

 

（
記
入
例
）

 

①
複
数
の
「
物
質
名
」「
汚
染
状
態
」
と
な
る
場
合
：

 

・
砒
素
 
 
含
有
量
超
過
、
溶
出
量
超
過
 
 

・
ふ
っ
素
、
六
価
ク
ロ
ム
 
 
溶
出
量
超
過
 

②
物
質
に
よ
っ
て
「
汚
染
状
態
」
が
異
な
る
場
合
：

 

・
鉛
 
 
含
有
量
超
過
 

水
銀
 
 
第
二
溶
出
量
超
過
 

1
6
条
搬
出
の
対
象
と
な
る
土
量
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

（
産
業
廃
棄
物
と
し
て
搬
出
す
る
量
や
認
定
済
の
土
量
は
、
表

右
側
の
備
考
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。）

 

記記
載載
例例
  

 

 

 

 

添付書類３－１ 

汚汚染染土土壌壌のの運運搬搬のの方方法法（（汚汚染染土土壌壌処処理理施施設設のの場場合合）） 

 

１ 運搬フロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 運搬体制 

運搬受託者：○○運輸株式会社 

 

協力会社及び使用する自動車等の一覧は、添付書類４、５のとおり 

 

  

要措置区域等 
   東京都△△区△△町△丁目△番△、同番×の一部（地番） 
基準不適合土壌を搬出する場所 
   東京都○○区○○町○丁目○番○、同番□の一部（地番） 

鉛汚染土壌 水銀汚染土壌 

積替・保管施設：○○埠頭株式会社 
        東京都○○区○○町○丁目○番○号 

積替施設：××運送株式会社 
     ××県××市××町×丁目×番×号 

処理施設：株式会社◇◇興業 ◇◇処理センター 
     ◇◇県◇◇市◇◇町◇丁目◇番◇号 
種類：浄化等処理施設 
処理方法：浄化（抽出－洗浄処理） 

陸運：○○運輸株式会社 
荷姿：ダンプトラック＋シート掛け 

陸運：○○運輸株式会社    
荷姿：トラック＋フレコン（内袋あり）

＋シート掛け 

陸運：○○運輸株式会社 
荷姿：ダンプトラック＋シート掛け 

陸運：○○運輸株式会社 
荷姿：トレーラ＋フレコン（内袋あり）

＋シート掛け 

海運：○○運輸株式会社 
荷姿：船舶（ハッチカバー付） 

海運：○○運輸株式会社 
荷姿：船舶＋フレコン（内袋あり） 

作作成成例例  

運搬受託者の名称のみを記載し

てください。陸運に係る協力会

社については、添付書類４に記

載してください。 

運搬受託者の名称のみを記載し

てください。海運に係る協力会

社については、添付書類５に記

載してください。 

届出書には、本作成例のように処理施設及び

経由する積替・保管施設が明記されている必

要はありますが、処理施設に至るまでの運搬

車両の詳細な走行経路図は不要です。 

指定を受けた区域の全ての地番と、実際に基準不適合土壌

を搬出する場所の地番の両方を記載してください。 
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添
付
書
類
４

 

汚汚
染染
土土
壌壌
のの
運運
搬搬
のの
用用
にに
供供
すす
るる
自自
動動
車車
にに
関関
すす
るる
書書
類類

  

   

自
動
車
等
の

 

使
用
者
の
氏
名
等

 
住
所

 
連
絡
先

 
車
体
の
形
状

 
汚
染
土
壌
の
種
類

 
飛
散
等
を
防
止
す
る
構
造

 

(
株

)土
壌
運
搬

 
東
京
都
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号
 

0
3
‐
0
0
00
‐
0
0
00
 

フ
ル
ト
レ
ー
ラ
ー

 
水
銀

 
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
コ
ン
テ
ナ

 

（
内
袋
あ
り
：
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
製
）

 

(
株

)残
土
運
搬

 
東
京
都
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

 
0
3
‐
1
1
11
‐
1
1
11
 

フ
ル
ト
レ
ー
ラ
ー

 
水
銀

 
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
コ
ン
テ
ナ

 

（
内
袋
あ
り
：
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
製
）

 

残
土
運
送

(株
) 

東
京
都
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

 
0
3
‐
2
2
22
‐
2
2
22
 

フ
ル
ト
レ
ー
ラ
ー

 
水
銀

 
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
コ
ン
テ
ナ

 

（
内
袋
あ
り
：
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
製
）

 

(
株

)土
壌
運
搬

 
東
京
都
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

 
0
3
‐
0
0
00
‐
0
0
00
 

ダ
ン
プ

 
鉛

 
直
積
み
＋
ト
ラ
ッ
ク
シ
ー
ト

 

（
ポ
リ
エ
ス
テ
ル
製
）

 

(
株

)土
壌
運
搬

 
東
京
都
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

 
0
3
‐
0
0
00
‐
0
0
00
 

ダ
ン
プ

 
鉛

 
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
コ
ン
テ
ナ

 

（
内
袋
あ
り
：
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
製
）

 

運
搬
受
託
者
が
自
己
の
名
義
と
責
任
を
も
っ
て
他
人
に
汚
染

土
壌
の
運
搬
を
行
わ
せ
る
場
合
、
そ
の
運
搬
す
る
者
の
氏
名

又
は
名
称
及
び
住
所
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 こ
の
ペ
ー
ジ
の
後
に
、「
自
動
車
構
造
図
」
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

 

構
造
が
類
似
し
て
い
る
場
合
は
、
車
体
の
形
状
ご
と
の
代
表
的
な
「
自
動
車
構
造
図
」
で
も
構
い
ま
せ
ん
。
 

自
動
車
構
構
造
図
に
、
個
人
情
報
（
所
有
者
名
等
）
の
記
載
が
あ
る
場
合
は
、
削
除
を
お
願
い
し
ま
す
。

 

ダ
ン
プ
に
つ
い
て
は
、
添
付
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 

作作
成成
例例
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添
付
書
類
４

 

汚汚
染染
土土
壌壌
のの
運運
搬搬
のの
用用
にに
供供
すす
るる
自自
動動
車車
にに
関関
すす
るる
書書
類類

  

   

自
動
車
等
の

 

使
用
者
の
氏
名
等

 
住
所

 
連
絡
先

 
車
体
の
形
状

 
汚
染
土
壌
の
種
類

 
飛
散
等
を
防
止
す
る
構
造

 

(
株

)土
壌
運
搬

 
東
京
都
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号
 

0
3
‐

0
0
00
‐

0
0
00
 

フ
ル
ト
レ
ー
ラ
ー

 
水
銀

 
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
コ
ン
テ
ナ

 

（
内
袋
あ
り
：
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
製
）

 

(
株

)残
土
運
搬

 
東
京
都
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

 
0
3
‐

1
1
11
‐

1
1
11
 

フ
ル
ト
レ
ー
ラ
ー

 
水
銀

 
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
コ
ン
テ
ナ

 

（
内
袋
あ
り
：
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
製
）

 

残
土
運
送

(株
) 

東
京
都
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

 
0
3
‐

2
2
22
‐

2
2
22
 

フ
ル
ト
レ
ー
ラ
ー

 
水
銀

 
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
コ
ン
テ
ナ

 

（
内
袋
あ
り
：
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
製
）

 

(
株

)土
壌
運
搬

 
東
京
都
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

 
0
3
‐

0
0
00
‐

0
0
00
 

ダ
ン
プ

 
鉛

 
直
積
み
＋
ト
ラ
ッ
ク
シ
ー
ト

 

（
ポ
リ
エ
ス
テ
ル
製
）

 

(
株

)土
壌
運
搬

 
東
京
都
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

 
0
3
‐

0
0
00
‐

0
0
00
 

ダ
ン
プ

 
鉛

 
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
コ
ン
テ
ナ

 

（
内
袋
あ
り
：
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
製
）

 

運
搬
受
託
者
が
自
己
の
名
義
と
責
任
を
も
っ
て
他
人
に
汚
染

土
壌
の
運
搬
を
行
わ
せ
る
場
合
、
そ
の
運
搬
す
る
者
の
氏
名

又
は
名
称
及
び
住
所
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 こ
の
ペ
ー
ジ
の
後
に
、「
自
動
車
構
造
図
」
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

 

構
造
が
類
似
し
て
い
る
場
合
は
、
車
体
の
形
状
ご
と
の
代
表
的
な
「
自
動
車
構
造
図
」
で
も
構
い
ま
せ
ん
。
 

自
動
車
構
構
造
図
に
、
個
人
情
報
（
所
有
者
名
等
）
の
記
載
が
あ
る
場
合
は
、
削
除
を
お
願
い
し
ま
す
。

 

ダ
ン
プ
に
つ
い
て
は
、
添
付
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 

作作
成成
例例

  

 

 

添付書類５ 

 

汚汚染染土土壌壌のの運運搬搬のの用用にに供供すするる船船舶舶にに関関すするる書書類類 

 

 

使用者の氏名 

又は名称 
住所 連絡先 汚染土壌の種類 飛散等を防止する構造 

株式会社◇◇海運 
東京都○○区○町 

○丁目○番○号 
03‐3333‐3333 水銀 

直積み＋ハッチによる密閉 

（構造図１） 

××汽船株式会社 
東京都○○区○町 

○丁目○番○号 
03‐4444‐4444 鉛 

直積み＋ハッチによる密閉 

（構造図１と同型） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船舶の場合はこのページの後に、「船舶構造図」

を添付してください。 

船舶構造図に、個人情報（所有者名等）の記載が

ある場合は、削除をお願いします。 

なお、構造が類似している場合は、代表的な「船

舶構造図」を添付し、同型であることを明記して

ください。 

作作成成例例  
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添付書類６ 

積積替替・・保保管管のの用用にに供供すするる施施設設にに関関すするる書書類類 

 

１ 積替・保管施設の配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京湾

※施設床面は全て厚さ１５ｃｍのコンクリートで舗装されている。

汚染土壌運搬船

門扉
掲示板

排水処理設備

下水道へ

事務所

ます排水溝

　　　散水設備

　　　脱臭設備

鉛汚染土壌
保管場所
（直置き）

水銀汚染
土壌保管場所
（フレコン）

水道栓及びホース

囲い：高さ２ｍの万能鋼板

屋根

積替え場所

水道栓及びホース

コンクリート壁

複数の積替施設又は保管施

設を経由する場合は、各々

の施設に関する書類を添付

してください。 

作作成成例例  
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２ 積替・保管施設の構造・設備等に関する説明 

構構造造・・設設備備等等  説説明明  

囲い 

施設は、入口に門扉が設置され、岸壁部分を除き、周囲

は高さ２ｍの万能鋼板により囲われています。 

また、汚染土壌は、３方を高さ２ｍのコンクリート壁で

囲われた屋根のあるストックヤードに、荷重が直接囲い

にかからないように保管します。 

掲示板 

管理者名称と連絡先を記載した「汚染土壌積替・保管施

設」の掲示板（縦 60ｃｍ×横 120ｃｍ）が施設入口の門

扉脇に設置されています。 

床面の構造 
施設全体の床面は厚さ 15ｃｍのコンクリートで舗装さ

れています。 

排水設備 

施設の床面には排水溝が設置されています。施設で発生

した汚水を排除基準に適合させるための排水処理設備

が設置されています。 

排気処理設備 該当なし 

飛散等及び悪臭の

発散防止設備 

施設には、２ｍの万能鋼板やコンクリート壁の囲い、散

水用の水道栓及びホース、悪臭の発散を防止するための

脱臭剤噴射機器が設置されています。 

なお、鉛の汚染土壌は防じんシートで覆った状態で、水

銀及び VOC の汚染土壌はフレキシブルコンテナバッグ

（内袋あり）に入れたままの状態で保管します。積替え

時に汚染土壌を仮置きする場合は、浸透防止シートで覆

います。 

雨天時や強風時は、荷卸しや移動等を中止します。 

 

作作成成例例  
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３ 写真撮影場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京湾

※施設床面は全て厚さ１５ｃｍのコンクリートで舗装されている。

汚染土壌運搬船

門扉
掲示板

排水処理設備

下水道へ

事務所

ます排水溝

　　　散水設備

　　　脱臭設備

鉛汚染土壌
保管場所
（直置き）

水銀汚染
土壌保管場所
（フレコン）

水道栓及びホース

囲い：高さ２ｍの万能鋼板

屋根

積替え場所

水道栓及びホース

コンクリート壁

  
 

 

ＡＡ  ＢＢ  
ＣＣ  

ＤＤ  ＥＥ  

ＦＦ  

ＧＧ  

ＨＨ  

ＪＪ  

ＬＬ  

ＫＫ  

積替施設及び保管施設の構造や設備が分かるように写真を撮り、撮影場所を明示してくださ

い。写真はこのページの後に添付してください。 

※特に掲示板の写真は、大きさが分かり、文字が判読できるものを添付してください。個人情

報（管理者名等）の記載がある場合は、削除をお願いします。 

 
ＮＮ  

ＭＭ  

ＩＩ  

作作成成例例  
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３ 写真撮影場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京湾

※施設床面は全て厚さ１５ｃｍのコンクリートで舗装されている。

汚染土壌運搬船

門扉
掲示板

排水処理設備

下水道へ

事務所

ます排水溝

　　　散水設備

　　　脱臭設備

鉛汚染土壌
保管場所
（直置き）

水銀汚染
土壌保管場所
（フレコン）

水道栓及びホース

囲い：高さ２ｍの万能鋼板

屋根

積替え場所

水道栓及びホース

コンクリート壁

  
 

 

ＡＡ  ＢＢ  
ＣＣ  

ＤＤ  ＥＥ  

ＦＦ  

ＧＧ  

ＨＨ  

ＪＪ  

ＬＬ  

ＫＫ  

積替施設及び保管施設の構造や設備が分かるように写真を撮り、撮影場所を明示してくださ

い。写真はこのページの後に添付してください。 

※特に掲示板の写真は、大きさが分かり、文字が判読できるものを添付してください。個人情

報（管理者名等）の記載がある場合は、削除をお願いします。 

 
ＮＮ  

ＭＭ  

ＩＩ  

作作成成例例  

 

 

添付書類７ 

積積替替のの用用にに供供すするる施施設設にに関関すするる書書類類 

 

１ 積替施設の配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

××湾

※施設床面は全て厚さ１５ｃｍのコンクリートで舗装されている。

汚染土壌運搬船

門扉
掲示板

囲い：高さ２ｍの万能鋼板

ます排水溝

　　　散水設備

　　　脱臭設備

排水処理設備

鉛汚染土壌
積替え場所

水銀汚染土壌
積替え場所
（フレコン）

水道栓及びホース

下水道へ

事務所

作作成成例例  
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２ 積替施設の構造に関する説明 

構構造造・・設設備備等等  説説明明  

囲い 
施設は、入口に門扉が設置され、岸壁部分を除き、周囲

は高さ２ｍの万能鋼板により囲われています。 

掲示板 

管理者名称と連絡先を記載した「汚染土壌積替施設」の

掲示板（縦・横 60ｃｍ）が施設入口の門扉脇に設置され

ています。 

床面の構造 
施設全体の床面は厚さ 15ｃｍのコンクリートで舗装さ

れています。 

排水設備 

施設の床面には排水溝が設置されています。 

また、施設で発生した汚水を排除基準に適合させるため

の排水処理設備が設置されています。 

排気処理設備 該当なし 

飛散等の防止設備 

施設には、２ｍの万能鋼板やコンクリート壁の囲い、散

水用の水道栓及びホースが設置されています。 

なお、水銀及び VOC の汚染土壌はフレキシブルコンテナ

バッグ（内袋あり）に入れた状態で積替えします。積替

え時に仮置きする場合は、浸透防止シートで覆います。 

雨天時や強風時は、荷卸しや移動等を中止します。 

 

作作成成例例  

Ⅰ－125



 

 

２ 積替施設の構造に関する説明 

構構造造・・設設備備等等  説説明明  

囲い 
施設は、入口に門扉が設置され、岸壁部分を除き、周囲

は高さ２ｍの万能鋼板により囲われています。 

掲示板 

管理者名称と連絡先を記載した「汚染土壌積替施設」の

掲示板（縦・横 60ｃｍ）が施設入口の門扉脇に設置され

ています。 

床面の構造 
施設全体の床面は厚さ 15ｃｍのコンクリートで舗装さ

れています。 

排水設備 

施設の床面には排水溝が設置されています。 

また、施設で発生した汚水を排除基準に適合させるため

の排水処理設備が設置されています。 

排気処理設備 該当なし 

飛散等の防止設備 

施設には、２ｍの万能鋼板やコンクリート壁の囲い、散

水用の水道栓及びホースが設置されています。 

なお、水銀及び VOC の汚染土壌はフレキシブルコンテナ

バッグ（内袋あり）に入れた状態で積替えします。積替

え時に仮置きする場合は、浸透防止シートで覆います。 

雨天時や強風時は、荷卸しや移動等を中止します。 

 

作作成成例例  

 

 

 

３ 写真撮影場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

××湾

※施設床面は全て厚さ１５ｃｍのコンクリートで舗装されている。

汚染土壌運搬船

門扉
掲示板

囲い：高さ２ｍの万能鋼板

ます排水溝

　　　散水設備

　　　脱臭設備

排水処理設備

鉛汚染土壌
積替え場所

水銀汚染土壌
積替え場所
（フレコン）

水道栓及びホース

下水道へ

事務所

  
 

 

ＡＡ  ＢＢ  ＣＣ  

ＤＤ  ＥＥ  

ＦＦ  

ＧＧ  

ＨＨ  

 
ＩＩ  

 
ＪＪ  

積替施設の構造や設備が分かるように写真を撮り、撮影場

所を明示してください。写真は、このページの後に添付して

ください。 

 

※特に掲示板の写真は、大きさが分かり、文字が判読できる

ものを添付してください。個人情報（管理者名等）の記載

がある場合は、削除をお願いします。 

 

ＫＫ  

作作成成例例  
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管管
理理

票票
整
理
番
号
　
　
　
　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年
月

日

汚
染
土
壌
の

特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
状
態
　
（
※
該
当
欄
に
濃
度
又
は
レ
点
を
記
入
）

□
□

□

□
□

□

□
□

□

□
□

☑

□
□

□

□
□

☑

□
□

□

□
□

□

□
□

ｔ
・

㎏

自
動

車
等

の
番

号

□
積
替
え
場
所

☑
保
管
場
所

担
当
者
氏
名

↓

年
月

日

自
動

車
等

の
番

号

☑
積
替
え
場
所

□
保
管
場
所

担
当
者
氏
名

↓

年
月

日

自
動

車
等

の
番

号

汚
染
土
壌
処
理
施
設
の
名
称
及
び
所
在
地

（
搬

出
先

の
自

然
由

来
等

形
質

変
更

時
要

届
出

区
域

又
は

要
措

置
区

域
等

の
所

在
地

）
担
当
者
氏
名

↓

年
月

日

年
月

日

年
月

日
年

月
日

管 理 票 交 付 者

氏
名
又
は
名
称
、
法

人
に
あ
っ
て
は
代
表

者
の
氏
名

運 搬 受 託 者

氏
名
又
は
名

称
処 理 受 託 者

○
○
運
輸
株
式
会
社

東
京
都
○
○
区
○
○
町

○
丁
目
○
番
○
号

T
E
L
 
0
3
-
×
×
×
×
-
×
×
×
×

交
付

担
当

者
の

氏
名

交
付

年
月

日

住
所
及
び
連
絡
先

住
所
及
び
連

絡
先

住
所
及
び
連

絡
先

交
付

番
号

（ 土 壌 使 用 者 ）

○
○
建
設
株
式
会
社

代
表
取
締
役
　
○
○
　
○
○

東
京
都
○
○
区
○
○
町

○
丁
目
○
番
○
号

T
E
L
 
0
3
-
×
×
×
×
-
×
×
×
×

溶
出
量
基
準

超
過

第
二
溶
出
量
基

準
超
過

第
二
溶
出
量
基

準
超
過

第
二
溶
出
量
基

準
超
過

氏
名
又
は
名

称

ｍ
３

1
,
2
-
ジ

ク
ロ

ロ
エ

チ
レ

ン
チ
オ
ベ
ン
カ
ル
ブ

セ
レ

ン
及

び
そ

の
化

合
物

含
有
量
基
準

超
過

汚
染

土
壌

の
荷

姿
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

1
,
1
,
2
-
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
タ
ン

カ
ド
ミ
ウ
ム
及
び
そ
の
化
合
物

四
塩
化
炭
素

ト
リ

ク
ロ

ロ
エ

チ
レ

ン
六
価
ク
ロ
ム
化
合
物

汚
染

土
壌

の
体

積

1
,
2
-
ジ
ク
ロ
ロ
エ
タ
ン

溶
出
量
基
準

超
過

溶
出
量
基
準

超
過

要
措
置
区
域
等

の
所

在
地

（
自

然
由

来
等

形
質

変
更

時
要

届
出

区
域

又
は

要
措

置
区

域
等

の
所

在
地

）

自
動
車
等
の
番
号
及
び
運
搬
担
当
者
の
氏
名

運
搬
区
間

ベ
ン
ゼ
ン

シ
ア
ン
化
合
物

1
,
1
-
ジ

ク
ロ

ロ
エ

チ
レ

ン
シ
マ
ジ
ン

水
銀

及
び

そ
の

化
合

物

テ
ト

ラ
ク

ロ
ロ

エ
チ

レ
ン

有
機
り
ん
化
合
物

ふ
っ

素
及

び
そ

の
化

合
物

1
,
1
,
1
-
ト

リ
ク

ロ
ロ

エ
タ

ン
ほ

う
素

及
び

そ
の

化
合

物

積 替 え 又 は 保 管 場 所

名
称

及
び

所
在

地
所

有
者

の
氏

名
又

は
名

称 連
絡

先

名
称

及
び

所
在

地
所

有
者

の
氏

名
又

は
名

称 連
絡

先

引
渡
し
を
受
け
た
者

の
氏
名

処
理
担
当
者
の

氏
名

（
土

地
の

形
質

の
変

更
を

し
た

者
の

氏
名

）

名
称

所
在

地
許

可
番

号

○
○
埠
頭
株
式
会
社

東
京
都
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

T
E
L
 
0
3
-
×
×
×
×
-
×
×
×
×

×
×
運
送
株
式
会
社

×
×
県
×
×
市
×
×
町
×
丁
目
×
番
×
号

T
E
L
 
0
×
×
×
×
-
×
×
-
×
×
×
×

株
式
会
社
◇
◇
興
業
　
◇
◇
処
理
セ
ン
タ
ー

◇
◇
県
◇
◇
市
◇
◇
町
◇
丁
目
◇
番
◇
◇
号

T
E
L
 
0
×
×
×
×
-
×
×
-
×
×
×
×

処
理
方
法

（
土

地
の

形
質

の
変

更
の

方
法

）

処
理
終
了
年
月
日

（
土

地
の

形
質

の
変

更
を

終
了

し
た

年
月

日
）

運
搬
受
託
者
か
ら
の

返
送
確
認
日

処
理
受
託
者

（
土

地
の

形
質

の
変

更
を

行
っ

た
者

）
か
ら

の
返
送
確
認
日

備
考

○
○
建
設
株
式
会
社

バ
ラ
、
フ
レ
コ
ン

✔✔

✔✔

東
京
都
△
△
区
△
△
町
△
丁
目
△
番
△

株
式
会
社
◇
◇
興
業

◇
◇
県
◇
◇
市
◇
◇
町

◇
丁
目
◇
番
◇
◇
号

T
E
L
 
0×

×
×
-
×
×
-
×
×
×
×

引
渡
し
年
月
日

1
,
3
-
ジ

ク
ロ

ロ
プ

ロ
ペ

ン
チ
ウ
ラ
ム

鉛
及
び
そ
の
化
合
物

汚
染

土
壌

の
重

量

ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

Ｐ
Ｃ
Ｂ

砒
素

及
び

そ
の

化
合

物

地
番
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

作作
成成
例例

  

レ
点
又
は
濃
度
を
記

入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

使使
用用
予予
定定
のの
管管
理理
票票
のの
写写
しし

  

添
付
資
料
８
 

管
理
票
は
、
運
搬
受
託
者
・
処
理
受
託
者
・
汚
染
土

壌
の
汚
染
状
態
、
荷
姿
、
運
搬
経
路
が
異
な
る
場
合

は
、
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

 
代
表
取
締
役
を
除
く
個
人
名
は

 

記
載
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

 

Ⅰ－127



 

 

 

 

 

 

 

 

 

土土壌壌汚汚染染対対策策法法第第 1188 条条にに基基づづくく  

飛飛びび地地間間移移動動ににつついいてて  
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はじめに 

ここでは、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号。以下「法」といいます。）第 18 条第１項第

３号に規定する搬出（飛び地間移動）について解説します。 
飛び地間移動とは、同一の土壌汚染状況調査の結果に基づき指定された要措置区域間又は形質

変更時要届出区域間において、受入区域における嵩上げ等の土地の形質の変更に使用することを

認めるものです（第 18条第１項第３号）。東京都では、「同一の土壌汚染状況調査の結果に基づき

指定された要措置区域等」とは、一つの事業場の土地や一連の開発行為が行われる土地又は同一

契機において行われた調査に基づき指定された要措置区域等（原則として、同一の指定番号の区

域）として運用しています（詳細については東京都の担当者と協議してください。）。 
概要を図に示します。 

 

受け入れた土壌は、受け入れた日から 60日以内に使用しなければなりません。仮置きとしての
使用も可能です。なお、同一の敷地であっても、要措置区域から形質変更時要届出区域や、形質

変更時要届出区域から要措置区域への移動はできません。 
 

  
 
異なる汚染状態の搬出区域と受入区域で飛び地間移動を行う場合は、事前に御相談ください。 
 
 

60日以内に使用

東京都

搬出しようとする者

（管理票交付者）

土地の形質の変更

をしようとする者

12条

変更

命令

16条

変更

命令

要措置区域（搬出区域）

形質変更時要届出（搬出区域）

要措置区域（受入区域）

形質変更時要届出（受入区域）

同一の汚染状況調査の範囲

土地の形質の変更に使用する者

（土壌使用者）

管理票交付

写しの送付

管理票回付

写しの送付

（10日以内）

土地の形質の変更をしようとする者
土地の形質の変更

をしようとする者

飛び地間移動を

しようとする者

（管理票交付者）

運搬者

要措置区域（受入区域）

要措置区域（搬出区域）

形質変更時要届出（受入区域）

要措置区域（受入区域）

形質変更時要届出（搬出区域）

形質変更時要届出（受入区域）
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はじめに 

ここでは、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号。以下「法」といいます。）第 18 条第１項第

３号に規定する搬出（飛び地間移動）について解説します。 
飛び地間移動とは、同一の土壌汚染状況調査の結果に基づき指定された要措置区域間又は形質

変更時要届出区域間において、受入区域における嵩上げ等の土地の形質の変更に使用することを

認めるものです（第 18条第１項第３号）。東京都では、「同一の土壌汚染状況調査の結果に基づき

指定された要措置区域等」とは、一つの事業場の土地や一連の開発行為が行われる土地又は同一

契機において行われた調査に基づき指定された要措置区域等（原則として、同一の指定番号の区

域）として運用しています（詳細については東京都の担当者と協議してください。）。 
概要を図に示します。 

 

受け入れた土壌は、受け入れた日から 60日以内に使用しなければなりません。仮置きとしての
使用も可能です。なお、同一の敷地であっても、要措置区域から形質変更時要届出区域や、形質

変更時要届出区域から要措置区域への移動はできません。 
 

  
 
異なる汚染状態の搬出区域と受入区域で飛び地間移動を行う場合は、事前に御相談ください。 
 
 

60日以内に使用

東京都

搬出しようとする者

（管理票交付者）

土地の形質の変更

をしようとする者

12条

変更

命令

16条

変更

命令

要措置区域（搬出区域）

形質変更時要届出（搬出区域）

要措置区域（受入区域）

形質変更時要届出（受入区域）

同一の汚染状況調査の範囲

土地の形質の変更に使用する者

（土壌使用者）

管理票交付

写しの送付

管理票回付

写しの送付

（10日以内）

土地の形質の変更をしようとする者
土地の形質の変更

をしようとする者

飛び地間移動を

しようとする者

（管理票交付者）

運搬者

要措置区域（受入区域）

要措置区域（搬出区域）

形質変更時要届出（受入区域）

要措置区域（受入区域）

形質変更時要届出（搬出区域）

形質変更時要届出（受入区域）

 

 
 

●必要な添付書類 
 
（1）12条の添付書類に明記する事項一覧 

 
（2）16条に追加で添付する書類一覧 

 チェック欄 

 ○土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした形質変更時要届出区域の図面 

 ・搬出元、搬出先要措置区域又は搬出元、搬出先形質変更時要届出区域内における使

用場所を明示してください。 

□ 

○土地の形質の変更の施行方法を明らかにした平面図、立面図及び断面図 

・当該土壌の使用方法を具体的に明記してください。図面は手引Ⅰ-96～98 を参考に作

成してください。 
□ 

 チェック欄 

 ○一の要措置区域から搬出された汚染土壌を他の要措置区域内の土地の形質の変更又は

一の形質変更時要届出区域から搬出された汚染土壌を他の形質変更時要届出区域の土

地の形質の変更に自ら使用し、若しくは他人に使用させる場所を明らかにした図面 

・搬出元、搬出先要措置区域又は搬出元、搬出先形質変更時要届出区域内における使

用場所を明示してください。 

□ 

○同一の土壌汚染状況調査の結果に基づき指定された旨を示す書類 

・当該指定区域に係る一連の告示（東京都公報）を添付してください。複数の告示に

より指定されている等、指定状況が複雑な場合は、当該土壌汚染状況調査報告書の

鑑の写しを添付してください。 

□ 
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添
付
書
類
１
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形形
質質
変変
更更
時時
要要
届届
出出
区区
域域
かか
らら
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出出
ささ
れれ
たた
汚汚
染染
土土
壌壌
をを
他他
のの
形形
質質
変変
更更
時時
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届届
出出
区区
域域
内内
のの
土土
地地
のの
形形
質質
にに

  

自自
らら
使使
用用
しし
、、
若若
しし
くく
はは
他他
人人
にに
使使
用用
ささ
せせ
るる
場場
所所
をを
明明
らら
かか
にに
しし
たた
図図
面面

  

 
 作作
成成
例例

  

盛 土 使 用 範 囲  盛 土 使 用 範 囲  

A 

１
 

２
 

○
注
意
点

 

・
溶
出
量
基
準
超
過
土
壌
は
、
地
下
水
以
深
の
埋
戻
し
に
利
用
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

 

・
含
有
量
基
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土
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で
盛
土
を
す
る
場
合
は
、
別
途
対
策
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
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掘 削 ・ 区 域 内 使 用 範 囲  掘 削 ・ 区 域 内 使 用 範 囲  

搬
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搬
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先
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用
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の
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。
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 作作
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掘 削 ・ 区 域 内 使 用 範 囲  掘 削 ・ 区 域 内 使 用 範 囲  

搬
出
元

 

搬
出
先
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汚
染
状
態
は
使
用
す
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土
壌
の
最
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濃

度
と
な
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量
基
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超
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で
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場
合
は
別
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に
な
り
ま
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。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９９..土土壌壌汚汚染染対対策策法法第第 1166 条条にに基基づづくく  

搬搬出出ししよよううととすするる土土壌壌のの基基準準適適合合  

認認定定申申請請書書のの作作成成ににつついいてて  
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ははじじめめにに  

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号。以下「法」といいます。）第 16条第

１項に規定する届出（「搬出しようとする土壌の基準適合認定申請書」の提出）に適用します。認定調査

を検討される際には、様式第 24の取扱いに関して事前に相談してください。 
（作成例等は、掘削前調査について示しています。掘削後調査について申請する場合は、掘削前調査

の作成例等を参考にして提出書類を作成してください。） 
 

 

 認定調査の流れ 

  

  

要措置区域等において当該要措置区域等外への汚染土壌を搬出

当該土壌を法の対象
から外したい

認定調査（掘削前調査・掘削後調査）

認定調査時地歴調査

土壌汚染のおそれの把握

試料採取等を行う区画の選定
及び試料採取等

（掘削前調査・掘削後調査）

土壌溶出量基準及び
土壌含有量基準に適合

搬出しようとする土壌に係る基準に
適合する旨の認定の申請

都道府県知事による
基準に適合する旨の認定

都道府県知事へ汚染土壌の搬出の届出
法の規制を受けることなく、

当該要措置区域等外への搬出が可能

※指定に係る特定有害物質
以外の特定有害物質の種
類による土壌溶出量基準
又は土壌含有量基準に適
合しない汚染状態にある
ことが明らかとなった場
合は、都道府県知事は、
土地の所有者等に対し、
「指定の申請」を活用す
るよう促す

汚染土壌として搬出・処理

いいえ はい

いいえ

はい

【基本】 【任意に講じられる
例外的な措置】

試料採取等の対象とする
特定有害物質の特定
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ははじじめめにに  

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号。以下「法」といいます。）第 16条第

１項に規定する届出（「搬出しようとする土壌の基準適合認定申請書」の提出）に適用します。認定調査

を検討される際には、様式第 24の取扱いに関して事前に相談してください。 
（作成例等は、掘削前調査について示しています。掘削後調査について申請する場合は、掘削前調査

の作成例等を参考にして提出書類を作成してください。） 
 

 

 認定調査の流れ 

  

  

要措置区域等において当該要措置区域等外への汚染土壌を搬出

当該土壌を法の対象
から外したい

認定調査（掘削前調査・掘削後調査）

認定調査時地歴調査

土壌汚染のおそれの把握

試料採取等を行う区画の選定
及び試料採取等

（掘削前調査・掘削後調査）

土壌溶出量基準及び
土壌含有量基準に適合

搬出しようとする土壌に係る基準に
適合する旨の認定の申請

都道府県知事による
基準に適合する旨の認定

都道府県知事へ汚染土壌の搬出の届出
法の規制を受けることなく、

当該要措置区域等外への搬出が可能

※指定に係る特定有害物質
以外の特定有害物質の種
類による土壌溶出量基準
又は土壌含有量基準に適
合しない汚染状態にある
ことが明らかとなった場
合は、都道府県知事は、
土地の所有者等に対し、
「指定の申請」を活用す
るよう促す

汚染土壌として搬出・処理

いいえ はい

いいえ

はい

【基本】 【任意に講じられる
例外的な措置】

試料採取等の対象とする
特定有害物質の特定

  

認定調査における試料採取等のフロー 

 

出典：土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン 

  

届届出出書書類類  

（１） 届出書類の綴じ方（紙面で提出する場合） 

（作成例）【ファイル表紙】   【背表紙】 
 ○申請書は、左側に２穴パンチで穴を開け、（２）提出書

類一覧の順に並べ、ファイルに綴じてください。 
○ファイルの表紙に「搬出しようとする土壌の基準適合認

定申請書」、「要措置区域等の所在地（地番）」、「届出者

名」を記入してください。 
○ファイルの背表紙に、「搬出しようとする土壌の基準適

合認定申請書」、「要措置区域等の所在地（地番）」を記

入してください。 

 

 

（２） 注意事項 

公平性に欠ける申請については認められないことがあります。 

（土壌汚染状況調査の業務の発注者と指定調査機関との間に会社法（平成 17 年法律第 86 号）第

2条第 3号の子会社と同条第 4号の親会社の関係が成立している等）  

搬出しようとする土壌の基準適合認定

申請書 

要措置区域等の所在地（地番） 

届出者名 

搬
出
し
よ
う
と
…
…
認
定
申
請
書 

土
地
の
所
在
地 
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（３） 提出書類一覧 

 

１ 申請書 

届出書 

チェック 

 ○搬出しようとする土壌の基準適合認定申請書（様式第二十五） □ 

２ 添付書類 チェック 

  ○要措置区域等所在地一覧 

  ・要措置区域等に指定されている地番全てを記入してください。 

 

□ 

○搬出土壌の基準適合認定申請の範囲について 

・搬出しようとする土壌の基準適合認定を受けたい範囲について、区画及び深度を

記入してください。 
□ 

○指定調査機関確認書・認定調査結果報告シート 

・調査報告書には必ず添付してください。様式は都環境局のウェブサイトからダウ

ンロードできます。 
・過去の自主・法定調査結果を本報告に活用する場合は、過去の結果をそのまま報

告するのではなく、本調査における過去の自主・法定調査結果の活用箇所を明確

にし、本報告としての調査結果の評価を行ってください。 

□ 

○法第 16条認定シート 

 ・法施行規則第 59条の２第５項で定められている試料採取深度及び認定調査結果の 

評価を記載してください。 

□ 

○認定調査時地歴調査結果 

 ・区域指定以降の土地の形質の変更の履歴等について記載してください。 

 ・法 3条や法 4条第 2項に基づく調査報告時に添付している期間の地歴調査結果は、

「期間」と「地歴調査結果を届出した届出番号」を記載することで簡略化するこ

とができます。 

□ 

○認定を受けたい範囲を明らかにした要措置区域等の汚染状況を明らかにした図 □ 

○認定調査における試料採取等の対象特定有害物質の把握表 □ 

〇認定調査方法 □ 

○土壌調査に関する資料 

 a. 試料採取等区画図 

b. 試料採取地点図*１ 

c. 調査結果一覧 

□ 

３ 別冊資料 （原則として、審査終了後に届出者に返却又は破棄します。） チェック 

○地歴調査の根拠資料 

・出典が明らかであり、広く入手可能である資料（地形図、航空写真、住宅地図、登

記簿謄本等）の他、地歴調査のために作成・入手した独自資料（聴取調査資料、

現地調査資料等）は、原則別冊として提出してください。 

・種類別に分けず、古い年代から順に整理して添付してください。 

・必要に応じて著作権者の複製許諾等を取得してください。 

＊既往調査で提出され、審査終了しているものに関しての再提出は不要です。 

□ 

○濃度計量証明書 □ 

○ボーリング柱状図 □ 

○調査実施状況写真 □ 
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（３） 提出書類一覧 

 

１ 申請書 

届出書 

チェック 

 ○搬出しようとする土壌の基準適合認定申請書（様式第二十五） □ 

２ 添付書類 チェック 

  ○要措置区域等所在地一覧 

  ・要措置区域等に指定されている地番全てを記入してください。 

 

□ 

○搬出土壌の基準適合認定申請の範囲について 

・搬出しようとする土壌の基準適合認定を受けたい範囲について、区画及び深度を

記入してください。 
□ 

○指定調査機関確認書・認定調査結果報告シート 

・調査報告書には必ず添付してください。様式は都環境局のウェブサイトからダウ

ンロードできます。 
・過去の自主・法定調査結果を本報告に活用する場合は、過去の結果をそのまま報

告するのではなく、本調査における過去の自主・法定調査結果の活用箇所を明確

にし、本報告としての調査結果の評価を行ってください。 

□ 

○法第 16条認定シート 

 ・法施行規則第 59条の２第５項で定められている試料採取深度及び認定調査結果の 

評価を記載してください。 

□ 

○認定調査時地歴調査結果 

 ・区域指定以降の土地の形質の変更の履歴等について記載してください。 

 ・法 3条や法 4条第 2項に基づく調査報告時に添付している期間の地歴調査結果は、

「期間」と「地歴調査結果を届出した届出番号」を記載することで簡略化するこ

とができます。 

□ 

○認定を受けたい範囲を明らかにした要措置区域等の汚染状況を明らかにした図 □ 

○認定調査における試料採取等の対象特定有害物質の把握表 □ 

〇認定調査方法 □ 

○土壌調査に関する資料 

 a. 試料採取等区画図 

b. 試料採取地点図*１ 

c. 調査結果一覧 

□ 

３ 別冊資料 （原則として、審査終了後に届出者に返却又は破棄します。） チェック 

○地歴調査の根拠資料 

・出典が明らかであり、広く入手可能である資料（地形図、航空写真、住宅地図、登

記簿謄本等）の他、地歴調査のために作成・入手した独自資料（聴取調査資料、

現地調査資料等）は、原則別冊として提出してください。 

・種類別に分けず、古い年代から順に整理して添付してください。 

・必要に応じて著作権者の複製許諾等を取得してください。 

＊既往調査で提出され、審査終了しているものに関しての再提出は不要です。 

□ 

○濃度計量証明書 □ 

○ボーリング柱状図 □ 

○調査実施状況写真 □ 

令和6年4月1日

殿

（地番）

（ )

○○　○○ 第○○○号

氏　　名 電話番号

○○　○○ 99-9999-9999

　備考　１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

　　　　２　土壌の調査の結果報告書、掘削前に試料採取を行った地点を明らかにした要措置区域等の

　　　　　　図面、掘削した土地の範囲を明らかにした要措置区域等の図面を添付すること。

連
絡
先

所　　属 電子メールアドレス

○○建設株式会社 xxxx@xx.xx.jp

調査に従事した者を監督し
た技術管理者の氏名及び技
術管理者証の交付番号

○○株式会社

認定調査を行った指定調査
機関の氏名又は名称 ○○株式会社 （○○○○-○-○○○○）

要措置区域等の所在地

認定調査の方法の種類 掘削前調査

※詳細は別紙「認定調査方法」のとおり

認定調査の結果に関する事
項

※詳細は別紙「認定調査方法」のとおり

分析を行った計量法第107
条の登録を受けた者の氏名
又は名称

株式会社○○ （○○県知事登録　濃度第○○号）

株式会社△△ （△△県知事登録　濃度第△△号）

　土壌汚染対策法第16条第１項の規定により、要措置区域等から搬出する土壌について、第６条
第１項第１号の環境省令で定める基準に適合する旨の認定を受けたいので、次のとおり申請しま
す。

千代田区△△町△丁目△△番○　外 1 筆 無地番

指-○○○号

東京都知事

申請者

東京都○○区○○町○○丁目○番○号

○○建設株式会社

代表取締役　○○　○○

様式第二十五（第六十条第一項関係）

搬出しようとする土壌の基準適合認定申請書

届出者が法人である場合は所在地、法人名及び代表名、 

個人である場合は住所、個人名を記入してください。 

要措置区域等の所在地(地番)及び指定番号を 

「（別紙）要措置区域等所在地一覧」よりご記入ください。 

「掘削前調査」又は「掘削後調査」の
どちらかを記入してください。 

関わった全ての機関を記入してください。 

過去の調査結果を使用する場合は、その調査を行った

指定調査機関名及び番号も記載してください。 

記記載載例例  
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要措置区域等所在地一覧                                                     

※要措置区域等に指定されている区域のある地番の全てを記入してください。（敷地の全地番の記載は不要です。）

※記載行が足りない場合は30番目の行をコピーして行を追加してください。

区市町村 町 丁目 番地

1 指-○○○号 千代田区 △△町 △丁目 △△番○

2 指-○○○号 千代田区 △△町 △丁目 △△番× 一部

3 指-○○○号 千代田区 無地番

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

この行より上に行を追加してください。

（日本産業規格Ａ列４番）

連番 指定番号
地番 無地番

道
水

一部

区域の指定前に本届出書を提出される場合は、
「指定手続中」と記載してください。 

左から「区市町村名」「町名」「丁目名」「番地名」を入力し
てください。 
 
区市町村 
・リストより選択してください。 
・無地番、道、水の場合は、「区市町村」と「無地番道水」へ
記入してください。その他項目の入力は不要です。 

記記載載例例  
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記

　１．認定申請に係る要措置区域等の所在地

（地番）

（ )

　２．基準適合認定を申請する要措置区域等の土壌の範囲

次表のとおり

※記載行が足りない場合は20番目の行をコピーして行を追加してください。

GL表記 GL表記

1 A1-4 深度　GL -0 m（ TP +2.1 )mから　GL -2 m( TP +0.1 )mまで

2 A1-5 深度　GL -0 m（ TP +2.1 )mから　GL -2 m( TP +0.1 )mまで

3 A1-5 深度　GL -5 m（ TP +2.9 )mから　GL -6 m( TP -3.9 )mまで

4 A1-6 深度　GL -0 m（ TP +2.1 )mから　GL -2 m( TP +0.1 )mまで

5 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

6 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

7 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

8 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

9 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

10 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

11 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

12 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

13 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

14 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

15 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

16 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

17 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

18 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

19 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

20 深度　GL m（ )mから　GL m( )mまで

この行より上に行を追加してください。

注）区画の名称及び範囲は、申請書中の添付書類による。

以上

搬出土壌の基準適合認定申請の範囲について

本申請により、搬出しようとする土壌の基準適合認定を受けたい範囲は、下記のとおりです。

要措置区域の所在地 千代田区△△町△丁目△△番○　外 1 筆 無地番

指-○○○号

※詳細は別紙「要措置区域所在地一覧」のとおり

連番 区画

深度

始点 終点

TP/AP表記 TP/AP表記

GL 表記、AP/TP 表記ともに、「＋」又は「－」
の記号を含め記入してください。 

同じ単位区画の複数の範囲について
申請する場合は、行を分けて記載して
ください。 

「（別紙）要措置区域所在地一覧」よりご記入ください。 

記記載載例例  
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（認定用）

東京都知事　殿

指定調査機関の名称　

代表者の氏名

（指定番号 ）

記

　１．対象案件

届出者

　２．申請に係る調査報告書の構成

資料 添付チェック

― ●

別紙１ ●

別冊資料

別冊資料‐１ ●

別冊資料‐２ ●

別冊資料‐３ 調査実施写真 ●

別冊資料‐４ ボーリング柱状図 ●

３．法定調査の業務品質管理体制

以上

別冊資料‐５ ●
土壌搬入の根拠資料

内容

地歴調査の根拠資料

濃度計量証明書

（要措置区域等に搬入された土壌に係る届出書等）

業務品質管理責任者 △△　△△

公正性管理責任者 △△　△△

技術管理者名 ○○　○○○

技術管理者証の
交付番号

第00000○○○号

内容

基準適合土壌認定調査結果報告シート（必須）

認定調査時地歴調査結果

別紙２
基準適合土壌認定調査に関する資料

○○　○○

調査対象地 千代田区 △△町△丁目△△番○の一部　外1筆、無地番 （地番表示）

●（汚染状況平面図、調査の方法、調査結果一覧表、その他必要な資
料）

　下記のとおり、土壌汚染対策法に基づく指定調査機関として内容を確認し、申請に係る調
査報告として取りまとめたことを確認致します。

令和6年4月1日

○○調査株式会社

○○　○○

○○-○-○○○

土壌搬入があった場合は、

必ず添付してください。 

記記載載例例  
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（認定用）

東京都知事　殿

指定調査機関の名称　

代表者の氏名

（指定番号 ）

記

　１．対象案件

届出者

　２．申請に係る調査報告書の構成

資料 添付チェック

― ●

別紙１ ●

別冊資料

別冊資料‐１ ●

別冊資料‐２ ●

別冊資料‐３ 調査実施写真 ●

別冊資料‐４ ボーリング柱状図 ●

３．法定調査の業務品質管理体制

以上

別冊資料‐５ ●
土壌搬入の根拠資料

内容

地歴調査の根拠資料

濃度計量証明書

（要措置区域等に搬入された土壌に係る届出書等）

業務品質管理責任者 △△　△△

公正性管理責任者 △△　△△

技術管理者名 ○○　○○○

技術管理者証の
交付番号

第00000○○○号

内容

基準適合土壌認定調査結果報告シート（必須）

認定調査時地歴調査結果

別紙２
基準適合土壌認定調査に関する資料

○○　○○

調査対象地 千代田区 △△町△丁目△△番○の一部　外1筆、無地番 （地番表示）

●（汚染状況平面図、調査の方法、調査結果一覧表、その他必要な資
料）

　下記のとおり、土壌汚染対策法に基づく指定調査機関として内容を確認し、申請に係る調
査報告として取りまとめたことを確認致します。

令和6年4月1日

○○調査株式会社

○○　○○

○○-○-○○○

土壌搬入があった場合は、

必ず添付してください。 

記記載載例例  

   （法16条基準適合土壌認定調査申請用）

土壌汚染状況調査結果報告シート

千代田区

300.00 ㎡

700.00 ㎥

●

●

●

有

有

有

無

有

土壌汚染が存在するお
それが比較的多いと認
められる土地

土壌汚染が存在するお
それが少ないと認めら
れる土地

土壌汚染が存在するお
それがないと認められ
る土地

全部対象区画

一部対象区画

１．調査概要

調査対象地

図－１－○

地番
△△町△丁目△△番○の一部　外1筆

調査対象地面積

認定申請土量

現地試料採取期間 令和○年○月○日～令和○年○月○日

室内分析期間 令和○年○月○日～令和○年○月○日

指定調査機関名 ○○株式会社：調査
△△株式会社：調査及び法定調査取りまとめ
□□株式会社：法定調査取りまとめ

指定調査機関の指定番号 ○○株式会社：２０**－○－○○
△△株式会社：２０**－△－△△
□□株式会社：２０**－□－□□

地表の高さの変更(盛土、埋土等)の経
緯

○○年に工場及び倉庫解体後、倉庫が立地していた当時の地盤面(以下、「旧地盤
面」という）より上方に2.0mの盛土がなされた。

準拠法令等
土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）

同法施行令（平成14年政令第336号）、同法施行規則（平成14年
環境省令第29号）

土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（最
新版　環境省水・大気環境局土壌環境課）

都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成12年東京
都条例第215号）

東京都土壌汚染対策指針（平成31年４月１日施行）

２．地歴調査結果概要（調査対象地の土壌汚染のおそれの把握）

有害物質取扱事業場の設置履歴

○○年～○○年まで、△△工場が立地していた。

既往調査・対策の経緯

○○年に土壌調査（ボーリング調査13地点、最大6mまで1m毎に試料採取、第2種特
定有害物質を分析）が実施されており、深度3.0m（旧地盤面）以深で鉛（含有量）が確
認されている。

その他の経緯

要措置区域等指定後（土壌汚染状況調
査後）の経緯

○○年に、対象地において土地の形質の変更を行った。その後、認定調
査対象区域を含む対象地の一部に900㎥毎に調査した基準適合土壌で盛
土を行った。また、指定後から１年ごとに様式二十四にて土壌搬入の有無に
ついて届出を行っている。

認定調査の区
分の分類

鉛の含有量基準超過が確認されている地層については「汚染のおそれが

比較的多い土地」に区分する。

図－２－○

・鉛及び第三種特定有害物質（PCBを除く）を除く21物質は、区域指定の係ら
ない物質
であり、区域指定後も新たな汚染のおそれが生じていないことから
「汚染のおそれの
少ない土地」に区分する。

・鉛の含有量基準超過が確認されていない地層については「汚染のおそれが少ない
土地」に区分する。

PCBを除く第三種特定有害物質については農薬等4物質の使用履歴がな
いことから、
「汚染のおそれがない土地」に区分する。

３．調査方法

試料採取方法
・第一種特定有害物質：深度6mまでのボーリング調査を実施した。表層、0.5mと1mか
ら6mまでの1mごとに認定したい深度ごとに土壌試料を採取した。
・第二種特定有害物質及びPCB：深度0～0.05m及び0.05～0.5mの土壌については、
等量混合により1試料とした。1m～6mについては、認定したい各深度でそれぞれ採取
し、分析を行った。全部対象単位区画は、単位区画毎に試料を採取した。

図－３－○

・第一種特定有害物質：一部単位対象区画では、30m格子の中心（中心が対象外の
場合は、任意の1区画）において試料を採取した。
・第二種特定有害物質及びPCB：一部対象単位区画では、30m格子毎に5地点で試料
を採取し均等混合した。

過去の調査結果を使用する場合は、その調査を行った指定

調査機関名及び指定番号を記載してください。 

複数の指定調査機関が関わっている場合は、機関名の後に

「：」で区切って調査取りまとめの別を記載してください。 
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。
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す
る
プ

ラ
ン
ト
を
設
置
し
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に
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16
条
届
出
【
○
環
改
化
搬
第
○
○
号
】

工
事
完
了
報
告
書
【
○
環
改
化
完
第
○

○
号
】

要
措
置
区
域
等
に
搬
入
さ
れ
た
土
壌
に

係
る
届
出
【
○
環
改
化
搬
第
○
号
】

2

20
2＊

令
和
＊
年

形
質

変
更
時

要
届

出
区

域
の

一
部

に
盛

土
を

行
っ

た
。

な
お

、
盛

土
は

搬
入

時
に

90
0m

³
毎

に
分
析

を
行

い
、
土

壌
溶

出
量

及
び

土
壌

含
有

量
に

適
合

し
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
た
土
壌
で
あ
る
。

土
壌
汚
染
の
可
能
性
は
考
え
に
く
い

要
措
置
区
域
等
に
搬
入
さ
れ
た
土
壌
に

係
る
届
出
【
○
環
改
化
搬
第
○
号
】

3

20
2＊

令
和
＊
年

対
象

地
は

、
20
2
＊

年
（

令
和

＊
年

）
以

降
は
更

地
の

た
め
、

新
た

な
汚

染
の

お
そ

れ
は

生
じ

て
い

な
い
。

土
壌
汚
染
の
可
能
性
は
考
え
に
く
い

現
況
写
真

20
2＊

令
和
＊
年

4 5

こ
の
行
よ
り
上
に
行
を
追
加
し
て
く
だ
さ
い
。

（
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）

地
歴

和
暦
○
年
○
月
○
日
付
 ○

環
改
化
○
第
○
○
○
号
の
と
お
り
。

対
象
地
は
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
（
指
-○

○
○
号
）
に
指
定
さ
れ
て
い
る
。

～

No
.

年
代

対
象
地
の

土
地
利
用
の
状
況

土
壌
汚
染
の
可
能
性

根
拠
資
料

資
料
の
種
類

年
代

出
典

区
域
指
定
に
係
る
調
査
報
告
書
等
の
収
受
日
、
収
受
番
号
及
び

指
定
番
号
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

区
域
指
定
後
か
ら
現
在
（
届
出
年
）
ま
で
の

土
地
利
用
の
状
況
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

 

要
措
置
区
域
等
に
搬
入
さ
れ
た
土
壌
に
係
る
届
出
書
を

提
出
し
て
い
る
場
合
は
必
ず
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

記記
載載
例例
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１．認定対象区画

２．要件

連番

1

2

3

4

5

３．前項で把握した特定有害物質のうち、試料採取等を行わない特定有害物質の有無とその理由

有

４．試料採取等の対象特定有害物質

注）区画の名称及び範囲は、申請書中の添付書類による。

以上

要措置区域指定後に土壌搬入により汚染のおそれが生
じ、かつ様式二十四により要措置区域等指定後から1年
ごとに届出を行っている場合、当該に係る特定有害物質
(施行規則第59条の2第2項第3号イ)

該当
ふっ素及びその化合
物

掘削対象単位区画

土壌搬入の有無を様式二十四により要措置区域等指定
後から1年ごとに届出を行っていない場合、当該係る特
定有害物質
（施行規則第59条の2第2項第3号ロ)

非該当

試料採取等を行わない特定有害物質の有無

（特定有害物質の種類） （理由）

鉛及びその化合物 既往調査にて認定部分の試料採取等をすでに実施しているため。

（特定有害物質の種類） （備考）

テトラクロロエチレン 掘削対象単位区画

ふっ素及びその化合物 掘削対象単位区画

指定に係る土壌汚染状況調査にて試料採取等の対象と
しなかった特定有害物質のうち、基準に適合しないおそ
れのある特定有害物質
(施行規則第59条の2第2項第1号)

該当 テトラクロロエチレン 掘削対象単位区画

要措置区域等指定後に汚染のおそれが生じた場合、当
該に係る特定有害物質
(施行規則第59条の2第2項第2号)

非該当

指定に係る特定有害物質
(施行規則第59条の2第2項)

必須 鉛及びその化合物 掘削対象単位区画

○認定調査における試料採取等の対象特定有害物質の把握表

A1-5

　土壌汚染状況調査における地歴調査に加えて、区域の指定後の汚染状態に変更を生じる可能性のある履歴等を把握します
（施行規則第５９条の２第１項）

要件 該当の有無 特定有害物質の種類 試料採取区画

区画によって指定に係る特定有害物質が異なる場合は、シートをコピーして、汚染状

態が同一である区画ごとに表を作成してください。 

掘削対象地を含む一の要措置区域等において指定を受けた特

定有害物質が該当します。 

土壌ガスが検出されず、試料採取等を行わなかった

第１種特定有害物質について、周辺の区画で汚染が

あり、当該汚染深度より深い深度を掘削する場合等

が該当します。 

土壌搬入の有無を問わず、１年ごとに届出ていない場合は、当該に係る特定有害物質は全て対

象となります。ただし、第三種特定有害物質については No.1 から No.4 において把握した情報によ

り汚染のおそれがないと認められる場合には PCB 以外について除くことができます。 

汚染状態が不明な土壌や汚染のおそれのある

土壌搬入が該当します。 

記記載載例例  
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ＢＢ
AA

１１

起起
点点

認 定 調 査 対 象 範 囲  
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面面
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１
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ｍ
単
位
区
画
 

  
 
 
３
０
ｍ
格
子
 

  
 
 
形
質
変
更
時
要
届
出
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域

 
  
 
 
認
定
調
査
対
象
地
 

  
 
 
敷
地
境
界
 

 

認 定 調 査 対 象 範 囲  

作作
成成
例例

  

1
2

3

4
5

6

7
8

9

10
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30
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※
表
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ア
ス
フ
ァ
ル
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舗
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（

1
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さ
れ
て
い
る
。
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認認
定定
調調
査査
方方
法法

  
  

       
 

    
 

    

 
 

＊
平
面
及
び
深
度
方
向
に
つ
い
て
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

各
区
画
の
調
査
方
法
 

試
料
採
取
深
度
の
設
定
（
例
：

A
1
-5
地
点
）
 

認
定
調
査
対
象
地
 

作作
成成
例例

  

○
○
度
○
○
分
○
○
秒
 

P
C

E
 

F
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ル
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舗
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土
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に
つ
い
て
は
、
等
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混
合
に

 
よ
り

 1 試
料
と
す
る
。

 

（
P

C
E
）
 

(F
）
 

既
往
調
査
で
鉛
は
分
析
済
み
で
あ
り

 
土
壌
搬
入
な
し
の
記
録
も
あ
る
こ
と
か
ら

 
試
料
採
取
等
は
行
わ
な
い
。

 

既
往
調
査
で
鉛
の
基
準
不
適
合
が
確
認

 
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら

PC
E、

F
の
試
料

 
採
取
等
は
行
わ
な
い
。
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認認
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。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１００．．土土壌壌汚汚染染対対策策法法施施行行規規則則第第 5599 条条

のの２２にに基基づづくく要要措措置置区区域域等等にに搬搬入入さされれ

たた土土壌壌にに係係るる届届出出書書のの作作成成ににつついいてて  
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はじめに 

ここでは、土壌汚染対策法施行規則（平成 14年環境省令第 29号。以下「規則」といいます。）

第 59条の２第２項第３号に規定する届出書（要措置区域等に搬入された土壌に係る届出書）につ

いて適用します。 
将来的に認定調査を検討されている場合（未定の場合も含む。）、要措置区域等指定の日から１

年ごとに「要措置区域等に搬入土壌に係る届出書」（様式第 24）により、当該指定区域における土

壌の搬入状況に係る届出をしてください。届出がない場合、認定調査時の試料採取等対象物質を

絞り込めない場合があります。 
なお、認定調査を検討される際には、様式第 24 の取扱いに関して事前に御相談ください。 

 
１ 対象となる土地 

  要措置区域等に指定された土地 

 
２ 届出者 

届出者は「要措置区域等の土地の所有者等」になります。その土地を借りて開発行為等を行

う開発事業者等ではないので御注意ください。  
 
３ 届出の時期 

届出書の提出は、要措置区域等指定の日から原則として１年ごとに行います。指定の日から、

当該届出を１年ごとに行わなかった場合は、汚染のおそれがないとは言えないとみなされ、認

定調査時の試料採取等対象物質を絞り込めない場合がありますので御注意ください。 
なお、搬入がなかった場合にも、その旨の届出が必要です。 
土壌汚染状況調査報告書の提出後、区域指定される前に認定調査を行う場合にあっては、事

前に御相談ください。 
 

４ 届出書類 

（１） 届出書類の綴じ方（紙面で提出する場合） 
（作成例）【ファイル表紙】     【背表紙】 

○届出書は、左側に２穴パンチで穴をあけ、（２）

提出書類一覧の順番に並べ、ファイルに綴じ

てください。 
○ファイルの表紙に「要措置区域等に搬入され

た土壌に係る届出書」、「要措置区域の所在地

（地番表示）」、「届出者名」を記入してくださ

い。 
○ファイルの背表紙に、「要措置区域等に搬入さ

れた土壌に係る届出書」、「要措置区域の所在

地（地番）」を記入してください。 

 
 

 
 

要措置区域等に搬入された土壌に係る届出書 
 

要措置区域の所在地（地番） 

届出者名 

要
措
置
区
域
等
に
・
・
・
届
出
書 

土
地
の
所
在
地 
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はじめに 

ここでは、土壌汚染対策法施行規則（平成 14年環境省令第 29号。以下「規則」といいます。）

第 59条の２第２項第３号に規定する届出書（要措置区域等に搬入された土壌に係る届出書）につ

いて適用します。 
将来的に認定調査を検討されている場合（未定の場合も含む。）、要措置区域等指定の日から１

年ごとに「要措置区域等に搬入土壌に係る届出書」（様式第 24）により、当該指定区域における土

壌の搬入状況に係る届出をしてください。届出がない場合、認定調査時の試料採取等対象物質を

絞り込めない場合があります。 
なお、認定調査を検討される際には、様式第 24 の取扱いに関して事前に御相談ください。 

 
１ 対象となる土地 

  要措置区域等に指定された土地 

 
２ 届出者 

届出者は「要措置区域等の土地の所有者等」になります。その土地を借りて開発行為等を行

う開発事業者等ではないので御注意ください。  
 
３ 届出の時期 

届出書の提出は、要措置区域等指定の日から原則として１年ごとに行います。指定の日から、

当該届出を１年ごとに行わなかった場合は、汚染のおそれがないとは言えないとみなされ、認

定調査時の試料採取等対象物質を絞り込めない場合がありますので御注意ください。 
なお、搬入がなかった場合にも、その旨の届出が必要です。 
土壌汚染状況調査報告書の提出後、区域指定される前に認定調査を行う場合にあっては、事

前に御相談ください。 
 

４ 届出書類 

（１） 届出書類の綴じ方（紙面で提出する場合） 
（作成例）【ファイル表紙】     【背表紙】 

○届出書は、左側に２穴パンチで穴をあけ、（２）

提出書類一覧の順番に並べ、ファイルに綴じ

てください。 
○ファイルの表紙に「要措置区域等に搬入され

た土壌に係る届出書」、「要措置区域の所在地

（地番表示）」、「届出者名」を記入してくださ

い。 
○ファイルの背表紙に、「要措置区域等に搬入さ

れた土壌に係る届出書」、「要措置区域の所在

地（地番）」を記入してください。 

 
 

 
 

要措置区域等に搬入された土壌に係る届出書 
 

要措置区域の所在地（地番） 

届出者名 

要
措
置
区
域
等
に
・
・
・
届
出
書 

土
地
の
所
在
地 

 

 
 

（２）提出書類一覧 
 
【土壌搬入がない場合】 

 
  

１ 届出書 チェック欄 

○要措置区域等に搬入された土壌に係る届出書（様式第二十四） 

・必要に応じて、その者が届出者となりうる権限を有することの書類を添付してくだ

さい(Ⅰ-147 ページの「２ 届出者」を参照してください。)。 

□ 

２ 添付書類 チェック欄 

 ○要措置区域等所在地一覧 

  ・要措置区域等に指定されている地番の全てを記入してください。 

（敷地の全地番の記載は不要です。） 

□ 

○現況写真 

・区域指定されている土地の現況がわかる写真を添付してください。 
□ 

○工程表 

・区域指定されている土地において工事を行っている場合は、工程表を添付してくだ

さい。 

□ 

３ 別冊資料 チェック欄 

○工事写真 

 ・必要に応じて、工事写真を添付してください。 
□ 

○土地の所有者等を確認できる書類 

（土地の登記事項証明書及び公図の写し等） 
□ 
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【土壌搬入がある場合】 

  

１ 届出書 チェック欄 

○要措置区域等に搬入された土壌に係る届出書（様式第二十四） 

・搬入された年月日、搬入された土壌の量、規則第 40 条第 2 項第 3 号に定める方法に

よる調査の結果、当該土壌の管理方法等が欄内に書ききれない場合は、別紙（添付書

類）としてください。 
・必要に応じて、その者が届出者となりうる権限を有することの書類を添付してくだ

さい(Ⅰ-147 ページの「２ 届出者」を参照してください。)。 

□ 

２ 添付書類 チェック欄 

 
 ○要措置区域等所在地一覧 

  ・要措置区域等に指定されている地番の全てを記入してください。 

（敷地の全地番の記載は不要です。） 

□ 

○搬入された土壌の場所を明らかにした図面 

・作成例を参考に、どの区画に土壌が搬入されたか平面図で明示してください。 
また、深度方向における搬入土の使用範囲も記載してください。 

□ 

○搬入土一覧表 

・単位区画ごとに、土壌が搬入された年月日、土量、当該土壌の発生元、汚染状態等を

記載して一覧表にしてください。 
□ 

○埋戻し土の品質管理に関する事項 

・搬出元、搬入量、分析頻度、試料採取日、分析結果等を記載してください。 
・計量士等の個人情報が記載されているものは別冊資料とし、個人情報を抜いた資料

を添付してください。 

・証明書のない土壌を使用した場合は、搬入土壌の発生源における地歴調査結果を添

付してください。 

□ 

○現況写真 

・区域指定されている土地の現況がわかる写真を添付してください。 
□ 

○工程表 

・工程表等により、報告期間の区画ごとの土地の動きを明示するとともに、土壌搬入が

あった時期と搬入があった区画を明記してください。 

□ 

３ 別冊資料 チェック欄 

 ○工事写真及び現況写真 

 ・必要に応じて、土壌搬入状況の工事写真を添付してください。 
□ 

○濃度計量証明書 

・搬入土の分析結果等に係る濃度計量証明書がある場合には、添付してください。 
□ 

○土地の所有者等を確認できる書類 

（土地の登記事項証明書及び公図の写し等） 
□ 
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【土壌搬入がある場合】 

  

１ 届出書 チェック欄 

○要措置区域等に搬入された土壌に係る届出書（様式第二十四） 

・搬入された年月日、搬入された土壌の量、規則第 40 条第 2 項第 3 号に定める方法に

よる調査の結果、当該土壌の管理方法等が欄内に書ききれない場合は、別紙（添付書

類）としてください。 
・必要に応じて、その者が届出者となりうる権限を有することの書類を添付してくだ

さい(Ⅰ-147 ページの「２ 届出者」を参照してください。)。 

□ 

２ 添付書類 チェック欄 

 
 ○要措置区域等所在地一覧 

  ・要措置区域等に指定されている地番の全てを記入してください。 

（敷地の全地番の記載は不要です。） 

□ 

○搬入された土壌の場所を明らかにした図面 

・作成例を参考に、どの区画に土壌が搬入されたか平面図で明示してください。 
また、深度方向における搬入土の使用範囲も記載してください。 

□ 

○搬入土一覧表 

・単位区画ごとに、土壌が搬入された年月日、土量、当該土壌の発生元、汚染状態等を

記載して一覧表にしてください。 
□ 

○埋戻し土の品質管理に関する事項 

・搬出元、搬入量、分析頻度、試料採取日、分析結果等を記載してください。 
・計量士等の個人情報が記載されているものは別冊資料とし、個人情報を抜いた資料

を添付してください。 

・証明書のない土壌を使用した場合は、搬入土壌の発生源における地歴調査結果を添

付してください。 

□ 

○現況写真 

・区域指定されている土地の現況がわかる写真を添付してください。 
□ 

○工程表 

・工程表等により、報告期間の区画ごとの土地の動きを明示するとともに、土壌搬入が

あった時期と搬入があった区画を明記してください。 

□ 

３ 別冊資料 チェック欄 

 ○工事写真及び現況写真 

 ・必要に応じて、土壌搬入状況の工事写真を添付してください。 
□ 

○濃度計量証明書 

・搬入土の分析結果等に係る濃度計量証明書がある場合には、添付してください。 
□ 

○土地の所有者等を確認できる書類 

（土地の登記事項証明書及び公図の写し等） 
□ 

 

 
 

 

様式第二十四（第五十九条の二第二項関係）

令和6年4月1日

殿

（地番）

（ )

～

～

搬入された土壌
の量

規則第40条第２
項第３号に定め
る方法による調
査の結果

掘削対象地を
含む要措置区
域等に搬入さ
れた土壌が土
壌溶出量基準
及び土壌含有
量基準に適合
する場合

当該土壌の管理
方法

氏　　名

備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

連
絡
先

所　　属 電話番号 電子メールアドレス

掘削対象地を含む要措置区域等
における土壌の搬入の有無

無

令和○○年○○月○○日 令和6年3月31日

掘削対象地を
含む要措置区
域等に土壌が
搬入された場
合

搬入された年月
日

㎥

分析を行った計
量法第107条の
登録を受けた者
の氏名又は名称

掘削対象地を含む要措置区域等
の指定された年月日

令和○○年○○月○○日 （指-○○○号）

掘削対象地を含む要措置区域等
の所在地

千代田区△△町△丁目△△番○　外１筆　無地番

指-○○○号

※詳細は別紙「要措置区域等所在地一覧」のとおり

　土壌汚染対策法施行規則第59条の２第２項第３号の規定により、要措置区域等に搬入された土壌
について、次のとおり届け出ます。

要措置区域等に搬入された土壌に係る届出書

東京都知事

届出者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

株式会社○○

代表取締役 ○○ ○○

【土壌搬入がない場合】 
 

届出日（窓口受理日）又は、届出日から、過去数日以内の日付を記載してください。 

届出者が法人である場合は所在地、法人名及び

代表名、個人である場合は住所、個人名を記入し

てください。 

報告する期間を

記載してください。 

届出者の組織に属する担当者の連絡先を記載してください。 

必要に応じて、届出の内容の分かる届出者の組織と異なる者も

記載することができます。 

区域指定以降初めて報告を行う場合は、指定日を記載してください。 

記記載載例例  
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様式第二十四（第五十九条の二第二項関係）

令和6年4月1日

殿

（地番）

（ )

～

～

搬入された土壌
の量 2,299.00

規則第40条第２
項第３号に定め
る方法による調
査の結果

掘削対象地を
含む要措置区
域等に搬入さ
れた土壌が土
壌溶出量基準
及び土壌含有
量基準に適合
する場合

当該土壌の管理
方法

氏　　名

×× ××

備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

令和○○年○○月○○日

令和4年12月24日

有

掘削対象地を含む要措置区域等
の指定された年月日

掘削対象地を
含む要措置区
域等に土壌が
搬入された場
合

分析を行った計
量法第107条の
登録を受けた者
の氏名又は名称

別紙「搬入土量一覧表」のとおり

掘削対象地を含む要措置区域等
における土壌の搬入の有無

㎥

令和○○年○○月○○日

東京都○○区○○町○丁目○番○号

株式会社○○製造

代表取締役 ○○ ○○

千代田区△△町△丁目△△番○　外１筆　無地番

届出者

令和6年3月31日

株式会社○○

要措置区域等に搬入された土壌に係る届出書

東京都知事

　土壌汚染対策法施行規則第59条の２第２項第３号の規定により、要措置区域等に搬入された土壌
について、次のとおり届け出ます。

掘削対象地を含む要措置区域等
の所在地

指-○○○号

※詳細は別紙「要措置区域等所在地一覧」のとおり

電話番号

xx-xxxx-xxxx

搬入された年月
日

（指-○○○号）

令和4年11月15日

連
絡
先

所　　属

株式会社○○ △△課

電子メールアドレス

別紙「埋戻し土の品質管理に関する事項」のとおり

措置完了（掘削除去）後、仮囲いにより第三者
の立ち入り禁止措置を行い、他所からの土壌搬入を防
止した。

（○○県知事登録 濃度第○○号）

【土壌搬入がある場合】 
 

届出日（窓口受理日）又は、届出日から、過去数日以内の日付を記載してください。 

届出者が法人である場合は所在地、法人名及び

代表名、個人である場合は住所、個人名を記入し

てください。 

報告する期間を

記載してください。 

記記載載例例  
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様式第二十四（第五十九条の二第二項関係）

令和6年4月1日

殿

（地番）

（ )

～

～

搬入された土壌
の量 2,299.00

規則第40条第２
項第３号に定め
る方法による調
査の結果

掘削対象地を
含む要措置区
域等に搬入さ
れた土壌が土
壌溶出量基準
及び土壌含有
量基準に適合
する場合

当該土壌の管理
方法

氏　　名

×× ××

備考　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

令和○○年○○月○○日

令和4年12月24日

有

掘削対象地を含む要措置区域等
の指定された年月日

掘削対象地を
含む要措置区
域等に土壌が
搬入された場
合

分析を行った計
量法第107条の
登録を受けた者
の氏名又は名称

別紙「搬入土量一覧表」のとおり

掘削対象地を含む要措置区域等
における土壌の搬入の有無

㎥

令和○○年○○月○○日

東京都○○区○○町○丁目○番○号

株式会社○○製造

代表取締役 ○○ ○○

千代田区△△町△丁目△△番○　外１筆　無地番

届出者

令和6年3月31日

株式会社○○

要措置区域等に搬入された土壌に係る届出書

東京都知事

　土壌汚染対策法施行規則第59条の２第２項第３号の規定により、要措置区域等に搬入された土壌
について、次のとおり届け出ます。

掘削対象地を含む要措置区域等
の所在地

指-○○○号

※詳細は別紙「要措置区域等所在地一覧」のとおり

電話番号

xx-xxxx-xxxx

搬入された年月
日

（指-○○○号）

令和4年11月15日

連
絡
先

所　　属

株式会社○○ △△課

電子メールアドレス

別紙「埋戻し土の品質管理に関する事項」のとおり

措置完了（掘削除去）後、仮囲いにより第三者
の立ち入り禁止措置を行い、他所からの土壌搬入を防
止した。

（○○県知事登録 濃度第○○号）

【土壌搬入がある場合】 
 

届出日（窓口受理日）又は、届出日から、過去数日以内の日付を記載してください。 

届出者が法人である場合は所在地、法人名及び

代表名、個人である場合は住所、個人名を記入し

てください。 

報告する期間を

記載してください。 

記記載載例例  
 

 
 

要措置区域等所在地一覧                                                     

※要措置区域等に指定されている区域のある地番の全てを記入してください。（敷地の全地番の記載は不要です。）

※要措置区域等所在地の地番について、分割での届出となる場合などの必要に応じて「届出種別」に「今回届出」

  を選択してください。

※記載行が足りない場合は30番目の行をコピーして行を追加してください。

区市町村 町 丁目 番地

1 今回届出 指-○○○号 千代田区 △△町 △丁目 △△番○

2 今回届出 指-○○○号 千代田区 △△町 △丁目 △△番× 一部

3 今回届出 指-○○○号 千代田区 無地番

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

この行より上に行を追加してください。

（日本産業規格Ａ列４番）

一部連番 届出種別 指定番号
地番 無地番

道
水

左から「区市町村名」「町名」「丁目名」「番地名」を入力してください。 
 
区市町村 
・リストより選択してください。 
・無地番、道、水の場合は、「区市町村」と「無地番道水」へ記入してください。
その他項目の入力は不要です。 
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1

-
3

-
0
.9

0
.0

0
4

-
4

-
1
.9

N
D

-
5

-
2
.9

N
D

N
D

深
度
（
A
1
-
9
）

地
下
水
（
㎎
/
L
）

盛 土 範 囲  盛 土 範 囲  

盛 土 範 囲  
 
 
 

盛 土 範 囲  

Ⅰ－153



 

 
 

添
付
書
類
１
 

  

  
  
    
    
  
    
    
    
    
  
  
搬搬
入入
ささ
れれ
たた
土土
壌壌
のの
場場
所所
をを
明明
らら
かか
にに
しし
たた
図図
面面

  

  
  

カ
ド
ミ
ウ
ム

（
溶
出
量
）

G
L
（
ｍ
）

T
P
（
ｍ
）

（
㎎
/
L
）

+
2
～
0

+
4
.1
～
+
2
.1

盛
土

表
層

（
0
～
-
0
.5
）

+
2
.1
～
+
1
.6

0
.0

3
1

-
1

1
.1

N
D

-
2

0
.1

N
D

-
3

-
0
.9

N
D

-
4

-
1
.9

N
D

-
5

-
2
.9

N
D

N
D

深
度
（
B
1
-
5
）

地
下
水
（
㎎
/
L
）

砒
素

（
溶
出
量
）

G
L
（
ｍ
）

T
P
（
ｍ
）

（
㎎
/
L
）

+
3
～
0

+
5
.1
～
+
2
.1

盛
土

表
層

（
0
～
-
0
.5
）

+
2
.1
～
+
1
.6

0
.0

1
9

-
1

1
.1

0
.0

1
3

-
2

0
.1

0
.0

0
4

-
3

-
0
.9

N
D

-
4

-
1
.9

N
D

-
5

-
2
.9

N
D

N
D

深
度
（
B
1
-
7
）

地
下
水
（
㎎
/
L
）

砒
素

（
溶
出
量
）

G
L
（
ｍ
）

T
P
（
ｍ
）

（
㎎
/
L
）

+
4
～
0

+
6
.1
～
+
2
.1

盛
土

表
層

（
0
～
-
0
.5
）

+
2
.1
～
+
1
.6

0
.0

1
6

-
1

1
.1

0
.0

1
1

-
2

0
.1

0
.0

1
1

-
3

-
0
.9

0
.0

0
7

-
4

-
1
.9

N
D

-
5

-
2
.9

N
D

N
D

深
度
（
B
2
-
1
）

地
下
水
（
㎎
/
L
）

A 
B 

形
質

変
更

時
要

届
出

区
域

の
所

在
地

 

○
○

区
○

○
町

○
丁

目
○

番
（

地
番
）

 
指
－
○

○
○
号

 
○
○
度
○
○
分
○
○
秒
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作作
成成
例例

  

砒
素

（溶
出
量
）

G
L
（ｍ

）
T
P
（ｍ

）
（㎎

/L
）

+4
～
0

+6
.1
～
+2
.1

盛
土

表
層

（0
～
-0
.5
）

+2
.1
～
+1
.6

0.
01

5

-
1

+1
.1

0.
01

2

-
2

+0
.1

0.
01

2

-
3

-0
.9

0.
00

7

-
4

-1
.9

N
D

-
5

-2
.9

N
D

N
D

深
度
（A
1-
5）

地
下
水
（㎎

/L
）

砒
素

（
溶
出
量
）

G
L
（
ｍ
）

T
P
（
ｍ
）

（
㎎
/
L
）

+
4
～
0

+
6
.1
～
+
2
.1

盛
土

表
層

（
0
～
-
0
.5
）

+
2
.1
～
+
1
.6

0
.0

2
0

-
1

+
1
.1

0
.0

1
5

-
2

+
0
.1

0
.0

1
1

-
3

-
0
.9

0
.0

0
4

-
4

-
1
.9

N
D

-
5

-
2
.9

N
D

N
D

深
度
（
A
1
-
9
）

地
下
水
（
㎎
/
L
）

盛 土 範 囲  盛 土 範 囲  

盛 土 範 囲  
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搬
入
土
一
覧
表

※
「
単
位
区
画
」
「
区
画
基
準
高
さ
」
「
埋
土
等
厚
」
「
埋
土
等
面
積
」
に
つ
い
て
、
必
要
に
応
じ
て
「
単
位
区
画
」
ご
と
に
セ
ル
結
合
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

※
記
載
行
が
足
り
な
い
場
合
は
1
5
番
目
の
行
を
コ
ピ
ー
し
て
行
を
追
加
し
て
く
だ
さ
い
。

搬
入
土

量
区
画
基
準

高
さ

埋
土
等

厚
埋
土
等

下
端
深
度

埋
土
等

上
端
深
度

埋
土
等

面
積

埋
土
等

土
量

（
㎥
）

（
T
P
+
m
）

（
ｍ
）

（
T
P
+
m
）

（
T
P
+
m
）

（
㎡
）

（
㎥
）

1
2
0
2
2
/
1
1
/
1
5

1
2
8
.
0
0
全
域

客
土

○
県
○
町

s
a
m
p
l
e
-
A

基
準
適
合

-
2
.
9

-
1
.
9

2
2
0
2
2
/
1
1
/
1
6

5
1
0
.
0
0
全
域

客
土

○
県
○
町

s
a
m
p
l
e
-
C

基
準
適
合

-
1
.
9

2
.
1

3
2
0
2
2
/
1
1
/
1
5

3
5
8
.
0
0
全
域

客
土

○
県
○
町

s
a
m
p
l
e
-
A

基
準
適
合

-
4
.
0

-
1
.
2

4
2
0
2
2
/
1
1
/
1
6

1
5
3
.
0
0
全
域

客
土

○
県
○
町

s
a
m
p
l
e
-
B

基
準
適
合

-
1
.
2

0
.
0

5
2
0
2
2
/
1
1
/
1
6

5
1
.
0
0
一
部

客
土

○
県
○
町

s
a
m
p
l
e
-
C

基
準
適
合

2
.
0

0
.
0

2
.
0

2
0
.
0
0

6
2
0
2
2
/
1
2
/
1

1
2
8
.
0
0
全
域

飛
び
地
間

指
-
○
○
○
○
号
　
A
1
-
1

A
1
-
1

ふ
っ
素
（
溶
）

2
.
0

3
.
0

7
2
0
2
2
/
1
2
/
2

6
4
.
0
0
全
域

飛
び
地
間

指
-
○
○
○
○
号
　
A
2
-
3

A
2
-
3

砒
素
（
溶
）

3
.
0

3
.
5

8
2
0
2
2
/
1
2
/
1
0

3
5
8
.
0
0
全
域

区
域
間

指
-
△
△
△
△
号
　
A
1
-
5

A
1
-
5

砒
素
（
溶
）

-
4
.
0

-
1
.
2

9
2
0
2
2
/
1
2
/
2
2

1
5
3
.
0
0
全
域

区
域
間

指
-
△
△
△
△
号
　
A
2
-
3

A
1
-
5

砒
素
（
溶
）

-
1
.
2

0
.
0

1
0

2
0
2
2
/
1
2
/
2
3

2
8
1
.
0
0
全
域

客
土

○
県
○
町

s
a
m
p
l
e
-
A

基
準
適
合

-
4
.
0

-
1
.
8

1
0
0
.
0
0

1
1

2
0
2
2
/
1
2
/
2
4

1
1
5
.
0
0
一
部

客
土

○
県
○
町

s
a
m
p
l
e
-
A

基
準
適
合

-
1
.
8

0
.
0

5
0
.
0
0

1
2

1
3

1
4

1
5

こ
の
行
よ
り
上
に
行
を
追
加
し
て
く
だ
さ
い
。

合
計

5
7
0
.
0
0

2
,
2
9
9
.
0
0

（
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）

連
番

単
位
区
画

搬
入
日

搬
入
位
置

搬
入
の
種
類

搬
出
元

検
体
名

汚
染
状
態

A
1
-
5

2
.
1

5
.
0

1
0
0
.
0
0

6
3
8
.
0
0

A
1
-
9

2
.
0

4
.
0

1
0
0
.
0
0

5
6
2
.
0
0

B
1
-
5

2
.
0

1
.
5

1
0
0
.
0
0

1
9
2
.
0
0

B
2
-
1

2
.
1

4
.
0

3
9
6
.
0
0

B
1
-
7

2
.
0

4
.
0

1
0
0
.
0
0

5
1
1
.
0
0

記記
載載
例例
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埋
戻
し
土
品
質
管
理

※
「
搬
入
土
量
」
は
、
搬
入
土
量
≦
分
析
頻
度
×
検
体
数
と
な
る
よ
う
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

※
「
分
析
頻
度
」
「
検
体
名
」
「
試
料
採
取
地
点
」
「
分
析
項
目
」
は
、

　
基
準
適
合
ま
た
は
基
準
超
過
を
確
認
し
た
場
合
に
は
値
を
記
入
し
、
そ
れ
以
外
の
場
合
は
「
該
当
な
し
」
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

※
件
数

が
3
件
を

超
え

る
場

合
は

、
上

側
の

展
開

ボ
タ

ン
よ

り
追

加
列

を
表

示
し

て
ご

記
入

く
だ

さ
い

。

項
番

1
2

3

搬
入
元
（
産
地
)

○
○
市
○
○
町

×
×
市
×
×
町

搬
入
土

量
（

m³
）

1
,
2
2
4
.
0
0

5
2
2
.
0
0

分
析
頻

度
（

m³
/
回
）

9
0
0

9
0
0

検
体
数
（
検
体
）

2
1

検
体
名

S
a
m
p
l
e
A
,
B

S
a
m
p
l
e
C

試
料
採
取
地
点

現
地
の
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド

現
地
の
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド

分
析
項
目

特
定
有
害
物
質
全
2
6
物
質

特
定
有
害
物
質
全
2
6
物
質

総
評

全
項
目
基
準
適
合
を
確
認
し

た
。

全
項
目
基
準
適
合
を
確
認
し

た
。

備
考

（
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）

採
取
頻
度
の
根
拠
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

記記
載載
例例
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埋
戻
し
土
品
質
管
理

※
「
搬
入
土
量
」
は
、
搬
入
土
量
≦
分
析
頻
度
×
検
体
数
と
な
る
よ
う
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

※
「
分
析
頻
度
」
「
検
体
名
」
「
試
料
採
取
地
点
」
「
分
析
項
目
」
は
、

　
基
準
適
合
ま
た
は
基
準
超
過
を
確
認
し
た
場
合
に
は
値
を
記
入
し
、
そ
れ
以
外
の
場
合
は
「
該
当
な
し
」
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

※
件
数

が
3
件
を

超
え

る
場

合
は

、
上

側
の

展
開

ボ
タ

ン
よ

り
追

加
列

を
表

示
し

て
ご

記
入

く
だ

さ
い

。

項
番

1
2

3

搬
入
元
（
産
地
)

○
○
市
○
○
町

×
×
市
×
×
町

搬
入
土

量
（

m³
）

1
,
2
2
4
.
0
0

5
2
2
.
0
0

分
析
頻

度
（

m³
/
回
）

9
0
0

9
0
0

検
体
数
（
検
体
）

2
1

検
体
名

S
a
m
p
l
e
A
,
B

S
a
m
p
l
e
C

試
料
採
取
地
点

現
地
の
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド

現
地
の
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド

分
析
項
目

特
定
有
害
物
質
全
2
6
物
質

特
定
有
害
物
質
全
2
6
物
質

総
評

全
項
目
基
準
適
合
を
確
認
し

た
。

全
項
目
基
準
適
合
を
確
認
し

た
。

備
考

（
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）

採
取
頻
度
の
根
拠
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

記記
載載
例例
  

    

埋
戻
し
土
品
質
管
理

※
「
搬
入
土
量
」
は
、
搬
入
土
量
≦
分
析
頻
度
×
検
体
数
と
な
る
よ
う
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

※
「
分
析
頻
度
」
「
検
体
名
」
「
試
料
採
取
地
点
」
「
分
析
項
目
」
は
、

　
基
準
適
合
ま
た
は
基
準
超
過
を
確
認
し
た
場
合
に
は
値
を
記
入
し
、
そ
れ
以
外
の
場
合
は
「
該
当
な
し
」
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

※
件
数

が
3件

を
超
え

る
場

合
は
、
上
側
の
展
開
ボ
タ
ン
よ
り
追
加
列
を
表
示
し
て
ご
記
入

く
だ

さ
い

。

項
番

1
2

3

搬
入
元
（
産
地
)

○
○
市
○
○
町
（
指
-〇

〇
号
）

×
×
市
×
×
町
（
指
-×

×
号
）

搬
入
土

量
（

m³
）

1,
22
4.
00

52
2.
00

分
析
頻

度
（

m³
/回

）
90
0

90
0

検
体
数
（
検
体
）

2
1

検
体
名

Sa
mp
le
A,
B

Sa
mp
le
C

試
料
採
取
地
点

現
地
の
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド

現
地
の
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド

分
析
項
目

特
定
有
害
物
質
全
26
物
質

特
定
有
害
物
質
全
26
物
質

総
評

基
準
超
過
を
確
認
し
た
。

基
準
超
過
を
確
認
し
た
。

備
考

（
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）

基
準
不
適
合
土
壌
の
搬
入
が
あ
っ
た
場
合

（
飛
び
地
間
移
動
や
区
域
間
移
動
等
）
は
、

埋
め
戻
し
土
壌
の
分
析
結
果
を
一
覧
表
に

し
て
本
編
に
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

 
採
取
頻
度
の
根
拠
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

Ⅰ－156



掘
削
工
事

埋
め
戻
し
土

搬
入
工

作
成
例

工
程
表

添
付
書
類
５

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

令
和
○
年

令
和
○
年

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

1
月

上
物
解
体

埋
め
戻
し
工
事

準
備
工
・

内
装
解
体

5
月

6
月

7
月

令
和
○
年
○
月
○
日
～
令
和
○
年
○
月
○
日

令
和
○
年
○
月
○
日
～
令
和
○
年
○
月
○
日

令
和
○
年
○
月
○
日
～
令
和
○
年
○
月
○
日

令
和
○
年
○
月
○
日
～
令
和
○
年
○
月
○
日

令
和
○
年
○
月
○
日
～
令
和
○
年
○
月
○
日

A1
-5
,B
2-
1

A1
-9
,B
1-
5,
B1

-9

令
和
○
年
○
月
○
日
～
令
和
○
年
○
月
○
日

A1
-5
,B
2-
1

A1
-9
,B
1-
5,
B1

-9

令
和
○
年
○
月
○
日
～
令
和
○
年
○
月
○
日

▲
令
和
○
年
○
月
○
日
区
域
指
定
告
示

▲
今
回
報
告
す
る
終
期

令
和
○
年
○
月
○
日

土
壌
搬
入
を
伴
う
工
程
が
あ
る
場
合
は

強
調
し
て
く
だ
さ
い
。

1
1

Ⅰ－157



 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１１１．．形形質質変変更更時時要要届届出出区区域域ににおおけけるる  

    措措置置完完了了報報告告書書（（工工事事完完了了報報告告書書））  

のの作作成成ににつついいてて  
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はじめに 

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号。以下「法」といいます。）

の規定により形質変更時要届出区域に指定されている土地における、汚染の除去等の措置

の完了（又は汚染の除去等の措置に伴う工事の完了）に係る報告に適用します。本報告書

は、措置が完了又は工事が終了したのち、速やかに提出してください。 

 
１ 報告の対象 

（１）措置完了報告書 

次のいずれかに該当する場合に提出してください。 
① 形質変更時要届出区域に指定されている土地において、土壌の特定有害物質による

汚染状態を土壌溶出量基準又は土壌含有量基準、若しくはその両方に適合させるた

めに講じられた土壌汚染の除去措置が完了※※１１した場合 
② 汚染の除去等の措置の実施に伴う法第 14 条申請により形質変更時要届出区域に指

定されている土地において、区域指定解除のための調査により、土壌の汚染状態が

土壌溶出量基準又は土壌含有量基準に適合していることが確認された場合 
③ 措置として、舗装・盛土・立ち入り禁止等を実施し完了した場合 
 
※※１ 土壌溶出量基準に不適合である土地にあっては、法に規定される要件に則して、汚染の除去等

の措置に伴う工事が完了し、かつ、地下水汚染が生じていない状態にあることを確認できたこと

をもって、措置が完了となります。そのため、法に規定される要件に即したことが確認できるよ

う、掘削工事の測量、工事写真撮影等は十分に行ってください。 

 
（２）工事完了報告書 

   １（１）に記載された汚染の除去等の措置に伴う工事が完了し、今後２年間、地下

水汚染が生じていない状態にあることを確認する必要がある場合に提出してください。 
   なお、１（１）に該当しない土壌溶出量基準に不適合である土地においても、法第

12 条に基づいて届け出た土地の形質の変更に伴う工事が完了したときは、提出をお願

いします。 
   

注１） １通の措置完了報告書で措置完了と工事完了の内容を兼ねる場合は、措置完了報

告書の鑑の「備考」欄に、工事完了に該当する単位区画の名称を記載してくださ

い。 

注２） 盛土や封じ込め等の措置により、措置の完了後も汚染土壌が残置される場合は、

措置完了報告書の鑑の「措置完了の確認調査結果」欄に、その旨を記載してくだ

さい。 

注３） 形質変更時要届出区域の指定の解除は、解除する旨の告示によって効力を生じま

す。そのため、措置完了報告書が受理された以降であっても、告示が行われるま

では形質変更時要届出区域と同様の法規制が適用され、措置の完了を報告した土

地で形質の変更及び土壌の搬出を行う場合は、それぞれ法第 12 条及び法第 16 条

に基づく届出が必要になりますので、御注意ください。 
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はじめに 

ここに記載する内容は、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号。以下「法」といいます。）

の規定により形質変更時要届出区域に指定されている土地における、汚染の除去等の措置

の完了（又は汚染の除去等の措置に伴う工事の完了）に係る報告に適用します。本報告書

は、措置が完了又は工事が終了したのち、速やかに提出してください。 

 
１ 報告の対象 

（１）措置完了報告書 

次のいずれかに該当する場合に提出してください。 
① 形質変更時要届出区域に指定されている土地において、土壌の特定有害物質による

汚染状態を土壌溶出量基準又は土壌含有量基準、若しくはその両方に適合させるた

めに講じられた土壌汚染の除去措置が完了※※１１した場合 
② 汚染の除去等の措置の実施に伴う法第 14 条申請により形質変更時要届出区域に指

定されている土地において、区域指定解除のための調査により、土壌の汚染状態が

土壌溶出量基準又は土壌含有量基準に適合していることが確認された場合 
③ 措置として、舗装・盛土・立ち入り禁止等を実施し完了した場合 
 
※※１ 土壌溶出量基準に不適合である土地にあっては、法に規定される要件に則して、汚染の除去等

の措置に伴う工事が完了し、かつ、地下水汚染が生じていない状態にあることを確認できたこと

をもって、措置が完了となります。そのため、法に規定される要件に即したことが確認できるよ

う、掘削工事の測量、工事写真撮影等は十分に行ってください。 

 
（２）工事完了報告書 

   １（１）に記載された汚染の除去等の措置に伴う工事が完了し、今後２年間、地下

水汚染が生じていない状態にあることを確認する必要がある場合に提出してください。 
   なお、１（１）に該当しない土壌溶出量基準に不適合である土地においても、法第

12 条に基づいて届け出た土地の形質の変更に伴う工事が完了したときは、提出をお願

いします。 
   

注１） １通の措置完了報告書で措置完了と工事完了の内容を兼ねる場合は、措置完了報

告書の鑑の「備考」欄に、工事完了に該当する単位区画の名称を記載してくださ

い。 

注２） 盛土や封じ込め等の措置により、措置の完了後も汚染土壌が残置される場合は、

措置完了報告書の鑑の「措置完了の確認調査結果」欄に、その旨を記載してくだ

さい。 

注３） 形質変更時要届出区域の指定の解除は、解除する旨の告示によって効力を生じま

す。そのため、措置完了報告書が受理された以降であっても、告示が行われるま

では形質変更時要届出区域と同様の法規制が適用され、措置の完了を報告した土

地で形質の変更及び土壌の搬出を行う場合は、それぞれ法第 12 条及び法第 16 条

に基づく届出が必要になりますので、御注意ください。 

 

 

注４） 措置が完了した土地※における、基準不適合土壌が存在しない範囲のみの形質の

変更に対する工事完了報告書の提出は不要です。 

※措置が完了した土地の例： 

 ・盛土や土壌入換えの措置を行い、基準不適合土壌と基準適合土壌とが砕石等 

により明確に区別できる状態で管理されている土地 

           ・土壌汚染の除去を実施し、区域の指定解除手続中の土地 

 

２ 届出者 

届出者は、「汚染の除去等の措置を行った者」であり、措置の内容を決定する者です。

（法人では、代表取締役がこれに該当し、それ以外の者が届出者として届出をする場合

には、その者が届出者となりうる権限を有することが確認できる書類（例：委任状、社

内事務分掌等）を添付してください。） 

請負工事の発注者と受注者の関係では、一般的には発注者がこれに該当します。 

 

 

３ 提出書類 

（１） 報告書類の綴じ方（紙面で提出する場合） 
（作成例）【ファイル表紙】     【背表紙】 

○報告書は、左側に２穴パンチで穴を開け、

（２）提出書類一覧の順に並べ、ファイ

ルに綴じてください。 
○ファイルの表紙に「措置完了報告書（又

は工事完了報告書）」、「形質変更時要届

出区域の所在地（地番）」、「報告者名」

を記入してください。 
○ファイルの背表紙に、「措置完了報告書

（又は工事完了報告書）」、「形質変更時

要届出区域の所在地（地番）」を記入し

てください。 

 

 
 
 
 
４ 新条例適用案件で、条例の届出を法の届出で代用する場合について 

 新条例適用案件の場合、措置完了報告書（工事完了報告書）をもって都民の健康と安全

を確保する環境に関する条例（平成 12年東京都条例第 215 号）第 117 条第６項に基づく汚

染拡散防止計画書の提出に代えることができます。 

措置完了報告書 

形質変更時要届出区域の所在地（地番） 

報告者名 

措
置
完
了
報
告
書 

土
地
の
所
在
地 

措置完了報告書に不備・不足がある場合は、区域指定を解除できなくなることも

あります。本手引をよくお読みいただき、措置を計画どおり適切に行ったことを示

す写真等をもらさず記録し、本報告書により報告してください。 
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（３）提出書類一覧（例 掘削除去） 
１ 報告書 チェック

○措置完了報告書（工事完了報告書） 

・措置（工事）完了報告を行う場所の汚染土壌の状況、措置完了の確認調査結

果等が欄内に書ききれない場合は、添付書類としてください。 
・必要に応じて、その者が届出者となり得る権限を有することの書類を添付し

てください(Ⅰ-160「２ 届出者」を参照してください。)。 

□ 

２ 添付書類 チェック

 ○形質変更時要届出区域所在地一覧 

  ・形質変更時要届出区域に指定されている地番の全てを記入してください。 
□ 

○相違点一覧（措置完了報告用又は工事完了報告用） 

 ・措置を行った場合は措置完了報告用、工事のための根伐り等である場合は工

事完了報告用に記載してください。 

・法第 12条届出の内容から変更がある場合には、変更理由を「有」とした上で、

変更理由を記載してください。 

□ 

○汚染状況を明らかにした図面 

・土地の形質の変更前における基準に適合しない特定有害物質の種類、濃度及

び深度を、原則として１枚の図面上にまとめて明示してください。 
・詳細調査を実施し、調査結果を報告していない場合は、当該調査結果につい

て記載してください。また、指摘調査機関確認シートや土壌汚染状況調査結

果報告シートを必ず添付した上で、濃度計量証明書を別冊資料として提出し

てください。 

□ 

○措置方法に関する事項 

・施行方法のフロー図、施工会社等を明示してください。 

・汚染土壌の区域外搬出を行った場合は、汚染土壌の運搬フロー図等を明示し

てください。 

・掘削行為を行った場合には、必ず掘削土量集計表を添付してください。 

□ 

○施工方法を明らかにした平面図・断面図 

・施工方法を記載した平面図・断面図を添付してください。 
□ 

○管理票を整理した一覧表（※2） 

・管理票に記載された交付年月日、交付番号、自動車等使用者の氏名等、汚染

土壌の重量等を一覧表に整理してください。 
・単位体積重量を算出し、平均値（1.8t/㎥）より今回の値が離れている場合、

理由を記載してください。 

□ 

○埋戻し土の品質管理に関する事項 

 ・搬出元、搬入量、分析頻度、試料採取日、分析結果等を記載してください。 

・計量士等の個人情報が記載されているものは別冊資料とし、個人情報を除い

た資料を添付してください。 

□ 

掘削除去を行った場合は、巻末資料

の「掘削除去を行う際の留意事項に

ついて」も参照してください。 
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（３）提出書類一覧（例 掘削除去） 
１ 報告書 チェック

○措置完了報告書（工事完了報告書） 

・措置（工事）完了報告を行う場所の汚染土壌の状況、措置完了の確認調査結

果等が欄内に書ききれない場合は、添付書類としてください。 
・必要に応じて、その者が届出者となり得る権限を有することの書類を添付し

てください(Ⅰ-160「２ 届出者」を参照してください。)。 

□ 

２ 添付書類 チェック

 ○形質変更時要届出区域所在地一覧 

  ・形質変更時要届出区域に指定されている地番の全てを記入してください。 
□ 

○相違点一覧（措置完了報告用又は工事完了報告用） 

 ・措置を行った場合は措置完了報告用、工事のための根伐り等である場合は工

事完了報告用に記載してください。 

・法第 12条届出の内容から変更がある場合には、変更理由を「有」とした上で、

変更理由を記載してください。 

□ 

○汚染状況を明らかにした図面 

・土地の形質の変更前における基準に適合しない特定有害物質の種類、濃度及

び深度を、原則として１枚の図面上にまとめて明示してください。 
・詳細調査を実施し、調査結果を報告していない場合は、当該調査結果につい

て記載してください。また、指摘調査機関確認シートや土壌汚染状況調査結

果報告シートを必ず添付した上で、濃度計量証明書を別冊資料として提出し

てください。 

□ 

○措置方法に関する事項 

・施行方法のフロー図、施工会社等を明示してください。 

・汚染土壌の区域外搬出を行った場合は、汚染土壌の運搬フロー図等を明示し

てください。 

・掘削行為を行った場合には、必ず掘削土量集計表を添付してください。 

□ 

○施工方法を明らかにした平面図・断面図 

・施工方法を記載した平面図・断面図を添付してください。 
□ 

○管理票を整理した一覧表（※2） 

・管理票に記載された交付年月日、交付番号、自動車等使用者の氏名等、汚染

土壌の重量等を一覧表に整理してください。 
・単位体積重量を算出し、平均値（1.8t/㎥）より今回の値が離れている場合、

理由を記載してください。 

□ 

○埋戻し土の品質管理に関する事項 

 ・搬出元、搬入量、分析頻度、試料採取日、分析結果等を記載してください。 

・計量士等の個人情報が記載されているものは別冊資料とし、個人情報を除い

た資料を添付してください。 

□ 

掘削除去を行った場合は、巻末資料

の「掘削除去を行う際の留意事項に

ついて」も参照してください。 

 

 

※１ 別冊書類は、審査期間中のみ一時的に預かり、審査終了後に返却します。 
※２ 別冊資料としての管理票の写しの添付は不要としております（添付書類としての一

覧表は必要です。）。法第 20 条及び 21 条のとおり、管理票は適切に保管してくだ

さい。立入検査を実施した時等に確認する場合があります。

○出来形、地下水モニタリング、周辺環境のモニタリングの結果 

・出来形（計画実施の比較）について図表等を用いて明示してください。 

・地下水モニタリングに係る観測井の配置図や分析結果等を明示してください。 

・対象地の周辺環境のモニタリングに関しては、添付書類中にモニタリング結

果の要旨（測定項目や基準超過の有無等）のみを簡潔に記載し、それ以外の

資料は別冊としてください。 

□ 

○土地の形質の変更の終了後における当該土地の利用の方法を明らかにした図面 

・土地の形質の変更の終了後における基準不適合土壌の残存する範囲及び深度

を明示してください。 

・土地の形質の変更の終了後に、基準不適合土壌や特定有害物質の飛散、揮散 

又は流出のおそれのないことが確認できるようにしてください。 

（法第７条第４項の技術的基準に適合する汚染の除去等の措置が講じられた

場合と同等以上に、人の健康に係る被害が生ずるおそれがないことが確認で

きることを記載してください。） 

□ 

○計画工程と実施工程の比較表（工程表） □ 

３ 別冊書類（※１・２） チェック 

○工事写真 

添付が必要な写真の種類と撮影頻度は次のとおりです。 

・措置（工事）前の位置出し写真（単位区画ごとに撮影） 

・運搬車両への汚染土壌の積込み状況写真（代表的な地点のみ撮影） 

・環境保全対策の実施状況写真（代表的な地点のみ撮影） 

・措置（工事）後の出来形確認写真（単位区画ごとに撮影） 

・埋戻し後の全景写真（代表的な地点のみ撮影） 

・盛土又は舗装措置等の前後の写真（覆いの厚さがわかるように撮影。ただし、

表層に土壌含有量基準不適合土壌を残置する場合に限る。）（単位区画ごとに撮

影） 

・観測井の写真（設置及び採水状況） 

□ 

○濃度計量証明書 

 ・地下水の水質の測定結果及び埋戻し土壌の分析結果等に係る濃度計量証明書

は、別冊資料として添付してください。 
□ 

搬出先までの運搬車両の 

追跡写真は添付不要です。 

工事写真を撮るに当たっては、「掘削除去を行う際の

留意事項について」（Ⅲ-16）を確認してください。 
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令和6年4月1日

殿

（地番）

（ 指-○○○号 )

開始日：

完了日：

460.00 ㎡）

300.00 ㎡）

100.00 ㎡）

土壌含有量基準不適合

土壌溶出量基準不適合

第二溶出量基準不適合

原位置浄化

● 掘削除去

●
覆土・盛土・
封じ込め等

立入禁止

不溶化

氏　　名 電話番号

○○　○○ 99-9999-9999
連
絡
先

所　　属

○○株式会社△△課

備考　この様式の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

電子メールアドレス

措置対象の汚染土壌の状況

添付書類○のとおり

鉛及びその化合物

備考

措置期間中の周辺環境保全対策 別紙「(形質変更時要届出区域における）計画と実施の相違点一覧」のとおり

浄化措置
以外

砒素及びその化合物、ほう素及びその化合物

該当なし

添付書類○のとおり

【土工】基準適合土壌埋戻し工

措置完了報告書

　　土壌汚染対策法の規定により措置を完了しましたので、下記のとおり報告します。

報告者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○○株式会社

○○年○○月○○日

措置の開始日及び完了日

（措置が完了した区画の面積：

（工事が完了した区画の面積：

措置の概要

措
置
完
了
の
確
認
調
査
結
果

○○年○○月○○日

（うち区域指定の解除を希望する区画：

東京都知事

【措置】掘削除去

浄化措置

千代田区△△町△丁目△△番○　外 1 筆 無地番

※詳細は別紙「形質変更時要届出区域所在地一覧」のとおり

代表取締役 ○○ ○○

記

形質変更時要届出区域の所在地
（指定番号）

【措置】アスファルト舗装（3cm以上）

  

完了日は、汚染土壌の処理完了を確認

した日や地下水測定結果の受領をした

日等を含めた措置完了日です。 

区域指定の解除又は区域指定の種類の変更が必要となる区画の面積を記入

してください。その際、区域指定時の面積と合っているか確認してください。 

指定区域のうち、措置が完了した区域又は措置を

実施した区域の汚染状況を記載してください。 

届出日（窓口受理日）又は、

届出日から過去数日以内の

日付を記載してください。 

担当者（報告者と同じ組織に属する者に限る。）の連絡先を

記載してください。 

また、報告者と異なる組織に属する者で報告書の内容が分

かる者の連絡先は必要に応じて併記してください。 

なお、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異なる場合には、

送り状等にその旨を記載してください。 

表層に含有量不適合土壌を残置した場合は、必ず

該当項目をチェックしてください。 

記記載載例例  
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令和6年4月1日

殿

（地番）

（ 指-○○○号 )

開始日：

完了日：

460.00 ㎡）

300.00 ㎡）

100.00 ㎡）

土壌含有量基準不適合

土壌溶出量基準不適合

第二溶出量基準不適合

原位置浄化

● 掘削除去

●
覆土・盛土・
封じ込め等

立入禁止

不溶化

氏　　名 電話番号

○○　○○ 99-9999-9999
連
絡
先

所　　属

○○株式会社△△課

備考　この様式の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

電子メールアドレス

措置対象の汚染土壌の状況

添付書類○のとおり

鉛及びその化合物

備考

措置期間中の周辺環境保全対策 別紙「(形質変更時要届出区域における）計画と実施の相違点一覧」のとおり

浄化措置
以外

砒素及びその化合物、ほう素及びその化合物

該当なし

添付書類○のとおり

【土工】基準適合土壌埋戻し工

措置完了報告書

　　土壌汚染対策法の規定により措置を完了しましたので、下記のとおり報告します。

報告者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○○株式会社

○○年○○月○○日

措置の開始日及び完了日

（措置が完了した区画の面積：

（工事が完了した区画の面積：

措置の概要

措
置
完
了
の
確
認
調
査
結
果

○○年○○月○○日

（うち区域指定の解除を希望する区画：

東京都知事

【措置】掘削除去

浄化措置

千代田区△△町△丁目△△番○　外 1 筆 無地番

※詳細は別紙「形質変更時要届出区域所在地一覧」のとおり

代表取締役 ○○ ○○

記

形質変更時要届出区域の所在地
（指定番号）

【措置】アスファルト舗装（3cm以上）

  

完了日は、汚染土壌の処理完了を確認

した日や地下水測定結果の受領をした

日等を含めた措置完了日です。 

区域指定の解除又は区域指定の種類の変更が必要となる区画の面積を記入

してください。その際、区域指定時の面積と合っているか確認してください。 

指定区域のうち、措置が完了した区域又は措置を

実施した区域の汚染状況を記載してください。 

届出日（窓口受理日）又は、

届出日から過去数日以内の

日付を記載してください。 

担当者（報告者と同じ組織に属する者に限る。）の連絡先を

記載してください。 

また、報告者と異なる組織に属する者で報告書の内容が分

かる者の連絡先は必要に応じて併記してください。 

なお、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異なる場合には、

送り状等にその旨を記載してください。 

表層に含有量不適合土壌を残置した場合は、必ず

該当項目をチェックしてください。 

記記載載例例  

 

 

 

令和5年4月1日

殿

（地番）

（ 指－○○ )

開始日：

完了日：

土壌含有量基準不適合

土壌溶出量基準不適合

第二溶出量基準不適合

● 原位置浄化

掘削除去

覆土・盛土・
封じ込め等

立入禁止

不溶化

氏　　名 電話番号

○○　○○ 99-9999-9999

連
絡
先

所　　属

○○株式会社△△課

要措置区域等の所在地
（指定番号）

備考

工事期間中の周辺環境保全対策

浄化措置

浄化措置
以外

添付書類○のとおり

該当なし

該当なし

東京都知事

措置の概要
【措置】掘削除去

新宿区○○町○丁目○番○番○号

○○年○○月○○日

措置に伴う工事の開始日及び完了日

※詳細は別紙「形質変更時要届出区域所在地一覧」のとおり

　土壌汚染対策法の規定に基づく措置に伴う工事が完了しましたので、下記のとおり報告します。

工事完了報告書

報告者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○○株式会社

代表取締役 ○○ ○○

備考　この様式の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

記

電子メールアドレス

措置対象の汚染土壌の状況

○○年○○月○○日

措
置
に
伴
う
工
事
終
了
の
確
認
調
査
結
果

鉛及びその化合物

別紙「(形質変更時要届出区域における）計画と実施の相違点一覧」のとおり

担当者（届出者と同じ組織に属する者に限る。）の

連絡先を記載してください。 

また、届出者と異なる組織に属する者で届出書の内

容が分かる者の連絡先は必要に応じて併記してく

ださい。 

届出者が法人である場合は所在地、法人名及び代表名、

個人である場合は住所、個人名を記入してください。 

届出日（窓口受理日）又は、届出日から 

過去数日以内の日付を記載してください。 

記記載載例例  

完了日は、汚染土壌の処理や地下水測定等を

含めた工事完了日です。 

工事完了報告の完了日は、地下水基準に適合

した状態が２年間継続していることの確認期間

は含まれません。 

指定区域のうち、工事が完了した区域の汚染

状況を記載してください。 
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                              埋
戻

し
土

品
質
管

理

※
「

搬
入

土
量
」

は
、

搬
入

土
量
≦

分
析

頻
度

×
検
体

数
と
な

る
よ

う
に

記
入
し

て
く
だ

さ
い

。

※
「

分
析

頻
度
」

「
検

体
名

」
「
試

料
採

取
地

点
」
「

分
析
項

目
」

は
、

　
基

準
適

合
ま
た

は
基

準
超

過
を
確

認
し

た
場

合
に
は

値
を
記

入
し

、
そ

れ
以
外

の
場
合

は
「

該
当

な
し
」

を
選

択
し

て
く
だ

さ
い
。

※
件

数
が

3
件

を
超

え
る
場

合
は

、
上

側
の
展

開
ボ
タ

ン
よ

り
追

加
列
を

表
示

し
て

ご
記
入

く
だ
さ

い
。

項
番

1
2

3

搬
入

元
（

産
地
)

○
○

市
○

○
町

×
×

市
×
×

町

搬
入

土
量

（
m
³）

1
,
2
24
.
0
0

5
2
2
.
0
0

分
析

頻
度

（
m
³/
回

）
9
0
0

9
0
0

検
体

数
（

検
体
）

2
1

検
体

名
S
a
m
p
le
A
,
B

Sa
m
p
l
e
C

試
料

採
取

地
点

現
地

の
ス

ト
ッ
ク

ヤ
ー
ド

現
地

の
ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー

ド

分
析

項
目

特
定

有
害

物
質
全

2
6
物
質

特
定

有
害
物

質
全

26
物

質

総
評

全
項

目
基

準
適
合

を
確
認

し
た

。
全
項

目
基
準

適
合

を
確

認
し

た
。

備
考

（
日

本
産

業
規
格

Ａ
列

４
番

）採
取

頻
度

の
根

拠
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
 

基
準

適
合

の
場

合
、

 

埋
戻

し
土

壌
の

分
析

結
果

一
覧

は
不

要
で

す
。

 

下
記

項
目

に
つ

い
て

簡
潔

に
ま

と
め

て
く
だ

さ
い

。
 

平
成

3
1

年
環

境
省

告
示

第
６

号
に

基
づ

き
分

析
を

す

る
場

合
は

、
必

要
に

応
じ

て
搬

入
元

の
地

歴
調

査
結

果
を

添
付

し
て

く
だ

さ
い

。
 

記記
載載
例例
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   埋
戻

し
土

品
質
管

理

※
「

搬
入

土
量
」

は
、
搬

入
土
量

≦
分
析

頻
度

×
検

体
数
と

な
る
よ

う
に
記

入
し
て

く
だ

さ
い

。

※
「

分
析

頻
度
」

「
検
体

名
」
「

試
料
採

取
地

点
」

「
分
析

項
目
」

は
、

　
基

準
適

合
ま
た

は
基
準

超
過
を

確
認
し

た
場

合
に

は
値
を

記
入
し

、
そ
れ

以
外
の

場
合

は
「

該
当
な

し
」
を

選
択
し

て
く
だ

さ
い

。

※
件

数
が

3件
を

超
え
る

場
合

は
、

上
側
の

展
開
ボ

タ
ン
よ

り
追
加

列
を

表
示

し
て
ご

記
入
く

だ
さ
い

。

項
番

1
2

3

搬
入

元
（

産
地
)

○
○

市
○

○
町

（
指
-〇

〇
号
）

×
×
市

×
×

町
（

指
-×

×
号

）
搬

入
土
量

（
m³
）

1,
22

4.
00

52
2.

00

分
析

頻
度

（
m³
/回

）
90

0
90

0

検
体

数
（

検
体
）

2
1

検
体

名
Sa
mp

le
A,

B
Sa

mp
le

C

試
料

採
取

地
点

現
地

の
ス

ト
ッ

ク
ヤ
ー

ド
現

地
の

ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー
ド

分
析

項
目

特
定

有
害

物
質

全
26
物

質
特

定
有

害
物

質
全

26
物
質

総
評

基
準

超
過

を
確

認
し
た

。
基

準
超

過
を

確
認

し
た
。

備
考

（
日

本
産

業
規
格

Ａ
列
４

番
）

基
準

不
適

合
土

壌
の

搬
入

が
あ

っ
た

場
合

（
飛

び
地

間
移

動
や

区
域

間
移

動
等

）
は

、

埋
め

戻
し

土
壌

の
分

析
結

果
を

一
覧

表
に

し
て

本
編

に
添

付
し

て
く
だ

さ
い

。
 

採
取

頻
度

の
根

拠
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
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   埋
戻

し
土

品
質
管

理

※
「

搬
入

土
量
」

は
、
搬

入
土
量

≦
分
析

頻
度

×
検

体
数
と

な
る
よ

う
に
記

入
し
て

く
だ

さ
い

。

※
「

分
析

頻
度
」

「
検
体

名
」
「

試
料
採

取
地

点
」

「
分
析

項
目
」

は
、

　
基

準
適

合
ま
た

は
基
準

超
過
を

確
認
し

た
場

合
に

は
値
を

記
入
し

、
そ
れ

以
外
の

場
合

は
「

該
当
な

し
」
を

選
択
し

て
く
だ

さ
い

。

※
件

数
が

3件
を

超
え
る

場
合

は
、

上
側
の

展
開
ボ

タ
ン
よ

り
追
加

列
を

表
示

し
て
ご

記
入
く

だ
さ
い

。

項
番

1
2

3

搬
入

元
（

産
地
)

○
○

市
○

○
町

（
指
-〇

〇
号
）

×
×
市

×
×

町
（

指
-×

×
号

）
搬

入
土
量

（
m³
）

1,
22

4.
00

52
2.

00

分
析

頻
度

（
m³
/回

）
90

0
90

0

検
体

数
（

検
体
）

2
1

検
体

名
Sa
mp

le
A,

B
Sa

mp
le

C

試
料

採
取

地
点

現
地

の
ス

ト
ッ

ク
ヤ
ー

ド
現

地
の

ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー
ド

分
析

項
目

特
定

有
害

物
質

全
26
物

質
特

定
有

害
物

質
全

26
物
質

総
評

基
準

超
過

を
確

認
し
た

。
基

準
超

過
を

確
認

し
た
。

備
考

（
日

本
産

業
規
格

Ａ
列
４

番
）

基
準

不
適

合
土

壌
の

搬
入

が
あ

っ
た

場
合

（
飛

び
地

間
移

動
や

区
域

間
移

動
等

）
は

、

埋
め

戻
し

土
壌

の
分

析
結

果
を

一
覧

表
に

し
て

本
編

に
添

付
し

て
く
だ

さ
い

。
 

採
取

頻
度

の
根

拠
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
 

 

 

○工事写真掘削前の位置出し写真の作成に当たっての注意事項 

  汚染土壌の掘削除去が適正に実施されたことを証明できる次の①～③の写真を

添付してください。撮影は単位区画ごとに行ってください。 

  ① 位置出し（基準点写真、調査時座標設定、測量の様子の写真） 

  ② 掘削前の掘削範囲（掘削前全景、範囲の線引き、設定測量） 

  ③ 掘削後の出来形（掘削後全景、平面の各辺、各深さ） 

出来形確認写真の作成例（水平方向） 

  

  

  
 
※ 全景写真及び始点・終点の拡大写真を撮影してください。 
※ 写真撮影の角度等にも注意し、写真上で計画どおりに掘削が行われたことを確認できるよう

にしてください。 
※ 写真で掘削状況を十分に確認できない場合は、指定を解除できないことがあります。 

工種 土壌汚染対策工 
種別 出来形確認 
区画 B2-5 
確認 
位置 

 

工種 土壌汚染対策工 
種別 出来形確認 
区画 B2-5 
確認 
位置 

 

工種 土壌汚染対策工 
種別 出来形確認 
区画 B2-5 
確認 
位置 

 

全景写真だけで、規定通りに掘削さ
れていることがわかるような写真を
添付してください。
その際、人や法面等でリボンロッド
が隠れないように気をつけてくださ
い。

１１
２２

３３

始点の部分を
拡大した写真
を添付してくだ
さい。

１１００７７
８８

６６
５５

１　２

終点の部分を
拡大した写真
を添付してくだ
さい。

8.2m 

8m 

5m 7m 

撮影方向 

8.2m 

8m 

5m 7m 

撮影方向 

8.2m 

8m 

5m 7m 

撮影方向 

 撮影の際は、黒板を被写体とともに写し 

込んでください。 
黒板には、工事件名、工種、撮影年月日、 

測点、寸法等を鮮明に記入してください。 

 単位区画ごとに、掘削範囲の全ての辺に対して全景写真、始

点・終点の拡大写真の撮影を行ってください（単位区画の形状

が正方形や長方形の場合も 4 辺の写真が必要です。）。 
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出来形確認写真の作成例 

（深度方向） 
 
 

  
 

  
 

  
 
※ 中層部分のみ掘削する場合は、対策範囲の上面及び底面のどちらの写真も残すようにしてく

ださい。（例: 表層：適合、GL-1m、-2m：不適合、GL-3m 以深：適合 で対策範囲が GL-1
～-3m の場合 ⇒ ①汚染土壌上面の GL-1m の写真と②掘削完了後の GL-3m の写真を撮る。） 
 

 

工種 土壌汚染対策工 
種別 出来形確認 
区画 C3-2 
確認 
位置 

 

工種 土壌汚染対策工 
種別 出来形確認 
区画 C3-2 
確認 
位置 

 

工種 土壌汚染対策工 
種別 出来形確認 
区画 C3-2 
確認 
位置 

 

全景で目盛りが読める場
合は、できるだけ全景写
真としてください。 

拡大写真① 

99  

88  

水糸 
11  

22  

掘削深度が深い等で
全景が写せない場合
には、全体がわかる写
真と近景写真の組み
合わせで深さが分かる
ようにしてください。 

６６  
mm  

１１  

スタッフの目盛りや丁
張り・水糸等の基準と
なる高さとの関係が分
かるような写真としてく
ださい。 

拡大写真② 

10.340 

4.340 

10m 

10m 

6
. 
00

0

10.340 

4.340 

10m 

10m 

6
. 
00

0

拡大写真① 

拡大写真② 

単位区画ごとに、掘削範囲の各角及び中心の掘削深度が分かる全景写

真（全景写真で数値が読めない場合は、目盛の拡大写真も必要）の撮影

を行ってください（単位区画の形状が正方形や長方形の場合も各角及び

中心の深度の写真が必要です。）。 

10.340 

4.340 

10m 

10m 

6
. 
00

0

できるだけ角に検尺棒
を寄せて写真を撮って
ください。 
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出来形確認写真の作成例 

（盛土、コンクリート及びアスファルトの厚さ確認） 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

※ 上記の他にも、コアカッターによる厚さの確認方法等があります。 

いずれの場合も、規定の層厚等が確認できる写真等の準備をお願いします。 

工種 土壌汚染対策工 

種別 出来形確認 

区画 C3-2 

確認 

位置 

 

工種 土壌汚染対策工 

種別 出来形確認 

区画 C3-2 

確認 

位置 

 

工種 土壌汚染対策工 

種別 出来形確認 

区画 C3-2 

確認 

位置 

 

盛土 

全景で目盛りが読めない場合

は、拡大写真①、②を添付して
ください。 

拡大写真① 

拡大写真② 

１１ 

水糸 

99  

88  

水糸 
11  

22  

11  
mm  

拡大写真① 

拡大写真② 

10m 

10m 

9.600 

4.350 

盛土 
8.600 

4
.2

50
 1

.0
00

 

8.850 

盛土、コンクリート及びアスファルトにおいて、ガイドラインで求められている層厚

で必要な位置等に丁張を設定します。原則単位区画ごとに規定の層厚等が確認

できるようにしてください。 

10m 

10m 

9.600 

4.350 

盛土 
8.600 

4
.2

50
 1

.0
00

 

8.850 

10m 

10m 

9.600 

4.350 

盛土 
8.600 

4
.2

50
 1

.0
00

 

8.850 
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管理票を整理した一覧表

※別紙「(形質変更時要届出区域における）計画と実施の相違点一覧」の「完了確認」で

 「管理票の確認」が選択されている場合に本書類を作成してください。

※記載行が足りない場合は20番の行をコピーして行を追加してください。

1 2020/4/1 2020/4/20 10001 （株）土壌運搬 鉛（含有） 7.20

2 2020/4/1 2020/4/20 10002 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

3 2020/4/1 2020/4/20 10003 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

4 2020/4/1 2020/4/20 10004 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

5 2020/4/1 2020/4/20 10005 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

6 2020/4/1 2020/4/20 10006 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

7 2020/4/1 2020/4/20 10007 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

8 2020/4/1 2020/4/20 10008 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

9 2020/4/1 2020/4/20 10009 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

10 2020/4/1 2020/4/20 10010 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

11 2020/4/1 2020/4/20 10011 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

12 2020/4/1 2020/4/20 10012 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

13 2020/4/1 2020/4/20 10013 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

14 2020/4/1 2020/4/20 10014 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

15 2020/4/1 2020/4/20 10015 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

16 2020/4/1 2020/4/20 10016 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

17 2020/4/1 2020/4/20 10017 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

18 2020/4/1 2020/4/20 10018 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

19 2020/4/1 2020/4/20 10019 （株）土壌運搬 鉛（含有） 4.60

20 2020/4/2 2020/4/21 10020 （株）土壌運搬 鉛（含有） 6.00

この行より上に行を追加してください。

51.80

1.69 t/㎥

（日本産業規格Ａ列４番）

連番
交付
年月日

処理完了
年月日

交付番号
自動車等

使用者の氏名等
汚染状態

土壌の
重量（t）

備考

合計（t）

単位体積重量

理由 土質が○○○だったため、単位体積重量が軽くなった。

別冊資料としての管理票の写しの添付は不要としております

が、管理票を確認していることの証明として、本編に一覧表

を添付してください。 

土の単位体積重量を計算してください。土の単位体積重量平

均 1.8ｔ/㎥より、今回の値が離れている場合は、理由を記載し

てください。 

個人事業主の場合は一覧表上では個人名を

記載せず「個人」と記入してください。 

汚染土壌の荷姿等を記入してください。 

 

記記載載例例  
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管理票を整理した一覧表

※別紙「(形質変更時要届出区域における）計画と実施の相違点一覧」の「完了確認」で

 「管理票の確認」が選択されている場合に本書類を作成してください。

※記載行が足りない場合は20番の行をコピーして行を追加してください。

1 2020/4/1 2020/4/20 10001 （株）土壌運搬 鉛（含有） 7.20

2 2020/4/1 2020/4/20 10002 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

3 2020/4/1 2020/4/20 10003 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

4 2020/4/1 2020/4/20 10004 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

5 2020/4/1 2020/4/20 10005 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

6 2020/4/1 2020/4/20 10006 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

7 2020/4/1 2020/4/20 10007 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

8 2020/4/1 2020/4/20 10008 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

9 2020/4/1 2020/4/20 10009 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

10 2020/4/1 2020/4/20 10010 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

11 2020/4/1 2020/4/20 10011 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

12 2020/4/1 2020/4/20 10012 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

13 2020/4/1 2020/4/20 10013 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

14 2020/4/1 2020/4/20 10014 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

15 2020/4/1 2020/4/20 10015 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

16 2020/4/1 2020/4/20 10016 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

17 2020/4/1 2020/4/20 10017 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

18 2020/4/1 2020/4/20 10018 （株）土壌運搬 鉛（含有） 2.00

19 2020/4/1 2020/4/20 10019 （株）土壌運搬 鉛（含有） 4.60

20 2020/4/2 2020/4/21 10020 （株）土壌運搬 鉛（含有） 6.00

この行より上に行を追加してください。

51.80

1.69 t/㎥

（日本産業規格Ａ列４番）

連番
交付

年月日
処理完了
年月日

交付番号
自動車等

使用者の氏名等
汚染状態

土壌の
重量（t）

備考

合計（t）

単位体積重量

理由 土質が○○○だったため、単位体積重量が軽くなった。

別冊資料としての管理票の写しの添付は不要としております

が、管理票を確認していることの証明として、本編に一覧表

を添付してください。 

土の単位体積重量を計算してください。土の単位体積重量平

均 1.8ｔ/㎥より、今回の値が離れている場合は、理由を記載し

てください。 

個人事業主の場合は一覧表上では個人名を

記載せず「個人」と記入してください。 

汚染土壌の荷姿等を記入してください。 

 

記記載載例例  

Ｌ3

⑥設計値 ⑦実測値 規格値

設計値以上

2.500

TP（ｍ）
⑨=④-⑧

22.980

測線

Ｌ1

Ｌ2 1.000

0.000

⑫差
(⑪-⑩）

Ｌ4

⑬（㎡）

掘削幅（ｍ）

23.000

設計値以上

2.500

設計値以上

設計値以上

設計値以上

2.515

2.500 2.530

2.500 2.520

199.500
2.000

100.000
設計値以上

設計値以上

設計値以上

⑧実測値
平均

掘削深度

（ｍ）
⑭=①-⑨

2.020

Ｈ5

2.515

2.500 2.520

掘削面積 掘削面積

掘削幅出来形管理表

3.000

13.000

⑩設計値

10.000

10.000

10.000

10.000

⑪実測値

10.000

11.000

12.000

④TP（ｍ）
TP（ｍ）
③=①-②

②（ｍ）
（ｍ）

⑤=④-③

25.500 2.500

測点

規格値

設計値以上

掘削高出来形管理表

Ｈ1

Ｈ2

Ｈ3

Ｈ4

対策基準面 対策深度 対策底面 丁張高 計画深度

①TP（ｍ）

25.000 2.000

A-1

※余掘り、地中障害物は別途計算書参照

地中障害物

⑯（㎥）

5.500

土量

（㎥）
⑱=⑬×⑭
+⑮-⑯

掘削高（ｍ） 掘削深度

2.520

余掘り

⑮（㎥）

土量計算

⑬（㎡）

100.000

3.000

H1

H2H3

H4

H5

L1

L3

L2L4

（（平平面面図図））

基基準準不不適適合合土土壌壌

▼▼【【③③】】対対策策底底面面（（TP+23.000m））
▼▼【【⑨⑨】】掘掘削削深深度度（（TP+22.980m））

▼▼【【④④】】丁丁張張高高（（TP+25.500m））
▼▼【【①①】】対対策策基基準準面面（（TP+25.000m））

【【⑧⑧】】実実測測値値平平均均（（H=2.520m））

【【⑭⑭】】掘掘削削深深度度（（H=2.020m））

（（断断面面図図））

作成例

平面図には平面寸法を充
てる位置及び深度を確認
する位置を明記してくださ
い。

断面図には丁張や対策深
度等必要な情報を記載し
てください。

施工にあたり改めて測
量をした場合は、測量写
真を添付してください。

必ず平均値を出してください。

丁張を設けた際の測量写真は必ず添付してください。

調査時点での基準面との
高さの整合を確認してくだ
さい。
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ⅡⅡ  環環境境確確保保条条例例にに基基づづくく届届出出書書等等のの  

作作成成のの手手引引  

（（土土壌壌･･地地下下水水汚汚染染対対策策関関連連))  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 
 
 

 
 



 
 

 
 
 
 

Ⅱ 環境確保条例に基づく届出書等の作成の手引 （土壌・地下水汚染対策関連）             

１． 届出等に当たっての注意事項 ............................................... Ⅱ‐１ 

２． 土地利用の履歴等調査届出書の作成について ................................. Ⅱ‐５ 

（参考）届出書の記載例（汚染のおそれがない場合） ........................... Ⅱ‐13 

（参考）届出書の記載例（汚染のおそれがある場合） ........................... Ⅱ‐16 

３． 土壌汚染状況調査報告書の作成について ..................................... Ⅱ‐24 

 （参考）報告書の記載例（条例第 117 条の場合） ............................... Ⅱ‐31 

４． 汚染拡散防止計画書の作成について ......................................... Ⅱ‐35 

 （参考）計画書の記載例（条例第 117 条の場合） ............................... Ⅱ‐43 

５． 汚染拡散防止措置完了届出書の作成について ................................. Ⅱ‐49 

 （参考）届出書の記載例（条例第 117 条の場合） ............................... Ⅱ‐54 

 （参考）届出書の記載例（法第７条第９項に基づく報告書を提出した場合） ....... Ⅱ‐55 

 

 
 



※条例、指針の略称

東京都土壌汚染対
策指針
/指針

東京都土壌汚染対策指針
(平成31年 告示第394号)

１．届出に当たっての注意事項

略称 内容

環境確保条例
/条例

都民の健康と安全を確保する環境に関する条例
(平成12年 条例第215号)
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  届届出出にに当当たたっっててのの注注意意事事項項

 １．提出部数について

　原則として届出書等は、正本及び副本（鑑）並びに別冊資料１部を提出してください。

　ただし、電子申請で届出をする場合は、副本の提出は不要です。

　なお、届出書等の記録は条例第１１８条において、土地の所有者等との内容の共有、そ

の保管、必要に応じて土地の所有者等への引継をすることが義務付けられています。

　さらに、土地所有者等は引き継がれた記録について、当該土地の土地改変者等に対して

適切に提供することも義務付けられています。

 ２．提出書類の形式等について

　提出書類を紙で提出する場合は紙ファイル等に綴り、その表紙に「提出書類名」、「事

業の名称」、「土地の改変の場所」及び「届出者名（事業者名）」を記載してください。

　令和３年度から届出書の鑑等への押印が不要となりましたが、届出者と異なる組織に属す

る者から届出書が提出された場合には、届出者の担当者に対して電話等で届出の意思確認

をしております。

 ３．提出する期限について

　土地利用の履歴等調査届出書、土壌汚染状況調査報告書、汚染拡散防止計画書について

は、土地の改変に着手する前までに提出してください。汚染拡散防止措置完了届出書につ

いては、汚染拡散防止措置が完了した後に速やかに提出してください。

 ４．届出書等の提出時について

　対象となる土地の所在地によって提出先及び連絡先が異なります。詳細は、Ⅱ-4ページ

を御確認ください。

 ５．台帳調製、届出書等の情報公開について

　調査により、汚染土壌処理基準を超えていることが確認された土地は、土地の所在地、

基準不適合状況、措置状況等を記した台帳が調製され、公開されます。

　さらに令和６年４月１日以降に受理された届出については、「汚染が確認されなかった土地」、

「土地利用の履歴等調査結果」及び「搬出時の調査等により確認された自然由来等

基準不適合土壌」の情報を記した台帳が調製され、公開されます。

　また、原則として、受理された届出書等は、全て情報公開の対象となり、開示請求を

受けた場合には東京都情報公開条例の規定に基づき開示が行われることになります。

 ６．その他

　個人情報は、最低限必要な箇所を除き、御記入いただかないようお願いします。
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  届届出出にに当当たたっっててのの注注意意事事項項

 １．提出部数について

　原則として届出書等は、正本及び副本（鑑）並びに別冊資料１部を提出してください。

　ただし、電子申請で届出をする場合は、副本の提出は不要です。

　なお、届出書等の記録は条例第１１８条において、土地の所有者等との内容の共有、そ

の保管、必要に応じて土地の所有者等への引継をすることが義務付けられています。

　さらに、土地所有者等は引き継がれた記録について、当該土地の土地改変者等に対して

適切に提供することも義務付けられています。

 ２．提出書類の形式等について

　提出書類を紙で提出する場合は紙ファイル等に綴り、その表紙に「提出書類名」、「事

業の名称」、「土地の改変の場所」及び「届出者名（事業者名）」を記載してください。

　令和３年度から届出書の鑑等への押印が不要となりましたが、届出者と異なる組織に属す

る者から届出書が提出された場合には、届出者の担当者に対して電話等で届出の意思確認

をしております。

 ３．提出する期限について

　土地利用の履歴等調査届出書、土壌汚染状況調査報告書、汚染拡散防止計画書について

は、土地の改変に着手する前までに提出してください。汚染拡散防止措置完了届出書につ

いては、汚染拡散防止措置が完了した後に速やかに提出してください。

 ４．届出書等の提出時について

　対象となる土地の所在地によって提出先及び連絡先が異なります。詳細は、Ⅱ-4ページ

を御確認ください。

 ５．台帳調製、届出書等の情報公開について

　調査により、汚染土壌処理基準を超えていることが確認された土地は、土地の所在地、

基準不適合状況、措置状況等を記した台帳が調製され、公開されます。

　さらに令和６年４月１日以降に受理された届出については、「汚染が確認されなかった土地」、

「土地利用の履歴等調査結果」及び「搬出時の調査等により確認された自然由来等

基準不適合土壌」の情報を記した台帳が調製され、公開されます。

　また、原則として、受理された届出書等は、全て情報公開の対象となり、開示請求を

受けた場合には東京都情報公開条例の規定に基づき開示が行われることになります。

 ６．その他

　個人情報は、最低限必要な箇所を除き、御記入いただかないようお願いします。

■環境確保条例第117条「土地改変型」における手続フロー図

第１項

土地改変者

土土地地のの改改変変行行為為ととはは・・・・・・
１１．．建築物その他の工作物の建設その他の行為に伴う土地の形質の変更
２２．．土地の切り盛り、掘削及び造成
たただだしし、、ⅡⅡ--６６ペペーージジ ２２ ①①～～③③にに掲掲げげるる行行為為ののいいずずれれかかででああるる場場合合はは対対象象外外
ままたた、、土土地地のの売売買買等等のの改改変変をを伴伴わわなないい行行為為もも対対象象外外

3000㎡以上（法対象である場
合900㎡以上）の敷地の場合 左記以外の場合 条条例例対対象象外外

土土地地利利用用のの履履歴歴

等等調調査査届届出出書書

土土壌壌汚汚染染状状況況

調調査査報報告告書書

汚汚染染拡拡散散防防止止

計計画画書書

汚汚染染拡拡散散防防止止

措措置置完完了了届届出出書書

汚染のおそれ
がある場合

汚染のおそれ
がない場合

汚染土壌処理基
準を超える場合

汚染土壌処理基
準を超えない場合

計画に基づき措置を実施

記録の保管

手手続続完完了了

対対象象地地ににおおけけるる過過去去のの土土地地利利用用履履歴歴をを調調査査すするるこことと

にによよりり、、対対象象地地にに特特定定有有害害物物質質取取扱扱事事業業場場がが存存在在しし

たたかかどどううかかななどどをを把把握握しし、、土土壌壌汚汚染染ののおおそそれれのの有有無無のの判判

断断をを検検討討ししまますす。。

東東京京都都土土壌壌汚汚染染対対策策指指針針にに基基づづきき、、土土壌壌調調査査及及びび
必必要要にに応応じじてて地地下下水水調調査査をを行行いい、、そそのの結結果果をを報報告告ししまま
すす。。

手手続続完完了了

東東京京都都土土壌壌汚汚染染対対策策指指針針にに基基づづきき、、汚汚染染拡拡散散防防止止
計計画画をを策策定定ししまますす。。

汚汚染染拡拡散散防防止止計計画画のの内内容容をを誠誠実実にに実実施施しし、、汚汚染染拡拡
散散防防止止措措置置がが完完了了ししたたととききはは、、速速ややかかにに完完了了届届出出書書をを
提提出出ししまますす。。

対対象象地地ににおおいいてて手手続続等等さされれたた一一連連のの書書類類をを記記録録ととししてて保保管管ししまますす。。
ままたた、、土土地地のの所所有有者者等等ととのの内内容容のの共共有有、、必必要要にに応応じじてて土土地地のの所所有有者者
等等へへのの引引継継すするるここととがが義義務務付付けけらられれてていいまますす。。
ささららにに、、対対象象地地のの譲譲渡渡等等にによよりり土土地地所所有有者者等等がが変変更更ににななっったた場場合合、、ここ
のの記記録録をを次次のの土土地地所所有有者者等等へへ引引きき継継いいででくくだだささいい。。

(対象地の面積)

(手続を行う者)

(履歴等調査の結果)

(汚染状況調査の
結果)

(措置が完了)

(条例第118条)

手手続続完完了了

：条例に基づき東京都へ提出する届出書等です。それぞれ様式は定められており、記入
例等は本手引に記載しておりますので、作成する際は参考にしてください。

措置の進捗に応じ
実施状況を報告※２

※※２２ 措措置置がが長長期期にに渡渡るる、、複複雑雑ででああるる等等のの場場合合、、工工事事のの
進進捗捗にに合合わわせせ報報告告をを行行ううここととがが望望ままししいいでですす。。そそのの場場合合、、
汚汚染染拡拡散散防防止止計計画画ににそそのの予予定定をを記記載載ししまますす。。

第３項

（第７項※１）

第６項

（第８項※１）

※※１１ 既既にに汚汚染染状状況況調調査査等等にによよりり汚汚染染土土壌壌がが確確認認さされれ
てていいるる土土地地をを改改変変すするる場場合合（（第第１１項項のの規規定定のの適適用用をを受受けけ
るる場場合合をを除除くく。。））はは、、汚汚染染拡拡散散防防止止計計画画書書及及びび汚汚染染拡拡
散散防防止止措措置置完完了了届届出出書書のの提提出出がが必必要要でですす。。

第２項
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◎◎相相談談窓窓口口及及びび提提出出先先一一覧覧表表

■相談窓口

土壌汚染に関する一般的な相談については、次の窓口にお願いします。

〒161-8001

新宿区西新宿2丁目8番1号　都庁第二本庁舎20階

東京都環境局環境改善部化学物質対策課　土壌汚染相談窓口　電話 03-5388-3468(直通)

■提出先一覧表

２３区内 〒161-8001

新宿区西新宿２丁目８番１号　都庁第二本庁舎20階

東京都環境局環境改善部化学物質対策課

土壌地下水汚染対策担当　

電話 03-5388-3495、03-5388-3456、

　　 03-5388-3430(全て直通)

各区環境担当

多摩地区の市 〒190-0022

(八王子市、町田市を除く) 東京都立川市錦町４丁目６番３号

東京都立川合同庁舎３階

東京都多摩環境事務所環境改善課

土壌地下水対策担当　電話 042-523-3517(直通)

各市環境担当

八王子市、町田市 上記環境局多摩環境事務所

八王子市、町田市環境担当

島しょ及び多摩の町村部 島しょ部については上記環境局環境改善部化学物質

対策課

多摩の町村部については上記環境局多摩環境事務所

（注意事項）

　東京都内（八王子市及び町田市を除く。）における土壌汚染対策法に関する事項について

は、上記環境局環境改善部化学物質対策課（２３区及び島しょ）又は多摩環境事務所環境

改善課（多摩地区の市町村）へお問い合わせください。

対象とする土地の所在地 条項 提出先

１１４条

１１５条

１１７条

１１６条

１１４条

１１５条

１１７条

全て

１１６条

１１４条

１１７条

１１５条

１１６条
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◎◎相相談談窓窓口口及及びび提提出出先先一一覧覧表表

■相談窓口

土壌汚染に関する一般的な相談については、次の窓口にお願いします。

〒161-8001

新宿区西新宿2丁目8番1号　都庁第二本庁舎20階

東京都環境局環境改善部化学物質対策課　土壌汚染相談窓口　電話 03-5388-3468(直通)

■提出先一覧表

２３区内 〒161-8001

新宿区西新宿２丁目８番１号　都庁第二本庁舎20階

東京都環境局環境改善部化学物質対策課

土壌地下水汚染対策担当　

電話 03-5388-3495、03-5388-3456、

　　 03-5388-3430(全て直通)

各区環境担当

多摩地区の市 〒190-0022

(八王子市、町田市を除く) 東京都立川市錦町４丁目６番３号

東京都立川合同庁舎３階

東京都多摩環境事務所環境改善課

土壌地下水対策担当　電話 042-523-3517(直通)

各市環境担当

八王子市、町田市 上記環境局多摩環境事務所

八王子市、町田市環境担当

島しょ及び多摩の町村部 島しょ部については上記環境局環境改善部化学物質

対策課

多摩の町村部については上記環境局多摩環境事務所

（注意事項）

　東京都内（八王子市及び町田市を除く。）における土壌汚染対策法に関する事項について

は、上記環境局環境改善部化学物質対策課（２３区及び島しょ）又は多摩環境事務所環境

改善課（多摩地区の市町村）へお問い合わせください。

対象とする土地の所在地 条項 提出先

１１４条

１１５条

１１７条

１１６条

１１４条

１１５条

１１７条

全て

１１６条

１１４条

１１７条

１１５条

１１６条

２．土地利用の履歴等調査届出書の作成について

Ⅰ－5Ⅱ－5



　土地利用の履歴等調査を作成するに当たり次の１から14までの事項に留意し整理を行っ

てください。

１．調査の目的について

　土地改変者の行う土地利用の履歴等調査は、対象地の過去の土地利用履歴を調査し、

対象地に特定有害物質の取扱事業場が存在していたか否か、廃棄物を埋立処分した

履歴はないか、特定有害物質で汚染された建設残土等により造成された履歴はないか、

その他、特定有害物質により対象地が汚染された可能性はないか等について調査するこ

とを目的とします。

２．環境確保条例第117条の届出の対象となる「土地の改変」について

　届出の対象となる「土地の改変」とは、土地の形質の変更（建設物その他の工作物の

建設その他の行為に伴うものに限る。）並びに土地の切り盛り、掘削及び造成を行うこ

とを指します。ただし、次に掲げるいずれかの行為である場合は除きます。

① 通常の管理行為又は軽易な行為（敷地内の水道管又は下水道管等の新設・改修・増築、

　 用水又は排水施設の設置、木竹の植栽・植替え等に伴う掘削、既存道路の補修（新設

　 又は拡幅を行うものを除く。）、その他土壌汚染の拡散のおそれがなく、かつ、これ

　 らに類する行為）

② 改変の対象となる土地の面積の合計が300m
2
未満の行為（当該箇所において汚染土壌

処理基準を超えることが確実であると認められる土壌汚染が生じている場合を除く。）

③ 非常災害のために必要な応急措置として行う行為

　また、土地の売買等の改変を伴わない行為も対象外となります。

３．届出時期について

　届出書の提出は、土地の改変に着手する前までに行うことが必要です。

　ここにいう「着手」とは土地の改変そのものに着手することをいい、契約事務や設計

等の準備行為は含みません。

　届出日以降に土地改変の対象地において新たな汚染のおそれを生じさせる行為が行わ

れないこと、届出書に記載する工事計画に変更がないことが確定してから届出を行って

ください。

４．届出者について

届出の義務を負う者は、「土地の形質の変更をしようとする者」であり、その施工に

関する計画の内容を決定する者となっています（法人では、代表取締役がこれに該当

し、それ以外の者が届出者として届出をする場合には、その者が届出者となり得る権限

を有することが確認できる書類（例：委任状、社内事務分掌等）を添付してください。）。

土地の所有者とその土地を借りて開発行為等を行う開発事業者の関係では、開発事業者が

これに該当します。請負工事の発注者と受注者の関係では、一般的には発注者がこれに

該当します。（土壌汚染状況調査報告書、汚染拡散防止計画書、汚染拡散防止措置完了

届出書についても同様）

土土地地利利用用のの履履歴歴等等調調査査届届出出書書のの作作成成ににつついいてて
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　土地利用の履歴等調査を作成するに当たり次の１から14までの事項に留意し整理を行っ

てください。

１．調査の目的について

　土地改変者の行う土地利用の履歴等調査は、対象地の過去の土地利用履歴を調査し、

対象地に特定有害物質の取扱事業場が存在していたか否か、廃棄物を埋立処分した

履歴はないか、特定有害物質で汚染された建設残土等により造成された履歴はないか、

その他、特定有害物質により対象地が汚染された可能性はないか等について調査するこ

とを目的とします。

２．環境確保条例第117条の届出の対象となる「土地の改変」について

　届出の対象となる「土地の改変」とは、土地の形質の変更（建設物その他の工作物の

建設その他の行為に伴うものに限る。）並びに土地の切り盛り、掘削及び造成を行うこ

とを指します。ただし、次に掲げるいずれかの行為である場合は除きます。

① 通常の管理行為又は軽易な行為（敷地内の水道管又は下水道管等の新設・改修・増築、

　 用水又は排水施設の設置、木竹の植栽・植替え等に伴う掘削、既存道路の補修（新設

　 又は拡幅を行うものを除く。）、その他土壌汚染の拡散のおそれがなく、かつ、これ

　 らに類する行為）

② 改変の対象となる土地の面積の合計が300m
2
未満の行為（当該箇所において汚染土壌

処理基準を超えることが確実であると認められる土壌汚染が生じている場合を除く。）

③ 非常災害のために必要な応急措置として行う行為

　また、土地の売買等の改変を伴わない行為も対象外となります。

３．届出時期について

　届出書の提出は、土地の改変に着手する前までに行うことが必要です。

　ここにいう「着手」とは土地の改変そのものに着手することをいい、契約事務や設計

等の準備行為は含みません。

　届出日以降に土地改変の対象地において新たな汚染のおそれを生じさせる行為が行わ

れないこと、届出書に記載する工事計画に変更がないことが確定してから届出を行って

ください。

４．届出者について

届出の義務を負う者は、「土地の形質の変更をしようとする者」であり、その施工に

関する計画の内容を決定する者となっています（法人では、代表取締役がこれに該当

し、それ以外の者が届出者として届出をする場合には、その者が届出者となり得る権限

を有することが確認できる書類（例：委任状、社内事務分掌等）を添付してください。）。

土地の所有者とその土地を借りて開発行為等を行う開発事業者の関係では、開発事業者が

これに該当します。請負工事の発注者と受注者の関係では、一般的には発注者がこれに

該当します。（土壌汚染状況調査報告書、汚染拡散防止計画書、汚染拡散防止措置完了

届出書についても同様）

土土地地利利用用のの履履歴歴等等調調査査届届出出書書のの作作成成ににつついいてて ５．対象地の面積の記入について（届出書の記載例参照）

　敷地面積が広大で、かつ敷地の一部だけを改変する（自然公園の一部改変等）場合、

土地利用の履歴等調査の対象地を、実際に土地の改変を行う部分とすることも可能です。

その場合、第34号様式の敷地面積を記入する欄において対象地面積と敷地面積を併記

し、今回調査を行う土地の範囲を明確にします。

６．調査結果の記入について（届出書の記載例参照）

　調査対象地において履歴等調査を行った結果の総評を、第34号様式の調査結果を記

入する欄に簡潔に記入します。例えば履歴等調査の結果、汚染のおそれがない場合は、

「※調査結果により対象地内において土壌汚染のおそれはないものと考える。」とし、

汚染のおそれがある場合、「※調査結果により対象地内において土壌汚染のおそれがあ

るため、土壌汚染状況調査を実施する。」と記入します。

７．別紙 調査結果について（届出書の記載例参照）

　調査対象地における履歴等調査の結果から得られた特定有害物質の取扱いに関する履

歴を簡潔に記入します。特定有害物質の取扱い履歴がない場合は、土地利用の履歴等調

査の結果を簡潔にまとめます。

　また、履歴調査の総評は記載例（Ⅱ-12～Ⅱ-17）に従って必ず記述します。例えば履

歴調査の結果、汚染のおそれがない場合、「土壌汚染のおそれはないものと考える。な

お、土地の改変時及び搬出先において、外観、臭気等により土壌に異常がみられる場合

又は基準超過土壌が確認された場合には、その場所を調査し、汚染が認められるときに

は、その汚染の原因に応じて汚染土壌の拡散防止の措置を講じるものとする。」等を記

入します。

８．土地利用の履歴等年表について

　資料等調査を行った結果を、古い年代順に年表形式にしてまとめます。調査を行った

年代においてそれぞれ土壌汚染の可能性を判断するとともに、その根拠資料を明確にし

ます。調査は、原則戦前まで遡って実施し、それ以前の地歴は必要に応じて調査します。

　なお、水域又は自然林等であった土地についてはそれ以降の地歴を調査します。土地

利用状況が同一である期間については、おおむね10年間隔で記載します。

９．対象地位置図について

　履歴等調査を行った対象地の場所を明らかにするために、約１万分の１程度の縮尺の

図等を用い、周辺の駅及び公共施設等からの位置がわかるようにします。出典等を明記

し、公的な資料等自由に利用できる地図（広く公開してもよいもの）を使用してくださ

い。
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10．土地改変の概要について（別紙３）

　土地の改変行為及び改変区域を確認する上で、土地改変の概要を示した図面を用意し

ます。平面図の他に、改変を行う深さを示した断面図も添付します。建築物内部の間取

りを記載する必要はありません。

11．公図について

　対象となる土地の地番及び対象地面積を確認する上で、対象地の最新（おおむね３

か月以内）の公図（写）を用意します。

　公図の写しの枚数が多い場合には、土地の改変の場所全体の地番が分かるように１枚

程度にまとめた図を届出書に添付し、公図の写しは、別冊資料にしてください。

枚数が少ない場合は、届出書に添付しても構いません。

　なお、対象地を明らかにするため、対象となる部分を赤線等により囲みわかりやすく

してください。

12．履歴等調査における根拠資料について

　必要に応じ下記の資料を収集し、土地利用の履歴等の根拠資料とします。

　聴取調査結果及び現地調査結果のまとめは、個人情報削除の上、届出書に添付してくだ

さい。その他の地歴調査のために作成・入手した根拠資料（住宅地図、地形図、航空写真、

登記簿謄本、聴取調査票、現地調査資料、過去の届出書類の写し等）は、原則別冊として

提出してください。

　別冊に綴じる際には、種類別に分けず古い年代から順に整理してください。

　別冊資料の提出部数は1部とし、原則として、審査終了後に届出者等に返却します。

種類 目的 備考
※１

住宅地図 過去の土地利用の状況を把握する。 著作権者による承諾が必要

国土地理院発行の地図は、
出所の明示が必要（申請不要）

航空写真 過去の土地利用の状況を把握する。 著作権者による承諾が必要

不動産登記簿謄本 過去の土地所有の状況を把握する。

商業登記簿謄本 過去の建築物の利用の状況を把握する。

社史 過去の建築物の利用の状況を把握する。 著作権者による承諾が必要

水質汚濁防止法・下水

道法に規定する届出書

条例等に基づき手続さ
れた届出書

その他資料

※１　備考欄における「著作権者による承諾が必要」とは全ての印刷物等に対して該当するものではな

特定有害物質の使用・排出状況を把握す
る。

地形図 過去の土地利用の状況を把握する。

閉鎖登記簿は、調査の結果、汚
染のおそれの有無を判断する上
で必要となる場合のみ添付

閉鎖登記簿は、調査の結果、汚
染のおそれの有無を判断する上
で必要となる場合のみ添付

過去の土壌汚染対策の状況を把握する。

過去に行った土壌調査

結果
※２

過去の土壌汚染の状態を把握する。
過去の調査結果報告書等をその
まま添付せず、一覧表及び図に
簡潔に整理した資料を添付

土壌汚染の評価を確認する。
土壌汚染の評価がされている場
合は、環境影響評価書等を添付
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10．土地改変の概要について（別紙３）

　土地の改変行為及び改変区域を確認する上で、土地改変の概要を示した図面を用意し

ます。平面図の他に、改変を行う深さを示した断面図も添付します。建築物内部の間取

りを記載する必要はありません。

11．公図について

　対象となる土地の地番及び対象地面積を確認する上で、対象地の最新（おおむね３

か月以内）の公図（写）を用意します。

　公図の写しの枚数が多い場合には、土地の改変の場所全体の地番が分かるように１枚

程度にまとめた図を届出書に添付し、公図の写しは、別冊資料にしてください。

枚数が少ない場合は、届出書に添付しても構いません。

　なお、対象地を明らかにするため、対象となる部分を赤線等により囲みわかりやすく

してください。

12．履歴等調査における根拠資料について

　必要に応じ下記の資料を収集し、土地利用の履歴等の根拠資料とします。

　聴取調査結果及び現地調査結果のまとめは、個人情報削除の上、届出書に添付してくだ

さい。その他の地歴調査のために作成・入手した根拠資料（住宅地図、地形図、航空写真、

登記簿謄本、聴取調査票、現地調査資料、過去の届出書類の写し等）は、原則別冊として

提出してください。

　別冊に綴じる際には、種類別に分けず古い年代から順に整理してください。

　別冊資料の提出部数は1部とし、原則として、審査終了後に届出者等に返却します。

種類 目的 備考
※１

住宅地図 過去の土地利用の状況を把握する。 著作権者による承諾が必要

国土地理院発行の地図は、
出所の明示が必要（申請不要）

航空写真 過去の土地利用の状況を把握する。 著作権者による承諾が必要

不動産登記簿謄本 過去の土地所有の状況を把握する。

商業登記簿謄本 過去の建築物の利用の状況を把握する。

社史 過去の建築物の利用の状況を把握する。 著作権者による承諾が必要

水質汚濁防止法・下水

道法に規定する届出書

条例等に基づき手続さ
れた届出書

その他資料

※１　備考欄における「著作権者による承諾が必要」とは全ての印刷物等に対して該当するものではな

特定有害物質の使用・排出状況を把握す
る。

地形図 過去の土地利用の状況を把握する。

閉鎖登記簿は、調査の結果、汚
染のおそれの有無を判断する上
で必要となる場合のみ添付

閉鎖登記簿は、調査の結果、汚
染のおそれの有無を判断する上
で必要となる場合のみ添付

過去の土壌汚染対策の状況を把握する。

過去に行った土壌調査

結果
※２

過去の土壌汚染の状態を把握する。
過去の調査結果報告書等をその
まま添付せず、一覧表及び図に
簡潔に整理した資料を添付

土壌汚染の評価を確認する。
土壌汚染の評価がされている場
合は、環境影響評価書等を添付

　　　く、それぞれ著作権が生じる資料であればその著作権者の確認が必要であるという意味を表しま

　　　す（空欄においても著作権が生じる資料であれば同様な措置を講じるものとします。）。

※２ 人為由来・自然由来を問わず、過去の調査において認められた土壌溶出量基準又は土壌含有量

の基準超過の分析結果がある場合は、提出してください。

13．根拠資料における著作権について

１）届出書等に添付する際の注意事項

　土地利用の履歴等調査において収集した著作権者による承諾等が必要な資料（上記根

拠資料の種類参照）については、各著作権者から複製について承諾等を得るとともに、

その証明となるものを添付します。

２）著作権者の承諾方法

　各出版物における著作権の承諾方法は、各著作権者により異なりますので、直接各出

版会社等へ問い合わせをし、トラブルのないよう適切な手続を行ってください。

14．土壌汚染対策法又は条例に基づく調査及び措置の履歴について

　当該対象地において土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）又は都民の健康と安全を

確保する環境に関する条例（平成12年東京都条例第215号）に基づいて手続をされた履歴が

ある場合、当該届出書等の収受日、収受番号及び名称を全て記入してください。
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■届出書類

　条例第117条に基づき提出する土地利用の履歴等調査届出書は次のとおり作成します。

２　別冊資料

　次の資料は、原則として「別冊資料」と
して別のファイルに綴じてください。
(1)公図（写）
　（枚数が少ない場合は、届出書本編に
　　添付しても構いません。）
(2)地歴調査のために作成・入手した資料
　（地歴の根拠資料）
 ①地形図、航空写真、住宅地図、登記簿
    謄本等
 ②聴取調査票（個人情報を含む。）、現地
 　調査資料（個人情報を含む。）、特定施
 　設に関する届出書類、その他特定有害物
　 質の使用状況に関する資料等

　届出書を紙で提出する場合、第34号様式
から地歴調査の根拠資料までを下の製本順
序通りに紙ファイル等にまとめてくださ
い。ファイルの背表紙には提出書類名及び
事業の名称を記入し、表紙には提出書類
名、事業の名称、改変の場所(地番)及び届
出者名を記入してください。 土地利用の履歴等調査届出書

事業の名称

土地の改変の場所（地番）

届出者名(事業者名)

副

【ファイル表紙】【背表紙】

土
地
…
届
出
書

事
業
の
名
称

正 又は

３センチほど空けること。
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提出書類一覧 
１ 届出書 チェック 

○土地利用の履歴等調査届出書（第 34 号様式） 

・事業名称、敷地全体の住所と地番、敷地面積及び改変面積等を記載してください。 

・敷地面積、改変面積については、算出根拠も記載してください。 

・必要に応じて、その者が届出者となりうる権原を有することの書類を添付してくだ 

さい(Ⅱ-６「２ 届出者について」を参照してください。)。 

□ 

○鑑別紙 

・対象地（敷地）について、履歴等調査結果を記載してください。 

・土地利用の履歴、特定有害物質の使用・排出等の状況及び土壌汚染のおそれの有無 

を、別紙「特定有害物質の使用及び排出等の状況に係る一覧」に記載してください。 

・対象地について過去に届出を行っている場合は、手続がされた届出書等の収受日、 

 収受番号及び届出書等の名称を記載してください。 

□ 

○特定有害物質の使用及び排出等の状況に係る一覧 

・記載した事業場について、水質汚濁防止法と下水道法に基づく届出の有無及び環境

確保条例に基づく工場・指定作業場の届出の有無を記載してください。（根拠書類

の提出は不要です。） 

□ 

○筆一覧 

・敷地全体の地番、土地所有者の氏名等を記載し、本届出で改変を行う地番について 

は「届出種別」で「今回届出」を選択してください。 

□ 

２ 添付書類 チェック 

○土地利用の履歴等年表 

・地歴は原則として戦前まで遡って調査し、それ以前の地歴は必要に応じて調査を実

施します。水域又は自然林等であった土地についてはそれ以降の地歴を調査してく

ださい。 

・土地利用の状況に変更がない場合は、概ね 10年間隔で記載してください。 

・既届出の地歴を利用する場合は、表上部の行に既届出の年代及び届出情報 

（収受日、収受番号）を記載してください。 

□ 

○対象地位置図 

・周辺地図中に土地の履歴等調査の対象地（敷地全体）を明示してください。 

・出典等を明記し、公的な資料等自由に利用できる地図（広く公開してもよいもの）

を使用してください。 

□ 

○土地改変の概要 

・敷地面積、改変対象地面積、土地改変の概要等を記載してください。 

なお、「土地の改変」とは掘削行為のほかに、土地の切り盛りや盛土（造成）等の

行為も含まれます。 

・工事の開始日は日にちまで記載してください。 

・工事の平面図・断面図を添付し、敷地範囲、改変範囲を明示してください。 

・新築に先立ち、既設構造物の解体等を行う場合は、解体と新築それぞれの平面図・ 

断面図を添付してください。 

（※平面図、断面図については、法４条の作成例に準じて作成してください。） 

□ 

 ○公図（土地の形質変更の場所全体の地番がわかるもの） 

 ・土地の形質の変更をしようとする場所を、赤線等により囲んで図示してください。 

 ・枚数が多い場合には、敷地全体の地番がわかるように 1枚程度にまとめ、個別の公 

図の写しは別冊資料としてください。 

□ 
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○現況写真、聴取調査結果及び現地調査結果のまとめ（個人情報を除く） 

・聴取調査結果及び現地調査結果のまとめは、聴取対象者等の個人情報を削除又は 

黒塗りしたものを本編に添付し、個人情報が記載されたものは別冊資料としてくだ

さい。 

□ 

３ 別冊資料  チェック 

 ○地歴調査の根拠資料 

 ・根拠資料を、古い年代から順に整理して添付してください。 

  （地形図、航空写真、住宅地図、登記簿謄本、個人情報を含む聴取調査結果及び 

現地調査結果のまとめ等） 

□ 

 ○公図（写） □ 
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令和6年4月1日

殿

住　所

氏　名

新宿区 （住居表示）

（地番）

全体面積 9,999.00 ㎡
第2種低層住居専用
地域

今回届出面積 ㎡

算出根拠 登記面積

全体面積 1,800.00 ㎡

今回届出面積 ㎡

算出根拠 CAD面積

現在の土地利
用状況及び土
地の改変の区
域

周辺の土地利
用状況

最大改変深度
（m）

掘削深度（m）
※掘削を伴う場合

杭深度（m）
※杭施工を伴う場合

35.00 9.00 35.00

0.00

0.00

土地の所有者
（土地の所有
者が届出者と
異なる場合）

※受付欄

氏　　名 電話番号

○○ ○○
03-XXXX-XXXX
（内線xxx）

（日本産業規格Ａ列４番）

（法人にあっては名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

第34号様式（第57条関係）

土地利用の履歴等調査届出書

東京都知事

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○開発株式会社

代表取締役 ○○ ○○

  　都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第117条第１項の規定により、土地利用の履歴等の調査を

  実施しましたので、次のとおり届け出ます。

土地の改変に係る事業の名称

土地の改変の場所

新宿区○○町○丁目○○番１　外 6 筆 道

※詳細は別紙「筆一覧」のとおり

(仮称)○○○○マンション建築計画

○○町○○丁目○○番○○号

対象地の概要 敷地面積

用途地域うち改変面積

別紙「土地利用の履歴等年表」のとおり

△別紙「○○」のとおり

土地の改変の
種類

種類

別紙「筆一覧」のとおり

共同住宅の新築(地上○○階
地下○階）

調査結果 別紙「土地利用の履歴等年表」のとおり

※調査結果により対象地内において土壌汚染のおそれはないものと考える。

　備考　１　※印の欄には記入しないこと。

　　　　２　△印の欄には、届出書に添付する各別紙に一連番号をつけた上、該当する別紙の番号を記入すること。

○○開発株式会社○○事業部
○○調査係

xxxxxxxx@yyyyy.ne.jp

　　　　３　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること。

連絡先

所　　属 電子メールアドレス

 
 

 

 

 

 

汚染のおそれ 
がない場合 

（参考）届出書の記載例（土地利用の履歴等調査届出書） 

届出日（窓口受理日）又は、届出日から 
過去数日以内の日付を記載してください。 

届出者が法人の場合は所在地、法人名
及び代表名、個人である場合は住所、個
人名を記入してください（Ⅱ-６「４.届出者
について」を参照してください。）。 

改変対象地だけでなく、敷地全体の
住居表示と地番を併記してください。
地番については、別紙筆一覧を必ず
添付してください。 

実測面積等、算出根拠
を記入してください。 

土地の改変による掘削の最大深度につ
いて記入します。根切り深度と杭深度が
ある場合には両方を記載してください。 

ここの欄には何も記入しないでください。 

担当者（届出者と同じ組織に属する者に限る。）の

連絡先を記載してください。 

また、届出者と異なる組織に属する者で届出書の

内容が分かる者の連絡先は必要に応じて併記して

ください。 

なお、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異なる

場合には、送り状等にその旨を記載してください。 

 

必ず履歴等調査の結果の総評を記入してください。 

分割提出の場合は連番を記
載してください（その１等）。 

分割提出の場合は今回届
出面積を記載してください。 
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別紙                                                                                      

工場・事業場等
の名称 業種及び主要製

品

・
・
・

特定有害物質の
種類、使用目
的、使用形態等

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

使用期間
・
・
・

～
・
・
・

特定有害物質の
使用場所等

地表の高さの変
更及び地質に係
る情報

平成15年△月○日付 15環改有土第○○号

平成25年○月○日付 25年環改化自第△号

既往調査及び措
置に関する情報

（日本産業規格Ａ列４番）

　　　２　△印の欄には、報告書に添付する各別紙に一連番号をつけた上、該当する別紙の番号を記入すること。

　　　３　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること。

「指定の申請書」

その他特記事項（必要に応じ図面
等を添付すること。）

特定有害物質の
使用、排出等の
状況

・
・
・

・
・
・

特定有害物質の
使用状況

・
・
・

特定有害物質の
排出状況

・
・
・

備考　１　別紙が２枚以上となる場合は、それぞれに番号を付けること。

土壌汚染対策法
又は条例に基づ
く調査及び措置
の履歴

「土地利用の履歴等調査届出書」

・
・
・

※詳細は別紙「特定有害物質等使用状況一覧」を参照

地下施設の有無
及び概要

調　査　結　果

特定有害物質の取扱事業場の設置
状況その他の土地の利用の履歴

汚染のおそれがない場合

履歴

 対象地は、昭和○年まで農用地であり、昭和○○年に個人所有の住宅が建築さ
れ、昭和○○年まで居住していた。その後、昭和○○年○月に○○商事㈱が土地
を買収し、昭和○○年○月にマンションを建設し現在に至る。

総評

（汚染のおそれがない場合）以上の結果、対象地内において特定有害物質の取扱
事業場は存在しないことから、特定有害物質を取り扱った経緯はなく、また、特
定有害物質又は特定有害物質により汚染された土壌を埋め立てた経緯も、既往調
査で基準不適合土壌が確認された経緯もないことから、土壌汚染のおそれはない
ものと考える。
なお、土地の改変時及び搬出先において、外観、臭気等により土壌に異常がみら
れる場合又は基準超過土壌が確認された場合には、その場所を調査し、汚染が認
められるときには、その汚染の原因に応じて汚染土壌の拡散防止の措置を講じる
ものとする。
なお、着工までの間に新たな汚染が生じた場合には、再度届出を行う。

  

 

有害物質の使用の履歴がない
場合は、斜線で欄を消します。 

「汚染のおそれがない場合」を選択します。 

見出しの選択に応じて自動で文章を表示します。 
内容を確認の上、必要に応じて文章をコピーし、直接入力してください。 
 

着工までにおおむね 1年以上の期間が空く場合は、 
リストより選択してください。 

「土壌汚染対策法又は条例に基づく調査及び措置の履歴」の記入が
5件以上となる場合は、1 セルに複数情報を記入してください。 

また、同じ土地で複数件の届出が出ている場合は、最後の地歴と措
置状況のわかる届出番号のみ記入する形で問題ありません。 
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別紙                                                                                      

工場・事業場等
の名称 業種及び主要製

品

・
・
・

特定有害物質の
種類、使用目
的、使用形態等

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

使用期間
・
・
・

～
・
・
・

特定有害物質の
使用場所等

地表の高さの変
更及び地質に係
る情報

平成15年△月○日付 15環改有土第○○号

平成25年○月○日付 25年環改化自第△号

既往調査及び措
置に関する情報

（日本産業規格Ａ列４番）

　　　２　△印の欄には、報告書に添付する各別紙に一連番号をつけた上、該当する別紙の番号を記入すること。

　　　３　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること。

「指定の申請書」

その他特記事項（必要に応じ図面
等を添付すること。）

特定有害物質の
使用、排出等の
状況

・
・
・

・
・
・

特定有害物質の
使用状況

・
・
・

特定有害物質の
排出状況

・
・
・

備考　１　別紙が２枚以上となる場合は、それぞれに番号を付けること。

土壌汚染対策法
又は条例に基づ
く調査及び措置
の履歴

「土地利用の履歴等調査届出書」

・
・
・

※詳細は別紙「特定有害物質等使用状況一覧」を参照

地下施設の有無
及び概要

調　査　結　果

特定有害物質の取扱事業場の設置
状況その他の土地の利用の履歴

汚染のおそれがない場合

履歴

 対象地は、昭和○年まで農用地であり、昭和○○年に個人所有の住宅が建築さ
れ、昭和○○年まで居住していた。その後、昭和○○年○月に○○商事㈱が土地
を買収し、昭和○○年○月にマンションを建設し現在に至る。

総評

（汚染のおそれがない場合）以上の結果、対象地内において特定有害物質の取扱
事業場は存在しないことから、特定有害物質を取り扱った経緯はなく、また、特
定有害物質又は特定有害物質により汚染された土壌を埋め立てた経緯も、既往調
査で基準不適合土壌が確認された経緯もないことから、土壌汚染のおそれはない
ものと考える。
なお、土地の改変時及び搬出先において、外観、臭気等により土壌に異常がみら
れる場合又は基準超過土壌が確認された場合には、その場所を調査し、汚染が認
められるときには、その汚染の原因に応じて汚染土壌の拡散防止の措置を講じる
ものとする。
なお、着工までの間に新たな汚染が生じた場合には、再度届出を行う。

  

 

有害物質の使用の履歴がない
場合は、斜線で欄を消します。 

「汚染のおそれがない場合」を選択します。 

見出しの選択に応じて自動で文章を表示します。 
内容を確認の上、必要に応じて文章をコピーし、直接入力してください。 
 

着工までにおおむね 1年以上の期間が空く場合は、 
リストより選択してください。 

「土壌汚染対策法又は条例に基づく調査及び措置の履歴」の記入が
5件以上となる場合は、1 セルに複数情報を記入してください。 

また、同じ土地で複数件の届出が出ている場合は、最後の地歴と措
置状況のわかる届出番号のみ記入する形で問題ありません。 

 

筆一覧                                                                                      

※「土地利用の履歴等調査届出書」と同内容を記載してください。筆を更新する際はその理由を記入してください。

※本届出で土地の形質の変更を行う地番について「届出種別」に「今回届出」を選択してください（全地番を対象とする場合は

　全ての地番に、一部の地番を対象とする場合は今回の届出対象の地番にのみ「今回届出」を選択してください。）。

※記載行が足りない場合は30番目の行をコピーして行を追加してください。

届出のために確認を行った日： 令和6年4月1日

区市町村 町 丁目 番地

1 今回届出 新宿区 ○○町 ○丁目 ○○番１
東京都△△区△△町△丁目
△番△号

株式会社○○○製
造

2 今回届出 新宿区 ○○町 ○丁目 ○○番２ 一部 － 個人

3 今回届出 新宿区 ○○町 ○丁目 ○○番３ － 個人

4 今回届出 新宿区 ○○町 ○丁目 ○○番４
東京都○○区○○町○丁目
○番○号

○○○○
□□□□

5 今回届出 新宿区 ○○町 △丁目 ××番１ … …

6 今回届出 新宿区 ○○町 △丁目 ××番２ … …

7 今回届出 新宿区 ××町 □丁目 △△番１ － －

8 今回届出 新宿区 ××町 □丁目 △△番２ － －

9 今回届出 道 － ○○区

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

この行より上に行を追加してください。

（日本産業規格Ａ列４番）

連番 届出種別
地番 無地番

道
水

一部 土地所有者等の住所 氏名 更新理由

 

今回届出を行う地番について、 
リストから「今回届出」を選択してください。 

土地所有者が個人の場合、氏名は「個人」とし、
土地所有者等の住所は「－」としてください。 
 

届出者が有する土地の場合は、「土地所有者の
住所」、「氏名」を「－」とし、省略が可能です。 
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令和6年4月1日

殿

住　所

氏　名

新宿区 （住居表示）

（地番）

全体面積 9,999.00 ㎡
第2種低層住居専用
地域

今回届出面積 ㎡

算出根拠 登記面積

全体面積 1,800.00 ㎡

今回届出面積 ㎡

算出根拠 CAD面積

現在の土地利
用状況及び土
地の改変の区
域

周辺の土地利
用状況

最大改変深度
（m）

掘削深度（m）
※掘削を伴う場合

杭深度（m）
※杭施工を伴う場合

35.00 9.00 35.00

0.00

0.00

土地の所有者
（土地の所有
者が届出者と
異なる場合）

※受付欄

氏　　名 電話番号

○○ ○○
03-XXXX-XXXX
（内線xxx）

（日本産業規格Ａ列４番）

（法人にあっては名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

第34号様式（第57条関係）

土地利用の履歴等調査届出書

東京都知事

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○開発株式会社

代表取締役 ○○ ○○

  　都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第117条第１項の規定により、土地利用の履歴等の調査を

  実施しましたので、次のとおり届け出ます。

土地の改変に係る事業の名称

土地の改変の場所

新宿区○○町○丁目○○番１　外 6 筆 道

※詳細は別紙「筆一覧」のとおり

(仮称)○○○○マンション建築計画

○○町○○丁目○○番○○号

対象地の概要 敷地面積

用途地域うち改変面積

別紙「土地利用の履歴等年表」のとおり

△別紙「○○」のとおり

土地の改変の
種類

種類

別紙「筆一覧」のとおり

共同住宅の新築(地上○○階
地下○階）

調査結果 別紙「土地利用の履歴等年表」のとおり

※調査結果により対象地内において土壌汚染のおそれがあるため土壌汚染状況調査を
実施する。

　備考　１　※印の欄には記入しないこと。

　　　　２　△印の欄には、届出書に添付する各別紙に一連番号をつけた上、該当する別紙の番号を記入すること。

○○開発株式会社○○事業部
○○調査係

xxxxxxxx@yyyyy.ne.jp

　　　　３　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること。

連絡先

所　　属 電子メールアドレス

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

汚染のおそれ 
がある場合 

（参考）届出書の記載例（土地利用の履歴等調査届出書） 

届出日（窓口受理日）又は、届出日から 
過去数日以内の日付を記載してください。 

届出者が法人の場合は所在地、法人名及
び代表名、個人である場合は住所、個人名
を記入してください（Ⅱ-６「４.届出者につい
て」を参照してください）。 

改変対象地だけでなく、敷地全体の
住居表示と地番を併記します。地番
については、別紙筆一覧を添付して
ください。 

土地の改変による掘削の最大深度につ
いても記入します。根切り深度と杭深度
がある場合には両方を記載します。 

分割提出の場合は今回届
出面積を記載してください。 

実測面積等、算出根拠
を記入してください。 

必ず履歴等調査の結果の総評を記入します。 

ここの欄には何も記入しないでください。 

担当者（届出者と同じ組織に属する者に限る。）の

連絡先を記載してください。 

また、届出者と異なる組織に属する者で届出書の

内容が分かる者の連絡先は必要に応じて併記して

ください。 

なお、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異なる

場合には、送り状等にその旨を記載してください。 

 

分割提出の場合は連番を記
載してください（その１等）。 
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別紙                                                                                      

工場・事業場等
の名称 業種及び主要製

品

・金属メッキ
・ガソリン販売
・ドライクリー
ニング

特定有害物質の
種類、使用目
的、使用形態等

・六価クロム
・鉛、ベンゼン
・テトラクロロ
エチレン

・金属メッキで
使用
・ガソリン成分
・有機溶剤で使
用

・六価クロム
・鉛、ベンゼン
・テトラクロロ
エチレン

・総量不明
・総量不明
・総量不明

使用期間
・1975年
・1975年
・1975年

～
・2001年
・2001年
・2001年

他 2 件

特定有害物質の
使用場所等

有

地表の高さの変
更及び地質に係
る情報

平成○○年○月○日付 １５環改有土第○○号

平成○○年○月○日付 ２４環改化自第○○号

既往調査及び措
置に関する情報

（日本産業規格Ａ列４番）

　　　２　△印の欄には、報告書に添付する各別紙に一連番号をつけた上、該当する別紙の番号を記入すること。

　　　３　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること。

「指定の申請書」

その他特記事項（必要に応じ図面
等を添付すること。）

特定有害物質の
使用、排出等の
状況

・○○○○工業㈱□□工場
・ガソリンスタンド△△△△営業所
・○○○クリーニング（有）

・○○○○工業㈱□□工場
・ガソリンスタンド△△△△営業所
・○○○クリーニング（有）

特定有害物質の
使用状況

・○○○○工業㈱□□工場
・ガソリンスタンド△△△△営業所
・○○○クリーニング（有）

なし

地下施設の概要は別紙「特定有害物質の使用及び排出等の状況に係る一覧」のとおり

特定有害物質の
排出状況

・○○○○工業㈱□□工場
・ガソリンスタンド△△△△営業所
・○○○クリーニング（有）

備考　１　別紙が２枚以上となる場合は、それぞれに番号を付けること。

土壌汚染対策法
又は条例に基づ
く調査及び措置
の履歴

「土地利用の履歴等調査届出書」

・下水道法に基づく特定施設が設
置されていた。
・タンク漏洩等の事故もなく適切
に管理されていた。
・下水道法に基づく特定施設が設
置されていた。

※詳細は別紙「特定有害物質等使用状況一覧」を参照

△別紙「○○」のとおり

地下施設の有無
及び概要

調　査　結　果

特定有害物質の取扱事業場の設置
状況その他の土地の利用の履歴

人為的な汚染のおそれがある場合

履歴

対象地は、昭和○年まで農用地であり、昭和○○年に○○○○工業株式会社が□
□工場を建設し、金属メッキ作業を行っていた。その後、昭和○○年に敷地の一
部がガソリンスタンド△△△△営業所となり平成○年まで営業していた。また、
敷地の一部に昭和○○年から平成○○年まで○○○クリーニング（有）が存在
し、有機溶剤として特定有害物質を使用していた。
総評

（人為的な汚染のおそれがある場合）以上から特定有害物質又は特定有害物質に
より汚染された土壌を埋め立てた経緯や既往調査で基準超過土壌が確認された経
緯はないが、対象地内において特定有害物質の取扱事業者が存在し、土壌汚染の
おそれがあると考える。
なお、土地の改変時及び搬出先において、外観、臭気等により土壌に異常がみら
れる場合又は基準超過土壌が確認された場合には、その場所を調査し、汚染が認
められるときには、その汚染の原因に応じて汚染土壌の拡散防止の措置を講じる
ものとする。

なお、着工までの間に新たな汚染が生じた場合には、再度届出を行う。

 
 
 

「人為的な汚染のおそれがある場合」を選択します。 

工場・事業場等の名称以降 4項目については、 
「（別紙）特定有害物質の使用及び排出等の状況に係る一覧」
へ入力してください。 
 

手続がされた届出書等を収受日、収受番号及び届出書等の名称
を記入します。 

過去に自主調査、自主対策をしている場合、 
内容を記載してください。 

着工までにおおむね 1年以上の期間が空く場合は、 
リストより選択してください。 

見出しの選択に応じて自動で文章を表示します。 
内容を確認のうえ、必要に応じて文章をコピーし、 
直接入力してください。 
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特
定

有
害

物
質

の
使

用
及

び
排

出
等

の
状

況
に

係
る

一
覧

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※
記

載
行

が
足

り
な

い
場

合
は

2
0
番

目
の

行
を

コ
ピ

ー
し

て
行

を
追

加
し

て
く

だ
さ

い
。

開
始

終
了

1
○

○
○

○
工

業
㈱

□
□

工
場

金
属

メ
ッ

キ
六

価
ク

ロ
ム

金
属

メ
ッ

キ
で

使
用

総
量

不
明

1
9
7
5
年

2
0
0
1
年

下
水

道
法

に
基

づ
く

特
定

施
設

が
設

置
さ

れ
て

い
た

。

排
水

ピ
ッ

ト
が

設
置

さ
れ

て
い

た
。

2
ガ

ソ
リ

ン
ス

タ
ン

ド
△

△
△

△
営

業
所

ガ
ソ

リ
ン

販
売

鉛
、

ベ
ン

ゼ
ン

ガ
ソ

リ
ン

成
分

総
量

不
明

1
9
7
5
年

2
0
0
1
年

タ
ン

ク
漏

洩
等

の
事

故
も

な
く

適
切

に
管

理
さ

れ
て

い
た

。

地
下

タ
ン

ク
が

設
置

さ
れ

て
い

た
。

3
○

○
○

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

（
有

）
ド

ラ
イ

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

テ
ト

ラ
ク

ロ
ロ

エ
チ

レ
ン

有
機

溶
剤

で
使

用
総

量
不

明
1
9
7
5
年

2
0
0
1
年

下
水

道
法

に
基

づ
く

特
定

施
設

が
設

置
さ

れ
て

い
た

。
不

明

4
×

×
×

×
×

×
×

×
○

○
○

○
、

×
×

×
×

、
△

△
△

△
不

明
総

量
不

明
不

明
不

明
不

明
な

し

5
△

△
△

△
△

△
△

△
①

○
○

○
○

、
②

×
×

×
×

、
③

△
△

△
△

①
○

○
○

○
②

×
×

×
×

③
△

△
△

△
総

量
不

明

①
○

○
○

○ ②
×

×
×

× ③
△

△
△

△

①
○

○
○

○ ②
×

×
×

× ③
△

△
△

△

①
○

○
○

○
②

×
×

×
×

③
△

△
△

△
な

し

6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

こ
の

行
よ

り
上

に
行

を
追

加
し

て
く

だ
さ

い
。

（
日

本
産

業
規

格
Ａ

列
４

番
）

連
番

工
場

・
事

業
場

等
の

名
称

業
種

及
び

主
要

製
品

特
定

有
害

物
質

の
種

類
、

使
用

目
的

、
使

用
形

態
等

特
定

有
害

物
質

の
使

用
状

況
特

定
有

害
物

質
の

排
出

状
況

地
下

施
設

の
概

要

都
環

境
確

保
条

例
に

基
づ

く
工

場
・

指
定

作
業

場
の

届
出

の
有

無

水
質

汚
濁

防
止

法
及

び
下

水
道

法
に

基
づ

く
特

定
施

設
の

届
出

の
有

無
特

定
有

害
物

質
使

用
目

的
及

び
使

用
形

態
等

使
用

状
況

使
用

期
間

❶
❷

❸
❹

❺
❻

「使
用
目
的
及
び
使
用
形
態
等
」「
使
用
状
況
」「
使
用
期
間
」「
特
定
有

害
物
質
の
排
出
状
況
」に
お
い
て
詳
細
不
明
の
場
合
は
「不

明
」と
記
入
し

て
くだ
さい

。

「地
下
施
設
の
概
要
」に
お
い
て
、該

当
しな

い
場
合
（
地
下
施
設

が
な
い
場
合
等
）
は
「な
し」
と記

入
し
て
くだ
さい

。詳
細
不
明
の

場
合
は
「不

明
」と
記
入
して

くだ
さい

。

「特
定
有
害
物
質
」に
お
い
て
複
数
の
物
質
を
記
載
して

お
り、
「使

用
目
的
及
び

使
用
形
態
等
」や
「使

用
期
間
」な
どの

項
目
で
物
質
ご
とに
書
き
分
け
る
場
合
は
、

物
質
名
に
番
号
を
振
って
、各

項
目
で
番
号
ご
とに
情
報
を
記
入
し
て
くだ
さい

。

「第
号
様
式

別
紙

」で
は
、以

下
の
とお

り「
特
定
有
害
物
質
等
使
用
状
況
一
覧
」の

記
載
を
参
照
して

表
示
しま

す
。
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別紙                                                                                      

工場・事業場等
の名称 業種及び主要製

品

・
・
・

特定有害物質の
種類、使用目
的、使用形態等

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

使用期間
・
・
・

～
・
・
・

特定有害物質の
使用場所等

地表の高さの変
更及び地質に係
る情報

平成○○年○月○日付 １５環改有土第○○号

平成○○年○月○日付 ２４環改化自第○○号

既往調査及び措
置に関する情報

（日本産業規格Ａ列４番）

　　　２　△印の欄には、報告書に添付する各別紙に一連番号をつけた上、該当する別紙の番号を記入すること。

　　　３　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること。

「指定の申請書」

その他特記事項（必要に応じ図面
等を添付すること。）

特定有害物質の
使用、排出等の
状況

・
・
・

・
・
・

特定有害物質の
使用状況

・
・
・

昭和○○年のマンション建設時に敷地の一部に３ⅿの盛土がなされた。

特定有害物質の
排出状況

・
・
・

備考　１　別紙が２枚以上となる場合は、それぞれに番号を付けること。

土壌汚染対策法
又は条例に基づ
く調査及び措置
の履歴

「土地利用の履歴等調査届出書」

・
・
・

※詳細は別紙「特定有害物質等使用状況一覧」を参照

地下施設の有無
及び概要

調　査　結　果

特定有害物質の取扱事業場の設置
状況その他の土地の利用の履歴

自然由来の汚染土壌が存在するおそれがある場合

履歴

対象地は昭和○年まで畑であり、昭和〇〇年に〇〇商事（株）が土地を購入し、
敷地の一部に３ⅿの盛土をした上で、マンションが建築され、現在に至る。な
お、対象地に盛土された土の搬出先において自然由来とみられる基準超過土壌が
存在することが過去の文献等からわかっている。

総評

（人為的な汚染のおそれはないが、自然由来等の汚染土壌が存在するおそれがあ
る場合）以上から対象地内において特定有害物質の取扱事業場は存在しないこと
から、特定有害物質を取り扱った経緯はないが、自然由来とみられる基準超過土
壌が確認された経緯が存在することから、土壌汚染のおそれがあると考える。
なお、土地の改変時及び搬出先において、外観、臭気等により土壌に異常がみら
れる場合又は基準超過土壌が確認された場合には、その場所を調査し、汚染が認
められるときには、その汚染の原因に応じて汚染土壌の拡散防止の措置を講じる
ものとする。

 

こちらの場合で記載する際は、 
下の「特定有害物質の使用、排出等の状況」で、 
地表の高さ等の変更、過去の調査等の履歴の欄を記載してください。 

汚染のおそれ 
がある場合 
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土
地

利
用

の
履

歴
等

年
表

※
既

届
出

の
地

歴
利

用
の

場
合

は
、

表
上

部
の

行
の

グ
ル

ー
プ

を
展

開
し

て
、

地
歴

情
報

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

※
敷

地
全

体
と

改
変

対
象

地
の

汚
染

の
お

そ
れ

を
か

き
分

け
る

場
合

は
、

表
上

部
の

列
の

グ
ル

ー
プ

を
展

開
し

て
、

「
改

変
対

象
地

の
土

地
利

用
の

状
況

」
よ

り
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

※
記

載
行

が
足

り
な

い
場

合
は

1
5
番

目
の

行
を

コ
ピ

ー
し

て
行

を
追

加
し

て
く

だ
さ

い
。

西
暦

和
暦

西
暦

和
暦

1
1
9
3
0

昭
和

*
年

対
象

地
は

、
個

人
所

有
の

農
地

と
し

て
利

用
さ

れ
て

い
る

。
土

壌
汚

染
の

可
能

性
は

考
え

に
く

い
地

形
図

航
空

写
真

1
9
3
*

1
9
3
*

昭
和

*
年

昭
和

*
年

国
土

地
理

院
発

行
○

○
○

㈱
発

行

2

1
9
4
0

昭
和

2
*
年

昭
和

○
○

年
○

月
に

対
象

地
に

個
人

住
宅

が
建

設
さ

れ
た

。
土

地
利

用
と

し
て

は
建

物
、

庭
園

及
び

個
人

使
用

の
駐

車
場

で
あ

っ
た

。

土
壌

汚
染

の
可

能
性

は
考

え
に

く
い

土
地

登
記

簿
地

形
図

航
空

写
真

1
9
4
*

1
9
4
*

1
9
4
*

昭
和

2
*
年

昭
和

2
*
年

昭
和

2
*
年

国
土

地
理

院
発

行
○

○
○

㈱
発

行

3

1
9
5
0

昭
和

3
*
年

昭
和

○
○

年
○

月
に

「
○

○
工

業
所

」
が

操
業

を
開

始
し

た
。

○
○

工
程

に
お

い
て

「
ト

リ
ク

ロ
ロ

エ
チ

レ
ン

」
、

○
○

工
程

に
お

い
て

「
水

銀
及

び
そ

の
化

合
物

」
の

計
２

物
質

が
使

用
さ

れ
て

い
た

。

土
壌

汚
染

の
可

能
性

が
考

え
ら

れ
る

土
地

登
記

簿
地

形
図

航
空

写
真

住
宅

地
図

事
業

者
等

か
ら

の
聴

取
調

査

1
9
5
*

1
9
5
*

1
9
5
*

1
9
5
*

昭
和

3
*
年

昭
和

3
*
年

昭
和

3
*
年

昭
和

3
*
年

国
土

地
理

院
発

行
○

○
○

㈱
発

行
△

△
△

㈱
発

行

4
1
9
6
0

昭
和

4
*
年

対
象

地
は

、
１

９
５

＊
年

（
昭

和
３

＊
年

）
と

同
様

で
あ

っ
た

。
土

壌
汚

染
の

可
能

性
が

考
え

ら
れ

る
土

地
登

記
簿

住
宅

地
図

1
9
6
*

1
9
6
*

昭
和

4
*
年

昭
和

4
*
年

△
△

△
㈱

発
行

5
1
9
7
0

昭
和

5
*
年

対
象

地
は

、
１

９
６

＊
年

（
昭

和
４

＊
年

）
と

ほ
ぼ

同
様

で
あ

る
が

、
一

部
事

業
場

が
拡

張
さ

れ
、

建
物

も
一

部
改

築
及

び
増

築
さ

れ
て

い
る

。

土
壌

汚
染

の
可

能
性

が
考

え
ら

れ
る

住
宅

地
図

1
9
7
*

昭
和

5
*
年

△
△

△
㈱

発
行

6

1
9
8
0

昭
和

6
*
年

昭
和

○
○

年
○

月
に

○
○

商
事

㈱
の

所
有

と
な

り
、

「
○

○
製

作
所

」
と

な
っ

た
。

○
○

工
程

に
お

い
て

、
「

鉛
及

び
そ

の
化

合
物

」
が

使
用

さ
れ

て
い

た
。

土
壌

汚
染

の
可

能
性

が
考

え
ら

れ
る

土
地

登
記

簿
住

宅
地

図
特

定
施

設
設

置
届

出
書

類
事

業
者

等
か

ら
の

ヒ
ア

リ
ン

グ

1
9
8
*

1
9
8
*

昭
和

6
*
年

昭
和

6
*
年

△
△

△
㈱

発
行

7
1
9
9
0

平
成

*
年

対
象

地
は

、
１

９
８

＊
年

（
昭

和
６

＊
年

）
と

同
様

で
あ

っ
た

。
土

壌
汚

染
の

可
能

性
が

考
え

ら
れ

る
住

宅
地

図
1
9
9
*

昭
和

5
*
年

△
△

△
㈱

発
行

8
2
0
0
0

平
成

1
*
年

対
象

地
は

、
１

９
９

＊
年

（
平

成
＊

年
）

と
同

様
で

あ
っ

た
。

土
壌

汚
染

の
可

能
性

が
考

え
ら

れ
る

航
空

写
真

住
宅

地
図

2
0
0
*

2
0
0
*

平
成

1
*
年

平
成

1
*
年

○
○

○
㈱

発
行

△
△

△
㈱

発
行

9
2
0
1
0

平
成

2
*
年

対
象

地
は

、
２

０
０

＊
年

（
平

成
１

＊
年

）
と

同
様

で
あ

っ
た

。
土

壌
汚

染
の

可
能

性
が

考
え

ら
れ

る
航

空
写

真
住

宅
地

図
2
0
1
*

2
0
1
*

平
成

2
*
年

平
成

2
*
年

○
○

○
㈱

発
行

△
△

△
㈱

発
行

1
0

2
0
2
3

令
和

*
年

令
和

○
○

年
○

月
に

「
○

○
製

作
所

」
が

操
業

を
廃

止
し

た
。

土
壌

汚
染

の
可

能
性

が
考

え
ら

れ
る

航
空

写
真

住
宅

地
図

特
定

施
設

使
用

廃
止

届
出

書
現

況
写

真

2
0
2
*

2
0
2
*

2
0
2
*

2
0
2
*

令
和

*
年

令
和

*
年

令
和

*
年

令
和

*
年

○
○

○
㈱

発
行

△
△

△
㈱

発
行

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

こ
の

行
よ

り
上

に
行

を
追

加
し

て
く

だ
さ

い
。

（
日

本
産

業
規

格
Ａ

列
４

番
）

根
拠

資
料

資
料

の
種

類
年

代
出

典

N
o
.

年
代

対
象

地
の

土
地

利
用

の
状

況
土

壌
汚

染
の

可
能

性

原
則
、
戦
前
ま
で
遡
っ
て
調
査
し
、
そ
れ
以
前
の
地
歴
は
必
要
に
応

じ
て
調
査
し
ま
す
。
な
お
、
水
域
又
は
自
然
林
等
で
あ
っ
た
土
地
に

つ
い
て
は
そ
れ
以
降
の
地
歴
を
調
査
し
て
く
だ
さ
い
。

調
査
対
象
地
に
お
け
る
土
地
利
用
の
状
況

を
年
代
ご
と
に
具
体
的
に
記
入
し
ま
す
。

個
人
名
や
個
人
住
宅
名
等
は
表
中
に
記
載
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

各
地
歴
年
代
ご
と
に
汚
染
の
可
能
性
の

有
無
を
評
価
し
、
リ
ス
ト
か
ら
選
択
し
て
く

根
拠
資
料
は
種
類
別
に
分
け
ず
、
年
表
と
同
じ
順
番
に
並
べ
、

別
冊
資
料
に
ま
と
め
て
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

根
拠
資
料
の
出
典
等

を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

土
地
利
用
状
況
に
変
更
が
な
い
場
合
に
は
、

お
お
む
ね
1
0
年
間
隔
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

現
在
（
届
出
年
）
の
状
況
を
表
す
写
真

及
び
そ
の
撮
影
位
置
の
わ
か
る
平
面

図
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

記
載
内
容
が
セ
ル
に
収
ま
ら
な
い
場
合
、
セ
ル
の
幅
を
変
更
し
て
、
全
て
の
記
載
内
容
が
収
ま
る
よ
う
に
調
整
し
て
く
だ
さ
い
。

根
拠
資
料
は
リ
ス
ト
か
ら
選
択
す
る

か
、
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。
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土
地
利
用
の
履
歴
等
年
表

※
既
届
出
の
地
歴
利
用

の
場
合
は
、
表
上
部
の
行
の
グ
ル
ー
プ
を
展
開

し
て

、
地

歴
情

報
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

※
敷
地
全
体
と
改
変
対

象
地
の
汚
染
の
お
そ
れ
を
か
き
分
け
る
場
合
は

、
表

上
部

の
列

の
グ

ル
ー

プ
を

展
開

し
て

、
「

改
変

対
象

地
の

土
地

利
用

の
状

況
」

よ
り

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

※
記
載
行
が
足
り
な
い

場
合
は
1
5
番
目
の
行
を
コ
ピ
ー
し
て
行
を
追

加
し

て
く

だ
さ

い
。

西
暦

和
暦

西
暦

和
暦

1
9
3
0

昭
和
*
年

2
0
2
0

令
和
*
年

1

2
0
2
3

令
和
*
年

令
和
２
年
と
変
化
が
な
く
対
象
地

に
は

〇
〇

工
業
が
立
地
し
て
い
る
。

改
変

対
象

地
は

グ
ラ

ウ
ン

ド
で

あ
る

。
土

壌
汚

染
の

可
能

性
が

考
え

ら
れ
る

が
、

改
変

対
象

地
の

土
壌

汚
染

の
可

能
性
は

考
え

に
く

い

現
状

写
真

2
0
2
3

令
和

*
年

別
紙

○

2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

こ
の
行
よ
り
上
に
行
を

追
加
し
て
く
だ
さ
い
。

（
日
本
産
業
規
格
Ａ
列

４
番
）

地
歴

令
和
２
年
○
月
○
日
付
 
２
環
改
化

土
第

○
○

○
号

の
と

お
り

。
～

N
o
.

年
代

対
象
地
の

土
地
利
用
の
状
況

改
変

対
象

地
の

土
地

利
用

の
状

況
土

壌
汚

染
の

可
能

性

根
拠

資
料

資
料

の
種

類
年

代
出

典

既
に
届
出
済
の
範
囲
は
、
届
出
済
期
間
と
届
出
番
号
を
記
載
し
ま
す
。
な

お
、
同
一
対
象
地
に
お
い
て
複
数
回
届
出
が
さ
れ
て
い
る
場
合
、

最
新
の
地
歴
調
査
を
行
っ
た
届
出
番
号
を
記
載
し
ま
す
。

対
象
地
（
敷
地
）と
改
変
対
象
地
で
汚
染
の
お
そ
れ
の
評
価
が
異
な
る
場
合
、
行
を
展

開
し
、
対
象
地
（
敷
地
）と
改
変
対
象
地
の
履
歴
を
そ
れ
ぞ
れ
記
載
し
ま
す
。

記
載
内
容
が
セ
ル
に
収
ま
ら
な
い
場
合
、
セ
ル
の
幅
を
変
更
し
て
、
全
て
の
記
載
内
容
が
収
ま
る
よ
う
に
調
整
し
て
く
だ
さ
い
。

既
往
届
出
を
活
用
す
る

届
出
済
の
土
地
利
用
履
歴
か
ら
変
更
が
な
い
場
合
で
も
、
必

ず
届
出
年
の
状
況
を
記
載
し
、
現
在
（
届
出
年
）の
状
況
表
す

写
真
及
び
そ
の
撮
影
位
置
の
わ
か
る
平
面
図
を
添
付
し
て
く

だ
さ
い
。
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◎◎

別別紙紙１１

対象地位置図

　◎出典等を明記し、公的な資料等自由に利用できる地図（広く公開してもよいもの）を使用し
てください。

ＮＮ

ＪＲ○○駅

東京湾

○○運河

対象地
○○駅

△△区役所

□□□１丁目

□□□２丁目

□□□３丁目

□□□４丁目 ○○○１丁目

至○○○駅

至○○○駅

至○○○駅

首都高速○○線

□□□３丁目

□□□２丁目

１万分の１程度の縮尺により付近の駅及
び公共施設等からの位置がわかるような
図を用います。

別紙番号を記入
してください。

添付資料の表題を記
入してください。
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別別紙紙２２

　１．敷地面積　　　：○,○○○㎡

　２．改変対象地面積：○,○○○㎡

　３．土地改変の概要：共同住宅の新築（地下○階地上○○階） 根切り深度○○ｍ

杭深度○○ｍ

　４．工事期間（予定）：令和○○年○月○日～令和○○年○月○日

　５．施工会社：○○○○建設株式会社

土地改変の概要

A

ＮＮ

共共同同住住宅宅

駐車場

植栽植栽

植栽

敷地境界

植
栽
帯

地上○○階
地下○階

植栽

別紙番号を記入し
てください。

添付資料の表題を記
入してください。

マンション等の建設であれば、
その配置図(１階)を用います。

その建物概要と建築工事の
予定期間等を記入します。

地上○○階
（○○ｍ）

地下○階
（○○ｍ）

敷地境界

断面図

平面図

改変を行う予定の深度
についても記入します。

舗装

土地改変の概要を具体的に記載します。
根切り深度と杭深度がある場合には両方を記載します。
例えば、新築に先立ち、既設構造物の解体等を行う場合
は、それぞれの平面図、断面図を添付してください。

施工会社が未定の場合は、「未定」とし、
117条2項等で報告してください。

開始日は日にちまで記入してください。
法４条の届出も行う場合は、法４条の工事
開始日と同じ日付にしてください。

杭深度
（○○ｍ）

建物内部の間取
りは不要です。

A'

必要に応じて、切断線を記
載し、断面図の位置をわ
かりやすく示してください。

A'A
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３．土壌汚染状況調査報告書の作成について
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　土壌汚染状況調査報告書を作成するに当たり次の１から11までの事項に留意し整理を行って

ください（本事項はあくまで参考とし、場合によって項目の追加及び削除等を行います。）。

　１、７及び８以外の資料には、個人情報等の記載をお控えください（分析担当者名、コア

鑑定者等）。

１．指定調査機関確認書・調査結果報告シートについて

　東京都へ提出する調査結果報告書には、指定調査機関確認書・調査結果報告シートを必

ず添付してください。様式は東京都環境局のホームページからダウンロードできます。

　既往の調査結果を活用する場合には、当該調査結果も含めて調査結果を総括し一式のシ

ートにまとめてください。

２．調査区分について

　対象地の土地利用の履歴等から調査区分を設定した区画について、図面等を用い過去の

土地利用との関係がわかるよう作成してください（全部対象区分地・一部対象区分地・こ

れら以外の設定根拠の明確化）。

　また、調査対象となる単位区画数について整理します。

３．土壌汚染状況調査を行った地点について

　全部対象区画・一部対象区画等において、それぞれ土壌を採取した地点を明らかにする

とともに各採取地点番号を設定し、今後の対策計画等の図面等においても地点番号を引き

継ぐこととします。

４．調査対象項目について

　汚染状況調査を行う項目については、過去の土地利用の履歴等から、調査対象項目とし

たその根拠を明らかにしてください。

５．汚染状況調査の方法について

　今回実施した汚染状況調査の技術的根拠を示して記述してください。（例えば「東京都土

壌汚染対策指針（平成31年４月１日東京都告示第394号）に基づき・・・」や「土壌溶出量

調査に係る測定方法（平成15年３月６日環境省告示第18号）に基づき・・・」など）

　なお、一般的な調査方法の説明は不要です。

６．汚染状況調査の結果について

　調査の結果は、総評等は記載せず、一覧表と図に簡潔にまとめてください。

土土壌壌汚汚染染状状況況調調査査報報告告書書のの作作成成ににつついいてて
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１）土壌調査

・一覧表の作成

　土壌調査の結果を、調査地点と調査対象物質との関係がわかるよう一覧表を作成し

ます。汚染土壌処理基準を超える部分は網掛けをつけるなどわかりやすくまとめてく

ださい。

　また、第二溶出量基準を超えるものについても表の中でわかるようにしてください。

・図面等の作成

　平面図を用い土壌調査の結果を示してください。汚染土壌処理基準を超える部分は

網掛けをつけるなどわかりやすくまとめてください。

２）地下水調査（土壌ガスの検出や溶出量基準の超過等の場合は、原則、地下水調査が

　　必要です。詳細は次ページや指針を参照してください。）

・一覧表の作成

　地下水調査の結果を、調査地点と調査対象物質との関係がわかるよう一覧表を作成

します。地下水基準を超える部分は網掛けをつけるなどわかりやすくまとめてくださ

い。

　また、第二地下水基準を超えるものについても表の中でわかるようにしてください。

・図面等の作成

　平面図を用い地下水調査の結果を示してください。地下水基準を超える部分は網掛

けをつけるなどわかりやすくまとめてください。対象地境界における地下水調査にお

いては、地下水流向を矢印等で記載してください。

３）詳細調査（ボーリング調査）を実施した場合

　詳細調査（ボーリング調査）を実施した場合は、同様に一覧表、図面等でわかりや

すくまとめてください。

　なお、詳細調査は、汚染拡散防止計画書（第117条第３項）で報告することも可能

です。その際にも指定調査機関確認書・調査結果報告シートを必ず添付してください。

７．濃度計量証明書等について

　土壌汚染状況調査により土壌分析を行った分析機関と計量方法等を確認するため、公定

法に基づく濃度計量証明書（写しでも可）を全て添付します。

　土壌ガス調査の場合には、計量証明事業者が発行した濃度を証する書類（写しでも可）

又は土壌ガス検出チャート紙（写）を添付します。現地以外に試料を運搬して分析した際

の土壌ガス検出チャート紙を添付する場合には、濃度減少の評価に関する資料を併せて添

付してください。

　濃度計量証明書等は原則として別冊にまとめ、内容を審査する期間、一時的に預かるこ

ととします（審査終了後に別冊は返却します。）。

８．調査実施写真について

　対象地において実際どのように行われたかを確認するため、土壌調査では、土壌の採取

前、採取状況（採取機器、採取孔径、採取深度及び採取容器等）及び採取後の写真を添付

します。土壌ガス調査では、土壌ガスの採取前、採取状況（採取機器、採取孔径、採取深

度及び気密容器等）及び採取後の写真を添付します。（地下水の調査を行った場合につい

ても、同様に採取状況等の写真を添付します。）採取深度を示す写真は、検尺の目盛が読
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めるように撮影するよう注意してください。調査実施写真は、原則として別冊資料にまと

め、内容を審査する期間、一時的に預かることとします（審査終了後に別冊は返却又は

破棄します。）。

９．土壌汚染状況調査結果の資料の構成について

　次ページを参考に資料を構成してください。詳細調査を実施しなかった場合等、土質柱

状図がない場合、被覆厚、試料採取深度、土質等を記載した記録票を添付してください。

10．過去の調査結果の活用について

　既往調査結果を活用する場合には、過去の調査結果報告書をそのまま添付するのではな

く、表や図等を用いて簡潔に整理した資料を添付してください。複数の既往調査結果を活

用する場合には、それらの結果を表及び図にひとまとめに整理してください。

11．条例第116条に基づく報告書等の作成への活用について

　次ページ以降の第117条第2項、第3項及び第6項に基づく報告書等の作成方法は、第116条

に基づく報告書等の作成に御活用いただくことが可能です。ただし、適宜第116条用に変更

が必要な箇所があることに御注意ください。
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■土壌汚染状況調査報告書製本例（参考）

　条例第117条に基づき提出する土壌汚染状況調査報告書は次のとおり作成します。

※条例第117条第1項の土地利用計画図を再度添付してください（第１項提出時から土地利用計画

　届出書類を紙で提出する場合は紙ファイ

ル等にまとめ、そのファイルの背表紙には

提出書類名及び事業の名称を記入し、表紙

には提出書類名、事業の名称、改変の場所

（地番）及び届出者名を記入します。

　なお、調査区分図、調査地点図及び調査

結果における図面の大きさについては、特

に定めていませんが、ファイルに綴じる際

にはＡ４の大きさに折り込んで製本してく

ださい。

　また、濃度計量証明書、土壌ガス検出

チャート紙、ボーリング柱状図及び調査実

施写真においては、原則として別冊にまと

めてください。

　土壌汚染状況調査範囲において、土壌汚

染対策法第4条第2項による土壌汚染状況調

査結果報告書又は法第14条による指定の申

請書を提出している場合は、製本をせず

に、届出書の鑑（条例第32号様式）のみを

提出してください。

　　の変更が生じた場合は、変更後の図面を添付してください。）。

土壌汚染状況調査報告書

事業の名称

土地の改変の場所（地番）

届出者名(事業者名)

副

【ファイル表紙】【背表紙】

土
壌
…
報
告
書

事
業
の
名
称

正 又は

３センチほど空けること。
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提出書類一覧 
１ 届出書 チェック 

○土壌汚染状況調査報告書（第 32号様式） 

・条例第 117 条に基づく届け出の場合、原則として、土地利用の履歴等調査届出書

（第 34 号様式）と同じ事業名称、敷地全体の住所と地番を記載してください。 

・必ず、土壌及び地下水の汚染状況調査結果の総評を記載してください。 

・必要に応じて、その者が届出者となりうる権原を有することの書類を添付してくだ 

さい(Ⅱ-６「４ 届出者について」を参照してください。)。 

□ 

○鑑別紙 

・特定有害物質の使用・排出等の状況等について別紙「特定有害物質等使用状況一覧」

に入力してください。 

・対象地について過去に届出を行っている場合は、手続がされた届出書等の収受日、 

 収受番号及び届出書等の名称を記載してください。 

□ 

○特定有害物質の使用及び排出等の状況に係る一覧 

・記載した事業場について、水質汚濁防止法と下水道法に基づく届出の有無及び環境

確保条例に基づく工場・指定作業場の届出の有無を記載してください。（根拠書類

の提出は不要です。） 

□ 

○筆一覧 

・敷地全体の地番、土地所有者の氏名等を記載し、本届出で調査報告を行う地番につ

いては「届出種別」で「今回届出」を選択してください。 

□ 

２ 添付書類 チェック 

○指定調査機関確認書・調査結果報告シート 

・調査結果報告書には必ず添付してください。 

様式は都環境局のウェブサイトからダウンロードできます。 

・過去の自主・法定調査結果を本報告に活用する場合は、過去の結果をそのまま報告

するのではなく、本調査における過去の自主・法定調査結果の活用箇所を明確にし、本

報告としての調査結果の評価を行ってください。 

□ 

〇表層調査に関する資料＊＊33＊＊44  

a. 汚染のおそれの区分図 

b. 試料採取等区画図 

c. 試料採取地点図＊＊55  

d. 調査結果一覧 

e. 調査結果図 

□ 

〇地下水調査に関する資料（条例に基づく地下水調査及び措置のための地下水調査を

実施した場合）＊＊66 

a. 調査対象地における地質状況等 

b. 地下水汚染が到達する可能性のある距離の計算結果（必要に応じて） 

  環境省のウェブサイトで公開している「地下水汚染が到達し得る距離の計算ツー

ル」により作成してください。 

  URL：https://www.env.go.jp/water/dojo/law/kaisei2009.html 

 c. 試料採取地点図＊＊55＊＊77  

    図面上に物質ごとの代表地点を明示してください。 

d. 調査結果一覧 

e. 地下水調査結果図（条例に基づく地下水調査を実施した場合） 

□ 
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〇詳細調査（代表地点以外の深度方向調査、地下水調査等）に関する資料＊＊33 

a. 調査対象物質 

b. 試料採取地点図＊＊55＊＊77 

c. 調査結果一覧 

□ 

○汚染状態総括図 

・汚染が確認された区画の全ての土壌調査、地下水調査の結果を図示した図面を作成

してください 

□ 

○土地利用計画図 

・条例第 117 条契機の場合、土地利用の履歴等調査届出書の土地利用計画図（土地改

変の概要）を再度添付してください（土地利用の履歴等調査届出書提出時から土地

利用計画図の変更が生じた場合は、変更後の図面を添付してください）。 

□ 

３ 別冊資料  チェック 
 ○濃度計量証明書 

・土壌ガス調査の場合には、濃度計量証明書又は土壌ガス検出チャート紙を添付し

てください。 
・現地以外に試料を運搬し分析した際の土壌ガス検出チャート紙を添付する場合に

は、濃度減少の評価に関する資料を併せて添付してください。 

□ 

 ○ボーリング柱状図 □ 

 ○調査実施状況写真 □ 
  
 ※＊３から＊７については「土壌汚染対策法第３条に基づく土壌汚染状況調査結果報告書の作成

について」の提出書類一覧（Ⅰ－７～Ⅰ－９）を参照してください。 
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殿

住　所

氏　名

第117条第２項

新宿区 （住居表示）

（地番）

試料採取地点及
び年月日

※総評：

調査を受託した
者の氏名又は名
称

試料採取地点及
び年月日

※総評：

調査を受託した
者の氏名又は名
称

※受付欄

氏　　名 電話番号

○○ ○○
03-XXXX-XXXX
（内線xxx）

　備考　１　※印の欄には記入しないこと。

　　　　２　△印の欄には、報告書に添付する各別紙に一連番号をつけた上、該当する別紙の番号を記入するこ
と。

　　　　３　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること。

連絡先

所　　属 電子メールアドレス

○○開発株式会社○○事業部○
○調査係

xxxxxxxx@yyyyy.ne.jp

地下水等の状況 △別紙「○○」のとおり

今後の土地の利用計画 △別紙「○○」のとおり

※詳細は別紙「筆一覧」のとおり

第116条第１項に基づく調査の場合は、廃止の日又
は敷地内の土壌の掘削を行う日

特定有害物質の使用、排出等の状況 別紙「特定有害物質の使用、排出等の状況」のとおり

特定有害物質によ
る土壌等の汚染状
況

土壌

△別紙「○○」のとおり　※

調査の方法及び
調査の結果

△別紙「○○」のとおり　※

汚染土壌が存在するため拡散防止措置を
実施する

○○株式会社
（○○○○-○-○○○
○）

地下水

△別紙「○○」のとおり　※

調査の方法及び
調査の結果

△別紙「○○」のとおり　※

基準超過した地下水が存在するため拡散
防止措置を実施する。

○○株式会社
（○○○○-○-○○○
○）

工場若しくは指定作業場の所在地
又は土地の改変の場所

○○町○○丁目○○番○○号

新宿区○○町○丁目○○番１　外 6 筆 道

 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（ ）の規定により、汚染状況調査を実施

しましたので、次のとおり報告します。

工場若しくは指定作業場の名称又
は土地の改変に係る事業の名称

(仮称)○○○○マンション建築計画

（法人にあっては名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

第32号様式（第55条関係）

土壌汚染状況調査報告書

令和6年4月1日

東京都知事

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○開発株式会社

代表取締役 ○○ ○○

 

（参考）報告書の記載例（土壌汚染状況調査報告書） 

届出日（窓口受理日）又は、届出日から 
過去数日以内の日付を記載してください。 

報告者が法人である場合は所在地、法人名及び代表
名、個人である場合は住所、個人名を記入してください。 
（Ⅱ－６「４.届出者について」も参照してください。）。 

適用となる条項を選択します。 

原則、第117条第1項と同じ
名称を記載します。 

原則、第117条第1項と同じ、住居表示と地番を記載します。 

必ず汚染状況調査の結果

の総評を記入します。 

 

指定調査機関の指定番号も
記載してください。 

必ず汚染状況調査の結果

の総評を記入します。 

 

指定調査機関の指定番号も
記載してください。 

担当者（報告者と同じ組織に属する者に限る。）の連絡

先を記載してください。 

また、報告者と異なる組織に属する者で報告書の内容

が分かる者の連絡先は必要に応じて併記してください。 

なお、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異なる場合

には、送り状等にその旨を記載してください。 

 

 

＊＊法第 4条第 1項に基づく土地の形質の変更の届出書（ただし、法第 4条第 2項による土壌汚染状
況調査結果報告書を併せて提出する場合）又は、法第 14 条による指定の申請書を提出している場合
は、上記「△別紙〇のとおり」の欄は、土壌汚染対策法に基づく届出を行ったことを記載してください。 

 （例）土壌汚染対策法第 4条第 2項に基づく報告書（○環▲▲四第○号）のとおり 
土壌汚染対策法第 14 条に基づく、申請書（○環▲▲自第○号）のとおり 
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別紙                                                                                      

業種及び主要製
品

特定有害物質の
種類、使用目
的、使用形態等

・六価クロム
・鉛、ベンゼン
・テトラクロロエチレン

・金属メッキで使用
・ガソリン成分
・有機溶剤で使用

・六価クロム
・鉛、ベンゼン
・テトラクロロエチレン

・総量不明
・総量不明
・総量不明

使用期間
・1975年
・1975年
・1975年

～
・2001年
・2001年
・2001年

特定有害物質の
使用場所等

有

地表の高さの変
更、地質に係る
情報

平成○○年○月○日付 １５環改有土第○○号

平成○○年○月○日付 ２４環改化自第○○号

既往調査及び措
置に関する情報

その他特記事項

（日本産業規格Ａ列４番）

　　　３　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること。

　　　２　△印の欄には、報告書に添付する各別紙に一連番号をつけた上、該当する別紙の番号を記入すること。

備考　１　別紙が２枚以上となる場合は、それぞれに番号を付けること。

特定有害物質の使用、排出等の状況

・○○○○工業㈱□□工場
・ガソリンスタンド△△△△営業所
・○○○クリーニング（有）

・○○○○工業㈱□□工場
・ガソリンスタンド△△△△営業所
・○○○クリーニング（有）

特定有害物質の
使用状況 ・○○○○工業㈱□□工場

・ガソリンスタンド△△△△営業所
・○○○クリーニング（有）

・金属メッキ
・ガソリン販売
・ドライクリーニング

△別紙「1」のとおり

土壌汚染対策法
又は条例に基づ
く調査及び措置
の履歴

・○○○○工業㈱□□工場
・ガソリンスタンド△△△△営業所
・○○○クリーニング（有）

・下水道法に基づく特定施設が設置されていた。
・タンク漏洩等の事故もなく適切に管理されてい
た。
・下水道法に基づく特定施設が設置されていた。

※上記「工場・事業場等の名称」から「特定有害物質の排出状況」の記載情報は、別紙「特定有害物
質の使用及び排出等の状況に係る一覧」より記載順に3レコード分を表示した情報です。
詳細は別添資料「（別紙）特定有害物質の使用及び排出等の状況に係る一覧」を参照してください。

特定有害物質の
排出状況

昭和○○年のガソリンスタンド△△△営業所建設時に敷地の一部に５ｍの盛土がなされた。

「土地利用の履歴等調査届出書」

「指定の申請書」

地下施設の有無
及び概要

別紙「特定有害物質の使用及び排出等の状況に係る一覧」のとおり

 
 

土地利用の履歴等調査届出書（117 条１項）で本別紙と同様の記載をされている場合でも再度ご記載
ください（第１項提出時から新たな情報が明らかになった等、変更がある場合は追記してください。）。 

過去に自主調査、自主
対策をしている場合、記
載してください。 

手続がされた届出書等の収受日、
収受番号及び届出書等の名称を
記入します。 

原則、第117条第1項で作成した一覧をそのまま使用しま
す。新たに判明した事項などあれば追記して使用します。 
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筆一覧                                                                                      

※「土地利用の履歴等調査届出書」と同内容を記載してください。筆を更新する際はその理由を記入してください。

※本届出で土地の形質の変更を行う地番について「届出種別」に「今回届出」を選択してください（全地番を対象とする場合は

　全ての地番に、一部の地番を対象とする場合は今回の届出対象の地番にのみ「今回届出」を選択してください。）。

※記載行が足りない場合は30番目の行をコピーして行を追加してください。

届出のために確認を行った日： 令和6年4月1日

区市町村 町 丁目 番地

1 今回届出 新宿区 ○○町 ○丁目 ○○番１
東京都△△区△△町△丁目
△番△号

株式会社○○○製
造

2 今回届出 新宿区 ○○町 ○丁目 ○○番２ 一部 － 個人

3 今回届出 新宿区 ○○町 ○丁目 ○○番３ － 個人

4 今回届出 新宿区 ○○町 ○丁目 ○○番４
東京都○○区○○町○丁目
○番○号

○○○○
□□□□

5 今回届出 新宿区 ○○町 △丁目 ××番１ … …

6 今回届出 新宿区 ○○町 △丁目 ××番２ … …

7 今回届出 新宿区 ××町 □丁目 △△番１ － －

8 今回届出 新宿区 ××町 □丁目 △△番２ － －

9 今回届出 道 － ○○区

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

この行より上に行を追加してください。

（日本産業規格Ａ列４番）

連番 届出種別
地番 無地番

道
水

一部 土地所有者等の住所 氏名 更新理由

 

分筆等により、地番が追加になる場合は追加と
なる地番の情報を記載し、更新理由欄に更新
理由を記載してください。 

合筆等により地番が減少場合は、減少した地番を削除し、合筆先の地番の更新理由
欄に「〇〇町□丁目△△番１と合筆」のように記載をしてください。 
また、土地所有者等の変更により土地所有者が変更となる場合、最新の情報に変更
し、変更理由欄に「土地所有者の変更」のように記載をしてください。 
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４．汚染拡散防止計画書の作成について
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　次の１から５までの事項について留意した上で、汚染拡散防止計画書を作成し、土地の

改変に着手する日までに提出してください（本事項はあくまで参考とし、状況に応じて

項目の追加、削除等を行います。）。

　また、土壌汚染対策法（平成14年法律第53号。以下「法」といいます。）第12条に基づく

届出書の作成例（Ⅰ-82ページからⅠ-105ページまで）も参考にしてください。

１．汚染拡散防止計画の目標について

　汚染拡散防止計画の目標は、土地改変に伴う汚染の拡散を防止すること並びに改変終了

後においても土壌汚染による人の健康被害が生ずるおそれがない状態及び周辺への地下水

汚染の拡大のない状態にすることです。汚染拡散防止計画の設定は、本目標が達成できる

よう東京都土壌汚染対策指針（平成31年東京都告示第394号）に基づき、策定してください。

２．汚染拡散防止計画の策定方法について

１）汚染の状況

　対策計画の策定に必要な汚染状況調査の結果から、汚染が生じている土地を特定有害物

質の種類ごとに「要対策区域」、「地下水汚染拡大防止区域」、「要管理区域」に分類し

ます。詳細な分類方法は、東京都土壌汚染対策指針を参照してください。

２）汚染の拡散防止の区域

　土地の改変を行う土地のうち、１）で設定した区域ごとにまとめ、土壌汚染状況調

査（詳細調査を実施した場合は、その結果を含む。）の結果を整理し、基準超過した

特定有害物質の種類、濃度及び深度をまとめた図面上（原則、１枚の図面）に明示し

てください。

汚汚染染拡拡散散防防止止計計画画書書のの作作成成ににつついいてて

Ⅰ－36Ⅱ－36



　次の１から５までの事項について留意した上で、汚染拡散防止計画書を作成し、土地の

改変に着手する日までに提出してください（本事項はあくまで参考とし、状況に応じて

項目の追加、削除等を行います。）。

　また、土壌汚染対策法（平成14年法律第53号。以下「法」といいます。）第12条に基づく

届出書の作成例（Ⅰ-82ページからⅠ-105ページまで）も参考にしてください。

１．汚染拡散防止計画の目標について

　汚染拡散防止計画の目標は、土地改変に伴う汚染の拡散を防止すること並びに改変終了

後においても土壌汚染による人の健康被害が生ずるおそれがない状態及び周辺への地下水

汚染の拡大のない状態にすることです。汚染拡散防止計画の設定は、本目標が達成できる

よう東京都土壌汚染対策指針（平成31年東京都告示第394号）に基づき、策定してください。

２．汚染拡散防止計画の策定方法について

１）汚染の状況

　対策計画の策定に必要な汚染状況調査の結果から、汚染が生じている土地を特定有害物

質の種類ごとに「要対策区域」、「地下水汚染拡大防止区域」、「要管理区域」に分類し

ます。詳細な分類方法は、東京都土壌汚染対策指針を参照してください。

２）汚染の拡散防止の区域

　土地の改変を行う土地のうち、１）で設定した区域ごとにまとめ、土壌汚染状況調

査（詳細調査を実施した場合は、その結果を含む。）の結果を整理し、基準超過した

特定有害物質の種類、濃度及び深度をまとめた図面上（原則、１枚の図面）に明示し

てください。

汚汚染染拡拡散散防防止止計計画画書書のの作作成成ににつついいてて 　今後の土地の利用計画から、構造物を構築する部分のみ掘削除去を行う場合は、そ

の構造物と掘削部分（汚染部分）との関係がわかるような図面（平面図及び断面図）

を作成してください（原位置浄化等でも同様とします。）。

　盛土や舗装により汚染の拡散防止を行う場合は、その構造と掘削部分（汚染部分）

との関係がわかるような図面を作成してください。

　また、原則として、詳細調査の結果は、本計画書と同時に報告してください。

詳細調査を行おうとしている場合で、本計画書提出時に結果を報告できない場合

は、当該詳細調査の計画を明示してください。

　なお、調査方法に不足がある場合は調査結果が無効になるため御注意ください。

３）汚染の拡散防止の方法及びその選択理由

　指針に基づき分類した区域ごとの達成すべき水準に応じて、指針で選択可能な措置

のうちから、土壌汚染の除去等の措置を選定してください。措置の選定に当たっては、

環境面、経済面及び社会面への影響を考慮し、必要に応じ関係者とともに検討した上

で、措置の選択理由を示してください。

　　　リスク低減の方法　また、舗装や盛土等のリスク低減による措置を実施する際は、東京都土壌汚染対策

指針に示す構造等について、盛土であれば良質土の搬入元について記述してください。

４）土壌汚染の除去等の措置の特例

①法の規定による汚染の除去等の措置の実施に係る特例

　　東京都土壌汚染対策指針の規定で選定した措置の方法の内容によらず、法第７条

　の規定による汚染除去等の措置を実施することができます。

②目標土壌溶出量又は目標地下水濃度を設定する場合の特例

　　法施行規則の規定に準じて目標土壌溶出量又は目標地下水濃度を設定する場合に

　は、法施行規則別表第８の方法により対策を実施することができます。

５）汚染土量の確定

　土壌汚染状況調査の結果（詳細調査を実施した場合は、その結果を含む。）、汚染

が存在する範囲から求めた汚染土量と、実際に汚染拡散防止対策によって対策を行う

汚染土量をそれぞれ確定させます。

６）措置の完了確認

　汚染拡散防止計画における措置の完了の確認方法をどのように行うのか明らかにし

ます。地下水等のモニタリング計画を策定している場合はこの時点で報告してください。

７）汚染土壌の運搬及び搬出先での処理の方法

　汚染土壌を対象地の外に搬出する場合、運搬における汚染土壌の飛散防止等の具体

的な措置の内容、汚染土壌の搬出先（施設の所在地、種類及び名称等）を明らかにし

ます。経由する施設等がある場合は、その情報についても記載してください。

　また、汚染土壌の搬出の際に交付する管理票について、様式や交付の方法等につい

て具体的に示してください。

　自然由来等基準不適合土壌の搬出先は、汚染土壌処理施設のほか、同一の自然由来

地層の広がりが認められる土地、同一の港湾による埋立地などがあり、搬出する場合

は、汚染拡散防止計画において搬出先における土壌の受入基準及び汚染土壌の管理の

方法を記載してください。ただし、この場合は、受入先の土地が受入土壌を適切に管

理することが認められる場合に限定されます。汚染土壌の搬出、運搬及び受入がある

場合は汚染拡散防止計画書の中に記載し、その記録を汚染拡散防止措置完了届出書で

報告してください（自然由来基準不適合土壌に関する汚染拡散防止計画書及び汚染拡

散防止措置完了届出書の手引は環境局のウェブサイトで公開しています。）。
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３．対策工事の工程について

　汚染拡散防止の開始及び終了の時期を明らかにするために各工種毎の工程表を作成しま

す。土地の改変と同時に汚染拡散防止措置を行う場合、その改変行為における工程も記載

し、それぞれ措置と改変の相関がわかるようにします。

４．改変期間中の環境保全対策について

　汚染拡散防止措置の期間中に行う環境保全対策については、汚染拡散防止措置の規模

及び内容等から勘案し、指針に挙げる環境保全対策を実施してください。

　実施する環境保全対策の内容については、「汚染拡散防止確認シート」または「土壌

汚染対策計画確認シート」に記載してください。

　また、汚染拡散防止計画の概要について、例を参考に掲示板等を作成、設置し、届出書

にも添付してください。

５．法に基づく届出書等を提出した場合について（法第７条、法第12条、法第16条）

　土壌汚染状況調査の結果、形質変更時要届出区域に指定され、法第12条第１項及び法第

16条第１項の届出をする場合、条例第117条第３項に基づく汚染拡散防止計画書の提出に

代えることができます。要措置区域に指定され、法第７条に及び法16条第1項に基づく届出を

行った場合は、汚染拡散防止計画書の鑑のみ提出してください。

６．汚染の拡散防止方法の選択理由について

　土壌汚染の除去等の措置の選択の方法の選択に当たっては、措置に伴う環境面、経済面

及び社会面への影響を考慮し、選定した措置の方法の選択理由を計画書の中に記載してく

ださい。「環境・経済・社会に配慮した持続可能な土壌汚染対策ガイドブック」を活用し、

「土壌の３Ｒ」の観点からの対策方法の検討にお役立てください。

環境・経済・社会に配慮した持続可能な土壌汚染対策ガイドブック　より抜粋
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各区域の達成すべき水準と措置の選定

※１ 措置ごとに定められている技術的な事項（選定した措置が適切に実施されたこと）の確認及び措置ごとに
定められている措置の効果の確認（２年間モニタリング等）（措置の完了要件を満たすことの確認）等を実施す
る。（指針第４の４）
※２ 溶出量基準超過の場合に２年間モニタリング等を実施する。（指針第４の５）（ただし、第４の４と兼ね
ることができる。）
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■汚染拡散防止計画書製本例（参考）

　条例第117条に基づき提出する汚染拡散防止計画書は次のとおり作成します。

　届出書類を紙で提出する場合は紙ファイル

等にまとめ、背表紙には提出書類名及び事業

の名称を記入し、表紙には提出書類名、事業

の名称、改変の場所（地番）及び届出者名を

記入します。

　なお、調査結果及び汚染拡散防止対策範囲

における図面の大きさについては、特に定め

ていませんが、ファイルに綴じる際にはＡ４

の大きさに折り込んで製本してください。

　また、汚染拡散防止対策が特殊な方法であ

る場合、その内容を記述した説明資料を作成

し添付してください。

　法第12条及び法第16条の届出をもって条例

の汚染拡散防止計画書の提出に代えようとす

るときは、法の届出の中に条例に基づく汚染

拡散防止措置の内容について記載する必要が

あります。

汚染拡散防止計画書

事業の名称

土地の改変の場所（地番）

届出者名(事業者名)

副

【ファイル表紙】【背表紙】

汚
染
…
計
画
書

事
業
の
名
称

正 又は

３センチほど空けること。
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提出書類一覧 
１ 届出書 チェック 

○汚染拡散防止計画書（第 33 号様式） 

・条例第 117 条に基づく届け出の場合、原則として、土地利用の履歴等調査届出書（第

34 号様式）と同じ事業名称、敷地全体の住所と地番を記載してください。 

・必要に応じて、その者が届出者となりうる権原を有することの書類を添付してくだ 

さい(Ⅱ-６「４ 届出者について」を参照してください。)。 

□ 

○鑑別紙 

・汚染状況については、「汚染状態一覧シート」に記載すると自動で転記されます。 

・汚染土壌の搬出の有無を選択し、搬出を行う場合は運搬方法や処理施設等について

記載してください。 

□ 

〇汚染状態一覧シート 

・各物質の土壌の汚染状態と地下水の汚染状態について、物質ごとに記載をしてくだ

さい（対象地境界での地下水調査結果も併せて記載）。 

・区域については、自然由来等基準不適合土壌搬出に伴う届出を除き、要対策区域、

地下水汚染拡大防止区域、要管理区域のいずれかの区域を選択してください。 

□ 

○筆一覧 

・敷地全体の地番、土地所有者の氏名等を記載し、本届出で改変を行う地番について 

は「届出種別」で「今回届出」を選択してください。 

□ 

２ 添付書類 チェック 

○汚染拡散防止確認シート 

・本届出の改変範囲に要対策区域を含まない場合にはこのシートを添付してくださ

い。 □ 

○土壌汚染対策計画確認シート 

・本届出の改変範囲に要対策区域を含む場合にはこのシートを添付してください。 

○汚染土壌の区域外（敷地外）搬出確認シート 

・汚染土壌の敷地外への搬出行為を伴う場合にはこのシートも添付してください。 
□ 

○汚染の状況を明らかにした図面 

・実際に土地の改変を行う場所について、基準に適合しない特定有害物質の種類、濃

度及び深度を、原則として１枚の図面上にまとめて明示してください。 

□ 

○措置の施行方法を明らかにした平面図・立面図・断面図 

・施工方法のフローを示してください。詳細な方法については、文章で簡潔に記載し

てください。基準不適合土壌(土壌溶出量基準に係るものに限る。)が帯水層に接す

る場合、汚染を拡散させないために必要な措置を明示してください。 

・敷地内で基準不適合土壌の仮置きを行う場合、その位置を明示してください。 

□ 

○掘削土量集計表 

・掘削行為を伴う届出の場合には、必ず添付してください。 
□ 

 ○汚染土壌の運搬方法を示した図面 

・運搬フロー図を記載してください。 
□ 

 ○汚染土壌の運搬の用に供する自動車等の構造を記した書類 

 ・自動車等の使用者が個人の場合には、「自動車の使用者の氏名等」の欄に「個人」と 

記載し、「住所」及び「連絡先」は白抜き又は黒塗りとしてください。 

□ 
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○保管の用に供する施設の構造を記した書類 

・運搬の過程において、積替えのために当該汚染土壌を一時的に保管する場合は添付

してください。 

□ 

○積替の用に供する施設に関する書類 

・運搬の過程において、積替えを行う場合添付してください。 
□ 

○汚染土壌処理を行うことができることを示す書類 

・以下の書類を添付してください。 

 a.汚染土壌の処理を汚染土壌処理業者に委託したことを証する書類 

 b.汚染土壌の処理を行う汚染土壌処理施設に関する許可証の写し 

 c.搬出に係る必要事項が記載された使用予定の管理票の写し 

・特定有害物質による汚染状態等により運搬者や運搬経路が異なる場合には、それぞ

れの管理票の写しを添付してください。 

・交付担当者の氏名などの個人情報は白抜きまたは黒塗りとしてください。 

□ 

○お知らせ看板 □ 

○措置完了（工事完了）後の状況を明らかにした図面 

 ・改変後における基準不適合土壌の残存する範囲及び深度を明示してください。 

・表層に基準不適合土壌が残置される場合は、飛散、揮散又は流出のおそれのないこ

とが確認できることを記載してください（法第７条第４項の技術的基準に適合する

実施措置が講じられた場合と同等以上に人の健康に係る被害が生ずるおそれがない

ことが確認できるようにしてください）。 

□ 

○工程表 □ 
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殿

（住居表示）

（住居表示）

（地番）

（地番）

最大改変深度
（m）

掘削深度（m）
※掘削を伴う場合

杭深度（m）
※杭施工を伴う場合

9.00 9.00 8.00

0.00

0.00

汚染の拡散防止の
方法

備考

工事完了報告

措置完了報告

令和4年10月1日 から 令和4年11月30日 まで

※受付欄

氏　　名 電話番号

○○ ○○
０３－××××－
××××（内線×
××）

（日本産業規格Ａ列４番）

連絡先 所　　属 電子メールアドレス

○○開発株式会社○○事業部○○調
査係

xxxxxxxx@yyyyy.ne.jp

実施状況に係る報
告の時期及びその
内容

分割提出の場合における今回届出を行う地番は以下のとおり

新宿区○○町○丁目○○番１　外 8 筆 道

その他（備考欄に詳細を記入すること）

別紙「汚染の状況、汚染土壌の搬出の有無並びに搬出する場合における搬出の方法及び搬出先
での処理の方法」のとおり

※詳細は別紙「筆一覧」のとおり

※詳細は別紙「筆一覧」のとおり

△別紙「2」のとおり

△別紙「3」のとおり

届出者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○開発株式会社

代表取締役 ○○ ○○

土地の改変又は汚染地の改変を行う
場所

(仮称)△△△マンション建築計画

新宿区 ○○町○○丁目○○番○○号

）の規定により、

汚染拡散防止計画書

令和4年12月1日

東京都知事

第33号様式（第56条の５関係）

　　　　２　△印の欄には、報告書に添付する各別紙に一連番号をつけた上、該当する別紙の番号を記入すること。

　備考　１　※印の欄には記入しないこと。

土地の改変又は汚
染地の改変の内容

別紙「周辺環境保全対策」のとおり

汚染土壌の掘削による除去終了後に掘削出来形、汚染土壌処理状況等を報告

土地の改変又は汚
染地の改変の内容

地下水の2年間モニタリング終了後モニタリング結果について報告

共同住宅の新設（地下〇階地上〇
階）

　　　　３　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること。

（法人にあっては名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

　都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（ 第117条第３項

　汚染拡散防止計画書を作成しましたので、次のとおり提出します。

汚染土壌の搬出の有無並びに搬出す
る場合における搬出の方法及び搬出
先での処理の方法

汚染の拡散防止の期間中の環境保全
対策

汚染の拡散防止の開始及び終了の時
期

汚染の拡散防止の区域

汚染の状況

土地の改変に係る事業の名称（第117
条第３項の場合）

別紙「汚染の状況、汚染土壌の搬出の有無並びに搬出する場合における搬出の方法及び搬出先
での処理の方法」のとおり

汚染の拡散防止の
方法の選択理由

今後の土地利用において地下構造物を構築するため、工事範囲の汚染土壌の
除去が必要であるため

種類

 

提出者が法人である場合は所在地、法人名及
び代表名、個人である場合は住所、個人名を
記入してください 
（Ⅱ－６「４.提出者について」も参照してくださ
い。）。 

適用となる条例の条項を選択してください。 

原則、第 117 条第 1項と同じ名
称を記載します。 

第 117 条第 1 項、第 2 項
から変更になる場合は別
紙にて詳細を示してくださ
い。 
 

原則、第117条第1項と同じ、住居表示と地番を併記します。
地番については、「(別紙)筆一覧」を作成し添付してください。 

工事完了報告と措置
完了報告を併記してく
ださい。 

汚染拡散防止措置における対策期間を記入します。終了の時期

は、汚染土壌の処理を確認した日や地下水測定の結果を受理し

た日等を含めた拡散防止対策の完了日です。 

ここの欄には何も記入しないでください。 
担当者（提出者と同じ組織に属する者に限る。）の連絡先

を記載してください。 

また、提出者と異なる組織に属する者で計画書の内容が

分かる者の連絡先は必要に応じて併記してください。 

なお、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異なる場合

には、送り状等にその旨を記載してください。 

 

 

提出日（窓口受理日）又は、届出日から 
過去数日以内の日付を記載してください。 
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別紙

特定有害物質の名称 土壌の汚染 地下水の汚染

土壌溶出量基準超過 地下水基準適合

最大濃度：2（mg/ℓまたはmg/kg）

最大汚染深度：5（m）

汚染区画数：2（区画）

第二溶出量基準超過 第二地下水基準超過

最大濃度：0.2（mg/ℓまたはmg/kg） 最大濃度：0.15（mg/ℓ）

最大汚染深度：3（m） 採取深度：GL-6m～8m（m）

汚染区画数：1（区画） 超過地点数：1（地点）

対象地境界：適合

※上記の記載情報は、別紙「汚染状況一
覧」より区域別記載順に3レコード分を
表示した情報です。
詳細は別添資料「（別紙）汚染状況一
覧」を参照してください。

第二溶出量基準超過 第二地下水基準超過

最大濃度：0.2（mg/ℓまたはmg/kg） 最大濃度：0.15（mg/ℓ）

最大汚染深度：3（m） 採取深度：GL-6m～8m（m）

汚染区画数：1（区画） 超過地点数：1（地点）

対象地境界：適合

※上記の記載情報は、別紙「汚染状況一
覧」より区域別記載順に3レコード分を
表示した情報です。
詳細は別添資料「（別紙）汚染状況一
覧」を参照してください。

土壌含有量基準超過

最大濃度：200（mg/ℓまたはmg/kg）

最大汚染深度：2（m）

汚染区画数：4（区画）

※上記の記載情報は、別紙「汚染状況一
覧」より区域別記載順に3レコード分を
表示した情報です。
詳細は別添資料「（別紙）汚染状況一
覧」を参照してください。

搬出の有無
有

令和4年10月1日 から

令和4年11月30日 まで

搬出する汚染土壌の体積 999.00 ㎥

運搬の方法

（補足）

株式会社◇◇興業（◇◇◇処理セン
ター）

浄化等処理施設（浄化）

　　 ２　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること

（日本産業規格Ａ列４番）

健康被害を生ずるおそれがある
とされた特定有害物質の名称並
びに当該特定有害物質による土
壌及び地下水汚染の状況

　※詳細は△別紙「土量集計表」のとおり

（別紙記載なし）

（別紙記載なし）

ベンゼン

（別紙記載なし）

ベンゼン

ほう素及びその化合物

汚染の状況、汚染土壌の搬出の有無並びに搬出する場合における搬出の方法及び搬出先での処理の方法

汚
染
の
状
況

（別紙記載なし）

（別紙記載なし）

鉛及びその化合物その他の当該土地における特定
有害物質による汚染の状況

第二溶出量基準又は第二地下水
基準超過状態にある特定有害物
質の名称並びに当該特定有害物
質による土壌及び地下水汚染の
状況

備考　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること。

汚染土壌の搬出
の有無並びに搬
出する場合にお
ける搬出の方法
及び搬出先での
処理の方法

搬出の開始及び処
理完了の時期

ダンプトラック（フレコン内袋有）

搬出する汚染土壌
の体積及び運搬の
方法

別紙「汚染土壌の運搬方法を示した図面」のとおり

汚染土壌の処理を
行う者の氏名又は
名称、処理施設の
所在地及び汚染土
壌の処理方法

◇◇県◇◇市◇◇町◇丁目◇番◇号

要対策区域になった原因の特定有害
物質、それによる汚染状況について、
シート「（別紙）汚染状況一覧」よりご
記入ください。 
（この欄には記入不要です。） 

地下水汚染拡大防止区域になった
原因の特定有害物質、それによる
汚染状況について、シート「（別紙）
汚染状況一覧」よりご記入くださ
い。 
（この欄には記入不要です。） 

要管理区域になった原因の特定有害
物質、それによる汚染状況について、
シート「（別紙）汚染状況一覧」よりご
記入ください。 
（この欄には記入不要です。） 
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別紙

特定有害物質の名称 土壌の汚染 地下水の汚染

土壌溶出量基準超過 地下水基準適合

最大濃度：2（mg/ℓまたはmg/kg）

最大汚染深度：5（m）

汚染区画数：2（区画）

第二溶出量基準超過 第二地下水基準超過

最大濃度：0.2（mg/ℓまたはmg/kg） 最大濃度：0.15（mg/ℓ）

最大汚染深度：3（m） 採取深度：GL-6m～8m（m）

汚染区画数：1（区画） 超過地点数：1（地点）

対象地境界：適合

※上記の記載情報は、別紙「汚染状況一
覧」より区域別記載順に3レコード分を
表示した情報です。
詳細は別添資料「（別紙）汚染状況一
覧」を参照してください。

第二溶出量基準超過 第二地下水基準超過

最大濃度：0.2（mg/ℓまたはmg/kg） 最大濃度：0.15（mg/ℓ）

最大汚染深度：3（m） 採取深度：GL-6m～8m（m）

汚染区画数：1（区画） 超過地点数：1（地点）

対象地境界：適合

※上記の記載情報は、別紙「汚染状況一
覧」より区域別記載順に3レコード分を
表示した情報です。
詳細は別添資料「（別紙）汚染状況一
覧」を参照してください。

土壌含有量基準超過

最大濃度：200（mg/ℓまたはmg/kg）

最大汚染深度：2（m）

汚染区画数：4（区画）

※上記の記載情報は、別紙「汚染状況一
覧」より区域別記載順に3レコード分を
表示した情報です。
詳細は別添資料「（別紙）汚染状況一
覧」を参照してください。

搬出の有無
有

令和4年10月1日 から

令和4年11月30日 まで

搬出する汚染土壌の体積 999.00 ㎥

運搬の方法

（補足）

株式会社◇◇興業（◇◇◇処理セン
ター）

浄化等処理施設（浄化）

　　 ２　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること

（日本産業規格Ａ列４番）

健康被害を生ずるおそれがある
とされた特定有害物質の名称並
びに当該特定有害物質による土
壌及び地下水汚染の状況

　※詳細は△別紙「土量集計表」のとおり

（別紙記載なし）

（別紙記載なし）

ベンゼン

（別紙記載なし）

ベンゼン

ほう素及びその化合物

汚染の状況、汚染土壌の搬出の有無並びに搬出する場合における搬出の方法及び搬出先での処理の方法

汚
染
の
状
況

（別紙記載なし）

（別紙記載なし）

鉛及びその化合物その他の当該土地における特定
有害物質による汚染の状況

第二溶出量基準又は第二地下水
基準超過状態にある特定有害物
質の名称並びに当該特定有害物
質による土壌及び地下水汚染の
状況

備考　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること。

汚染土壌の搬出
の有無並びに搬
出する場合にお
ける搬出の方法
及び搬出先での
処理の方法

搬出の開始及び処
理完了の時期

ダンプトラック（フレコン内袋有）

搬出する汚染土壌
の体積及び運搬の
方法

別紙「汚染土壌の運搬方法を示した図面」のとおり

汚染土壌の処理を
行う者の氏名又は
名称、処理施設の
所在地及び汚染土
壌の処理方法

◇◇県◇◇市◇◇町◇丁目◇番◇号

要対策区域になった原因の特定有害
物質、それによる汚染状況について、
シート「（別紙）汚染状況一覧」よりご
記入ください。 
（この欄には記入不要です。） 

地下水汚染拡大防止区域になった
原因の特定有害物質、それによる
汚染状況について、シート「（別紙）
汚染状況一覧」よりご記入くださ
い。 
（この欄には記入不要です。） 

要管理区域になった原因の特定有害
物質、それによる汚染状況について、
シート「（別紙）汚染状況一覧」よりご
記入ください。 
（この欄には記入不要です。） 
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１．計画の概要

２．施工フロー図

３．施工業者

１）汚染土壌処理工事施工者 ２）大気モニタリング調査者

・○○○○建設株式会社○○支店 ・○○○○環境調査株式会社

東京都○○区○○町○丁目○番○号 東京都□□区□□町□丁目□番□号

連絡先　０３－○○○○－○○○○ 連絡先　０３－○○○○－○○○○

((参参考考：：別別紙紙２２のの中中にに、、汚汚染染拡拡散散防防止止のの方方法法等等をを記記載載ししててくくだだささいい。。))

汚染拡散防止対策施工計画

対策範囲 対策面積 3,300㎡

汚染土量 掘削土量 4,250m
3

工事工期 ○○年○月○日から○○年○月○日まで

対策方法 全量掘削除去(購入土により埋め戻し)

完了確認 測量及び写真撮影による出来形確認を実施

汚染土搬出先 ○○県○○市○○町○丁目○番 (株)○○○汚染土壌処理工場（浄化等処理施設）

現地測量

万能鋼板設置

対策範囲の確定

仮設工事
（シートパイル打設）

掘削工事

Ａブロック Ｂブロック Ｃブロック Ｄブロック

○○○処理施設 □□□処理施設

第二溶出量基準を

超える汚染土壌
第二溶出量基準を
超えない汚染土壌

対策準備工

仮設工

大気モニタリ
ング

（○○○㎥） （○○○㎥）（○○○㎥） （○○○㎥）

（掘削土量○○○㎥）

対策工事範囲の周囲
に万能鋼板を設置し、
一般者の立入を禁止
する。

山留工としてシート
パイル（約５ｍ）を
設置する。

掘削工はバックホウ
を使用する。

（地元住民説明会の開催）

（○○○㎥） （○○○㎥）

それぞれの工種に対
応する具体的な内容
を説明します。

対策工事の内容
を施工フロー図を
用いて示します。

汚染土壌を搬出する場合、
それぞれにおける搬出先
と搬出土量を記入します。

対策工事を実施する施工業者等を明らかにします。
担当者名等の個人情報は記載しないでください。

モニタリングを行
う場合、実施す
る期間を明らか
にします。

総掘削汚染土量を
明記します。

添付資料の表題を
記入してください。
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１．計画の概要

２．施工フロー図

３．施工業者

１）汚染土壌処理工事施工者 ２）大気モニタリング調査者

・○○○○建設株式会社○○支店 ・○○○○環境調査株式会社

東京都○○区○○町○丁目○番○号 東京都□□区□□町□丁目□番□号

連絡先　０３－○○○○－○○○○ 連絡先　０３－○○○○－○○○○

((参参考考：：別別紙紙２２のの中中にに、、汚汚染染拡拡散散防防止止のの方方法法等等をを記記載載ししててくくだだささいい。。))

汚染拡散防止対策施工計画

対策範囲 対策面積 3,300㎡

汚染土量 掘削土量 4,250m
3

工事工期 ○○年○月○日から○○年○月○日まで

対策方法 全量掘削除去(購入土により埋め戻し)

完了確認 測量及び写真撮影による出来形確認を実施

汚染土搬出先 ○○県○○市○○町○丁目○番 (株)○○○汚染土壌処理工場（浄化等処理施設）

現地測量

万能鋼板設置

対策範囲の確定

仮設工事
（シートパイル打設）

掘削工事

Ａブロック Ｂブロック Ｃブロック Ｄブロック

○○○処理施設 □□□処理施設

第二溶出量基準を

超える汚染土壌
第二溶出量基準を
超えない汚染土壌

対策準備工

仮設工

大気モニタリ
ング

（○○○㎥） （○○○㎥）（○○○㎥） （○○○㎥）

（掘削土量○○○㎥）

対策工事範囲の周囲
に万能鋼板を設置し、
一般者の立入を禁止
する。

山留工としてシート
パイル（約５ｍ）を
設置する。

掘削工はバックホウ
を使用する。

（地元住民説明会の開催）

（○○○㎥） （○○○㎥）

それぞれの工種に対
応する具体的な内容
を説明します。

対策工事の内容
を施工フロー図を
用いて示します。

汚染土壌を搬出する場合、
それぞれにおける搬出先
と搬出土量を記入します。

対策工事を実施する施工業者等を明らかにします。
担当者名等の個人情報は記載しないでください。

モニタリングを行
う場合、実施す
る期間を明らか
にします。

総掘削汚染土量を
明記します。

添付資料の表題を
記入してください。 土壌汚染対策工事に関する周辺住民へのお知らせ掲示板（例）

（仮称）○○○○マンション建設工事に伴う土壌汚染対策工事

 東京都▽▽区▽▽町▽丁目▽番▽号他

 ○○年○○月○○日から○○年○○月○○日まで

（物 質 名）○○○○・△△△△・××××

工 （全体面積）○○○㎡　 （処理面積）□□□㎡

（全体数量）○○○㎥　 （処理数量）□□□㎡

事  掘削除去（全量）

 1.汚染土壌除去作業中は周辺環境モニタリングを実施する。

概  2.汚染土壌運搬車両は場内にて洗車した後場外へ搬出する。

 3.汚染土壌掘削作業中の粉塵による飛散防止対策として散水

要  　等を実施する。

(住所)  東京都○○区○○町○丁目○番○号

(氏名)  ○○○○開発株式会社 ○○本社 代表取締役 ○○○○

(住所)  東京都××区××町×丁目×番×号

(氏名)  ××××建設株式会社　××本社 代表取締役 ××××

　●この標識は「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」に基づき、土壌汚染対策を

　　実施していることをお知らせするものであります。

　●上記工事についてのお問合せは下記へご連絡下さい。

（連絡先）○○○○開発株式会社○○本社○○○○事業部　(担当)××・△△

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　○○（○○○○）○○○○

※掲示板の大きさや掲示場所については任意とします。

工　事　件　名

工　事　場　所

工　事　期　間

電話　○○（○○○○）○○○○　

施　工　者

電話　××（××××）××××　

土土壌壌汚汚染染対対策策工工事事ののおお知知ららせせ

汚 染 土 壌 数 量

汚染土壌処理方法

汚 染 土 壌 項 目

汚 染 土 壌 面 積

環境保全対策(例)

事　業　主

工事の目的に合わせ、お知らせ
看板を作成してください（次ペー
ジも参照してください。）。

Ⅱ-46に記載した内
容を記載します。

条例に基づき実施し
ている場合、その根
拠を記載します。

連絡先は必ず
記載します。 届出書には個人名は記

載しないでください。
（黒塗り又は○○と記載）
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その他一般的な工事に関する周辺住民へのお知らせ掲示板（例）

（仮称）○○○○マンション建設工事

 東京都▽▽区▽▽町▽丁目▽番▽号他

 ○○年○○月○○日から○○年○○月○○日まで

共同住宅の新築

（物 質 名）○○○○・△△△△・××××

（改変深度）最大〇ｍ （改変面積）□□□㎡

（搬出土量）〇〇〇㎥

 1.作業中は周辺環境モニタリングを実施する。

 2.運搬車両は場内にて洗車した後場外へ搬出する。

 3.掘削作業中の粉塵による飛散防止対策として散水等を実施

 　する。

(住所)  東京都○○区○○町○丁目○番○号

(氏名)  ○○○○開発株式会社 ○○本社 代表取締役 ○○○○

(住所)  東京都××区××町×丁目×番×号

(氏名)  ××××建設株式会社　××本社 代表取締役 ××××

　●上記工事についてのお問合せは下記へご連絡下さい。

（連絡先）○○○○開発株式会社○○本社○○○○事業部　(担当)××・△△

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　○○（○○○○）○○○○

※掲示板の大きさや掲示場所については任意とします。

○○工事のお知らせ

工　事　件　名

工　事　場　所

工　事　期　間

事　業　主

電話　○○（○○○○）○○○○　

施　工　者

電話　××（××××）××××　

本本工工事事はは、、都都民民のの健健康康とと安安全全をを確確保保すするる環環境境にに関関すするる条条例例にに基基づづきき、、
土土壌壌にに係係るる汚汚染染拡拡散散防防止止計計画画をを提提出出しし行行っってていいまますす。。

工
 
事
 
概
 
要

土地の改変の内容

基準に適合しなかった
特定有害物質の種類

環境保全対策(例)

基準不適合範囲における
改変の規模

掲示板の設置目的を
記載します。

Ⅱ-46に記載した内
容を記載してくださ
い。

連絡先は必ず記載
してください。

届出書には個人名は記載
しないでください。
（黒塗り又は○○と記載）
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５．汚染拡散防止措置完了届出書の作成について
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　次の１から５までの事項について留意した上で、汚染拡散防止措置完了届出書を作成し、

措置完了後は速やかに提出してください（本事項はあくまで参考とし、状況に応じて項目

の追加及び削除等を行います。）。

１．汚染拡散防止計画のまとめについて

　汚染拡散防止計画を策定したときの汚染拡散防止の目標、対策範囲、汚染土量、完了確

認、汚染土壌搬出先及び対策中の環境保全対策等の対策計画の概要を簡潔にまとめます。

２．汚染拡散防止措置の実施内容について

　実際に現地において行った汚染拡散防止措置の実施内容を次の事項を中心に詳しく記述

します。

１）対策実施範囲の確定

　汚染拡散防止措置により行った対策実施範囲を、対策計画策定時における対策範囲

とともに平面図及び断面図等を用い明らかにします。対策を行った範囲が対策計画策

定時より変更となった場合は、その理由も添付します。

　また、盛土や舗装により汚染の拡散防止を行った場合は、その構造と掘削部分の範

囲について平面図及び断面図等を用い明らかにするとともに、今後の維持管理の方法

についても記述します。

　さらに、絞り込み調査を実施し、調査結果を報告していない場合は、当該調査結果

についても記載してください。

  必要に応じて、測量記録（原則、測量士による確認のあるもの）を添付してくださ

い。

２）汚染土量の確定

　汚染拡散防止措置により対策を実施した汚染土量を図面及び管理票等により確定さ

せます。この場合も対策計画策定時における汚染土量と比較し、変更となった場合は、

その理由を添付します。

３）対策の方法

　汚染拡散防止措置により行った対策の方法を示します（例えば舗装であればその

構造等について、また、盛土や掘削除去後の埋戻し等では、良質土の搬入元や品質管

理に関する内容等についても記述します。）。この場合も対策計画策定時における

対策方法と比較し、変更となった場合は、その理由を添付します。

４）対策の完了確認

　汚染拡散防止措置により行った対策の完了の確認について明らかにします。例えば

掘削除去を行い底盤の土壌の分析確認が必要とされる場合などは、その分析確認を行

った結果について明らかにし、また対象地内及び周辺における地下水モニタリングが

必要とされる場合などは、そのモニタリングを行った結果について明らかにします。

　なお、それぞれの分析結果については、土壌分析を行った分析機関と計量方法等を

確認するため、公定法に基づく濃度計量証明書（写しでも可）を全て添付することを

原則とします。

汚汚染染拡拡散散防防止止措措置置完完了了届届出出書書のの作作成成ににつついいてて
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５）汚染土壌の搬出及び搬出先での処理の方法

　汚染土壌を対象地の外に搬出した場合、運搬における汚染土壌の飛散防止等の具体

的な措置の内容、汚染土壌の搬出先（施設の所在地、種類及び名称等）を明らかにし

ます。経由した施設等がある場合は、その情報についても記載します。

　別冊資料としての管理票の写しの添付は不要としておりますが、立入検査を実施

した時等に確認することがありますので、適切に保管してください

（届出者自身により管理票を確認していることの証明として、本編には管理票を整理

した一覧表を添付してください。）。

６）措置完了後の対象地の状況

　汚染拡散防止措置を実施した後の対象地の状況について、措置により設置した構造

物や措置完了後の汚染土壌の存在する位置等について、平面図及び断面図等を用いて

明らかにします。

　また、措置により設置した構造物の維持管理の方法についても記述します。

３．対策工事写真について

　汚染拡散防止措置が実際どのように行われたかを確認するため、工種ごと又はエリアご

とに現場写真を添付します。添付写真の構成としては、着手前、実施中及び完了がわかる

ように整理するとともに、それぞれ写真の内容について豆図等を活用してコメントしてく

ださい。例えば、掘削除去を行った場合は、着手前、仮設状況、掘削状況、仮置き状況、

ダンプ積み込み状況、掘削深度及び掘削範囲の確認状況並びに埋め戻し状況及び完了など

があります（着手前については、掘削を行おうとする範囲の位置出しが、適正に実施され

たことを証明できる写真も添付してください。）。

　必要に応じて、測量記録（原則、測量士による確認のあるもの）を提出してください。

　なお、汚染土壌を対象地の外に搬出する場合において、搬出先までの運搬車両の追跡写

真を添付する必要はありません。

　対策工事写真は、原則として別冊にまとめ、内容を審査する期間、一時的に預かること

とします。

※掘削除去の場合、巻末資料「掘削除去を行う際の留意事項」も参照してください。

４．その他

　汚染拡散防止計画と実際の汚染拡散防止措置の内容が異なる場合は、項目別に変更点及

び変更となった理由を簡潔にまとめた一覧表を作成してください。（別紙参照）

５．法の指定区域である場合の汚染拡散防止措置完了届出書について

・要措置区域の指定を受けている場合

　　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第７条第９項に基づく措置完了報告書を提出

　した際に汚染拡散防止措置完了届出書の鑑のみを提出してください.

・形質変更時要届出区域の指定を受けている場合

　　法における措置完了報告書を提出した場合、都民の健康と安全を確保する環境に関す

　る条例（平成12年東京都条例第215号）第117条第６項に基づく汚染拡散防止措置完了届

　出書の提出に代えることができます。
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提出書類一覧 
１ 届出書 チェック 

○汚染拡散防止措置完了届出書（第 33 号の２様式） 

・条例第 117 条に基づく届け出の場合、原則として、土地利用の履歴等調査届出書

（第 34 号様式）と同じ事業名称、敷地全体の住所と地番を記載してください。 

・必要に応じて、その者が届出者となりうる権原を有することの書類を添付してく  

ださい(Ⅱ-６「４ 届出者について」を参照してください。)。 

□ 

○筆一覧 

・敷地全体の地番、土地所有者の氏名等を記載し、本届出で改変を行う地番につい

ては「届出種別」で「今回届出」を選択してください。 

□ 

２ 添付書類 チェック 

○相違点一覧（措置完了報告用又は工事完了報告用） 

・本届出の改変範囲に要対策区域を含まない場合、こちらのシートを添付してくだ

さい。 

・措置を行った場合は措置完了報告用、建築工事のための根伐り工事等である場合 

は工事完了報告用に記載してください。 

・計画時と実施時の内容に相違がある場合は、変更理由を「有」とした上で、変更

理由を記載してください。 

□ 

○土壌汚染対策完了報告シート 

・本届出の改変範囲に要対策区域を含む場合、こちらのシートを添付してください。 

・計画時と実施時の内容に相違がある場合は、変更理由を「有」とした上で、変更

理由を記載してください。 

○汚染状況を明らかにした図面 

・措置の実施前における基準に適合しない特定有害物質の種類、濃度及び深度を、

原則として１枚の図面上にまとめて明示してください。 

・詳細調査を実施し、調査結果を報告していない場合は、当該調査結果について記

載してください。 

□ 

○汚染拡散防止の方法 

・施工方法のフロー図、施工会社等を明示してください。 

・汚染土壌の敷地外への搬出を行った場合は、汚染土壌の運搬フロー図等を明示し

てください 

・掘削行為を行った場合には、必ず掘削土量集計表を添付してください。 

□ 

○施工方法を明らかにした平面図・断面図 

・施工方法を記載した平面図・断面図を添付してください。 

・計画時と実施時で変更がある場合は、実施時の図面を報告書に、計画時の図面を

別冊資料に添付してください。 

□ 

○管理票を整理した一覧表 

・管理票に記載された交付年月日、交付番号、自動車等使用者の氏名等、汚染土壌

の重量等を一覧表に整理してください。 

・単位体積重量を算出し、平均値（1.8t/㎥）より今回の値が離れている場合、理由

を記載してください。 

□ 

○埋戻し土の品質管理に関する事項 

・搬出元、搬入量、分析頻度、試料採取日、分析結果等を記載してください。 

・計量士等の個人情報が記載されているものは別冊資料とし、個人情報を除いた資

料を添付してください。 

□ 
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○出来形、地下水モニタリング、周辺環境のモニタリングの結果 

・出来形（計画実施の比較）について図表等を用いて明示してください。 

・地下水モニタリングに係る観測井の配置図や分析結果等を明示してください。 

・対象地の周辺環境のモニタリングに関しては、添付書類中にモニタリング結果の

要旨（測定項目や基準超過の有無等）のみを簡潔に記載し、それ以外の資料は別

冊としてください。 

□ 

○措置（対策）の終了後における当該土地の利用の方法を明らかにした図面 

・措置（対策）の終了後における基準不適合土壌の残存する範囲及び深度を明示し

てください。 

・措置（対策）の終了後に、基準不適合土壌や特定有害物質の飛散、揮散又は流出

のおそれのないことが確認できるようにしてください（法第７条第４項の技術的

基準に適合する汚染の除去等の措置が講じられた場合と同等以上に、人の健康に

係る被害が生ずるおそれがないことが確認できることを記載してください。）。 

□ 

○計画工程と実施工程の比較表（工程表） □ 
３ 別冊資料  チェック 
○工事写真 

・措置前の位置出し写真（単位区画ごとに撮影） 

・運搬車両への汚染土壌の積込み状況写真（代表的な地点のみ撮影） 

・環境保全対策の実施状況写真（代表的な地点のみ撮影） 

・措置後の出来形確認写真（単位区画ごとに撮影） 

・埋戻し後の全景写真（代表的な地点のみ撮影） 

・盛土又は舗装措置等の前後の写真（覆いの厚さがわかるように撮影。ただし、土

壌含有量基準超過の汚染土壌を残置する場合に限る。）（単位区画ごとに撮影） 

・観測井の写真（設置及び採水状況） 

□ 

○濃度計量証明書 

 ・地下水の水質の測定結果及び埋戻し土壌の分析結果等に係る濃度計量証明書は、 

別冊資料として添付してください。 

□ 

 
■汚染拡散防止措置完了届出書製本例（参考） 
 汚染拡散防止措置完了届出書は次のとおり作成します。 
  
届出書類を紙で提出する場合は紙ファイル 

等にまとめ、そのファイルの背表紙には提出 
書類名及び事業の名称を記入し、表紙には提 
出書類名、事業の名称、改変の場所（地番） 
及び届出者名を記入します。 
 なお、汚染拡散防止対策計画範囲及び汚染 
拡散防止対策実施範囲における図面の大きさ 
については、特に定めていませんが、ファイ 
ルに綴じる際にはＡ４の大きさに折り込んで 
製本してください。 
 また、計画と実際の措置の内容が異なる場合、 
項目別に変更点をまとめた一覧表を添付します。 

搬出先までの運搬車両の 

追跡写真は添付不要です。 

工事写真を撮るに当たっては、「掘削除去を行う際の

留意事項について」（Ⅲ-16）を確認してください。 
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殿

（住居表示）

（住居表示）

（地番）

（地番）

令和4年10月1日 から 令和4年11月30日 まで

※受付欄

氏　　名 電話番号

○○ ○○
０３－××××－×
×××（内線××
×）

（日本産業規格Ａ列４番）

汚染拡散防止措置完了届出書

地下水のモニタリング

　汚染拡散防止の措置が完了しましたので、次のとおり届け出ます。

原位置封じ込め

土壌汚染の除去（掘削除去）

土地の改変に係る事業の名称（第117
条第６項の場合） (仮称)△△△マンション建築計画

汚染の拡散防止の開始及び終了の時
期

土地の改変又は汚染地の改変の場所

新宿区 ○○町○○丁目○○番○○号

改変後に健康被害及び周辺地下水汚
染の拡大が生じるおそれがないこと
を確認したときは、その方法

新宿区○○町○丁目○○番１　外 8 筆 道

別紙「汚染拡散防止の方法」のとおり
汚染拡散防止計画書（○環▲▲土第○号）に基づき以下の報告書を提出
・○年○月○日付○環▲▲土第■号

実施した汚染の拡散防止の措置の内
容

別紙「汚染拡散防止の方法」のとおり

※詳細は別紙「筆一覧」のとおり

分割提出の場合における今回届出を行う地番は以下のとおり

※詳細は別紙「筆一覧」のとおり

（法人にあっては名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

　備考　１　※印の欄には記入しないこと。

改変完了後における当該土地の汚染
の状況 調査で確認された汚染土壌の一部を除去した。

連絡先 所　　属 電子メールアドレス

○○開発株式会社○○事業部○○調
査係

xxxxxxxx@yyyyy.ne.jp

　都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（

第33号の２様式（第56条の６関係）

令和4年12月1日

東京都知事

届出者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○開発株式会社

代表取締役 ○○ ○○

第117条第６項 ）の規定により、

対策完了後に提出

する場合 
（参考）届出書の記載例（汚染拡散防止措置完了届出書） 

届出日（窓口受理日）又は、届出日から過
去数日以内の日付を記載してください。 

届出者が法人の場合は所在地、法人名及
び代表名、個人である場合は住所、個人
名を記入してください（Ⅱ-６「４.届出者に
ついて」も参照してください。）。 

適用となる条例の条項を選択します。 

原則、第117条第1項と同じ名称
を記載します。 

原則、第117条第1項と同じ、住居表示と地番を併記します。
地番については、「(別紙)筆一覧」を作成し添付してください。 

汚染拡散防止措置における対策期間
を記入します。終了の時期は、汚染
土壌の処理を確認した日や地下水測
定の結果を受理した日等を含めた拡
散防止対策の完了日です。 

実施した措置の方法を選
択及び簡潔に記入します。 

実施した措置の方法を
簡潔に記入します。 

担当者（届出者と同じ組織に属する者に限る。）の
連絡先を記載してください。 
また、届出者と異なる組織に属する者で届出書の
内容が分かる者の連絡先は必要に応じて併記して
ください。 
なお、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異なる
場合には、送り状等にその旨を記載してください。 
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 第33号の２様式（第56条の６関係） 

殿

住　所

氏　名

新宿区 （住居表示）

（地番）

令和5年6月1日 から 令和5年10月31日 まで

※受付欄

氏　　名 電話番号

○○ ○○
03-XXXX-XXXX
（内線xxx）

（日本産業規格Ａ列４番）

（法人にあっては名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

第33号の２様式（第56条の６関係）

汚染拡散防止措置完了届出書

令和5年4月1日

東京都知事

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○開発株式会社

代表取締役 ○○ ○○

　都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（ 第117条第６項 ）の規定により、

汚染拡散防止の措置が完了しましたので、次のとおり届け出ます。

土地の改変に係る事業の名称
（第117条第６項の場合） (仮称)△△△マンション建築計画

土地の改変又は汚染地の改変
の場所

○○町○○丁目○○番○○号

新宿区○○町○丁目○○番１　外 8 筆 道

※詳細は別紙「筆一覧」のとおり

汚染の拡散防止の開始及び終
了の時期

実施した汚染の拡散防止の措
置の内容

○環改化完第○号のとおり

改変後に健康被害及び周辺地
下水汚染の拡大が生じるおそ
れがないことを確認したとき
は、その方法

○環改化完第○号のとおり

　備考　１　※印の欄には記入しないこと。

　　　　２　この様式各欄に記入しきれないときは、図面、表等を利用すること。

改変完了後における当該土地
の汚染の状況 ○環改化完第○号のとおり

連絡先

所　　属 電子メールアドレス

○○開発株式会社○○事業部○○調
査係

xxxxxxxx@yyyyy.ne.jp

 

（参考）届出書の記載例（汚染拡散防止措置完了届出書） 
鑑のみ提出（法の要措置区域において法
第７条第９項に基づく措置完了報告書

を提出した場合） 

当ページは、法の要措置区域において法第７条第９項に基づく措置完了報告書を提出した場合の条
例第１１７条第６項の記載方法です。上の欄は、土壌汚染対策法に基づく届出を行ったことを記載し、鑑
のみ提出してください。 
なお、形質変更時要届出区域であって、法における措置完了報告書を提出した場合、条例第 117 条

第６項に基づく汚染拡散防止措置完了届出書の提出に代えることができます。 

届出日（窓口受理日）又は、届出日から過
去数日以内の日付を記載してください。 

届出者が法人の場合は所在地、法人名及
び代表名、個人である場合は住所、個人
名を記入してください（Ⅱ-６「４.届出者に
ついて」も参照してください。）。 

適用となる条例の条項を選択します。 

原則、第117条第1項と同じ名称
を記載します。 

原則、第117条第1項と同じ、住居表示と地番を併記します。
地番については、「(別紙)筆一覧」を作成し添付してください。 

法第７条第９項に基づく、実施措置
完了報告書（工事完了報告書）に記
載の日付と同じ日付を記載します。 

法第７条第９項に基づく届
出番号を記載します。 

法第７条第９項に基づく届
出番号を記載します。 

法第７条第９項に基づく届
出番号を記載します。 

担当者（届出者と同じ組織に属する者に限る。）の
連絡先を記載してください。 
また、届出者と異なる組織に属する者で届出書の
内容が分かる者の連絡先は必要に応じて併記して
ください。 
なお、連絡先の名前と返送用封筒の宛名が異なる
場合には、送り状等にその旨を記載してください。 
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記記
載載
例例
  

計
画
時
と
実
施
時
の
内
容
に
相
違
が
あ
る
場
合
は
、

 

必
ず
変
更
理
由
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

土
壌
汚
染
が
な
く
な
り
、
条
例
上
の
区
域
設
定
が
な
く
な
る
区
画
の
面
積
は
、

 

余
掘
り
を
含
め
た
面
積
で
は
な
く
、
土 土
壌壌
汚汚
染染
がが
存存
在在
しし
てて
いい
たた
面面
積積
でで
記記
載載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

例
）
1
00
㎡
の
単
位
区
画
に
つ
い
て
余
掘
り
含
め

10
5
㎡
掘
削
し
た
場
合
→

1
00
㎡
と
記
載
し
ま
す
。
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記記
載載
例例
  

計
画
時
と
実
施
時
の
内
容
に
相
違
が
あ
る
場
合
は
、

 

必
ず
変
更
理
由
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

土
壌
汚
染
が
な
く
な
り
、
条
例
上
の
区
域
設
定
が
な
く
な
る
区
画
の
面
積
は
、

 

余
掘
り
を
含
め
た
面
積
で
は
な
く
、
土土
壌壌
汚汚
染染
がが
存存
在在
しし
てて
いい
たた
面面
積積
でで
記記
載載
し
て
く
だ
さ
い
。

 

例
）
1
00
㎡
の
単
位
区
画
に
つ
い
て
余
掘
り
含
め

10
5
㎡
掘
削
し
た
場
合
→

1
00
㎡
と
記
載
し
ま
す
。

 
 

     

完
了
日
は
、
汚
染
土
壌
の
処
理
完
了
を
確
認
し
た
日
や

 

地
下
水
測
定
結
果
の
受
領
し
た
日
等
を
含
め
た
措
置
完
了
日
で
す
。
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都
条
例
に
関
わ
る
届
出
の
有
無

※
「有

」の
場
合
、以

下
の
項
目
に
つ
い
て
も
記
載
を
お
願
い
しま
す
。

東
京
都
土
壌
汚
染
対
策
指
針

に
定
め
る
地
下
水
汚
染
拡
大

防
止
区
域
の
該
当
の
有
無

有

代
表
地
点
に
お
け
る
地
下
水

調
査
に
お
け
る
地
下
水
基
準

超
過
の
有
無

地
下
水
汚
染
拡
大
防
止
区
域

に
お
け
る
地
下
水
基
準
超
過
の

有
無

対
象
地
境
界
に
お
け
る
地
下

水
調
査
で
の
地
下
水
基
準
超

過
の
有
無

●
土
壌
汚
染
の
除
去
（
汚
染
土
壌
の
掘
削
に
よ
る
除
去
）

●
土
壌
汚
染
の
除
去
（
汚
染
土
壌
の
掘
削
に
よ
る
除
去
）

土
壌
汚
染
の
除
去
（
原
位
置
で
の
浄
化
に
よ
る
除
去
）

土
壌
汚
染
の
除
去
（
原
位
置
で
の
浄
化
に
よ
る
除
去
）

封
じ込

め
（
原
位
置
封
じ込

め
）

封
じ込

め
（
原
位
置
封
じ込

め
）

封
じ込

め
（
遮
水
工
封
じ込

め
）

封
じ込

め
（
遮
水
工
封
じ込

め
）

封
じ込

め
（
遮
断
工
封
じ込

め
）

封
じ込

め
（
遮
断
工
封
じ込

め
）

不
溶
化
（
原
位
置
不
溶
化
）

不
溶
化
（
原
位
置
不
溶
化
）

不
溶
化
（
不
溶
化
埋
戻
し）

不
溶
化
（
不
溶
化
埋
戻
し）

地
下
水
の
水
質
の
継
続
監
視
（
単
独
で
の
措
置
）

地
下
水
の
水
質
の
継
続
監
視
（
単
独
で
の
措
置
）

測
定
頻
度

測
定
頻
度

●
地
下
水
の
水
質
の
継
続
監
視
（
他
の
措
置
と同

時
実
施
）

●
地
下
水
の
水
質
の
継
続
監
視
（
他
の
措
置
と同

時
実
施
）

測
定
頻
度

測
定
頻
度

その
他
（
備
考
に
記
載
す
る
）

その
他
（
備
考
に
記
載
す
る
）

一
定
濃
度
を
超
え
る
土
壌
汚
染
の
除
去

（
第
二
溶
出
量
を
超
え
る
汚
染
土
壌
の
掘
削
に
よ
る
除
去
）

一
定
濃
度
を
超
え
る
土
壌
汚
染
の
除
去

（
第
二
溶
出
量
を
超
え
る
汚
染
土
壌
の
掘
削
に
よ
る
除
去
）

一
定
濃
度
を
超
え
る
土
壌
汚
染
の
除
去

（
第
二
溶
出
量
を
超
え
る
汚
染
土
壌
の
原
位
置
で
の
浄
化
に
よ
る
除
去
）

一
定
濃
度
を
超
え
る
土
壌
汚
染
の
除
去

（
第
二
溶
出
量
を
超
え
る
汚
染
土
壌
の
原
位
置
で
の
浄
化
に
よ
る
除
去
）

一
定
濃
度
を
超
え
る
土
壌
汚
染
の
除
去

（
第
二
地
下
水
基
準
を
超
え
る
地
下
水
の
浄
化
）

一
定
濃
度
を
超
え
る
土
壌
汚
染
の
除
去

（
第
二
地
下
水
基
準
を
超
え
る
地
下
水
の
浄
化
）

地
下
水
汚
染
の
拡
大
の
防
止

（
揚
水
施
設
に
よ
る
地
下
水
汚
染
の
拡
大
の
防
止
）

地
下
水
汚
染
の
拡
大
の
防
止

（
揚
水
施
設
に
よ
る
地
下
水
汚
染
の
拡
大
の
防
止
）

地
下
水
汚
染
の
拡
大
の
防
止

（
透
過
性
地
下
水
浄
化
壁
に
よ
る
地
下
水
汚
染
の
拡
大
の
防
止
）

終
期
を
定
め
ず
、年

4回
以
上

土
壌
入
換
え
（
区
域
外
土
壌
入
換
え
）

土
壌
入
換
え
（
区
域
外
土
壌
入
換
え
）

土
壌
入
換
え
（
区
域
内
土
壌
入
換
え
）

土
壌
入
換
え
（
区
域
内
土
壌
入
換
え
）

備
考

備
考

基
準
超
過

基
準
適
合

※
「第

二
地
下
水
基
準
超
過
」の
場
合
、地

下
水
の
継
続
監
視
（
単
独
で
の
措
置
）
は
選
択
で
き
ま
せ
ん
。

地
下
水
汚
染
拡
大
防
止
区
域

に
対
す
る
措
置

無

地
下
水
汚
染
の
拡
大
の
防
止

（
透
過
性
地
下
水
浄
化
壁
に
よ
る
地
下
水
汚
染
の
拡
大
の
防
止
）

終
期
を
定
め
ず
、年

4回
以
上

条
例
に
お
け
る
地
下
水
汚
染
拡
大
防
止
区
域
に
対
す
る
対
策
の
報
告

有
（
条
例
の
み
の
届
出
）

※
対
象
地
ま
た
は
対
象
地
境
界
に
お
い
て
第
二
溶
出
量
基
準
超
過
ま
た
は
第
二
地
下
水
基
準
超
過
が
あ
り、
か
つ
、都

条
例
規
則
第
55
条
第
3項

に
定
め
る
土
地
に
該
当
しな

い
場
合
は

「有
」を
選
択
して

くだ
さい
。

基
準
超
過

※
「第

二
地
下
水
基
準
超
過
」の
場
合
で
措
置
とし
て
地
下
水
の
水
質
の
継
続
監
視
の
み
を
選
択
した

場
合
、期

間
の
定
め
が
な
くな
りま
す
。

条
例
に
お
け
る
地
下
水
汚
染
拡
大
防
止
区
域
に
対
す
る

措
置
を
行
っ
た
場
合
は
、
当
該
措
置
の
内
容
や
完
了
要

件
の
確
認
方
法
等
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 

「
有
（
条
例
の
み
の
届
出
）
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。
」
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地
下
水
汚
染
拡
大
防
止
区
域
に
対
す
る
措
置
と
し
て
、

 

地
下
水
の
水
質
の
継
続
監
視
（
単
独
で
の
措
置
）
を
選
択
し
て
い
る
場
合
は
、

引
き
続
き
実
施
す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
内
容
を
選
択
し
て
く
だ
い
。

 

「
地
下
水
の
水
質
の
継
続
監
視
（
単
独
で
の
措
置
）
」
以
外
の
措
置
を

 

実
施
し
て
い
る
場
合
、
地
下
水
測
定
の
終
期
に
対
象
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１． 指定調査機関確認書 

２． 調査結果報告シート 

注 調査結果報告シートについて、ここでは東京都で作成した様式を掲載しております。こ

の他に「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（以下「ガイドラ

イン」という。）」の様式もありますが、東京都に御提出いただく際は、どちらの様式

を使用いただいても構いません。ただし、地下水調査を実施しており、ガイドラインの

様式を使用する際は、地下水調査結果について別途まとめて記載いただきますようお願

いいたします。
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（法第３条用）

東京都知事　殿

指定調査機関の名称　
代表者の氏名

（指定番号 ）

記

　１．対象案件

届出者

　２．土壌汚染状況調査結果報告書の構成
資料 添付チェック

― ●

別紙１ ●

―

別冊資料

別冊資料‐１ ●

別冊資料‐２ ●

別冊資料‐３ ●

別冊資料‐４ ●

３．法定調査の業務品質管理体制

以上

○○○○
○○調査株式会社

調査実施写真

濃度計量証明書

本報告書の文章等表現の読み替えについて（必要に応じて）

地歴調査の根拠資料

内容

概況調査に関する資料

（調査の方法、調査区分図、調査地点図、調査結果一覧表、汚染状
況平面図、その他必要な資料）

　下記のとおり、土壌汚染対策法に基づく指定調査機関として内容を確認し、土壌汚染状
況調査結果報告書として取りまとめたことを確認致します。

○○　○○

調査対象地

別紙２

ボーリング柱状図

公正性管理責任者

業務品質管理責任者

△△　△△

△△　△△

技術管理者名 ○○　○○○

技術管理者証の
交付番号

第0000○○○○号

地歴調査結果

新宿区 ○○町一丁目３番２及び３番３

（住居表示）

（地番表示）

土壌汚染状況調査結果報告シート（必須）

内容

令和5年4月1日

○○-〇-○○○

新宿区 ○○町一丁目２番３号

別紙３

●

（調査の方法、調査区分図、調査地点図、調査結果一覧表、汚染状
況平面図、深度方向の汚染状態が把握できる資料、その他必要な
資料）

詳細調査に関する資料

法定調査に直接携わる者（技術管理者等）
が兼務することはできません。

添付した資料について「●」を選択してくださ
い。
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（法第４条用）

東京都知事　殿

指定調査機関の名称　
代表者の氏名

（指定番号 ）

記

　１．対象案件

届出者

　２．土壌汚染状況調査結果報告書の構成
資料 添付チェック

― ●

別紙１ ●

―

別冊資料

別冊資料‐１ ●

別冊資料‐２ ●

別冊資料‐３ ●

３．法定調査の業務品質管理体制

以上

●

●

ボーリング柱状図

本報告書の文章等表現の読み替えについて（必要に応じて）

業務品質管理責任者 △△　△△

公正性管理責任者 △△　△△

技術管理者名 ○○　○○○

技術管理者証の
交付番号

第0000○○○○号

別紙２
概況調査に関する資料

（調査の方法、調査区分図、調査地点図、調査結果一覧表、汚染状
況平面図、その他必要な資料）

別紙３

詳細調査に関する資料

（調査の方法、調査区分図、調査地点図、調査結果一覧表、汚染状
況平面図、深度方向の汚染状態が把握できる資料、その他必要な
資料）

土壌汚染状況調査結果報告シート（必須）

地歴調査結果

内容

調査実施写真

内容

濃度計量証明書

　下記のとおり、土壌汚染対策法に基づく指定調査機関として内容を確認し、土壌汚染状
況調査結果報告書として取りまとめたことを確認致します。

令和5年4月1日

○○-〇-○○○

○○調査株式会社
○○○○

○○　○○

調査対象地
新宿区 ○○町一丁目２番３号 （住居表示）

新宿区 ○○町一丁目３番２及び３番３ （地番表示）

法定調査に直接携わる者（技術管理者等）
が兼務することはできません。

添付した資料について「●」を選択してください。
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（法第１４条用）

東京都知事　殿

指定調査機関の名称　
代表者の氏名

（指定番号 ）

記

　１．対象案件

届出者

　２．申請に係る調査報告書の構成
資料 添付チェック

― ●

別紙１ ●

―

別冊資料

別冊資料‐１ ●

別冊資料‐２ ●

別冊資料‐３ ●

３．法定調査の業務品質管理体制

以上

●

●

ボーリング柱状図

本報告書の文章等表現の読み替えについて（必要に応じて）

業務品質管理責任者 △△　△△

公正性管理責任者 △△　△△

技術管理者名 ○○　○○○

技術管理者証の
交付番号

第0000○○○○号

別紙２
概況調査に関する資料

（調査の方法、調査区分図、調査地点図、調査結果一覧表、汚染状
況平面図、その他必要な資料）

別紙３

詳細調査に関する資料

（調査の方法、調査区分図、調査地点図、調査結果一覧表、汚染状
況平面図、深度方向の汚染状態が把握できる資料、その他必要な
資料）

土壌汚染状況調査結果報告シート（必須）

地歴調査結果

内容

調査実施写真

内容

濃度計量証明書

　下記のとおり、土壌汚染対策法に基づく指定調査機関として内容を確認し、申請に係る
調査報告として取りまとめたことを確認致します。

令和5年4月1日

○○-〇-○○○

○○調査株式会社
○○○○

○○　○○

調査対象地
新宿区 ○○町一丁目２番３号 （住居表示）

新宿区 ○○町一丁目３番２及び３番３ （地番表示）

法定調査に直接携わる者（技術管理者等）
が兼務することはできません。

添付した資料について「●」を選択してくださ
い。
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（条例用）

東京都知事　殿

指定調査機関の名称　
代表者の氏名

（指定番号 ）

記

　１．対象案件

届出者

　２．土壌汚染状況調査報告書の構成
資料 添付チェック

― ●

別紙１ ●

別紙４ ●

別紙５ ●

別冊資料

別冊資料‐１ ●

別冊資料‐２ ●

別冊資料‐３ ●

３．法定調査の業務品質管理体制

以上

業務品質管理責任者 △△　△△

公正性管理責任者 △△　△△

●

調査実施写真

内容

濃度計量証明書

ボーリング柱状図

別紙３

令和6年4月1日

○○-〇-○○○

○○　○○

○○調査株式会社
○○○○

　下記のとおり、土壌汚染対策法に基づく指定調査機関として内容を確認し、土壌汚染状
況調査報告書として取りまとめたことを確認致します。

概況調査に関する資料

（調査の方法、調査区分図、調査地点図、調査結果一覧表、汚染状
況平面図、その他必要な資料）

（住居表示）

新宿区 ○○町一丁目３番２及び３番３ （地番表示）

技術管理者名 ○○　○○○

技術管理者証の
交付番号

第0000○○○○号

調査対象地

詳細調査に関する資料

（調査の方法、調査区分図、調査地点図、調査結果一覧表、汚染状
況平面図、深度方向の汚染状態が把握できる資料、その他必要な
資料）

地下水の状況

土地利用計画図

新宿区 ○○町一丁目２番３号

内容

土壌汚染状況調査結果報告シート（必須）

有害物質の使用及び排出状況

別紙２

法定調査に直接携わる者（技術管理者等）
が兼務することはできません。

添付した資料について「●」を選択してくださ
い。
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（法、条例共通）

土壌汚染状況調査結果報告シート　　　　　　　　　

新宿区

新宿区

住居表示 新宿区
地番 新宿区

無

有

3,290.00 ㎡ 図-1-〇

有

●

●

●

●

●

有

有

有

無

●

ガソリンに含有
ガソリンに含有
研究用試薬に含有

平成○年○月に建設発生土の搬出のための土壌調査(ボーリング1地点、
深度10mまで1m毎に試料採取、全26項目を分析）が実施されており、深度
2.3ｍ(旧地盤面)の深度で鉛(含有量）の基準不適合が確認されている。

・〇〇工場で使用していた△△にXXが含まれていた。

・昭和○年～昭和○年まで、○○工場が立地していた。
・昭和○年～令和○年まで、△△工場が立地していた。

昭和○年に○○工場が廃止後、工場が立地していた当時の地盤面(以
下、「旧地盤面」という）より上方に2.3ｍの盛土がなされ、その後、現地表
面において△△工場が立地した。

○○町一丁目２番３号

○○町一丁目３番２の
○○町一丁目２番３号

その他の経緯

既往調査・対策の経緯

地表の高さの変更(盛土、埋土等)の
経緯

特定有害物質の使用状況とその形
態

有害物質取扱事業場の設置履歴

２．地歴調査結果概要（調査対象地の土壌汚染のおそれの把握）

図-2-〇

東京都土壌汚染対策指針（平成31年４月１日施行）

都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成
12年東京都条例第215号）

土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドラ
イン（最新版　環境省水・大気環境局土壌環境課）

同法施行令（平成14年政令第336号）、同法施行規則
（平成14年環境省令第29号）

土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）
準拠法令等

〇ページ
図-1-〇

汚染のおそれとその由来

試料採取等対象物質の種類とその
理由

使用の可能性が否定できないも
のの試料採取等の対象としない
特定有害物質とその理由

１．調査概要

指定調査機関の指定番号

指定調査機関名

深度限定の有無
今回調査対象地面積

調査対象地

今回報告範囲　※全体の調査対象地に対し、分割して報告する場合
○○町一丁目３番２及び３番３地番

住居表示 〇ページ
図-1-〇

各区画の最大形質変更深さの１ｍを超える深度は試料採取の対象外とし
た。
特定有害物質の種類：鉛及びその化合物

調査対象地の用途地域が工業専用地域である場合（調
査対象地の一部も含む）は「有」を選択してください。

第55条第3項地域については、環境局ホームページの
「埋立地の特例の対象地域参考図」をご参照ください。

工業専用地域の有無

条例施行規則第55条第3項地域の
有無

○○株式会社（調査）
○○株式会社（調査、とりまとめ）

20**-〇-○○（調査）
20**-△-△△（とりまとめ）

〇ページ

ベンゼン
鉛及びその化合物
ほう素及びその化合物

水面埋立て用材料による汚染のおそれがある

自然由来による汚染のおそれがある

人為由来による汚染のおそれがある
（おそれを否定できない）

全体の調査対象地に対し、分割して
報告する場合は、今回報告範囲も記載します。

過去の調査結果を使用する場合は、その調査を
行った指定調査機関名及び指定番号も記載して
ください。

該当する項目にチェックを入れてくださ

地歴調査にて判明した特定有害物質の使用等履歴と試料採取
等対象物質が異なる場合は、その旨も記載してください。
(例)地歴で使用物質不明の事業者が確認されている際に、第
1種、第2種及びPCBを調査する場合、農薬系の物質について
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土壌汚染が存在する
おそれが比較的多い
と認められる土地
土壌汚染が存在する
おそれが少ないと認
められる土地
土壌汚染が存在する
おそれがないと認め
られる土地

有

有

に示す。
ガス採取
土壌採取

全部対象区画

一部対象区画

全部対象区画

図-3-〇

一部対象区画
図-3-〇

一部対象区画におい
て土壌ガスが検出さ
れた30m格子

図-3-〇

トラベルブランク試験
の有無

有

無
濃度の増減は± 10 %未満

図-3-〇

ｍ
全部対象区画

一部対象区画

有害物質を取り扱っていた工場が立地していた履歴がある範囲は、ベン
ゼン、鉛、ほう素について全部対象区画とした。
事業用の駐車場となっていた範囲は、ベンゼン、鉛、ほう素について一部
対象区画とした。

試料採取等対
象物質と試料
採取を行う区
画の選定

室内分析期間

現地試料採取
期間

土壌汚染のお
それの区分の
分類（平面）

・一部対象区画は、30m格子毎に5地点で、深度2.3～2.8m（旧地盤面より
50cm）の試料を採取し均等混合した。
・一部対象区画において基準不適合となった区画では、単位区画毎に深
度2.3～2.8m（旧地盤面より50cm）の試料採取を行った。

図-3-〇

土壌ガスが検出された2区画において、深度10mまでのボーリング調査を
実施した。2.3m(旧地盤面)、2.8m(旧地盤面より50cm)、3m、3.4m（地下配
管底面）、3.9m(地下配管底面50cm)、4～10mまでの1mごとの土壌試料を
採取した。

・全部対象区画は、単位区画毎に、深度2.3～2.8m（旧地盤面より50cm）
の試料採取を行った。
・地下配管が存在する範囲では、単位区画毎に、深度3.4～3.9m（地下配
管底面より50m）の試料採取を行った。

確認されなかった。

値の補正の有無

図-2-〇

・盛土にて現地表面が形成されてから現在に至るまで、特定有害物質取
扱事業場の設置履歴はなく、現地表面の汚染のおそれはない。

・○○工場が立地していた当時の地盤面である深度2.3ｍの旧地盤面が
汚染のおそれが生じた場所の位置となっている。
・○○工場には地下配管が存在し、その底面である深度3.4ｍも汚染のお
それが生じた場所の位置となっている。

図-2-〇

敷地の東側の有害物質を取り扱っていた工場が立地していた履歴がある
範囲

敷地の西側の工場が立地していた当時に事業用の駐車場となっていた
範囲

３．調査方法

３－１．土壌調査方法

　※調査地点位置図を

汚染のおそれ
が生じた場所
の位置（断面）

現在の地表より深い
位置の汚染のおそれ
の有無とその理由及
び深度

現地表面の汚染の
おそれの有無とその
理由

該当なし

図-3-1～図-3-〇

帯水層底面が
確認された深度 図-3-〇

第二種、第三
種特定有害物
質の試料採取
方法

第一種特定有害物質のボーリング
による試料採取方法

第一種特定有
害物質の土壌
ガス採取方法

図-3-1
～
図-3-〇

全部対象区画は、単位区画毎に、土壌汚染のおそれが多いと認められる
部分で現地表から0.8～1mの深度の地中において土壌ガスを採取した。

一部対象区画は、30ｍ格子の中心を含む単位区画の1地点で、現地表か
ら0.8～1mの深度の地中において土壌ガスを採取した。

単位区画毎に現地表から0.8～1mの深度の地中において土壌ガスを採取
した。

令和○年○月○日～令和○年○月○日
令和○年○月○日～令和○年○月○日
令和○年○月○日～令和○年○月○日

操業当時の地盤面、地下配管、桝などの状況について調査をし、
その結果について全て記載してください。

土壌ガスを持ち帰り分析をした場合は「有」を選択し、濃度増
減による値の補正の有無及び増減の程度（○○％未満、以上
等）を記載してください。
また、別冊資料に運搬及び保管による濃度の減少の程度を評価
した表等を添付してください。

帯水層底面の確認結果と確認した場合の深度を記載
してください。
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に示す。
代表地点
対象地境界
代表地点
対象地境界

図－４－１
～
図－４－○

図－４－○

ｍ

図－４－○

図－４－○

ｍ

図－４－○
ガイドラインAppendix-7.地下水試料採取方法に示される方法で実施し
た。なお、土壌調査で基準不適合となった以下の物質について、地下水
調査を実施した。

３－２．地下水調査方法
　※調査地点位置図を

地下水試料採取方法

地下水採取等対象物質と地下水
採取を行う深さの選定（断面）

地下水採取等対象物質と地下水
採取を行う位置の選定（平面）

地下水採取等対象物質と地下水
採取を行う深さの選定（断面）

地下水採取等対象物質と地下水
採取を行う位置の選定（平面）

令和○年○月○日～令和○年○月○日
令和○年○月○日～令和○年○月○日
令和○年○月○日～令和○年○月○日
令和○年○月○日～令和○年○月○日
・ベンゼンは、土壌ガスが検出された単位区画を含む単位区画が連続す
る範囲（以下「検出範囲」という）で最も土壌ガス濃度が高い地点で採取し
た。
・鉛は30m格子ごとに当該30m格子内にある土壌溶出量の最も高い１区
画で採取した。

帯水層底面が
確認された深度

確認されなかった。

代
表
地
点

帯水層底面が
確認された深度

確認されなかった。

対
象
地
境
界

図-4-1～図-4-〇

ベンゼンについて地下水主流向が南西から北東方向であることから検出
範囲の北東側の対象地境界で採取した。

ベンゼンについて地下水位及び周辺柱状図から、代表地点の地下水調
査で地下水基準を超える地下水が確認された帯水層が存在すると考えら
れるGL-○m～-○ｍにスクリーンを設置した。

現地試料採取
期間

地下水位及び周辺柱状図から、最初の帯水層が存在すると考えられる範
囲にスクリーンを設置した
ベンゼン：GL-○m～-○ｍ
鉛：GL-○m～-○ｍ
帯水層底面は確認されなかったが、〇〇〇により、今回の調査で地下水
汚染がないことを評価できると考える。

室内分析期間

ガイドラインAppendix-7.地下水試料採取方法に示される方法
では、スクリーン区間は帯水層の底まで必要です。
スクリーンを帯水層の底まで設置していない（帯水層底面が
確認されなかった）場合は、当該スクリーン区間で地下水の
汚染状態が適切に評価できる理由を記載してください。
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（法、条例共通）

基準 調査 最大 ガス 試料 基準 調査 測定 基準 試料

（ppm） 対象 濃度 検出 採取等 （㎎/ｌ） 対象 結果 超過 採取等

* 区画数 （ppm） 区画数 の省略 区画数 （㎎/ｌ） 区画数 の省略

トリクロロエチレン 00..11 0.01

テトラクロロエチレン 00..11 0.01

ジクロロメタン 00..11 0.02

クロロエチレン 00..11 0.002

四塩化炭素 00..11 0.002

1，2-ジクロロエタン 00..11 0.004

1，1-ジクロロエチレン 00..11 0.1

1，2-ジクロロエチレン 00..11 0.04

1，1，1-トリクロロエタン 00..11 1

1，1，2-トリクロロエタン 00..11 0.006

1，3-ジクロロプロペン 00..11 0.002

ベンゼン 00..0055 32 0.2 5 無 0.01

基準 調査 最大 試料 試料 最大 基準 試料 試料 最大 基準 試料

（㎎/ｌ） 対象 濃度 採取等 採取 濃度 超過 採取等 採取 濃度 超過 採取等

* 区画数 （m）注)１ （㎎/ｌ） （m）注)１ 注)３ の省略 区画数 （㎎/ｌ） 区画数 の省略 地点数 （㎎/ｌ） 地点数 の省略

トリクロロエチレン 0.01

テトラクロロエチレン 0.01

ジクロロメタン 0.02

クロロエチレン 0.002

四塩化炭素 0.002

1，2-ジクロロエタン 0.004

1，1-ジクロロエチレン 0.1

1，2-ジクロロエチレン 0.04

1，1，1-トリクロロエタン 1

1，1，2-トリクロロエタン 0.006

1，3-ジクロロプロペン 0.002

ベンゼン 0.01 5 10.00 00..1155 10.00 2 無 1 00..1122 1 無 1 ND 0 無

カドミウム及びその化合物 0.003

シアン化合物 00..11

鉛及びその化合物 0.01 32 0.08 2 無 1 ND 0

六価クロム化合物 0.05

砒素及びその化合物 0.01

水銀及びその化合物 0.0005

セレン及びその化合物 0.01

ほう素及びその化合物 1 32 0.8 0 無

ふっ素及びその化合物 0.8

有機燐化合物 00..11

ポリ塩化ビフェニル 00..00000055

チウラム 0.006

シマジン 0.003

チオベンカルブ 0.02

*基準欄の斜字 :の基準は、「不検出」を示す。　　　

対象地境界における
地下水調査

分類 調査対象物質

土壌ガス 土壌ガス（地下水）

第
一
種
特
定
有
害
物
質

（

揮
発
性
有
機
化
合
物
）

分類

溶出量調査

最深
調査
深度

最大
汚染
深度

代表地点における
地下水調査

調査対象物質
基準
超過

区画数

第
一
種
特
定
有
害
物
質

（

揮
発
性
有
機
化
合
物
）

第
二
種

特
定
有
害
物
質

（

重
金
属
等
）

４．調査結果概要

試
料
採
取
日 対象地境界

代表地点

土壌採取

ガス採取

地下水

第
三
種

特
定
有
害

物
質

（

農
薬
等
）

令和○年○月○日～令和○年○月○日

令和○年○月○日～令和○年○月○日

令和○年○月○日～令和○年○月○日

令和○年○月○日～令和○年○月○日

に示す。

※２　調査結果総括図を

※１　調査結果一覧表を

図－４－１

表－４－１～表－４－○

に示す。

第一種特定有害物質について、代表地点でボーリングを実施した場合は、ガス検出区画を含めた
区画数を記載してください。
例：連続する範囲でガス検出区画数が５あり、代表地点でのボーリング調査が１地点の場合で
あっても、「５」と記載します。
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基準 調査 最深 最大 基準 試料

（㎎/kg） 対象 調査 濃度 超過 採取等

区画数 深度（m） （㎎/kg） （m） 区画数 の省略

カドミウム及びその化合物 45

シアン化合物 50

鉛及びその化合物 150 32 250 3 無

六価クロム化合物 250

砒素及びその化合物 150

水銀及びその化合物 15

セレン及びその化合物 150

ほう素及びその化合物 4000 32 100 0 無

ふっ素及びその化合物 4000

調査対象区画数 区画

 注）３　第一種ボーリング調査結果については、代表地点以外の調査結果も含めて基準超過と評価される区画数を記載してください。　

　●区画数は、調査対象地内の単位区画(10mメッシュ)の合計数を記載ください。
　　　①30mメッシュの調査（一部調査対象区画の調査）を行った範囲については調査対象区画数、自然由来特例調査を行った範囲につ
　　　　いてはその間の対象区画数として計算してください。
　　　②第一種特定有害物質の溶出量調査で代表地点でボーリングを行った場合は、ガス検出範囲を含めた区画数で計算し
　　　　 てください。
　　　③統合された区画は1区画と数えてください。
　　　④土壌汚染の存在するおそれがないと認められる範囲の区画数は含めないでください。
　　　⑤全体の調査範囲に対し、分割して報告書を作成している場合、原則、当報告書で報告する範囲の区画数でまとめてください。

注）１　第二種特定有害物質及び第三種特定有害物質の詳細調査の結果を報告する場合は、詳細調査(深度方向調査)結果報告シートを作成してください。
　　　なお、詳細調査結果は、法に基づく調査の場合は第７条第１項又は第12条第１項、条例に基づく調査の場合は第117条
　　　　第３項の届出で報告してもかまいません。

注）２ 　土壌ガス等を検出しボーリング調査を実施した場合には、ボーリング調査結果も踏まえて基準不適合範囲の面積を記入し
　　　 てください。

　汚染原因 特定又は推定ができなかった。

　備考 32

濃度範囲の数値の着色は基準不適合又は第二溶出量基準不適合であることを示す。

基準不適合範囲の地番 ○○区○○町△丁目△△番□、同番○○の一部、○番△△の一部

　基準不適合範囲の面積 
注）２   (m2) 380.00

分類 調査対象物質

含有量調査

最大
汚染
深度

第
二
種

特
定
有
害
物
質

（

重
金
属
等
）
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（法、条例共通）

詳詳細細調調査査((深深度度方方向向調調査査))結結果果報報告告シシーートト

住居表示
地番

●

●

●

●

●

に示す。
に示す。

ベンゼン 2
GL-10m～-15mまで１mおきに実施
深度GL-15mに帯水層底面が確認
された

鉛及びその化合物 3 GL-3ｍ、4m、5m

15.00 ｍ

ベンゼン 1

最初の帯水層が存在すると考えら
れる範囲（GL-〇m～-〇m）にスク
リーンを設置し、ガイドライン
Appendix-7.地下水試料採取方法
に示される方法で実施した。

※２ 詳細調査で追加で地下水調査を実施した場合には、採取方法等を記入してください。

〇ページ
図-1-〇

土壌調査で基準不適合となった以下の物質について、汚染範囲確定のための
ボーリング調査を実施した。

同法施行令（平成14年政令第336号）、同法施行規則
（平成14年環境省令第29号）
土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイド
ライン（最新版　環境省水・大気環境局土壌環境課）
都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成
12年東京都条例第215号）

東京都土壌汚染対策指針（平成31年４月１日施行）

土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）

　※ボーリング調査地点の断面図を
※ボーリング調査地点位置図を

指定調査機関の指定番号

第一種特定有害物質の土壌

試料採取深度※１

指定調査機関名
室内分析期間
現地試料採取期間

ガイドラインAppendix-7.地下水試料採取方法に示される方法で実施した。な
お、土壌調査で基準不適合となった以下の物質について、地下水調査を実施し
た。

図-3-〇

図-3-〇

土壌調査で基準不適合となった区画について、汚染範囲確定のための追加
ボーリング調査を実施した。

図-3-〇

帯水層底面が確認され
た深度

確認された。

地番

住居表示調査対象地

新宿区○○町一丁目２番３号

新宿区○○町一丁目３番２の

〇ページ
図-1-〇

※１ 帯水層底面の試料採取がある場合は記載してください。

１．調査概要

２．調査方法

令和○年○月○日～令和○年○月○日

令和○年○月○日～令和○年○月○日

△△株式会社

図-3-〇
図-3-〇

準拠法令等

２０**－△－△△

今回報告範囲　※全体の調査対象地に対し、分割して報告する場合

地下水試料等対象物質、採
取位置、採取深度、採取方

法　※２

第二種特定有害物質、第三
種特定有害物質の土壌試料

採取深度※１

新宿区○○町一丁目２番３号

新宿区○○町一丁目３番２及び３番３
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※１　調査結果一覧表を に示す。
　※２　調査結果総括図を に示す。

調査区画数
基準不適合
の区画数

最深調査
深度(m)

最深汚染
深度(m)

最大濃度

ベンゼン 2 1 15.00 13.00 00..33
鉛及びその化合物 3 3 5.00 3.00 0.02

鉛及びその化合物 3 3 5.00 3.00 250

ベンゼン 1 1 ND

●最深汚染深度は、基準超過が確認された最深深度を記載ください。（対策深度ではありません。）

●最大濃度は、詳細調査における最大濃度を記載ください。ただし、詳細調査で汚染が見つからな
　かった場合には、汚染状況調査の最大濃度を記入してください。

※詳細調査時に追加で地下水調査を実施した場合には、汚染状態を記入してください。

＜備考＞
　 ・濃度範囲の数値の着色は基準不適合又は第二溶出量基準不適合であることを示す

３．調査結果概要

試料採取等対象物質名

土
壌
溶
出
量

（
m
g
/
L

)

土
壌
含
有
量

（
m
g
/
k
g

)

地
下
水

（
m
g
/
L

）
※

図－４－１
表－４－１～表－４－○

代表地点及び対象地境界以外で地下水を調査した
場合はこちらに記載してください。
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既既往往調調査査結結果果をを調調査査報報告告等等にに用用いいるる際際のの留留意意事事項項ににつついいてて 

条例 117 条 1項地歴調査届出書や法 3条 1項・法 4条 2項・条例 117 条 2

項等の土壌汚染状況調査報告書を提出する際に、対象地において既往調査

（法定調査や自主調査）が実施されていた場合、既往調査の結果を地歴調査

において利用する必要があり、また、試料採取等及び調査結果の評価におい

て利用することができる場合があります。その際、既往調査結果や今回実施

調査結果等をただ添付するだけの調査報告をすることは認められません。 

以下の点を参考の上、調査報告書をまとめていただくようによろしくお願

いいたします。既往調査の使い方が適切でなく、調査が不足している場合は

再調査を求められる場合がありますので、御注意ください。 

 

１．条例 117 条 1項届出（地歴調査） 

（１）既往調査が法定調査（行政に届出のあるもの）の場合 

・今回の土地改変時における法令の規定に基づく調査方法と同等の方法

で実施され、現行法における基準に対して適合であると判断できる場合

のみ、既往調査実施時までの期間において汚染のおそれがないとみなす

ことが可能です（この場合は届出受理番号を記載してください。）。 

 

（２）既往調査が自主調査（行政に届出のないもの）の場合 

 ・既往自主調査結果が基準適合であったとしても、自主調査結果のみをも

って汚染のおそれがないとすることはできません（ただし、汚染のおそ

れがない土地において念のため自主調査を実施した場合等を除く。）。 

・上記のように、基準適合の結果をもって汚染がないと判断する場合は、

土地改変時における法令の規定に基づく法 4条 2項や条例 117条 2項等

の土壌汚染状況調査報告書において基準適合の結果を報告する必要が

あります（法令改正等により不足している調査は別途実施する必要があ

ります。）。 

 ・今回の土地改変時における基準に対して不適合であり、汚染が残置され

ている場合は、必ず汚染のおそれありとして、調査報告書で報告する必

要があります。 
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２．法 3条 1項・法 4条 2項・条例 117 条 2項届出（土壌汚染状況調査） 

（１）既往調査が法定調査（行政に届出のあるもの）の場合 

 ・地歴調査において、既往調査が行われた後に行われた土壌汚染の除去や

土壌の移動、既往調査時に把握されていなかった汚染のおそれ、新たな

汚染のおそれ等の情報を入手・把握した上で、今回調査実施時における

汚染のおそれについて改めて判断し、調査を実施する必要があります。 

 ・法令改正により、特定有害物質の種類が追加されたクロロエチレンやト

ランス体が追加された 1,2-ジクロロエチレン、分解生成物の考慮が必

要となったジクロロメタン等、基準が改正されたカドミウムやトリクロ

ロエチレンにおける取扱いについては、十分御注意ください。 

 

（２）既往調査が自主調査（行政に届出のないもの）の場合 

 ・既既往往自自主主調調査査結結果果やや今今回回実実施施調調査査結結果果等等ををたただだ添添付付すするるだだけけのの調調査査報報告告  

ををすするるここととはは認認めめまませせんん。 

・既往自主調査結果がある場合であっても、調査の原則どおり、既往自主

調査実施以前から今回調査時までにおける地歴調査において汚染のお

それを判断し、調査報告時の法令の規定に基づき調査を実施してくださ

い。 

・その際に、既往自主調査結果については、今回調査の中で使用できる場

合のみ調査報告の中に組み込んで、報告することが可能です。 

（既往自主調査は、既往法定調査と異なり、行政に届け出られ審査を受け

たものではないため、原則として、既往自主調査結果を前提として今回

調査の汚染のおそれの判断や汚染の評価をした上で調査報告を行うこ

とはできません。） 

・ただし、今回の土地改変時における基準に対して不適合であり、汚染が

残置されている場合は、調査報告時の法令の規定に基づき基準不適合の

結果を報告する必要があります。 

・一つの単位区画について、複数の汚染状態の結果がある場合の汚染の評

価はその重ね合わせで判断する必要があります。 
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４４．．掘掘削削除除去去をを行行うう際際のの留留意意事事項項ににつついいてて  
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掘掘 削削 除除 去去 をを 行行 うう 際際 のの 留留 意意 事事 項項 にに つつ いい てて 

土壌汚染対策法や環境確保条例に基づいて掘削除去の措置を行う際は、「土

地の形質の変更届出書」や「汚染拡散防止計画書」等に則り、対策範囲の土壌

を確実に除去するとともに、次の点に十分留意して、適切に出来形を管理して

ください。 

特に、要措置区域等の指定の解除を希望される場合には、「措置完了報告書」

等に添付された測量記録及び現場写真等により、詳細調査等により確認された

掘削場所の土壌が確実に除去されたことが確認できないと、指定を解除するこ

とができませんので御注意ください。 

○ 対策範囲の土壌を、実測値が計画値を下回ることのないよう、確実に掘削

除去すること。 
 

○ 掘削の完了後（基準適合土等による埋戻し前）、測量記録及び現場写真等

により、対策範囲の出来形管理を行うこと。なお、中層部分のみ掘削除去

する場合は、対策範囲の上面（掘削前）についても出来形管理を行うこと。 

○ なお、中層部分のみ掘削除去する場合は、対策範囲の上面（掘削前）につ

いても出来形管理を行うこと。 
 

○ 汚染土壌の掘削除去が、適正に実施されたことを証明できる次の①～③の

写真を添付すること。必要に応じて測量記録（原則、測量士による確認の

あるもの）を提出すること。 

① 位置出し（基準点写真、調査時座標設定、測量の様子の写真） 

② 掘削前の掘削範囲（掘削前全景、範囲の線引き） 

③ 掘削後の出来形（掘削後全景、平面の各辺、各深さ） 
 

○ 測量記録を採寸毎に実施するとともに、現場写真の撮影の際には、メジャ

ー等の目盛表示を確認できるよう、測量の全景写真だけでなく、メジャー

等の始点及び終点の拡大写真も撮影すること。 
 

○ 写真撮影の角度等に留意し、写真上で計画どおりに掘削が行われたことを

確認できるようにすること。 

○ ＩＣＴ技術を用いた出来形管理等を実施する場合は、法 7 条または法 12

条届出の際に事前にご相談ください。 
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掘掘 削削 除除 去去 をを 行行 うう 際際 のの 留留 意意 事事 項項 にに つつ いい てて 

土壌汚染対策法や環境確保条例に基づいて掘削除去の措置を行う際は、「土

地の形質の変更届出書」や「汚染拡散防止計画書」等に則り、対策範囲の土壌

を確実に除去するとともに、次の点に十分留意して、適切に出来形を管理して

ください。 

特に、要措置区域等の指定の解除を希望される場合には、「措置完了報告書」

等に添付された測量記録及び現場写真等により、詳細調査等により確認された

掘削場所の土壌が確実に除去されたことが確認できないと、指定を解除するこ

とができませんので御注意ください。 

○ 対策範囲の土壌を、実測値が計画値を下回ることのないよう、確実に掘削

除去すること。 
 

○ 掘削の完了後（基準適合土等による埋戻し前）、測量記録及び現場写真等

により、対策範囲の出来形管理を行うこと。なお、中層部分のみ掘削除去

する場合は、対策範囲の上面（掘削前）についても出来形管理を行うこと。 

○ なお、中層部分のみ掘削除去する場合は、対策範囲の上面（掘削前）につ

いても出来形管理を行うこと。 
 

○ 汚染土壌の掘削除去が、適正に実施されたことを証明できる次の①～③の

写真を添付すること。必要に応じて測量記録（原則、測量士による確認の

あるもの）を提出すること。 

① 位置出し（基準点写真、調査時座標設定、測量の様子の写真） 

② 掘削前の掘削範囲（掘削前全景、範囲の線引き） 

③ 掘削後の出来形（掘削後全景、平面の各辺、各深さ） 
 

○ 測量記録を採寸毎に実施するとともに、現場写真の撮影の際には、メジャ

ー等の目盛表示を確認できるよう、測量の全景写真だけでなく、メジャー

等の始点及び終点の拡大写真も撮影すること。 
 

○ 写真撮影の角度等に留意し、写真上で計画どおりに掘削が行われたことを

確認できるようにすること。 

○ ＩＣＴ技術を用いた出来形管理等を実施する場合は、法 7 条または法 12

条届出の際に事前にご相談ください。 

 

出来形確認写真の作成例 

（水平方向） 

  

 

  

 

  

 

 

※ 全景写真及び始点・終点の拡大写真を撮影してください。 

※ 写真撮影の角度等にも注意し、写真上で計画どおりに掘削が行われたことを確認できるようにし

てください。 

※ 必要に応じ、確認位置図を作成し、撮影方向等がわかるようにしてください。 

工種 土壌汚染対策工 

種別 出来形確認 

区画 B2-5 

確認 

位置 

 

工種 土壌汚染対策工 

種別 出来形確認 

区画 B2-5 

確認 

位置 

 

工種 土壌汚染対策工 

種別 出来形確認 

区画 B2-5 

確認 

位置 

 

１１００７７
８８

６６
５５

１　２

終点の部分を
拡大した写真
を添付してくだ
さい。

１１
２２

３３

始点の部分を
拡大した写真
を添付してくだ
さい。

全景写真だけで、規定通りに掘削さ
れていることがわかるような写真を
添付してください。
その際、人や法面等でリボンロッド
が隠れないように気をつけてくださ
い。

8.2m 

8m 

5m 7m 

撮影方向 

8.2m 

8m 

5m 7m 

撮影方向 

8.2m 

8m 

5m 7m 

撮影方向 

単位区画ごとに、掘削範囲の全ての辺に対して全景写真、始点・終点

の拡大写真の撮影を行ってください（単位区画の形状が正方形や長方

形の場合も 4辺の写真が必要です。）。 
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出来形確認写真の作成例 

（深度方向） 

 

 

  

 

  

 

  

 

※ 中層部分のみ掘削する場合は、対策範囲の上面及び底面のどちらの写真も残すようにしてくださ

い。（例: 表層：適合、GL-1m、-2m：不適合、GL-3m以深：適合 で対策範囲がGL-1～-3mの場合 ⇒ 

①汚染土壌上面のGL-1mの写真と②掘削完了後のGL-3mの写真を撮る。） 

※ 必要に応じ、確認位置図を作成し、撮影方向等が分かるようにしてください。

 

工種 土壌汚染対策工 

種別 出来形確認 

区画 C3-2 

確認 

位置 

 

工種 土壌汚染対策工 

種別 出来形確認 

区画 C3-2 

確認 

位置 

 

工種 土壌汚染対策工 

種別 出来形確認 

区画 C3-2 

確認 

位置 

 

１１  

スタッフの目盛りや丁
張り・水糸等の基準と
なる高さとの関係が分

かるような写真としてく
ださい。 

99  

88  

水糸 
11  

22  

掘削深度が深い等で全景

が写せない場合には、全体
がわかる写真と近景写真の
組み合わせで深さが分かる

ようにしてください。 

６６  
mm  

全景で目盛りが読める場

合は、できるだけ全景写真
としてください。 

10.340 

4.340 

10m 

10m 

6
. 
00

0

10.340 

4.340 

10m 

10m 

6
. 
00

0

単位区画ごとに、掘削範囲の各角及び中心に対して掘削深度が分かる全景写

真（全景写真で数値が読めない場合は、目盛の拡大写真も必要）の撮影を行っ

てください（単位区画の形状が正方形や長方形の場合も各角及び中心の深度

の写真が必要です。）。 

 

10.340 

4.340 

10m 

10m 

6
. 
00

0
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５５．．条条例例及及びび施施行行規規則則等等  
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環 境 確 保 条 例 及 び 同 施 行 規 則 

（第三節 土壌及び地下水の汚染の防止関連抜粋） 

環境確保条例 同施行規則 

（土壌汚染対策指針の作成等） 
第１１３条 知事は、規則で定める有害物質（以
下「特定有害物質」という。）による土壌の汚染
又はこれに起因する地下水の汚染が、人の健康
に支障を及ぼすことを防止するため、土壌汚染
の調査及び対策に係る方法等を示した指針（以
下「土壌汚染対策指針」という。）を定め、公表
するものとする。 

（特定有害物質） 
第５３条 条例第１１３条に規定する規則で定め
る有害物質は、別表第１２の上欄に掲げる物質
とする。 

 

（土壌汚染の除去等の措置の計画書作成に関する
指示等） 
第１１４条 知事は、次の各号のいずれにも該当
するときは、工場又は指定作業場を設置してい
る者で、特定有害物質を取り扱い、又は取り扱
ったもの(以下「有害物質取扱事業者」という。)
に対し、期限その他の規則で定める事項を示し
て、土壌汚染対策指針に基づき、規則で定める
ところにより、土壌汚染の除去等の措置の計画
書(以下「土壌地下水汚染対策計画書」という。)
を作成し、これを提出すべきことを指示するこ
とができる。 
一 有害物質取扱事業者が、特定有害物質によ
り規則で定める基準（以下「汚染土壌処理基準」
という。）を超え、又は超えることが確実である
と認められる土壌汚染を生じさせたとき。 
二 当該土壌汚染の生じた土地の状況が、土壌
汚染により人の健康に係る被害が生じ、又は生
ずるおそれがある場合として規則で定める場合
に該当するとき。 

（土壌汚染の除去等の措置の計画書作成に関する
指示等に係る基準等） 
第５４条 条例第１１４条第１項、第１１５条第
２項及び第１１６条第４項（第１１６条の２第
２項において準用する場合を含む。）に規定する
規則で定める事項は、次のとおりとする。 
一 土壌汚染の除去等の措置を講ずべき期限 
二 土壌汚染の除去等の措置を講ずべき土地の
場所 
三 土壌地下水汚染対策計画書を提出すべき期     
限 

２ 条例第１１４条第１項第１号に規定する規則
で定める基準は、別表第１２の上欄に掲げる特
定有害物質の種類の区分に応じ、当該下欄に掲
げる基準値とする。 

 

 ３ 条例第１１４条第１項第２号に規定する規則
で定める場合（第１１７条第４項に規定する場
合を含む。）及び条例第１１６条第４項第１号に
規定する規則で定める場合（第１１６条の２第
２項において準用する場合を含む。）は、次の各
号のいずれにも該当する場合とする。 
一 次の表の上欄に掲げる土地の区分に応じ、
当該下欄に定める要件を満たすこと。 
一 土壌の特定有害物
質の濃度が、溶出量基
準（汚染土壌処理基準
のうち溶出量に係る基
準値をいう。）を超え、
又は超えることが確実
であると認められる土
地 

地下水の流動の状況等
からみて、地下水から
検出された特定有害物
質の濃度が別表第１２
の２の上欄に掲げる特
定有害物質の種類の区
分に応じ、当該下欄に
掲げる基準値（以下「地
下水基準」という。）を
超える地下水の汚染が
あるとすればその汚染
が拡大するおそれがあ
ると認められる範囲
に、次に掲げるいずれ
かの取水口又は地点が
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環 境 確 保 条 例 及 び 同 施 行 規 則 

（第三節 土壌及び地下水の汚染の防止関連抜粋） 

環境確保条例 同施行規則 

（土壌汚染対策指針の作成等） 
第１１３条 知事は、規則で定める有害物質（以
下「特定有害物質」という。）による土壌の汚染
又はこれに起因する地下水の汚染が、人の健康
に支障を及ぼすことを防止するため、土壌汚染
の調査及び対策に係る方法等を示した指針（以
下「土壌汚染対策指針」という。）を定め、公表
するものとする。 

（特定有害物質） 
第５３条 条例第１１３条に規定する規則で定め
る有害物質は、別表第１２の上欄に掲げる物質
とする。 

 

（土壌汚染の除去等の措置の計画書作成に関する
指示等） 
第１１４条 知事は、次の各号のいずれにも該当
するときは、工場又は指定作業場を設置してい
る者で、特定有害物質を取り扱い、又は取り扱
ったもの(以下「有害物質取扱事業者」という。)
に対し、期限その他の規則で定める事項を示し
て、土壌汚染対策指針に基づき、規則で定める
ところにより、土壌汚染の除去等の措置の計画
書(以下「土壌地下水汚染対策計画書」という。)
を作成し、これを提出すべきことを指示するこ
とができる。 
一 有害物質取扱事業者が、特定有害物質によ
り規則で定める基準（以下「汚染土壌処理基準」
という。）を超え、又は超えることが確実である
と認められる土壌汚染を生じさせたとき。 
二 当該土壌汚染の生じた土地の状況が、土壌
汚染により人の健康に係る被害が生じ、又は生
ずるおそれがある場合として規則で定める場合
に該当するとき。 

（土壌汚染の除去等の措置の計画書作成に関する
指示等に係る基準等） 
第５４条 条例第１１４条第１項、第１１５条第
２項及び第１１６条第４項（第１１６条の２第
２項において準用する場合を含む。）に規定する
規則で定める事項は、次のとおりとする。 
一 土壌汚染の除去等の措置を講ずべき期限 
二 土壌汚染の除去等の措置を講ずべき土地の
場所 
三 土壌地下水汚染対策計画書を提出すべき期     
限 

２ 条例第１１４条第１項第１号に規定する規則
で定める基準は、別表第１２の上欄に掲げる特
定有害物質の種類の区分に応じ、当該下欄に掲
げる基準値とする。 

 

 ３ 条例第１１４条第１項第２号に規定する規則
で定める場合（第１１７条第４項に規定する場
合を含む。）及び条例第１１６条第４項第１号に
規定する規則で定める場合（第１１６条の２第
２項において準用する場合を含む。）は、次の各
号のいずれにも該当する場合とする。 
一 次の表の上欄に掲げる土地の区分に応じ、
当該下欄に定める要件を満たすこと。 
一 土壌の特定有害物
質の濃度が、溶出量基
準（汚染土壌処理基準
のうち溶出量に係る基
準値をいう。）を超え、
又は超えることが確実
であると認められる土
地 

地下水の流動の状況等
からみて、地下水から
検出された特定有害物
質の濃度が別表第１２
の２の上欄に掲げる特
定有害物質の種類の区
分に応じ、当該下欄に
掲げる基準値（以下「地
下水基準」という。）を
超える地下水の汚染が
あるとすればその汚染
が拡大するおそれがあ
ると認められる範囲
に、次に掲げるいずれ
かの取水口又は地点が

 

 

あること。 
ア 地下水を人の飲用
に供するために用い、
又は用いることが確実
である井戸のストレー
ナー、揚水機の取水口
その他の地下水の取水
口 
イ 地下水を水道法第
３条第２項に規定する
水道事業（同条第５項
に規定する水道用水供
給事業者により供給さ
れる水道水のみをその
用に供するものを除
く。）、同条第４項に規
定する水道用水供給事
業若しくは同条第６項
に規定する専用水道の
ための原水として取り
入れるために用い、又
は用いることが確実で
ある取水施設の取水口 
ウ  災害対策基本法
（昭和３６年法律第２
２３号）第４０条第１
項の都道府県地域防災
計画等に基づき、災害
時において地下水を人
の飲用に供するために
用いるものとされてい
る井戸のストレーナ
ー、揚水機の取水口そ
の他の地下水の取水口 
エ 地下水基準を超え
る地下水の湧出を主た
る原因として、水質の
汚濁に係る環境上の条
件についての環境基本
法（平成５年法律第９
１号）第１６条第１項
の基準が確保されない
水質の汚濁が生じ、又
は生ずることが確実で
ある公共用水域の地点 

二 土壌の特定有害物
質の濃度が、含有量基
準（汚染土壌処理基準
のうち含有量に係る基
準値をいう。）を超え、
又は超えることが確実
であると認められる土
地 

当該土地が人が立ち入
ることができる土地で
あること。 

二 当該土地において、土壌汚染対策指針に基づ
く土壌汚染の除去等の措置が講じられていない
こと。 
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２ 知事は、前項の規定により指示を受けた者が、
提出の期限までに土壌地下水汚染対策計画書を
提出しないときは、その者に対し、期限を定め
て土壌地下水汚染対策計画書を提出すべきこと
を命ずることができる。 

（土壌地下水汚染対策計画書） 
第５４条の２ 条例第１１４条第１項、第１１５
条第２項、第１１６条第４項（第１１６条の２
第２項において準用する場合を含む。）及び第１
１６条第９項（第１１６条の２第２項において
準用する場合を含む。）に規定する土壌地下水汚
染対策計画書の提出は、次に掲げる事項を記載
した別記第３０号様式による土壌地下水汚染対
策計画書によらなければならない。 
一 汚染の状況 
二 土壌汚染の除去等の措置の区域（条例第１
１５条第２項又は第１１６条第４項第２号（第
１１６条の２第２項において準用する場合を含
む。）の適用を受ける場合にあっては、周辺への
地下水の汚染の拡大の防止のために必要となる
土壌汚染の除去等の措置の区域） 
三 土壌汚染の除去等の措置の方法（条例第１
１５条第２項又は第１１６条第４項第２号（第
１１６条の２第２項において準用する場合を含
む。）の適用を受ける場合にあっては、周辺への
地下水の汚染の拡大の防止のために必要となる
土壌汚染の除去等の措置の方法）及びその選択
理由 
四 土壌汚染の除去等の措置の開始及び終了の
時期 
五 土壌汚染の除去等の措置の期間中の環境保
全対策 
六 汚染土壌の搬出の有無並びに搬出する場合
における搬出の方法及び搬出先での処理の方法 

 ２ 前項の土壌地下水汚染対策計画書には、次に
掲げる書類等を添付しなければならない。 
一 土壌汚染の除去等の措置を実施する場所の
汚染状態を明らかにした図面 
二 土壌汚染の除去等の措置の実施方法を明ら 
かにした平面図、立面図及び断面図 
三 措置終了後の状況を明らかにした図面 
四 汚染土壌を運搬する方法及び運搬する者並
びに汚染土壌の処理を行う者の氏名（法人にあ
っては名称）及び処理施設の所在地を記載した
書類 
五 汚染土壌の処理を行う者が当該汚染土壌を
適切に処理することができることを証する書類 

３ 第１項又は前項の規定による土壌地下水汚染
対策計画書（以下この条において「第１１４条
計画書」という。）を提出した者は、当該第１１
４条計画書に従って土壌汚染の除去等の措置を
講じなければならない。 

 

４ 知事は、第１１４条計画書を提出した者が、
措置を講ずべき期限までに当該第１１４条計画
書に従って土壌汚染の除去等の措置を講じてい
ないと認めるときは、その者に対し、期限を定
めて当該措置を講ずべきことを命ずることがで
きる。 

 

５ 第１１４条計画書を提出した者は、当該第１
１４条計画書に記載された土壌汚染の除去等の
措置が完了したときは、その旨を知事に届け出
なければならない。 

（土壌汚染の除去等の措置の完了届） 
第５４条の３ 条例第１１４条第５項、第１１５
条第６項、第１１６条第８項（第１１６条の２
第２項において準用する場合を含む。）及び第１
１６条第９項（第１１６条の２第２項において
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２ 知事は、前項の規定により指示を受けた者が、
提出の期限までに土壌地下水汚染対策計画書を
提出しないときは、その者に対し、期限を定め
て土壌地下水汚染対策計画書を提出すべきこと
を命ずることができる。 

（土壌地下水汚染対策計画書） 
第５４条の２ 条例第１１４条第１項、第１１５
条第２項、第１１６条第４項（第１１６条の２
第２項において準用する場合を含む。）及び第１
１６条第９項（第１１６条の２第２項において
準用する場合を含む。）に規定する土壌地下水汚
染対策計画書の提出は、次に掲げる事項を記載
した別記第３０号様式による土壌地下水汚染対
策計画書によらなければならない。 
一 汚染の状況 
二 土壌汚染の除去等の措置の区域（条例第１
１５条第２項又は第１１６条第４項第２号（第
１１６条の２第２項において準用する場合を含
む。）の適用を受ける場合にあっては、周辺への
地下水の汚染の拡大の防止のために必要となる
土壌汚染の除去等の措置の区域） 
三 土壌汚染の除去等の措置の方法（条例第１
１５条第２項又は第１１６条第４項第２号（第
１１６条の２第２項において準用する場合を含
む。）の適用を受ける場合にあっては、周辺への
地下水の汚染の拡大の防止のために必要となる
土壌汚染の除去等の措置の方法）及びその選択
理由 
四 土壌汚染の除去等の措置の開始及び終了の
時期 
五 土壌汚染の除去等の措置の期間中の環境保
全対策 
六 汚染土壌の搬出の有無並びに搬出する場合
における搬出の方法及び搬出先での処理の方法 

 ２ 前項の土壌地下水汚染対策計画書には、次に
掲げる書類等を添付しなければならない。 
一 土壌汚染の除去等の措置を実施する場所の
汚染状態を明らかにした図面 
二 土壌汚染の除去等の措置の実施方法を明ら 
かにした平面図、立面図及び断面図 
三 措置終了後の状況を明らかにした図面 
四 汚染土壌を運搬する方法及び運搬する者並
びに汚染土壌の処理を行う者の氏名（法人にあ
っては名称）及び処理施設の所在地を記載した
書類 
五 汚染土壌の処理を行う者が当該汚染土壌を
適切に処理することができることを証する書類 

３ 第１項又は前項の規定による土壌地下水汚染
対策計画書（以下この条において「第１１４条
計画書」という。）を提出した者は、当該第１１
４条計画書に従って土壌汚染の除去等の措置を
講じなければならない。 

 

４ 知事は、第１１４条計画書を提出した者が、
措置を講ずべき期限までに当該第１１４条計画
書に従って土壌汚染の除去等の措置を講じてい
ないと認めるときは、その者に対し、期限を定
めて当該措置を講ずべきことを命ずることがで
きる。 

 

５ 第１１４条計画書を提出した者は、当該第１
１４条計画書に記載された土壌汚染の除去等の
措置が完了したときは、その旨を知事に届け出
なければならない。 

（土壌汚染の除去等の措置の完了届） 
第５４条の３ 条例第１１４条第５項、第１１５
条第６項、第１１６条第８項（第１１６条の２
第２項において準用する場合を含む。）及び第１
１６条第９項（第１１６条の２第２項において

 

 

準用する場合を含む。）に規定する土壌汚染の除
去等の措置の完了の届出は、別記第３１号様式
による土壌地下水汚染対策完了届出書によらな
ければならない。 

２ 前項の土壌地下水汚染対策完了届出書には、
次に掲げる書類等を添付しなければならない。 
一 土壌汚染の除去等の措置の実施及び汚染土
壌の搬出に関する事項を記載した書類 
二 土壌汚染の除去等の措置の実施方法を明ら
かにした平面図、立面図及び断面図 

（地下水汚染地域における土壌等の汚染状況の調
査要請等） 
第１１５条 知事は、特定有害物質による地下水
の汚染が認められる地域があるときは、当該地
域内の有害物質取扱事業者に対し、土壌汚染対
策指針に基づき、規則で定めるところにより、
当該工場又は指定作業場の敷地内の特定有害物
質による土壌等の汚染状況の調査（以下「汚染
状況調査」という。）を実施し、及びその結果を
報告するよう求めることができる。ただし、将
来にわたり地下水の利用の見込みがない土地と
して規則で定める要件に該当するときは、この
限りでない。 

（汚染状況の調査） 
第５５条 条例第１１５条第１項、第１１６条第
１項及び第９項、第１１６条の２第１項並びに
第１１７条第２項に規定する土壌等の汚染状況
の調査は、次に掲げる事項について行うものと
し、その調査結果の報告は、別記第３２号様式
による土壌汚染状況調査報告書によらなければ
ならない。 
一 特定有害物質の使用、排出等の状況 
二 特定有害物質による土壌等の汚染状況 
三 地下水等の状況 

 
２ 前項の土壌汚染状況調査報告書には、次に掲
げる書類等を添付しなければならない。 
一 条例第１１５条第１項、第１１６条第１項
及び第９項並びに第１１６条の２第１項に規定
する汚染状況調査にあっては、当該工場又は指
定作業場の図面 
二 条例第１１６条第１項第２号及び第９項並
びに第１１７条第２項に規定する汚染状況調査
にあっては、施設等の除却に伴う土壌の掘削又
は土地の改変を行う土地及び当該掘削又は改変
の深度を記した図面 
三 調査に係る土地の周辺の地図 
四 調査に係る土地の汚染状況を明らかにした
図面 

 
３ 条例第１１５条第１項ただし書及び第１１６
条第４項第２号（第１１６条の２第２項におい
て準用する場合を含む。）に規定する規則で定め
る要件は、次のいずれにも該当することとする。 
一 公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）
による公有水面の埋立て又は干拓の事業により
造成された土地であること。 
二 第５４条第３項第１号の表１の項下欄に規
定する取水口がなく、かつ、将来にわたって当
該取水口が設けられる見込みがないと認められ
る土地であること。 

２ 知事は、前項の規定による汚染状況調査の結
果、当該敷地内の土壌の特定有害物質の濃度が
汚染土壌処理基準を超える場合で、かつ、当該
敷地内の土壌汚染が規則で定める基準に該当す
るときは、当該汚染状況調査の結果を報告した
者に対し、期限その他の規則で定める事項を示
して、土壌汚染対策指針に基づき、規則で定め
るところにより、土壌地下水汚染対策計画書を
作成し、これを提出すべきことを指示すること
ができる。ただし、当該土壌汚染が、当該報告
した者が生じさせたものでないことが明らかで
あると知事が認めるときは、この限りでない。 

（地下水汚染地域における土壌又は地下水の汚染
に係る基準） 
第５５条の２ 条例第１１５条第２項及び第１１
６条第４項第２号（第１１６条の２第２項にお
いて準用する場合を含む。）に規定する規則で定
める基準は、次の各号のいずれにも該当するこ
ととする。 
一 土壌の特定有害物質の濃度が別表第１２の
３の上欄に掲げる特定有害物質の種類の区分に
応じ、当該下欄に掲げる基準値（以下「第二溶
出量基準」という。）を超え、又は地下水の特定
有害物質の濃度が別表第１２の４の上欄に掲げ
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る特定有害物質の種類の区分に応じ、当該下欄
に掲げる基準値（以下「第二地下水基準」とい
う。）を超えること。 
二 当該土地において、土壌汚染対策指針に基
づく土壌汚染の除去等の措置が講じられていな
いこと。 

３ 知事は、前項の規定により指示を受けた者が、
提出の期限までに土壌地下水汚染対策計画書を
提出しないときは、その者に対し、期限を定め
て土壌地下水汚染対策計画書を提出すべきこと
を命ずることができる。 

 

４ 第２項又は前項の規定による土壌地下水汚染
対策計画書（以下この条において「第１１５条
計画書」という。）を提出した者は、当該第１１
５条計画書に従って土壌汚染の除去等の措置を
講じなければならない。 

 

５ 知事は、第１１５条計画書を提出した者が、
措置を講ずべき期限までに当該第１１５条計画
書に従って土壌汚染の除去等の措置を講じてい
ないと認めるときは、その者に対し、期限を定
めて当該措置を講ずべきことを命ずることがで
きる。 

 

６ 第１１５条計画書を提出した者は、当該第１
１５条計画書に記載された土壌汚染の除去等の
措置が完了したときは、その旨を知事に届け出
なければならない。 

 

（工場等の廃止又は施設等の除却時の義務） 
第１１６条 次の各号に掲げる者は、土壌汚染対
策指針に基づき、規則で定めるところにより、
それぞれ当該各号に定める土地の汚染状況調査
を実施し、規則で定める日までにその結果を知
事に報告しなければならない。ただし、第１号
に掲げる者が、規則で定めるところにより、申
請を行い、当該土地が特定有害物質による土壌
の汚染により人の健康に係る被害が生ずるおそ
れがなく、かつ、当分の間汚染状況調査の実施
が困難な状況にある旨の知事の確認を受けたと
きは、この限りでない。 
一 工場等廃止者（有害物質取扱事業者であっ
た者で工場又は指定作業場を廃止したものをい 
う。以下同じ。） 当該工場又は指定作業場の敷
地であった土地 
二 施設等除却者（有害物質取扱事業者であっ
て、工場又は指定作業場の全部又は規則で定め
る主要な施設等を除却しようとするものをい
う。以下同じ。） 当該除却に伴い土壌の掘削を
行う土地 

（工場等の廃止又は施設等の除却時の調査等） 
第５６条 条例第１１６条第１項本文に規定する
規則で定める日は、次の各号に掲げる場合の区
分に応じ、当該各号に定める日とする。 
一 有害物質取扱事業者であった者が工場又は
指定作業場を廃止した場合 廃止の日から起算
して１２０日を経過した日又は工場若しくは指
定作業場の全部若しくは主要な施設等の除却に
伴い土壌の掘削を行う日の３０日前のいずれか
早い日 
二 有害物質取扱事業者が工場又は指定作業場
の全部又は主要な施設等を除却しようとする場
合 当該除却に伴い土壌の掘削を行う日の３０
日前 
三 条例第１１６条第１項ただし書の確認が取
り消された場合 取消しの日から起算して１２
０日を経過した日 

２ 条例第１１６条第１項第２号の規則で定める
主要な施設等は、工場又は指定作業場に設置さ
れた建築物、工作物又は設備のうち、特定有害
物質を取り扱ったことにより土壌汚染を引き起
こしたおそれがあるものとする。 

３ 条例第１１６条第１項ただし書の確認を受け
ようとする者は、次に掲げる事項を記載した別
記第３２号の２様式による調査猶予確認申請書
を提出しなければならない。 
一 廃止した工場又は指定作業場の名称 
二 廃止した工場又は指定作業場の敷地であっ
た土地の所在地及び敷地面積 
三 廃止した工場又は指定作業場における特定
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る特定有害物質の種類の区分に応じ、当該下欄
に掲げる基準値（以下「第二地下水基準」とい
う。）を超えること。 
二 当該土地において、土壌汚染対策指針に基
づく土壌汚染の除去等の措置が講じられていな
いこと。 

３ 知事は、前項の規定により指示を受けた者が、
提出の期限までに土壌地下水汚染対策計画書を
提出しないときは、その者に対し、期限を定め
て土壌地下水汚染対策計画書を提出すべきこと
を命ずることができる。 

 

４ 第２項又は前項の規定による土壌地下水汚染
対策計画書（以下この条において「第１１５条
計画書」という。）を提出した者は、当該第１１
５条計画書に従って土壌汚染の除去等の措置を
講じなければならない。 

 

５ 知事は、第１１５条計画書を提出した者が、
措置を講ずべき期限までに当該第１１５条計画
書に従って土壌汚染の除去等の措置を講じてい
ないと認めるときは、その者に対し、期限を定
めて当該措置を講ずべきことを命ずることがで
きる。 

 

６ 第１１５条計画書を提出した者は、当該第１
１５条計画書に記載された土壌汚染の除去等の
措置が完了したときは、その旨を知事に届け出
なければならない。 

 

（工場等の廃止又は施設等の除却時の義務） 
第１１６条 次の各号に掲げる者は、土壌汚染対
策指針に基づき、規則で定めるところにより、
それぞれ当該各号に定める土地の汚染状況調査
を実施し、規則で定める日までにその結果を知
事に報告しなければならない。ただし、第１号
に掲げる者が、規則で定めるところにより、申
請を行い、当該土地が特定有害物質による土壌
の汚染により人の健康に係る被害が生ずるおそ
れがなく、かつ、当分の間汚染状況調査の実施
が困難な状況にある旨の知事の確認を受けたと
きは、この限りでない。 
一 工場等廃止者（有害物質取扱事業者であっ
た者で工場又は指定作業場を廃止したものをい 
う。以下同じ。） 当該工場又は指定作業場の敷
地であった土地 
二 施設等除却者（有害物質取扱事業者であっ
て、工場又は指定作業場の全部又は規則で定め
る主要な施設等を除却しようとするものをい
う。以下同じ。） 当該除却に伴い土壌の掘削を
行う土地 

（工場等の廃止又は施設等の除却時の調査等） 
第５６条 条例第１１６条第１項本文に規定する
規則で定める日は、次の各号に掲げる場合の区
分に応じ、当該各号に定める日とする。 
一 有害物質取扱事業者であった者が工場又は
指定作業場を廃止した場合 廃止の日から起算
して１２０日を経過した日又は工場若しくは指
定作業場の全部若しくは主要な施設等の除却に
伴い土壌の掘削を行う日の３０日前のいずれか
早い日 
二 有害物質取扱事業者が工場又は指定作業場
の全部又は主要な施設等を除却しようとする場
合 当該除却に伴い土壌の掘削を行う日の３０
日前 
三 条例第１１６条第１項ただし書の確認が取
り消された場合 取消しの日から起算して１２
０日を経過した日 

２ 条例第１１６条第１項第２号の規則で定める
主要な施設等は、工場又は指定作業場に設置さ
れた建築物、工作物又は設備のうち、特定有害
物質を取り扱ったことにより土壌汚染を引き起
こしたおそれがあるものとする。 

３ 条例第１１６条第１項ただし書の確認を受け
ようとする者は、次に掲げる事項を記載した別
記第３２号の２様式による調査猶予確認申請書
を提出しなければならない。 
一 廃止した工場又は指定作業場の名称 
二 廃止した工場又は指定作業場の敷地であっ
た土地の所在地及び敷地面積 
三 廃止した工場又は指定作業場における特定

 

 

有害物質の使用、排出等の状況 
四 確認を受けようとする土地の場所 
五 確認を受けようとする土地について予定さ
れている利用の方法 
六 確認を受けようとする土地において汚染状
況調査の実施が困難である理由 
七 確認を受けようとする者以外に当該土地の
所有者等がいる場合にあっては、当該土地の所
有者等の氏名又は名称、住所及び連絡先 

４ 前項の調査猶予確認申請書には、次に掲げる
書類等を添付しなければならない。 
一 確認を受けようとする者以外に当該土地の
所有者等がいる場合にあっては、所有者等が当
該確認の申請に同意している旨を示す書類 
二 廃止した工場又は指定作業場の周辺の地図 
三 確認を受けようとする土地の範囲を示す図   
面 
四 廃止した工場又は指定作業場において取り
扱っていた特定有害物質その他の操業時の状況
に関する記録の一覧 

５ 知事は、第３項の申請に係る当該土地の利用
方法その他の状況が次の各号のいずれにも該当
することが確実であると認められる場合に限
り、当該土地の全部又は一部について、条例第
１１６条第１項ただし書の確認をするものとす
る。 
一 当該土地の利用方法及び管理の状況が次の
いずれかに該当するとき。 
ア 引き続き工場等廃止者が事業の用に供する
事業場（当該工場等廃止者又は当該事業場に係
る事業に従事する者その他の関係者以外の者が
立ち入ることができないものに限る。）の敷地と
して利用されること。 
イ 廃止した工場又は指定作業場が小規模であ
って、事業の用に供されていた建築物と工場等
廃 止者（その者が法人である場合にあっては、
その代表者）の居住の用に供されている建築物
とが同一のものであり、又は近接して設置され
ており、かつ、当該居住の用に供されている建
築物が引き続き当該工場等廃止者の居住の用に
供される場合において、当該居住の用に供され
ている建築物の敷地（これと一体として管理さ
れる土地を含む。）として利用されること。 
ウ 工場等廃止者以外の者の事業又は居住の用
に供される敷地として現に利用されており、か
つ、当該敷地内の土壌が舗装その他の方法によ
り人が直接触れることのない状況であること。 
二 汚染状況調査における土壌及び地下水の採
取に当たり、現に事業若しくは居住の用に供し
ている建物を取り壊すこと又は建物の基礎等の
全部若しくは一部を損壊させることが必要であ
り、かつ、それにより当該事業又は居住に著し
い支障が生じるとき。 

２ 前項ただし書の確認を受けた者（その者の地
位を承継した者を含む。次項において同じ。）は、
当該確認に係る土地の利用状況、土地の所有者
等（土地の所有者、管理者又は占有者をいう。
以下同じ。）その他の規則で定める事項の変更に
ついて、規則で定めるところにより知事に届け
出なければならない。 

第５６条の２ 条例第１１６条第２項の規定によ
る届出は、変更の事実を証する書類等を付して、
別記第３２号の３様式による調査猶予確認事項
変更届出書により行うものとする。この場合に
おいて、前条第３項第４号から第６号までの事
項の変更にあっては当該事項の変更の前に、条
例第１１６条第１項ただし書の確認を受けた者
の地位の承継又は前条第３項第７号の事項の変
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更にあっては当該変更のあったときから遅滞な
く届け出なければならない。 

３ 知事は、次の各号のいずれかに該当するとき
は、第１項ただし書の確認に係る土地の全部又
は一部について当該確認を取り消すものとす
る。 
一 当該土地の全部又は一部が同項ただし書の
確認の要件を満たさない状況になったとき。 
二 同項ただし書の確認を受けた者が前項に規
定する届出をせず、又は虚偽の届出を行ったと
き。 

 

４ 知事は、第１項の規定による汚染状況調査の
結果、当該土地の土壌の特定有害物質の濃度が
汚染土壌処理基準を超える場合で、かつ、当該
土地が次の各号のいずれかに該当するときは、
工場等廃止者又は施設等除却者に対し、期限そ
の他の規則で定める事項を示して、土壌汚染対
策指針に基づき、規則で定めるところにより、
土壌地下水汚染対策計画書を作成し、これを提
出すべきことを指示することができる。ただし、
当該土壌汚染が、当該工場等廃止者又は施設等
除却者が生じさせたものでないことが明らかで
あると知事が認めるときは、この限りでない。 
一 当該土地の状況が、土壌汚染により人の健
康に係る被害が生じ、又は生ずるおそれがある
場合として規則で定める場合に該当するとき。 
二 当該土壌汚染が規則で定める基準に該当す
るとき（将来にわたり地下水の利用の見込みが
ない土地として規則で定める要件に該当すると
きを除く。）。 

 

５ 知事は、前項の規定により指示を受けた者が、
提出の期限までに土壌地下水汚染対策計画書を
提出しないときは、その者に対し、期限を定め
て土壌地下水汚染対策計画書を提出すべきこと
を命ずることができる。 

 

６ 第４項又は前項の規定による土壌地下水汚染
対策計画書（以下この条において「第１１６条
計画書」という。）を提出した工場等廃止者又は
施設等除却者は、当該第１１６条計画書に従っ
て土壌汚染の除去等の措置を講じなければなら
ない。 

 

７ 知事は、第１１６条計画書を提出した工場等
廃止者又は施設等除却者が、措置を講ずべき期
限までに当該第１１６条計画書に従って土壌汚
染の除去等の措置を講じていないと認めるとき
は、その者に対し、期限を定めて当該措置を講
ずべきことを命ずることができる。 

 

８ 第１１６条計画書を提出した工場等廃止者又
は施設等除却者は、当該第１１６条計画書に記
載された土壌汚染の除去等の措置が完了したと
きは、その旨を知事に届け出なければならない。 

 

９ 第１項及び第４項から前項までの規定にかか
わらず、工場等廃止者又は施設等除却者が、汚
染状況調査の実施若しくは報告、第１１６条計
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更にあっては当該変更のあったときから遅滞な
く届け出なければならない。 

３ 知事は、次の各号のいずれかに該当するとき
は、第１項ただし書の確認に係る土地の全部又
は一部について当該確認を取り消すものとす
る。 
一 当該土地の全部又は一部が同項ただし書の
確認の要件を満たさない状況になったとき。 
二 同項ただし書の確認を受けた者が前項に規
定する届出をせず、又は虚偽の届出を行ったと
き。 

 

４ 知事は、第１項の規定による汚染状況調査の
結果、当該土地の土壌の特定有害物質の濃度が
汚染土壌処理基準を超える場合で、かつ、当該
土地が次の各号のいずれかに該当するときは、
工場等廃止者又は施設等除却者に対し、期限そ
の他の規則で定める事項を示して、土壌汚染対
策指針に基づき、規則で定めるところにより、
土壌地下水汚染対策計画書を作成し、これを提
出すべきことを指示することができる。ただし、
当該土壌汚染が、当該工場等廃止者又は施設等
除却者が生じさせたものでないことが明らかで
あると知事が認めるときは、この限りでない。 
一 当該土地の状況が、土壌汚染により人の健
康に係る被害が生じ、又は生ずるおそれがある
場合として規則で定める場合に該当するとき。 
二 当該土壌汚染が規則で定める基準に該当す
るとき（将来にわたり地下水の利用の見込みが
ない土地として規則で定める要件に該当すると
きを除く。）。 

 

５ 知事は、前項の規定により指示を受けた者が、
提出の期限までに土壌地下水汚染対策計画書を
提出しないときは、その者に対し、期限を定め
て土壌地下水汚染対策計画書を提出すべきこと
を命ずることができる。 

 

６ 第４項又は前項の規定による土壌地下水汚染
対策計画書（以下この条において「第１１６条
計画書」という。）を提出した工場等廃止者又は
施設等除却者は、当該第１１６条計画書に従っ
て土壌汚染の除去等の措置を講じなければなら
ない。 

 

７ 知事は、第１１６条計画書を提出した工場等
廃止者又は施設等除却者が、措置を講ずべき期
限までに当該第１１６条計画書に従って土壌汚
染の除去等の措置を講じていないと認めるとき
は、その者に対し、期限を定めて当該措置を講
ずべきことを命ずることができる。 

 

８ 第１１６条計画書を提出した工場等廃止者又
は施設等除却者は、当該第１１６条計画書に記
載された土壌汚染の除去等の措置が完了したと
きは、その旨を知事に届け出なければならない。 

 

９ 第１項及び第４項から前項までの規定にかか
わらず、工場等廃止者又は施設等除却者が、汚
染状況調査の実施若しくは報告、第１１６条計

 

 

 

画書の作成若しくは提出又は土壌汚染の除去等
の措置若しくは当該措置が完了した旨の届出を
行わずに、当該土地の譲渡（借地の場合にあっ
ては、当該土地の返還をいう。以下同じ。）をし
たときは、当該譲渡を受けた者も、当該汚染状
況調査の実施及び報告、第１１６条計画書の作
成及び提出並びに土壌汚染の除去等の措置及び
当該措置が完了した旨の届出（当該土地の譲渡
をした際、工場等廃止者又は施設等除却者が行
っていないものに限る。）を行わなければならな
い。 

10 知事は、前項（次条第２項において準用する
場合を含む。）に規定する土地の譲渡を受けた者
がいることを知ったときは、当該土地の譲渡を
受けた者に対し、当該工場又は指定作業場にお
いて取り扱っていた特定有害物質の種類その他
の規則で定める事項を通知するものとする。 

第５６条の３ 条例第１１６条第１０項の規定に
より通知する事項は、次のとおりとする。 
一 譲渡又は返還のあった土地の場所 
二 譲渡又は返還のあった土地に係る工場又は
指定作業場の名称 
三 工場又は指定作業場に係る工場等廃止者又
は施設等除却者の氏名又は名称 
四 工場又は指定作業場の廃止年月日又は当該
土地における施設等除却の日 
五 工場又は指定作業場で取り扱っていた特定
有害物質の種類 
六 譲渡又は返還のあった土地に係る汚染状況
調査の結果が報告され、条例第１１８条の２第
１項に規定する台帳が調製されているときは、
その旨 
七 譲渡又は返還のあった土地に係る条例第１
１６条第４項（第１１６条の２第２項において
準用する場合を含む。）の規定による指示がなさ
れているときは、その指示の内容 

 

11 土地の所有者等（工場等廃止者、施設等除却
者及び第９項の譲渡を受けた者を除く。）が汚染
状況調査又は土壌汚染の除去等の措置を行った
場合（工場等廃止者、施設等除却者又は第９項
の譲渡を受けた者が、第１項、第６項又は第９
項の規定に基づく汚染状況調査又は土壌汚染の
除去等の措置を行わない場合に限る。）におい
て、当該汚染状況調査又は土壌汚染の除去等の
措置が当該各項に規定する方法により行われた
ものであると知事が認めるときは、当該各項の
規定による汚染状況調査又は土壌汚染の除去等
の措置があったものとみなす。 

 

（有害物質取扱事業者による自主調査） 
第１１６条の２ 有害物質取扱事業者（第１１５
条第１項、前条第１項又は第１１７条第２項の
規定の適用を受ける者を除く。）は、土壌汚染対
策指針に基づき、規則で定めるところにより、
当該工場又は指定作業場の敷地内の汚染状況調
査を実施したときは、その結果を知事に報告す
ることができる。 

 

２ 前条第４項から第９までの規定は、前項の報
告をした有害物質取扱事業者について準用す
る。この場合において、前条第４項中「第１項」
とあるのは「第１１６条の２第１項」と、「工場
等廃止者又は施設等除却者」とあるのは「有害
物質取扱事業者」と、前条第５項中「前項」と
あるのは「第１１６条の２第２項において準用
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する第１１６条第４項」と、前条第６項中「第
４項又は前項」とあるのは「第１１６条の２第
２項において準用する第１１６条第４項又は第
５項」と、「第１１６条計画書」とあるのは「第
１１６条の２計画書」と、「工場等廃止者又は施
設等除却者」とあるのは「有害物質取扱事業者」
と、前条第７項及び第８項中「第１１６条計画
書」とあるのは「第１１６条の２計画書」と、
「工場等廃止者又は施設等除却者」とあるのは
「有害物質取扱事業者」と、前条第９項中「第
１項及び第４項から前項まで」とあるのは「第
１１６条の２第２項において準用する第１１６
条第４項から第８項まで」と、「工場等廃止者又
は施設等除却者」とあるのは「有害物質取扱事
業者」と、「汚染状況調査の実施若しくは報告、
第１１６条計画書」とあり、及び「汚染状況調
査の実施及び報告、第１１６条計画書」とある
のは「第１１６条の２計画書」と読み替えるも
のとする。 

（工場等の敷地又は工場等の存した土地の改変時
における汚染地改変者の義務） 
第１１６条の３ 次の各号に掲げる土地におい
て、土壌の特定有害物質の濃度が汚染土壌処理
基準を超えている土地の切り盛り、掘削その他
の規則で定める行為（以下「汚染地の改変」と
いう。）を行う者（以下「汚染地改変者」という。）
は、土壌汚染対策指針に基づき、規則で定める
ところにより、当該汚染地の改変に伴う汚染の
拡散等を防止するための計画書（以下「汚染拡
散防止計画書」という。）を作成し、知事に提出
しなければならない。ただし、次条第１項の規
定の適用を受ける者にあっては、この限りでな
い。 
一 第１１５条第１項の規定による汚染状況調
査の結果、当該敷地内の土壌汚染が同条第２項
の規則で定める基準に該当しなかった土地 
二 第１１６条第１項の規定による汚染状況調
査の結果、同条第４項ただし書に該当した土地
又は同項各号のいずれにも該当しなかった土地 
三 第１１４条第３項若しくは第４項、第１１
５条第４項若しくは第５項、第１１６条第６項、
第７項若しくは第９項（前条第２項においてこ
れらの規定を準用する場合を含む。）、第１１６
条第１１項又は次項の規定により措置が講じら
れた土地 

（汚染地の改変） 
第５６条の４ 条例第１１６条の３第１項に規定
する規則で定める行為は、次のいずれかに該当
する行為（非常災害のために必要な応急措置と
して行う行為を除く。）とする。 
一 土壌汚染の除去等の措置を講ずるために設
けられた構造物に変更を加えること。  
二 土地の形質の変更であって、その対象とな
る土地の面積の合計が１０平方メートル以上で
あり、かつ、その深さが５０センチメートル以
上であること（土壌等の汚染状況その他必要な
情報を把握するため又は観測井を設けるための
ボーリングであって、汚染の拡散の防止が図ら
れる方法によるものを除く。）。 
三 土地の形質の変更であって、その深さが３
メートル以上であること（土壌等の汚染状況そ
の他必要な情報を把握するため又は観測井を設
けるためのボーリングであって、汚染の拡散の
防止が図られる方法によるものを除く。）。 
四 汚染土壌を敷地外へ搬出すること（試験研
究の用に供するために行う場合を除く。）。 

 
（汚染拡散防止計画書） 
第５６条の５ 条例第１１６条の３第１項並びに
第１１７条第３項及び第７項に規定する汚染拡
散防止計画書の提出は、次に掲げる事項（条例
第１２２条第１項第２号の土壌の搬出のみを行
う場合は、第２号、第３号及び第５号を除く。）
を記載した別記第３３号様式による汚染拡散防
止計画書によらなければならない。ただし、土
壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第１
２条第１項又は第１６条第１項に基づく届出を
したときは、当該届出をもって汚染拡散防止計
画書の提出に代えることができる。 
一 汚染の状況 
二 汚染の拡散防止の区域 
三 土地の改変又は汚染地の改変の内容及び汚
染の拡散防止の方法 
四 汚染の拡散防止の開始及び終了の時期 
五 汚染の拡散防止の期間中の環境保全対策 
六 汚染土壌の搬出の有無並びに搬出する場合
における搬出の方法及び搬出先での処理の方法 
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する第１１６条第４項」と、前条第６項中「第
４項又は前項」とあるのは「第１１６条の２第
２項において準用する第１１６条第４項又は第
５項」と、「第１１６条計画書」とあるのは「第
１１６条の２計画書」と、「工場等廃止者又は施
設等除却者」とあるのは「有害物質取扱事業者」
と、前条第７項及び第８項中「第１１６条計画
書」とあるのは「第１１６条の２計画書」と、
「工場等廃止者又は施設等除却者」とあるのは
「有害物質取扱事業者」と、前条第９項中「第
１項及び第４項から前項まで」とあるのは「第
１１６条の２第２項において準用する第１１６
条第４項から第８項まで」と、「工場等廃止者又
は施設等除却者」とあるのは「有害物質取扱事
業者」と、「汚染状況調査の実施若しくは報告、
第１１６条計画書」とあり、及び「汚染状況調
査の実施及び報告、第１１６条計画書」とある
のは「第１１６条の２計画書」と読み替えるも
のとする。 

（工場等の敷地又は工場等の存した土地の改変時
における汚染地改変者の義務） 
第１１６条の３ 次の各号に掲げる土地におい
て、土壌の特定有害物質の濃度が汚染土壌処理
基準を超えている土地の切り盛り、掘削その他
の規則で定める行為（以下「汚染地の改変」と
いう。）を行う者（以下「汚染地改変者」という。）
は、土壌汚染対策指針に基づき、規則で定める
ところにより、当該汚染地の改変に伴う汚染の
拡散等を防止するための計画書（以下「汚染拡
散防止計画書」という。）を作成し、知事に提出
しなければならない。ただし、次条第１項の規
定の適用を受ける者にあっては、この限りでな
い。 
一 第１１５条第１項の規定による汚染状況調
査の結果、当該敷地内の土壌汚染が同条第２項
の規則で定める基準に該当しなかった土地 
二 第１１６条第１項の規定による汚染状況調
査の結果、同条第４項ただし書に該当した土地
又は同項各号のいずれにも該当しなかった土地 
三 第１１４条第３項若しくは第４項、第１１
５条第４項若しくは第５項、第１１６条第６項、
第７項若しくは第９項（前条第２項においてこ
れらの規定を準用する場合を含む。）、第１１６
条第１１項又は次項の規定により措置が講じら
れた土地 

（汚染地の改変） 
第５６条の４ 条例第１１６条の３第１項に規定
する規則で定める行為は、次のいずれかに該当
する行為（非常災害のために必要な応急措置と
して行う行為を除く。）とする。 
一 土壌汚染の除去等の措置を講ずるために設
けられた構造物に変更を加えること。  
二 土地の形質の変更であって、その対象とな
る土地の面積の合計が１０平方メートル以上で
あり、かつ、その深さが５０センチメートル以
上であること（土壌等の汚染状況その他必要な
情報を把握するため又は観測井を設けるための
ボーリングであって、汚染の拡散の防止が図ら
れる方法によるものを除く。）。 
三 土地の形質の変更であって、その深さが３
メートル以上であること（土壌等の汚染状況そ
の他必要な情報を把握するため又は観測井を設
けるためのボーリングであって、汚染の拡散の
防止が図られる方法によるものを除く。）。 
四 汚染土壌を敷地外へ搬出すること（試験研
究の用に供するために行う場合を除く。）。 

 
（汚染拡散防止計画書） 
第５６条の５ 条例第１１６条の３第１項並びに
第１１７条第３項及び第７項に規定する汚染拡
散防止計画書の提出は、次に掲げる事項（条例
第１２２条第１項第２号の土壌の搬出のみを行
う場合は、第２号、第３号及び第５号を除く。）
を記載した別記第３３号様式による汚染拡散防
止計画書によらなければならない。ただし、土
壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第１
２条第１項又は第１６条第１項に基づく届出を
したときは、当該届出をもって汚染拡散防止計
画書の提出に代えることができる。 
一 汚染の状況 
二 汚染の拡散防止の区域 
三 土地の改変又は汚染地の改変の内容及び汚
染の拡散防止の方法 
四 汚染の拡散防止の開始及び終了の時期 
五 汚染の拡散防止の期間中の環境保全対策 
六 汚染土壌の搬出の有無並びに搬出する場合
における搬出の方法及び搬出先での処理の方法 

 

 

２ 前項の汚染拡散防止計画書には、次に掲げる
書面等（条例第１２２条第１項第２号の土壌の
搬出のみを行う場合は、第２号及び第３号を除
く。）を添付しなければならない。 
一 改変する土地の汚染状態を明らかにした図  
面 
二 改変の実施方法を明らかにした平面図、立 
面図及び断面図 
三 改変終了後の状況を明らかにした図面 
四 汚染土壌を運搬する方法及び運搬する者並
びに汚染土壌の処理を行う者の氏名（法人にあ
っては名称）及び処理施設の所在地を記載した
書類 
五 汚染土壌の処理を行う者が当該汚染土壌を
適切に処理できることを証する書類 

３ 前二項の規定は、条例第１２２条第１項第２
号の土壌の搬出のみを行う場合にあっては、第
５６条の５第１項第４号中「汚染の拡散防止の
開始及び終了の時期」とあるのは「汚染土壌の
搬出の開始及び終了の時期」と、同項第６号中
「処理」とあるのは「処理又は管理」と、前項
第１号中「改変する土地」とあるのは「搬出す
る汚染土壌」と、同項第４号中「処理を行う者」
とあるのは「処理又は管理を行う者」と、「処理
施設の所在地」とあるのは「処理施設又は管理
を行う土地の所在地」と、同項第５号中「処理」
とあるのは「処理又は管理」と読み替えて適用
する。 

 
（汚染拡散防止措置の完了届） 
第５６条の６ 条例第１１６条の３第３及び第１
１７条第６項（同条第８項において準用する場
合を含む。）に規定する汚染拡散防止措置の完了
の届出は、別記第３３号の２様式による汚染拡
散防止措置完了届出書によらなければならな
い。ただし、土壌汚染対策法第１２条各項又は
第１６条各項に基づき土地の形質の変更又は汚
染土壌の搬出を行ったと認められるときは、当
該事実を証する書類の提出をもって汚染拡散防
止措置完了届出書の提出に代えることができ
る。 

２ 前項の汚染拡散防止措置完了届出書には、次
に掲げる書類等を添付しなければならない。 
一 改変の実施及び汚染土壌の搬出に関する事
項を記載した書類 
二 改変の実施方法を明らかにした平面図、立
面図及び断面図 

２ 前項の規定による汚染拡散防止計画書を提出
した者は、当該汚染拡散防止計画書に従って汚
染拡散防止の措置を講じなければならない。 

 

３ 第１項の規定による汚染拡散防止計画書を提
出した者は、当該汚染拡散防止計画書に記載さ
れた汚染拡散防止の措置が完了したときは、そ
の旨を知事に届け出なければならない。 

 

（土地の改変時における改変者の義務） 
第１１７条 規則で定める面積以上の土地におけ
る土地の切り盛り、掘削その他の規則で定める
行為（以下「土地の改変」という。）を行う者(以
下「土地改変者」という。）は、土壌汚染対策指

（土地の改変時の調査等） 
第５７条 条例第１１７条第１項に規定する規則
で定める面積は、３０００平方メートルとする。
ただし、土壌汚染対策法第４条第１項の適用を
受ける土地にあっては、９００平方メートルと
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針に基づき、当該土地の改変を行う土地におけ
る過去の特定有害物質の取扱事業場の設置状況
その他の規則で定める事項について調査し、そ
の結果を知事に届け出なければならない。 

する。 
２ 条例第１１７条第１項に規定する規則で定め
る行為は、次に掲げる行為とする。 
一 土地の形質の変更（建築物その他の工作物
の建設その他の行為に伴うものに限る。）並びに
土地の切り盛り、掘削及び造成。ただし、次に
掲げる行為については、この限りでない。 
ア 通常の管理行為又は軽易な行為として次に
掲げるもの 
(1) 敷地内の水道管又は下水道管その他これ
らに類する工作物で地下に設けるものの新設、
改修又は増設 
(2) 用水又は排水施設の設置 
(3) 木竹の植栽、植替え等に伴う掘削 
(4) 既存道路の補修（新設又は拡幅を伴うもの
を除く。） 
(5) その他土壌汚染の拡散のおそれがなく、か
つ、(1)から(4)までに類する行為 
イ 改変の対象となる土地の面積の合計が３０
０平方メートル未満の行為（当該箇所において
汚染土壌処理基準を超え、又は超えることが確
実であると認められる土壌汚染が生じている場
合を除く。） 
ウ 非常災害のために必要な応急措置として行
う行為 
二 土壌汚染対策法第４条第１項に基づく届出
の対象となる行為 

３ 条例第１１７条第１項に規定する規則で定め
る調査事項は、次に掲げるとおりとし、その調
査結果の届出は、別記第３４号様式による土地
利用の履歴等調査届出書によらなければならな
い。 
一 特定有害物質の取扱事業場の設置状況その
他の土地の利用の履歴 
二 特定有害物質の使用、排出等の状況 

２ 知事は、前項の調査の結果、当該土地の土壌
が汚染され、又は汚染されているおそれがある
と認めるときは、土地改変者に対し、土壌汚染
対策指針に基づき、規則で定めるところにより、
当該土地の汚染状況調査を実施し、その結果を
報告するよう求めることができる。 

 

３ 土地改変者は、前項の規定による汚染状況調
査の結果、当該土地の土壌の特定有害物質の濃
度が汚染土壌処理基準を超えていることが判明
したときは、当該土地の改変に伴う汚染の拡散
等を防止するため、土壌汚染対策指針に基づき、
規則で定めるところにより、汚染拡散防止計画
書を作成し、知事に提出しなければならない。 

 

４ 知事は、前項の規定による汚染拡散防止計画
書の提出を受けた場合において、当該土地の土
壌汚染が第１１４条第１項第２号の規則で定め
る場合に該当するときは、当該提出をした者に
対し、その旨を通知し、計画の変更を求めるこ
とができる。 

 

５ 第３項の規定による汚染拡散防止計画書を提
出した者は、当該汚染拡散防止計画書（前項の
規定により変更した場合にあっては、変更後の
汚染拡散防止計画書。次項において同じ。）に従
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針に基づき、当該土地の改変を行う土地におけ
る過去の特定有害物質の取扱事業場の設置状況
その他の規則で定める事項について調査し、そ
の結果を知事に届け出なければならない。 

する。 
２ 条例第１１７条第１項に規定する規則で定め
る行為は、次に掲げる行為とする。 
一 土地の形質の変更（建築物その他の工作物
の建設その他の行為に伴うものに限る。）並びに
土地の切り盛り、掘削及び造成。ただし、次に
掲げる行為については、この限りでない。 
ア 通常の管理行為又は軽易な行為として次に
掲げるもの 
(1) 敷地内の水道管又は下水道管その他これ
らに類する工作物で地下に設けるものの新設、
改修又は増設 
(2) 用水又は排水施設の設置 
(3) 木竹の植栽、植替え等に伴う掘削 
(4) 既存道路の補修（新設又は拡幅を伴うもの
を除く。） 
(5) その他土壌汚染の拡散のおそれがなく、か
つ、(1)から(4)までに類する行為 
イ 改変の対象となる土地の面積の合計が３０
０平方メートル未満の行為（当該箇所において
汚染土壌処理基準を超え、又は超えることが確
実であると認められる土壌汚染が生じている場
合を除く。） 
ウ 非常災害のために必要な応急措置として行
う行為 
二 土壌汚染対策法第４条第１項に基づく届出
の対象となる行為 

３ 条例第１１７条第１項に規定する規則で定め
る調査事項は、次に掲げるとおりとし、その調
査結果の届出は、別記第３４号様式による土地
利用の履歴等調査届出書によらなければならな
い。 
一 特定有害物質の取扱事業場の設置状況その
他の土地の利用の履歴 
二 特定有害物質の使用、排出等の状況 

２ 知事は、前項の調査の結果、当該土地の土壌
が汚染され、又は汚染されているおそれがある
と認めるときは、土地改変者に対し、土壌汚染
対策指針に基づき、規則で定めるところにより、
当該土地の汚染状況調査を実施し、その結果を
報告するよう求めることができる。 

 

３ 土地改変者は、前項の規定による汚染状況調
査の結果、当該土地の土壌の特定有害物質の濃
度が汚染土壌処理基準を超えていることが判明
したときは、当該土地の改変に伴う汚染の拡散
等を防止するため、土壌汚染対策指針に基づき、
規則で定めるところにより、汚染拡散防止計画
書を作成し、知事に提出しなければならない。 

 

４ 知事は、前項の規定による汚染拡散防止計画
書の提出を受けた場合において、当該土地の土
壌汚染が第１１４条第１項第２号の規則で定め
る場合に該当するときは、当該提出をした者に
対し、その旨を通知し、計画の変更を求めるこ
とができる。 

 

５ 第３項の規定による汚染拡散防止計画書を提
出した者は、当該汚染拡散防止計画書（前項の
規定により変更した場合にあっては、変更後の
汚染拡散防止計画書。次項において同じ。）に従

 

 

 

って汚染拡散防止の措置を講じなければならな
い。 

６ 第３項の規定による汚染拡散防止計画書を提
出した者は、当該汚染拡散防止計画書に記載さ
れた汚染拡散防止の措置が完了したときは、そ
の旨を知事に届け出なければならない。 

 

７ 次に掲げる土地において、汚染地改変者は、
当該汚染地の改変に伴う汚染の拡散等を防止す
るため、土壌汚染対策指針に基づき、規則で定
めるところにより、汚染拡散防止計画書を作成
し、知事に提出しなければならない。ただし、
第１項の規定の適用を受ける者にあっては、こ
の限りでない。 
一 第２項の規定による汚染状況調査が実施さ
れた土地のうち、第５項の汚染拡散防止の措置
を要しなかった土地 
二 第５項（次項において準用する場合を含
む。）の規定により措置が講じられた土地 

 

８ 第５項及び第６項の規定は、前項の汚染地改
変者について準用する。この場合において、第
５項中「第３項」とあるのは「第７項」と、「当
該汚染拡散防止計画書（前項の規定により変更
した場合にあっては、変更後の汚染拡散防止計
画書。次項において同じ。）」とあるのは「当該
汚染拡散防止計画書」と、第６項中「第３項」
とあるのは「第７項」と読み替えるものとする。 

 

（記録の保管、引継等） 
第１１８条 第１１４条から前条までの規定に基
づく調査を行った者、措置に係る計画書を作成
した者又は措置を行った者（その者の地位を承
継した者を含む。）にあっては当該調査、計画書
又は措置の内容について、第１１６条第１項た
だし書の確認を受けた者（その者の地位を承継
した者を含む。）にあっては工場又は指定作業場
において取り扱っていた特定有害物質その他の
操業時の状況について、土地の所有者等と共有
するとともに、記録を作成し、保管し、及び必
要に応じて土地の所有者等にこれを引き継がな
ければならない。 

 

２ 土地の所有者等（その者の地位を承継した者
を含む。）は、前項の規定により共有した調査、
計画書若しくは措置の内容等又は引き継がれた
記録について、当該土地における土地改変者又
は汚染地改変者に対して適切に提供しなければ
ならない。 

 
 

（台帳の調製等） 
第１１８条の２ 知事は、第１１４条から第１１
７条までの規定に基づく調査、計画書、措置等
について、規則で定めるところにより、所在地
その他の規則で定める事項を記載した台帳を調
製し、これを保管しなければならない。 

（台帳の調製等） 
第５８条 条例第１１８条の２第１項に規定する
台帳は、次の表の上欄に掲げる土地に応じ、当
該下欄に掲げる帳簿等をもって調製するものと
する。 
一 条例第１１４条第
１項の規定に基づく
指示の対象となった
工場又は指定作業場
の存する土地 

帳簿及び第３項の書類
等 
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二 条例第１１５条か
ら第１１６条の２ま
で及び第１１７条ま
での規定に基づく汚
染状況調査により、
土壌の特定有害物質
の濃度が汚染土壌処
理基準を超えている
こと又は地下水中の
特定有害物質の濃度
が地下水基準を超え
ていることが確認さ
れた土地 

帳簿及び第３項の書類
等 

三 条例第１１５条か
ら第１１６条の２ま
で及び第１１７条ま
での規定に基づく汚
染状況調査を実施し
た土地（二の項に規
定するものを除く。） 

帳簿及び第４項の知事
が必要と認めた書類等 

四 土地利用の履歴等
調査（条例第１１７
条第１項の規定に基
づく調査をいう。以
下同じ。）を実施した
土地 

帳簿 

五 自然由来等基準不
適合土壌（条例第１
２２条第１項第２号
に規定する土壌をい
う。以下同じ。）の搬
出元及び搬出先の土
地(二の項に規定す
るものを除く。） 

帳簿及び第４項の知事
が必要と認めた書類等 

２ 前項の帳簿は、次に掲げる事項を記載するも
のとする。 
一 前項の表一の項に規定する土地にあっては
指示、同表二の項及び三の項に規定する土地
にあっては汚染状況調査の実施の根拠となっ
た条例の条項 

二 前項の表二の項及び三の項に規定する土地
にあっては汚染状況調査の結果の報告年月
日、同表四の項に規定する土地にあっては土
地利用の履歴等調査の結果の届出年月日、同
表五の項に規定する土地にあっては搬出に係
る届出年月日 

三 土地の所在地 
四 調製年月日又は訂正年月日 
五 条例第１１５条第１項、第１１６条第１項、
第９項若しくは第１１項又は第１１６条の２
第１項の規定により汚染状況調査を実施した
場合にあっては当該工場又は指定作業場の名
称(当該工場又は指定作業場が廃止されてい
る場合はその旨)、条例第１１７条第２項の規
定により汚染状況調査を実施した場合にあっ
ては土地の改変に係る事業の名称 

六 汚染状況調査を実施した場合にあっては当
該調査を実施した土地の面積及び土壌汚染が
確認されている土地の面積、土地利用の履歴

Ⅰ－33Ⅲ－33



 

 

二 条例第１１５条か
ら第１１６条の２ま
で及び第１１７条ま
での規定に基づく汚
染状況調査により、
土壌の特定有害物質
の濃度が汚染土壌処
理基準を超えている
こと又は地下水中の
特定有害物質の濃度
が地下水基準を超え
ていることが確認さ
れた土地 

帳簿及び第３項の書類
等 

三 条例第１１５条か
ら第１１６条の２ま
で及び第１１７条ま
での規定に基づく汚
染状況調査を実施し
た土地（二の項に規
定するものを除く。） 

帳簿及び第４項の知事
が必要と認めた書類等 

四 土地利用の履歴等
調査（条例第１１７
条第１項の規定に基
づく調査をいう。以
下同じ。）を実施した
土地 

帳簿 

五 自然由来等基準不
適合土壌（条例第１
２２条第１項第２号
に規定する土壌をい
う。以下同じ。）の搬
出元及び搬出先の土
地(二の項に規定す
るものを除く。） 

帳簿及び第４項の知事
が必要と認めた書類等 

２ 前項の帳簿は、次に掲げる事項を記載するも
のとする。 
一 前項の表一の項に規定する土地にあっては
指示、同表二の項及び三の項に規定する土地
にあっては汚染状況調査の実施の根拠となっ
た条例の条項 

二 前項の表二の項及び三の項に規定する土地
にあっては汚染状況調査の結果の報告年月
日、同表四の項に規定する土地にあっては土
地利用の履歴等調査の結果の届出年月日、同
表五の項に規定する土地にあっては搬出に係
る届出年月日 

三 土地の所在地 
四 調製年月日又は訂正年月日 
五 条例第１１５条第１項、第１１６条第１項、
第９項若しくは第１１項又は第１１６条の２
第１項の規定により汚染状況調査を実施した
場合にあっては当該工場又は指定作業場の名
称(当該工場又は指定作業場が廃止されてい
る場合はその旨)、条例第１１７条第２項の規
定により汚染状況調査を実施した場合にあっ
ては土地の改変に係る事業の名称 

六 汚染状況調査を実施した場合にあっては当
該調査を実施した土地の面積及び土壌汚染が
確認されている土地の面積、土地利用の履歴

 

 

等調査を実施した場合にあっては当該調査を
実施した土地の面積 

七 汚染状況調査を実施した場合は、当該調査
の方法に関する特記事項 

八 汚染状況調査を実施した場合にあっては特
定有害物質による土壌等の汚染状況、土地利
用の履歴等調査を実施した場合にあっては特
定有害物質による土壌汚染のおそれの有無、
自然由来等基準不適合土壌の搬出を行う場合
にあっては当該土壌の特定有害物質による汚
染状況 

九 前項の表一の項及び二の項に規定する土地
にあっては、汚染状況調査の受託者 

十 当該土地の状況が第５４条第３項第１号に
該当する場合は、その旨 

十一 当該土地において健康被害の防止又は周
辺への地下水の汚染の拡大の防止のために講
じられた措置がある場合は、その内容 

十二 当該土地に条例第１２２条第１項第２号
の土壌がある場合は、その旨 

十三 当該土地が第５５条第３項に該当する場
合は、その旨 

十四 当該土地が土壌汚染対策法の規定に基づ
き要措置区域又は形質変更時要届出区域に指
定された区域を含む場合は、その旨 

十五 前項の表一の項及び二の項に規定する土
地にあっては、当該土地における措置又は改
変の実施状況及びこれに伴う汚染土壌の処理
等の方法（当該土地の土壌が自然由来等基準
不適合土壌である場合を除く。） 

十六 自然由来等基準不適合土壌の搬出を行う
場合は、当該土壌の搬出状況及び搬出先での
処理又は管理の方法 

十七 前項の表四の項に規定する土地にあって
は、汚染状況調査の実施状況 

３ 第１項の表一の項及び二の項の規定による土
地の台帳は、次に掲げる書類等を添付するもの
とする。 
一 汚染状況調査の実施内容及び当該調査の結
果に係る書類等 

二 当該土地に係る健康被害の防止又は周辺へ
の地下水の汚染の拡大の防止のために講じら
れた措置の実施場所及び実施状況を明らかに
した図面 

三 当該土地に係る汚染の拡散防止の方法を明
らかにした図面 

四 対象地周辺の地図 
４ 第１項の表三の項及び五の項の規定による土
地の台帳は、次に掲げる書類等のうち知事が必
要と認めたものを添付するものとする。 

 一 汚染状況調査の実施内容及び当該調査の結
果に係る書類等 

二 自然由来等基準不適合土壌の搬出に係る汚
染の拡散防止の方法を明らかにした書類等 

 三 対象地周辺の地図 
５ 台帳の帳簿等の内容に変更があったときは、
知事は速やかにこれを訂正しなければならな
い。 

２ 前項に規定する台帳は、公開し、一般の閲覧
に供するものとする。 
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（調査、措置等に係る指導及び助言並びに情報収
集等） 
第１１９条 知事は、有害物質取扱事業者、工場
等廃止者、施設等除却者、第１１６条第１項の
廃止又は除却に係る土地の譲渡を受けた者、土
地の所有者等、汚染地改変者又は土地改変者が
この節の規定に基づき行う調査、措置等に関し、
必要に応じ指導及び助言を行うものとする。 

 

２ 知事は、第１１４条第１項第２号に規定する
規則で定める場合（第１１７条第４項に規定す
る場合を含む。）又は第１１６条第４項第１号に
規定する規則で定める場合（第１１６条の２第
２項において準用する場合を含む。）に該当する
ことを判断するために必要があると認めるとき
は、人の健康に係る被害が生ずるおそれに関す
る情報を有する関係行政機関に対する情報提供
の要請その他の手段により情報を収集するとと
もに、当該情報を整理し、保存し、及び適切に
提供するよう努めるものとする。 

 

（勧告等） 
第１２０条 知事は、第１１４条第５項、第１１
５条第６項、第１１６条第１項、第８項（第１
１６条の２第２項において準用する場合を含
む。）及び第９項（第１１６条の２第２項におい
て準用する場合を含む。）、第１１６条の３各項
並びに第１１７条第１項、第３項、第５項（第
８項において準用する場合を含む。）、第６項（第
８項において準用する場合を含む。）及び第７項
に違反をしている者があるときは、その者に対
し、当該違反をしている事項を是正するため必
要な措置をとることを勧告することができる。 

 

２ 知事は、第１１６条第１項の規定に違反して
いる者に対する勧告を行ったときは、同項に規
定する汚染状況調査の対象となっている土地の
場所及びその範囲について、公表することがで
きる。 

 

３ 知事は、前項の公表をしようとする場合は、
当該土地の所有者に対し、意見を述べ、証拠を
提示する機会を与えるものとする。 

 

（費用の負担） 
第１２１条 第１１６条第９項（第１１６条の２
第２項において準用する場合を含む。）、第１１
６条の３及び第１１７条の場合において、工場
等廃止者又は施設等除却者（第１１６条の２第
２項において準用する場合にあっては有害物質
取扱事業者）から、第１１６条第１項の廃止若
しくは除却に係る土地又は第１１６条の２第１
項の汚染状況調査を実施した土地の譲渡を受け
た者、土地改変者又は汚染地改変者が、汚染状
況調査、措置等を実施したときは、当該調査、
措置等に要した費用を、当該汚染をした者に請
求することを妨げるものではない。 

 

Ⅰ－35Ⅲ－35



 

 

（調査、措置等に係る指導及び助言並びに情報収
集等） 
第１１９条 知事は、有害物質取扱事業者、工場
等廃止者、施設等除却者、第１１６条第１項の
廃止又は除却に係る土地の譲渡を受けた者、土
地の所有者等、汚染地改変者又は土地改変者が
この節の規定に基づき行う調査、措置等に関し、
必要に応じ指導及び助言を行うものとする。 

 

２ 知事は、第１１４条第１項第２号に規定する
規則で定める場合（第１１７条第４項に規定す
る場合を含む。）又は第１１６条第４項第１号に
規定する規則で定める場合（第１１６条の２第
２項において準用する場合を含む。）に該当する
ことを判断するために必要があると認めるとき
は、人の健康に係る被害が生ずるおそれに関す
る情報を有する関係行政機関に対する情報提供
の要請その他の手段により情報を収集するとと
もに、当該情報を整理し、保存し、及び適切に
提供するよう努めるものとする。 

 

（勧告等） 
第１２０条 知事は、第１１４条第５項、第１１
５条第６項、第１１６条第１項、第８項（第１
１６条の２第２項において準用する場合を含
む。）及び第９項（第１１６条の２第２項におい
て準用する場合を含む。）、第１１６条の３各項
並びに第１１７条第１項、第３項、第５項（第
８項において準用する場合を含む。）、第６項（第
８項において準用する場合を含む。）及び第７項
に違反をしている者があるときは、その者に対
し、当該違反をしている事項を是正するため必
要な措置をとることを勧告することができる。 

 

２ 知事は、第１１６条第１項の規定に違反して
いる者に対する勧告を行ったときは、同項に規
定する汚染状況調査の対象となっている土地の
場所及びその範囲について、公表することがで
きる。 

 

３ 知事は、前項の公表をしようとする場合は、
当該土地の所有者に対し、意見を述べ、証拠を
提示する機会を与えるものとする。 

 

（費用の負担） 
第１２１条 第１１６条第９項（第１１６条の２
第２項において準用する場合を含む。）、第１１
６条の３及び第１１７条の場合において、工場
等廃止者又は施設等除却者（第１１６条の２第
２項において準用する場合にあっては有害物質
取扱事業者）から、第１１６条第１項の廃止若
しくは除却に係る土地又は第１１６条の２第１
項の汚染状況調査を実施した土地の譲渡を受け
た者、土地改変者又は汚染地改変者が、汚染状
況調査、措置等を実施したときは、当該調査、
措置等に要した費用を、当該汚染をした者に請
求することを妨げるものではない。 

 

 

 

（土地の所有者等の協力義務） 
第１２１条の２ 第１１４条から第１１７条まで
の規定に基づき調査、措置等を実施する者が当
該土地の所有者等と異なる場合においては、当
該土地の所有者等は、当該調査、措置等の実施
に協力しなければならない。 

 

（適用除外） 
第１２２条 第１１３条から前条までの規定は、
次に掲げる土壌については適用しない。 
一 農用地の土壌の汚染防止等に関する法律 
（昭和４５年法律第１３９号）第２条第１項に
規定する農用地の土壌 
二 汚染の原因が専ら自然的条件であることが
明らかであると認められる場所（汚染の原因が、
専ら自然的条件によるものと同程度に汚染され
た土砂に由来すると認められる埋立地を含む。）
の土壌 
三 前二号に掲げるもののほか、法令により特
定有害物質の処分等を目的として設置されてい
る施設の存する土地の土壌 

 

２ 前項第二号の規定にかかわらず、第１１３条
から前条までの規定は、前項第二号の土壌につ
いては、当該場所からの土壌の搬出に伴う汚染
拡散防止に必要な限度において適用する。 

 

第六章 雑則  

 (処分についての意見の申出) 
第８０条 条例第５条の８第１項、同条第３項、
第５条の１３第１項、第５条の１４第２項、第
５条の１５第２項、第５条の１８、第８条の５
第１項、第８条の９第１項、第８条の１９第１
項、第８条の２０、第８条の２１、第４２条第
１項、第５８条、第６０条、第９１条、第９８
条第４項、第１０２条、第１０３条、第１１４
条第１項、同条第２項、同条第４項、第１１５
条第２項、同条第３項、同条第５項、第１１６
条第４項（第１１６条の２第２項において準用
する場合を含む。）、第１１６条第５項（第１１
６条の２第２項において準用する場合を含
む。）、第１１６条第７項（第１１６条の２第２
項において準用する場合を含む。）、第１２５条
第２項、第１３９条又は第１５５条第２項の規
定による命令その他の処分を受けた者は、当該
処分について意見があるときは、他の法令及び
条例の規定によるほか、当該処分のあったこと
を知った日からおおむね７日以内に、知事に当
該意見を申し出ることができる。 

２ 知事は、前項の規定による意見がその事務所
に到達したときは、その日からおおむね１４日
以内に当該意見を審査し、当該意見を申し出た
者に対しその結果を通知するとともに、相当の
理由があると認めるときは、当該処分に係る期
限、履行の方法等を変更するものとする。この
場合において、知事は、審査に当たって必要が
あると認めるときは、学識経験者等の意見を聴
くものとする。 
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（違反者の公表） 
第１５６条 知事は、第５条の６第１項、第８条
の４第１項、第９条第１項若しくは第２項、第
９条の７、第１７条の２３第１項、第２５条、
第２５条の８、第３２条、第３６条、第４０条、
第４８条、第５６条又は第１２０条第１項の規
定による勧告を受けた者が、正当な理由なく当
該勧告に従わなかったときは、その旨を公表す
ることができる。 

 

第七章 罰則  

第１５８条 次の各号の一に該当する者は、１年
以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 
一 第９１条、第９８条第４項、第１１４条第
２項若しくは第４項、第１２５条第２項又は第
１３９条の規定による命令に違反した者 
二 （略） 

 

第１５９条 次の各号の一に該当する者は、５０
万円以下の罰金に処する。 
一 第８条の５第１項、第８条の１９第１項、
第４２条第１項、第５８条、第６０条、第１１
５条第３項若しくは第５項又は第１１６条第５
項（第１１６条の２第２項の規定により準用す
る場合を含む。）若しくは第７項（第１１６条の
２第２項の規定により準用する場合を含む。）の
規定による命令に違反した者 
一の二から二まで （略） 
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（違反者の公表） 
第１５６条 知事は、第５条の６第１項、第８条
の４第１項、第９条第１項若しくは第２項、第
９条の７、第１７条の２３第１項、第２５条、
第２５条の８、第３２条、第３６条、第４０条、
第４８条、第５６条又は第１２０条第１項の規
定による勧告を受けた者が、正当な理由なく当
該勧告に従わなかったときは、その旨を公表す
ることができる。 

 

第七章 罰則  

第１５８条 次の各号の一に該当する者は、１年
以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 
一 第９１条、第９８条第４項、第１１４条第
２項若しくは第４項、第１２５条第２項又は第
１３９条の規定による命令に違反した者 
二 （略） 

 

第１５９条 次の各号の一に該当する者は、５０
万円以下の罰金に処する。 
一 第８条の５第１項、第８条の１９第１項、
第４２条第１項、第５８条、第６０条、第１１
５条第３項若しくは第５項又は第１１６条第５
項（第１１６条の２第２項の規定により準用す
る場合を含む。）若しくは第７項（第１１６条の
２第２項の規定により準用する場合を含む。）の
規定による命令に違反した者 
一の二から二まで （略） 

 

別表第十二 汚染土壌処理基準（第五十三条及び五十四条関係） 
特定有害物質の種類 基準値 

溶出量(単位 検液一リットルにつき

ミリグラム) 
含有量(単位 土壌一キログ

ラムにつきミリグラム) 

一 カドミウム及びその化合物 カドミウムとして 〇・〇〇三 カドミウムとして 四五 

二 シアン化合物 検液中にシアンが検出されないこと。 遊離シアンとして 五〇 

三 有機燐
りん

化合物 検液中に検出されないこと。   

四 鉛及びその化合物 鉛として 〇・〇一 鉛として 一五〇 

五 六価クロム化合物 六価クロムとして 〇・〇五 六価クロムとして 二五〇 

六 砒
ひ

素及びその化合物 砒
ひ

素として 〇・〇一 砒
ひ

素として 一五〇 

七 水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 
水銀として 〇・〇〇〇五 かつ、検

液中にアルキル水銀が検出されない

こと。 
水銀として 一五 

八 ポリ塩化ビフェニル 検液中に検出されないこと。   

九 トリクロロエチレン 〇・〇一   

十 テトラクロロエチレン 〇・〇一   

十一 ジクロロメタン 〇・〇二   

十二 四塩化炭素 〇・〇〇二   

十三 一・二―ジクロロエタン 〇・〇〇四   

十四 一・一―ジクロロエチレン 〇・一   

十五 一・二―ジクロロエチレン 〇・〇四   

十六 一・一・一―トリクロロエタン 一   

十七 一・一・二―トリクロロエタン 〇・〇〇六   

十八 一・三―ジクロロプロペン 〇・〇〇二   

十九 チウラム 〇・〇〇六   

二十 シマジン 〇・〇〇三   

二十一 チオベンカルブ 〇・〇二   

二十二 ベンゼン 〇・〇一   

二十三 セレン及びその化合物 セレンとして 〇・〇一 セレンとして 一五〇 

二十四 ほう素及びその化合物 ほう素として 一 ほう素として 四、〇〇〇 

二十五 ふっ素及びその化合物 ふっ素として 〇・八 ふっ素として 四、〇〇〇 

二十六 塩化ビニルモノマー（別名クロロエチレン） 〇・〇〇二   
 
備考 
一 溶出量とは土壌に水を加えた場合に溶出する特定有害物質の量をいい、含有量とは土壌に含まれる特定有害

物質の量をいう。 
二 基準値は、溶出量にあっては土壌汚染対策法施行規則(平成十四年環境省令第二十九号)第六条第三項第四号、
含有量にあっては同条第四項第二号に規定する環境大臣が定める方法により測定した場合における測定値によ

るものとする。 
三 「検出されないこと」とは、二に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界

を下回ることをいう。 

四 有機燐
りん

化合物とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰＮをいう。  
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別表第十二の二 地下水基準（第五十四条関係） 
特定有害物質の種類 基準値（単位 検液一リットルにつきミリグラム） 

一 カドミウム及びその化合物 カドミウムとして 〇・〇〇三 

二 シアン化合物 検液中にシアンが検出されないこと。 

三 有機燐
りん

化合物 
検液中に検出されないこと。 

四 鉛及びその化合物 鉛として 〇・〇一 

五 六価クロム化合物 六価クロムとして 〇・〇五 

六 砒
ひ

素及びその化合物 砒
ひ

素として 〇・〇一 

七 水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 水銀として 〇・〇〇〇五 かつ、検液中にアルキル水

銀が検出されないこと。 

八 ポリ塩化ビフェニル 検液中に検出されないこと。 

九 トリクロロエチレン 〇・〇一 

十 テトラクロロエチレン 〇・〇一 

十一 ジクロロメタン 〇・〇二 

十二 四塩化炭素 〇・〇〇二 

十三 一・二―ジクロロエタン 〇・〇〇四 

十四 一・一―ジクロロエチレン 〇・一 

十五 一・二―ジクロロエチレン 〇・〇四 

十六 一・一・一―トリクロロエタン 一 

十七 一・一・二―トリクロロエタン 〇・〇〇六 

十八 一・三―ジクロロプロペン 〇・〇〇二 

十九 チウラム 〇・〇〇六 

二十 シマジン 〇・〇〇三 

二十一 チオベンカルブ 〇・〇二 

二十二 ベンゼン 〇・〇一 

二十三 セレン及びその化合物 セレンとして 〇・〇一 

二十四 ほう素及びその化合物 ほう素として 一 

二十五 ふっ素及びその化合物 ふっ素として 〇・八 

二十六 塩化ビニルモノマー（別名クロロエチレン） 〇・〇〇二 

備考 
一 基準値は、土壌汚染対策法施行規則(平成十四年環境省令第二十九号)第六条第二項第二号により測定した場
合における測定値によるものとする。 

二 「検出されないこと」とは、一に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界

を下回ることをいう。 
三 有機燐

りん

化合物とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰＮをいう。 
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別表第十二の二 地下水基準（第五十四条関係） 
特定有害物質の種類 基準値（単位 検液一リットルにつきミリグラム） 

一 カドミウム及びその化合物 カドミウムとして 〇・〇〇三 

二 シアン化合物 検液中にシアンが検出されないこと。 

三 有機燐
りん

化合物 
検液中に検出されないこと。 

四 鉛及びその化合物 鉛として 〇・〇一 

五 六価クロム化合物 六価クロムとして 〇・〇五 

六 砒
ひ

素及びその化合物 砒
ひ

素として 〇・〇一 

七 水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 水銀として 〇・〇〇〇五 かつ、検液中にアルキル水

銀が検出されないこと。 

八 ポリ塩化ビフェニル 検液中に検出されないこと。 

九 トリクロロエチレン 〇・〇一 

十 テトラクロロエチレン 〇・〇一 

十一 ジクロロメタン 〇・〇二 

十二 四塩化炭素 〇・〇〇二 

十三 一・二―ジクロロエタン 〇・〇〇四 

十四 一・一―ジクロロエチレン 〇・一 

十五 一・二―ジクロロエチレン 〇・〇四 

十六 一・一・一―トリクロロエタン 一 

十七 一・一・二―トリクロロエタン 〇・〇〇六 

十八 一・三―ジクロロプロペン 〇・〇〇二 

十九 チウラム 〇・〇〇六 

二十 シマジン 〇・〇〇三 

二十一 チオベンカルブ 〇・〇二 

二十二 ベンゼン 〇・〇一 

二十三 セレン及びその化合物 セレンとして 〇・〇一 

二十四 ほう素及びその化合物 ほう素として 一 

二十五 ふっ素及びその化合物 ふっ素として 〇・八 

二十六 塩化ビニルモノマー（別名クロロエチレン） 〇・〇〇二 

備考 
一 基準値は、土壌汚染対策法施行規則(平成十四年環境省令第二十九号)第六条第二項第二号により測定した場
合における測定値によるものとする。 

二 「検出されないこと」とは、一に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界

を下回ることをいう。 
三 有機燐

りん

化合物とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰＮをいう。 
  

別表第十二の三 第二溶出量基準（第五十五条の二関係） 

特定有害物質の種類 基準値(単位 検液一リットルにつきミリグラム) 

一 カドミウム及びその化合物 カドミウムとして 〇・〇九 

二 シアン化合物 シアンとして 一 

三 有機燐
りん

化合物 一 

四 鉛及びその化合物 鉛として 〇・三 

五 六価クロム化合物 六価クロムとして 一・五 

六 砒
ひ

素及びその化合物 砒
ひ

素として 〇・三 

七 水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 水銀として 〇・〇〇五 かつ、検液中にアルキル水銀

が検出されないこと。 

八 ポリ塩化ビフェニル 〇・〇〇三 

九 トリクロロエチレン 〇・一 

十 テトラクロロエチレン 〇・一 

十一 ジクロロメタン 〇・二 

十二 四塩化炭素 〇・〇二 

十三 一・二―ジクロロエタン 〇・〇四 

十四 一・一―ジクロロエチレン 一 

十五 一・二―ジクロロエチレン 〇・四 

十六 一・一・一―トリクロロエタン 三 

十七 一・一・二―トリクロロエタン 〇・〇六 

十八 一・三―ジクロロプロペン 〇・〇二 

十九 チウラム 〇・〇六 

二十 シマジン 〇・〇三 

二十一 チオベンカルブ 〇・二 

二十二 ベンゼン 〇・一 

二十三 セレン及びその化合物 セレンとして 〇・三 

二十四 ほう素及びその化合物 ほう素として 三十 

二十五 ふっ素及びその化合物 ふっ素として 二十四 

二十六 塩化ビニルモノマー（別名クロロエチレン） 〇・〇二 

備考 
一 基準値は、土壌汚染対策法施行規則第六条第三項第四号に規定する環境大臣が定める方法により測定した場

合における測定値によるものとする。 
二 「検出されないこと」とは、一に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界

を下回ることをいう。 

三 有機燐
りん

化合物とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰＮをいう。  
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別表第十二の四 第二地下水基準（第五十五条の二関係） 
特定有害物質の種類 基準値 (単位 検液一リットルにつきミリグラム) 

一 カドミウム及びその化合物 カドミウムとして 〇・〇三 

二 シアン化合物 シアンとして 一 

三 有機燐
りん

化合物 
一 

四 鉛及びその化合物 鉛として 〇・一 

五 六価クロム化合物 六価クロムとして 〇・五 

六 砒
ひ

素及びその化合物 砒
ひ

素として 〇・一 

七 水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 水銀として 〇・〇〇五 かつ、検液中にアルキル水銀

が検出されないこと。 

八 ポリ塩化ビフェニル 〇・〇〇三 

九 トリクロロエチレン 〇・一 

十 テトラクロロエチレン 〇・一 

十一 ジクロロメタン 〇・二 

十二 四塩化炭素 〇・〇二 

十三 一・二―ジクロロエタン 〇・〇四 

十四 一・一―ジクロロエチレン 一 

十五 一・二―ジクロロエチレン 〇・四 

十六 一・一・一―トリクロロエタン 三 

十七 一・一・二―トリクロロエタン 〇・〇六 

十八 一・三―ジクロロプロペン 〇・〇二 

十九 チウラム 〇・〇六 

二十 シマジン 〇・〇三 

二十一 チオベンカルブ 〇・二 

二十二 ベンゼン 〇・一 

二十三 セレン及びその化合物 セレンとして 〇・一 

二十四 ほう素及びその化合物 ほう素として 十 

二十五 ふっ素及びその化合物 ふっ素として 八 

二十六 塩化ビニルモノマー（別名クロロエチレン） 〇・〇二 

備考 
一 基準値は、土壌汚染対策法施行規則第六条第二項第二号に規定する環境大臣が定める方法により測定した場

合における測定値によるものとする。 
二 「検出されないこと」とは、一に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界

を下回ることをいう。 
三 有機燐

りん

化合物とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰＮをいう。 
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別表第十二の四 第二地下水基準（第五十五条の二関係） 
特定有害物質の種類 基準値 (単位 検液一リットルにつきミリグラム) 

一 カドミウム及びその化合物 カドミウムとして 〇・〇三 

二 シアン化合物 シアンとして 一 

三 有機燐
りん

化合物 
一 

四 鉛及びその化合物 鉛として 〇・一 

五 六価クロム化合物 六価クロムとして 〇・五 

六 砒
ひ

素及びその化合物 砒
ひ

素として 〇・一 

七 水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 水銀として 〇・〇〇五 かつ、検液中にアルキル水銀

が検出されないこと。 

八 ポリ塩化ビフェニル 〇・〇〇三 

九 トリクロロエチレン 〇・一 

十 テトラクロロエチレン 〇・一 

十一 ジクロロメタン 〇・二 

十二 四塩化炭素 〇・〇二 

十三 一・二―ジクロロエタン 〇・〇四 

十四 一・一―ジクロロエチレン 一 

十五 一・二―ジクロロエチレン 〇・四 

十六 一・一・一―トリクロロエタン 三 

十七 一・一・二―トリクロロエタン 〇・〇六 

十八 一・三―ジクロロプロペン 〇・〇二 

十九 チウラム 〇・〇六 

二十 シマジン 〇・〇三 

二十一 チオベンカルブ 〇・二 

二十二 ベンゼン 〇・一 

二十三 セレン及びその化合物 セレンとして 〇・一 

二十四 ほう素及びその化合物 ほう素として 十 

二十五 ふっ素及びその化合物 ふっ素として 八 

二十六 塩化ビニルモノマー（別名クロロエチレン） 〇・〇二 

備考 
一 基準値は、土壌汚染対策法施行規則第六条第二項第二号に規定する環境大臣が定める方法により測定した場

合における測定値によるものとする。 
二 「検出されないこと」とは、一に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界

を下回ることをいう。 
三 有機燐

りん

化合物とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰＮをいう。 

 

東東京京都都土土壌壌汚汚染染対対策策指指針針  
 
第第１１  目目的的  

この指針は、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成１２年東京都条例第２１５号。以

下「条例」という。）第１１３条の規定に基づき、特定有害物質による土壌の汚染又はこれに起因する

地下水の汚染が、人の健康に支障を及ぼすことを防止するため、土壌汚染に係る調査及び対策の方法等

を定めることを目的とする。 

 

第第２２  定定義義  
この指針において使用する用語は、特段の定めがある場合を除き、条例及び都民の健康と安全を確保

する環境に関する条例施行規則（平成１３年東京都規則第３４号。以下「規則」という。）において使

用する用語の例による。 

 

第第３３  土土壌壌汚汚染染にに係係るる調調査査  
１ 土地利用の履歴等調査 

条例第１１７条第１項の規定により行う調査（以下「地歴調査」という。）は、土地の改変を行う

土地及びその周辺の土地を対象に、次に掲げる事項ごとに、それぞれ定める方法により実施し、土地

の改変を行う土地の土壌汚染のおそれを推定するために有効な情報を収集するものとする。 

（１）特定有害物質の取扱事業場の設置状況その他の土地の利用の履歴 
地歴調査の実施者は、土地の改変を行う土地及びその周辺の土地の利用の履歴として、過去の地

形図、住宅地図、航空写真、登記簿その他の情報により、過去の特定有害物質の取扱事業場の設置

状況等について把握する。 
（２）特定有害物質の使用、排出等の状況 

地歴調査を実施する者は、（１）により把握した土地の利用の履歴から、過去の特定有害物質の

取扱事業場の設置等の事実が判明したときは、当該特定有害物質の取扱事業場の台帳類及び資料の

閲覧、当該特定有害物質の取扱事業場の設置者等に対する聞き取り等により、特定有害物質の種類

ごと（排出状況にあっては、排出水、排出ガス及び廃棄物の区分ごと）に次に掲げる事項について

把握する。 
なお、使用、排出等が地中において行われた場合にあっては、その深度に関する情報も把握する。 
使用目的 加工用、洗浄用、検査用等 

使用形態 特定有害物質を使用していた設備、機器等 

使用状況 特定有害物質の使用目的別の濃度、使用量、使用期間、作業工程等 

排出状況 特定有害物質の濃度、排出量、排出期間、排出経路（地下への浸透を含む。以下

同じ。）、敷地内処分等 

処理状況 特定有害物質の処理施設の有無、処理施設における処理方法及び処理量、処理施

設の設置場所等 

事故状況 特定有害物質に係る事故の有無、事故の発生日時、事故内容、漏えい量等 

使用・保管

場所等 

特定有害物質の使用・保管場所、建物及び設備の配置状況、排出経路等 

製造状況 特定有害物質の製造施設の有無、製造施設における製造方法及び製造量、製造施

設の設置場所等 

（３）土壌汚染の調査及び措置の実施状況等 
地歴調査を実施する者は、土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号。以下「法」という。）第

１５条の規定に基づく台帳、条例第１１８条第１項の規定に基づく記録、条例第１１８条の２第１

項の規定に基づく台帳、特定有害物質による土壌汚染を調査した各種調査結果その他の情報により、

当該土地における土壌汚染の調査の結果並びに土壌汚染の除去等の措置及び汚染拡散防止の措置

の実施状況等について把握する。 
なお、特定有害物質の濃度が汚染土壌処理基準を超える土壌（以下「汚染土壌」という。）の存

在が認められた場合であって、その原因が自然的条件又は水面埋立材であるとされた経緯があれば、

これについても把握する。 
（４）地表の高さの変更の経緯等 

地歴調査を実施する者は、（２）及び（３）により把握した特定有害物質の使用、排出等並びに
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土壌汚染の調査及び措置の状況について、土地の造成等の履歴その他の情報により、地表の高さに

変更があった場合はその経緯を把握する。 
 

２ 汚染状況調査 

条例第１１５条第１項、第１１６条第１項（同条第９項の規定による場合を含む。以下同じ。）、第

１１６条の２第１項及び第１１７条第２項の規定により行う汚染状況調査は、次の（１）を対象地、

（２）を調査対象区域とし、（３）から（１２）までに掲げる事項ごとに、それぞれ定める方法によ

り実施する。 

なお、条例の各規定により汚染状況調査を実施する者（以下「調査義務者等」という。）は、指定

調査機関（法第３条第１項の規定により環境大臣又は知事の指定を受けた者をいう。以下同じ。）に、

当該汚染状況調査の実施を委託するものとする。 

（１）対象地 
汚染状況調査の対象地（以下「対象地」という。）は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定

める場所とする。 
ア 条例第１１５条第１項の規定による汚染状況調査 工場又は指定作業場の敷地 
イ 条例第１１６条第１項第１号の規定による汚染状況調査 工場又は指定作業場の敷地であっ

た土地 
ウ 条例第１１６条第１項第２号の規定による汚染状況調査 施設等の除却に伴い土壌の掘削を

行う土地 
エ 条例第１１６条の２第１項の規定による汚染状況調査 工場又は指定作業場の敷地内の任意

に選択した当該調査を行う土地 
オ 条例第１１７条第２項の規定による汚染状況調査 土地の改変を行う土地 

（２）調査対象区域 
ア 条例第１１５条第１項、第１１６条第１項及び第１１６条の２第１項の規定による汚染状況調

査 
対象地の全域を調査対象区域とする。ただし、土壌汚染を生じさせるおそれのある事業活動が

なされた建物等から公道、塀等により明確に区切られており、かつ、（３）により土壌汚染のお

それが把握されなかった土地は、調査対象区域に含めないことができる。 

イ 条例第１１７条第２項の規定による汚染状況調査 
対象地の全域又は対象地のうち（３）により土壌汚染のおそれが把握された土地であって掘削

を行う部分を調査対象区域とする。 

なお、対象地内の任意の土地を調査対象区域に加えることができる。 

（３）特定有害物質の使用、排出等の状況 
ア 特定有害物質の使用、排出等の状況 

汚染状況調査の実施を受託した指定調査機関（以下「調査受託者」という。）は、条例第１１

５条第１項の規定による汚染状況調査にあっては汚染状況調査要請のあった特定有害物質につ

いて、条例第１１６条第１項及び第１１６条の２第１項の規定による汚染状況調査にあっては調

査義務者等が現在取り扱っている又は過去に取り扱っていた特定有害物質について、当該工場又

は指定作業場の台帳類及び資料の閲覧、調査義務者等に対する聞き取り等により、特定有害物質

の種類ごと（排出状況にあっては、排出水、排出ガス及び廃棄物の区分ごと）に１（２）の表に

掲げる事項について把握する。 

なお、使用、排出等が地中において行われた場合にあっては、その深度に関する情報も把握す

る。 

条例第１１７条第２項の規定による汚染状況調査にあっては、地歴調査を実施する者が地歴調

査で把握した情報を、調査受託者が確認し精査するほか、調査受託者が新たに入手した情報があ

ればこれを加え、対象地における特定有害物質の使用、排出等の状況を把握する。 

イ 土壌汚染の調査及び措置の実施状況等 
調査受託者は、条例第１１５条第１項、条例第１１６条第１項及び第１１６条の２第１項の規

定による汚染状況調査にあっては、法第１５条の規定による台帳、条例第１１８条第１項の規定

による記録のうち調査義務者等が実施した調査及び措置によるもの、条例第１１８条の２第１項

の規定による台帳、特定有害物質による土壌汚染を調査義務者等が調査した各種調査結果その他

の情報により、当該土地における土壌汚染の調査の結果及び土壌汚染の除去等の措置の実施状況

Ⅰ－43Ⅲ－43



 

土壌汚染の調査及び措置の状況について、土地の造成等の履歴その他の情報により、地表の高さに

変更があった場合はその経緯を把握する。 
 

２ 汚染状況調査 

条例第１１５条第１項、第１１６条第１項（同条第９項の規定による場合を含む。以下同じ。）、第

１１６条の２第１項及び第１１７条第２項の規定により行う汚染状況調査は、次の（１）を対象地、

（２）を調査対象区域とし、（３）から（１２）までに掲げる事項ごとに、それぞれ定める方法によ

り実施する。 

なお、条例の各規定により汚染状況調査を実施する者（以下「調査義務者等」という。）は、指定

調査機関（法第３条第１項の規定により環境大臣又は知事の指定を受けた者をいう。以下同じ。）に、

当該汚染状況調査の実施を委託するものとする。 

（１）対象地 
汚染状況調査の対象地（以下「対象地」という。）は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定

める場所とする。 
ア 条例第１１５条第１項の規定による汚染状況調査 工場又は指定作業場の敷地 
イ 条例第１１６条第１項第１号の規定による汚染状況調査 工場又は指定作業場の敷地であっ

た土地 
ウ 条例第１１６条第１項第２号の規定による汚染状況調査 施設等の除却に伴い土壌の掘削を

行う土地 
エ 条例第１１６条の２第１項の規定による汚染状況調査 工場又は指定作業場の敷地内の任意

に選択した当該調査を行う土地 
オ 条例第１１７条第２項の規定による汚染状況調査 土地の改変を行う土地 

（２）調査対象区域 
ア 条例第１１５条第１項、第１１６条第１項及び第１１６条の２第１項の規定による汚染状況調

査 
対象地の全域を調査対象区域とする。ただし、土壌汚染を生じさせるおそれのある事業活動が

なされた建物等から公道、塀等により明確に区切られており、かつ、（３）により土壌汚染のお

それが把握されなかった土地は、調査対象区域に含めないことができる。 

イ 条例第１１７条第２項の規定による汚染状況調査 
対象地の全域又は対象地のうち（３）により土壌汚染のおそれが把握された土地であって掘削

を行う部分を調査対象区域とする。 

なお、対象地内の任意の土地を調査対象区域に加えることができる。 

（３）特定有害物質の使用、排出等の状況 
ア 特定有害物質の使用、排出等の状況 

汚染状況調査の実施を受託した指定調査機関（以下「調査受託者」という。）は、条例第１１

５条第１項の規定による汚染状況調査にあっては汚染状況調査要請のあった特定有害物質につ

いて、条例第１１６条第１項及び第１１６条の２第１項の規定による汚染状況調査にあっては調

査義務者等が現在取り扱っている又は過去に取り扱っていた特定有害物質について、当該工場又

は指定作業場の台帳類及び資料の閲覧、調査義務者等に対する聞き取り等により、特定有害物質

の種類ごと（排出状況にあっては、排出水、排出ガス及び廃棄物の区分ごと）に１（２）の表に

掲げる事項について把握する。 

なお、使用、排出等が地中において行われた場合にあっては、その深度に関する情報も把握す

る。 

条例第１１７条第２項の規定による汚染状況調査にあっては、地歴調査を実施する者が地歴調

査で把握した情報を、調査受託者が確認し精査するほか、調査受託者が新たに入手した情報があ

ればこれを加え、対象地における特定有害物質の使用、排出等の状況を把握する。 

イ 土壌汚染の調査及び措置の実施状況等 
調査受託者は、条例第１１５条第１項、条例第１１６条第１項及び第１１６条の２第１項の規

定による汚染状況調査にあっては、法第１５条の規定による台帳、条例第１１８条第１項の規定

による記録のうち調査義務者等が実施した調査及び措置によるもの、条例第１１８条の２第１項

の規定による台帳、特定有害物質による土壌汚染を調査義務者等が調査した各種調査結果その他

の情報により、当該土地における土壌汚染の調査の結果及び土壌汚染の除去等の措置の実施状況

 

等を把握する。 

なお、汚染土壌の存在が認められた場合であって、その原因が自然的条件又は水面埋立材であ

るとされた経緯があれば、これについても把握する。 

条例第１１７条第２項の規定による汚染状況調査にあっては、地歴調査を実施する者が地歴調

査で把握した情報を、調査受託者が確認し精査するほか、調査受託者が新たに入手した情報があ

ればこれを加え、対象地における土壌汚染の調査の結果及び土壌汚染の除去等の措置及び汚染拡

散防止の措置の実施状況等について把握する。 

ウ 地表の高さの変更の経緯等 
ア及びイにより把握した特定有害物質の使用、排出等並びに調査及び措置が行われた箇所につ

いて、当該工場又は指定作業場において行われた土地の造成の履歴その他の情報により、地表の

高さの変更の経緯を把握する。 

なお、条例第１１７条第２項の規定による汚染状況調査にあっては、地歴調査を実施する者が

地歴調査で把握した情報を、調査受託者が確認し精査するほか、調査受託者が新たに入手した情

報があればこれを加え、ア及びイにより把握した特定有害物質の使用、排出等並びに調査及び措

置が行われた箇所についての地表の高さの変更の経緯を把握する。 

（４）特定有害物質による土壌等の汚染状況 
（３）において対象地内に土壌汚染のおそれがあることが判明した場合は、調査受託者は、対象

地内の土壌及び地下水の汚染状況について、（５）から（１２）までに定めるところにより把握す

る。 
（５）調査対象物質 

土壌その他の試料の採取及び測定（以下「試料採取等」という。）の対象とする物質（以下「調

査対象物質」という。）は、（３）により調査対象区域内における汚染のおそれを把握した特定有害

物質とする。また、調査受託者は、当該特定有害物質以外の任意の特定有害物質を調査対象物質に

加えることができる。 
特定有害物質は次のとおり区分する。 
特定有害物質の区分 特定有害物質の種類 

第一種特定有害物質 トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタ

ン、四塩化炭素、１，２―ジクロロエタン、１，１―ジクロ

ロエチレン、１，２―ジクロロエチレン、１，１，１―トリ

クロロエタン、１，１，２―トリクロロエタン、１，３―ジ

クロロプロペン、ベンゼン及びクロロエチレン（別名塩化ビ

ニルモノマー） 

第二種特定有害物質 カドミウム及びその化合物、シアン化合物、鉛及びその化合

物、六価クロム化合物、砒
ひ

素及びその化合物、水銀及びアル

キル水銀その他の水銀化合物、セレン及びその化合物、ほう

素及びその化合物並びにふっ素及びその化合物 

第三種特定有害物質 有機燐
りん

化合物（パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメ

トン及びＥＰＮに限る。）、ポリ塩化ビフェニル、チウラム、

シマジン及びチオベンカルブ 

なお、次の表の左欄に掲げる特定有害物質を調査対象物質とする場合は、当該特定有害物質が土

壌中で分解して生成されるおそれのある同表の右欄に掲げる特定有害物質についても調査対象物

質とする。 
分解するおそれのある特定有害物

質（以下「親物質」という。） 

分解して生成されるおそれのある特定有害物質（以下「分

解生成物」という。） 

トリクロロエチレン １,１―ジクロロエチレン、１,２―ジクロロエチレン及び

クロロエチレン（別名塩化ビニルモノマー） 

テトラクロロエチレン トリクロロエチレン、１,１―ジクロロエチレン、１,２―

ジクロロエチレン及びクロロエチレン（別名塩化ビニルモ

ノマー） 

四塩化炭素 ジクロロメタン 

１,１―ジクロロエチレン クロロエチレン（別名塩化ビニルモノマー） 

１,２―ジクロロエチレン クロロエチレン（別名塩化ビニルモノマー） 
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１,１,１―トリクロロエタン １,１―ジクロロエチレン及びクロロエチレン（別名塩化ビ

ニルモノマー） 

１,１,２―トリクロロエタン １,２―ジクロロエタン、１,１―ジクロロエチレン、１,２

―ジクロロエチレン及びクロロエチレン（別名塩化ビニル

モノマー） 

（６）調査対象区域の調査区分 

調査受託者は、（３）により把握した情報等により、調査対象区域を調査対象物質の種類ごとに、

次に掲げる区分に分類する。 
ア イ及びウに該当しない土地（以下「全部対象区分地（別名第一調査区分地）」という。） 
イ 当該土地が現在又は過去に特定有害物質の取扱事業場において特定有害物質の製造、使用、処

理若しくは保管に係る事業の用に供されていない旨の情報又は調査対象物質の埋設、飛散、流出

若しくは地下への浸透をされていない旨の情報その他の情報から汚染土壌が存在するおそれが

少ないと認められる土地（以下「一部対象区分地（別名第二調査区分地）」という。） 
ウ 当該土地が現在又は過去に特定有害物質の取扱事業場において事業の用に供されていない旨

の情報、水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）第１２条の４の環境省令で定める基準に

適合する有害物質使用特定施設（水質汚濁防止法の一部を改正する法律（平成２３年法律第７１

号）の施行の際、現に設置されているもの（設置の工事がされているものを含む。）を除く。）に

おいて水質汚濁防止法第１４条第５項の規定による点検が適切に行われることにより、調査対象

物質を含む水が地下へ浸透したおそれがないことが確認されている旨の情報その他の情報から

汚染土壌が存在するおそれがないと認められる土地 
（７）単位区画の設定 

ア 区画の設定 
調査受託者は、調査対象区域の北端の地点（当該地点が複数ある場合には最も東にある地点。

以下「起点」という。）を通り東西方向及び南北方向に引いた線並びにこれらと平行して１０メ

ートルの間隔で引いた線により調査対象区域を区画する。ただし、区画される部分の数が、これ

らの線を起点を支点として回転させることにより減少する場合にあっては、これらの線を区画さ

れる部分の数が最も少なく、かつ、起点を支点として右回りに回転させた角度が最も小さくなる

ように回転させて得られる線により、調査対象区域を区画することができる。 

イ 単位区画の統合 
アにより区画された調査対象区域（以下「単位区画」という。）について、隣接する単位区画

の面積の合計が１３０平方メートルを超えないときは、これらの隣接する単位区画を一つの単位

区画とすることができる。ただし、当該単位区画を、当該調査対象区域を区画する線に垂直に投

影したときの長さは、２０メートルを超えてはならない。 

ウ 単位区画の設定の特例 
次のいずれかに該当するときは、アによらず単位区画を設定することができる。 

（ア）調査対象区域を含む土地において他の汚染状況調査又は法第２条第２項に規定する土壌汚染

状況調査（以下「法の土壌汚染状況調査」という。）の契機が生じている場合であって、当該

汚染状況調査又は当該法の土壌汚染状況調査において起点とする地点を起点とし、かつ、同調

査において用いた単位区画を用いるとき。 
（イ）調査対象区域内又はその周辺の土地で過去に汚染状況調査又は法の土壌汚染状況調査を行っ

たことがある場合であって、当該過去に行った汚染状況調査又は当該過去に行った法の土壌汚

染状況調査において起点とした地点を起点とし、同調査において用いた単位区画を設定した線

及びこれらと平行して１０メートル間隔で引いた線により区画するとき。 
（ウ）調査対象区域を含む事業場等の敷地の北端の地点（当該地点が複数ある場合には最も東にあ

る地点）を起点として、起点を通り東西方向及び南北方向に引いた線並びにこれらと平行して

１０メートルの間隔で引いた線により敷地を区画し、同じ線により調査対象区域を区画すると

き。ただし、区画される部分の数が、これらの線を起点を支点として回転させることにより減

少する場合にあっては、これらの線を区画される部分の数が最も少なく、かつ、起点を支点と

して右回りに回転させた角度が最も小さくなるように回転させて得られる線により、敷地を区

画することができる。 
（８）３０メートル格子の設定 

調査受託者は、調査対象区域を区画する線であって起点を通るもの及びこれらと平行して３０メ
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１,１,１―トリクロロエタン １,１―ジクロロエチレン及びクロロエチレン（別名塩化ビ

ニルモノマー） 

１,１,２―トリクロロエタン １,２―ジクロロエタン、１,１―ジクロロエチレン、１,２

―ジクロロエチレン及びクロロエチレン（別名塩化ビニル

モノマー） 

（６）調査対象区域の調査区分 

調査受託者は、（３）により把握した情報等により、調査対象区域を調査対象物質の種類ごとに、

次に掲げる区分に分類する。 
ア イ及びウに該当しない土地（以下「全部対象区分地（別名第一調査区分地）」という。） 
イ 当該土地が現在又は過去に特定有害物質の取扱事業場において特定有害物質の製造、使用、処

理若しくは保管に係る事業の用に供されていない旨の情報又は調査対象物質の埋設、飛散、流出

若しくは地下への浸透をされていない旨の情報その他の情報から汚染土壌が存在するおそれが

少ないと認められる土地（以下「一部対象区分地（別名第二調査区分地）」という。） 
ウ 当該土地が現在又は過去に特定有害物質の取扱事業場において事業の用に供されていない旨

の情報、水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）第１２条の４の環境省令で定める基準に

適合する有害物質使用特定施設（水質汚濁防止法の一部を改正する法律（平成２３年法律第７１

号）の施行の際、現に設置されているもの（設置の工事がされているものを含む。）を除く。）に

おいて水質汚濁防止法第１４条第５項の規定による点検が適切に行われることにより、調査対象

物質を含む水が地下へ浸透したおそれがないことが確認されている旨の情報その他の情報から

汚染土壌が存在するおそれがないと認められる土地 
（７）単位区画の設定 

ア 区画の設定 
調査受託者は、調査対象区域の北端の地点（当該地点が複数ある場合には最も東にある地点。

以下「起点」という。）を通り東西方向及び南北方向に引いた線並びにこれらと平行して１０メ

ートルの間隔で引いた線により調査対象区域を区画する。ただし、区画される部分の数が、これ

らの線を起点を支点として回転させることにより減少する場合にあっては、これらの線を区画さ

れる部分の数が最も少なく、かつ、起点を支点として右回りに回転させた角度が最も小さくなる

ように回転させて得られる線により、調査対象区域を区画することができる。 

イ 単位区画の統合 
アにより区画された調査対象区域（以下「単位区画」という。）について、隣接する単位区画

の面積の合計が１３０平方メートルを超えないときは、これらの隣接する単位区画を一つの単位

区画とすることができる。ただし、当該単位区画を、当該調査対象区域を区画する線に垂直に投

影したときの長さは、２０メートルを超えてはならない。 

ウ 単位区画の設定の特例 
次のいずれかに該当するときは、アによらず単位区画を設定することができる。 

（ア）調査対象区域を含む土地において他の汚染状況調査又は法第２条第２項に規定する土壌汚染

状況調査（以下「法の土壌汚染状況調査」という。）の契機が生じている場合であって、当該

汚染状況調査又は当該法の土壌汚染状況調査において起点とする地点を起点とし、かつ、同調

査において用いた単位区画を用いるとき。 
（イ）調査対象区域内又はその周辺の土地で過去に汚染状況調査又は法の土壌汚染状況調査を行っ

たことがある場合であって、当該過去に行った汚染状況調査又は当該過去に行った法の土壌汚

染状況調査において起点とした地点を起点とし、同調査において用いた単位区画を設定した線

及びこれらと平行して１０メートル間隔で引いた線により区画するとき。 
（ウ）調査対象区域を含む事業場等の敷地の北端の地点（当該地点が複数ある場合には最も東にあ

る地点）を起点として、起点を通り東西方向及び南北方向に引いた線並びにこれらと平行して

１０メートルの間隔で引いた線により敷地を区画し、同じ線により調査対象区域を区画すると

き。ただし、区画される部分の数が、これらの線を起点を支点として回転させることにより減

少する場合にあっては、これらの線を区画される部分の数が最も少なく、かつ、起点を支点と

して右回りに回転させた角度が最も小さくなるように回転させて得られる線により、敷地を区

画することができる。 
（８）３０メートル格子の設定 

調査受託者は、調査対象区域を区画する線であって起点を通るもの及びこれらと平行して３０メ

 

ートル間隔で引いた線により分割された調査対象区域のそれぞれの部分（以下「３０メートル格子」

という。）を設定する。 
（９）第一種特定有害物質に係る土壌及び地下水の調査方法 

調査受託者は、調査対象物質のうち第一種特定有害物質について、次に定めるところにより調査

する。 
ア 土壌ガス調査 

分析内容 土壌中の気体（以下「土壌ガス」という。）中に含まれる特定有

害物質の量 

分析方法 土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号。以下「法

施行規則」という。）第６条第２項第２号に規定する環境大臣が

定める方法 

単位区画の調査区分 調査対象区域を、全部対象区分地を含む単位区画（以下「全部対

象区画（別名第一調査区分区画）」という。）、一部対象区分地

を含む単位区画（全部対象区画を除く。以下「一部対象区画（別

名第二調査区分区画）」という。）及びこれら以外の単位区画の

いずれかに分類する。 

調査区画 次の（ア）及び（イ）に掲げる単位区画を試料採取等を行う区画

（以下「調査区画」という。）として選定する。 

（ア）全部対象区画 

（イ）一部対象区画がある場合において、次の a又は b に掲げる

場合の区分に応じ、当該 a又はｂに定める単位区画 

a ３０メートル格子内に一部対象区画が含まれ、かつ、３

０メートル格子の中心が調査対象区域内にある場合 当

該３０メートル格子の中心を含む単位区画 

b ３０メートル格子内に一部対象区画が含まれ、かつ、３

０メートル格子の中心が調査対象区域内にない場合 当

該３０メートル格子内にある一部対象区画のうちいずれ

か１区画 

試料採取地点 調査区画の中心の地点（全部対象区画において汚染土壌が存在す

るおそれが多いと認められる部分がある場合にあっては、当該部

分における任意の地点）とする。ただし、試料を採取しようとす

る地点の傾斜が著しいことその他の理由により当該地点におい

て試料を採取することが困難であると認められる場合には、当該

地点を含む単位区画の任意の地点を試料採取地点とすることが

できる。 

採取対象試料 試料採取地点に直径１５ミリメートルから３０ミリメートル程

度まで、深さ０.８メートルから１メートルまでの穴をあけ、土

壌ガスを吸引して採取したものを試料とする。ただし、土壌ガス

の採取が困難と認められる場合にあっては、地下水を採取するも

のとする。 

一部対象区画におけ

る調査の追加 

３０メートル格子内の調査区画において採取された土壌ガスか

ら調査対象物質が検出された場合又は採取された地下水中の調

査対象物質の濃度が地下水基準を超えた場合は、当該調査区画を

含む３０メートル格子内にある一部対象区画（調査区画であるも

のを除く。）において土壌ガス（土壌ガスの採取が困難と認めら

れる場合にあっては、地下水）中に含まれる調査対象物質の量の

測定を行うものとする。 

イ 代表地点における土壌調査 
調査受託者は、アの土壌ガス調査において土壌ガスから調査対象物質が検出された試料採取地

点があるとき又は地下水から検出された調査対象物質が地下水基準を超える試料採取地点があ

るときは、次に定めるところにより調査する。 

試料採取においてボーリングを実施する際は、汚染土壌又は特定有害物質のボーリング孔
こう

への
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流出を防止し、かつ、掘削に当たって水等を用いる場合にあっては、当該水等による汚染土壌、

特定有害物質又は特定有害物質を含む液体の飛散、揮散又は流出及び地下への浸透を防止するた

めに必要な措置を講じる（以下、当該措置を講じて実施するボーリングを「汚染を拡散させない

措置を講じたボーリング」という。）。 

なお、土壌試料の採取の対象となった深度までの範囲において、試料採取の際に深度別の地層

の状況についても把握する。 

対象物質 次の（ア）及び（イ）に掲げる物質 

（ア）土壌ガス又は地下水から検出された特定有害物質及びその

分解生成物 

（イ）土壌ガス又は地下水から検出された特定有害物質の親物質

（（３）アにおいて把握した特定有害物質に限る。）及び当

該親物質の分解生成物 

分析内容 深度別の土壌に水を加えた場合に溶出する特定有害物質の量（以

下「土壌溶出量」という。） 

分析方法 法施行規則第６条第３項第４号に規定する環境大臣が定める方

法 

調査地点 （９）アの土壌ガス調査において土壌ガスから調査対象物質が検

出された試料採取地点又は地下水から検出された調査対象物質

が地下水基準を超えた試料採取地点を含む単位区画が連続する

範囲（以下「検出範囲」という。）ごとに、溶出量基準を超える

土壌が存在するおそれが当該検出範囲内で連続する他の単位区

画と比較して多いと認められる単位区画の試料採取地点（以下

「第一種代表地点」という。）において行う。 

調査深度 帯水層の位置を確認し、その底面（帯水層の底面の位置が、地表

１０メートルの深さより深い場合には、１０メートル）までとす

る。ただし、汚染の程度又は地層の状況等により、より深い深度

の土壌調査が必要と認められる場合は、この限りでない。 

採取対象試料 次の（ア）から（エ）までの試料を採取する。 

（ア）汚染のおそれが生じた場所の位置の土壌（当該位置が地表

と同一の位置である場合又は当該位置が明らかでない場合

にあっては、地表から深さ５センチメートルまでの土壌（以

下「表層の土壌」という。）） 

（イ）汚染のおそれが生じた場所の位置から深さ５０センチメー

トルの土壌（当該汚染のおそれが生じた場所の位置が明らか

でない場合にあっては、地表から深さ５０センチメートルの

土壌） 

（ウ）深さ１メートルから１０メートルまでの１メートルごとの

土壌（地表から汚染のおそれが生じた場所の位置の深さまで

の土壌及び汚染のおそれが生じた場所の位置より深い位置

に帯水層の底面がある場合における当該底面より深い位置

にある土壌を除く。） 

（エ）帯水層の底面の土壌（地表から深さ１０メートル以内に帯

水層の底面がある場合に限る。） 

結果の評価 第一種代表地点において採取した土壌の特定有害物質による汚

染状態が、次の(ア)から(ウ)までのいずれかに該当するときは、

当該第一種代表地点が存する検出範囲内の土壌について、それぞ

れ (ア)から(ウ)までに定める汚染状態にあるものとみなす。た

だし、検出範囲内の地点であって、第一種代表地点において行う

土壌調査と同等の土壌調査を行った単位区画の土壌にあっては、

当該調査の結果を当該単位区画の土壌の汚染状態とする。 

（ア）少なくとも一の第一種代表地点において第二溶出量基準を

超えるとき 第二溶出量基準を超える土壌 
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流出を防止し、かつ、掘削に当たって水等を用いる場合にあっては、当該水等による汚染土壌、

特定有害物質又は特定有害物質を含む液体の飛散、揮散又は流出及び地下への浸透を防止するた

めに必要な措置を講じる（以下、当該措置を講じて実施するボーリングを「汚染を拡散させない

措置を講じたボーリング」という。）。 

なお、土壌試料の採取の対象となった深度までの範囲において、試料採取の際に深度別の地層

の状況についても把握する。 

対象物質 次の（ア）及び（イ）に掲げる物質 

（ア）土壌ガス又は地下水から検出された特定有害物質及びその

分解生成物 

（イ）土壌ガス又は地下水から検出された特定有害物質の親物質

（（３）アにおいて把握した特定有害物質に限る。）及び当

該親物質の分解生成物 

分析内容 深度別の土壌に水を加えた場合に溶出する特定有害物質の量（以

下「土壌溶出量」という。） 

分析方法 法施行規則第６条第３項第４号に規定する環境大臣が定める方

法 

調査地点 （９）アの土壌ガス調査において土壌ガスから調査対象物質が検

出された試料採取地点又は地下水から検出された調査対象物質

が地下水基準を超えた試料採取地点を含む単位区画が連続する

範囲（以下「検出範囲」という。）ごとに、溶出量基準を超える

土壌が存在するおそれが当該検出範囲内で連続する他の単位区

画と比較して多いと認められる単位区画の試料採取地点（以下

「第一種代表地点」という。）において行う。 

調査深度 帯水層の位置を確認し、その底面（帯水層の底面の位置が、地表

１０メートルの深さより深い場合には、１０メートル）までとす

る。ただし、汚染の程度又は地層の状況等により、より深い深度

の土壌調査が必要と認められる場合は、この限りでない。 

採取対象試料 次の（ア）から（エ）までの試料を採取する。 

（ア）汚染のおそれが生じた場所の位置の土壌（当該位置が地表

と同一の位置である場合又は当該位置が明らかでない場合

にあっては、地表から深さ５センチメートルまでの土壌（以

下「表層の土壌」という。）） 

（イ）汚染のおそれが生じた場所の位置から深さ５０センチメー

トルの土壌（当該汚染のおそれが生じた場所の位置が明らか

でない場合にあっては、地表から深さ５０センチメートルの

土壌） 

（ウ）深さ１メートルから１０メートルまでの１メートルごとの

土壌（地表から汚染のおそれが生じた場所の位置の深さまで

の土壌及び汚染のおそれが生じた場所の位置より深い位置

に帯水層の底面がある場合における当該底面より深い位置

にある土壌を除く。） 

（エ）帯水層の底面の土壌（地表から深さ１０メートル以内に帯

水層の底面がある場合に限る。） 

結果の評価 第一種代表地点において採取した土壌の特定有害物質による汚

染状態が、次の(ア)から(ウ)までのいずれかに該当するときは、

当該第一種代表地点が存する検出範囲内の土壌について、それぞ

れ (ア)から(ウ)までに定める汚染状態にあるものとみなす。た

だし、検出範囲内の地点であって、第一種代表地点において行う

土壌調査と同等の土壌調査を行った単位区画の土壌にあっては、

当該調査の結果を当該単位区画の土壌の汚染状態とする。 

（ア）少なくとも一の第一種代表地点において第二溶出量基準を

超えるとき 第二溶出量基準を超える土壌 

 

（イ）少なくとも一の第一種代表地点において溶出量基準を超え

るとき（（ア）に該当するときを除く。） 溶出量基準を超

える土壌 

（ウ）全ての第一種代表地点においても溶出量基準以下であった

とき 溶出量基準以下である土壌 

ウ 代表地点における地下水調査 
調査受託者は、アの土壌ガス調査において土壌ガスから調査対象物質が検出された試料採取地

点があるとき又は地下水から検出された調査対象物質が地下水基準を超える試料採取地点があ

るときは、次に定めるところにより代表地点における地下水調査を行う。 

なお、調査地点のうち、対象地の代表的な地層が把握できる一地点以上の地点にて、地下水試

料の採取の対象となった深度までの範囲において、試料採取の際に深度別の地層の状況について

も把握する。ただし、当該調査地点においてイの代表地点における土壌調査において把握した深

度については、これを要しない。 

対象物質 次の（ア）及び（イ）に掲げる物質 

（ア）土壌ガス又は地下水から検出された特定有害物質及びその

分解生成物 

（イ）土壌ガス又は地下水から検出された特定有害物質の親物質

（（３）アにおいて把握した特定有害物質に限る。）及び当

該親物質の分解生成物 

分析内容 地下水中の特定有害物質の濃度 

分析方法 法施行規則第６条第２項第２号に規定する環境大臣が定める方

法 

調査地点 第一種代表地点 

採取対象試料 調査地点の地下水位を把握し、最初の帯水層（恒常的に地下水が

存在する宙水層又は第一帯水層をいう。以下同じ。）の地下水を

採取する。ただし、汚染の程度又は地層の状況等により、より深

い位置にある帯水層の地下水の調査が必要と認められる場合は、

この限りでない。 

試料採取方法 汚染を拡散させない措置を講じたボーリングにより、帯水層を代

表して汚染状態を把握することが可能な深度まで挿入したスク

リーンからパージ（井戸内滞水量の３倍量から５倍量までを目安

とする。）後に試料を採取することを基本とする。ただし、土地

の改変又は施設等の除却に伴い土壌の掘削を行う地点で試料採

取を行う場合は、ボーリング孔
こう

内の水をパージ（ボーリング内滞

水量の３倍量から５倍量までを目安とする。）後に試料を採取す

ることができる。 

採取した試料はろ過しないこと。 

エ 地下水等の状況 
調査受託者は、イの土壌調査において溶出量基準を超える土壌が確認された場合は、対象地及

びその周辺の地下水への影響を把握するため、当該土地の地下水流向に係る文献、地形図、地質

図、柱状図等の既存の資料並びにイの土壌調査及びウの地下水調査により把握した調査対象区域

内の地層の状況及び地下水位の状況その他の情報を整理し、地下水流向を把握するとともに、当

該溶出量基準を超える土壌が確認された地点の下流側の土地における主たる土質及び動水勾配

について考察する。 

なお、対象地内及びその周辺の井戸の分布、ストレーナーの深度、飲用等の利用の状況並びに

地下水の汚染の状況についての情報があれば、これらの情報についても把握する。 

オ 対象地境界における地下水調査 
調査受託者は、イの土壌調査において溶出量基準を超える土壌が確認され、かつ、ウの地下水

調査において地下水基準を超える地下水が確認された場合は、次に定めるところにより、対象地

内であって対象地の境界付近の地点（以下「対象地境界」という。）における地下水調査を行う。 

対象物質 ウの地下水調査において地下水基準を超えた特定有害物質及び

その分解生成物 
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分析内容等 （ア）地下水中の特定有害物質の濃度 

（イ）地下水位の状況 

分析方法 法施行規則第６条第２項第２号に規定する環境大臣が定める方

法 

調査地点 地下水流向を踏まえ、周辺の地下水への影響を適切に把握できる

対象地境界 

採取対象試料 ウの地下水調査において地下水基準を超える地下水が確認され

た帯水層の地下水を採取する。 

試料採取方法 ウの地下水調査と同様の方法 

（１０）第二種特定有害物質及び第三種特定有害物質に係る土壌及び地下水の調査方法 
調査受託者は、調査対象物質のうち、第二種特定有害物質及び第三種特定有害物質について、次

に定めるところにより調査する。 
ア 表層等の土壌調査 

調査受託者は、次に定めるところにより、表層等の土壌について試料採取等を行う。 

試料採取においてボーリングを実施する際は、汚染を拡散させない措置を講じたボーリングに

より行う。 

なお、土壌試料の採取の対象となった深度までの範囲において、試料採取の際に深度別の地層

の状況についても把握する。 

特定有害物質の区分 第二種特定有害物質 第三種特定有害物質 

分析内容 土壌溶出量及び土壌に含まれる

特定有害物質の量（以下「土壌含

有量」という。） 

土壌溶出量 

分析方法 土壌溶出量にあっては法施行規則第６条第３項第４号に規定す

る環境大臣が定める方法、土壌含有量にあっては同条第４項第２

号に規定する環境大臣が定める方法 

単位区画の調査区分 調査対象区域を、（９）アの土壌ガス調査と同様の方法により分

類する。 

調査区画 次の（ア）及び（イ）に掲げる単位区画を調査区画として選定す

る。 

（ア）全部対象区画 

（イ）一部対象区画にあっては、次の a又は bに掲げる場合の区

分に応じ、当該 a又は bに定める単位区画 

a ３０メートル格子内にある一部対象区画が６区画以上あ

る場合 当該３０メートル格子内にある一部対象区画の

うち任意の５区画 

b ３０メートル格子内にある一部対象区画が５区画以下で

ある場合 当該３０メートル格子内にある全ての一部対

象区画 

試料採取地点 調査区画の中心の地点（全部対象区画において汚染土壌が存在す

るおそれが多いと認められる部分がある場合にあっては、当該部

分における任意の地点）とする。ただし、試料を採取しようとす

る地点の傾斜が著しいことその他の理由により当該地点におい

て試料を採取することが困難であると認められる場合には、当該

地点を含む単位区画の任意の地点を試料採取地点とすることが

できる。 

採取対象試料 次の方法により採取した土壌（地表から深さ１０メートルまでに

ある土壌に限る。）を試料とする。 

（ア）試料採取地点の汚染のおそれが生じた場所の位置から深さ

５０センチメートルまでの土壌を採取したもの 

（イ）試料採取地点の汚染のおそれが生じた場所の位置が地表と

同一の位置にある場合又は汚染のおそれが生じた場所の位

置が明らかでない場合には、表層の土壌及び深さ５センチメ
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分析内容等 （ア）地下水中の特定有害物質の濃度 

（イ）地下水位の状況 

分析方法 法施行規則第６条第２項第２号に規定する環境大臣が定める方

法 

調査地点 地下水流向を踏まえ、周辺の地下水への影響を適切に把握できる

対象地境界 

採取対象試料 ウの地下水調査において地下水基準を超える地下水が確認され

た帯水層の地下水を採取する。 

試料採取方法 ウの地下水調査と同様の方法 

（１０）第二種特定有害物質及び第三種特定有害物質に係る土壌及び地下水の調査方法 
調査受託者は、調査対象物質のうち、第二種特定有害物質及び第三種特定有害物質について、次

に定めるところにより調査する。 
ア 表層等の土壌調査 

調査受託者は、次に定めるところにより、表層等の土壌について試料採取等を行う。 

試料採取においてボーリングを実施する際は、汚染を拡散させない措置を講じたボーリングに

より行う。 

なお、土壌試料の採取の対象となった深度までの範囲において、試料採取の際に深度別の地層

の状況についても把握する。 

特定有害物質の区分 第二種特定有害物質 第三種特定有害物質 

分析内容 土壌溶出量及び土壌に含まれる

特定有害物質の量（以下「土壌含

有量」という。） 

土壌溶出量 

分析方法 土壌溶出量にあっては法施行規則第６条第３項第４号に規定す

る環境大臣が定める方法、土壌含有量にあっては同条第４項第２

号に規定する環境大臣が定める方法 

単位区画の調査区分 調査対象区域を、（９）アの土壌ガス調査と同様の方法により分

類する。 

調査区画 次の（ア）及び（イ）に掲げる単位区画を調査区画として選定す

る。 

（ア）全部対象区画 

（イ）一部対象区画にあっては、次の a又は bに掲げる場合の区

分に応じ、当該 a又は bに定める単位区画 

a ３０メートル格子内にある一部対象区画が６区画以上あ

る場合 当該３０メートル格子内にある一部対象区画の

うち任意の５区画 

b ３０メートル格子内にある一部対象区画が５区画以下で

ある場合 当該３０メートル格子内にある全ての一部対

象区画 

試料採取地点 調査区画の中心の地点（全部対象区画において汚染土壌が存在す

るおそれが多いと認められる部分がある場合にあっては、当該部

分における任意の地点）とする。ただし、試料を採取しようとす

る地点の傾斜が著しいことその他の理由により当該地点におい

て試料を採取することが困難であると認められる場合には、当該

地点を含む単位区画の任意の地点を試料採取地点とすることが

できる。 

採取対象試料 次の方法により採取した土壌（地表から深さ１０メートルまでに

ある土壌に限る。）を試料とする。 

（ア）試料採取地点の汚染のおそれが生じた場所の位置から深さ

５０センチメートルまでの土壌を採取したもの 

（イ）試料採取地点の汚染のおそれが生じた場所の位置が地表と

同一の位置にある場合又は汚染のおそれが生じた場所の位

置が明らかでない場合には、表層の土壌及び深さ５センチメ

 

ートルから５０センチメートルまでの土壌を採取し、これら

の土壌を同じ重量混合したもの 

（ウ）３０メートル格子内の２以上の一部対象区画において試料

採取等をする場合にあっては、当該２以上の一部対象区画ご

とに（ア）又は（イ）の方法により採取された土壌を同じ重

量混合したもの 

一部対象区画におけ

る土壌調査の追加 

一部対象区画である調査区画において採取された試料の土壌溶

出量が溶出量基準を超え、又は土壌含有量が含有量基準を超えた

場合には、当該調査区画を含む３０メートル格子内にある全ての

一部対象区画において、土壌溶出量又は土壌含有量の調査を行

う。 

イ 代表地点における地下水調査 
調査受託者は、アの土壌調査において溶出量基準を超える土壌が確認された場合は、次に定め

るところにより代表地点における地下水調査を行う。 

なお、調査地点のうち、対象地の代表的な地層が把握できる一地点以上の地点にて、地下水試

料の採取の対象となった深度までの範囲において、試料採取の際に深度別の地層の状況について

も把握する。ただし、（９）イ及びウにおいて把握している場合は、これを要しない。 

対象物質 アの土壌調査において溶出量基準を超えた特定有害物質 

分析内容 地下水中の特定有害物質の濃度 

分析方法 法施行規則第６条第２項第２号に規定する環境大臣が定める方

法 

調査地点 次の（ア）及び（イ）を調査地点（以下「第二種・第三種代表

地点」という。）とする。ただし、汚染の原因から見て、地下

水基準を超える地下水が存在するおそれが、溶出量基準を超え

た単位区画が連続する範囲（以下「溶出量基準超過範囲」とい

う。）で隣接する他の単位区画と比較して多いと認められる地

点が明確である場合には、（イ）に代えて（ウ）の地点で調査

を行うことができる。 

（ア）第二溶出量基準を超える単位区画内の地点 

（イ）３０メートル格子ごとに当該３０メートル格子内にある

土壌溶出量の最も多い単位区画（溶出量基準を超えるもの

に限る。）内の地点。ただし、３０メートル格子内に土壌

溶出量が同値の単位区画が複数ある場合は、地下水流向並

びに当該３０メートル格子内及び周辺の単位区画の土壌溶

出量の分布を勘案して、地下水基準を超える地下水が存在

するおそれが多いと考えられる１区画内の地点とする。 

（ウ）溶出量基準超過範囲ごとに、地下水基準を超える地下水

が存在するおそれが当該範囲内で隣接する他の単位区画と

比較して多いと認められる単位区画内の地点 

採取対象試料 最初の帯水層の地下水を採取する。ただし、汚染の程度又は地

層の状況等により、より深い位置にある帯水層の地下水の調査

が必要と認められる場合は、この限りでない。 

なお、汚染土壌と最初の帯水層が十分離れており、かつ、推定

される汚染の原因、汚染状況、地層等を考慮して、地下水への

影響が少ないと認められる場合は、地下水採取を行わないこと

ができる。 

試料採取方法 汚染を拡散させない措置を講じたボーリングにより、帯水層を

代表して汚染状態を把握することが可能な深度まで挿入したス

クリーンからパージ（井戸内滞水量の３倍量から５倍量までを

目安とする。）後に試料を採取することを基本とする。ただし、

土地の改変又は施設等の除却に伴い土壌の掘削を行う地点で試

料採取を行う場合は、ボーリング孔
こう

内の水をパージ（ボーリン
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グ内滞水量の３倍量から５倍量までを目安とする。）後に試料

を採取することができる。 

採取した試料はろ過すること。 

ウ 地下水等の状況 
調査受託者は、アの土壌調査において溶出量基準を超える土壌が確認された場合は、対象地及

びその周辺の地下水への影響を把握するため、当該土地の地下水流向に係る文献、地形図、地質

図、柱状図等の既存の資料並びにイの土壌調査により把握した調査対象区域内の地層の状況及び

地下水位の状況その他の情報を整理し、地下水流向を把握するとともに、当該溶出量基準を超え

る土壌が確認された地点の下流側の土地における主たる土質及び動水勾配について考察する。 

なお、対象地内及びその周辺の井戸の分布、ストレーナーの深度、飲用等の利用の状況並びに

地下水の汚染の状況についての情報があれば、これらの情報についても把握する。 

エ 対象地境界における地下水調査 
調査受託者は、アの土壌調査において溶出量基準を超える土壌が確認され、かつ、イの地下水

調査において地下水基準を超える地下水が確認された場合は、次に定めるところにより対象地境

界における地下水調査を行う。 

対象物質 イの地下水調査において地下水基準を超えた特定有害物質 

分析内容等 （ア）地下水中の特定有害物質の濃度 

（イ）地下水位の状況 

分析方法 法施行規則第６条第２項第２号に規定する環境大臣が定める方

法 

調査地点 地下水流向を踏まえ、周辺の地下水への影響を適切に把握できる

対象地境界 

採取対象試料 イの地下水調査において地下水基準又は第二地下水基準を超え

る地下水が確認された帯水層の地下水を採取する。 

試料採取方法 イの地下水調査と同様の方法 

（１１）調査の省略 
ア 特定有害物質の使用、排出等の状況に係る情報の把握の省略 

（３）アの規定にかかわらず、調査受託者は、調査対象区域の全部又は一部において、特定有

害物質の使用、排出等の状況に係る情報の把握の全部又は一部を行わないことができる。この場

合において、情報の把握の省略をした範囲における土壌及び地下水は、情報の把握の省略をした

特定有害物質ごとに、次の表に掲げる汚染状態にあるものとみなす。 

情報の把握の省略をした範囲の土

壌の汚染状態 

第一種特定有害物質及び第三種特定有害物

質にあっては第二溶出量基準を超え、第二種

特定有害物質にあっては第二溶出量基準及

び含有量基準を超えるもの 

情報の把握の省略をした土地の地

下水の汚染状態 

第二地下水基準を超えるもの 

イ 第一種特定有害物質に関する試料採取等に係る特例 
第一種特定有害物質に係る試料採取等を行う場合、調査受託者は、（９）アの土壌ガス調査に

代えて（９）イの土壌調査及び（９）ウの地下水調査を実施することができる。この場合におけ

る試料採取等は、（９）イの土壌調査にあっては調査対象区域内の全ての単位区画の地点、（９）

ウの地下水調査にあっては（９）イの土壌調査を実施する地点（（９）イの土壌調査を先に行っ

た場合にあっては土壌溶出量が連続する他の単位区画と比較して多いと認められる単位区画の

地点）で行うものとする。 

ウ 調査区画の選定等の省略 
調査受託者が調査区画の選定等の全部又は一部を行わないこととした場合、調査区画の選定等

の省略をした単位区画における土壌及び地下水は、調査区画の選定等の省略をした特定有害物質

ごとに、次の表に掲げる汚染状態にあるものとみなす。 

調査区画の選定等の省略をした単

位区画の土壌の汚染状態 

第一種特定有害物質及び第三種特定有害物

質にあっては第二溶出量基準を超え、第二種

特定有害物質にあっては第二溶出量基準及

び含有量基準を超えるもの 
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グ内滞水量の３倍量から５倍量までを目安とする。）後に試料

を採取することができる。 

採取した試料はろ過すること。 

ウ 地下水等の状況 
調査受託者は、アの土壌調査において溶出量基準を超える土壌が確認された場合は、対象地及

びその周辺の地下水への影響を把握するため、当該土地の地下水流向に係る文献、地形図、地質

図、柱状図等の既存の資料並びにイの土壌調査により把握した調査対象区域内の地層の状況及び

地下水位の状況その他の情報を整理し、地下水流向を把握するとともに、当該溶出量基準を超え

る土壌が確認された地点の下流側の土地における主たる土質及び動水勾配について考察する。 

なお、対象地内及びその周辺の井戸の分布、ストレーナーの深度、飲用等の利用の状況並びに

地下水の汚染の状況についての情報があれば、これらの情報についても把握する。 

エ 対象地境界における地下水調査 
調査受託者は、アの土壌調査において溶出量基準を超える土壌が確認され、かつ、イの地下水

調査において地下水基準を超える地下水が確認された場合は、次に定めるところにより対象地境

界における地下水調査を行う。 

対象物質 イの地下水調査において地下水基準を超えた特定有害物質 

分析内容等 （ア）地下水中の特定有害物質の濃度 

（イ）地下水位の状況 

分析方法 法施行規則第６条第２項第２号に規定する環境大臣が定める方

法 

調査地点 地下水流向を踏まえ、周辺の地下水への影響を適切に把握できる

対象地境界 

採取対象試料 イの地下水調査において地下水基準又は第二地下水基準を超え

る地下水が確認された帯水層の地下水を採取する。 

試料採取方法 イの地下水調査と同様の方法 

（１１）調査の省略 
ア 特定有害物質の使用、排出等の状況に係る情報の把握の省略 

（３）アの規定にかかわらず、調査受託者は、調査対象区域の全部又は一部において、特定有

害物質の使用、排出等の状況に係る情報の把握の全部又は一部を行わないことができる。この場

合において、情報の把握の省略をした範囲における土壌及び地下水は、情報の把握の省略をした

特定有害物質ごとに、次の表に掲げる汚染状態にあるものとみなす。 

情報の把握の省略をした範囲の土

壌の汚染状態 

第一種特定有害物質及び第三種特定有害物

質にあっては第二溶出量基準を超え、第二種

特定有害物質にあっては第二溶出量基準及

び含有量基準を超えるもの 

情報の把握の省略をした土地の地

下水の汚染状態 

第二地下水基準を超えるもの 

イ 第一種特定有害物質に関する試料採取等に係る特例 
第一種特定有害物質に係る試料採取等を行う場合、調査受託者は、（９）アの土壌ガス調査に

代えて（９）イの土壌調査及び（９）ウの地下水調査を実施することができる。この場合におけ

る試料採取等は、（９）イの土壌調査にあっては調査対象区域内の全ての単位区画の地点、（９）

ウの地下水調査にあっては（９）イの土壌調査を実施する地点（（９）イの土壌調査を先に行っ

た場合にあっては土壌溶出量が連続する他の単位区画と比較して多いと認められる単位区画の

地点）で行うものとする。 

ウ 調査区画の選定等の省略 
調査受託者が調査区画の選定等の全部又は一部を行わないこととした場合、調査区画の選定等

の省略をした単位区画における土壌及び地下水は、調査区画の選定等の省略をした特定有害物質

ごとに、次の表に掲げる汚染状態にあるものとみなす。 

調査区画の選定等の省略をした単

位区画の土壌の汚染状態 

第一種特定有害物質及び第三種特定有害物

質にあっては第二溶出量基準を超え、第二種

特定有害物質にあっては第二溶出量基準及

び含有量基準を超えるもの 

 

調査区画の選定等の省略をした土

地の地下水の汚染状態 

第二地下水基準を超えるもの 

エ 試料採取等の省略 
調査受託者が次の表内各項目において試料採取等の全部又は一部を行わないこととした場合

は、試料採取等を省略した調査区画等の土壌又は地下水は、試料採取等を省略した特定有害物質

ごとに、次の表に掲げる汚染状態にあるものとみなす。 

採取等を省略した試料 試料採取等を省略した調査区画等の土壌又

は地下水の汚染状態 

（９）アの土壌ガス調査における土

壌ガス（土壌ガスの採取が困難と認

められる場合にあっては地下水）

（（１２）イ 第一種特定有害物質

に関する試料採取等に係る特例の

場合を除く。） 

土壌ガスから当該特定有害物質が検出され

（土壌ガスの採取が困難と認められる場合

にあっては、地下水基準を超え）、かつ、第

二溶出量基準を超えるもの 

（９）イの土壌調査における調査深

度の土壌 

当該試料採取等を省略した深度において第

二溶出量基準を超えるもの 

（９）ウの地下水調査における採取

対象となった帯水層の地下水 

当該試料採取等を省略した帯水層において

第二地下水基準を超えるもの 

（９）オの地下水調査における採取

対象となった帯水層の地下水 

当該試料採取等を省略した帯水層において

第二地下水基準を超えるもの 

（１０）アの土壌調査における汚染

のおそれの生じた位置の土壌 

当該試料採取等を省略した深度において第

二種特定有害物質にあっては第二溶出量基

準及び含有量基準、第三種特定有害物質にあ

っては第二溶出量基準を超えるもの 

（１０）イの地下水調査における採

取対象となった帯水層の地下水 

当該試料採取等を省略した帯水層において

第二地下水基準を超えるもの 

（１０）エの地下水調査における採

取対象となった帯水層の地下水 

当該試料採取等を省略した帯水層において

第二地下水基準を超えるもの 

オ 省略をした調査の追完 
ア、ウ又はエにより省略をした事項については、本指針に定める調査方法等により、任意の時

機に追完することができる。 

（１２）汚染状況調査の特例 
ア 法の土壌汚染状況調査の方法で行った場合の特例 

調査受託者が法第３条第１項の環境省令で定める方法により調査を行った場合であって、これ

に加えて（９）イの表中調査深度のうち「汚染の程度又は地層の状況等により、より深い深度の

土壌調査が必要と認められる場合」の土壌調査、（９）ウの地下水調査、（９）エの地下水等の状

況の把握、（９）オの地下水調査、（１０）イの地下水調査、（１０）ウの地下水等の状況の把握

及び（１０）エの地下水調査を行ったときは、汚染状況調査を実施したものとみなす。 

イ 汚染状況調査を実施する場合の掘削深度に応じた調査方法の特例 
条例第１１６条第１項第２号、第１１６条の２第１項及び第１１７条第２項の規定に基づく汚

染状況調査を行う場合にあっては、調査受託者は、それぞれ予定している掘削深度に応じ、次の

ように調査区画及び試料採取等の深度を限定することができる。 

（ア）単位区画内の最も深い掘削深度（以下「最大形質変更深さ」という。）より１メートルを超

える深さにのみ汚染のおそれが生じた場所の位置がある場合には、当該単位区画を調査区画と

しないことができる（（９）アの表中調査区画（イ）に該当する場合は、３０メートル格子内

の最も深い掘削深度より１メートルを超える深さにのみ汚染のおそれが生じた場所の位置が

あるときに限る。）。 
（イ）（９）イの表中調査深度を、最大形質変更深さより１メートル深い位置までに限ることがで

きる。 
（ウ）（１０）アの表中採取対象試料を、地表から最大形質変更深さより１メートル深い位置まで

にある土壌に限ることができる。 
ウ 過去に汚染状況調査を行った土地における条例第１１６条第１項の特例 
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条例第１１６条第１項又は第１１６条の２第１項の規定に基づき汚染状況調査の結果を報告

したのち、新たに条例第１１６条第１項の規定に基づく汚染状況調査の契機が生じた場合におい

て、当該報告した土地について、当該報告以降、特定有害物質による汚染のおそれが生じていな

いことが認められるときの汚染状況調査は、指定調査機関に代わって調査義務者等が（３）の各

項目について把握し、（４）から（１０）までの各項目を実施しないことができる。 

エ 汚染の原因が専ら自然的条件によるものと認める要件及び調査方法の特例 
条例第１２２条第１項第２号の土壌（以下「自然由来等基準不適合土壌」という。）であると

認める要件は、次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当することとし、その場合の調査の方法は、

次の（ウ）又は（エ）によることができる。 

（ア）汚染の原因が専ら自然的条件によるものと認める要件 
汚染状況調査において、汚染の原因が専ら自然的条件によるものであると疑われる土壌汚染

を把握した場合において、次の aからｄまでの全ての条件を満たしているときは、当該範囲に

ついての汚染の原因は専ら自然的条件によるものであるとみなす。 

ａ 汚染土壌処理基準を超過した特定有害物質が第二種特定有害物質（シアン化合物を除く。）

のみであること。 
ｂ 当該範囲の土壌の特定有害物質による汚染状態が地質的に同質な状態で広がっているこ

と。 
ｃ 当該範囲の土壌の特定有害物質による汚染状態が第二溶出量基準以下であり、かつ、含有

量基準以下であること。 
ｄ 当該範囲において人為若しくは水面埋立材に由来する汚染のおそれがないこと又は人為

若しくは水面埋立材に由来する汚染のおそれがある土地であって、（４）から（１０）まで

の各項目の調査若しくは法施行規則第３条から第１５条までに定める方法に準じた方法に

より調査した結果、当該範囲において人為若しくは水面埋立材に由来する汚染が認められな

いこと。 
（イ）汚染の原因が専ら水面埋立材によるものと認める要件 

汚染状況調査において、汚染の原因が専ら水面埋立材によるものであると疑われる土壌汚染

を把握した場合において、次の aからｄまでの全ての条件を満たしているときは、当該範囲に

ついての汚染の原因は専ら水面埋立材によるものであるとみなす。 

ａ 昭和５２年３月１５日以降に公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）による埋立て又

は干拓の事業により造成が開始された土地（廃棄物が埋め立てられている場所を除く。）又

は大正１１年４月１０日から昭和５２年３月１４日までに公有水面埋立法による埋立て又

は干拓の事業により造成が開始された土地（当該範囲の土壌の第一種特定有害物質、第三種

特定有害物質及びシアン化合物による汚染状態が汚染土壌処理基準以下である土地（廃棄物

が埋め立てられている場所を除く。）に限る。）であること。 
ｂ 当該範囲において人為に由来する汚染のおそれがないこと又は人為に由来する汚染のお

それがある土地であって、（４）から（１０）までの各項目の調査若しくは法施行規則第３

条から第１５条までに定める方法に準じた方法により調査した結果、当該範囲において人為

に由来する汚染が認められないこと。 
ｃ 当該範囲の土壌の特定有害物質による汚染状態が第二溶出量基準以下であること。 
ｄ 当該範囲の土壌の特定有害物質による汚染状態が含有量基準以下（含有量基準を超過して

いるときは、当該土壌が被覆等により人が触れることのない状態）であること。 
（ウ）既往調査が行われていた時の条例第１１６条第１項又は第１１６条の２第１項の特例 

条例第１１６条第１項又は第１１６条の２第１項の規定に基づく汚染状況調査における（３）

イの把握によって汚染土壌の存在が認められた場合であって、その原因が自然的条件又は水面

埋立材のみによるものであると認められた調査結果があったときは、調査受託者は当該範囲に

係る（４）から（１０）までの各項目の調査を実施しないことができる。 

（エ）既往調査が行われていた時の条例第１１７条第２項の特例 
地歴調査によって汚染土壌の存在が認められた場合であって、その原因が自然的条件又は水

面埋立材のみによるものであると認められた調査結果があったときは、調査受託者は条例第１

１７条第２項の規定に基づく汚染状況調査において、当該範囲に係る（４）から（１０）まで

の各項目の調査を実施しないことができる。 

オ 将来にわたって地下水の利用が見込まれない地域における地下水調査の特例 
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条例第１１６条第１項又は第１１６条の２第１項の規定に基づき汚染状況調査の結果を報告

したのち、新たに条例第１１６条第１項の規定に基づく汚染状況調査の契機が生じた場合におい

て、当該報告した土地について、当該報告以降、特定有害物質による汚染のおそれが生じていな

いことが認められるときの汚染状況調査は、指定調査機関に代わって調査義務者等が（３）の各

項目について把握し、（４）から（１０）までの各項目を実施しないことができる。 

エ 汚染の原因が専ら自然的条件によるものと認める要件及び調査方法の特例 
条例第１２２条第１項第２号の土壌（以下「自然由来等基準不適合土壌」という。）であると

認める要件は、次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当することとし、その場合の調査の方法は、

次の（ウ）又は（エ）によることができる。 

（ア）汚染の原因が専ら自然的条件によるものと認める要件 
汚染状況調査において、汚染の原因が専ら自然的条件によるものであると疑われる土壌汚染

を把握した場合において、次の aからｄまでの全ての条件を満たしているときは、当該範囲に

ついての汚染の原因は専ら自然的条件によるものであるとみなす。 

ａ 汚染土壌処理基準を超過した特定有害物質が第二種特定有害物質（シアン化合物を除く。）

のみであること。 
ｂ 当該範囲の土壌の特定有害物質による汚染状態が地質的に同質な状態で広がっているこ

と。 
ｃ 当該範囲の土壌の特定有害物質による汚染状態が第二溶出量基準以下であり、かつ、含有

量基準以下であること。 
ｄ 当該範囲において人為若しくは水面埋立材に由来する汚染のおそれがないこと又は人為

若しくは水面埋立材に由来する汚染のおそれがある土地であって、（４）から（１０）まで

の各項目の調査若しくは法施行規則第３条から第１５条までに定める方法に準じた方法に

より調査した結果、当該範囲において人為若しくは水面埋立材に由来する汚染が認められな

いこと。 
（イ）汚染の原因が専ら水面埋立材によるものと認める要件 

汚染状況調査において、汚染の原因が専ら水面埋立材によるものであると疑われる土壌汚染

を把握した場合において、次の aからｄまでの全ての条件を満たしているときは、当該範囲に

ついての汚染の原因は専ら水面埋立材によるものであるとみなす。 

ａ 昭和５２年３月１５日以降に公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）による埋立て又

は干拓の事業により造成が開始された土地（廃棄物が埋め立てられている場所を除く。）又

は大正１１年４月１０日から昭和５２年３月１４日までに公有水面埋立法による埋立て又

は干拓の事業により造成が開始された土地（当該範囲の土壌の第一種特定有害物質、第三種

特定有害物質及びシアン化合物による汚染状態が汚染土壌処理基準以下である土地（廃棄物

が埋め立てられている場所を除く。）に限る。）であること。 
ｂ 当該範囲において人為に由来する汚染のおそれがないこと又は人為に由来する汚染のお

それがある土地であって、（４）から（１０）までの各項目の調査若しくは法施行規則第３

条から第１５条までに定める方法に準じた方法により調査した結果、当該範囲において人為

に由来する汚染が認められないこと。 
ｃ 当該範囲の土壌の特定有害物質による汚染状態が第二溶出量基準以下であること。 
ｄ 当該範囲の土壌の特定有害物質による汚染状態が含有量基準以下（含有量基準を超過して

いるときは、当該土壌が被覆等により人が触れることのない状態）であること。 
（ウ）既往調査が行われていた時の条例第１１６条第１項又は第１１６条の２第１項の特例 

条例第１１６条第１項又は第１１６条の２第１項の規定に基づく汚染状況調査における（３）

イの把握によって汚染土壌の存在が認められた場合であって、その原因が自然的条件又は水面

埋立材のみによるものであると認められた調査結果があったときは、調査受託者は当該範囲に

係る（４）から（１０）までの各項目の調査を実施しないことができる。 

（エ）既往調査が行われていた時の条例第１１７条第２項の特例 
地歴調査によって汚染土壌の存在が認められた場合であって、その原因が自然的条件又は水

面埋立材のみによるものであると認められた調査結果があったときは、調査受託者は条例第１

１７条第２項の規定に基づく汚染状況調査において、当該範囲に係る（４）から（１０）まで

の各項目の調査を実施しないことができる。 

オ 将来にわたって地下水の利用が見込まれない地域における地下水調査の特例 

 

規則第５５条第３項に該当する土地において行う汚染状況調査にあっては、調査受託者は（９）

ウの地下水調査及び（９）エの地下水等の状況の把握並びに（１０）イの地下水調査及び（１０）

ウの地下水等の状況の把握を実施しないことができる。  

 

３ 詳細調査 

２に定める汚染状況調査を実施した者又は第４に定める土壌汚染の除去等の措置若しくは汚染拡

散防止の措置を行う者は、対象地の汚染状況の把握又は土壌汚染の除去等の措置若しくは汚染拡散防

止の措置を行うに当たり、当該措置が必要な汚染範囲の確定及び搬出する土壌の汚染状態の確定等を

目的とし、汚染状況調査に引き続いた時機又は任意の時機において、詳細調査を行うことができる。 

詳細調査を実施する場合は、次の方法により行う。なお、詳細調査は、任意の段階で終了すること

ができる。 

（１）詳細調査の対象となる区画 
詳細調査の実施者は、次のアからオまでの単位区画のうち、任意の単位区画を措置等の必要に応

じて調査の対象とする。 
なお、当該土地に単位区画が設定されていない場合は、２（７）の方法により単位区画を設定す

ることができる。 
ア 土壌溶出量が汚染土壌処理基準を超える単位区画 
イ 土壌含有量が汚染土壌処理基準を超える単位区画 
ウ ２（９）アの土壌ガス調査において土壌ガスから調査対象物質が検出され、又は地下水から検

出された調査対象物質が地下水基準を超えた試料採取地点を含む単位区画であって、２（９）イ

の土壌調査を実施していないもの 
エ 過去に特定有害物質を含む固体又は液体を埋め、飛散させ、流出させ、又は地下に浸透させた

場所（以下「特定有害物質埋立等箇所」という。）を含む単位区画 
オ 地下水流向下流側において地下水の汚染があり、当該汚染の原因となる土壌汚染の存在が疑わ

れる単位区画 
（２）調査方法 

ア 土壌に係る詳細調査 
詳細調査の実施者は、土壌に係る詳細調査について、次に定めるところにより実施する。 

なお、土壌試料の採取の際に、必要に応じて深度別の地層の状況についても把握する。 

分析内容 （ア）深度別の土壌溶出量 

（イ）深度別の土壌含有量 

（１）ア、ウ又はオに該当する単位区画については（ア）に係る詳細

調査を、（１）イに該当する単位区画については（イ）に係る詳細調

査を、（１）エに該当する単位区画については（ア）及び（イ）に係

る詳細調査を実施する。 

分析方法 土壌溶出量に係る詳細調査を実施する場合にあっては法施行規則第６

条第３項第４号に規定する環境大臣が定める方法、土壌含有量に係る

詳細調査を実施する場合にあっては同条第４項第２号に規定する環境

大臣が定める方法 

調査地点 土壌汚染の除去等の措置を実施する区域又は汚染拡散防止の措置を実

施する区域の設定が適切にできるよう、対象地の面積及び汚染状況調

査の結果を考慮し、単位区画ごとに設定することを原則とする。ただ

し、（１）オに該当する単位区画にあっては、汚染の範囲を絞り込む

ため、対象となる単位区画の中から任意の単位区画を選択することが

できる。 

なお、より詳細に汚染を把握するため、単位区画内に複数の調査地点

を設定することができる。 

調査深度 次の（ア）から(ウ)までに掲げる単位区画に応じ、それぞれ当該（ア）

から(ウ)までに定める深度までとする。 

（ア）（１）ア、イ及びウに該当する単位区画 土壌汚染が確認され

た帯水層の底面まで（第二種特定有害物質及び第三種特定有害物質に

ついては、汚染土壌処理基準を超えないことが連続した２深度以上の
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範囲において確認された場合には、その深さまで） 

（イ）（１）エに該当する単位区画 特定有害物質埋立等箇所の位置

の深さ及び特定有害物質埋立等箇所による汚染の影響のある帯水層

（当該特定有害物質埋立等箇所が不明な場合は、最初の帯水層）の底

面まで（第二種特定有害物質及び第三種特定有害物質にあっては、当

該特定有害物質埋立等箇所より深い位置の土壌について、汚染土壌処

理基準を超えないことが連続した２深度以上の範囲において確認され

た場合にはその深さまで） 

（ウ）（１）オに該当する単位区画 地下水汚染が確認された帯水層

の底面まで 

試料採取方法 汚染を拡散させない措置を講じたボーリングにより、地表から深さ１

メートル以上の深度について１メートルごとの土壌（地表から汚染の

おそれが生じた場所の位置の深さまでの土壌を除く。（１）ウに該当

する単位区画及び汚染のおそれが生じた場所の位置の深さの土壌を採

取していない地点にあっては、汚染のおそれが生じた場所の位置の深

さの土壌を含む。）及び汚染のあった帯水層の底面の土壌を採取する。 

なお、より詳細な汚染の把握のため、上記以外の深度の土壌を採取す

ることができる。 

イ 地下水に係る詳細調査 
詳細調査の実施者は、地下水に係る詳細調査について、次に定めるところにより実施する。な

お、地下水試料の採取の際に、必要に応じて深度別の地層の状況及び地下水位の状況についても

把握する。 

また、実施する土壌汚染の除去等の措置又は汚染拡散防止の措置の種類により帯水層の位置の

把握及び不透水層等の位置の把握が必要な場合にあっては、当該措置の実施に必要な地点におい

てこれらについても把握する。 

特定有害物質の区分 第一種特定有害物質 第二種特定有害物質及び第三種

特定有害物質 

分析内容 地下水中の特定有害物質の濃度 

分析方法 法施行規則第６条第２項第２号に規定する環境大臣が定める方法 

調査地点 土壌汚染の除去等の措置又は汚染拡散防止の措置を実施する土地の

地下水汚染の分布を把握できる任意の地点 

試料採取の対象とす

る地下水 

汚染が確認された帯水層 

試料採取方法 ２（９）ウの地下水調査と同様の

方法 

２（１０）イの地下水調査と同様

の方法 

 
第第４４  計計画画のの策策定定及及びび実実施施 
１ 土壌地下水汚染対策計画及び汚染拡散防止計画の目標 

（１）条例第１１４条第１項、第１１５条第２項並びに第１１６条第４項（第１１６条の２第２項にお

いて準用する場合を含む。）及び第９項（第１１６条の２第２項において準用する場合を含む。）に

規定する土壌地下水汚染対策計画書（以下「対策計画書」という。）に記載する計画（以下「対策計

画」という。）は、２（２）に掲げる土壌汚染の除去等の措置の範囲内において、土壌汚染による人

の健康に係る被害が生ずるおそれがない状態とすること及び土壌汚染による周辺への地下水汚染の

拡大のない状態とすること並びにこれらの状態を維持することを目標とする。また、土壌汚染の除

去等の措置に伴い汚染がある土地の改変（土地の改変（汚染土壌がある土地において行うものに限

る。）又は汚染地の改変をいう。以下同じ。）を行う場合にあっては、汚染がある土地の改変に伴う

汚染の拡散を防止することも目標に含めるものとする。 
（２）条例第１１６条の３第１項並びに第１１７条第３項及び第７項に規定する汚染拡散防止計画書（以

下「拡散防止計画書」という。）に記載する計画（以下「拡散防止計画」という。）は、３（２）に

掲げる汚染拡散防止の措置の範囲内において、汚染がある土地の改変に伴う汚染の拡散を防止する

こと並びに当該汚染がある土地の改変の終了後において土壌汚染による人の健康被害が生ずるおそ
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範囲において確認された場合には、その深さまで） 

（イ）（１）エに該当する単位区画 特定有害物質埋立等箇所の位置

の深さ及び特定有害物質埋立等箇所による汚染の影響のある帯水層

（当該特定有害物質埋立等箇所が不明な場合は、最初の帯水層）の底

面まで（第二種特定有害物質及び第三種特定有害物質にあっては、当

該特定有害物質埋立等箇所より深い位置の土壌について、汚染土壌処

理基準を超えないことが連続した２深度以上の範囲において確認され

た場合にはその深さまで） 

（ウ）（１）オに該当する単位区画 地下水汚染が確認された帯水層

の底面まで 

試料採取方法 汚染を拡散させない措置を講じたボーリングにより、地表から深さ１

メートル以上の深度について１メートルごとの土壌（地表から汚染の

おそれが生じた場所の位置の深さまでの土壌を除く。（１）ウに該当

する単位区画及び汚染のおそれが生じた場所の位置の深さの土壌を採

取していない地点にあっては、汚染のおそれが生じた場所の位置の深

さの土壌を含む。）及び汚染のあった帯水層の底面の土壌を採取する。 

なお、より詳細な汚染の把握のため、上記以外の深度の土壌を採取す

ることができる。 

イ 地下水に係る詳細調査 
詳細調査の実施者は、地下水に係る詳細調査について、次に定めるところにより実施する。な

お、地下水試料の採取の際に、必要に応じて深度別の地層の状況及び地下水位の状況についても

把握する。 

また、実施する土壌汚染の除去等の措置又は汚染拡散防止の措置の種類により帯水層の位置の

把握及び不透水層等の位置の把握が必要な場合にあっては、当該措置の実施に必要な地点におい

てこれらについても把握する。 

特定有害物質の区分 第一種特定有害物質 第二種特定有害物質及び第三種

特定有害物質 

分析内容 地下水中の特定有害物質の濃度 

分析方法 法施行規則第６条第２項第２号に規定する環境大臣が定める方法 

調査地点 土壌汚染の除去等の措置又は汚染拡散防止の措置を実施する土地の

地下水汚染の分布を把握できる任意の地点 

試料採取の対象とす

る地下水 

汚染が確認された帯水層 

試料採取方法 ２（９）ウの地下水調査と同様の

方法 

２（１０）イの地下水調査と同様

の方法 

 
第第４４  計計画画のの策策定定及及びび実実施施 
１ 土壌地下水汚染対策計画及び汚染拡散防止計画の目標 

（１）条例第１１４条第１項、第１１５条第２項並びに第１１６条第４項（第１１６条の２第２項にお

いて準用する場合を含む。）及び第９項（第１１６条の２第２項において準用する場合を含む。）に

規定する土壌地下水汚染対策計画書（以下「対策計画書」という。）に記載する計画（以下「対策計

画」という。）は、２（２）に掲げる土壌汚染の除去等の措置の範囲内において、土壌汚染による人

の健康に係る被害が生ずるおそれがない状態とすること及び土壌汚染による周辺への地下水汚染の

拡大のない状態とすること並びにこれらの状態を維持することを目標とする。また、土壌汚染の除

去等の措置に伴い汚染がある土地の改変（土地の改変（汚染土壌がある土地において行うものに限

る。）又は汚染地の改変をいう。以下同じ。）を行う場合にあっては、汚染がある土地の改変に伴う

汚染の拡散を防止することも目標に含めるものとする。 
（２）条例第１１６条の３第１項並びに第１１７条第３項及び第７項に規定する汚染拡散防止計画書（以

下「拡散防止計画書」という。）に記載する計画（以下「拡散防止計画」という。）は、３（２）に

掲げる汚染拡散防止の措置の範囲内において、汚染がある土地の改変に伴う汚染の拡散を防止する

こと並びに当該汚染がある土地の改変の終了後において土壌汚染による人の健康被害が生ずるおそ

 

れがない状態にすること及び周辺への地下水汚染の拡大のない状態にすることを目標とする。 
 
２ 対策計画の策定及び実施 

次に掲げる事項について、それぞれ定める方法により対策計画を策定し、対策計画に基づいて対策

を実施するものとする。 

（１）汚染の状況 
対策計画の策定に必要な汚染状況調査の結果を整理し、土壌汚染が生じている区画について、汚

染状況に応じて特定有害物質の種類ごとに次のとおり区域を設定する。ただし、（３）で調査を追

加する場合にあっては、当該調査の結果も考慮して区域を設定するものとする。 
区域の名称 対象となる区画 

要対策区域 規則第５４条第３項に該当する区画 

地下水汚染拡

大防止区域 

規則第５５条の２に該当し、かつ、次のア又はイのいずれかに該当す

る区画（規則第５５条第３項各号に該当する土地を除く。） 

ア 対象地内において一定濃度を超える土壌汚染（第二溶出量基準

を超える土壌の汚染又は第二地下水基準を超える地下水の汚染を

いう。以下同じ。）がある区画 

イ 対象地境界において第二地下水基準を超過した場合は、対象地

境界の調査地点を含む区画（ただし、当該調査地点が区画の線が

引かれていない場所である場合にあっては、汚染状況調査におい

て区画した線又は当該線を延長した線並びにこれらと平行して１

０メートル間隔で引いた線により区画したときに調査地点を含む

区画） 

要管理区域 要対策区域及び地下水汚染拡大防止区域のいずれにも該当せず、かつ、

汚染土壌の存在が認められた区画 

（２）土壌汚染の除去等の措置の範囲 
土壌汚染の除去等の措置の範囲は、（１）で設定した区域ごとに、次のとおりとする。 
ア 要対策区域 

汚染土壌が存在する範囲 

イ 地下水汚染拡大防止区域 
第二溶出量基準を超える汚染土壌が存在する範囲及び第二地下水基準を超える地下水が存在

する範囲（ただし、汚染がある土地の改変をする場合であって、その範囲に第二溶出量基準を超

える汚染土壌以外の汚染土壌があるときは当該汚染土壌がある範囲を含む。） 

ウ 要管理区域 
汚染土壌が存在し、かつ、汚染がある土地の改変を行う範囲 

（３）土壌汚染の除去等の措置の方法及びその選択理由 
アの区域ごとの措置の方針に応じて、イの土壌汚染の除去等の措置の方法を選定し、当該選定し

た措置の方法に対応するウの措置の方法の内容に従って実施する。 
土壌汚染の除去等の措置の方法の種類は、別表左欄に掲げる（ア）から（コ）までの１０種類の

措置の方法とする。 
土壌汚染の除去等の措置の方法の選定に当たっては、措置の実施に伴う環境面、経済面及び社会

面への影響を考慮するよう努め、必要に応じて関係者とともに検討した上で、選定した措置の方法

の選択理由を対策計画書に記載するものとする。 
土壌汚染の除去等の措置の実施に当たり、より詳細に汚染状況を把握する必要がある場合には、

第３ ３に規定する詳細調査を実施するものとする。 
ア 区域ごとの措置の方針 
（ア）要対策区域 

次のａからｃまでに掲げる場合の区分に応じ、措置の方針を定める。 

ａ 溶出量基準を超える汚染土壌があり、地下水の汚染状態が地下水基準を超えている場合 
土壌溶出量が汚染土壌処理基準以下となるように措置を実施し、又は溶出量基準を超える

汚染土壌を適切に封じ込めること。 
ｂ 溶出量基準を超える汚染土壌があり、地下水の汚染状態が地下水基準以下である場合 
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土壌溶出量が汚染土壌処理基準以下となるように措置を実施し、溶出量基準を超える汚染

土壌を適切に封じ込め、又は地下水の汚染状態が地下水基準以下であることを継続監視する

こと。 
ｃ 含有量基準を超える汚染土壌があり、被覆等の措置が実施されていない場合 

土壌含有量が汚染土壌処理基準以下となるように汚染を除去し、又は被覆等の措置により

含有量基準を超える汚染土壌と人との接触を遮断すること。 
（イ）地下水汚染拡大防止区域 

次のａ又はｂに掲げる場合の区分に応じ、それぞれａ又はｂに措置の方針を定める。 

ａ 対象地境界において地下水の汚染状態が第二地下水基準を超えている場合 
対象地境界において、地下水が第二地下水基準以下となるように措置を実施し、又は封じ

込め等の方法により地下水汚染の拡大を防止すること。 
ｂ 対象地境界において地下水の汚染状態が第二地下水基準以下である場合 

第二溶出量基準を超える汚染土壌及び第二地下水基準を超える地下水を除去し、若しくは

適切に封じ込め、又は対象地境界において地下水の汚染状態が第二地下水基準以下であるこ

とを継続監視すること。 
（ウ）要管理区域 

汚染がある土地の改変に伴う土壌汚染の拡大を防止し、措置の完了時に規則第５４条第３項

及び規則第５５条の２のいずれにも該当しない土地とすること。 

イ 土壌汚染の除去等の措置の方法の選定 
（ア）要対策区域 

次のａからｃまでに掲げる場合の区分に応じ、それぞれａからｃまでに定める措置の方法を

選定する。 

ａ 溶出量基準を超える汚染土壌があり、地下水の汚染状態が地下水基準を超えている場合 
溶出量基準を超えている特定有害物質の種類に応じ、別表に掲げる措置の方法のうち、土

壌汚染の除去、封じ込め、不溶化及び地下水汚染の拡大の防止のいずれかを選定する。 
ｂ 溶出量基準を超える汚染土壌があり、地下水の汚染状態が地下水基準以下である場合 

溶出量基準を超えている特定有害物質の種類に応じ、別表に掲げる措置の方法のうち、土

壌汚染の除去、封じ込め、不溶化、地下水汚染の拡大の防止又は地下水の水質の継続監視の

いずれかを選定する。 
ｃ 含有量基準を超える汚染土壌がある場合 

土壌汚染の除去、土壌入換え、盛土、舗装又は立入禁止のいずれかを選定する。ただし、

乳幼児の砂遊び若しくは土遊びに日常的に利用されている砂場若しくは園庭の敷地又は遊

園地その他の遊戯設備により乳幼児に屋外において遊戯をさせる施設の用に供されている

土地であって土地の形質の変更が頻繁に行われることによりア（ア）ｃに定める方針を満た

さないおそれがあると認められる場合は、土壌汚染の除去、舗装又は立入禁止のいずれかを

選定する。 
（イ）地下水汚染拡大防止区域 

次のａ又はｂに掲げる場合の区分に応じ、それぞれａ又はｂに定める措置の方法を選定する。 

ａ 対象地境界において地下水の汚染状態が第二地下水基準を超えている場合 
溶出量基準を超えている特定有害物質の種類に応じ、別表に掲げる措置の方法のうち、土

壌汚染の除去、一定濃度を超える土壌汚染の除去、封じ込め、不溶化又は地下水汚染の拡大

の防止のいずれかを選定する。土壌汚染の除去、一定濃度を超える土壌汚染の除去、封じ込

め又は不溶化のいずれかを選定した場合にあっては、当該措置の方法の実施の期間中、対象

地境界においてウ（カ）ｂの地下水の水質の継続監視を併せて実施する。 
ｂ 対象地境界において地下水の汚染状態が第二地下水基準以下である場合 

溶出量基準を超えている特定有害物質の種類に応じ、別表に掲げる措置の方法のうち、土

壌汚染の除去、一定濃度を超える土壌汚染の除去、封じ込め、不溶化、地下水汚染の拡大の

防止及び地下水の水質の継続監視のいずれかを選定する。土壌汚染の除去、一定濃度を超え

る土壌汚染の除去、封じ込め又は不溶化のいずれかを選定した場合にあっては、当該措置の

方法の実施の期間中、対象地境界においてウ（カ）ｂの地下水の水質の継続監視を併せて実

施する。 
（ウ）要管理区域 
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土壌溶出量が汚染土壌処理基準以下となるように措置を実施し、溶出量基準を超える汚染

土壌を適切に封じ込め、又は地下水の汚染状態が地下水基準以下であることを継続監視する

こと。 
ｃ 含有量基準を超える汚染土壌があり、被覆等の措置が実施されていない場合 

土壌含有量が汚染土壌処理基準以下となるように汚染を除去し、又は被覆等の措置により

含有量基準を超える汚染土壌と人との接触を遮断すること。 
（イ）地下水汚染拡大防止区域 

次のａ又はｂに掲げる場合の区分に応じ、それぞれａ又はｂに措置の方針を定める。 

ａ 対象地境界において地下水の汚染状態が第二地下水基準を超えている場合 
対象地境界において、地下水が第二地下水基準以下となるように措置を実施し、又は封じ

込め等の方法により地下水汚染の拡大を防止すること。 
ｂ 対象地境界において地下水の汚染状態が第二地下水基準以下である場合 

第二溶出量基準を超える汚染土壌及び第二地下水基準を超える地下水を除去し、若しくは

適切に封じ込め、又は対象地境界において地下水の汚染状態が第二地下水基準以下であるこ

とを継続監視すること。 
（ウ）要管理区域 

汚染がある土地の改変に伴う土壌汚染の拡大を防止し、措置の完了時に規則第５４条第３項

及び規則第５５条の２のいずれにも該当しない土地とすること。 

イ 土壌汚染の除去等の措置の方法の選定 
（ア）要対策区域 

次のａからｃまでに掲げる場合の区分に応じ、それぞれａからｃまでに定める措置の方法を

選定する。 

ａ 溶出量基準を超える汚染土壌があり、地下水の汚染状態が地下水基準を超えている場合 
溶出量基準を超えている特定有害物質の種類に応じ、別表に掲げる措置の方法のうち、土

壌汚染の除去、封じ込め、不溶化及び地下水汚染の拡大の防止のいずれかを選定する。 
ｂ 溶出量基準を超える汚染土壌があり、地下水の汚染状態が地下水基準以下である場合 

溶出量基準を超えている特定有害物質の種類に応じ、別表に掲げる措置の方法のうち、土

壌汚染の除去、封じ込め、不溶化、地下水汚染の拡大の防止又は地下水の水質の継続監視の

いずれかを選定する。 
ｃ 含有量基準を超える汚染土壌がある場合 

土壌汚染の除去、土壌入換え、盛土、舗装又は立入禁止のいずれかを選定する。ただし、

乳幼児の砂遊び若しくは土遊びに日常的に利用されている砂場若しくは園庭の敷地又は遊

園地その他の遊戯設備により乳幼児に屋外において遊戯をさせる施設の用に供されている

土地であって土地の形質の変更が頻繁に行われることによりア（ア）ｃに定める方針を満た

さないおそれがあると認められる場合は、土壌汚染の除去、舗装又は立入禁止のいずれかを

選定する。 
（イ）地下水汚染拡大防止区域 

次のａ又はｂに掲げる場合の区分に応じ、それぞれａ又はｂに定める措置の方法を選定する。 

ａ 対象地境界において地下水の汚染状態が第二地下水基準を超えている場合 
溶出量基準を超えている特定有害物質の種類に応じ、別表に掲げる措置の方法のうち、土

壌汚染の除去、一定濃度を超える土壌汚染の除去、封じ込め、不溶化又は地下水汚染の拡大

の防止のいずれかを選定する。土壌汚染の除去、一定濃度を超える土壌汚染の除去、封じ込

め又は不溶化のいずれかを選定した場合にあっては、当該措置の方法の実施の期間中、対象

地境界においてウ（カ）ｂの地下水の水質の継続監視を併せて実施する。 
ｂ 対象地境界において地下水の汚染状態が第二地下水基準以下である場合 

溶出量基準を超えている特定有害物質の種類に応じ、別表に掲げる措置の方法のうち、土

壌汚染の除去、一定濃度を超える土壌汚染の除去、封じ込め、不溶化、地下水汚染の拡大の

防止及び地下水の水質の継続監視のいずれかを選定する。土壌汚染の除去、一定濃度を超え

る土壌汚染の除去、封じ込め又は不溶化のいずれかを選定した場合にあっては、当該措置の

方法の実施の期間中、対象地境界においてウ（カ）ｂの地下水の水質の継続監視を併せて実

施する。 
（ウ）要管理区域 

 

汚染がある土地の改変に伴い、土壌汚染の除去等の措置の方法を実施する場合は、次のａ及

びｂに従って措置の方法を選定する。 

ａ 溶出量基準を超えている場合 
溶出量基準を超えている特定有害物質の種類に応じ、別表に掲げる措置の方法のうち、土

壌汚染の除去、封じ込め及び不溶化のいずれかを選定する。 
ｂ 含有量基準を超えている場合 

土壌汚染の除去、土壌入換え、盛土、舗装又は立入禁止のいずれかを選定する。 
ウ 措置の方法の内容 

イで選定した措置の方法に応じて次の（ア）から（コ）までに掲げる措置の方法の内容に従っ

て実施する。 

（ア）土壌汚染の除去 
次のａ又はｂの措置の方法をそれぞれの内容に従って実施する。 

ａ 汚染土壌の掘削による除去 
汚染土壌を掘削し、掘削した場所を汚染土壌以外の土壌（汚染土壌を特定有害物質が水に

溶出しないように性状を変更して汚染土壌以外の土壌となったものを除く。以下同じ。）に

より埋める。ただし、建築物又は工作物の建設を行う場合等掘削した場所に土壌を埋める必

要がない場合は、この限りでない。 
ｂ 原位置での浄化による除去 

土壌中の気体又は地下水に含まれる特定有害物質を抽出し、又は分解する方法その他の汚

染土壌を掘削せずに行う方法により、汚染土壌から特定有害物質を除去する。 
（イ）一定濃度を超える土壌汚染の除去 

次のａ、ｂ又はｃの措置の方法をそれぞれの内容に従って実施する。 

ａ 第二溶出量基準を超える汚染土壌の掘削による除去 
第二溶出量基準を超える汚染土壌を掘削し、掘削した場所を第二溶出量基準以下で、かつ、

溶出量基準を超える汚染土壌（第二溶出量基準を超える汚染土壌を、特定有害物質が水に溶

出しないように性状を変更することにより第二溶出量基準を超える汚染土壌以外の土壌と

したものを除く。以下同じ。）により埋める。ただし、地表から５０センチメートルまでの

深さに含有量基準を超える汚染土壌を埋め戻すときは、埋め戻した範囲について（ク）から

（コ）までのうちいずれかの措置の方法を併せて実施する。 
ｂ 第二溶出量基準を超える汚染土壌の原位置での浄化による除去 

土壌中の気体又は地下水に含まれる特定有害物質を抽出し、又は分解する方法その他の汚

染土壌を掘削せずに行う方法により、汚染土壌から特定有害物質を除去し、第二溶出量基準

以下で、かつ、溶出量基準を超える汚染状態にある土壌とする。 
ｃ 第二地下水基準を超える地下水の浄化 

土壌中の気体又は地下水に含まれる特定有害物質を抽出し、又は分解する方法その他の方

法により、地下水から特定有害物質を除去し、第二地下水基準以下の地下水とする。ただし、

第二溶出量基準を超える汚染土壌が確認されている場合は、汚染土壌に対する措置の方法と

併せて実施する。 
（ウ）封じ込め 

次のａ、ｂ又はｃの措置の方法をそれぞれの内容に従って実施する。 

ａ 原位置封じ込め 
次の（ａ）から（ｆ）までに掲げる手順に従って実施する。 

（ａ）第二溶出量基準を超える汚染状態にある土地にあっては、汚染土壌を特定有害物質が水

に溶出しないように性状を変更する方法、土壌中の気体又は地下水に含まれる特定有害物

質を抽出し、又は分解する方法その他の方法により、第二溶出量基準以下の汚染状態にあ

る土壌とする。 
（ｂ）（ａ）により第二溶出量基準以下の汚染状態とした土壌について、法施行規則別表第８ 

２の項ニの方法の例により第二溶出量基準以下の汚染状態にあることを確認する。 
（ｃ）汚染土壌のある範囲の側面を囲み、汚染土壌の下にある不透水層（厚さが５メートル以

上であり、かつ、透水係数が毎秒１００ナノメートル（岩盤にあっては、ルジオン値が１）

以下である地層又はこれと同等以上の遮水の効力を有する地層をいう。）であって、最も

浅い位置にあるものの深さまで、鋼矢板その他の遮水の効力を有する構造物を設置する。 
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（ｄ）（ｃ）の構造物により囲まれた範囲の土地を、厚さが１０センチメートル以上のコンク

リート又は厚さが３センチメートル以上のアスファルトにより覆う。 
（ｅ）（ｄ）により設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講じる。 
（ｆ）表面をコンクリート又はアスファルトとすることが適当でないと認められる用途に用い

られている土地にあっては、必要に応じ（ｄ）により設けられた覆いの表面を汚染土壌以

外の土壌により覆う。 
ｂ 遮水工封じ込め 

次の（ａ）から（ｆ）までに掲げる手順に従って実施する。 
（ａ）汚染土壌を掘削し、掘削した汚染土壌のうち第二溶出量基準を超える汚染状態にあるも

のについては、特定有害物質が水に溶出しないように性状を変更する方法、土壌中の気体

又は地下水に含まれる特定有害物質を抽出し、又は分解する方法その他の方法により、第

二溶出量基準以下の汚染状態にある土壌とする。 
（ｂ）（ａ）により第二溶出量基準以下の汚染状態とした土壌について、法施行規則別表第８ 

３の項ニの方法の例により第二溶出量基準以下の汚染状態にあることを確認する。 
（ｃ）対策を実施する範囲内において不織布その他の物の表面に二重の遮水シートを敷設した

遮水層又はこれと同等以上の効力を有する遮水層を有する遮水工を設置し、その内部に

（ａ）により掘削された汚染土壌を埋め戻す。 
（ｄ）（ｃ）により埋め戻された場所を、厚さが１０センチメートル以上のコンクリート又は

厚さが３センチメートル以上のアスファルトにより覆う。 
（ｅ）（ｄ）により設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講じる。 
（ｆ）表面をコンクリート又はアスファルトとすることが適当でないと認められる用途に用い

られている土地にあっては、必要に応じ（ｄ）により設けられた覆いの表面を汚染土壌以

外の土壌により覆う。 
ｃ 遮断工封じ込め 

次の（ａ）から（ｆ）までに掲げる手順に従って実施する。 
（ａ）汚染土壌を掘削する。 
（ｂ）対策を実施する範囲内において汚染土壌の投入のための開口部を除き、次のⅠからⅢま

での要件を備えた仕切設備を設ける。 
Ⅰ 一軸圧縮強度が１平方ミリメートルにつき２５ニュートン以上で、水密性を有する鉄

筋コンクリートで造られ、かつ、その厚さが３５センチメートル以上であること又はこ

れと同等以上の遮断の効力を有すること。 
Ⅱ 埋め戻す汚染土壌と接する面が遮水の効力及び腐食防止の効力を有する材料により

十分に覆われていること。 
Ⅲ 目視その他の方法により損壊の有無を点検できる構造であること。 

（ｃ）（ｂ）により設けられた仕切設備の内部に、（ａ）により掘削した汚染土壌を埋め戻す。 
（ｄ）（ｃ）により埋め戻しを行った後、開口部を（ｂ）ⅠからⅢまでの要件を備えた覆いに

より閉鎖する。 
（ｅ）（ｄ）により設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講じる。 
（ｆ）表面をコンクリート又はアスファルトとすることが適当でないと認められる用途に用い

られている土地にあっては、必要に応じ（ｄ）により設けられた覆いの表面を汚染土壌以

外の土壌により覆う。 
（エ）不溶化 

次のａ又はｂの措置の方法をそれぞれの内容に従って実施する。 

ａ 原位置不溶化 
次に掲げる手順に従って実施する。 

（ａ）汚染土壌を、薬剤の注入その他の汚染土壌を掘削せずに行う方法により特定有害物質が

水に溶出しないように性状を変更して、汚染土壌処理基準以下の汚染状態にある土壌とす

る。 
（ｂ）（ａ）により性状の変更を行った範囲について、周辺への汚染土壌又は特定有害物質の

飛散、揮散又は流出（以下「飛散等」という。）を防止するため、シートにより覆うこと

その他の措置を講じる。 
ｂ 不溶化埋め戻し 
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（ｄ）（ｃ）の構造物により囲まれた範囲の土地を、厚さが１０センチメートル以上のコンク

リート又は厚さが３センチメートル以上のアスファルトにより覆う。 
（ｅ）（ｄ）により設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講じる。 
（ｆ）表面をコンクリート又はアスファルトとすることが適当でないと認められる用途に用い

られている土地にあっては、必要に応じ（ｄ）により設けられた覆いの表面を汚染土壌以

外の土壌により覆う。 
ｂ 遮水工封じ込め 

次の（ａ）から（ｆ）までに掲げる手順に従って実施する。 
（ａ）汚染土壌を掘削し、掘削した汚染土壌のうち第二溶出量基準を超える汚染状態にあるも

のについては、特定有害物質が水に溶出しないように性状を変更する方法、土壌中の気体

又は地下水に含まれる特定有害物質を抽出し、又は分解する方法その他の方法により、第

二溶出量基準以下の汚染状態にある土壌とする。 
（ｂ）（ａ）により第二溶出量基準以下の汚染状態とした土壌について、法施行規則別表第８ 

３の項ニの方法の例により第二溶出量基準以下の汚染状態にあることを確認する。 
（ｃ）対策を実施する範囲内において不織布その他の物の表面に二重の遮水シートを敷設した

遮水層又はこれと同等以上の効力を有する遮水層を有する遮水工を設置し、その内部に

（ａ）により掘削された汚染土壌を埋め戻す。 
（ｄ）（ｃ）により埋め戻された場所を、厚さが１０センチメートル以上のコンクリート又は

厚さが３センチメートル以上のアスファルトにより覆う。 
（ｅ）（ｄ）により設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講じる。 
（ｆ）表面をコンクリート又はアスファルトとすることが適当でないと認められる用途に用い

られている土地にあっては、必要に応じ（ｄ）により設けられた覆いの表面を汚染土壌以

外の土壌により覆う。 
ｃ 遮断工封じ込め 

次の（ａ）から（ｆ）までに掲げる手順に従って実施する。 
（ａ）汚染土壌を掘削する。 
（ｂ）対策を実施する範囲内において汚染土壌の投入のための開口部を除き、次のⅠからⅢま

での要件を備えた仕切設備を設ける。 
Ⅰ 一軸圧縮強度が１平方ミリメートルにつき２５ニュートン以上で、水密性を有する鉄

筋コンクリートで造られ、かつ、その厚さが３５センチメートル以上であること又はこ

れと同等以上の遮断の効力を有すること。 
Ⅱ 埋め戻す汚染土壌と接する面が遮水の効力及び腐食防止の効力を有する材料により

十分に覆われていること。 
Ⅲ 目視その他の方法により損壊の有無を点検できる構造であること。 

（ｃ）（ｂ）により設けられた仕切設備の内部に、（ａ）により掘削した汚染土壌を埋め戻す。 
（ｄ）（ｃ）により埋め戻しを行った後、開口部を（ｂ）ⅠからⅢまでの要件を備えた覆いに

より閉鎖する。 
（ｅ）（ｄ）により設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講じる。 
（ｆ）表面をコンクリート又はアスファルトとすることが適当でないと認められる用途に用い

られている土地にあっては、必要に応じ（ｄ）により設けられた覆いの表面を汚染土壌以

外の土壌により覆う。 
（エ）不溶化 

次のａ又はｂの措置の方法をそれぞれの内容に従って実施する。 

ａ 原位置不溶化 
次に掲げる手順に従って実施する。 

（ａ）汚染土壌を、薬剤の注入その他の汚染土壌を掘削せずに行う方法により特定有害物質が

水に溶出しないように性状を変更して、汚染土壌処理基準以下の汚染状態にある土壌とす

る。 
（ｂ）（ａ）により性状の変更を行った範囲について、周辺への汚染土壌又は特定有害物質の

飛散、揮散又は流出（以下「飛散等」という。）を防止するため、シートにより覆うこと

その他の措置を講じる。 
ｂ 不溶化埋め戻し 

 

 次の（ａ）から（ｃ）までに掲げる手順に従って実施する。 
（ａ）汚染土壌を掘削し、掘削した汚染土壌を薬剤の注入その他の方法により特定有害物質が

水に溶出しないように性状を変更して、汚染土壌処理基準以下の汚染状態にある土壌とす

る。 
（ｂ）（ａ）により性状の変更を行った土壌について、おおむね１００立方メートルごとに５

点から採取した土壌をそれぞれ同じ重量混合し、当該土壌が溶出量基準以下の汚染状態に

あることを確認した後、掘削した場所に埋め戻す。 
（ｃ）（ｂ）により埋め戻された場所について、周辺への汚染土壌又は特定有害物質の飛散等

を防止するため、シートにより覆うことその他の措置を講じる。 
（オ）地下水汚染の拡大の防止 

次のａ又はｂの措置の方法をそれぞれの内容に従って実施する。 

ａ 揚水施設による地下水汚染の拡大の防止 
 次の（ａ）から（ｃ）までに掲げる手順に従って実施する。 

（ａ）土壌の汚染に起因する汚染地下水（要対策区域の場合は地下水基準を超える地下水、地

下水汚染拡大防止区域の場合は第二地下水基準を超える地下水のことをいう。以下同じ。）

の拡大を的確に防止できると認められる地点に揚水施設を設置し、地下水を揚水する。 
（ｂ）（ａ）により揚水した地下水に含まれる特定有害物質を除去し、排出水基準 （汚染土

壌処理業に関する省令（平成二十一年環境省令第十号）第４条第１号リ（１） に規定す
る排出水基準をいう。）に適合させて公共用水域に排出するか、又は当該地下水の水質を

排除基準（同号ヌ（１）に規定する排除基準をいう。）に適合させて下水道に排除する。 
（ｃ）当該土地の汚染地下水が拡大するおそれがあると認められる範囲であって、汚染土壌の

ある範囲の周縁に観測井を設け、１年に４回以上定期的に地下水を採取し、汚染地下水が

措置を実施する範囲の外に拡大していないことを確認する。この場合において、隣り合う

観測井の間の距離は、３０メートルを超えてはならない。 
ｂ 透過性地下水浄化壁による地下水汚染の拡大の防止 

 次に掲げる手順に従って実施する。 
（ａ）当該土地において土壌の汚染に起因する汚染地下水の拡大を的確に防止できると認めら

れる地点に透過性地下水浄化壁（汚染された地下水を通過させる過程において、特定有害

物質を分解し、又は吸着する方法により、当該汚染された地下水を地下水基準以下にする

ために必要な機能を備えた設備であって、地中に設置された設備をいう。）を設置するこ

と。 
（ｂ）当該土地の汚染地下水が拡大するおそれがあると認められる範囲であって、汚染土壌の

ある範囲の周縁に観測井を設け、１年に４回以上定期的に地下水を採取し、汚染地下水が

措置を実施する範囲の外に拡大していないことを確認すること。この場合において、隣り

合う観測井の間の距離は、３０メートルを超えてはならない。 
（カ）地下水の水質の継続監視 

次のａ又はｂに掲げる場合の区分に応じて、それぞれの内容に従って実施する。 
ａ 要対策区域で実施する場合 

当該土地において土壌の汚染に起因する地下水の汚染の状況を的確に把握できると認め

られる地点に観測井を設け、設置してから最初の１年は４回以上、２年目から１０年目まで

は１年に１回以上、１１年目以降は２年に１回以上、定期的に地下水を採取し、当該地下水

の特定有害物質の濃度を測定する。 
ｂ 地下水汚染拡大防止区域で実施する場合 

当該土地において土壌の汚染に起因する地下水の汚染の状況を的確に把握できると認め

られる対象地境界周辺の地点に観測井を設け、次の（ａ）から（ｃ）までに掲げる措置実施

前の対象地内の地下水の汚染状態に応じて当該（ａ）から（ｃ）までに掲げる頻度により定

期的に地下水を採取し、当該地下水の特定有害物質の濃度を測定する。 
（ａ）措置実施前の地下水の汚染状態が地下水基準以下である場合 

年１回以上 
（ｂ）措置実施前の地下水の汚染状態が地下水基準を超え、かつ、第二地下水基準以下である

場合 
年２回以上 
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（ｃ）措置実施前の地下水の汚染状態が第二地下水基準を超える場合 
年４回以上 

（キ）土壌入換え 
次のａ又はｂの措置の方法をそれぞれの内容に従って実施する。 

ａ 区域外土壌入換え 
次の（ａ）から（ｃ）までに掲げる手順に従って実施する。 

（ａ）対策を実施する範囲内の土壌を掘削し、（ｂ）により覆いを設けた際に当該土地に建築

されている建築物に居住する者の日常の生活に著しい支障を生じさせないようにするこ

と。 
（ｂ）対策を実施する範囲のうち地表から深さ５０センチメートルまでに汚染土壌のある範囲

を、まず、砂利その他の土壌以外のもので覆い、次に、厚さが５０センチメートル以上の

汚染土壌以外の土壌（当該土地の傾斜が著しいことその他の理由により土壌を用いること

が困難であると認められる場合には、モルタルその他の土壌以外のものであって、容易に

取り外すことができないもの（以下「モルタル等」という。））により覆うこと。 
（ｃ）（ｂ）により設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講じること。 
ｂ 区域内土壌入換え 

次の（ａ）から（ｄ）までに掲げる手順に従って実施する。 
（ａ）汚染土壌のある範囲において、汚染土壌及び地表から当該汚染土壌のある深さより５０

センチメートル以上深い深さまでの汚染土壌以外の土壌を掘削すること。 
（ｂ）（ａ）により掘削を行った場所に（ａ）により掘削された汚染土壌を埋め戻すこと。 
（ｃ）（ｂ）により埋め戻された場所について、まず、砂利その他の土壌以外のもので覆い、

次に、（ａ）により掘削された汚染土壌以外の土壌により覆うこと。 
（ｄ）（ｃ）により設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講じること。 

（ク）盛土 
次に掲げる手順に従って実施する。 

ａ 対策を実施する範囲を、まず、砂利その他の土壌以外のもので覆い、次に、厚さが５０セ

ンチメートル以上の汚染土壌以外の土壌（当該範囲の傾斜が著しいことその他の理由により

土壌を用いることが困難であると認められる場合には、モルタル等）により覆うこと。 
ｂ ａにより設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講じること。 

（ケ）舗装 
次に掲げる手順に従って実施する。 

ａ 対策を実施する範囲を、厚さが１０センチメートル以上のコンクリート若しくは厚さが３

センチメートル以上のアスファルト又はこれと同等以上の耐久性及び遮断の効力を有する

もの（当該範囲の傾斜が著しいことその他の理由により土壌を用いることが困難であると認

められる場合には、モルタル等）により覆うこと。 
ｂ ａにより設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講じること。 

（コ）立入禁止 
次のａからｃまでに掲げる手順に従って実施する。 

ａ 対策を実施する範囲の周囲に、みだりに人が当該範囲に立ち入ることを防止するための囲

いを設けること。 
ｂ 対策を実施する範囲外への汚染土壌の飛散等を防止するため、シートにより覆うことその

他の措置を講じること。 
ｃ ａにより設けられた囲いの出入口（出入口がない場合にあっては、囲いの周囲のいずれか

の場所）の見やすい部分に、関係者以外の立入りを禁止する旨を表示する立札その他の設備

を設置すること。 
エ 措置の実施の基準 

土壌汚染の除去等の措置又は要管理区域における汚染がある土地の改変（別表に掲げる措置の

方法を実施しない場合に限る。）の実施に当たっては、次の基準に従って実施する。 

（ア）汚染がある土地の改変に当たり、溶出量基準を超える汚染状態にある土壌が帯水層に接する

場合は、法施行規則第４０条第２項第１号（規則第５５条第３項に定める要件に該当する土地

で実施するときは、法施行規則第５３条第１号ロ）の環境大臣が定める基準に適合する施行方

法により汚染がある土地の改変を行うことにより、当該土壌の飛散等を防止するために必要な
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（ｃ）措置実施前の地下水の汚染状態が第二地下水基準を超える場合 
年４回以上 

（キ）土壌入換え 
次のａ又はｂの措置の方法をそれぞれの内容に従って実施する。 

ａ 区域外土壌入換え 
次の（ａ）から（ｃ）までに掲げる手順に従って実施する。 

（ａ）対策を実施する範囲内の土壌を掘削し、（ｂ）により覆いを設けた際に当該土地に建築

されている建築物に居住する者の日常の生活に著しい支障を生じさせないようにするこ

と。 
（ｂ）対策を実施する範囲のうち地表から深さ５０センチメートルまでに汚染土壌のある範囲

を、まず、砂利その他の土壌以外のもので覆い、次に、厚さが５０センチメートル以上の

汚染土壌以外の土壌（当該土地の傾斜が著しいことその他の理由により土壌を用いること

が困難であると認められる場合には、モルタルその他の土壌以外のものであって、容易に

取り外すことができないもの（以下「モルタル等」という。））により覆うこと。 
（ｃ）（ｂ）により設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講じること。 
ｂ 区域内土壌入換え 

次の（ａ）から（ｄ）までに掲げる手順に従って実施する。 
（ａ）汚染土壌のある範囲において、汚染土壌及び地表から当該汚染土壌のある深さより５０

センチメートル以上深い深さまでの汚染土壌以外の土壌を掘削すること。 
（ｂ）（ａ）により掘削を行った場所に（ａ）により掘削された汚染土壌を埋め戻すこと。 
（ｃ）（ｂ）により埋め戻された場所について、まず、砂利その他の土壌以外のもので覆い、

次に、（ａ）により掘削された汚染土壌以外の土壌により覆うこと。 
（ｄ）（ｃ）により設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講じること。 

（ク）盛土 
次に掲げる手順に従って実施する。 

ａ 対策を実施する範囲を、まず、砂利その他の土壌以外のもので覆い、次に、厚さが５０セ

ンチメートル以上の汚染土壌以外の土壌（当該範囲の傾斜が著しいことその他の理由により

土壌を用いることが困難であると認められる場合には、モルタル等）により覆うこと。 
ｂ ａにより設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講じること。 

（ケ）舗装 
次に掲げる手順に従って実施する。 

ａ 対策を実施する範囲を、厚さが１０センチメートル以上のコンクリート若しくは厚さが３

センチメートル以上のアスファルト又はこれと同等以上の耐久性及び遮断の効力を有する

もの（当該範囲の傾斜が著しいことその他の理由により土壌を用いることが困難であると認

められる場合には、モルタル等）により覆うこと。 
ｂ ａにより設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講じること。 

（コ）立入禁止 
次のａからｃまでに掲げる手順に従って実施する。 

ａ 対策を実施する範囲の周囲に、みだりに人が当該範囲に立ち入ることを防止するための囲

いを設けること。 
ｂ 対策を実施する範囲外への汚染土壌の飛散等を防止するため、シートにより覆うことその

他の措置を講じること。 
ｃ ａにより設けられた囲いの出入口（出入口がない場合にあっては、囲いの周囲のいずれか

の場所）の見やすい部分に、関係者以外の立入りを禁止する旨を表示する立札その他の設備

を設置すること。 
エ 措置の実施の基準 

土壌汚染の除去等の措置又は要管理区域における汚染がある土地の改変（別表に掲げる措置の

方法を実施しない場合に限る。）の実施に当たっては、次の基準に従って実施する。 

（ア）汚染がある土地の改変に当たり、溶出量基準を超える汚染状態にある土壌が帯水層に接する

場合は、法施行規則第４０条第２項第１号（規則第５５条第３項に定める要件に該当する土地

で実施するときは、法施行規則第５３条第１号ロ）の環境大臣が定める基準に適合する施行方

法により汚染がある土地の改変を行うことにより、当該土壌の飛散等を防止するために必要な

 

措置を講ずること。 
（イ）（ア）に定めるもののほか、汚染がある土地の改変に当たり、特定有害物質又は特定有害物

質を含む固体若しくは液体の飛散等を防止するために必要な措置を講ずること。 
（ウ）措置の実施後、本指針に定める土壌汚染の除去等の措置の方法が講じられた場合と同等以上

に人の健康に係る被害が生ずるおそれがないようにすること。 
オ 土壌汚染の除去等の措置の特例 
（ア）法の規定による汚染の除去等の措置の実施に係る特例 

法の規定により措置を実施する場合は、ウの規定によらず、法第７条の規定による汚染の除

去等の措置を実施することができる。 

（イ）目標土壌溶出量又は目標地下水濃度を設定する場合の特例 
法施行規則別表第６の規定に準じて目標土壌溶出量又は目標地下水濃度を設定する場合に

は、ウの規定によらず、法施行規則別表第８の方法により対策を実施することができる。 

（４）土壌汚染の除去等の措置の開始及び終了の時期 
土壌汚染の除去等の措置又は要管理区域における汚染がある土地の改変（別表に掲げる措置の方

法を実施しない場合に限る。）の開始及び終了の予定時期を対策計画書に記載する。 
（５）土壌汚染の除去等の措置の期間中の環境保全対策 

土壌汚染の除去等の措置又は要管理区域における汚染がある土地の改変（別表に掲げる措置の方

法を実施しない場合に限る。）の期間中、環境負荷の低減を図るため、次のアからクまでのうち必

要に応じた対策及びケの対策を講じる。 
なお、アからクまでに掲げる対策の選定に当たっては、当該土地で実施が可能な環境保全対策に

ついて積極的に実施を検討すること。 
ア 発生ガス及び排出ガスの対策並びに悪臭の放出及び油の流出の防止対策のための発生地点の

密閉化、ガス等の処理施設の設置等を行う。 
イ 汚水の対象地外への排出防止のための集水施設及び処理施設の設置等を行う。 
ウ 土壌の飛散防止又は措置実施の範囲外への拡散を防止するための散水設備、防風ネット又は洗

車設備の設置等を行う。 
エ 措置の実施による周辺環境への影響について確認するため、対象地の周辺の土壌、公共用水域、

地下水及び大気中の特定有害物質について定期的に測定し、影響が見られる場合にはアからウま

での対策を検証し、当該対策を適切に実施する。 
オ 騒音及び振動の発生を抑制するため、低騒音かつ低振動の機材の使用等を行う。 
カ エネルギーの消費を抑制するため、燃費性能の良い機材及び車両の使用、運搬距離及び運搬手

段の最適化等を行う。 
キ 廃棄物の発生を抑制するため、資材調達量の適正化、リサイクル可能な資材の選択等を行う。 
ク 薬剤等を使用する場合にあっては、当該土地の土壌地下水環境への影響に配慮した材料を選択

する。 
ケ 対象地の周囲の外部から見やすい場所に、次に掲げる事項等について掲示する。 
（ア）汚染の状況 
（イ）措置の区域 
（ウ）措置の方法 
（エ）措置の開始及び終了の時期 
（オ）措置の期間中の環境保全対策 
（カ）措置の進捗状況 
（キ）問合せ窓口 

（６）汚染土壌の運搬及び搬出先での処理の方法 
汚染土壌を対象地外へ搬出する場合には、次に掲げる事項について、それぞれ定める方法により、

運搬及び搬出先での処理を実施する。 
ア 汚染土壌の運搬 

汚染土壌の運搬に当たっては、原則として法施行規則第６５条各号の規定に準じて実施する。

これにより難い場合は、次に掲げるところによるものとし、対策計画において運搬の方法を具体

的に記載する。 

（ア）特定有害物質又は特定有害物質を含む固体若しくは液体の飛散及び地下への浸透を防止する

ために必要な措置を講じること。 
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（イ）運搬に伴う悪臭、騒音、振動等によって生活環境の保全上支障が生じないように必要な措置

を講じること。 
イ 汚染土壌の搬出先での処理 

汚染土壌の搬出先での処理は、次に掲げるところによる。 

（ア）汚染土壌を処理する施設は、法第２２条に基づく許可を有する汚染土壌処理施設とする。 
（イ）汚染土壌処理施設における汚染土壌の処理は、汚染土壌処理業に関する省令第５条で定める

汚染土壌の処理に関する基準に準じて実施するものとする。これにより難い場合は、対策計画

においてその理由及び汚染土壌の適切な処理のために必要な代替措置について具体的に記載

する。 
ウ 管理票の交付等 

汚染土壌の運搬又は処理を他人に委託する場合には、法第２０条の規定に準じ、法施行規則様

式第２９による管理票を運搬受託者へ交付し、回付された管理票の写しを確認し、及び管理票を

保存する。この場合において、法施行規則様式第２９に代えて次の（ア）から（シ）までに掲げ

る事項を記載した管理票を使用することができる。 

（ア）当該委託に係る汚染土壌の特定有害物質による汚染状態 
（イ）当該委託に係る汚染土壌の体積及び重量 
（ウ）管理票の交付年月日及び交付番号 
（エ）管理票交付者の氏名又は名称、住所及び連絡先並びに法人にあっては、その代表者の氏名 
（オ）汚染土壌を搬出する土地の所在地 
（カ）法人にあっては、管理票の交付を担当した者の氏名 
（キ）運搬受託者の氏名又は名称並びに住所及び連絡先 
（ク）運搬の際、積替えを行う場合には、当該積替えを行う場所の所在地並びに所有者の氏名又は

名称及び連絡先 
（ケ）運搬の際、保管を行う場合には、保管施設の所在地並びに所有者の氏名又は名称及び連絡先 
（コ）処理受託者の氏名又は名称並びに住所及び連絡先 
（サ）当該委託に係る汚染土壌の処理を行う汚染土壌を処理する施設の名称及び所在地 
（シ）当該委託に係る汚染土壌の荷姿 
エ 自然由来等基準不適合土壌の搬出及び搬出先での管理の方法 

イ及びウの規定にかかわらず、自然由来等基準不適合土壌の搬出は、次に定めるところによる

ものとする。 

（ア）自然由来等基準不適合土壌は、イ（ア）の汚染土壌処理施設のほか、次の土地等への搬出を

可能とする。 
ａ 同一の自然由来地層の広がりが認められる土地（搬出先の土地において受入土壌を適切に

管理することが可能であると認められる場合に限る。） 
ｂ 同一の港湾内に存する埋立地（搬出先の土地において受入土壌を適切に管理することが可

能であると認められる場合に限る。） 
ｃ 汚染土壌等の受入基準を有する機関等（当該機関の受入基準を満たすことにより、汚染の

拡散につながらないことを担保できる場合に限る。） 
（イ）（ア）ａからｃまでの土地等に搬出する場合は、対策計画において搬出先における土壌の受

入基準及び汚染土壌の管理の方法を記載する。 
（ウ）汚染土壌の搬出、運搬及び受入れについては、都度記録を作成すること。 

（７）土壌汚染の除去等の措置の実施状況の報告時期 
土壌汚染の除去等の措置の実施に当たり、（３）ウに掲げる各措置の方法に係る工事が終了した

時点の報告、地下水の水質の継続監視を実施した場合におけるその調査結果の報告等、措置の実施

状況に係る報告を行う時期を対策計画書に記載する。 
 

３ 拡散防止計画の策定及び実施 

拡散防止計画は、次に掲げる事項について、それぞれ定める方法により策定し、実施するものとす

る。 

なお、拡散防止計画書は、汚染がある土地の改変に着手する日の前までに知事に提出するものとす

る。 

（１）汚染の状況 
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（イ）運搬に伴う悪臭、騒音、振動等によって生活環境の保全上支障が生じないように必要な措置

を講じること。 
イ 汚染土壌の搬出先での処理 

汚染土壌の搬出先での処理は、次に掲げるところによる。 

（ア）汚染土壌を処理する施設は、法第２２条に基づく許可を有する汚染土壌処理施設とする。 
（イ）汚染土壌処理施設における汚染土壌の処理は、汚染土壌処理業に関する省令第５条で定める

汚染土壌の処理に関する基準に準じて実施するものとする。これにより難い場合は、対策計画

においてその理由及び汚染土壌の適切な処理のために必要な代替措置について具体的に記載

する。 
ウ 管理票の交付等 

汚染土壌の運搬又は処理を他人に委託する場合には、法第２０条の規定に準じ、法施行規則様

式第２９による管理票を運搬受託者へ交付し、回付された管理票の写しを確認し、及び管理票を

保存する。この場合において、法施行規則様式第２９に代えて次の（ア）から（シ）までに掲げ

る事項を記載した管理票を使用することができる。 

（ア）当該委託に係る汚染土壌の特定有害物質による汚染状態 
（イ）当該委託に係る汚染土壌の体積及び重量 
（ウ）管理票の交付年月日及び交付番号 
（エ）管理票交付者の氏名又は名称、住所及び連絡先並びに法人にあっては、その代表者の氏名 
（オ）汚染土壌を搬出する土地の所在地 
（カ）法人にあっては、管理票の交付を担当した者の氏名 
（キ）運搬受託者の氏名又は名称並びに住所及び連絡先 
（ク）運搬の際、積替えを行う場合には、当該積替えを行う場所の所在地並びに所有者の氏名又は

名称及び連絡先 
（ケ）運搬の際、保管を行う場合には、保管施設の所在地並びに所有者の氏名又は名称及び連絡先 
（コ）処理受託者の氏名又は名称並びに住所及び連絡先 
（サ）当該委託に係る汚染土壌の処理を行う汚染土壌を処理する施設の名称及び所在地 
（シ）当該委託に係る汚染土壌の荷姿 
エ 自然由来等基準不適合土壌の搬出及び搬出先での管理の方法 

イ及びウの規定にかかわらず、自然由来等基準不適合土壌の搬出は、次に定めるところによる

ものとする。 

（ア）自然由来等基準不適合土壌は、イ（ア）の汚染土壌処理施設のほか、次の土地等への搬出を

可能とする。 
ａ 同一の自然由来地層の広がりが認められる土地（搬出先の土地において受入土壌を適切に

管理することが可能であると認められる場合に限る。） 
ｂ 同一の港湾内に存する埋立地（搬出先の土地において受入土壌を適切に管理することが可

能であると認められる場合に限る。） 
ｃ 汚染土壌等の受入基準を有する機関等（当該機関の受入基準を満たすことにより、汚染の

拡散につながらないことを担保できる場合に限る。） 
（イ）（ア）ａからｃまでの土地等に搬出する場合は、対策計画において搬出先における土壌の受

入基準及び汚染土壌の管理の方法を記載する。 
（ウ）汚染土壌の搬出、運搬及び受入れについては、都度記録を作成すること。 

（７）土壌汚染の除去等の措置の実施状況の報告時期 
土壌汚染の除去等の措置の実施に当たり、（３）ウに掲げる各措置の方法に係る工事が終了した

時点の報告、地下水の水質の継続監視を実施した場合におけるその調査結果の報告等、措置の実施

状況に係る報告を行う時期を対策計画書に記載する。 
 

３ 拡散防止計画の策定及び実施 

拡散防止計画は、次に掲げる事項について、それぞれ定める方法により策定し、実施するものとす

る。 

なお、拡散防止計画書は、汚染がある土地の改変に着手する日の前までに知事に提出するものとす

る。 

（１）汚染の状況 

 

拡散防止計画の策定に必要な汚染状況調査の結果及び汚染地改変の経緯や詳細な実施状況につ

いて整理し、２（１）に基づき区域を設定する。ただし、（３）で調査を追加する場合にあっては、

当該調査の結果も考慮して区域を設定するものとする。 
（２）汚染拡散防止の措置の範囲 

汚染拡散防止の措置の範囲は、（１）で設定した区域ごとに、２（２）で示した範囲とする。た

だし、汚染の原因が対象地内に存在しないことが明らかな場合は汚染がある土地の改変を行う範囲

までとする。 
（３）汚染拡散防止の措置の方法及びその選択理由 

２（３）アに定める区域ごとの措置の方針に応じて、２（３）イに基づき汚染拡散防止の措置の

方法を選定し、当該汚染拡散防止の措置の方法に対応する２（３）ウに掲げる措置の方法の内容に

従って実施する。 
汚染拡散防止の措置の方法の選定に当たっては、措置の実施に伴う環境面、経済面及び社会面へ

の影響を考慮し、必要に応じて関係者とともに検討した上で、選択した方法の選択理由を拡散防止

計画書に記載する。 
汚染拡散防止の措置の実施に当たり、より詳細に汚染状況を把握する必要がある場合には、第３ 

３に規定する詳細調査を実施するものとする。 
ア 措置の実施の基準 

汚染拡散防止の措置又は要管理区域における汚染がある土地の改変（別表に掲げる措置の方法

を実施しない場合に限る。）の実施に当たっては、２（３）エの措置の実施の基準に従って実施

する。この場合において、２（３）エ中「土壌汚染の除去等の措置」とあるのは「汚染拡散防止

の措置」と読み替えるものとする。 

イ 汚染拡散防止の措置の特例 
（ア）法の規定による汚染の除去等の措置の実施に係る特例 

法の規定により措置を実施する場合は、２（３）ウの規定によらず、法第７条の規定による

汚染の除去等の措置を実施することができる。 

（イ）目標土壌溶出量又は目標地下水濃度を設定する場合の特例 
法施行規則別表第６の規定に準じて目標土壌溶出量又は目標地下水濃度を設定する場合に

は、２（３）ウの規定によらず法施行規則別表第８の方法により対策を実施することができる。 

（４）汚染拡散防止の措置の開始及び終了の時期 
汚染拡散防止の措置又は要管理区域における汚染がある土地の改変（別表に掲げる措置の方法を

実施しない場合に限る。）の開始及び終了の予定時期を拡散防止計画書に記載する。 
（５）汚染拡散防止の措置の期間中の環境保全対策 

汚染拡散防止の措置又は要管理区域における汚染がある土地の改変（別表に掲げる措置の方法を

実施しない場合に限る。）の期間中、環境負荷の低減を図るため、２（５）の規定により環境保全

上の対策を講じる。この場合において、２（５）中「土壌汚染の除去等の措置」とあるのは「汚染

拡散防止の措置」と読み替えるものとする。 
（６）汚染土壌の運搬及び搬出先での処理の方法 

汚染土壌を対象地外へ搬出する場合には、２（６）に掲げる方法により、運搬及び搬出先での処

理を実施する。この場合において、２（６）中「対策計画」とあるのは「拡散防止計画」と読み替

えるものとする。 
（７）汚染拡散防止の措置の実施状況の報告時期 

汚染拡散防止の措置の実施に当たり、２（３）ウに掲げる各措置の方法に係る工事が終了した時

点の報告、地下水の水質の継続監視を実施した場合における調査結果の報告等、措置の実施状況に

係る報告を行う時期を拡散防止計画書に記載する。 
 

４ 土壌汚染の除去等の措置又は汚染拡散防止の措置の完了 

対策計画又は拡散防止計画に基づき、土壌汚染の除去等の措置又は汚染拡散防止の措置を行った場

合にあっては実施した措置の内容に応じて次の（１）から（６）までに掲げるところにより、要管理

区域において別表に掲げる措置の方法を実施せずに汚染がある土地の改変を行った場合にあっては

次の（３）から（５）までに掲げるところにより、措置が適切に実施され、当該計画の目標が達成さ

れたことを確認するものとする。 

なお、目標達成の確認ができなかった場合には、追加の対策を講じることとする。 
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（１）措置の方法が適切に実施されたことの確認 
対策計画又は拡散防止計画に基づいて実施した措置の方法に応じ、次のアからコまでにそれぞれ

定めるところにより措置の方法が適切に実施されたことの確認を行う。 
ア 土壌汚染の除去 
（ア）汚染土壌の掘削による除去 

次のａからｃまでの確認を行う。 

ａ 汚染土壌が存在する範囲の土壌が掘削により除去されたこと（検尺等による確認）。 
ｂ 埋戻しを実施した場合は、汚染土壌処理基準以下の土壌であること（計量証明等による確

認）。 
ｃ 運搬及び処理が適切に完了したこと（管理票による確認）。 

（イ）原位置での浄化による除去 
浄化後に、原則として単位区画に１地点の割合で、措置を実施した範囲の上端、下端及び地

表から措置を実施した深度までの深さ１メートルごと（措置を実施した範囲の上端が地表と異

なる場合には、地表から当該上端までを除く。）の土壌を採取し、各位置の土壌溶出量及び土

壌含有量が汚染土壌処理基準以下であることの確認を行う。 

イ 一定濃度を超える土壌汚染の除去 
（ア）第二溶出量基準を超える汚染土壌の掘削による除去 

次のａからｃまでの確認を行う。 

ａ 第二溶出量基準を超える汚染土壌が存在する範囲の土壌が掘削により除去されたこと（検

尺等による確認）。 
ｂ 埋戻しを実施した場合は、第二溶出量基準以下の土壌で埋め戻したこと（計量証明等によ

る確認）。  
ｃ 運搬及び処理が適切に完了したこと（管理票による確認）。 

（イ）第二溶出量基準を超える汚染土壌の原位置での浄化による除去 
浄化後に、原則として単位区画に１地点の割合で、措置を実施した範囲の上端、下端及び地

表から措置を実施した深度までの深さ１メートルごと（措置を実施した範囲の上端が地表と異

なる場合には、地表から当該上端までを除く。）の土壌を採取し、第二溶出量基準以下である

ことの確認を行う。 

（ウ）第二地下水基準を超える地下水の浄化 
浄化後に、措置実施範囲の地下水の状況を適切に把握できる地点において地下水を採取し、

第二地下水基準以下であることの確認を行う。 

ウ 封じ込め 
（ア）原位置封じ込め 

２（３）ウ（ウ）ａに従って実施されていることの確認及び（２）に掲げる措置の完了の要

件を満たすことが確認されるまでの間、構造物に囲まれた範囲に１以上の観測井を設け、雨水、

地下水その他の水の浸入がないことの確認を行う。 

（イ）遮水工封じ込め 
２（３）ウ（ウ）ｂに従って実施されていることの確認及び（２）に掲げる措置の完了の要

件を満たすことが確認されるまでの間、土壌が埋め戻された場所の内部に１以上の観測井を設

け、雨水、地下水その他の水の浸入がないことの確認を行う。 

（ウ）遮断工封じ込め 
２（３）ウ（ウ）ｃに従って実施されていることの確認及び（２）に掲げる措置の完了の要

件を満たすことが確認されるまでの間、土壌が埋め戻された場所の内部に１以上の観測井を設

け、雨水、地下水その他の水の浸入がないことの確認を行う。 

エ 不溶化 
（ア）原位置不溶化 

２（３）ウ（エ）ａに従って実施されていることの確認及び性状の変更を行った汚染土壌の

範囲について、単位区画ごとに措置を実施した範囲の上端、下端及び地表から措置を実施した

深度までの深さ１メートルごと（措置を実施した範囲の上端が地表と異なる場合には、地表か

ら当該上端までを除く。）の土壌を採取し、当該土壌について溶出量基準以下の汚染状態にあ

ることの確認を行う。 

（イ）不溶化埋め戻し 
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（１）措置の方法が適切に実施されたことの確認 
対策計画又は拡散防止計画に基づいて実施した措置の方法に応じ、次のアからコまでにそれぞれ

定めるところにより措置の方法が適切に実施されたことの確認を行う。 
ア 土壌汚染の除去 
（ア）汚染土壌の掘削による除去 

次のａからｃまでの確認を行う。 

ａ 汚染土壌が存在する範囲の土壌が掘削により除去されたこと（検尺等による確認）。 
ｂ 埋戻しを実施した場合は、汚染土壌処理基準以下の土壌であること（計量証明等による確

認）。 
ｃ 運搬及び処理が適切に完了したこと（管理票による確認）。 

（イ）原位置での浄化による除去 
浄化後に、原則として単位区画に１地点の割合で、措置を実施した範囲の上端、下端及び地

表から措置を実施した深度までの深さ１メートルごと（措置を実施した範囲の上端が地表と異

なる場合には、地表から当該上端までを除く。）の土壌を採取し、各位置の土壌溶出量及び土

壌含有量が汚染土壌処理基準以下であることの確認を行う。 

イ 一定濃度を超える土壌汚染の除去 
（ア）第二溶出量基準を超える汚染土壌の掘削による除去 

次のａからｃまでの確認を行う。 

ａ 第二溶出量基準を超える汚染土壌が存在する範囲の土壌が掘削により除去されたこと（検

尺等による確認）。 
ｂ 埋戻しを実施した場合は、第二溶出量基準以下の土壌で埋め戻したこと（計量証明等によ

る確認）。  
ｃ 運搬及び処理が適切に完了したこと（管理票による確認）。 

（イ）第二溶出量基準を超える汚染土壌の原位置での浄化による除去 
浄化後に、原則として単位区画に１地点の割合で、措置を実施した範囲の上端、下端及び地

表から措置を実施した深度までの深さ１メートルごと（措置を実施した範囲の上端が地表と異

なる場合には、地表から当該上端までを除く。）の土壌を採取し、第二溶出量基準以下である

ことの確認を行う。 

（ウ）第二地下水基準を超える地下水の浄化 
浄化後に、措置実施範囲の地下水の状況を適切に把握できる地点において地下水を採取し、

第二地下水基準以下であることの確認を行う。 

ウ 封じ込め 
（ア）原位置封じ込め 

２（３）ウ（ウ）ａに従って実施されていることの確認及び（２）に掲げる措置の完了の要

件を満たすことが確認されるまでの間、構造物に囲まれた範囲に１以上の観測井を設け、雨水、

地下水その他の水の浸入がないことの確認を行う。 

（イ）遮水工封じ込め 
２（３）ウ（ウ）ｂに従って実施されていることの確認及び（２）に掲げる措置の完了の要

件を満たすことが確認されるまでの間、土壌が埋め戻された場所の内部に１以上の観測井を設

け、雨水、地下水その他の水の浸入がないことの確認を行う。 

（ウ）遮断工封じ込め 
２（３）ウ（ウ）ｃに従って実施されていることの確認及び（２）に掲げる措置の完了の要

件を満たすことが確認されるまでの間、土壌が埋め戻された場所の内部に１以上の観測井を設

け、雨水、地下水その他の水の浸入がないことの確認を行う。 

エ 不溶化 
（ア）原位置不溶化 

２（３）ウ（エ）ａに従って実施されていることの確認及び性状の変更を行った汚染土壌の

範囲について、単位区画ごとに措置を実施した範囲の上端、下端及び地表から措置を実施した

深度までの深さ１メートルごと（措置を実施した範囲の上端が地表と異なる場合には、地表か

ら当該上端までを除く。）の土壌を採取し、当該土壌について溶出量基準以下の汚染状態にあ

ることの確認を行う。 

（イ）不溶化埋め戻し 

 

２（３）ウ（エ）ｂに従って実施されていることの確認を行う。 

オ 地下水汚染の拡大の防止 
２（３）ウ（オ）に従って実施されていることの確認を行う。 

カ 地下水の水質の継続監視 
２（３）ウ（カ）に従った頻度で地下水を採取し、その結果を報告し、要対策区域にあっては

地下水基準、地下水汚染拡大防止区域にあっては第二地下水基準以下であることの確認を行う。 

キ 土壌入換え 
（ア）区域外土壌入換え 

２（３）ウ（キ）ａに従って実施されていることの確認及び管理票により運搬及び処理が適

切に完了したことの確認を行う。 

（イ）区域内土壌入換え 
２（３）ウ（キ）ｂに従って実施されていることの確認を行う。 

ク 盛土 
２（３）ウ（ク）に従って実施されていることの確認を行う。 

ケ 舗装 
２（３）ウ（ケ）に従って実施されていることの確認を行う。 

コ 立入禁止 
２（３）ウ（コ）に従って実施されていることの確認を行う。 

（２）措置の完了の要件を満たすことの確認 
対策計画又は拡散防止計画に基づいて実施した措置の方法に応じ、次のアからウまでの区域ごと

に定める方法により、規則第５４条第３項及び第５５条の２のいずれにも該当しない土地となった

ことの確認を行う。ただし、地下水汚染の拡大の防止を実施したとき又は２（３）ウ（カ）ｂ（ｃ）

に該当する場合で地下水の水質の継続監視を実施したときは、措置が完了することはなく、継続的

な措置の実施が必要となる。 
ア 要対策区域 

次の（ア）又は（イ）の汚染の状態ごとに定める方法により確認を行う。 

（ア）措置の実施前に溶出量基準を超える汚染土壌があった土地 
次のａ及びｂの実施した措置の方法ごとに定める方法により確認を行う。 

ａ 地下水の水質の継続監視を実施した場合 
２（３）ウ（カ）ａの測定を５年間以上継続し、直近の２年間は１年に４回以上測定した

結果、地下水の特定有害物質の濃度が地下水基準を超えるおそれがないことの確認を行う。 
ｂ ａ以外の場合 

地下水の下流側の当該土地の周縁の１以上の地点に観測井を設け、１年に４回以上定期的

に地下水を採取し、地下水の特定有害物質の濃度が地下水基準以下である状態が２年間継続

することの確認を行う。ただし、掘削による除去を実施した場合であって、かつ、措置の実

施前に対象地内の地下水の汚染状態が地下水基準以下であることが確認されている場合は、

地下水の下流側の当該土地の周縁の１以上の地点に観測井を設け、１回以上地下水を採取し、

地下水の特定有害物質の濃度が地下水基準以下であることの確認を行う。 
（イ）措置の実施前に含有量基準を超える汚染土壌があった土地 

実施した措置の方法に応じて、（１）の規定による措置の方法が適切に実施されたことの確

認を行う。 

イ 地下水汚染拡大防止区域 
次の（ア）又は（イ）の実施した措置の方法ごとに定める方法により確認を行う。 

（ア）地下水の水質の継続監視を実施した場合 
２（３）ウ（カ）ｂの測定を５年間以上継続し、直近の２年間は１年に４回以上測定した結

果、地下水の特定有害物質の濃度が第二地下水基準を超えるおそれがないことの確認を行う。 

（イ）（ア）以外の場合 
地下水の下流側の当該土地の周縁に１以上の観測井を設け、１年に４回以上定期的に地下水

を採取し、地下水の特定有害物質の濃度が第二地下水基準以下である状態が２年間継続するこ

との確認を行う。ただし、汚染土壌の掘削による除去又は第二溶出量基準を超える汚染土壌の

掘削による除去を実施した場合であって、かつ、措置の実施前に地下水の汚染状態が第二地下

水基準以下であることが確認されている場合にあっては、１回以上地下水を採取し、地下水の
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特定有害物質の濃度が第二地下水基準以下であることを確認する。さらに、当該確認のための

調査の終期に、対象地境界において地下水を採取し、地下水の特定有害物質の濃度が第二地下

水基準以下であることを確認する。 

ウ 要管理区域 
次の（ア）から（ウ）までの場合ごとに定める方法により確認を行う。 

（ア）過去に溶出量基準を超える汚染土壌を封じ込めるために設けられた構造物等に変更を加えた

場合 
ア（ア）ｂの規定による確認を行う。 

（イ）過去に第二溶出量基準を超える汚染土壌を封じ込めるために設けられた構造物等に変更を加

えた場合 
イ（イ）の規定による確認を行う。 

（ウ）（ア）及び（イ）のいずれにも該当しない場合 
（１）の規定による措置の方法が適切に実施されたことの確認を行う。 

（３）施行方法の確認 
実施した土壌汚染の除去等の措置又は汚染拡散防止の措置が、２（３）エ又は３（３）アの措置

の実施の基準に基づく対策計画又は拡散防止計画のとおり実施されたことを確認する。 
（４）環境保全対策の実施結果の確認 

２（５）又は３（５）に掲げる環境保全対策について対策計画又は拡散防止計画のとおり実施さ

れたことを確認する。 
なお、対策計画又は拡散防止計画の内容に変更が生じた場合には、その旨及びその理由を報告す

る。 
（５）汚染土壌の運搬及び処理の完了の確認 

汚染土壌の搬出を行った場合にあっては、管理票により汚染土壌の運搬及び処理が適切に完了し

たことを確認する。 
なお、対策計画又は拡散防止計画の内容に変更（搬出先の変更を除く。）が生じた場合には、そ

の旨及びその理由を報告する。 
（６）措置の完了の確認の特例 

２（３）オ（イ）又は３（３）イ（イ）の特例により目標土壌溶出量又は目標地下水濃度を設定

し、法施行規則別表第８に規定する方法により措置が実施されたことが確認できた場合は、（１）

及び（２）の確認は省略することができる。ただし、地下水汚染拡大防止区域にあっては、（２）

イで定める確認のうち確認のための調査の終期において実施する対象地境界における地下水採取

を実施し、地下水中の特定有害物質の濃度が第二地下水基準以下であることを確認する。 
 
５ 汚染土壌がなくなったことの確認 

２（３）ウ（ア）に定める土壌汚染の除去により、汚染土壌の全量を除去した場合には、次に掲げ

る手順に従って、汚染土壌がなくなったことの確認を行うことができる。 

 （１）地下水の下流側の当該土地の周縁の１以上の地点に観測井を設け、１年に４回以上定期的に地

下水を採取し、地下水の特定有害物質の濃度が地下水基準以下である状態が２年間継続すること

の確認を行う。ただし、汚染土壌の掘削による除去を実施した場合であって、かつ、措置の実施

前に対象地内の地下水の汚染状態が地下水基準以下であることが確認されている場合は、地下水

の下流側の当該土地の周縁に１以上の観測井を設け、１回以上地下水を採取し、地下水の特定有

害物質の濃度が地下水基準以下であることの確認を行う。 
 （２）（１）の確認の結果を報告する。 
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特定有害物質の濃度が第二地下水基準以下であることを確認する。さらに、当該確認のための

調査の終期に、対象地境界において地下水を採取し、地下水の特定有害物質の濃度が第二地下

水基準以下であることを確認する。 

ウ 要管理区域 
次の（ア）から（ウ）までの場合ごとに定める方法により確認を行う。 

（ア）過去に溶出量基準を超える汚染土壌を封じ込めるために設けられた構造物等に変更を加えた

場合 
ア（ア）ｂの規定による確認を行う。 

（イ）過去に第二溶出量基準を超える汚染土壌を封じ込めるために設けられた構造物等に変更を加

えた場合 
イ（イ）の規定による確認を行う。 

（ウ）（ア）及び（イ）のいずれにも該当しない場合 
（１）の規定による措置の方法が適切に実施されたことの確認を行う。 

（３）施行方法の確認 
実施した土壌汚染の除去等の措置又は汚染拡散防止の措置が、２（３）エ又は３（３）アの措置

の実施の基準に基づく対策計画又は拡散防止計画のとおり実施されたことを確認する。 
（４）環境保全対策の実施結果の確認 

２（５）又は３（５）に掲げる環境保全対策について対策計画又は拡散防止計画のとおり実施さ

れたことを確認する。 
なお、対策計画又は拡散防止計画の内容に変更が生じた場合には、その旨及びその理由を報告す

る。 
（５）汚染土壌の運搬及び処理の完了の確認 

汚染土壌の搬出を行った場合にあっては、管理票により汚染土壌の運搬及び処理が適切に完了し

たことを確認する。 
なお、対策計画又は拡散防止計画の内容に変更（搬出先の変更を除く。）が生じた場合には、そ

の旨及びその理由を報告する。 
（６）措置の完了の確認の特例 

２（３）オ（イ）又は３（３）イ（イ）の特例により目標土壌溶出量又は目標地下水濃度を設定

し、法施行規則別表第８に規定する方法により措置が実施されたことが確認できた場合は、（１）

及び（２）の確認は省略することができる。ただし、地下水汚染拡大防止区域にあっては、（２）

イで定める確認のうち確認のための調査の終期において実施する対象地境界における地下水採取

を実施し、地下水中の特定有害物質の濃度が第二地下水基準以下であることを確認する。 
 
５ 汚染土壌がなくなったことの確認 

２（３）ウ（ア）に定める土壌汚染の除去により、汚染土壌の全量を除去した場合には、次に掲げ

る手順に従って、汚染土壌がなくなったことの確認を行うことができる。 

 （１）地下水の下流側の当該土地の周縁の１以上の地点に観測井を設け、１年に４回以上定期的に地

下水を採取し、地下水の特定有害物質の濃度が地下水基準以下である状態が２年間継続すること

の確認を行う。ただし、汚染土壌の掘削による除去を実施した場合であって、かつ、措置の実施

前に対象地内の地下水の汚染状態が地下水基準以下であることが確認されている場合は、地下水

の下流側の当該土地の周縁に１以上の観測井を設け、１回以上地下水を採取し、地下水の特定有

害物質の濃度が地下水基準以下であることの確認を行う。 
 （２）（１）の確認の結果を報告する。 

 
 

 

別表 措置の方法の種類及び適用可能性  
 措置の方法の種類 第一種特定有害物質 第二種特定有害物質 第三種特定有害物質 

（ア）土壌汚染の除去    

 （１）汚染土壌の掘削による除去 適用可能 適用可能 適用可能 

 （２）原位置での浄化による除去 適用可能 適用可能 適用可能 
（イ）一定濃度を超える土壌汚染の除

去    

 （１）第二溶出量基準を超える汚染

土壌の掘削による除去 適用可能 適用可能 適用可能 

 （２）第二溶出量基準を超える汚染

土壌の原位置での浄化による除

去 
適用可能 適用可能 適用可能 

 （３）第二地下水基準を超える地下

水の浄化 適用可能 適用可能 適用可能 

（ウ）封じ込め    

 （１）原位置封じ込め 適用可能 適用可能 
適用可能（第二溶出量

基準以下の土壌に限

る。） 

 （２）遮水工封じ込め 適用可能 適用可能 
適用可能（第二溶出量

基準以下の土壌に限

る。） 
 （３）遮断工封じ込め 不適 適用可能 適用可能 

（エ）不溶化    

 （１）原位置不溶化 不適 
適用可能（第二溶出量

基準以下の土壌に限

る。） 
不適 

 （２）不溶化埋戻し 不適 
適用可能（第二溶出量

基準以下の土壌に限

る。） 
不適 

（オ）地下水汚染の拡大の防止    
 （１）揚水施設による地下水汚染の

拡大の防止 適用可能 適用可能 適用可能 

 （２）透過性地下水浄化壁による地

下水汚染の拡大の防止 適用可能 適用可能 適用可能 

（カ）地下水の水質の継続監視 適用可能 適用可能 適用可能 

（キ）土壌入換え    

（１）区域外土壌入換え 不適 適用可能 不適 

（２）区域内土壌入換え 不適 適用可能 不適 

（ク）盛土 不適 適用可能 不適 

（ケ）舗装 不適 適用可能 不適 

（コ）立入禁止 不適 適用可能 不適 
備考 
汚染状態に応じ、適用可能とされた措置の方法のうちいずれかを選択する。ただし、「適用可能（第

二溶出量基準以下の土壌に限る。）」とされた措置の方法は、第二溶出量基準を超えている場合には選

択できない。 
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 附 則 (平成 31年告示第 394号) 
１ この告示は、平成 31年 4月 1日から施行する。 
２ この告示の施行の際、この告示による改正前の東京都土壌汚染対策指針の規定により、既に着手され

ていた汚染状況調査は、この告示による改正後の東京都土壌汚染対策指針（以下「改正後の指針」とい

う。）の規定による汚染状況調査と同等のものと認められる場合は、改正後の指針に基づく汚染状況調

査とみなすことができる。 
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